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本論文は都市地理学が重要な研究テーマの 1っとしてきた都市の空間構造のなかからと

くに衰退地区をとりあげて，その性格と再生の方向について考察Lたものである.その意

図は次のとおりである.

都市は様々の学問分野の研究対象となっている故に，都市地理学は隣接諸科学との接地

面を多くもつ.都市地理学が国有の性格を十分に発揮Lて都市研究の進展に貢献する必要

があるのはいうまでもないが，同時に接触面で隣接科学の長所を吸収し自らの垣所を補う

こともまた，都市地理学自身と都市研究全体の発展に寄与するはずである.そこで，都市

地理学と都市経詰学の接触面について検討Lてみよう.標準的な都市地理学と都市経済学

のいくつかのテキストを比較してみれば.両者の頚i岐点と相違点を知ることができる.ま

ず，研究分野をみると v 主と Lて都市地理学が対象と Lているのは都市の規模，立地.分

布であり軍部市経清学の領域に含まれるのは住宅，交通，雇用，射政等のいわゆる都市問

題である.そ Lて，両者に共通する重要な分野と Lて都市の機能と空間構造がある.とは

いえ分析の視角や方法において両者にはそれぞれ特徴がある.都市地理学は構造を帰納的

に把握して類型の設定を行う.ゆえに実態分析と頚型{!::の手法に蛙密さをもとめ，また比

較研究を重視する.他方，都市経済学のミクロ分析で壮経請主体の最適行動を前提と Lて

潰えき的に構造の数学モデルを構築L，その精致化を目指す圃またマクロ分析では体制や

産業構造とのかかわりで集計量に基づいて都市構造を説明する.さらに所得分配の公正園

平等，資調配分の効率等の規範にてら Lて問題を認識L，解決の方向を探るので，都市地

理学にくらべて政策指向性が強い銅筆者はかねてより都市の機能と空間構造の解明に努め

てきた.本論文では主として空間構造をとりあげ，地理学の長所である厳密な手法による

実態の比較分析に，都市経t青学のマクロ分析と政葉研究という視角を加味して，先進工業

国(特に英国.米国軍日本)の大都市に現れる衰退地区を解明Lたい圃

本研究は3部よりなっている.第 1部の 3つの章では，古典的都市構造モデルが登場L

た1920年代から現在にいたる 3つの時期に，英米において衰退地区がどのように認識

されてきたかを整理Lて，それに対応させながら日本の状況を分析 L，大阪が英米の大都

市に最も類似Lた性格をもつことを明らかtこする.第2部では，はヒめに，衰退地区再生

の方向を住民と擁能の多様化と接合化に求めることの必要牲を述べ，つづく 6つの章では



それにそった英米の実践的試みのいくつかを紹介し，論評する.第3部の3つの章では，

日本の大都市，とくに英米の大都市との類似性が明らかになった大阪に焦点、を合わせて.

第2部で論じた再生の方向が，わが国でも有効かつ可能であることを実証する.
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4ましカ玉き

すでに我々は. 1 920年代から 40年代にかけての大都市成長期に発表された社会学

者，経済学者，地理学者の手になる.同心円，扇形，多核心とよばれる 3つの古典的な欧

米大都市の空間構造モデルをもっている.それぞれが描く全体構造は異なるけれども 3

つは等しく衰退地区を都心部周辺に位置づけており，またほぼ共通した性格規定をおこな

っている.ただしその生成のメカニズムついての見方は同一でない.その差異は大都市が

果たす機能の変化，それを反映した都心の成長力の強弱に関係Lている.第 1章では，ま

ず3つの古典的モデルにおける衰退地区認識の変化を整理し，次いで現実の大都市におい

て衰退地区を確定するために必要な手法の発展をたどり.最後にそれらをふまえて，大阪

市の場合衰退地区がどのように認定されるかを検討する.

1 9ちO年代に加速した郊外化は大都市圏の成長をうながL.豊かな郊外と対比して衰

退する中心市が問題とされるようになった.第2章では，郊外化を促進した諸要因につい

ての論議をあらかじめ整理した上で，郊外化がもたらした米国の中心市衰退の実態を示す

.我が国の中心市が英米の大都市に追随して衰退の道を辿るかいなかを占う鍵の 1つは.

その郊外化の動向にある.そこで，ロンドン，ニューヨーク，東京，大阪の4大都市圏に

同ーの空間的尺度を当てはめて，郊外化の水準を比較する.

1970年代に入って.先進工業国の大都市を取り巻く状況にはさらに大きな変化が生

じた.企業の多国籍化を含む経漬活動の国際化と工業化社会の成熟化(いわゆる脱工業化

)がもたらした経済の低成長が，それである.この段階で，都市圏全体の成長は停止し，

すでに郊外化によって悪化しつつあった中心市，ことにそのインナーエリアの衰退が顕著

になった.それは最も早く低成長に陥った英国において，インナーシティ問題として認識

され.やがて他の先進諸国でも都市問題の中核を占めるにいたった.第3章では，まず英

国におけるインナーシティ問題の性格とインナーシティの空間的広がりを確認した上で，

そのような基準に従って，わが国3大都市のインナーエリアの現状を分析する.

2 



1 者百J心音別司主互土也帯芋c0玉三試邑

I 古典的都市構造モデルにおける都心部周辺地帯

都市の地域構造にふれた内外の文献のほとんどは，古典的モデルとして E.パージェス

(Ernest Watson Burgess)の同心円地帯 (conce-ntric

Z 0 n e )モデル， H.ホイト (Homer Hoyt)の扇形 (sector)モデル

， C.ハリス (Chauncy D. Harris)とE.アルマシ (Edward L 

Ullman)の多核心 (multiple nuclei モデルのラつに言及して

いる.それら 3つのモデルのいずれもが都心部周辺の衰退を指摘しているにもかかわらず

r (その)地帯の確定，形成過程.構造を取り扱った独立の論文はない J (Grif 

fen， 1966， p. 340)とか rおびただしい公的リップサービスの対象となっ

ているにもかかわらず， (その)地帯は都市のサブリージョンの中では最も理解されてお

らず，この要因は都市研究者がその地帯の詳細な空間的，構造的規定を行うことや，形成

過程を理解することに成功していない点にある J (Preston， 1966， p. 23 

6 )という 1966年の米国における反省が，今日の我が国にもそのまま当てはまる現状

である.こうした反省にもとづいて，日本地理学会の 197弓年秋季大会では，都心部周

辺地帯をテーマとするシンポジウムがおこなわれたが，都心部周辺地帯の性格規定や地帯

¥) 
設定という基本的事項についてすら，十分な成果が得られなかった.そこで以下では，古

典的都市構造モデルがいかにその部分を性格づけ，形成のメカニズムをどのように説明し

たかを整理しておきたい.

1 E.パージェスおよびR.ディキンソンの同心円モデル

E.パージェスは都市の成長を論じた 192ち年の論文において rダウンタウンエリ

ア-Loop，CBDと同義ーを取りまいてふつう漸移地帯 (area of tra 
ユラ

nsition，地図では zone in tγa n s i t i 0 n と表現)があり，

それはビジネスと軽工業によって侵入されつつある.第3のエリアには工場労働者が居住

しており，彼らは第2の荒廃エリア (area of deteriorat on)か

ら逃れたが…」とのベ (Burgess，192ち， pちo) ，また l中央業務セクシヲ

3 



ンを取りまく荒廃ゾーンでは，常にいわゆるスラムや不良地区 (ba.d 1 a.nd)がみ

いだされ，それは貧困.堕落，疾病が氾濫した地域，犯罪と悪徳の下層社会を伴う.ある

荒廃エリアには下宿屋地区 (rooming house districts)があり

，失われた魂の煉獄がある.近くには創造的で反抗的な精神の根城となっているラテン区

(Latain Quarter)がある.スラムはまた旧世界の遺産とアメリカ的適応

とを微妙に結びつけている移民のコロニー(ゲットー.リトルシシリー，グリークタウン

，チャイナタウン)でもってあふれんばかりになっている.ここから自由で無秩序な生活

をもったブラックベルトがくさび型に突出している.荒廃エリアは基本的に腐敗のエリア

，人口の停滞または衰退のエリアであるが，それはまた再生 (regeneration

)のエリアである.その証拠にミッション，セツルメント.芸術家のコロニー，急進者セ

ンターの全てが新しいより良い世界のビジョンに取りつかれている」と描写した(i b i 

d. ， pp. 54一宮 6).さらに彼は 1929年の都市のエリアを扱った論文において

f第 E圏の漸移地帯は第 I圏 (CB D)からのビジネスと工業の侵蝕によって生じた居

住地荒廃のエリアであり…ーそのインナーベルトには工場地区をもち，アウターリングは

衰退する近隣住区，最初に移民が居住するコロニー，下宿屋地区，家庭をもたない人々の

エリア，ギャンブルと酒類密売と性的悪徳の盛り場，犯罪繁殖の場である……家族や個人

は成功するにつれて，挫折l.リーダーを失い，救いのない最下層の人々を後に置き去り
3) 

にして，第田地帯へ移り行く J と，その社会病理的側面を指摘した.

ところでパージェスは，拡大 (extensi on)，遷移 (succession)

，求心 (concentra.tion)，離心 (decentralization)， 

組織化 (organization)，組織解体 (disorganization)と

いった運動を含む都市成長の過程が，個人や集団を住居や職業によってふるい分け，分類

し，再配置させることによって同心円的地帯構造を生み出すとするが，そのような諸種の

運動がなぜ漸移地帯に上述のような性格を付与するのかといった説明を行つてはいない.

パージェスのモデルが叙述的 (descriptive)モデルだと批判されるゆえんで

ある (Yeates & Garner， 1971， p. 244). 

パージェスのモデルは短期間に急激な都市成長をとげたアメリカ都市の観察にもとづく

ものであったが，それを「……ヨーロッパおよびアメリカ都市の研究はパージヱスの一般

理論を強固なものにしている.……多くの仮説の中でもっとも総合的であり，もっとも多

くの注目をあびた」ものと評価する英国の地理学者R. E.ディキンソンは，ヨー口ッパ
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都市の観察にもとづいて，都市の歴史的発展をとり入れ，パージェスのモデルに近似した

都市域の同心円的4地帯区分を提唱した (Dickinson，1964， p. 131) 

.彼はそこで，パージェスのループに対応する中央地帯 (central zone)の

外側に，それをとりまく中間地帯 (midd 1 e zone)を設定し，この地帯は「主

として 19世紀後半から 20世紀の初めにかけて形成されたものである"大部分の建物は

私企業によって建てられ，その密度やタイプには何の制限もない.都市計画上の手法はせ

いぜい街路のレイアウトや幅員に向けられていた.街区は十分に建蔽されており，中央地

帯と同様にほとんど公的または私的なオープンスペースがない.イングランドでは背中合

わせのテラスハウス (terrace and back-to-back house 

) ，大陸ではパリやベルリンの如く賃貸集合住宅 (tenement)を，合衆国では賃

貸集合住宅や木造家屋 (frame house)を見出す.中間地帯は主として“住宅

用"であるが，多くの分散した小工場を含んでいる(計画家のいう“混合利用" ) .それ

はまた，鉄道路線に沿い，貨物駅や鉄道駅の周辺で，河川や運河に近い低乎な土地に集中

した初期の工業発展の地点を含んでいる.……この地帯の多くはのちにみる如く荒廃の状

態にある.それは高い住宅密度のエリアであり，都市の主要なプライト (blight)

エリアを含み，大部分の移民や低所得グループの住むところである.これらはアメリカの

計画家がいわゆる“グレーエリア"と呼ぶもので，取りこわしを待つばかりであり，将来

の再建に対して主要な計画的問題を呈している Jと説明した (ibid. ，p. 164) 

.さらに「現代都市のもっとも特徴的で深刻な姿の 1つは荒廃地帯であり……それはふつ

う都市のセンターをとりまき，また工業的なスラムのエリアとも関連している.この地帯

のさまざまな特性は， CBDの端からはじまり……外に広がって全都市域の非常に大きな

部分一主として 1900年以前の家のある部分 をおおってしまうところの，都市プライ

トを構成するものとして言及される.おそらくこの現象の最も一般的で最適の指標は，高

い人口密度(過密)と人口減少(移動}の両事実である」とのべ (ibid. ，pp.1

85-186) ，プライトの共通的性格と Lて「高いが下落しつつある地価，密集してい

るが，減少しつつある人口，古くて不適格な住宅，放棄された建物や空き部屋の大きな割

合，何重にも担保に入った不動産，過度の税金滞納，低い平均家賃，一般に低い住民の経

済的地位，過度の犯罪，高い 1人当たりおよび面積当たりの政府コスト」という M. L. 

ウオーカー (Walker)の規定が引用されている (ibid. ，p. 186). 

このように，ディキンソンは中間地帯をパージェスの漸移地帯にほぼ相当する性格のも

r 
U 



のとして描いたが，それが成立する仕組みについての説明はより説得的である.ディキン

ソンもまた都市の空間構造一般は，引きつけ凝集させる求心力 (centripetal

forces) ，分散し解体する遠心力 (centrifugal forces)，空

間的分化の力 (forces of areal differentitation) 

という基本的な3つの力によって生み出されたものと説明する (ibid. ，p.12ち

) .ただ，中間地帯を特徴づけるプライトエリアについては……社会的，経済的，そ

の他の条件の結果として.所有者によって不動産につけられた価値と，現在の状況のもと

でそれがおかれうる公共の福祉にとって適切な何らかの用途のための価値との聞に，著し

い断絶がある.古い建物はかえりみられず，新しいものは建てられないで，すべての部分

は古くさくて役立たないものになる.換言すれば，プライトは改良したり維持することが

利益にならない状態なのである j という E. F. フレイジアー (Frazi e r)の規定

を引用しつつ (ibid. ，p. 186). もともと良質でない住工混在の地帯として，

歴史的に形成された中間地帯が，その後の都市発展の中で生じた不動産をめぐる現実の利

用価値と，見込み価格のギャッアの故に，一層衰退し荒廃地帯と化しつつあると説明して

いる.

2 H.ホイトのいわゆる扇形モデル

ホイトはのちにハリスとアルマシが描いた模式図によって (Harris & Ul-

lman，19ラ9，p.281)，パージェスの同心円モデルに対立する扇形モデルの

斗〉

創始者の知く扱われているが，ホイトの扇形モデルは都市構造全般を扱ったものでない.

すなわちホイト自身は rセクターセオリーは放射的・同心円的セオリーに含まれる一般

的説明を補足しようとするものではなかった.……それは居住地区の移動を説明するのに

最も有用である.このセオリーによれば，もし全市域が円形であり，その内部の各エリア

は円の中心から放射するセクターと見なされるならば，都市の中心でスタートする高地代

(rent)エリアは，数年間にわたって発展がつづくにつれて， 1ないしそれ以上のセ

クター内で周辺に向かつて一直線に移動する.同様に，も L1つのセクターが低地代エリ

アとして発展すれば，それは成長の過程でそれ自身を膨読させながら長い期間にわたって

その性格を維持Lょうとするだろう.同じ発展のタイプは中間的地代のセクターの性格で

もある J (Hoyt， 1939. p. 61)と，いわゆる扇形モテ.ルを居住地にかんする

ものと限定している.したがってイエイツ等が都市の土地利用モデルを論じた際に.同心
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円モデルや多核心モデルの次にセクターセオリーにふれ.それは基本的に居住地の立地に

適用できるが，決して注目に値する一般的ステートメシトではない，と指摘Lているのは

正しい (Yeates & Garner， 1971. p. 246). 都市の全体構造

についてホイト自身は1"都市の成長は常に生物学的法則に従い，すべての成長は ce 

ntral か axial である.どちらかが前後することはあっても全ての都市は

この成長の両形態を示し，全ての場合に central growth はなんらかの

axial growth を.そ Lて axial growth はなんらかの

central growth を含むJ という R.M.ハード (Hurd)の見解に従

った.そして両タイプの成長(同心円状と軸状)が同じ都市に作用する時，星型の構造が

生ずるもので，これはアメリカの都市が発展する典型的な様式であるとして (Hoyt.

1939， p. 60)，将来の都市構造を模式的に描いた (ibid.. p. 78).そ

の図(図 1-1 )によれば， CBD，ホテルと多世帯 (multiple)アパートのエ

リア，以前のスラムエリア(現在は公園，駐車場.自動車高速道路に転換されている)と

いう 3地帯が同心円状に並び，それを取り巻く南側の半円周的地帯は工業ベルトとされて

いる. CBDの外周には環状鉄道，ホテルエリアの外周には環状ハイウエー.以前のスラ

ムエリアの外周には環状鉄道とハイウエー，工業ベルトの中央には半環状の鉄道が夫々走

るとともに， CBDから放射状に鉄道と道路が並行して伸びている.高・中・低の各地代

エリアはこの放射状路続に沿って.上記同心円地帯の外側でそれぞれの方向にクラスター

状に展開している.したがってホイトも，少なくとも都心部周辺に関する限り，同心円状

のスラム地区の存在を肯定していたことになる.

さらにホイトは， 1 964年の論文において (Hoyt，1964)，都市構造に関す

る古典的モデルがどのような歪みを呈したかを検討Lている.その際彼は.パージェスの

同心円モデルに従って， CBD，卸・軽工業地帯，工業地区，勤労者住宅地帯，良質住宅

エリア，通勤者地帯の別に，最近の変容を説明した.都心の周辺部分についてみれば，メ

ーカーの直売によって卸売り機能が著しく低下Lたこと，衣服を除く軽工業は郊外に移動

しつつあり，軽工業が使用していた古くて荒れはてたビルとスラムの混合物は.再開発プ

ロジェクトでクリアーされつつあること，重工業も労働者が自家用車を所有Lてほとんど

郊外に居住していることからますます郊外立地の傾向にあること，かつてスラムと表退エ

リアと規定された場所の住居は再開発のもとで広くクリアーされて公私のモダンなアパー

トに再建されたこと.しかし未だクリアーされていない地区はパージェスが 1929年に
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叙述した性格をとどめ，低所得黒人の流入によって，過去3ち年聞に過密と少年犯罪の問

題は増大したこと，等を指摘Lた.ここでも，都市の全体構造や都心部周辺の性格につい

て，ホイトはパージェスのモデルに肯定的であったことがうかがえる.さらに言えば，ハ

リスとアルマンが扇形モデルとして描いた図においても (Harris & U11 

man，194弓)，都心部周辺の大部分は低級住宅地，他は卸売りおよび軽工業地とさ

れており，その低級住宅地はホイトよって r典型的に古くて荒廃した構造を含み，最低

所得の人々によって居住されている.新しく発展した近隣住区はほとんどこのグループに

入らない.……多世帯 (multifamily)低地代エリアは賃貸集合住宅 (te-

nement)と長屋 (alley dwelling)を含み，過密で日光と空間の不

足を特徴としており，通常大都市の都心近くに立地する J (ibid. ， p. 84)と説

明されたものである.したがってハリスとアルマンの扇形モデルを表す図式においても，

都心部周辺の性格は本質的にパージェスの漸移地帯と異なるものではない.

ホイトがパージェスと異なるのは，都市の地帯分化の説明に，土地利用競合の概念を明

示した点である.すなわち，都市拡大の初期段階にはさまざまな土地利用問にほとんど競

合がなく各種の用途が近接立地するが，拡大がある段階を越えるとさまざまな地点におけ

る土地利用の強度は増大し，より大きな地代負担力をもっ利用が他の用途を外方に押し出

し，そのことが都市内での絶えざる移動の原因となる.競合は都市が急成長している時に

最大で土地利用の変化もその時に最も激しい.もし都市が経済的重要性を低下させるなら

ば，スペースに対する新しい需要は発生せず，収益をあげうるのは，最も妻子ましい点のみ

となる (ibid. ，pp. 宮7 ち8).そこで，都心建築物の高層化や，流通機構の

変革による卸売業の地位低下，工場の分散などによって， CBD周辺における商工業の土

地利用の拡大が停止し，しかも費用が膨大なため再開発が行われなければ，いわゆる漸移

地帯が荒廃地域化する，と説明される.つまりホイトにあっては，さきのディキンソンが

都心部拡大の可能性によって荒廃を説明したのに対して，逆方向の力の作用による荒廃化

の説明を行っているわけである.

3 C. D.ハリスと E. L.アルマンの多核心モデル

ハリスとアルマンは， 194ち年の論文で (Harris & Ullman， 195 

9) ，単一の都市核を仮定している上述の2つのモデルに対して，多くの都市においては

，土地利用のパターンは単一の中心ではなく，さまざまな不連続の核のまわりに形成され
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ているという，いわゆる多核心モデルを対置Lた.このモデルによればCBDも多核心の

1つにすぎないが，彼等の描いた模式図では， CBDの周辺部は，卸売りと軽工業，低級

住宅，中級住宅の3者に区別されている.卸売りは都市自身と鉄道やトラックで到達する

都市圏全体の両方にサービスするためCBDに接した鉄道沿いに集中し，特殊な建物を必

要とせず，輸送手段や都市の市場と労働力への近接牲を有利な条件とする軽工業もこの地

区に立地する.低級住宅地区は市内のどこにある場合でも，工場と鉄道の近くに立地する

傾向があり，その構造が荒廃しているこの地区の古い内縁は，高地代を支払えないグルー

プが侵入する主要な地区である，とのべられているが，中級住宅地に関する説明はない.

この中級住宅地の存在を除けば，多核心モデルにおいてもCBD両辺の性格は，パージェ

スやホイトのそれと相違するものではない.

ハリスとアルマンは多核心が出現する理由として，単一の都市核にあらゆる機能が集中

することは物理的に不可能であり，他方では機能を分離せしめる 4要因 一専門的便益の

必要，凝集の利益，集合の不利益，地代負担力の差 ーが作用するとのべている.そして

，たえず変化する土地利用のパターンは多くの問題を提起し，核の近くでは，より高い地

代を支払う活動が膨脹するものとの予想のもとに.土地は空き地として残されたり，反社

会的なスラムとして保持される.しかし漸移地帯はどこでもスラムをもった荒廃地帯とい

うわけではなく，都市核の近くで高級アパートの発展する場合もある，と説明した.

1962年にアルマンは，上述の 17年前の論文において論じた都市の性格を再考した

(U11man， 1962).その中で彼は以下の諸点、を指摘した.輸送とサーキュレー

ションの改善が諸立地の選択性を大きくするとともに，都心近くでの公害，混雑，土地区

画の狭小牲，高地価等のマイナス要因の作用によって郊外化が進展し，その結果，低層の

住宅や工場が都心近くに立地することは採算がとれないし.高層アパートや集約的な用途

に対する需要は，グレーエリアの全体をカバーするほどに大きくならないので，政府が再

開発を助成せねばならない(i b i d， p. 1 8). C B Dがかかえる 1つの深刻な問題

は，多くの場合，それが低所得で退化したグレーエリアにとり固まれていることであり，

一部では顧客を生み出す手段として再開発が進められ，加えて，中・高所得者アパートも

開発されているが.それらは見るべき変化を引きおこすほどに十分ではない (ibid，

pp.19-21).都市の主要問題たるスラムとグレーエリアは黙許L得ないものであ

り，貧困，無知，人種差別といった諸原因や，その他の社会病理現象を除去する以前にそ

れを除去しなければならない (ibid，p.22).同一人の手になる 17年をへだて
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た2論文を比較して注目されるのは，スラム地区形成の要因を逆転させていることである

.すなわち，最初の論文では都心部の膨張に対する予測，従って潜在的な都心部の成長を

要因と見なしていたのに対して，のちの論文では都心部の衰弱がスラムを生み出している

と考察された.このような論理の逆転はさきにみたディキンソンとホイトの都心部周辺の

荒廃化についての論理の差異に対応するものである.

以上本章では， 3つの古典的都市構造モデルにおける都心部周辺地帯の性格規定と，地

帯形成についての論理をたどってきた.そして少なくとも都心部周辺地帯に関する限り，

パージェスが提示したいわゆる漸移地帯の性格が， 3つのモデルに共通して認められるこ
5) 

と，しかしその形成要因についてはことなった見解のあることが明らかになった.欧米都

市の観察から帰納された都市構造モデルにおけるこのような都心部周辺地帯を，わが国の

それと比較するためには，パージェス的な漸移地帯がわが国の大都市にも存在するかいな

かの検討が出発点となる.比較には漸移地帯検証の定量的な手法が必要となるので，つぎ

にその問題をとりあげたい.

E 都市の地帯構造分析における定量的手法の進展

1 土地利用研究

R. E.プレストン (Preston)は，前節でとりあげた諸論文を含む既往の文献

には，漸移地帯の牲格や問題についての一般的，理論的な論述のみがあって，経験的な研

究が行われておらず，漸移地帯の構造や形成についての情報は.非系統的な観察と経験的

に検証されていない理論にたよらざるを得ないことを指摘したのち，自らは，漸移地帯を

確定しその土地利用上の特徴を定量的，図的に表現する手法を提示した (Preston

1966) .すなわち.アメリカの中規模の3都市 -Richmond，Worce 

ster， Youngstown←ーを比較研究の対象としてとりあげ，その都心部周辺

の土地利用データを収集し，フィ←ルドワークで確証しながら，かつてR.E.マーフィ

一 (Murphy)とJ.E.バンス (Vance)がCBDの設定に際して行ったと同

様に (Murphy & Vance， 1954)，土地利用の種類を漸移地帯において

一般的に認められるもの (transition zone land uses)と，

漸移地帯の外縁で卓越するもの (nontransition zone land 
も〉

u s e s )の2つに大別し都市内各街区の建物床が両用途にどのような割合で利用され
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ているかを求め，全床面積の 30%以上が漸移地帯的用途に利用されておりかつCBOの

外縁(すなわち漸移地帯の内側境界)まで相接している街区のグループを漸移地帯と規定

した. 30%を漸移地帯の外側境界を画する限界値と定めるに当たっては，詳細な土地利

用図上での 30%街区， 40%街区.ち 0%街区の検討とフィールドでの観察が行われた

.つづく第2の論文でプレストンは，さきの規定に従って設定された 3都市の tran

sition zoneの土地利用を比較して，都市の歴史的，機能的差異にもかかわら

ず，それらにはかなりの共通性があることを確認した (Preston. 1968).ソ.

ーンはCBOを完全にとりまく地帯であるよりは3面凹型であること，ゾーンの外縁を形

成Lその膨張を抑えているのは，均一用途のエリア(大きい公的オープンスペース，空き

地，鉄道用地，住宅地，重工業地など)であり，この均一用途エリアは厳格に適用された

用途地域制によって用途混合をまぬかれていること，平均のTransition Z-

one Height lndexは 1. 26，平均のTransition Zone 

lntensity lnde.xは68. 9であること，ゾーンの総床面積の約2/3は

transition zone usesに使用され， 1/3はnon-trans-

ition zone usesに使用されていること等がそれである.ところで，ここ

で漸移地帯確定のために採用された方法は，プレストン自身が認めているように完全な方

法へ向かう第 1歩にすぎず，土地利用の2区分や30%の限界値が妥当かどうか.より規

模の大きな都市に適用できるかどうかといった疑問が残る.しかし最大の問題は，漸移地

帯がフィジカルなものと社会経済的なものを包括する諸特牲によって規定される地帯であ

るのに，全側面を取り扱うことの困難さを考慮して，もっぱら境界設定を土地利用面に限

定していることである.つまりいかにLて社会経済的特性を地帯設定の中にとり入れるか

がつぎの課題となる.これについては狭義の土地利用変数の他に，社会的現象などより多

くの変数をとり入れた分析こそが都市の土地利用理論に寄与することを主張した J.W. 

シモンズ (Simmons)が，多数の独立した社会的次元 (dimension)をと

り扱った理論として，人間生態学者によるソーシアル エリア アナリシス (socia

area analysis)をあげ，理論を実証する手法としての因子分析

factor analysisを重視した (Simmons.196ち， pp.170

174 ) .以下ではソーシアル エリア アナリシスにおける分析手法の展開を辿って

みたい.
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2 ソーシアルエリア アナリシス

ソーシアル エリア アナリシスはもともと都市の地帯構造の研究を意図したものでは

ない.しかしK. P. シュビリアンは都市のサブエリアの性格を扱うモデルとして，すで

に論じた 3つの古典的モデルに次いで因子モデル (factorial model)を

あげ.それをソーシアル エリア アナリシスと因子生態(f a c t 0 r i a 1 e c 0-

1 0 g y)に2分した (Schwir i an， 1974).因子モデルはそこで一般的に

採用される統計的手法，つまり因子分析法からその名が生じたものであり，ソーシアル

エリア アナリシスと因子生態の差異は，前者が投入変数を E. シェフキー (Shevk

y) ， W.ベル (Bell)等の理論的枠組みから導き出されたものに限定しているのに

対して，後者はより多くの変数を採用している点にある.他方. P. H. リースは広義の

ソーシアルエリア アナリシスのもとに， (1)狭義のソーシアルエリア アナリシ

ス， (2)狭義のソーシアル エリアの変数についての因子分析， (3)因子生態の3つ

を区別した (Rees，1970， p. 315). (2)と(3 )はシュビリアンの区分

に対応するものであり， 3つの分類は同時に分析の発展段階を示しているから.以下では

リースの区分に従って，ソーシアル エリア アナリシスにおける手法の発展を概観して

ゆくことにする.

狭義のソーシアル エリア アナリシスは，社会学者E. シェフキーと M. ウィリアム

スによって開発され，シェフキーとベルによって修正された分析手法である (Bell.

1953， pp. 39-47).彼らは関連ある社会理論，経験的研究，現代都市社会の

発展における長期的な特性の検討の後，大都市の成層と差異にとって基本的と考えられる

社会的因子 (social factors)として，ソーシアル ランク(B e 1 1の

エコノミック ステータス)，アーパニゼーション(B e 1 1のファミリー ステータス

) ，セグリゲーション(B e 1 1のエスニック ステータス)の3つを特定した.さらに

これら各国子の尺度としての指標 (indexes)を選定し，この尺度指標に基づいて

各センサストラクトの性格を計量したうえ，各トラクトをソーシアル エリアの諸類型に

分類した.ソーシアル ランクの指標は. (1)職業(就業者 1000人当たりの肉体労

働者数)， (2)教育(2 5才以上の人口 1000人当たりの小学校以下の学歴者数)， 

( 3 )家賃(一人当たりの平均家賃).アーパニゼーションの指標は， (1)出生率(1 

5才-----44才までの女性 1000人当たりのち才以下の子供の数)， (2)女性就業(1 

4才以上の女性 1000人当たりの女性就業者数). (3)単一世帯住宅(単一世帯居住
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の独立住宅の比率).セグリゲーションの指標はセンサストラクトの人口 100人当たり

の分離グループ(黒人，東洋人.メキシコ人，イタリア人等)に属する人の数.そして例

えば3つの変数を総合してソーシアル ランクの指標とするために，各トラクトの職業.

教育，家賃の数値を，それぞれ 100%の標準変域の中に位置づけたのち， 3者の平均を

求めて各トラクトのソーシアル ランクの得点とする.更にソーシアル ランクを横軸，

アーパニゼーションを縦軸とする座標，すなわちソーシアル スペースのうえに，各セン

サストラクトをその得点に従ってプロヴトする.ソーシアル スペースは標準偏差を用い

て区分した高・中・低のソーシアル ランクと，同アーパニゼーション ランクによって

9つのセル，すなわちもノーシアル エリアに区分される.かくして各センサストラクトは

それぞれ位置するソーシアル エリアに配分される.最後に，ソーシアル エリアにプロ

ットされたセンサストラクトのうち.第3の指標セグリゲーションに関して高い値をもっ

トラクトがマークされた.

3 因子分析法によるソーシアル エリアの検証

以上が狭義のそ Lてオリジナルなソーシアル エリア アナリシスの手法である.分析

の結果を検討することが本稿の意図ではないので，その内容には立ち入らずに，この分析

手法が批判され，さきのリースの分類によるソーシアル エリア アナリシスの第2の段

階にいたる経緯のみをみておこう.狭義のソーシアル エリア アナリシスに対しては，

A. H.ホーリーやo.D.ダンカンが次のような批判を加えた (Duncan，19ち

ち， pp. 84-85， Hawl ey  & Duncan， 19ち7，pp. 337--3 

4ラ).第1は特定された3つの社会的因子 (social factors)が現代社

会の変差を説明する有効性をもっているかどうかの実証がなされていないこと，例えば，

'urbanizat ・i0 n が無定見に「全社会の状況J， r個人を区別する基本的次

元J. r社会過程J. r都市の差異と成層の基本的要因」というように性格づけられてい

ることである.第2はたとえばこの"urbanization の尺度としての指標(

index}は3つの変数によって構成されているが，それぞれが十分な尺度であるとい

う理論的根拠が与えられていないこと，さらには3変数が平均されて 1次元の尺度が求め

られているが，成分変数のそれぞれが urbanization の進行とともに反対

の方向に変化するものであればその平均値は無意味となることである.第3はソーシアル

エリアの理念がそれを支える理論に結合されておらず，別の種類のエリアとの関連も不明
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で，重要な仮説を検証しているわけでもなく，単なる分類上の概念におわっており，した

がって分析は指標の分布についての叙述にすぎないということである.

このような批判の第 1と第2の点に答えるために展開されたのが，ソーシアル エリア

アナリシスの第2段階をなす一連の研究である.まずW.ベルは，ロサンゼルスとサンフ

ランシスコの2都市で，次の3つの仮説を検証した (Bell，1955). (1) 

economic status (social rank)， fami ly sta 

tus (urbanizat ion)， ethnic status (segrega 

tionJのそれぞれは.アーバン サプポピュレーションの間にある差異を社会的特性

の観点から説明するのに必要な別個の (discrete)社会的因子である. (2)臓

業，教育，家賃というメジャーは，アーバン サプポピュレーションの econo-

mic status についての 1次元指標を構成する.つまりこの3つのメジャーは

ただ 1つのものを計測するものであり，その適用によってセンサストラクトを単一のスケ

ールに従って順序づ‘けることができる. (3)同様に出生率，女性就業，単一世帯住宅と

いったメジャーが fami ly status の 1次元指標を構成する.彼はこれら

3仮説の検証のため7変数閣の相関行列を作り，それからセントロイド法により因子行列

を求め(3因子についての変数の共通性は .877-----.613)，さらに軸回転を行っ

て単純構造の因子行列をえた.ロサンゼルスの場合(以下同じ)その第 1因子は家賃(. 

6ち3)，鞍業 (.482)，教育 (.319).との相関が大きく，出生率し 109

) 7 女性就業 (.108)，単一世帯住宅(ー. 147) 7 人種グループ(ー. 1 09) 

との相聞は小さいので， economic status を示すものと解された.また

第2因子は出生率，女性就業，単一世帯住宅との相関が大きく，他の4変数との相関は小
q) 

さいことから，負荷量の大きいそれら 3変数は第 1因子とは区別される因子，つまり

fami ly status を構成するものと解された.最後に第3の因子は人種グル

ープに関して最大の因子負荷量しち 76)をもち，教育 (.282)を除くち変数との

負荷量は小さかったから， ethnic status の指標は人種グループのみをメ

ジャーとするいま 1つの独立の次元だと解された.このような因子分析の結果は，さきに

かかげた仮説の正しさを証明し，ソーシアル エリア アナリシスの有効性をうらづける

というのがベルの結論である.

M. D.パシ・アルスドル等はベル等が行ったと同様のテストを.職業，教育，出生率

.女性就業，単一世帯住宅，黒人の7変数に関して，米国の 10個の大都市について試み
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た (Van Arsdo1. et a1.. 19弓8).その結果はおおむねベル等のテ

スト結果に一致するものであったが. 1 0都市のうち 2都市の場合だけは，出生率と

soc i a I r;;tnk 因子との相関のほうが，出生率と urbanization 

因子との相関よりも大きくなるという結果が出た.そのことから，因子はあらかじめ仮定

されるよりも変数のパターンによって経験的に決定される必要があり，そのためにはセシ

サストラクトの人口の性格を表現するより多くの変数をとりあげて因子分析を行い，その

結果がシェフキーやベルのパターンに一致するといなとにかかわりなく，データの変動に

関する基本的パターン(因子)を抽出すべきであるという主張が打ちだされた (Rees

1970， p. 316).つまりここから.ソーシアル エリア アナリシスの第3段

階である因子生態の研究が展開する.それを可能にしたのは，コンビューターと因子分析

のオベレーショナルプログラムの発達であったことはいうまでもない.

4 多変数の投入と問題点

R. A.マーディやP. H. リースの一覧表が示すように (Murdie，1969，

pp. 32-38， Rees， 1972. pp31ち-324).19ちO年代の後半か

ら，世界の各地で多数の因子生態の研究が行われてきた.それらはこれまでのソーシアル

エリア アナリシスのように変数を限定せず，なるべく多くの変数を投入することを特徴

としているが，データソースがおもにセンサスであるため.おのずと採用される変数の種

類はセンサスの性格によって制約される.例えば，フィジカルな側面よりも個人の特牲に

力点をおく米国のセンサスによる研究では，それに関連した変数が多く採用され，住宅状

況に力点をおく英国のセンサスによる研究では，フィジカルな項目も変数に加えられる.

以下では投入変数の多い 2つの事例について，因子生態における変数の扱い方と，抽出さ

れた成分をみてみたい.

マーディはトロント大都市圏の研究において， 1 9ち1年のセンサスデータから 86変

数を採用した (ibid.).それは人口変化 1.人口構成6.人種構成8.公的言語 1

.宗教6，教育7，世帯3，家族4.住宅 19，就業と職業22，所得8，立地 1(最高

地価地点からの距離)というセンサストラクトの広範囲な性格をカバーするものであった

.面積や人口を異にする全部で2与7のセンサスラクトのうち 23ラが分析対象とされた

.かくして 86x23ラのデータ行列に主成分分析を適用することにより，次の6成分を

抽出した. economi c status (寄与率 22.8). fami ly st 
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a t u s ( 1 4. 0) . e t h n i c s t a t u s ( 1 3. 1) . r e c e n t g-

rowth (8.7). service employment-clerical 

employment (7.5)， household characteristi 

cs (6.1)がそれである.はじめの3成分はこれまでのソーシアル エリア アナリ

シスにおける 3つの社会的因子に対応するものであるが，この3成分による説明力は49

9%にとどまり，下位の3成分を加えることによって説明力は72. 2%に上昇した.

P. H. リースはシカゴ大都市圏の研究において， 1960年のセンサスから次のち 7

変数をとりあげた (Rees，1970).それは人口(6変数)，人種・民族(1 7 ) 

，宗教(3) ，所得(3) ，職業(6 ) ，教育(2) ，モビリティー(1 ) .住宅(1 1 

) ，就業(7 )の諸特性を表現するものである.このち 7の変数と 7ちのコミュニティエ

リアおよび 147の自治体よりなる 222地区とのデータ行列に主成分分析を適用して.

1 0偶の成分を抽出した. socio-economic status (寄与率 17.

8)， stage in the ife cycle (14.2)， race 

and resources (13.3)， immigrant and catho 

1 ic status (10.8)， population size and de 

nsity(7. ち)， Jewish and Russian population 

(3.8)， housing built in 1940' s;workers c 

omute by car (3.0)， 1 r i sh and Swed i sh po-

pulation (2.6)， mobil ity (2.4)， other nonwh 

ites and Ital ians (2.1)がそれであり， 1 0成分によるち 7変数

の分散に対する説明力は77. 3%である.さらに彼は，地区単位の均等牲を高めること

と労力の節減を考慮して， 1324個のセンサストラクトと 12変数とのデータ行列に主

成分分析を適用した. 1 2の変数ははじめの分析で抽出された 3つの social

area factors (socio-economic status， stage 

in the ife cycle， race and resources)のいず

れかと特に高い相関(負荷量)をもつもので，教育(教育年中位数)，職業(ホワイトカ

ラー比率，失業者比率)，所得(1万ドル以上世帯比率，年収中位数， 3千ドル以下世帯

比率)，年齢(1 8才以下比率. 6ち才以上比率)，世帯規模，人種(黒人比率)，住宅

年数(1 950年以降の住宅比率)，住宅の質(標準以下の住宅比率)を内容としている

.抽出された成分とその寄与率は， socio-economic status 37 
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3. stage i n the i fe cyc 1 e 22.3. race and 

resources 19.3で，この3成分で 12変数の分散の 78. 9%が説明され

る.因子生態の研究成果の蓄積が進むとそれらの相互比較が可能となりさまざまな問題点

が浮かびあがってきた.たとえば上述の事例を含めて，米国の諸都市ではほぼ共通してオ

リジナルな ソーシアル エリア アナリシス が提示した 3つの因子が.基本的に重要

であることが確認されたが，米国以外の事例では必ずしも同じような因子構造をもたない

また，上述のマーディやリースを含むいくつかの研究では，主要因子の得点、を算出しそ

の分布を通じて economic status はセクター状に. fami ly 

status は同心円状に. ethnic status はクラスター状に配列され

ていることを明らかにしたが，こうした分布パターンも.ラテンアメリカ，アジア，アフ

リカなどでは妥当性をもたない (Schwirian. 1974， p. 10).その他に

分析単位，対象地域の広がり，計算手法(例えば軸回転)等を含む問題も多いが，ここで

は次節の実態分析にかかわる範囲で，研究目的，変数選択，因子構造の関係についてふれ

ておきたい.上掲の2事例は， (1)変数を多く採用すればそれだけ分散は大きくなり，

説明力を高めるためにより多くの因子(成分)が必要になる， (2) しかしあらかじめ特

定の因子を想定して.それとの関連が強いと思われるいくつかの変数を採用すれば，説明

力の大きな少数の因子{成分)が得られる，ということを示している.マーディは上記の

事例の中で多数の変数 (characteristics)を採用する意味について 1-

…変数は social area indexesを特に描写する目的で選ばれるの

ではなく，むしろ都市地域内の社会経済的差異をできるだけ多く説明する次元を分離する

ために……」と述べる一方で rある場合には次元はある特定の研究のために都市域を分

類するためのベースとして役立つ.いずれの場合でも，要求は連関分析，成分分析，因子

分析のような多変量統計的手法を使って.センサス変数の相関行列に含まれるリダンダン

シィを除去することである Jと指摘している (Murd i e， 1969. p. 26).ま

たシュビリアンは，従来の研究では都市によって投入変数が異なることから異なった因子

構造が現れ，そのことが都市間の比較を困難にしているところに， factorial 

approach の最大の問題があるとのべるとともに.ソーシアル エリア アナリ

シス(リースの分類による第2タイプ)では.投入変数が理論的枠組みによって極度に限

定されており，手元にあるデータをただ利用するというものではないために，上述の問題

から免れていると指摘した (Schwir i an， 1974， p. 9).さらにリースも
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，因子分析は仮説検証の方法ではないが.我々が因子分析を行うまえにある因子構造を仮

定している場合はその限りでないことを認めている (Rees. 1971. p. 222) 

圃ここで本章の目的にたちかえるならば.それは都市地域全体の社会経済的地域差を明ら

かにするのではなく，すでにモデル化されたパージェス的な漸移地帯の存否をわが国で検

証することにある.そのために因子分析法を使うとすれば，それはオリジナルなソーシア

ルエリア アナリシスの検証のために，限定された変数に因子分析を適用した第2タイプ

のソーシアル エリア アナリシス(シュビリアンの分類では狭義のソーシアル エリア

アナリシス)に類似したものとなる.具体的には，パージェス的な漸移地帯の性格を表現

する変数のみをなるべく広く選択し，それに主成分分析を適用することによって.もし説

明力の高い少数の成分を抽出できれば，その成分得点を地図上にプロットすることで，漸

移地帯的性格の強い地区がどのように分布しているかを検討することが可能となる.次節

ではこの方法を大阪市に適用してみたい.

E 大阪市における都心部周辺地帯

1 用途混合と人口停滞

漸移地帯に関連する多変数の分析に先立つて，その中にうまく取り込めないが，漸移地

帯の 1側面を表現すると思われる土地および建物の用途混合(とくに住工混合)と人口変

動(とくに停滞)の分布について検討しておくことにする.大阪市では都市計画の基礎資

料として使用するために，ち OOmメッシュについて，国勢調査，事業所統計関係のデー

タと，独自の調査による土地利用.建物利用に関するデータを整備している(大阪市総合

計画局. 1 973年. 197宮年).本章の分析はすべてこれによるが，そのうちからま

ず. (1)昭和43年用途別土地利用面積比率一住居(住居地・村落の計).商業(商業

地).工業(工業地)，公共(公共地).水面(水面).緑地(緑地，田畑，山林，その

他の計)ーと. (2)昭和44年建物用途別床面積比率一住宅(住宅，併用住宅の計). 

工場，商業(事務所，歓楽施設，結舗の計にその他(官公署，文教施設，厚生施設，運
~) 

輸・供給施設，その他施設の計)ーの 2つをとりあげ，それに修正ウィーパー法を適用し

て，各メッシュの土地利用および建物利用類型を求めた.土地利用データは平面的な土地

利用図から計測された数値であり.また作図の約束に従ってある程度の抽象を行った結果

であること，建物用途は立体的な利用をとらえているが，水面・緑地・空地などの非建築
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空間は当然表現していないこと.両資料の計測時期にずれがあること.などのために，同

一メッシュでも類型が一致しない場合があり，それだけにまた両資料を用いる意味がある

.こうして作成した 2葉の類型から，土地利用か建物利用のいずれかに住宅と工業の要素

を含むすべてのメッシュをとり出すと， 292個のメ、γシュについての住工混合の多様な

組み合わせができ，それを整理すると表 1一一 1のような住工混合の8類型が得られる.ま

た住商混合についても同様の方法によって 8つの類型が得られる.このうちから住工混合

性の強いA型(39メ、ソシュ)， B型 (72メッシュ). C型 (4ちメ吋シュ)の合計 1

56メッシュと，住商混合牲の強いA型(1 1メッシュ)， B型 (24メッシュ)， C型
10) 

( 2 1メッシュ)の合計ち 6メ、γシュを抽出してその分布を描いたのが図 1-2である.

この図によって，南部および東南部を除く国鉄環状線の外接部分一一ほぼ明治42年以降

の市街地(国土地理院， 1974年)ーに明瞭な住工混合ゾーンのあること，また環状線

に接した内側に住商混合メッシュンの集中していることが知られる.筆者等がかつて設定

した大阪市のCBOはほぼN20-----S20，WI0とWちの範囲に対応するから(小森他

1970年)， C BOをとりまいて，住商混合と住工混合の地帯が存在すると見なすこ

とができる.

漸移地帯の特性の 1つは人口停滞(または減少傾向)であるけれども，大阪市では全体

として 1965-----70年のち年間に5.6%の人口減少をみた.そこで人口減少率6-----1

0%を，一応市域全体の傾向をやや上廻る減少の基準として，これに該当するメッシュを

みると〈図 1-3) ，その分布はかなり分散的である.更に減少率 11-"'-15%のメッシ

ュと合わせて観察すれは，それらは大略国鉄環状線をとりまくように分布Lているともみ

なせるが，図 1-2の住工および住商混合メッシュの分布にくらべると，はるかにまとま

りは小さい.このことは，漸移地帯設定の指標として人口変動はあまり有効でないことを
u) 

示唆している.

2 漸移地帯的変数に関する主成分分析

前節の終わりにのべた観点に従って，大阪市のメッシュデータからパージェス的漸移地

帯の指標として，表 1-2に示す 14変数をとりあげた.この中には，パージェスが重視

した犯罪，疾病，貧困や，家賃・地代を直接表現する指標はないが，高密度な土地利用(

変数 1-----3)，居住者の属性(4 "'--7 ) ，住居の特性 (8-----11)，非住宅機能の侵入と

工場の立地 (12-----14)を示す変数を含んでいる.この中で. 40年以降の入居者中に
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占める他都道府県からの入居者の比率を示す変数は.パージェスの漸移地帯における国外

からの移民や農村地域からの流入者に対応させて採用Lてみたものである l.徒歩通勤者

率はパージヱスが明示しているわけではないが，職住の近接性を示す指標として採用 Lた

ものである.またちつの変数では比率でなく実数値を用いているが，等面積メ、yシュにお

ける数値であるから，それらは分布密度を示すものと考えてよい.なおこのことと関連し

て，メッシュのうち臨海部や淀川部分で陸地がごく小面積のもの，市境界部分で市域がご

く小面積しか含まれないもの除外して，合計74雪メッシュを採用した.こうして得られ

た 14x74ちのデータ行列に主成分分析を適用した結果が表 1-3である.

主成分分析の結果の解釈に当たっては. 1) m f固までの主成分の累積寄与率が60%を

越えること， 2) m番目の主成分の寄与率が平均以上であること(相関行列から出発する

場合固有値は 1. 0以上九 3)m個の主成分の各変数に対する寄与率がどの変数に対L

てもち 0%以上になるようにすることが必要とされてし‘hる(奥野他. 197 1年， 194 

ページ).表 1-3の結果で4成分までをとれば， 3条件をほとんど満たすから F この4

成分はもとの 14変数の全分散を説明するのに有効なものといえる.そのうち第 I成分は

とくに寄与率が大きく，またこの成分に対してのみ，因子負荷量はすべて正値となり， 1 

4変数のいずれが大きくなっても第 I成分は大きくなることを示している.そこでノーマ

ル・パリマックス法による因子軸回転後の第 I成分の因子負荷量をみると， 4 1年以降非

木造建物， 4 1年以降立地事務所率，人口，大正以前木造建物を除く 10変数の因子負荷

量はいずれも O. ち以上と大きい.したがって，第 I成分はそれらの指標を総合した漸移

地帯的性格をかなりの程度に代表する成分であると解釈できる.第H成分は人口，狭小過

密世帯，大正以前木造建物と強く正相関し，府外からの転入者率. 4 1年以降立地事業所

率，ブルーカラー率とはやや強く負の相関をしているが，他の変数との関係は弱い.した

がってこの成分は漸移地帯とは若干性格を異にする，古くからの市内住宅地を代表するも

のと考えられる.

上の解釈に従って，第 I成分に関する得点の大小により各メッシュの漸移地帯的性格を

判定したのが図 1-4である.漸移地帯的性格の強い(得点、O. 4ち以上)メッシュはほ

ぼ国鉄環状謀をとりまくように分布し，それとは逆の性格をもっ(得点-O. 45以下)

メ‘ソシュは環状線内部と市域の周辺部に分布していることが知られる.そして漸移地帯的

性格の強いメッシュの分布は，必ずしも図 1-2で得た住工混合メッシュの分布とは整合

しないが(特に環状綾の南部と北東部).両図を重ね合わせれば，環状線の外側に住工混
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合メッシュと漸移地帯的メッシュの連続した地帯が出現する.この地帯こそ第 1章で整理

した都市構造のクラシヴクモデルにおける都心部周辺地帯の性格を強く含んだものといえ

るであろう.

おわりに

本章でははじめに，これまで一般に相対立する都市構造モデルを提起Lたといわれてき

たパージェス，ホイト，ハリスとアルマンの所説を整理した結果，少なくとも都心部周辺

の性格に関する限り(その形成のメカニズムは別にして).彼らの見解に大きな差異がな

く，パージ、ェスのいわゆる漸移地帯が肯定されていることを知った.つづいてそのような

地帯を定量的に確定するのに必要な手法を検討したのち，土地利用の類型化と因子生態の

適用によって，大阪市における漸移地帯的都心部周辺の存在を検証した.大阪市の事例が

わが国の大都市について一般化できるかどうかを知るためには，他都市に関Lて同様の手

法による検討を試みなければならない.それと同時に，大阪市で得られた漸移地帯の形成

ーと維持に作用している諸要因を究明することが必要である.大阪市の国鉄環状繰外側がほ

ぼ明治42年以降の市街地に相当することよりすれば，大阪の漸移地帯をディキンソンの

中間地帯の形成と対応させて考えてよいかも知れない.しかしそれを存続せLめている要

因は，その地帯の土地や建物についての現在の利用価値と，将来成立するであろうと見込

まれるより高い価格とのギャ、yプにあると見なLたディキンソンの説明が，十分なものか

どうかは検討されねばならない.すでに第 1節で示したように，ホイトはディキンソンと

は逆方向の力の存在(都心部自体の衰弱)によって周辺地帯の荒廃化を説明したL，アル

マンも潜在的な都心部の成長力から都心部の表弱へと周辺部荒廃の要因を転換させている

. E. M.フーバー (Hoover)もまた「漸移地帯で資産の価値が低下し，多くの建

物が荒廃状態にあるか空き家となり，生活と社会の条件は目立つて不満足な，税の滞納が

著しいむしばまれた地域が目立つてきている Jことを指摘したのち，このようなアーバン

プライトの基本的要因として， 1)都心部における垂直的成長の可能性の増大， 2)都市

全体としての成長率の低下， 3)自動車輸送の発展に伴う事業所の郊外立地，の3つを指

摘した(フーバー， 1970年， 204-20雪ページ).さらに，今日の米国都市にお

ける主要問題地区はいわゆる zone of deterioration，より正確

には zone-in-transition であり，このゾーンの性格は 19ちO年

以降変化してきたとする D. S. ラグ (Rugg)は，不動産税システムの不合理性が荒
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廃地帯を永続させる主要因であることを強調する.すなわち，低所得者住宅，とくに人種

的選別をしない「オープン Jな住宅への需要は非常に大きいので，どんなスラムの地主も

テナントをめぐって競争する必要はなく，建物の更新をあえて行う理由がない上に，も L

方.ス・水道管の敷設，火災予防装置やディスポーザーの完備などの補修を行えばそのこと

が不動産評価額を高め.かえって，所有者の税負担を大きくするというのである.このよ

うな米国の都市についての説明がわが国の場合に有効かどうかは問題である.たとえば，

わが国の都市では，都心部の成長力は依然として大きいし.小零細工場の滞留も著しく，

また住宅所有者の税負担はそれほど大きくはない.さらに米国の都市における荒廃地の不

良住宅に対する大きな需要の背後には，成長する郊外や白人居住地から低所得世帯や黒人

世帯等を閉め出している，独特のゾーニング条例や強固な人種差別が存在するからである

.形態の類似性は必ずしも原因の共通性を意味しない.慎重な要因究明の上に対策は講じ

られねばならない.すでに明らかとなった大阪の漸移地帯的メッシュと住工混合的メッシ

ュとの不整合は重要な意味をもっ.これについては後章でふれる機会がある.
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言主

1 ) r地理学評論J49-3，1976.にシンポジウムの内容が r人文地理J28 
-1.1976.にシンポジウムについての筆者のコメントがある.
2 ) 以下で引用する用語の訳はとくに註記しないかぎり. Z 0 n eは地帯 areaは
エリア. r e g i -0 n は地域. districtは地区とする.
3) Burgess， E. W. ， Urban Areas. in Srni th and 
White. ed.. Chicago. University of Chicago 
Press.1929.の記述にかんする Johnston. R. J.. Urban 
Residential Patterns. G. Bell & Sons， 1971. 
p. 66の引用による.
4) Johnston， ibid.. p. 83. もHoytが都市構造のシェーマを描
いたのではなく. HarrisとUllrnanがのちに図化したことを指摘している.
胃) CBOからの機能の侵入，住工混合，低質な住環境.諸種の社会病理現象，低所得
層や少数民族・人種の集中，高い人口密度と人口停滞等を特徴とする都心部周辺地帯を
Burgess的漸移地帯と呼ぶ. Rugg. O. S. . Spat i a 1 Foud 
Ations of Urbanisrn. C. Brown. 1972. p. 211. も「
大部分のオーソリティは，その不規則性にもかかわらず，パージェスのパターンが，大部
分の都市の部分，とくにCBDに近い地帯では認められることに同意している」と述べて
いる.
6 ) 漸移地帯はCBDをhornogeneous land useの地帯一居住地や
重工業地ーから区別する，商業と非商業の土地利用 小売り，金融.サービス，オフィス
'公共，卸売り，軽工業ーが混在する地帯と考えている.非漸移地帯的利用は住居，重工
業，空き地と空き家，公共オープンスペース，鉄道用地であり，漸移地帯内に全く存在し
ないということではなく，立地競合力の弱い用途であり外周を示す基準になると考えてい
る.
7) d e sパご reteであり独立 independentでない.この点でJ0 h n-
ston. R. J.. Sorne Limitat ion of Factorial 
E C 0 1 0 g i e s a n d S 0 C i a 1 A r e a A n a 1 y s i s. E c 0 n 0-

mic Geography. 47-2 (Supp 1 ernent). 1971. p. 31 
5.はBe 1 1がseparate and distinctを証明Lたにすぎないと
批判している.
8) 建物用途別床面積は，大阪市総合計画局， 1 973年. 73ページ，の土地利用型
Dにより，土地利用面積は，同 r広域都市計画基本調査.土地利用現況メッシュ別集計
(用地率表)Jによる.
9 ) 修正ウィーパー法については土井喜久一，ウィーパーの組合せ分析法の再検討と修
正 r人文地理J22-5・6，1970年. 1-18ページを参照のこと.なお類型設
定の詳細については成田孝三.大阪市の土地利用類型. (大阪市経済局「市内各地域の経
詰開発のための基礎条件に関する調査中間報告J.1976年)を参照されたい.
10) 若干のメッシュは住工混合と住商混合の両類型に属するが，そのばあいは住工混
合として表現してある.
1 1 ) もっともメッシュが雪 OOm四方と小さいこと，変動期間がち年と短いことに問
題があるかもしれない.

23 



文 friX

大阪市総fTJ十両局 (1973年)大阪市崎メリノシ j 統計地[::<1: 

大阪市総fTJ十両局(1り 7弓年大阪市メヴシュヂーヤ集

興野忠 他( 1 リ 71~f'~) .~変量解析法日科伐連伽
[日士地理院(1 <.) 7 .l年三万弓 F分の l集成同大阪

小森星児他 1970年大都市の('B D I ，大都市企l向主管者会議
フーノiー，エドプ7← 1¥11.春日-笹田共訊(1り 70年) r経済活動の立地 I，大明空-

Belユ，w.(1953) ，"The Social Area of七heSan Francisco 

Bay Region"，American Sociological Review.Vol.18. 
Bell，W.(1955)，"Economic，Fa叫 ly，andEth叫 cS七a七us:

An Empirical Test"，American Sociological Review， 
Vol.20. 

Burgess，E.W.(1925)，"The Growth of the City" in The 
Ci七y，byR.E.Park，E.W.Burgess，and R.D.McKenzie， 

Chicago，Chicago Universi七y Press. 

Dickinson，R.E.(1964)，Ci七y and Region，Routledge & 

Kegan Paul. 

Duncan，O.D.(1955)，"Social Area Analysis By Eshref 
Shevky and Wendell Bell"，American Journal of 
Sociology，Vol.61. 

Griffen，D.W.and R.E.Pres七on(1966)，"ARestatement of 

七heTransition Zone Concep七"，AAAG，Vol.42.

Harris，C.D.and E.L.Ullman(1959)，吋heNature of Ci七ies"， 

in H.M.Mayer and C.F.Kohn ed.，Readings in Urban 
Geography，The Universi七Y of Chicago Press，Reprin七ed
from Annals of the American Academy of Poli七ical

and Social Science，CCXLII. 
Hawley，A.and O.D.Duncan(1957)，"Social Area Analysis; 
A Cri七icalAppraisal"，Land Economics，Vol.20. 

Johns七on，R.J.(1971)，"Some工心nita七ionof Fac七orial

Ecologies and Social Area Analysis"，Economic 
Geography，Vol.47. 

Hoy七，H.andA.M.Weimer(1939)，Principle of Urban Real 

Estate，The Ronald Press. 
Hoy七，H. ( 1 964 ) ， "R e c e n七 Dis七or七ionsof七heClassical 

Models of Urban Struc七ure"LandEconomics，Vol.40. 
Murdie，R.A.(1969)，The Factorial Ecology of Metro-
politan Tron七o，1951-1961;AnEssay of七heSocial 

Geography of七heCi七y，Departmen七 ofGeography， 

Universi七Y of Chicago Research Paper，No.116. 

? ，1 



Murphy R.E. & J.E.Vance(1954)，"Delimiting The CBD"， 
Economic Geography，Vol.30. 

Pres七on，R.E.(1966)，"TheZone in Transition:A S七udy

of Urban Land Use Pa七七erns"，EconomicGeography， 
Vol.42. 

Rees，P.H.(1970)，"The Fac七orialEcology of Me七ro四

poli七anChicago"，in Geographic Perspectives of 
Urban Sys七em.byBerry & Hor七on，Pren七ice四 Hall.

Rees，P.H. (1971)， "Fac七oria工 Ecology:AnEx七ended

Defini七ion，Survey，andCritique of七heField"， 
Economic Geography，Vol.47，No.2(Supplemen七). 

Rees，P.H.(1972)，"Problems of Classifying Subareas 
wi七hinCi七ies"，InCi七y Classifica七ionHand Book， 
ed.by B.J.L.Berry，John Wily. 

Rugg，D.S.(1972)，Spa七ialFoundation of Urbanism， 
C.Brown. 

Schwirian，K.P.(1972)，"Some Recen七 Trendsand 

JVIethodo工ogicalProblems in Urban Ecological 

Research"，in Compara七iveUrban S七ruc七ure，ed.by
K.P.Schwirian，D.C.Hea七h.

Simmons， J • W. (1965) ， "Descrip七ionMode工sof Urban 

Land Use"，Canadian Geographer，Vol.9. 
Ullman，E.L.(1962)，"The Nature of Ci七iesRecon-

sidered"，Papers and Proceedings. The Regional 
Science Associa七ion，Vo工.9.

Van Arsdo工，M.D.，S.F.Camilleri，& C.F.Schmid(1958)， 
"The Generali七y of Urban Social Area Indexesll， 
American Sociological Review，Vol.23. 

Yea七es，M.H. and B.J.Garner(1971)，The Nor七hAmeri-

can Ci七y，Harper& Row. 



2 交日夕トイヒによるr::t...心子行c0萎む塁

I 都市の危機一中心市の衰退

J. F.ケインは第2次大戦後の米国の都市における重要な土地利用変化として，中心
1) 

市 (central city)の衰退とアーバンスフ。ロールをあげ，これらは密接に関

連した3つの要因によるものとした (Kain. 1970. p. 74).第 1はちゅう密

な中心市からの雇用の急速な分散，第2は低密度な居住地の開発を伴う広汎な大都市圏の

成長，第3は最大級の大都市地域における膨大な黒人ゲットーの加速的な成長である.そ

して現在の大部分の「都市問題」の特徴も，これら 3つの要因の相互作用に起因しており

，第3番目の要因は最も特徴的な形態においては米国独特のものであるにしても，第 1と

第2の要因は経活発展が米国の水準に追っている大部分の国において等しく認められると

した.つまり，先進資本主義国の都市問題の多くは，郊外化の進展と中心市の衰退という

，表裏の関係をなす都市地域構造の変化に根ざしているというのである.スアロールが郊

外部分に多くの問題を投げかけていることはいうまでもないが(これについては Go  

ttmann & Harper， 1967 が詳Lい)，都市問題の中核はやはり衰退

する中心市にある.この点について例えば rアメリカの都市危機の分析Jを編集した J

. Q. ウィルソンは r都市問題」という用語が多種多様の不確定な意味に使われている

ことに不満を表明し，それを明確にするために大規模中心市の問題に焦点を合わせたとの

べている(W i 1 S 0 n， 1 9 6 7 ，p. 3 5 2) . 1 9 6 8年ジョンソン大統領が議会

に提出した「都市問題教書J もまた，その冒頭部分で r今世紀に入って数十年，いまや

趨勢は都市の発展とか力とか活力といったものとは逆の方向に向かっている.今日，アメ

リカの諸都市は危機に直面している.この明白で緊急な事態は，過去数十年にわたる衰退

の結果であり，さらに現在の厳しい現実によって，いっそう強められているといえよう」

とのべ，都市問題の核心が中心市の衰退にあることを強調した.さらに u. S. New  

sand World Report 誌は 1976年4月5日号で大都市の特集を行い

，過去200年間に国家がその成長の多くを依存してきたアメリカの主要都市が表退して

いることは，今やニュースではなく，古い産業地域である北東部でこの傾向は最も顕著で

あるが，都市のエキスパート達は，表退のプロセスはまだ成長し，繁栄しているその他の
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都市をやがて呑み込むものと予測していることを伝えた(同誌49ページ). 

中心部市衰退の問題は，ケインがいうように米国に限定されるものではない.例えば，

U. K.ヒ、yクス (Ursula.K. Hicks)は 1974年発行の論集「大都市J

において，世界中の大都市がかかえる未解決の問題は.巨大な都市集中への対処であると

したが. 1 976年の日本語版序文においては rいまこの本を書くとすれば， “ニュー

ヨークの破綻"にみられるような，人口の流出のために衰退する大都市特有の問題に，恐

らくより多くのページを割いていたでLょう.……この問題はある程度ロンドンにもあり

ますが，日本の大都市ではまだそれほど深刻ではないと思います」とのべるのである(ヒ

ックス. 1 976年，序および3ページ).英国でこの問題が深刻になありつつあること

は. 1976年9月にショー環境相が，これまで都市の過密解消と職住近接をねらってニ

ュータウン建設を進めてきたが，人口の分散化が進んだ結果，逆にロンドンをはじめ大都

市に人口減少，人口老齢化，有色移民人口比の増大，失業の増大.税収の頭打ち，スラム

化などの荒廃の兆しが出てきたために，今後は都市再開発に重点を移すと，都市政策の方

針転換を言明したこと(朝日新聞. 1 976年9月2日号)によっても明らかである.ま

た，英国第2の大都市地域ウエストミッドランズ コナーベーションでも，成長不振によ

る失業者の増加や不動産市場の停滞から，ロンドンより早く，オーバースピル スキーム

を再考し重点を都市地域におくべきだとの主張が台頭した(第2部9章を参照のこと). 

わが国の場合はどうであろうか.ヒックスが指摘した如く，米国に比較すれば中心市の

問題はそれほど深刻でないかも知れない.国土が狭く高密度社会を形成するわが国では，

大都市の表退よりも都市圏全体の過密が問題であるともいえる.しかし筆者が加わった大

阪都市圏の実態分析は，大阪市にコミュニティの崩壊，低所得者の滞留，工業の零細化，

住工の混合，住居の老朽化といった，米国の中心市と似かよった問題のいくつかが存在す

ることを明らかにしたし(大阪市経済局. 1974年).新しい大阪市総合計画は. 27 

8万人に減少した人口を市街地の再開発による流出防止と呼び戻しを通じて. 1 990年

には300万人にたかめようとしている(大阪市総合計画局. 1976年.8ページ). 

その他にも東京以下の大都市が深刻な財政危機を経験していることは周知の事実である.

おそらく.わが国の大都市圏の中心市が，米国同様の全般的な危機に直面するかどうかは

，現行諸制度に変更がなければ，今後人口流出がどこまで続き.経請活動の分散がどの程

度に達するかにかかっている.そこで.わが国の大都市圏における郊外化の現段階を国際

比較によって位置づけ，将来予測の手がかりを得ょうというのが小論の意図である.まず
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以下ではそうした分析にさきだ.って，米国の大都市圏における郊外化の要因と現況，中心

市の問題について整理しておく.

H 米国における郊外化の要因

3) 

米国における人口や雇用の郊外への分散要因に言及Lた内外の文献は極めて多いが，本

稿では，著明な「ニューヨーク大都市圏域調査研究J (フーバー，パーノン， 196ち年

)を指揮したR.バーノンがその経験にもとづいてまとめた2著 (Vernon，19ラ

9.1962)と，要因の経語的技術的側面を強調したパーノンに対して.文化的側面に

ついても言及している地理学者B. J. L.ペリー (Berry. 1975).郊外化を

政治経済的に論じたマルキスト D.ゴードン (Gordon，1978)やP.アシュト

ン (Ashton，1978)等によりながら，郊外化の要因をいま一度まとめておきた

L、-

( 1 ) 人口分散

経済発展と生活様式の変革が急速に進んだ米国の都市では住居も公共施設(道路，給排
4) 

水・清掃施設等)も次々に陳腐化して行き，都市形成の初期から，建設と再建設が並行L

て行われてきた.その過程で，住居は木造から不燃高層化され，道路表面は永久舗装され

'地下には多くの施設が埋設されるなど建造物の構造が次第に硬化し，再建設は困難とな

ってきた.さらにその傾向を助長したのは，手労働の価格が上昇し材料価格が相対的に

低下する経請構造である.そこでは修繕や改築の費用が新築の費用を超えるため，都市住

民は旧い建物の再建設よりも新築を指向した. 20世紀に入ってからの中産階級の所得上

昇は，郊外での住宅新築と，通勤に必要な自動車購入の可能性を大きくした.さらに制度

的には. 1930年代における消費者信用事業の拡大，連邦住宅局と退役軍人局の住宅抵
!;"、

当権保証制度の充実などが，郊外住宅の取得を一層容易にLた.

以上のような経清的諸要因に加えて，ペリーがあげた人口郊外化の文化的要因は次のよ

心
うなものである .1)新しさを愛好すること. 2)自然への接近を好むこと. 3)移動の

自由.アメリカ人は世界で最もモビリティの強い人民で.毎年4000万人が住居をかえ

，一生に平均 14回転居する.移住を通して住民の類別化が進行する. 4)個人主義.各

種の決定を個人的に行い，政治的な分立と，民主的多次元論にもとづく利益グループ。の政

治を好む.ち)融合作用.成長前線の郊外では，様々を背景から上方移動してきた個人が

りQ
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，業績指向型社会の流れの中に融合され.相つぐ移民の流入で‘都市内の異質牲が高かった

時期には，そのような同化を促進する政策が支持された(もっとも非白人にはこのような

理想が達成されていなV¥) . 6)中心市では暴力と犯罪が横行するのにたいして人種的，

経済的均質さによって守られた郊外コミュニティは安全地帯となる.

マルキストのアシュトンは人口郊外化の差別化的側面を重視する.資本主義的生産の発

展にしたがって労働者聞に格差が生ヒ，より特権的なグループは自己の競争力とステータ

スを維持し強化することをめざすし，資本の側も労働市場を二分Lて労働者の力を弱める

ために格差の拡大を歓迎する.居住の郊外化はその結果にすぎない.つまり郊外は資本主

義的社会によって作り出された社会的分割の空間的現れであり，同時に競争的優位を守る

ために自らを組織化する各グループの能力の差異を反映するものである (Ashton，

1978， pp. 74-81). 

いずれかの要因が決定的であるとは言えず，おそらく諸要因が複合的に作用 Lた結果.

人口成長前線は外方に向かい， 1900---10年にはまだ中心市の域内で30---40分の

徒歩通勤が可能な半径2マイル程度の地帯にあったのが， 1910----20年には市街電車

の利用で半径胃マイルにのび， 1920---50年には半径 10マイル以上に拡大した.さ

らに 1960年代には自家用者の普及で， 1ち---2ちマイルのゾーンに分散していた住宅

地がクラスター状に連続し，中心市の人口は相対的減少(シェアの低下)から絶対的減少

に入ったのである.

( 2 ) 小売業の分散

バーノンは小売業，地方行政，公共事業，公益事業，建設業等に従事する都市労働力の

半分は人口の移動になかば自動的に従うものであり，これらの職場の分散がなければ，住

居の分散も長くは続かなかったかも知れないと述べている.とりわけ小売業者は人口移動

に連動して移動するが，なかでも CBOにおける小売業の減退が著しかった.それには3

つの理由があげられる. (1)CBOの人口減少がとくに激しかった. (2) CBOの様

々な職場の成長率低下が購買力を減退させた. (3)最大の要因は買い物における自家用

車の使用である.CBDの道路システムはモータリゼーションに対応しきれず混雑が常態

化したのに対して，郊外では強い購買力に支えられて大きなアクセシビリティと駐車能力

を備えたショピングセンターが発展してくる.郊外に初めて計画的なショピングセンター

が建設されたのは 192ち年であり，ディベロッパーは郊外マーケヴトの成長に追随Lて

，近隣センター，コミュニティセンター，リージヲナルセンターと次第に高次なセンター
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の建設にむかった.それによって 19ラO年代には主として中心市の小規模な小売業が彰

響を受けたが， 1960年代にはショピングセンターの概念は変化し小売業のみならず，

社会，文化，レクリェーショシの中心としてCBD的機能を果たすようになったので，中

産階級の購買者たちは中心市のダウンタウンをも見捨てはじめた (Berry & c-

ohen， 1973， p. 4ちo) .都心のデパートはそれに対応Lて郊外支庖を開設し

，やがては旧来の庖舗はグレードを下げられ，ある場合には閉鎖されることになる (A

rbitol， 1968， p. 63). 

( 3 ) 卸売業の分散

卸売業は本来最も都市的な機能であり，都市への集中が強く， 1 929年には 13の大

中心市が全国雇用の93%を占めていた.それにもかかわらず次第に分散しはじめた理由

として，輸送手段と貨物取り扱い技術の変化，それに伴う倉庫構造の変化をあげることが

できる.輸送を鉄道に依存していた段階には，鉄道の主要な交点が中心市にあったため，

都市内立地が有利であった.しかし貨物輸送のトラックへの転換によって輪送コスト面で

の中心市の有利牲は崩れ，むしろ混雑の増大で市内立地は不利となった.また荷役作業に

パレット輸送やフォークリフト，フォークトラ‘ソクが採用されて，広い柱の間隔と高い天

井をもった倉庫が必要となったため，都市内の立体構造の倉庫に代わって，郊外に水平的

スペースの大きい新倉庫が立地した.こうした変化の中でも生地，衣服，家具等規格化L

えない商品を扱い，仕入れ業者が品選びして値段の交渉を対面接触で行う業種は中心市に

とどまったが，食料品など規格化された商品を取り扱い，見本取り引きや銘柄取り引きの

可能な業種は郊外分散を強めた.

( 4 ) 工場の分散

輸送コストが製品コストのなかで大きな比重を占めた初期の工業にとって，自然的，人

工的交通路の焦点に位置した中心市は有利な立地点であり，しかもそれ自身が大市場であ

り，労働力の供給源でもあった.しかLトロリー馬車や鉄道の出現は工場立地の自由度を

高め，すでに 19世紀後半には有害工場をさきがけとして工場は中心市を離れる傾向をみ

せはじめた.パーノンは，このことによってアメリカ都市の将来の腐敗と衰退の中心と L

ての姿が約束されたと論評Lている (Vernon，1962， p. 18).けれどもま

だ鉄道の交点は中心市内にあったし徒歩通勤が主体である段階では，中心市内での立地

が一般には有利であった.やがて住居の場合と同様に工場の構造は陳腐化してきた.製品

の規格化を契機として一貫組み立て流れ作業による大量生産がおこなわれ，原材料の搬入
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も機械化されたために，これまでの立体的多層式の構造に代わって，水平的に長大な工場

建物が要求されたのである.しかし 1920年代より実施され始めたゾーニングによって

中心市内の工場地区は限定されたL.工場地区内でも街区が細分されているためにまとま

った用地を入手することは困難であった.たとい入手しうるとしても地価が高く既存の建

物を除去する費用も加わるために，整地された郊外の用地に立地することに比べて，市内

での立地コストは極めて大きくなった.ハイウェーの建設と車の普及が通勤者と物資の移

動を容易にし，広大な駐車スペースを提供できる郊外は，混雑した中心市よりもアクセシ
'1) 

ビリティが高まった.さらにオートメーションの導入は技能労働力の比率を下げたので，

工場は多様な労働力のプールである大都市地域からさえ脱出することが可能となった(

Thompson. 1975， pp. 189-190).また，かつては中心市のみが保

持していた動力供給，補修その他の関連サービス等による外部経済も次第に郊外に拡散し

たこと，中心市と郊外の租税コストの差異，郊外自治体の企業誘致制度等も分散を促進し

た.結局中心市に残存するのは婦人子供服，ハンドバッグ，装身具，出版印刷等需要が多

品種少量でスタイルの変化が激しく，大量の製品ストックが困難ないわゆる都市性工業か

，細分化された移転工場跡を低家貫で使用する零細工場となり，ここでも住宅同様のフィ

ルタリングが進展した.

マルキストのD. ゴードンやP. アシュトンはこのような工場分散についての説明をオ

ーソドックスな技術論にすぎないと批判し，真の原因は企業と労働者との対抗関係や企業

の社会的コストの負担増回避の中にあると主張している (Gordon，1978， pp 

.47-51， Ashton， 1978. pp. 70-71).工業の生産性を向上させ

るためには生産過程のコントロールを最大にし，労働者の抵抗を最小にすればよく，中小

都市に比べて住民の空間的隔離と非個性化がすすんだ大都市ではこれまでそれが容易であ

った.しかし都市労働者の組織化が進み抵抗力が強まるにつれて，工場を郊外に移転させ

労働力の分散，直立化を図ることが有利となる.また中心市が周辺地域を合併することで

その財政基盤を強化し企業に社会的コストの負担を請求してこなかった段階では，企業は

周辺地域との合併を支持した.けれども中心市が財政支出の増大にたえきれず，社会的コ

ストの企業負担(課税強化)を求め始めるや，企業はそれを回避するために自ら郊外に脱

出L.それまでとは逆に郊外の独立を主張して中心市との合併に強く反対する.以上が二

人の主張の要旨であるが，アシュトン自身が認めているように生産力の発展(技術的要因

)がそのような企業対応を可能にし，促進Lたともいえるから，郊外化を一元的に説明す
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ることはできない.

( 5 ) オフィスの分散

諸活動の分散にもかかわらず，中心市の繁栄をある程度支えているのは， CBDにおけ

るオフィスと広告，メールサービス，その他の関連業務や政府機関の立地である.オフィ

スの中枢業務は，意思決定のための情報収集や交渉にあり，対面接触を不可欠としたため

に，オフィスはオフィスを呼ぶ形で都心に集積し，しかもプレスティージを重視し，企業

組織の頂点に立つオフィスは最小費用立地に拘束される度合いが他の施設よりも小さいの

で，高地価負担に耐えて都心部立地を続けてきた.しかし銀行の一部は顧客の分散に応じ

て分散を始めたし，労働力の担い手である中産階級の若い女性の郊外居住に牽引きれ，ま

た新しいデーター加工と通信技術の発達に支えられて，保険会社を典型とするルーティン

業務も郊外イとした.業務関連技術の発達は，ニューヨークなど少数巨大都市のオフィスへ

の機能集中を可能とし，中小都市のオフィス機能を弱化させることともなった.中心市に

おける税負担の上昇や，企業幹部の郊外居住までが，オフィス分散のー要因とされる事実

~) 
は，対面接触というこれまでのオフィス立地の最大要因が，次第に決定力を弱めている証

左にほかならない.

E 郊外化の現況と中心市の問題

上述のように住居や職場の分散は，すでに今世紀の初頭から始まったが，それがとくに

郊外化として意識され，中心市に深刻な問題を投げかけたのは第2次大戦後，それも 19 

60年代に入ってからである.そこで次に，最近の文献を手がかりとして， 1960~7 

0年にかけての人口と雇用の郊外化の実態とそれに伴う中心市の問題を整理してみたい.

1 人口の郊外化

1 9 1 0年にはSMSA(標準大都市圏)人口の4分の3は中心市に居住していたが，

1940年代に入って前述の如く人口分散が激化したので，中心市の人口比率は， 195 

0年57%，60年ち 0%，70年46%，74年43%と順次低下L.1960年を境

に郊外の比重の方が大きくなった(表2-1). 1960~70年には中心市全体として

人口は6.4%増加しているが，すでに 292の中心市のうち 130市では人口が絶対的

に減少したし (Zimmer. 1975. p. 33). 1970~74年には中心市全体

~íヲ
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としても 2%の人口減少となった. Lかも人口規模の大きいSMSAほど中心市の人口減

少は激Lいという傾向がある.

郊外への人口移動は，白人と中・高所得者が主体をなすから，中心市と郊外における人

口の質的構成をゆがめることになる.白人のみをとればすでに 1960~70年に中心市

の人口は全体として減少しており. 1970~74年に減少は一層加速されているのに，

中心市の黒人は一貫して増加しつづけている.その結果，中心市における白人の比率は 1

950年の87%から 1974年の7ち%へと低下した L.1974年の白人分布が中心

市26%.郊外42%. SMSA外 33%であるのに対して，黒人分布は中心市ち 89(，;~

郊外 17%. SMSA外2与%と中心市が過半を占める.かつては人種隔離がコミュニテ

ィラインによって行われたが大都市圏の成長で，黒人や他のマイノリティグループを隔離

するラインは政治的境界に代わった (Zimmer. 1975. p. 82)と指摘される

ゆえんである.

所得の差異をみると明らかに中心市からの流出世帯の所得は，中心市への流入所帯のそ

れにくらべて大きい(表2-2) .流出入者の所得格差によって. 1970~74 年の間

に，中心市は296億ドルの個人所得を失ったことになる.そのような結果として，黒人

を含む郊外世帯の所得水準は，中心市世帯の水準よりも 15~20%高くなっている(表

2 -3) .中心市と郊外の居住者聞の所得格差は，さらに貧困水準世帯の比率によっても

示される(表2-4) .黒人単身者の場合だけを除いて，中心市の貧困世帯比率は常に郊

外の比率を上回っている.ただ. SMSA外や南部の貧困世帯比率は中心市のそれより大

きく，この事が従来南部や農村部から中心市へ人口を押し出す大きな要因であった.

2 職場の郊外化

40の大SMSAにおける中心市と郊外の従業者の平均変動率をみると. 1948年以

来，諸産業を通じて中心市の伸びは極めて小さく .1958.......63年では，サービス業を

除く 3産業が絶対的に減少し. SMSA内で占める中心市のシェアは，各産業とも 15年

間に 20ポイント近く低下した(表2-5) .ただこの表の数値は，最小人口ち 1. 4万

人のアクロンから，最大人口 1069. ラ万人のニューヨークにわたる規模差の大きいS

MSAの平均値であるし，時期的にも 1960年代前半にとどまっている.そこで規模の

大きな個々のSMSAにおける最近時までの従業者数の変化をとりあげると(表2-6) 

，ニューヨーク市を除くすべての中心市で. 1 970年代に入っても依然シェアの低下が



q) 
続いていることが分かる.

住居と職場の分散は相互に因果的な側面をもっているが，郊外化する人口と職場にギャ

ヴプがあるため，深刻な問題が生じてくる.中心市からとくに急速に分散したのは生産現

場である工場や小売商庖であり，中心市では，事務.販売，作業といった半熟練ないしは

非熟練労働力に対する需要が減少したのに対して，専門職や管理職の職場は逆に増大して

いる(表2-7) .さらにこの表に現れずに中心市で伸びている特定サービス，政府，輸

送，金融，公益諸部門の雇用を考慮すれば，中心市におけるオフィスレーパーに対する需

要は一層大きくなる.しかしすでにみた如くその様な職種に対応する人口は郊外に分散し

，中心市には教育水準が低く，技術をもたない単純労働者が滞留している.その結果中心

市，郊外ともに職住のアンバランスが大きくなり，朝のラッシュ時には，郊外から中心市

に向かうホワイトカラーと，それに逆流するブルーカラーの通勤流が交差することになる

(Vernon， 1962， p. 44  ，Kain， 1970， p. 21).公共交通機

関も利用できる中心市のオフィスへの通勤とはことなり，分散立地する郊外の職場への通
10 ) 

勤には自家用車が不可欠であり，自動車をもたない低所得者や，郊外の職場についての十

分な情報をもたない中心市の黒人やマイノリティグループは.失業の可能性が大きい.中

心市の失業率は男女を通じて，.郊外やSMSA外より高く，とくに黒人が中心市の失業者

の30%を占めている(表2-8) . 

なお職場の分散が進むにつれて，郊外は次第に独立性を強めてきている. 1970年に

は郊外居住者の30%だけが中心市で就業し，ち 6%は郊外で就業しているが，中心市で

の就業率は年々低下している (Colman，197ラ， pp. 4 7， 4 8，176). 

次節でニューヨーク都市圏の具体的事例を検討するが，ケインがいうように，中心市の

内部における従業者の地区的変化全般を示すデータは，個別都市の断片的なものを除けば

極めて之しい (Kain， 1975， p. 94).ただ小売業に関してだけは，人口 25

万以上のSMSAにおける CBOとその他の地区との数値が知られる(表2-9). CB  

Dは大量輸送機関の集中点で最大のアクセシビリティをもっという帯条件に支えられて，

中心小売業地区としての機能を果たしてきたが，すでにみたように， CBOを避けた道路
(1) 

システムの発達や自家用車による買い物の普及によって.CBOの優越的な地位は失われ

， CBOにおける小売業の事業所の減少は最も大きく.販売額の伸びは最も小さい.表に

よると規模の小さいSMSAほどCBOの表退が著しいが，大SMSAではそれ以前から

CBOの地位低下が起こっていたとの見方もある (Zimmer，197ち， . 60) . 

:1t; 



3 中心市の財政支出と税負担

中-高所得者と経済活動の流出，貧困者の滞留と流入，失業者の増大，環境の悪化と犯

罪の増加等が中心市政府の支出増と財政難を招き，それが更なる中心市の衰退とグレーエ

リアやスラムの拡大を引き起こしていること，加えて，市外からの通勤流入者に対す諸サ

ービスの提供が中心市の財政を一層圧迫するという，いわゆる「郊外によるメトロポリス
¥:2..) 

の搾取j については，米国の都市問題に関する多くの文献が指摘している.ここでは郊外

との対比において中心市の財政支出と税負担を示した最近のデータのみを引用しておく.

37の大SMSAの中心市における住民 1人当たり歳出額は，明らかに郊外のそれより

大きい.とくに古い大都市が存在する北東部では，その格差が大きくかっ拡大している(

表2-10.表2-1 1 ) .このような中心市の大きな支出は，非教育支出の大きさから

も明らかなように市外からの通勤者にも振り向けられているからであり，住民へのサービ

ス水準の高さを必ずしも意味しないというのが，郊外による搾取説である.大きな支出を

まかなうために，住民の租税負担は大きくなる.中心市では課税対象である事業所の流出

が続く一方で政府，宗教，文化，教育関係、の非課税物件が相対的に増加するため，住宅所
1'3) 

有者が主要財源とされ，しかも住宅の評価額は平均して郊外のそれより低いから，勢い財

産税率を引き上げねばならず，それだけ個人の税負担率は高まる.西部を除けば，中心市

の税負担率は郊外まり 40%"'-ち0%も大きい(表2-12).そこから，白人の郊外脱

出の大部分は，人種の混合や犯罪をさけるためよりも税の圧力による，という見解さえ現

れる (Hansen. 1975. p. 77).高率の財産税は建物の維持補修や改造，新
(4) 

築を妨げ，ついには建物の放棄をもたらすことになる.老朽化した建物でも，中心市に成

長の可能性があった時期には，投機の対象として保持されたし，放棄された建物も新しい

用途に転用されていったが，成長の可能性を失った現在では，建物の放棄はその地区のブ

ライト化につながる.バーノンは.CBDと郊外との間に位置する中心市のかなりの部分

が，工場用としては高地価にすぎ，オフィス地区はそこまで成長しないため，長期間の土

地需要の減退に見舞われ，中産階級が大量に中心市に戻って来るか，政府助成により大量

の低所得者用住宅が建設されるか，オープンスペース化されることがなければ，土地利用

の空白を埋めることができないがそのいずれもが実現の可能性に之しい，と悲観的な見通

Lをのべている (Vernon. 1959. p. 62).ケインもまた，すでに実行，提

案された政策によって中心市の衰退を近い将来逆転できる見込みはほとんどないというの
iミ〉

が，学者たちの一致した意見であると紹介している (Kain.197ラ. p. 80) . 
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lV ロンドン，ニューヨーク，東京，大阪における郊外化の比較

米国における郊外化の実態をもっぱら SMSAにおける中心市と郊外との対比でながめ

てきたが，本章の最終的意図は最初にのべた如く，国際比較を通してわが国大都市圏にお

ける郊外化の水準を評価する点にある.大都市圏や郊外化の国際比較に関しては，すでに
lb) 

いくつかの論考があるけれども，郊外化という極めて空間的な現象の水準比較を行うため

には，できるだけ同ーの空間的スケールと時間的スケールを用いることが望ま Lい.以下

では，ニューヨークとロンドンについては主と Lて2次的資料に頼りつつ，この2点に留

意Lて分析を進める.

1 圏域の設定

一般にロンドン都市圏を分析する場合には，図2-1および表2-13のような地帯区

分が採用されている. Central London は 196ち年までの旧 rnet ← 

ropo 1 i tan boroughのうち st. Mary 1 borne. St. Pa 

ncras. Holborn and Finsbury. the City of 

London. City of Westrninsterを合わせたもので. 1830年

までの市街化部分に相当する.Central Area は 1961年のセンサスから

採用された区域であって， Central London の範囲に似ているが.テムズ

河以南の一部分も含み，大略6つのターミナル駅を結ぶ範囲と考えてよい.ただこの区域

に関しては連続的な資料が得にくいため，以下の分析で・はそれに代わるものとして，面積

が近似している 2つの新しい行政区. City of Londonと City of 

Westminster をエリア Iとした.半径はぼ 10キロの Inner Lon 

donは， 196雪年までのLondon County Counc i 1 (LCC)の

範囲にほぼ等しい現在の Inner London Education Area( 

LCCから!日Woolwick M. Boroughの一部がぬける)であり， LCCが

設立された 1888年当時の市街化区械と考えてよい.半径ほぼ20キロの G r e a-

ter Londonは， 196ラ年の行政改革で設立された Greater Lo-

don Counc i (GLC)の領域で，それまで 1938年当時の市街化区域とし

て公式統計上使用されて来た Greater London Conurbation 

より面積はやや小さいが. GLCの設立によって，自然的単位と統計上および行政上の単
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位とがほぼ一致したといわれるものである (Hall， 1966， p. 31).半径約6

Oキロの London Metropol itan Regionは194ち年以来ニ

ュータウンなどが建設されてロンドンとの結びつきを深めたOuter Metrop-

olitan Areaを包括する韮囲で，ロンドンの計画区域とされている.

ニューヨークを中心とする計画区域としては，実質的な都市圏の拡大に対応して，これ
1'1) 

まで3種の圏域が設定されて来た. 196雪年に設定された面積約3万3000平方キロ

の現在の圏域は， CBD，Core， Inner Ring， Intermediate 

Ring. Outer Ringからなり同心円的に区分されていて (Regional

Plan Association. 1967， p. 111)，分析上は適切で‘あるけれ

ども，カウンティを分断した区分けがなされていて連続的な資料が得にくいため，本章で

は 1947年に設定されたカウンティ単位の圏域(図2-2および表2-1 3)を使用し

た.そのうち， Manhattan CBDは1922年に設定された最初の計画区践に

おいてエリア Iとされたセンラルパーク以南の地区で. 1862年の市街化区賊に当たり

(Comittee on Regional Plan of New York 

and Its Environs， 1928， vol. 1， p. 46， vol. 2， p 

ち3)，その面積はロンドンのエリア Iに近似している. C 0 r eはニューヨーク市から

Richmond Boroughを除き Hudsonを加えたもので， 196ち年圏域

のCoreにくらべてニューアーク市部分だけ小さい.Mnhattan CBD (エリ

ア 1)と Coreとの閣の面積差が大きいので， Inner Londonの面積にやや

近いManhattan，Brooklyn， Hudsonを合わせた区域をエリアEと

し， C 0 r eをエリア置とした. Inner Ringはほぼ半径40キロの区域である

が， 196ち年圏域の Inner Ringからは除外されているWestchest-

erおよびPassaicの北部を含むため，その部分が突出して同心円的形態をゆがめ

ている.その面積はニューヨーク SMSAやニューヨーク・北東ニュージ守一ジー アー

パナイズド エリアより小さい.なお Greater Londonと対比するために

， C 0 r eにRichmond.Union， Essexを加えてエリアWとl，1 n-

ner RingをエリアVとした.Outer Ringは半径約80キロであるが，

Dutchessをはじめとする北部のカウンティはかなりはみ出している.ロンドン圏

の Metropolitan Regionと対比するために， Outer Ring 

のうちから 60キロ圏外に突出していて人口密度も小さいDutchess，Oran

~~ 



ge， Suffolkの3カウンティを除外してエリア¥1Iを設定し， Outer Ri 

ngはエリアWとした.

以上のロンドン圏とニューヨーク圏に対応する面積規模の圏域設定を東京と大阪につい

ても試みた(図2-3，表2-14).各エリアの区分に際しては，都心からの距離と実

質的な都市圏の拡がり方(通勤・通学関係の強さによって総理府統計局が設定した大都市

圏)を考慮した.たとえば東京圏の場合，通勤・通学による京浜大都市圏が，北部と西南

部では80キロ圏を越えているためその部分ではエリアVIが一番外側に位置するし，大阪

圏の場合も京阪神大都市圏が北東部と西部で80キロ圏外にまで突出しているので，その

部分のエリア羽はかなり幅が広くなっているのに対して，東南部の奈良県と和歌山県の山

間町村は80キロ圏内にあってもエリア閣から除外されている.

以上の4都市圏を集約すると表2-1与のとおりである.各国域内のエリア面積は近似

していて，郊外化の程度を比較するベースとして使用できる.

2 郊外化の水準

( 1 ) 人口

4都市圏の面積規模がほぼ一致するエリアWの 1970・71年の人口集積量をみると

(表2-1 6) ，東京圏が2400万人とひときわ大きく， 1640万人のニューヨーク

圏と 1550万人の大阪圏がそれにつぎ， 1280万人のロンドン圏が一番小さい.また

都市圏中心部の集積量としてエリアEの人口をみると.やはり東京が最大でニューヨーク

がそれに次ぎ，大阪3位，ロンドン4位となるが，エリア Iに限定すれば東京は最小にな

り，ニューヨークが最大，ロンドンも大阪と同程度の大きさを示す.東京や大阪では，都

市圏全体の規模に比較して， CBD部分の居住者が少ないといえる.

ところで郊外化の開始はロンドン圏が最も早い.エリア Iを構成する Th  e C i-

ty of Londonの人口はセンサスが開始された 1801年の 12. 9万人がピ

ークで以後は漸減しており，とくに 1861年以後の減少は著しいし， City of 

Westminsterの人口も 1871年のち 2.4万人をピークに以後は減少しつづ

けている.したがって両者を合わせたエリア Iの人口ピークは 1861年の62.4万人

で，以後は一貫して低下している (Morrey，1973， p. 1ち).ニューヨーク

圏エリア Iの人口は経年的に判明しないが， 1790年のセンサス開始以来のMan h-

attan全体の人口は 19 1 0年の 233. 2万人がピークであるから (C0 mm i 

つ苧c:'
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ttee on Regi ona 1 P 1 an of N. Y. ， vo 1. 2， 1929 

. p. 71)， Manhattan CBOの人口ピークもその頃と推定される.東京圏

エリア Iの人口は 1920年の第 1回国勢調査時の48.8万人から低下しつづけており

，大阪圏エリア Iの人口ピークは 1935年である.エリアHに関しても，ロンドン圏が

やはり最も早く 1901年にピークに達したのに対して，ニューヨーク圏は 1950年，

東京圏と大阪国は 196ち年がピ←クとなっている.さらにエリアNについても，ロンド

ン圏は 1939年をピークとして以後減少に転じているのに，ニューヨーク圏と大阪国の

人口はまだ上昇中であり，東京圏がようやく 1970年にピークを迎えている.

つぎに最近20年間の人口変動率をみると(表2-19A欄)，エリア日の増加率は，

東京，大阪の両圏が70---60%と大きく，ニューヨーク圏は半分以下の 23%であり，

ロンドン圏はさらに小さく 9%にとどまる.わが国大都市圏への人口集中の速度が国際的

にみていかに大きいかが知られよう.しかしエリア Iの変動に着目すると，東京.大阪の

減少はロンドンよりかなり急激である.そして，ニューヨーク圏では b'"'--fへと外側に位

置するゾーンほど増加率が大きくなっていくのに対して，東京圏ではゾーン C とdの増加

率が 100%をこえ，ゾーン fはマイナス，大阪国でもゾーンbとC で増加率は 100%

をこえ，それより外側のゾーンでは順次低下している.つまり東京や大阪は. CBO部分

の人口減少は極めて急激であるけれども， 1雪---40キロ地帯の人口増加が著Lく，ドー

ナツの輪が小型である.それに対してロンドン圏ではドーナツの中空部分が極めて大きい

し，ニューヨーク圏のドーナツ中空部分はロンドンと東京や大阪の中間の大きさであるが

，輪の幅は著しく大きい.

最近20年間の各エリア，各、/ーンの人口分布シェアの変化に着目すると(表2-19

B欄)，上の特徴は一層明瞭となる.すなわち，ロンドン圏ではエリアWの外側ではじめ

てシェアが上昇(相対的に増加)しているし，ニューヨーク圏でもやはりエリアWの外側

にあるゾーンd，e， fでシェアの上昇が認められるのに対して，東京圏でシェアが上昇

したのはゾーン b，c， d，大阪国ではさらに内側のゾーンb. cにすぎない.そして東

京，大阪両国におけるエリア Iの最近のシェアはニューヨークやロンドンに比較して小さ

い.要するに， CBO部分の居住機能の減退は，絶対的にも相対的にも顕著であるが，人

口分散の輪は国際的にみてかなり小さいという，わが国2大都市圏における人口郊外化の

特徴がうかがえる.

( 2 ) 従業者
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196ち・ 6年時点、における従業者(従業地ベース)の集積量をエリアVIで比較すると

，人口の場合と同様に東京圏が860万人で最大であるけれども， 680万人のニューヨ

ーク圏と 650万人のロンドン圏の差はわずかで，雪 60万人の大阪圏が最小となる.ニ

ューヨークとロンドンに少数であるが計上されている第 1次産業従業者の影響を排除する
，q) 

ために，より内閣のエリアWで比較しでも 4圏の大小関係は不変である.さらに内部のエ

リアEについても.この序列は変らないが，都心部のエリア Iに関しては，ニューヨーク

が200万人で圧倒的に大きく，東京は 100万人余りでロンドンと大差がなくなる.居

住者が最も多いニューヨークの都心部は従業地と Lての意味も大きいのに対して，東京の

都心部は居住者がより希薄であり，おそらく居住者の需要を充す機能を欠く純化された業

務地であるため，従業者の集積量も小さいのであろう.

従業者については人口ほどに連続的なデータが得られないけれども，一応，郊外化の状

況を検討してみる.表2-17でみる限り，ロンドン圏ではエリア I，IT， IVまでの従業

者数が横ばいないしは減少気味であり，ニューヨーク圏でも同じくエリア I----IVまでの従

業者数は減少傾向にあるのに対して.東京，大阪の両国では，すべてのエリアにわたって

従業者数は増加を続けている.すなわち諸産業を全体と Lてみた場合，わが国の2大都市

圏では，まだ職場の郊外化が進行しているとはいえない.

時期は一致しないが最近の 10年間程度の従業者変動率を比較してみよう(表2-19

C欄).都市圏全体すなわちエリアVIや刊の増加率は，ロンドン圏やニューヨ←ク圏では

10%未満であるのに，東京圏は60%，大阪国は44%と大きい.つまり人口の場合と

同様に，職場についても.わが国の2大都市圏への集中が急速であったと判断される.都

心部のエリア Iの減少率はロンドンにくらべてニューヨークの方が大きいが，そのニュー

ヨークでも a"-fの各ゾーンでは従業者が増加している.ただ増加率は外に向かうほど単

調に大きくなって行かず，人口変動の傾向とはことなる.つまり，職場郊外化の輪は人口

のドーナツ化に比して小さい.ニューヨーク閣に対比すると，東京圏や大阪圏ではずーン

による増加率の差異が大きい.東京圏の増加率は，最小がゾーン aの32%，最大が、/ー

ンd(40キロ圏)の 121%であり，大阪国の増加率は最小が、/ーン fの22%，最大

がゾーン c (20-----30キロ圏)の 106%である.

このような増加率の差異は分布シェアの変化をもたらす(表2-19D欄).ニューヨ

ーク圏ではゾーンによる増加率の差異が小さかったがために，従業者が絶対的に減少した

都心部のエリア Iを除いて. a----fの各ゾーンで分布シェアが一様に上昇Lているのに対
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して，東京国ではエリア Iとゾーン a，b， fの，大阪圏ではエリア Iと、/ーン a，d， 

e， fの分布シェアが低下している.つまり.東京圏や大阪圏では.まだ絶対的な職場の

減少は生じていないが，相対的な意味では，東京圏の都心部および 1ちキロ圏と大阪圏の

都心部および 10キロ閣において，郊外化の兆候が認められる.なお，集積の著Lいニュ

ーヨークの都心部(エリア 1)を除けば，圏内各ゾーンの分布シェアがかなり近似してい

ること，つまり大都市圏内における職場の分布パターンには，強い共通牲のあることが知

られる.

( 3 ) 製造業従業者

表2-18の検討に際しては，この表がカバーする製造業従業者の範囲がロンドン圏は

産業分類上の製造業全従業者，ニューヨーク圏は製造業のうちプロダクションワーカーの

み，東京・大阪の両圏は工業統計における全従業者であって，ロンドン圏は工場以外のオ

フィスのワーカーを合んでいることに留意する必要がある.まずはじめに， 1 966・7

年のエリアVIにおける集積量をみると， 264万人の東京圏が最大で大阪国がそれに次ぎ

ロンドン圏とニューヨーク園は同程度と推定される(ニューヨーク圏で全製造業従業者を

とると 218万人となる).圏域内の分布をみると，ニューヨーク圏ではエリアEに40

%が集中しており(表2-19F欄)同エリアへの集中率が30%の大阪圏や21%の東

京圏をしのいでいるし，エリアEでは絶対数をとっても，ニューヨークと東京や大阪との

聞には大差がない.つまりニューヨークでは都心部の近くに多くの生産現業部門が立地L

ており，大阪にも同様の立地傾向が認められる.

時期はややずれるが，最近時4----6年間における従業者の変動率をとりあげよう(表2

-19E欄).オフィスワーカーを含む数値であるにもかかわらず，ロンドン圏の減少率

は他圏にくらべて大きい. 194宮年工業配置法以来の積極的な分散化と立地抑制の政策

がその背景をなしているのであろうか.ロンドン圏に次いで減少の速度と範囲が大きいの

は東京国である.都心部からゾーンbまでが減少し，一番増加率が高いのは、/ーンeであ

る(人口や全従業者の増加率最大ゾーンはdであった).大阪圏では都心部に当るエリア

Iの減少率こそ大きいが，ゾーンaの減少はわずかで，ゾーン b，C は20%前後の増加

を示し， 4都市圏のうちではただ 1つエリアWが増加している.したがって製造業郊外化

のスケールは大阪国が最も小さく，ニューヨーク圏の郊外化の程度は，東京圏と大阪圏の

中間に位置するものと解される.このような郊外化のスケールの差異は，エリアやゾーン

の分布シェアの変動状況からもうかがえる(表2-19F欄).東京圏ではエリア Iと、/

4J 



一ン a----cまでのシェアが低下Lているのに対して，ニューヨーク圏ではゾーン bのシェ

アが不変でゾーン c--.....fのそれは上昇しており，大阪圏でもゾーン b----fのシェアは上昇

している.

( 4 ) 商業従業者

住居と工場の分散にはじまり，小売業がそれにつづき，卸売業の分散は最も遅いという

のが，米国における郊外化の一般的な順序であった.商業についてはデータが不備なため

，十分な国際比較が困難であるけれども，断片的な資料からある程度の見通Lを得ておき

たい.

ニューヨーク，東京，大阪3圏における小売業の集積量を比較すると(表2-20)， 

人口規模の格差に対応して，東京，ニューヨーク，大阪の順位となるが，東京とニューヨ

ークとの差は，人口の場合ほどに大きくはない.圏内での分布をみると，エリアEにニュ

ーヨークは 36%が集中し，東京と大阪は 30%弱が集中していて，やはり人口の集中率

格差を反映している.ニューヨーク圏全体(エリア刊)の従業者数は，景気の変動に左右

されてか，増減をくり返しているが，エリア Eの従業者は 1948年以来一貫して減少し

ている.東京圏でも 1970年を除けば，エリア Eおよびエリア Iの従業者が 1966年

以降減少しているが，大阪国ではようやく 1972年から減少の兆候がある.小売業の郊

外化はニューヨークで先行し東京でやや遅れて始まり，大阪でこれから開始の段階に入

ったものと思われる.

卸売業の集積量は(表2-2 ，11) .東京圏がとびぬけて大きく，大阪圏もニューヨーク

圏を凌駕している.居住者，総従業者，小売業従業者などの集積と対比して考えれば，ニ

ューヨーク圏の卸売機能は相対的に弱いといえよう.圏内での分布を比較すると，エリア

Eへの集中がニューヨークの 54%に対して東京と大阪は70%と大きく，特に大阪にお

ける都心部への集中が著しい.年次別変動に関しては，ニューヨークの圏域全体やエリア

V，VIが1954年以来増加を続けている反面，エリア Eでは 19ラ8年がピークで以後

減少気昧であるのに，東京，大阪の2圏ではエリア Iに限っても，まだ減少の兆候はない

.小売業ほどに明確ではないが，卸売業においても，ニューヨークの郊外化は東京や大阪

に先行しているとみなされる.

まとめ
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大都市圏における郊外化の進展によって.中心市が衰退していく現象の中に，これから

の大都市がかかえる最大の問題があるとの視点から，できるだけ等しい空間的，時間的ス

ケールのもとで，ロンドン，ニューヨーク，東京，大阪4大都市圏について郊外化水準の

比較を行い，わが国2大都市圏における郊外化の段階を探ろうとした.その結果，東京と

大阪の両都市圏に関して以下のような特徴を知り得た.

1 )東京圏は人口，総従業者，製造業従業者，卸・小売業従業者のいずれをとっても 4

大都市圏中最大の集積量を有している.

2 )大阪圏の人口と総従業者の集積量は，ロンドン圏程度でニューヨーク圏よりかなり

小さいが，製造業と卸売業の集積量はニューヨーク圏をしのぐほどに大きい.

3 )東京国と大阪国の中心部には，圏域全体の規模に比して，人口，総従業者，小売業

従業者の集中度が低く，卸売業の集中度のみ大きい.即ち，わが国2大都市圏の中心部は

極めて機能純化が進んでいる.

4 )東京，大阪両都市圏における近時の人口や諸機能の成長は極めて大きかった.

雪)近年の都心部の人口減少は激しいが，それをとりまくゾーンではまだ絶対減とはな

っておらず，分散の輪が小さい点、が，東京，大阪両都市圏の人口郊外化の特徴である.

6 )東京，大阪両都市圏では，総従業者や卸売業従業者の都心部における絶対的減少は

まだ始まっていないが，相対的な減少傾向(シェア低下)があり，郊外化の兆候は認めら

れる.

7 )東京圏の工業従業者の分散スケールは大きいが，大阪圏のそれは最も小さく，また

東京圏では小売業の郊外化も進行しているが，大阪圏はその兆候がみえ始めた段階である

以上，全体としてわが国2大都市圏における郊外化の現在の水準は，ロンドン圏やニュ

ーヨーク圏の水準より低いけれども，今後さらに進展しそうに思われる.そうだとすれば

，人種構成や行財政制度上の相違があるにしても，英米両国の中心市が直面している諸問

題が，わが国でも深刻化する可能性がある.本章のはじめに，大阪市の周辺区がかかえる

問題については若干言及したが，上述の如き郊外化の進展によって.わが国における中心

市の悪化がはたしてどの程度の段階にあるかを知ることが次の課題となる.
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言主

1) c e n t r a 1 c i t yは中心部市とか中核都市と訳されることが多いが，標準
大都市統計圏SMSAの中心をなす地方政府単位として市を意味 L.都市の危機は地方政
府の機能との係わりあいで問題になることが多いので.本論では中心市と表現L.必ずし
も政府単位にこだわらない大都市圏の中心部分=中心都市と区別した.さらに本章での郊
外はセンサスの規定に従い. SMSAのうち中心市を除いた全域を意味する.また，郊外
化は郊外を主体とした市外地域への諸機能の流出と.諸機能の分布における中心市のシェ
アの低下，すなはち相対的分散を意味する.
2 ) 米国の都市問題が大都市圏の形成，そのなかにおける社会階層の空間的隔離，事業
所の分散に伴う中心市の衰退にねぎしていることは，山田 (Netzer.1970.邦
訳242ページ).槙(1 97ち年)等も指摘している.
3 ) 邦文では西尾(] 9 6ち年)が最も包括的かつ詳細で，山田(1 972年， 197 
6年)も言及Lている.
4) Downs (1973， pp. 4一号)は.米国の住宅様式の変化は世界で最も早
く，例えば住宅の平均面積は 1950年の 1000平方フィートから. 1 968年の 16 
00平方フィートに増加し，デザイン，内部構造も変化したし.新築後 30'"'-60年でス
ラム化するとのべている.
ラ 1971年までに大都市圏の 1'"'-4戸建の住宅で抵当に入っているものの43%は
両局の保証を得ていた (Netzer，1974. p. 116). しかし.連邦政府によ
る抵当権保証プログラムは郊外化に対Lて大きな効果を与えなかったという評価もある(
ミル， 1 973年. 239ページ). 
6) R. Ravitchも.都市は環境が悪く，オープンスペースが沢山ある田舎は良
い環境であるという考え方が，常にアメリカ文化の中にあり，田舎に家を持つことが.ア
メリカ人の夢の一部であったとのべてている(棋. 197ち年， 11-12ページ). 
7 ) 中心市からの工場分散は郊外を越えて SMSA外にも向かっている.トラック輸送
は生産コストに対する輸送コストの比率を下げ，オートメーションの導入は技術労働力の
比率を下げたので，大きな最終市場であり多様な労働力のプールである大都市地域からの
工場の脱出は容易になった (Thompson，197ち， pp. 189-190). 
8) Zimrner (197ち p. ち8)は，オーナーが郊外に住んでいるほどビジネ
スの移動率は高いとのべ， J.Zuccotiは，自動車で通勤したがる IBMの重役達
はもし車で通勤できなければマンハヴタンの事務所を郊外のアーモンクに移すといい，メ
トロポリタン生命保険会社の重役達も，車で通勤できなくなれば，本社をニューヨーク市
外に移すとのべたと報告している(槙， 197ち年， 149ページ). 
9) Houstonのシェア低下が小さく製造業ではむしろ上昇しているのは，テキサ
ス州の合併法によって.中心市の境域が拡大されたことによる.また，ニューヨーク市で
製造業を除く産業のシェアが近年上昇しているのは，首位都市としての特殊性によるもの
かどうか，検討に値する現象である.
]0) Foley (1965， p171)によると， 196雪年の 1世帯平均自動車保
有台数はちつの古い大中心市でO. 54台， 6つの大中心市で 1. 06台.郊外で 1. 4 
3台，旧新大中心市の所得4000ドル以下層ではO. 1ち台と O.ラ8台. 7与00ド
ル以上層では 1. 05台と 1.43台である.なお .Colman(197ち. p. 47 
)によれば，中心市の居住者の 1雪%は郊外で就業している.
1 1 ) デトロイトにおける 19ラ3年の調査によると.乗用車による比率が，買い物8
9%，食事96%，社交・レクリエーション 93%.個人的業務80%となっている(
Meyer， et al， 1965. p. 90). 
12) Zirnmer (197ラ. p. 76)によれば，中心市の住民一人当たりのコス
トは中心市の人口と(相関係数0.398)よりも，郊外の人口と(同係数O.ラ44)
より強く相関しており，中心市の人口が一人増せば市政府コストは 1. 30ドル増加する
のに，郊外人口が一人増せば，中心市の政府コストは2. 77ドル増加するという.
13) 1970年の72の大SMSAにおいては，持家住宅の平均価格が郊外の 1万9
800ドルに対して，中心市は 1万6700ドルで，郊外の84%にとどまる(C 0 1 -
man， 197ち pち0). 
14) 1972年には，ニューヨークで 10 万戸，フィラデルフィアで2~3万戸.ポ
ルチモアで 1. 2万戸.セントルイスで 1万戸が放棄されたと推定されている (C0 1 -
man.197ラ. p. 276). 
1ち) それに対して R. Ravitchiは.米国の都市は依然文化，商業.教育，医
療の中心であり.都市にあるような公共交通機関を郊外地域に作ることは函難であり，黒
人の中流化が急速に進んでおり.そのことが都市の安定要素となり.中心部市の問題が米

<<14 



国の他の全ての問題と切り離せないと¥..~う認識が社会全体に広まって，連邦政府の援助が
増大することにより，都市の将来は楽観できるとみる(槙， 197弓年， 23べーじ). 
1 6 ) 富田(1 9 7ち年)はわが国の 20市を中心都市と定め，そこに就業者の 10.% 
以上が通勤する範囲を SMSAに対応する都市圏として，両地域の分布シェアと立地係数
の変動を検討し，わが国では 100万都市の人口のみが郊外化Lており，製造業の郊外化
ははじまったばかりであると指描Lたが.日米比較のスケールに問題がある. Ma  s a 

& Phlbrick(1963)はニューヨーク，ロンドン，東京の 60マイル圏に
ついて， 1 0マイル毎の同心円的ゾーン別に，人口の集積量と密度を比較L，東京国の集
積量が最大であることを明らかにした.空間スケールは配慮されているが，人口に限られ
，動態的分析もなされていない.その他に，山名 (1974年)，佐藤(1 974年)， 
坂口(1 966年)等の比較研究があり，二神(1 968年)はニューヨークの機能分散
を論じている.またClawson & Hall {1973. pp. 71-86)は，
ロンドンとニューヨークの都市圏を比較的にとりあげている.
17) 1922年の第 1次計画地域は 1万4318平方キロ， 1947年の第2次計画
地域は 22のカウンティにまたがり 1万7889平方キロ， 196ち年の第3次計画地域
は31のカウンティを含み3万3017平方キロである.
18) すぐ外側のエリアの数値から内側のエリアの数値を引いたものをゾーンの数値と
した.例えば，ロンドン圏のゾーンaはCi t yとWestminsterを除いた.
Inner Londonの部分である.
1 9 ) ロンドン圏とニューヨーク圏の数値には第 1次産業の従業者が含まれるが，その
数はわずかである.例えば. 1 966年のグレーターロンドンではその比率がo.2%， 
196ち年の第3次ニューヨーク地域計画圏でも O. 6%にすぎない.
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3 イシ/サー一一乙/ラ二ィ情1是室町〉性主豆頁

「世界的な都市危機」の著者T. L.プレア (Thomas，L. Blair)はニュ

ーヨーク，ロンドン，東京，パリ，モスクワ等の巨大都市の病弊がおどろくほど類似して

いることを指摘した (Blair，1974， p. 7).すなわち.無計画な成長.イン

ナーシティの表退と郊外のスアロール， 1日2回の交通混雑，公的資金の誤用，救請され

ることのない貧困，クリアーされることなくむしろ増大するスラム.エネルギーや水の不

足，環境悪化等がそれである.ほとんどは前章の中心市の衰退にかかわる問題であるが，

インナーシティの衰退は“ inner city problem が英国の造語である

といわれるように， 1 970年代になって先ず英国でとりあげられた.その後米国やヨー

ロッパの国々でも頻りに論じられるようになったが，わが国ではまだ，憂慮すべき問題で

1) 
あるとは一般に認議されていない.実態はどうであろうか.以下では，英国の問題と対比

しながらわが国の状況について検討してみたい.

I 問題台頭の背景

この問題がいち早く英国でクローズアヴプされたのは次の事情によっている. 1， 2章

でとりあげた衰退現象は都市や都市圏が成長を続ける中で生じたものであったが，インナ

ーシティ問題はL. H. クラッセン (Leo H. Klaassen)やOECD都市研

究グループが指摘した人口-雇用面での都市圏の成長停止ないしはマイナス成長 (K1 a-

ssen & Pae 1 i ck， 1979， OECD， 1983)という，産業革命いら

いの大変化の下で発現した.例えばOECDのレポートでは，その典型が英国と米国でみ

られる都市化の段階を 1)農村から都市への人口集中(1 9世紀)， 2)中心部と都市圏

がともに成長する人口集中と郊外化 (1920----50年)， 3)中心部で人口減少と雇用

の相対的減少が始まるが都市圏の成長は続く絶対的分散(1 960年代以降)， 4)大都

市圏の衰退と非大都市圏の成長(1 970年代)とし.ち)中心部で人口は安定するか逆

流に転じ特定産業の雇用が復活する再都市化(若干の都市にその兆候がある)を加えた(

OECD， 1983， p. ち4).第3.第4段階の事例は表 3-1のとおりである .0
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ECDは第4段階への移行の要因として経済の構造変化を重視Lている.経済の国際化一

多国籍企業による投資の先進国大都市から発展途上国大都市へのシフト，国際競争力の弱

体な部門の衰退 ，資本による労働の代替一生産技術の発展と労働コストの上昇によって

加速された生産の労働集約から資本集約へのシフト .サービス部門の比重増大--3次産

業の成長と 2産業部門でのソフト化の進展ーがその内容である (ibid. ，pp. 8-

70) .筆者はこのような生産における変化に人口学的変化と社会的価値観の変化を加え

た工業化社会の成熟化がその背景をなすと考えている.すなわち，著しい出生率の低下.

基礎的需要を満たした人びとのさまざまな局面における需要の多様化，空間的分散化が，

規格化，集中化，極大化を基礎とする工業化社会の中枢として機能してきた大都市(圏)

の存在をおびやかしているのである.工業化の最先進国であった英国にはその影響がいち

早く現れ，殊に物的生産の拠点、となってきた大都市インナーエリアが受けた影響は大きい

.ところで英国政府は強力な産業の立地規制と誘導を手段とする地域政策と，ニュータウ

ンやエクスパンディングタウンへの人口-雇用の計画的な分散をともなう都市政策によっ

て大都市の成長を抑制してきたから，このような政策の変更を求める大都市政府の声が高

まった.環境省は 72年に着手した一連の大都市インナーエリアについての調査を踏まえ

て77年6月に，インナーシティに関する政府白書を作成し大都市政策の転換を表明した

(Po 1 icy For The Inner Ci ty， 1977). 

郊外化による中心市(セントラルシティ)の衰退がもっぱら問題とされてきた米国でも

，次第にインナーシティ問題が重視され，インナーシティの用語が多用されるようになっ

てきた.例えば都市内部の不平等を論ヒたB. E. コウツ (B. E. Coates)等

は，都心の商業地区をとりまくインナーシティエリアに住む世帯の所得中位数が公的な貧

困水準以下にとどまること.スラムは一般にインナーシティエリアに立地すること，イン

ナーシティエリアは中産階級にとってますます魅力のない場所となり貧困者，老人，マイ

ノリティグループがそこにとり残されていること，アメリカにおける貧困の一つの極は南

部にありいま一つの極は主要都市のインナーシティエリアにあること，インナーシティに

は貧困者の仕事がなく彼等は地区外の職場に通勤する公共輸送手段をもたないこと，イン

ナーシティは福祉，教育，特別サービス等々を供給する国家経費の異常に大きな部分をの

みこんでいることを指摘している (Coates. Johnston & Knox. 1 

977， p. 43. pp. ち0--ち1，pp. 123--124. p. 207).またA.

ダウンズ (Anthony Downs)はセントラルシティへの私的投資を妨げる障害を
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論じた際に，セントラルシティをちつの地帯に区分Lた.1)ダウンタウン :CBDとそ

の隣接部分， 2)インナーシティの貧困地区:深刻な土地建物の放棄や貧困世帯の集中が

認められるインナーシティの近隣， 3)グレーエリア :2に近いけれどもまだそれほど放

棄や退廃が進んでいない古い近隣， 4)高質な周辺地区:中高所得者の多いセントラルシ

ティ周辺部の近隣， 5)インナーシティの高質地区:都心に近接しながらも湖畔や河岸，

大学，公園等の傑出したアメニティにひかれて中高所得者が居住し高い地価を維持してい

る古い近隣.いうまでもなく 2)と 3)が問題地区としてのインナーシティである.ある

いはまた連邦上院の環境の質に関する委員会は「インナーシティは都市地域の他の部分か

ら区別される境界をもたないけれども，それは一般に都市のセンターとからみあった，あ

るいはセンターをとりまく衰退した古い地区を含んでいる.……インナーシティはその詳

細な境界がどうであれ劣悪な環境によって認識される Jと述べている (Cmmittee

on Banking， Housing and Urban Affairs， 

U. S. Senate， 1973). 

E インナーシティの規定

1 インナーシティ問題

米国のインナーシティ問題に一部ふれたが，さきにあげた英国の白書は4つの見出しの

ユJ

もとに包括的な説明を行っている J

経済的衰退 (economic decline) 

経清的衰退はしばしばインナーシティ問題の核心をなすもので，それは好，不況にかか

わりのない高い失業率，居住者の技能水準と雇用機会の質との間の不均衡，あるばあいに

は労働力需要の全般的不足となって現れる.その原因としては全国平均をこえる高い未熟

練，半熟練労働者の比率{熟練労働者や管理職の転出によるに伝統的産業(ドックや鉄

道等旧来のサービス産業)や工業における(多数の中小企業の閉鎖や移転もあったがむし

ろ大規模工場の閉鎖や雇用削減を主因とする)雇用の減少，新しい製造業への投資の不足

，新種のサービス産業や事務所における雇用増(これらは旧来の肉体労働者を吸収しえな

い)等があげられる.

担堕塞蝕 (physica decay) 

インナーシティの性格を最もよく示す 1つの特徴は住宅の老朽化である.大戦後の広汎
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なスラムクリアランスや再開発にもかかわらず，基本的なアメニティを欠く多数の低質住

宅が手入れされないままにみすぼらしい環境の中に残っている.またある場合にはクリア

ランスされたままの広大な公有の空地や(予想以上に早い人口の分散や資金の不足が原因

となっているに板囲いされた庖舗や放置された土地・建物を含む利用不十分な多くの用

地が存在する.このようなインナーシティの状態は他の地区の良妻子な条件と著しい対照を

なし，居住者や新たな投資家にとってインナーシティを魅力の乏しいものにしている.オ

ープンユニパーシティのテキスト「国内における不平等Jもインナーエリアの住宅の状態

をその特徴として指摘している (Hamnett，1976， pp. 8-9).すなわち

19世紀の末から 20世紀の初頭にかけて急激に増加した労働者階級のために建てられた

古い長屋 (terraced housing)が集中しており，ある場合には郊外へ脱

出した中産階級がかつて居住していた規模の大きい住宅が多世帯用住宅に分割された結果

，この地区の住宅は老朽化し，十分な補修がおこなわれず，構造上の欠陥を有している.

またこの地区は郊外一般の3"-4倍という高い人口密度(エーカー当たり 1雪O人)をも

ち，オープンスペースが少なく(単なる空閑地はオープンスペースではない)，低賃な環

境の中でふるびたi日式の工場が混在する場合もある.さらに，インナーシティの3つの相

互に関連した経法問題として雇用と地方財政とともに窮乏化 (deprivation)

を挙げる J. S.ホアマン・ペックと P.A.グリバイオスは，住宅の窮乏化を基本的な

アメニティの欠如と過密であると規定した(F 0 r e m a n -P e c k & G r i p a-

ios， i977， p. 402). 

社会的不利益 (social disadvantage) 

インナーシティは失業率が高く賃金水準が低いことを反映して貧困者が集中している.

また都心とその周辺は社会生活に適応する能力の弱い人びと，特に住居不定者，アルコー

ル中毒者，麻薬常用者等のたまり場となりがちである.さらに多くの場合，満足な仕事に

つくための読み書き，計算の能力をもたないで卒業年限に達する子供が多く，そのうえ仕

事が少ないので，あるものは教育に不信感をもち，無断欠席をしたり非行にはしる.ある

場合には，コミュニティ意識の減退，近隣施設の低水準，犯罪や暴力の多発等を通して地

区全体に蔓延する衰退感や無関心から集合的窮之化(c 0 1 1 e c t i v e d e p r i-

vation)が生じ，それは個人的には満足な住宅に住み良い仕事についている人びと

ですらその生活水準を維持し子供達の水準を高めることを困難にする.また特定のインナ

ーシティの人びとが就職や抵当権設定にさいして差別を蒙ることがある.この地区全体と
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しての集合的窮之化は，個々人が戦わねばならない不利益の総計を上回るものであり，こ

のことがインナーシティ問題にはエリアベースで取り組まねばならないという主張の論拠

となっている.

生堂塁藍 (ethnic minorities) 

いくつかの主要都市，例えばロンドンやパーミンガムでは，少数民族のコミュニティが

インナーシティに集中する傾向があるが，グラスゴーやニューキャッスルでは，少数民族

が少ないし，ある都市ではアウターエリアにも少数民族のコミュニティが存在することか

ら，インナーシティの問題と民族問題は必ずしも一致しない.

白書が以上のようにインナーシティの諸特牲を並列するのに対して， S.エドワーズ(

Edwards)はパーミンガムの研究から，物的衰微，住宅アメニティの欠知，大世帯

，過密居住，未熟練肉体労働者の高比率等で特徴づけられるAタイプの地区と，非家族世

帯や移民よりなるより移動性の強い人々によって特徴づけられるが必ずLも物的衰微を伴

うことのないBタイプの地区を区別した.そして，アーバンストレスないしは窮乏の地区

を認定するために使われる多くの指標は，使用に便利で伝統的な物的指標であったから，

Aタイプの地区のみがストレスの地区と認識されてきたが， Aタイプ地区を特徴づける物

的窮之は二義的な性格のものであり，住宅ストレスの真の原因は.8タイプの地区に明瞭

に現れる住宅市場の作用の仕方にあること，多元的な窮乏の要因説明において最小限度の

共通分母を求めるとすればそれは低所得，不安定な就業，技能の欠如であり，そのような

特性が住宅市場から多くの人々を排除するのだと主張した (Hamnett，1976，

p. 1 2) .ただし白書は，インナーエリアの状況が都市によってかなりことなっており

，たとえばリパアールでは失業がとくに問題であるものの，ロンドンやグラスゴーでは住

宅事情とくに過密が深刻であることと，環境条件は場所によって非常にことなり社会問題

の種類も多様であるから，各都市で扱うべき複合的な問題とその相互関連は，地区ごとの

検討によってのみ明らかにされうるとのべている.

なお英国のインナーシティ白書に対比されるものとして， 1978年3月に議会に提出

された米国大統領の都市政策白書がある(Th  e U. S. D e p a r t m e n t 0 f 

Housing and Urban Development， 1978).これは 1

977年に改訂された住宅都市開発法に基づいて， 2年に 1度提出することとなった白書

の最初のものであり，都市の状況に関する分析とともに，連邦の都市政策を詳述している

.同時に発表されたホワイトハウスの説明文書“New Partnership は「

5~ 



都市地域がなぜ問題であるのかJという直せっ的な見出しのもとに簡潔に問題点を集約し

た.1)大量の失業をもたらす私的セクターにおける雇用の減少， 2)貧困者や生活保護

者をおきざりにした人口の減少， 3)物的衰退， 4)人種差別と隔離によるマイノリティ

の集中がそれである.現在の英米大都市の問題が極めて類似していることが知られよう.

2 インナーシティの範囲

さて現実の都市政策の立案・実行に際して，あるいは都市の比較研究を行うに当たって

は，一定基準でインナーシティを画定する必要があり，そのためには窮乏の原因説明や理

論的規定をしばらくおき，厳密さを欠くにしても操作可能でかつ一般性をもった指標を選

定する必要がある rインナーシティ問題を字義通り都心部周縁の問題と解してはならず

，それがどのような場所で発生しようとも，都市的窮之化(u r b a n d e p r i v a-

t i 0 n)それ自体が問題である Jとの主張もある(古賀， 1978，71ページ).し

かし窮乏化が空間的に集中したとき r正のフィードバック効果J (positive 

feedback effect)とか「地区効果J (area effect)といわ
3) 

れる力が作用して，単に個別の窮乏化 (single deprivation)をトー

タルした以上の影響を及ぼすわけで {Hamnett，1976， p. 9にそれ故に，

すでにみた知く白書もインナーシティ問題はエリアベースで取り組まねばならないとした

.しかも窮乏化はランダムに分布するのではなく，西欧先進資本主義国の大都市における

インナーエリアに集中しているから (ibid.，pp. 7-8)，インナーエリアの確

定が必要なのである.本項では英国の具体的な大都市で設定されたインナーエリアの範囲

と，それらを特徴づける最大公約数的特設を検討してみることにする.

さきにのべたとおり英国環境省の白書の基礎となったのは， 1972年に着手され 19 

76年に完結したリバプール，バーミンガム，ロンドン3都市のインナ エリア研究であ

った.いずれもサンプル地区の詳細な調査を主体とするが，その前提としてインナーエリ

アの設定とその概観を行っている.

リバアールの調査報告 (DOE，1977a)で設定されたインナーエリアは図3-1

の範囲である.それは3つの社会地区 (social areas)，すなわち 19世紀

に建てられた古い長屋地区 (older terraced areas)，貸部屋地区

(rooming house areas)，内部公営住宅団地 (inner cou-

nci estates)より成っている. 1971年のセンサスによれば，長屋地区
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に 17万人，貸部屋地区にち.ラ万人，公営団地にち.ち万人，合わせて 28万人(市人

口の46%)がインナーエリアに含まれる(内部に散在する高位地区を含めると 33万人

) .その外周はクイーンズドライブによって限られ，また 1921年の市街化地区 (bu 

i lt-up area)にほぼ一致する. 192 1年以降市街化されたアウターエリア

は人口 13万人の高位地区 (high status areas)と人口 20万人の外

部公営団地よりなるが，このアウターエリアとインナーエリアとの間の最大のコントラス

トは人口変動の態様である.すなわち，インナーエリアの人口は 1921年(ピーク時)

の72. ち万人から急激に減少し続けているのに対して，アウターエリアの人口は近年ス

ピードが落ちてはいるものの一貫Lて増加している.そ Lて数年来前者の減少が後者の増

加を大きく上回るため市の全体人口は減少している.第2の重要なコントラストは，イン

ナーエリアで民間借家の居住者とステータスの低い(専門管理職や非筋肉労働，熟棟労働

以外の)人口の比率が大きいことである.その他の点では両者の間にそれほど重要な差異

はないという (ibid. ，pち7). 

パーミンガムの調査報告 (DOE，1977b)が示すインナーエリア(原図ではイン

ナーリングと表現されている)は図3-2のとおりである.同図でインナーコアーとされ

ている部分は，その中央に位置する 18世紀後半までに形成された中心部(シティセンタ

ー)と，それをとりまき 19世紀中ごろに形成された高密度の住工混合地区よりなり，こ

の混合地区ではすでに大規模な総合的再開発が実施されている.インナーエリア(リング

)に第 17区 (ward)と第 18区を加えたミドルリングは 19世紀後半から 20世紀

初めにかけて発展した市街地であり，インナーエリア〈インナーリング)から除外されて

いる上記の2区は，都市成長期の高級住宅地区であり，現在でもその性格を残している.

図では白地のアウターリングは，両大戦間および第2次大戦後に.大都市への人口集中，

交通の発展，中心部からの人口拡散にともなって市街化された部分である.

さて調査報告は上記のインナーエリアを特徴づけるものとして雪つの問題をあげるが(

D 0 E. 1 9 7 7c ) ，その第 1は人口の激減である .1961---71年の 10年聞に，

インナーコアーの人口は 1ち. 0万人から 7.6万人へと 49%減少し，ミドルリングで

も40. 0万人から 3ち. 1万人へと 12%の減少をみたのに対して，アウターリングで

はち 6. 1万人からち 8.0万人へと 4.8%の増加を記録した.問題の第2は未熟練世

帯(その多くは有色人種である)の加速的な集中であり，これも選択的な人口流出入の結

果である.第3は経漬基盤の衰退，雇用とくに工業雇用の減少である.第4は市場条件の

E二工
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変化に対する適応力の弱さであり，それは不況期の高い失業率となって現れる.第ちは住

宅，商庖，学校，アメニティのいずれに対してもこの地区では公的，私的な投資が最近ほ

とんど行われていないことである.以上雪つの特徴はすでにみたインナーシティの一般的

性格にすべて合致するものではあるが，人口減少が第 1に重視されている点をここでは指

摘しておきたい.

インナーロンドンの調査報告 (DOE，1977d)に示されたインナーエリアの範囲

は図3-3のとおりである.この区域は行政上のパラ (borough)を単位に設定さ

れたインナーロンドン(旧LCCの範囲)やAグループのパラとも一致せず，どのような

手続きで画定されたかは明らかでないが，それは中世のロンドンをとりまくテムズ河谷の

平坦地で， 1 9世紀の末までに市街化された部分にほぼ一致すると説明されている(i b-

id. ，p.3).その面積は 112平方マイル (290km)でグレーターロンドンの

およそ 1/5に相当し，約300万人が最も古い住宅に最高密度で居住している.しかし

その人口はほぼ1世紀聞にわたる郊外への流出によって減少しつづけている.およそ 19 

14年以前のロンドンの市街地に相当し (GLC，1969， p. ちに設定されたイン

ナーエリアに近いAグループのパラ(R.デニスはこれをインナーロンドンとして雇用の

減少を論じている， Dennis，1978， pp. 63-73)では，グレーターロン

ドンの総人口がピークに達した 1939年から 1971年の間に31. 7%の人口減少が
4-) 

あり，その他のBグループのバラではその間に 5. 9%の人口増加を記録した.その他に

，工業を第1とする雇用の減少が激しく，未熟練労働者の滞留が著しいこと，貧困や住宅

の問題が深刻なことなど，インナーシティ一般に共通する現象がもちろんロンドンにもあ

り，調査チームの提案もそのような問題の解決に向けられている (DOE，1977d，

pp. 47-48). 

以上3つの事例研究の紹介から，インナーエリアの範囲を作業仮説的に設定するための

簡便な共通指標として，次の2つが得られる.第 1は，都市発展の歴史の差異によって絶

対年代的には若干のずれがあるにしても，インナーエリアの範囲は，都市形成の核となっ

た都心部をとりまくところの， 1 9世紀後半から 20世紀初めにおける急激な都市膨張期

に形成された市街地であること，第2は，人口の減少である.これら 2点については，マ

ンチェスターとリパプールのインナーエリアにおける工業の変化をとりあげたP.ディッ

ケンと P.E.ロイドが，両都市の厳密なインナーエリアの確定には更に調査が必要であ

るとことわりながちも，ともにCBDをとりまくところの 19世紀に形成された連続的市
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街地と規定し (Dicken & Lloyd， 1978， p. 185)，また， P. E. 

ロイドと C.M.メイソンはインナーシティに論及する大部分の人々が認める 2つの基本

的な性格は， 1)人口の減少が生じていることと， 2)それに雇用の機会とくに製造業の

減退が並行Lていることであるとのべ (Lloyd & Mason， 1978， p. 6 

7) ， J. S.ホアマンベックと P.A..グリバイオスの二人もインナーシティの衰退を

人口の分散と男子就業者とくに製造業における雇用の著しい減少としてとらえている(F-

oreman-Peck & Gripaios， 1977， p. 404). 

インナーエリアの範囲をその形成時期に関連づけて規定するとすれば，それはかつて

R. E.ディキンソンがヨーロッパとアメリカの都市に関して描いた都市の同心円的地帯

構造モデルの中間地帯 (middle zone)に相当する (Dickinson，

1964， pp. 163-165).それはまさに 19世紀後半から 20世紀初期の間に

形成された市街地であり，しかも小工場と住宅との混合，初期の工場地帯，高い居住密度

，移民と低所得者を収容するプライトエリアの存在等によって特徴づけられており，はじ

めに列挙したインナーシティの特性に合致するものである.ただ 1964年に発表された

ディキンソンの中間地帯においては，未だ人口や雇用の減少が深刻な問題として指摘され

ておらず，その点に， 1970年代になって意識されはじめたインナーシティ問題との差

異がある.

E わが国大都市のインナーシティ

1 都市成長を支えた諸条件の変化

筆者は第1章で大阪市の都心部周辺に，パージェス的の漸移地帯が存在することを検証

した.しかしそれよりも大きな空間的広がりをもっ上述の如きインナーシティの問題が，

これまでわが国でとりあげられることはなかった.郊外化やスアロールが欧米都市の場合

と同様に問題とされながらも，郊外化がインナーエリアの著Lい表退を伴わなかったせい

であろう.すなわち，インナーシティ問題の代表的な指標がすでにみた如く人口や雇用の

減少であるとすれば，わが国のインナーエリアでは人口や雇用の減少がこれまでそれほど

深刻に意識されなかったわけである.その理由として以下の諸点を挙げることができょう

1 )集積の利益を生かして経済の高度成長を維持するために，大都市優先政策がとられ，

積極的な資本投下と活動の集中が続いた. 2)人的側面からそれを支えた農村や中小都市
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から大都市への人口移動のエネルギーが持続した_ 3)政治・経済・文化の諸分野にわた

って，極めて集権的な機構が確立し大都市がその拠点、となった- 4)鉄道輸送の発達と

自動車の普及のおくれによって，大都市のアクセシビリティの卓越性が持続Lた.ラ)都

市圏全般の土地利用の高密度性によって，大都市内部の過密が特に強く意識されることが

なかった_ 6)人種的にはもちろん社会・経清的にも住民の均等性が強く，セグリゲーシ

ョンが少なかった.

しかし 70年代前後から，インナーエリアの衰退を防いできた上記の諸条件は急速に変

化し始めた.すでに第2章で検討したように，東京と大阪の中心部からの居住人口の減少

は，ニューヨークやロンドンをしのぐほどに急激となり，他方では向都離村のエネルギー

がようやく枯渇し人口の社会増加は東京都が 1965----70年でマイナスに転じ，大阪

府も 1970----7ち年にゼロとなった.その上.集積の不利益が利益を上回るほどに，ま

たさすがの中央政府も政策転換を強いられるほどに大都市の過密は強まり，自動車の飛躍

的な普及と相まって，工場の大都市からの分散が進展Lた.そして最も決定的な状況変化

は深刻な雇用問題を伴う経法成長力の低下である.インナーロンドンの報告も指摘する知

く (DOE，1977d， p_ 4)，インナーシティの問題は繁栄の時期には顕在化しな

いのである.さらに近時，集権的な社会構造を特徴としてきたわが国でも，いわゆる地域

主義が台頭し地方の時代が語られはじめた状況も指摘しておかねばならない.このよう

な諸条件の変化によって，わが国の大都市にもインナーシティ問題が生じつつあるのでは

ないかというのが筆者の見方である.

2 インナーエリアの設定

東京，大阪，名古屋3大都市圏におけるインナーシティ問題の存否を検討する前提と L

て，インナーエリアを設定しなければならない.その際手がかりとなるのは，英国におけ

るインナーシティの共通指標であった人口減少である.表3-2は3大都市の都心から 2

Okm圏域に含まれる市区の人口変動と密度を列挙し，地区区分を行ったものである_ 2 

Okm圏域をとりあげたのは， 100万都市が近接立地して 3極構造をなす京阪神の場合
s) 

， 20 km圏内ならば京都，神戸両都市の野響が弱く，とくに大阪都心との距離関係によ

り圏内諸部分の特徴が素直に現れるからである.

さて，東京都市圏についてみるとコアーに分類した千代田，中央の2区は 1960年以

来人口減少が 10%以上と大きく. 1975年の人口密度は 1万人を割り込んでいる.イ
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ンナ エリアとした港区~葛飾区の 15 区は 1965~70年に 1 3区.1970-----75

年に全区が人口減少となるが， 2区を除いて減少率はまだ 10%を越えず，そのかわり密

度は 1----2万人と大きい.世田谷区~保谷市のアウターエリア9市区は.1970-----7ち

年の人口増加率が 10%未満とゆるやかなものに低下しており，人口密度は大体 1万人を

越えている.調布市~川崎市の20kmゾーン 13市は蕨市を除いて人口増加率が依然

10%をこえるが，その密度は狛江，蕨の2市を除いて 1万人に達しない.

ついで大阪圏の場合も，コアーの4区は 1960年以来人口減少率が 10%をこえ，

197雪年の密度は南区を除いて 1万人を割っている.インナーエリアに含めた都島区~

尼崎市の21市区はやはり 1965----70年に2市区を除いて人口が減少し， 1970---

7ち年では総てが 10%前後の人口減少となり， 197ち年の密度はほぼ 1万----2万人と

高い.アウターエリアの東淀川区~東大阪市の6市区は 1970----75年の増加率が 10 

%未満で密度 1万人強， 20kmゾーンの堺市以下の20市は大部分が 1970----7ち年

に10%以上の人口増加で 1万人以下の人口密度というように，これまた東京圏と共通の

性格をもっている.

名古屋圏の場合は， 1960年以来人口が減少しつづ、け 1970----7ち年の減少率が

10%以上で密度が 1万人以下に低下Lている中と東の2区をコアーに， 1970----7雪

年に人口が減少し密度は 1万人前後の7区をインナーエリアに， 1970-----7ち年に人口

が増加している市内の7区をアウターエリアに分類した.守山区~天白区のアウターエリ

ア4区の人口増加率は20%を超えており，東京や大阪のアウターエリアと性格を異にす

る. 20kmゾーンに含めた 13市は一宮と尾西の2市を除いて 1970-----7雪年に 10

%以上の人口増加を示すが，密度はほぼ3000人以下と低く，この点でも他の2都市圏

と異なる.つまり名古屋圏は集積と分散のスケールが他の2圏にくらべて共に小さいとい

える.

以上3大都市圏の地区区分を図示すれば，図3-4のとおりである.各圏ともコアーを

とりまきほぼ同心円的な地帯構成をもっている.英国のインナーシティは市街地形成の時

期においても共通性をもっていたが，わが国の場合にもそれがいえる.すなわち，東京の

インナーエリアは 1932年(昭和7年)にそれまでの東京市(1宮区)が周辺の町村を

合併して 35区編成をとった際の実質的な市街化地区に近い(山鹿. 197 1年， 1 1 7 

ページ).大阪ではコアーが 1889年(明治22年)の市政施行の範囲， 1887年の
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実質的市街地であるのに対して，インナーエリアの全面市街化は 19弓O年とややおくれ

るが(大阪市， 1 974年にかなりの部分はやはり 1932年に市街化されていた(国

土地理院， 1974年).名古屋のコアーも 1889年の市政施行の範囲， 1 920年(

大正9年)の実質的市街地であるのに対して，インナーエリアは 1921年に市域に編入
6) 

された部分にほぼ一致し(安芸他， 1967年. 1 3 1ページ)， 194与年の実質的市

街地はまだその範囲を越えていない(青野・尾留川， 1969年， 146ページ).要す

るに，インナーエリアは第2次大戦以前にほぼ市街化されており，主として戦後に面的な

市街化が進んだアウタ←エリアと区別される.そして. 197ち年の各20km圏内市区

部の人口が，東京国 1187万人，大阪圏793万人，名古屋圏332万人であるのに対

して，インナーエリアの人口は東京国499万人 (42%)，大阪圏288万人 (36%

) ，名古屋国 101万人(3 1 %)であり.それぞれかなりのウエートを占めている.以

下においてこのインナーエリアの性格を検討する.

3 インナーエリアの従業地としての性格

まず，表3-3でインナーエリアをめぐる従業者の流動をみよう.自市区内従業率(常

住地での従業率)は3都市圏のインナーエリアがともにち雪%程度と近似しており，それ

はコアーよりかなり小さく，アウターエリアより大きい.そして各エリアとも自市区内従

業率は低下しているが，東京と大阪のインナーエリアはコアーやアウターエリアよりも低

下の度合が大きい.それだけ通勤流入率は上昇し，職住の分離が進行したことになる.

3都市のインナーエリアの通勤流入率(総従業者中に占める通勤流入者の比率)もちち

%前後であり，この数値はやはりコアーにくらべて相当小さく，アウターエリアより大き

い.流入率は自市区内従業率とは逆に各地区とも上昇しているが，インナーエリアの上昇

が一番大きい.ただ，涜入率の変動には，流入者数の変動と常住地従業者数の変動が関係

するから，流入率上昇の意味を理解するためには，両者の変動を検討する必要がある.

さて，インナーエリアの通勤流入者数は小幅であるが増加しているのに，従業者総数は

他のエリアとことなり減少ないしは横ばいの状態にあるから，常住地での従業者数はかな

り減少したことになる.それに前述の如く通勤流出率は上昇しているにもかかわらず，通

勤流出者数は東京と大阪のコアー及びインナーエリアでは減少Lている.このような事実

からつぎのことが推察される.インナーエリアにおける常住人口の減少が就業者数の減少

をもたらしたために，就業者のうち通勤流出者の比率は上昇したが絶対数はふえなかった
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.他のエリアよりもインナーエリアの通勤流出率の上昇が大きかったのは，常住者で充足

し得ない仕事が若干増加Lて通勤流入者がふえた上，常住地での従業者がかなり減少した

結果である.要するにインナーエリアでは常住の就業者および従業者の減少と同時に.お

そらく職往のかい離の拡大，すなわち住民に適Lた仕事の減少と住民に不適な若干の仕事

の増加が生じた.

最後の点は従業者の職業別変動の分析を通じて確認される.表3-4でまず各エリアの

従業者の職業構成をみると，事務系従業者の比率はコアーから外方に向かうほど順次低下

しており，コアーとインナーエリアとの差は大きいが，インナーエリアとアウターエリア

との差は弓ポイント以下と小さい.逆に生産系従業者の比率はコアーから外部に向かうほ

ど上昇するが，この場合もコアーとインナーエリアとの格差は特に大きく，インナーエリ

アとアウターエリアとの差はちポイント前後である.そして販売系従業者の比率ではエリ

アによる差異がわずかである.

ところで， 1 9 7 0----7ち年の従業者の鞍業別変動に関Lては，インナーエリアの特徴

が明瞭になる.従業者総数において，インナーエリアのみが減少または横ばいであること

はすでにみたが，事務系(東京を除く)と販売系の増加率は他のエリアにくらべてかなり

小さく.生産系の減少は他のエリアにくらべて著Lく大幅である.このような騒業別の変

動は，インナーエリアにおける労働力の需給ギャッアを拡大するために，のちの表3-7 

に示すとおり， 197雪年の完全失業率および 19 70 ----.7与年の失業率の上昇において

.インナーエリアは他のエリアを上廻っている.以上のような工場における雇用の減少，

ブルーカラーに不適切な職種の増加‘高い失業率などは，イギリスのインナーシティ問題

の核心をなす経語的衰退の内容と完全に合致する.

さらに，インナーシティの経済的衰退は雇用の問題に限定されず，経演活動の質的変化

をも含んでいる.表3--51でまず小売業従業者 1人当たりの販売額をみよう. 1974年

の値に関してコアーとインナーエリアの格差は大きいが，インナーエリアと外部との差は

わずかである.都市圏全域を商圏とするコアーの小売業に対して，インナーエリア以下の

小売業は共に地元需要を充足するものであろう.ただ， 1970-----74年の伸び率につい

ては，インナーエリアの値が最も小さい.地元購買力の不振か.小零細商1占の存続，滞留

を反映するものであろう.

卸売業の 1"占当たり販売額についても.小売業と同様の状態が認められる.すなわち，

コアーとインナーエリアとでは格段の開きがあり.インナーエリアと外部のエリアとには
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ほとんど差がない.大規模な卸売業がコアーに集中 Lているのに，インナーエリア以下の

η〉
地区では一般に中小卸が支配的である.そして販売額の伸び率も，ぱらつきの極めて大き

い大阪を除けば，インナーエリアの値は他の地区より小さく，当該地区却売業の停滞性を

示Lている.コアーから分散するあるいは新設される成長力のある卸売業が.インナーエ

リアをさけて.交通条件に恵まれたより外縁の地区に立地する事例は極めて多い.

製造業の従業者 1人当たり出荷額においても，インナーエリアの値は概して小さい.労

働集約的な小零細工場の集積を反映するものであろう.ただ 1970---7雪年の伸び率は

インナーエリアが特別小さいとはいえない.減少の激しいインナーエリアに留っている工

場は，それなりに都市性工場への脱皮を図り，生産性を上げているのある.

4 インナーエリアの居住地としての性格

居住地としてのインナーエリアの特牲をまず居住者の織業構成からみてみよう(表3

6 ) .全体として，インナーエリアとアウターエリアの構成比は似かよっており，東京と

名古屋に対して大阪が特徴をもっ.すなわち，東京と名古屋のインナーエリア及びアウタ

ーエリアは，コアーにくらべて販売系比率が小さく生産系比率が大きい， 20 kmソ-ーシ

にくらべて事務系比率と販売系比率が大きく生産系比率が小さい，という特徴をもっ.そ

れに対Lて，大阪のインナーエリア及びアウターエリアは，コアーにくらべて事務系と販

売系の比率が小さく生産系比率が大きい. 20 kmソ、.ーンにくらべても事務系比率が小さ

く生産系比率が大きい.という特徴をもっ.つまり，東京と名古屋の場合は.インナーエ

リアに3つの職業グループがほぼ均等に居住しており.そこがブルーカラーに特化した地

区とはいいがたいのに対して，大阪のインナーエリアはアウターエリアと共に，住民にホ

ワイトカラーが少なくブルーカラーが多い.つまり地区による職業別居住地分化がより明

瞭で，その点では大阪のインナーエリアが英国のインナーシティに一番近い存在である.

しかし就業者の変動を職業別にみると，生産系就業者の減少が著しく，その範囲は各都

市圏ともコアーからアウターエリアにわたっている.この減少はもちろん産業構造全体の

変化を反映するものではあるけれども，減少のスピードはさきの表3-4でみた昼間の生

産系従業者の減少を上廻るものであり，ブルーカラーの住居といえども，職場の分散以上

のスピードで郊外化Lていることが知られる.

なおインナーエリアの昼間人口指数はばらつきがかなり大きいが平均では 100を若干

越えており，アウターエリアや 20kmザーンが減少ないし横はいの状態であるのに.上
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昇をつづけている.しかしインナーエリアのこのような職場としての意味の増大は， 4つ

のゾーンのうちただ 1つ昼間従業者が減少するという極めて特徴的な変化と共に生じてお

り，もっぱら住機能の低下によって引き起こされたものといえる.

英国のインナーシティ問題の 1つは住環境の悪化，すなわち住宅の老朽化，居住密度の

高さ，設備の悪さ，オープンスペースの不足などであった.しかし，わが国のインナーエ

リアについてそれらを吟味する適確なデータはない.そこでとりあえず，一般的に低質だ

とされている民営借家の比率から検討してみよう(表3-7).3都市圏ともインナーエ

リヲの民営借家率は45---ち0%で，明らかに他のエリアより大きい.ただインナーエリ

アも含めて，全般的に民営借家率は低下の傾向にあり，公共住宅の供給と持家層の増加に

よって，除々に住宅水準は向上しているようである.

以上のことは，普通世帯の住宅 1人当たり畳数からもうかがえる. 3都市圏ともインナ

ーエリアとアウターエリアの畳数はコアーや20kmゾーンにくらべて小さく. 1970 

---7ち年の聞には各、/ーンともほぼ同程度に規模を拡大している.問題は，各エリアで住

宅水準の向上が一様に進行するだけでは，インナーエリアと他のエリアとの相対的な格差

がいつまでも解消しないことである.その意味では，これまで水準の低かったインナーエ

リアにおいて集中的な改善が図られるべきであろうが，最近の着工住宅床面積はインナー

エリアよりもコアーにおいて大きく，格差縮小の方向には向かっていない.

さらに，非住宅用途を含む全建物の着工状況をDID面積当たりで比較しでも，コアー

の優位は動かず，大阪の場合はインナーエリアへの建設投資はアウターエリアや20km

ゾーンへの投資と差がないし，着工面積の変動ではむしろインナーエリアの落ち込みが大

きい.

物的表退と並ぶ英国のインナーシティの問題は，失業，貧困，社会病理的現象の集中な

ど社会的不利益と称されるものであった.わが国では人口の老齢化が加速度的に進行し老

人問題が深刻化しつつある. 1 975年全国の老年化指数は32. 6で地方別では南関東

(23.9)や西近畿 (27.9)など都市化地域が小さい E しかし大都市圏の内部では

，とくにコアーの指数が大きく(表3.-8) ，インナーエリアも全国値を上廻っている.

それに指数の増大テンポが，コアーおよびインナーエリアで全国値(3. 2ポイント)を

はるかに超えている.指数はコアーより小さくても絶対数がはるかに大きいインナーエリ

アの老人の問題は，どのエリアよりも深刻になると思われる.

英国のインナーシティと共通に，失業がわが国のイシナーエリアで他よりも多く発生し
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ていることはすでにみた.そこで最後に居住者の特性を総体的に表現する住民所得水準の
~) 

格差を検討Lょう.東京圏の所得水準はコアーが格別高く，インナーエリアがそれに次ぎ

，外方に向かうほど低下する.それに対して大阪圏でもコアーは突出した水準にあるが，

インナーエリアとアウターエリアは20kmゾーンに比して低水準だという違いがある.
q) 

このような大阪圏の特徴は，高額所得者比率の分布状態にも現れている.東京闇と名古屋

圏ではコアーの比率が卓越しインナーエリアから外方にわずかづっ低下するのに対Lて，

大阪圏でもコアーの卓越が認められるものの，インナーエリアやアウターエリアの比率は

20kmゾーンのそれを下廻る.さらに，所得水準の全国的な平準化にともなって， 1 9 

70"-75年に大都市地域の水準値は相対的に低下しているが，インナーエリアやアウタ

ーエリアの低下は20kmゾーンのそれより著しい.さきに，住民の職業構成上ブルーカ

ラーのウエートが高いという点で，大阪のインナーエリアがイギリスのインナーシティに

最も近いと指摘したが，それは住民の所得水準の格差においても当てはまる大阪圏の特徴

である.

以上の検討から， 1 960年代末に意識されはじめた英国におけるインナーシティ問題

が， 70年代の都市をとりまく諸状況の変化を背景としてわが国の大都市でも次第に顕在

化しはじめたこと，とくに首都機能を欠く経演的大中心でありかつ都市化の熟度が高い大
(0) 

阪ではそのテンポの急速なことが知られる.

町 インナーシティと都市政策

インナーシティ問題の激化は大都市政策の転換を引き起こす. 1 976年に英国政府が

，被援助地区 (assisted area)への事業所の分散や，ニュータウン及びエ

キスパンディングタウンへの人口-雇用の分散を通じて，大都市の過密緩和を図ることか

らインナーエリアの衰退防止へと，都市政策の重点、を転換する旨表明したことは先述のと

おりである.この政策転換については英国でも賛否両論があるけれども(小森， 1977 

年a，b) ，インナーシティ問題への対策が必要なことは否定し得ない.環境省はさきに

引用した 1977年6月の白書によって，その表題のとおりかなり具体的な対策案を提示

しt.::..それは以下の6項目よりなっている.

( 1 ) 政府の主要施策及び事業において新たにインナーエリアを優先する.

( 2 ) 当面の優先策としてインナーエリアの経済を強化する.工業省によるインナー
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エリアへの新鋭工場の建設・被援助地区における工場立地計画の策定や選択的な財政援助

IDC交付におけるインナーエリアのニュータウン・拡張都市以上の優先. LOBによ

るインナーエリアへの事務所の誘導，地方政府による工業団地の確保，地方政府の企業提

助の権限拡大，雇用サービスや職業訊|糠の強化など.

( 3 ) インナーシティ問題により総合的に対処する.中央政府の各省関，地方政府の

各部門間，さらにそれら相互間の調整と協力による問題解決へのエリアベースでの取り組

み.

(4) 1968年の都市プログラムを改訂する.社会問題のみならず産業，環境，レ

クリエーション等の分野にも補助金を支給，補助金の増額.

( 5 ) 人口移動に関する政策を点検し修正する.ストーンハウスニュータウンの建設

中止と第3世代のニュータウンの人口目標の縮小，及び財源のインナーエリアへの一部転

用，ニュータウンへの障害者・未熟練労働者・失業者の移転促進，インナーエリアの住宅

改良や住宅建設による熟練労働者の吸引など.

( 6 ) 特定都市のインナーエリアについて地方政府と中央政府が共同整備を行う.重

点的な財源の投入，共同組織の設置，インナーエリア改良計画の作成など.

以上のように新しいインナーシティ対策は，これまでの物的環境の整備に加えて，経演

活動の振興や人口と雇用機会の均衡確保，職住の近接を目指している点が注目されるので

ある.

ところで，わが国の都市政策や大都市自治体の総合計画も近年相次いで改訂された.そ

こではこのようなインナーシティ問題に対する配慮がみられるであろうか.第三次全国総

合開発計画，第三次首都圏基本計画・首都圏整備計画，近畿圏基本整備計画についてその

点を検討してみよう.

第三次全国総合開発計画は，第二次全国総合開発計画についての l巨大都市問題とその

対策Jを含む5カ年にわたる総点検作業を経て， 1977年 11月に決定されたものであ

り r第4 主要計画課題Jの中で， 3大都市およびその周辺地域に関する計画課題を論

じている(国土庁， 1977年a. 63ページ).その巨大都市に関する問題意識は，産

業の急速な集中によって巨大化した大都市では，生産・生活諸活動と都市空間・国土資源

との不均衡が生じ，都市構造の更新が現実のテンポに対応しきれないために過密と資源の

限界性が顕著になったというものである.そこで「大都市生活に人間性を回復L.あわせ

て大都市としての機能を円滑に発揮すること」を大都市圏整備の基本的目標とし.そのた
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めに，大都市における人口，産業の増大抑制，大都市機能の整備を図ろうとする.そ Lて

，防災性の向上，諸機能の計画的な再配置，交通の整備，公害の防止，居住環境の整備と

(，2) 

いう雪つの見出Lのもとに，具体的目標が網羅的に列挙されている.

このような三全総の内容に対して，目標を達成するための具体策が準備されていないと

の批判は多い.加えて筆者がとくに指摘したいのは，本稿が対象としているインナーエリ

アに関しでも，計画は集中の抑制と分散による過密の解消，及びオープンスペースの確保

と中高層住宅の建設による住環境整備に力点をおいており，方向転換以前の英国の大都市

政策に酷似している点である.たしかにわが国の過密問題は深刻であり，過密解消を大都

市政策の正面に据えることは妥当である.しかし，英国の場合でも明らかな如く.自発的

にあるいは政策に誘導されて過密地区からいち早く分散するのは工場であり，わが国の場

合も事情は同じであるから，多くの分散工場がそれまで立地していたインナーエリアにお

いて，居住者と雇用機会のアンバランスが発生する.さらに資力と成長牲に富む工場ほど

分散政策に対応しやすいから無差別な分散策が都市の財政基盤を損なうおそれがある.ま

た居住者については，比較的職業的，階層的な混住がみられるわが国においても，大阪の

場合の知く分散によって次第に低所得層の滞留が生じる可能性がある.要するに，単純な

分散策の推進は，インナーシティ問題を発現・激化させるおそれがあることに留意しなけ

ればならない.

第三次全国総合開発計画策定作業中の 1976年 11月に決定された首都圏基本計画と

，基本計画に基づいて定められた首都圏整備計画における大都市問題の認識や対策の基本

方針は，上でみた三全総のそれとほとんど変るところがない(国土庁， 1 976年， 1 9 

77年b).以下では，それらとは若干ちがった大都市政策を提示している近畿圏基本整

備計画をとりあげる. 196ち年ち月に決定された同計画は， 197 1年の全面改訂を経

て， 1978年 11月に再び全面改訂された.計画は.改訂のための条件変化として，三

全総の認識と共通する大都市地域での過密の弊害と資源的制約の顕在化に加えて，近畿圏

の産業構造の国内外経法環境の変化に対する対応の遅れ，高次の経済，文化等の諸機能の

集積の不足，京阪神の大都市地域の地域中枢としての役割低下を指摘している(国土庁，

1978年， 3ページ， 9ページ).このような認識から，中枢機能の東京一点、集中化傾

向を改革し，近畿圏を全国的，国際的活動の場であると同時に西日本のセンターとして機

能するように整備するという基本方向が打ち出された(同，雪ページ).それを受けて大

都市地域の整備については. 1)大都市機能の充実， 2)地域構造の再編成と居住環境の
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整備， 3)防災性の強化， 4)公害の防止という 4つの見出しのもとに具体的な目標が示

されている(同， 1 2 ~ 1ちページ). 

それは首都圏基本計画の目標と一致する部分を多く含むが，両者にはまた大きな差異が

ある.すなわち，首都圏基本計画では過密防止のために中躯管理機能をも含むあらゆる活

動の集中抑制と分散・再配置の促進をうたっているのに対して，地盤沈下という危機意識

をもっ近畿圏の場合には，過密を工場の立地抑制や分散でしのぎつつ，他方では中枢管理

機能や商業業務機能の強化・整備によって大都市機能の充実を図ろうとする.そこには依

然第二次全国総合開発計画(新全総)の大都市政策の精神が生きつづけている. l:かL，

工場のみの分散で過密(特に都市構造のひずみ)を抑制できないことはすでに明らかであ

る.経済的衰退を避けようとする意図は理解できるとしても，都市の機能をホワイトカラ

ーによって担われるものに純化していくことは，住民と雇用機会のアンバランスを引き起

こす.東京や名古屋以上にインナーシティ問題が顕在化してきている大阪は，経漬的衰退

を回避しながら過密の解消に取り組まねばならないという二重の課題を背負っている.課

題解決のためには現在特化しすぎていると考えられる部分，たとえばコアーのオフィス業

務やインナーエリアのブルーカラー居住者をなるべく分散させるとともに，すでに分散し

すぎていると判断される中・高所得者やホワイトカラーの流出防止や呼び戻Lを実現でき

るような政策形成が必要であろう.東京や名古屋を含めて，産業構成においても，住民の

職業や所得の構成においても多様性を有し，かつ臓住の近接した都市づくりを目指すこと

が，集中・過密から分散・空洞化の段階に入った巨大都市の土地利用構想でなければなら

ない.この点については次の第4章でさらに詳しく検討する.

P
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言主

1 ) わが国でこの問題を紹介した初期の文献と Lて，小森(1 977年a. b. J97 
8年)，古賀 (1978年)があり，春山(1 979年)は英国のインナーシティに関す
る邦語文献の展望を行っている.
2 ) この白書でもその他の文献でもイシナーシティとインナーエリアの両用語が明確な
区別なしに使用されているように思われるが.本論文では.後に規定するような都心をと
りまく 19世紀末から第 1次大戦前後までの市街地を 1つの都市内ゾーンとして指す場合
にはインナーエリアを用い.そこに発生している都市問題を意識Lてその、/ーンに言及す
る場合にはつとめてインナーシティを用いることにする.
3) C.ハムネ、ソトは， single deprivationを，住宅.雇用等々の
限られた資源を求めて競合している個人の市場における不利な位置を反映するものである
と説明している.
4) GLC (1974，197弓)による.なお， 1961--71年の変動は.Aパラ
が 13. 2%減， Bパラが 1. 8%減である.
弓) 京都，神戸の両市はともに固有のコアー，インナーエリアをもち. 20キロ圏を越
えると大阪圏に神戸のインナーエリアとコアーが含まれるし，東京圏でも横浜のインナー
エリアやコアーが包含されるることになる.
6) 1970年 10月に千種区から分区された名東区，昭和区から分区された天白区の
大部分，さらに，現在の中川区や港区の西半および西区の北半は当時まだ市域外にあった

もし現在，千種区や昭和区のように中川区以下の3区も分割されておれば.おそらく当
時の市域に属する部分はインナーエリアに，市外に属する部分はアウターエリアに分類さ
れたであろう.
7 ) ただし.表註のように除外した東京の港，大阪の大淀，名古屋の中村の各区は，コ
アーに匹敵する値をもち.インナーエリアでは例外的に傑出した卸売地区の性格をもっ.
8) 日本マーケティング教育センター「所得格差表J46年版およびラ 1年版によった
.この所得格差は，各市町村民税の所得割りの課税対象となった所得金額を市町村の人口
で割り，その全国平均を 100とした場合の各市町村の指数である.同書では大阪市，名
古屋市の区別数値が記載されていない.そこで大阪市については.市財政局主税部「大阪
市税務統計J4 6年度およびち 1年度によって，区別に市民税個人分調定額を求め，それ
を各区の人口で除L，全市 l人当たりの額に対する区別 1人当たりの額の水準値を求め.
この水準値を上記「所得格差表j の大阪市の数値に乗じて区別の所得格差を算定した.
9 ) 朝日新聞社編「別冊民力 J 1 978年，の市区別高額所得者数 (1977年分)の
人口に対する比率である.高額所得者は申告納税額のある者のうち所得金額が 1000万
円以上の者である.
1 0 ) もちろん，インナー口ンドンにCh e 1 e s e a. M a y f a i r. S t. J 0-

hn' s Woodのようなステータス高い地区が存在するように，例えば大阪のインナ
ーエリアにも，阿部野区や天王寺区に良好な住宅地区が残存することを否定するものでは
ない.
1 1 ) その内容は，都市構造の歪み(業務機能の都心部への集中と市街地の外延的拡大
による都心部定住人口の空洞化や遠距離通勤等の問題)，住環境の悪化(狭少過密な住宅
地区や居住水準の低い民営借家の問題等)，公害環境問題，防災性の低下の4つである.
1 2 ) そのうち機能の再配置においては，物的生産・流通機能，業務機能，中枢管理機
能等の集中抑制および分散・再配置の促進がうたわれている.具体的には，工場の地方分
散，既成市街地における工場・大学等の立地制限の維持・強化，中枢管理機能の広域中心
都市への展開，幹続交通結節点での流通業務団地の整備，都心機能分散の受け皿となる自
律的都市核の育成，機能移転跡地のオープンスペース化である.居住環境の整備において
は.既成市街地における中高層住宅または低層集合住宅の建設，周辺地域における計画的
な新市街地の整備，業務と生産機能を合わせもったニュータウンの造成，公園緑地の整備
.都心の空洞化地区におけるオープンスペースの確保と住宅建設が盛り込まれている.
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4ましカ五き

第 1部では，英米を中心とする先進工業国の大都市で衰退地区がどのように認識されて

きたかをたどり，現在の問題がインナーエリアの表退(インナーシティ問題)であること

を知った.本第2部では，インナ←シティを主体とした表退地区再生の方向をめぐる論議

と，それに沿った英米大都市におけるいくつかの再生の試みを紹介し，論評する.

第4章では，インナ←シティをふくむ大都市衰退地区の生成には住民と機能の単純化が

密接に関連しているという筆者の見解を示した後，表退地区再生の方向を住民と機能の多

様化と複合化にもとめる人々の主張の重要性を指摘し，当初は少数派にすぎなかったその

主張が，やがて公的に認知されるにいたった経過をたどる.さらに，近隣の再生と都市経

演の活性化にとっての多様化と複合化の効用を整理する.

第日~第7の3つの章は，住民構成の多様化，いわゆるソーシアル ミックスの必要性

を米国の事例によって示している.ち章では，大規模な公的再開発事業にもかかわらず，

ソーシアル ミックスを阻む住宅市場の二重牲によって，白人地区を含むインナーエリア

全体が表退してきた状況と，二重性を維持してきた仕組みを，シカゴの事例に即して考察

する. 6章は，そのようなシカゴにおいてとりわけ衰退の激Lいサウスサイドのブラック

ベルトの唯中で，ソーシアル ミ、γクスを実現し良質のコミュニティを維持している特異

な存在としてのハイドパークに着目 Lて，その実状，成功の理由，なを残る問題点等を示

す. 7章では， 70年代後半に英米において発現し一部では都市再生の兆候であると期待

されている f都市への回帰現象J (いわゆるジエントリフィケーション)の性格を明らか

にするとともに，それが真に都市再生の原動力となるためには.ソーシアル ミックスに

つながるものでなければならないことを強調する.

第8.......第 10の3つの章は，都市経演の活性化にとって必要な機能的多様性と複合性を

回復し強化するために，小工業の振興を図っている英米の事例をとりあげる. 8章では，

世界経演の中枢都市を自認するニューヨーク市においてすら，小工業の保持を基礎とする

機能的多様化への方向が提唱され，マンハッタンにおける土地利用の複合化をつうじて，

その一部が実現されていることを紹介する. 9章では.英国のセカンドシティ バーミン

ガムとその都市圏において，英国が誇る住工を一体とした計画的な分散が失敗し.結局，

市街地内部で小工場を保持し振興する政策を採用するにいたった経過と理由を論ヒ，それ

7~ 



が英国の大都市政策の転換を先取りしていたことを示す. 1 0章では. 70年代後半にあ

いついてー登場した英米の保守政権が，ょうやく浸透してきた小工業の振興がインナーシテ

ィ問題の解決に不可欠であるとの一般の理解を背景に.都市内部に設定した企業優遇地区

，いわゆるエンタプライズ、/ーンをめぐる論点を整理Lて，大都市小工業の振興にとって

真に必要な措置は何であるかを明らかにする.
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4 1:主E廷と軽量盲:gt;;;7J多ユ末葉イヒと全隻tきイヒ

I 住民と機能の単純化がもたらす問題

第3章でみたとおり先進工業国大都市のインナーシティ問題は経済的衰退，物的衰微，

社会的不利益という多面的な性格をもっている.したがって問題への対応も多面的でなけ

ればならない.例えば英国政府の白書「インナーシティのための政策」では.政府の提案

として 1)政府の主要施策および計画における優先的取り扱い. 2)当面の最優先課題と

しての経漬基盤の強化， 3)都市問題に関する総合調整， 4)都市プログラムの拡大，ち

)人口移動政策の修正， 6)関係地方団体の特別な協力方式の導入.という見出Lの下に

数多くの具体策が示されている (PolicyFor Tb吃 Inner Citi~s ， 1 (j 77.pp.lO-19 ) .しか

し本稿はそのような具体的対策を論じようとするものではない.筆者は第 1部において大

都市衰退の問題をつとめて土地利用(諸機能の性格と配置)の側面から検討してきた. L 

たがって対応に関しても.個別の対策と横断的に交わる土地利用構造，すなわち表退地区

にどのような機能をいかに配霊すべきであるかということが主要な課題となる.

そのような視点からみる時，インナーシティ問題は住民と機能の単純化の問題ととらえ

なおすことができる.既述のようにインナーシティ問題は大都市の規模縮小の中で発現し

た.規模の縮小は過密を低減させ質的な改善を図る機会を与えるものであるにもかかわら

ず，むしろ問題を深刻化させたのである.その原因は規模の縮小が選択的に起こり住民と

機能の単純化を招いたことにある.規模の縮小はなによりも郊外化による人口減少に認め

られるが.郊外化が中・高所得者，ホワイトカラー層を中心として進行し，中心部市とり

わけインナーエリアに低所得者，プルーカラー層がとり残されている事実は.住民構成の

単純化を示すものである.インナーシティ問題の 1つ社会的不利益は，まさにそこから生

じている.さらにこのような居住者の偏りは，他方で進行している経漬活動(機能)の単

純化(ホワイトカラーへの特化)とあいまって，住民の能力と職種とのミスマザチを生み

失業率を押し上げる.経請的表退がそれである.

インナーシティのいま 1つの問題である物的表徴も機能の単純化と関連している.経済

機能の単純化は工場を主とする物的生産関連施設の喪失を伴うが，その跡地は第3次産業

やオフィス業務の立地にとって多くの場合適切でない.また人口減少は空き家や放棄住宅
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を多発させ，それに対応Lて不良住宅地の公的なクリアランスが行われる.こう Lてイン

ナーエリアには大量の空き地が発生するけれども，土地利用の純化を固守するゾーニング

の存在も一国となって.多くは未利用地や荒地として放置されている.大都市内部に投機

的思惑や需要のタイムラグによる未利用地が多少存在するのは常態である. Lかし現在英

国の主要都市では未利用地が市域の6.%にも達し，インナーエリアに限定すればさらにそ

の比率は上昇するとみられている (Home. 1982. p. 44).グレーターロンド

ンカウンシルの 1971年調査によれば，インナーロンドンのみで狭義の未利用地は20

76エーカー (839ヘクタール)に及び， 1 966年調査時に比べて 56%も増加して

いる (Civic Trust， 1977. p. 12).政府白書が「いくつかの都市に

おける大量の宅地，非有効利用地.放棄地の存在はインナーシティの状況の最も困難な側

面である.それは住民の士気に影響L，ディベロッパーの意欲をそぐ.このような土地の

用途を見出すことはインナーシティの再生にとって緊急の課題とされねばならないJ ( 

Policy For The Inner Cities，1977，p.27)と指摘するのも当然である.賃貸菜園，コミュ

ニティガーデン等としての利用提案があり一部は実現されているけれども，インナーエリ

アに広がる広大な空き地はなによりも直せつに衰退の深刻さを表現している.

規模縮小に伴う機能の単純化がもたらすより根本的な問題は，大都市が身上とする苗床

(seed bed)ないしはふ化器 (incubator)としての機能の衰弱であり

，活力の枯渇である.周知のように都市の基本的な属牲は人口と産業の集中・集積であり〉

，集中・集積は立地の比較優位性や極地化の経漬以上に.機能の多様性を前提とする都市
~) 

化の経請によって促進されるものである.したがって機能の多様性は大都市形成の原因で

あり結果であって，それは大都市の第2の属牲とされる専門化，社会的分業，異質性を内

包している.ところでいわゆる都市の苗床仮説はこのような都市の基本的属牲と密接に関

連している.すなわち，リスクを避けるために外部経演に依存しなければならない小企業

や革新的な新企業は，先ず外部経漬に恵まれた大都市に立地L，当該企業が成長・大規模

化して外部経済への依存を弱めたり，生産工程がルーティン化し製品の大市場が確立Lた

段階で，工場は市外に分散するというのである.大都市の機能が単純化すれば当然その外

部経請は縮小するから新規立地も少なくなる.たとい成長の鈍化や規模の縮小が生ヒても

，苗床機能が健全で新しいものを生みだす限り，都市の活力は表えていないとみなし得る

.都市が活力を維持するためには機能の多様性を回復Lなければならない.
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H 近代都市と地区分化

先進工業国の大都市で衰退地区が拡大していることと居住者や機能の単純化(地区的分

化)に強い関連のあることが明らかになった. Lかし都市の内外における地区的分化は都

市にとって必然的なものではなく，都市発展の歴史の中では比較的新Lい現象といえる.

もちろんなんらかの小規模な分化は古代の都市にもみられたけれども，それが都市の衰退

を招くほどに深化したのは 19世紀以降ことである.本節ではまず専門を異にする 3人の

論考によってその点を確認しておきたい.

1人は社会学者G.ショウパーグ (Gideon Sjoberg)である.彼は産業

革命以降の産業都市に前産業都市 (preindustrial city)を対置Lてその機能，社会階層

，地域構造等の特徴を次のように論ヒた (Sjoberg，1960).最も重要な機能

は政治的(行政と軍事を含む)機能であり，政治の中心でない都市が卓越した地位を占め

たことはほとんどなかった.その他では.権力に支持されたいくつかの都市が商工業の中

心となり，若干の宗教的，学問的中心もあったが，産業社会の都市に比べて機能分化はず

っと之しかった，それにたいして都市居住者の社会階層は明瞭に，分化していた.上流階層

を構成するのは政治的支配者，宗教指導者，教育者，地主，軍の a部指導者，特権的な一

部の商人である.下流階層は平民と賎民に分かれ，前者には宗教・行政関係の下層者，兵

士，一般の商人，職人，手工業者が含まれる.後者には兵士，商人，職人の他，家事使用

人，娼婦，踊り子等が含まれた.換言すれば商工業に従事したのは平民と賎民であり，従

事者の大多数はギルドに組識されていた.地域構造上は3つの特徴を持つ.まず中心地区l

には上涜陪層が住み，下層民はその周辺に広がり.貧困者や賎民は郊外に住む.第2に人

種，職業，家族的きずなによる細かい居住地分化があり.特定の職業集団は特定の通りを

占居した.しかし第3にその他の土地利用の型による機能的分化は弱かった.宗教的建物

が学校を兼ね，市場が教会や寺院に隣接し，騒人や商人の仕事場と住居が一致した.ショ

ウバーグは一方において産業社会における都市の特徴についても論じている(S j 0 b e-

rg，1967).そこでは政治・宗教に代わって商工業が主要な機能となる.社会階層

は流動化・平準化し諸グループ間のラインは相対的に不明瞭になる.しかしその分布は前

産業部市とは逆転して上流階層は周辺や郊外へ分散し，下流階層は中心部へ集中する.土

地利用は専門化して，職場と住居の分離が明瞭となる.

その 2は建築学者D.アロコス (Dimitri P γo C 0 S )である.彼によれば
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古代にあっては宗教，政治，農産物市場等特殊な用途の分離はあり，またバザールや集会

の場を特別に設けていたオリエントやギリシアのケースもあった.しかしローマをその典

型とする一般の都市では住と工商は一体化Lていた.自給的な村落経演が主体となった中

世には町も村落的になり住と工商はやはり一体的であった.やがて農工が分離し商人層が

出現すると市場は徐々に分離していったが，その立地は住居や政治の場に近接Lていた.

ルネッサンス期に土地利用の分化が蛤まり，フローレンスでは上流家族が都心のタウンハ

ウスから郊外のパレスに居を移し，都心のオフィスに通勤した.またペニスではガラス工

場をムラーノへ移転させたり墓地を分離するなど一種のずーニング.を行った. 18世紀に

はホームストアやワークショッアが徐々に消滅し住と工商は短距離ながら分離した.かワ

てフローレンスの上流階層にみられた通勤のパターンが大衆化したのである.そして 19 

世紀から今日にいたる産業革命以後の都市では，生産の場とその従業者が雇用者や新興ブ

ルジョアジーの消費の場である都心から隔てられ，都心には銀行，マンション，タウンハ

ウス，ホテル，商庖街が立地した.工業従業者はある場合には工場と同ーの敷地に住み，

他の場合には企業が提供した労働者団地に集められて居住した.中-上層階級の居住地は

労働者階級のそれから離れてゆき，その極限として今日の郊外が形成された. 1 9世紀ブ

ルジョアジーのエリート主義が20世紀に膨張した中産階級の中に生き続けているわけで

あり，小財産所有者の保守牲と投機性をもった不動産の価値上昇への期待感がそのような

分離を維持する力となっている (Procos，1976， pp. 1-7). 

その3はマルクス主義経請学者D.ゴードン (David.Gordon)である.彼

は資本蓄積の3段階に対応させて米国都市の発展を論ヒた.第 1は 19世紀中頃までの商

業的蓄積の段階における商業都市である.それは重商主義政府の所在地である首都，商業

的大都市，港湾都市，手工業センターの4つを含むが，米国の典型は港湾都市である.商

人，職人-徒弟，運搬入がその主要な構成員であり，各世帯は自分の住居をもっ独立した

経漬主体であった.都市の内部構造上の特徴としては，職業間，職住間の空間的な分離や

，社会経漬的，人種的な居住地のセグリゲーションがなく，力強いコミュニティ生活が営

まれていた.地割りは不規則で道路も曲折していたが，独立後は土地投機家が売買の便宜

を考えて街区の規格化を促進した.マンハッタンのユーストン ストリートの南北での地

割りの差異がそのことを明瞭に示している. 18 ち 0~70年に資本の工業的蓄積が始ま

り工業都市の段階に入った.石炭と鉄道の利用によって工場立地の河川離れが可能となり

工業都市が出現Lた. 1870年以降はニューヨーク，シカゴ，フィラデルフィア等の少
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数の大都市に工業は集中 Lた.一般にはそれを技術的集積利益によって説明するが，真の

理由は生産における労働力コントロールの容易さにある.すなわち居住者相互に面識があ

り世論が労働者に味方しやすい小都市にくらべて，労働者が空間的に隔離され非個性化さ

れている大都市では.労働者のコントロールを最大に L，反抗を最小にすることができる

.工業都市の構造は商業都市とは異なる 4つの特徴をもっ.都心の近くに大工場が立地す

る.工場の周辺に労働者街が形成されるし，人種的なセグリゲーションも現れる.セグリ

ゲーションが拡大，深化して中・上層階級の都市脱出が始まる.都心にショッピング街が

形成される.このような工業都市は意外に短命で.今世紀に入ると資本の大企業的蓄積(

corporate accumulation)が始まり大企業都市 (corporatecity)の段階へ移行Lた.そ

れは3つの変化を伴っている. 1890年代の末に工場の郊外移転が始まった.それにつ

いては様々な技術論的説明があるけれども，真の原因は都市における労働者の反抗(争議

の多発)と企業合併の進展による新規投資余力の増大である. 1 920年代にはCBOが

出現し成長Lた.オーソドックスな説明ではエレベーターとスチールの利用をその条件と

するが，真の理由は 20年代に大企業が現れたことにある.大企業は会社を有効に管理す

るために管理機能を現場から切りはなしCBOに集中させたのである.第3の変化は郊外

の政治的細分化である.これについては第2章でもふれたが，要するに工場自らが都市を

離れるにしたがって，中心市と郊外との合併に反対し， 1 9 1 0年代で主要な合併は終わ

りをつげた.そして大企業都市は次のような構造上の特徴を備えている.都心は小売中心

からオフイス中心に変わった. CBOの周辺部は大工場が脱出したため空き地の目立つ工

業地区区なっていて，小工業や軽工業が残存している.古い労働者地区はゲットー化しつ

つある.郊外に工場地区とミドルクラスの住宅地区桜形成され，より豊かな人々はさらに

外側に居住している (Gordon. 1978).第 2，第3の部分がインナーシティ問

題の発現地区rあることはすでにみた.

以上のように，資本主義生産によって支えられた近代以降の都市において，居住地や機

能地区}の分化が深化したことについては，専門や思想的背景を異にする 3人のみかたは一

致している.しかしその理由に関しては異なった見解がある.例えばゴードンは上述のよ

うに政治経済的要因を強調するが，彼が退けた技術論的説明を代表する一人は第 1章でと

りあげた多核心論の提唱者C.ハリスである.すなわちある特定の活動は特定の立地条件

を必要とする，ある種の活動は相互背反的な立地条件をもっ，ある種の活動は一定地区に

集積することにより利益を得る，活動によって地代負担能力に差異がある，というのが彼
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のあげた都市内地区分化の要因であった.近代以降の工場が住宅と立地的に両立L難いこ

とは明らかであり，技術論的説明の有効性を否定することはできない.つまり機能地区の

分化には一定の合理性があったといえる.そしてそれを計画的，法的に促進したのが地域

制{ゾーニング)であった.松原正晃氏によれば地域制は次のような過程をへて確立され

た(松原. 1 960年).地域制は 1810年ナポレオン一世支配下のドイツ諸都市で保

護区域が制定されたことに始まる.そこでは特定の工場の立地が禁止された.つまり急速

な工業の発展による住宅環境の悪化を防ごうとした.しかし用途地域と容積地域をもっ近

代的な地域制が現れたのは 1910年のフランクフルト市であった.住宅地区，混合地区

，工業地区，田園住宅地区の4区分がなされたが，主眼は住工の分離にあった.その後地

域制は米国において発展をみるが，その最初は 190ち---1ち年に整備されたロサンゼル

ス市の地域制である.住宅地区と工業地区の区分がなされて，前者では軽度の工業のみが

許容された.東部では高度制限が先行したが. 1 9 1 6年に用途，容積，高度についての

規定を総合的に含む画期的なニューヨーク市地域制が制定された.市域は住居地区，業務

地区，無制限地区に区分されたが，その主眼はやはり住工の分離にあった.以後各都市に

地域制が普及していくが，個人の権利を拘束する条例の制定には強い抵抗があり，度々違

憲判決もくだされた.合憲性が確立するのはようやく 1926年であるが，その際に主張

された論理は次のようなものであった.土地用途の制限は居住条件の改良，生活費の削減

，不動産価値の維持にとって効果的である，それはまた投資に対する安全性を保証する，

開発規制は不当な財産権の侵害にはならずむしろ財産価値を保護する.

工業生産を主体とする産業革命以降の近代都市に現れた明確な機能的地区分化には住環

境を保護する，あるいは生産を効率化するという合理的，積極的な意義があったことは否

定しえない.しかし同時にそれはD.アロコスが指摘したような資産保有者の不動産価値

の上昇に対する期待感，あるいは第2章でみたような中産階層以上の人々の差別化によっ

てその優越性を維持しようとする欲求により支持され.促進されたのであった.そして地

区分化が極度に進みかえって都市の衰退をもたらすようになった時，地区分化を告発する

声があがった.

血 多様化と複合化の主張

1 J. ジェコブスとし.マンフォード
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現代の大都市の病根が住民や機能じて地区:的分化にあることをいち早く告発し大都市の

再生にとって機能の多様化および複合化と小企業の活用が必要なことを説いたのは，米国

の都市評論家 J. ジェコブス (Jane Jacobs)であった.彼女の主著「アメリ

カ大都市の死と生 j および「都市の経法J (Jacobs， 1961. 1969)によっ

てその主張の概要をみよう.彼女によれば，近代的でオーソドヴクスな都市計画と再開発

を推進してきた背景には r用途の混合は見苦しい，それは交通混雑を引き起こすL，荒

廃をもたらす」という神話信仰があり.それが都市の地域制を規定し.都市改造を不毛で

規格化された空虚なものにしてきた.しかし視覚的な見苦Lさは多様性よりも単調さの中

にあり，多様性は交通まひの原因となるよりも人々の歩行を促進し，多様性が人々を悩ま

せる用途の混入を許すのではなく，多様牲を失った衰退地区に悪い用途がはびこるのであ

る.また媒煙や悪臭は用途純化のゾーニングラインによって規制されるわけではなく，発

生自体を防止する努力が肝要である (Jacobs，1961， p. 23ち). 

多様な用途が一定地区内で複合Lていることが生みだす利点の 1っと Lて彼女が指摘す

るのは，下町的な良さである.すなわち.用途複合地区では 1日中人々が流動し.どの時

間帯にも平均して施設が利用され，様々な職場で働く人々と住民が共存じていることによ

り両者は互いにより大きい利便性，活気，バラエティ，選択性を得ることになる(i b i 

d. ， pp. 164-6ち).さらに，多様性は都市に経済的活力を付与する上でも重要

である.女史によれば.都市とは古い仕事に新しい仕事がどんどん追加される場所であり

，それ故に都市経演は村落や町の経済よりも大規模かつ複雑多様であるし (Jacobs

，1969， p. 50).また新しい財やサービスを追加する能力は，すでに達成された

分業の絶対数と種類が多ければ多いほど大きいのである (ibid.. p. 与9).その

意味で大都市は多様性の自然の発生機であり，新しい企業とあらゆる種類のアイディアを

多産するふ化器でもある (Jacobs，1961， p. 1ち6). 

そしてある組織が新しい仕事を追加する点で最も生産的な期間はまだその組織が小さい

閣であり，小さな組織が増加し融資を受けて新しい仕事を追加する機会の之しいところの

経演は，必然的に沈滞する (Jacobs，1969， p. 74. p. 79).つまり多

様牲に加えて小企業の重要性が強調される.女史とて大企業の力を過小に評価しているわ

けではなく，ある種の生産は内部に多くの分業をもった大企業を除いては不可能なことを

認めている.しかし大企業は自足性が強くて外部の企業を使うことが少ないし. LtfLば

都市外に転出して企業の町を作るか，さもなくば会社のある都市を企業の町に変えてしま
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う.少数の巨大な組織が卓越するほとんどの都市ではその他のあらゆる発展が停止する(

ibid. ，p.78). 

以上のような効用を持つ多様牲を保持するための必要条件と Lて女史が挙げているのは

次の4点である. 1)地区とその内部のなるたけ多くの場所が 1つの基本的機能にとどま

らずできれば2つ以上の機能を果たすことが望ま Lい. 2)大部分のブロックは短くなけ

ればならない.つまり街路と街角を曲がる機会が多くなければならない.そのことはプロ

ックの開放性を強め人々が接触する機会を増やす.3)地区では経年と状態の異なる建物

が混じりあい，古い建物も適度にあって，それらが生みだす経済的効用は多様である.そ

のことは選択の幅を広げて多様な入居者を引き付ける. 4)どのような目的で存在するに

しろ人々は十分に密集していなければならない.もちろん居住者についてもそれは当ては

まる.そして都市の多様性を生みだすためにはこれら4つの発生装置がすべて協調しあう

ことが必要である (Jacobs. 1961， pp. 162-63). 

都市機能の多様性と複合性の積極的意義を説いたのはジェコプスにとどまらない.大著

「都市の文化Jや「歴史における都市Jで知られる L.マンフォード (Mumford)

は，ジェコブスによって田園都市の提唱者である E.ハワード (Howard)と共に，

大都市がもっ高密性と多様性を否定するオーソドックスな都市計画論者=分散派であると

批判された (Jacobs，1961. pp. 26-31). しかしマンフォード'i.，ジェ

コプスの批判は無知ないしは誤解に基づくものであり，彼女の主張は結局ハワードが田園

都市構想で描いた多様な活動の共存を歓迎していると指摘しつつ(マンフォード， 197 

3年， 171ページ)，自らもソーシアル ミックスと多様な機能の混合の重要性をる説

した.例えば，高所得者と低所得者が混在するロングアイランドのサニーサイド ガーデ

ンズは最も優れた種類の地域社会であり(同， 87ページ)，社会的，経法的活動の混合

と内部的均衡は大都市の過密と混乱とを克服して再び住みよい場所にするための鍵の 1つ

であるし(同， 170ページ)，生物的，経済的，文化的な面から都市に不可欠な機能す

べての聞に多様性と均衡を保つことは，都市の非人間的な動きを規制する唯一の手段であ

る(同， 172ページ)という.あるいはすでに 1938年の著作において「都市が効果

的に機能するためには分割(セグリゲート)された環境であってはならない.単一の階級

，単一の社会階層，単一の産業活動しかもたない都市は，多様な都市環境にくらべて高度

な人間的成果へのより少ない可能性しか与えない J (Mumford， 1938， p. 4 

86)， r不調和や葛藤は人間にとって不可欠なものであり，心理的成長に欠かせない要
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素である J (ibid.. p. 48ち)とも述べている.

いま 1つ，米国の社会学者R.セネット (Richard Sennぞ tt )のよりラ

ヂカルな主践を加えておきたい.彼は現代の大都市コミュニティを官僚的に管理され工学

的に秩序化された不毛なものと弾劾し，意図的な単純さと日常生活パターンの定形化によ

って，モスクワもニューヨークも魅力を失いつつあると批判する.そして創造的で生気あ

るコミュニティを生き残らせるためには，高度なちゅう密性と多様性から生ずる社会的葛

藤がむしろ必要であり，住民の居住に先行する機能的な地域分割や土地利用に関する計画

を廃止して，多様で可変的な利用が可能なように都市空間を創造すべきであるという(セ

ネット. 197里年. 142ページ). 

2 公的認知へ

1960年代に展開されたこれらの主張は一部において注目されたが，広く十分な支持

を得たわけではなく，中央政府や地方政府の大都市政策の中に明示的に取り入れられるこ

ともなかった.むしろこれまでの大都市政策の主流は，居住地の社会的分化や，第3次産

業ないしオフィス業務への機能特化を直接，間接に促進するものであった.しかし 70年

代後半には，第3章でとりあげたインナーシティ問題の深刻化と，その原因の 1つとなっ

た脱工業化社会ないLは成熟社会への移行開始にともなって，ソーシアル ミヴクスや多

様な機能を捜合化させることの重要性が一般に認識されはじめ，どちらかといえば異端視

されていたジェコプス等の主接が公的に認知されるようになってきた.以下では若干の公

的文献を中心としてその点をみておきたい.

インナーシティ問題を一般に周知させたのが英国政府の白書であったことはさきに述べ

たとおりである. 1977年のこの白書作成に先立つて実施された一連の実態調査のうち

で，ロンドンのランベス区の調査に重要な役割を果たしたG.プラムレイ (G1 e n 

Braml ey)は，インナーロンドンの雇用問題を解決するために必要なものとして 3

つの政策を提示した (Bramley， 1980).雇用の創出または維持，労働力の技

術水準の向上，人口のバランスのとれた分散がそれである.いうまでもなく政策の中心は

雇用の創出と維持にあり，それは 1DC. ODP，計画的コントロール等の緩和措置を含

む9項目よりなっている.ここで特に注目したいのは次の4項目である.インナーロンド

ンで商工業により多くの用地を配分し，地方政府は工業団地と優れた作業場 (workshop)

を提供する.小企業に対して地方政府はアドバイスその他のサービスを提供する.小企業
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を含むエリアを全面的クリアランスから保護する.混合利用ゾーン (mix畦du s e zo日es ) 

を守り吏に拡張する.また，第3のバランスのとれた分散においては，インナーエリアに

滞留する不熟練・低所得の人々の郊外居住を実現するために，公営住宅の一層の供給と適

切な配置が必要だと Lている.すなわちここには機能の多様化とその稜合化(混合配置)

，小企業の重視，ソーシアル ミックスのすべてが盛り込まれている.そしてランベス区

等の調査をうけて作成された政府白書では，インナーエリアの真の発展が図られ，ながら

くその特色であった多様性と活力とを取り戻すためには，中小企業の資源とエネルギーが

不可欠であると述べられている (Policy For The Inner City 

1977. p. 9).他方.米国においても 1978年の連邦都市政策白書が9項目の

政策目標を掲げている (HUD，1978， pp. 124-27).その第ち項目は，困

窮コミュニティへ民間投資を誘引するために刺激を与えることであり，連邦政府はそのた

めの援助をつうじて工業，ビジネス，商業の各機能を含む多様で均衡のとれた健全な都市

経済の発展を目指している.

このような英米の政策はもちろん，更に広く先進工業国の最近の都市政策の動向を展望

したものにさきに引用したOECD報告がある (OECD，1983).それは 1980

年にOECD内に設立された都市問題特別グループが3ヶ年におよぶ作業を経てとりまと

めたものであり，都市の再活性化を論じたその第2部で，居住者と機能を多様化すること

の重要性を明確に指摘している r多くの政府は住宅開発を通じて 2つの目的，即ち人口

グループの混合と機能の混合を達成しようと試みている.……隔離された地区の社会的不

利益については十分な証明がなされてきた.…-一人口構成が多様な地区の経済的基盤は都

市サービスのための財政を支えることができる.逆に自治体レベルでの整然とした社会経

法的な隔離が都市財政難の主要因となる場合が多い.さらに，様々な社会階層が互いに接

近して居住するときには社会的利益が評価されることがある J (ibid.. p. 81) 

とか rオーストリア，西ドイツ，アメリカ等の諸国では， 1つの開発に住宅，オフイス

，文化施設，小売庖，小工業等を含める混合利用開発 (mixed-usedev喧lopme日t)を行う

傾向がある.従来多くの国は他の機能と切り離した住宅開発を行うために土地利用を規制

してきた.いまや機能を複合させることの利点が明らかになった.……安定的なコミュニ

ティを保持するに必要な近隣住区のセンスが生み出され，オフィスの熱源を夜間には住宅

に転用させることでエネルギーの節約と環境の改善がなされ，自足牲をもっ開発は環境混

雑を少なくする J (ibid. ， p. 82)というのがそれである.そして報告書は第2
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部の最後を次のようにしめくくった r結論として，衰退に直面している都市の再活牲化

はOECD諸国政府の重要課題とされねばならず.その正否はつぎの2つの目的の達成い

かんにかかっている.すなわち.経漬的基盤の維持と再建を通じて変化する状況に都市を

適応させること，社会的，物理的な悪化に直面している近隣住区を再生させることの2つ

である.これらの目的の追求に当たって，都市はその経漬的，社会的，空間的構造におい

てより多様化l.衰退都市を特徴づけている極度な隔離(セグリゲーション)を回避する

ことが必要となる J (ibid.. p. 98). この報告書はOECDに加盟する先進工

業国の状況を最大公約数的にまとめたものであるから，ここにおいてようやく，ジェコブ

31 
スやマンフォードの主張が一般に認知されはじめたといえるであろう j

町 多様化と複合化の効用

ここでいま一度，第3章で論じたインナーシティ問題に多様化と複合化を対置してみる

とその効用が鮮明になる.一定地区の住民構成を社会的，経漬的，人口学的に多様化する

いわゆるソーシアル ミックスは，特定グループ(マイノリティ，低所得者，高齢者，母

子家庭等)の地区的集中から生じる表退の近隣効果や累積的悪循環すなわち社会的不利益

を阻止することができる.また多様な機能の接合的配置は，経済構造の変化による労働力

需給の職種・職能的ミスマッチや，循環的・季節的な景気変動による労働力需要の減少が

もたらす失業の多発を緩和させることができる.しかし住民と機能の多様化と複合化につ

いては第 I節と前節でみたように，人間精神の高揚や新しいアイディアの創造を含むより

広範で積極的な効用も期待される.そこで本節ではあらためてソーシアル ミックスと苗

床 (seedbed)機能についての論議をとりあげてみたい.

1 ソーシアル ミックスの効用

この問題を詳細に論じたのW.サルキシアン (Wendy Sarkissian)で

ある.彼はソーシアル ミックスの理念についての 1世紀半に及ぶ歴史的展望を行った.

それは 19世紀中ごろにさかのぼるロンドンにおけるアイディアの発生から，カドペリー

父子 (J. Cadbury. G. Cadbury)による慈善的ボーンビル ビレッジの

建設，ハワード (E. Howard)とその後継者による田園都市運動，オクタビア ヒ

ル (Octavia Hill)やパーネ‘ソト(H. B a r n e tt )等によるセツルメ
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ント活動，英米の都市計画家に大きな影響を与えたマンフォードの都市論，第2次大戦後

におけるアイディアの復活，近年の米国における批判的論調までおも含んでPいる.そのよ

うな展望に基づいて彼はソーシアル ミックスが達成Lょうと Lてきた目標は次の9つに

集約されるとした (Sarkissian. 1976). 

1 )競争の精神を養うことによって下層の人々の水準を高める.上層との頻繁な接触は下

層の気力，健康，教育，趣味，清潔さを向上させる.

2 )美的多様牲を振興し美的水準を高める.多様な人々が住む多様な建物は単調さをさけ

て美的効果を生みだす.

3 )文化的異花受精を促進する.異質なものの交流は知的，文化的進歩を促す.

4 )機会の平等性を強める.選択の自由，聴業的・社会的階梯を上がる自由.政治的・経

語的生活に十分に参加する機会等をもっ社会にとってミックスは基本的なものである.

宮)社会的，人種的緊張を和らげて社会的調和を促進する.相互作用を通じて異なる階層

聞の不信感と敵意をやわらげ，協同の精神を再発見させる.

6 )個人と社会の成熟を図るために社会的闘争を促す.上の調和の理論とは逆に，ミック

スは個人の精神的成長と社会の救済にとって必須である不調和の源泉とみなされる.

7 )都市と住民の働きを改善する.ミックスされたコミュニテーイは様々なタレントを含み

その働きはコミュニティの活動力を強める.都市の内部で多くのニーズを満たすととも

に雇用を安定させる.多様なニーズは最小の費用で基本的なサービスを維持することを

可能にする.

8)居住地区の安定化に役立つ.多様なタイプ，サイズ，コスト，所有関係をもっ住宅の

存在は，ニーズに変化が生じた住民の域内での住み替えを可能にする.

9 )都市化された現代世界の多様性を反映させる.多様なものが混合している都市化され

た現代社会の構造が反映された近隣住区において，住民の民主主義はまっとうされる.

いま一人，都市経法学者のA.ダウンズ (Anthony Downs)は衰退する米

国の中心都市を救う戦略として，郊外を黒人に開放することを提唱した.舞台は郊外であ

るけれども，彼があげた開放の論拠の中にもいくつかのソーシアル ミックスの効用が含

まれている (Downs. 1973. pp. 27-4ち). 

1 )米国の望ましい伝統である上方移動の機会を増やすことができる. 1 930年代まで

は上層と下層の住宅はかなりの程度に混在しており，自発的な上方移動が可能であった

が，その後下層の集中と人種差別によってそれが困難となった.
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2 )混合された学校で教育することにより下層の子供達の成積は向上する.またそのよう

な学校では教育投資の質(教員，施設，教材，ガイダンス等)も高い.さらに混合教育

は子供自身の経験と視野を拡大し.異なる世界と調和して生きることを自覚させる.

3 )貧困と戦うための負担を再配分することができる.貧困者の集中地区では住民の負担

がかえって大きい.また混合によって薄められた貧困は集中した貧困とは質的に異なり

，小さい負担で貧困者を救済することができる.

4 )日常的な接触は異なるグループ間の関係を改善し社会の分裂を回避することになる

.個人の尊厳，自由，機会の平等という伝統的な米国の理想は多様性の尊重と受容によ

って維持される.

このようなソーシアル ミヴクスの効用論に対してはサルキシアンやダウンズが指摘し

ているように，選択の自由を奪うものであるとか，米国の大都市で強い発言力を持ち始め

たマイノリティを分割し統治する手段である，あるいは真の社会変革を避けようとするリ

ベラルの代替案にすぎないといった批判がある.また手段と結果のとりちがえ，つまりミ

ックスが平等や非差別を保証するのではなく，平等や非差別がミックスを結果するという

点においても問題がある.しかLソーシアル ミックスが達成されたコミュニティとセグ

リゲートされたコミュニティの状態を比較するならば(第弓・ 6章でそれを検討する)， 

衰退しつつある都市やコミュニティの再生を図る場合の方向としてソーシアル ミ叩クス

を位置づけることの正しさは明らかになる.

2 r旨床仮竜Fをめぐって

早くも 1941年に提唱されたといわれるこの仮説は，当時すでに工業活動のシェアが

低下し続ける大都市に多数の工場が誕生する現象を説明しようとするものであった (Ni-

cholson. Brinkley & Evans， pp. ラ7ーラ 8).それは次の

2つの命題よりなっている .1)誕生仮説:都市化の経演が豊かな大都市では外部経済へ

の依存が大きい小企業や革新的な企業が数多く誕生する. 2)移転仮説:企業が成長すれ

ば外部経涜への依存を弱めることで移動性を強めると同時に，より広いスペースを必要と

するようになるから高密度の大都市から転出する.

その後，インナーシティの工業従業者の減少と失業者の多発に悩む英国では，その原因

について多くの分析と論争が行われており， P.エリアスと G. ケオの二人はそれらを次

のように総括した (Erias & Keog. 1982).1)シフト シェア分析の
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結果によるとインナーシティの工業の衰退は工業構造に起因するよりもローカルな条件の

悪化に基づいている. 2)ローカル プランニング(再開発や開発許可制)や地域政策(

工場の立地規制や分散誘導策)の影響については，それが小さいという見解と長期的にみ

た場合や工場の新設にとってはマイナスであるという見解が対立しており，なお十分な検

討を必要とする. 3)既存事業所の規模縮小，閉鎖，移転の中では閉鎖の影響が最も大き

く，閉鎖による減少を新開設による増加でカバーしきれないところに従業者減少の最大の

原因がある.ところで，閉鎖の影響がこのように強まるのは，これまで以上に閉鎖が多く

なったためなのか，これまでに比べて新設が少なくなったためなのか，あるいはその両者

なのかといった疑問が残るが，苗床仮説をめぐるこれまでの論議ではその点が十分に解明

されていない.最近の3つの論考をみてみよう.

レオン (R.A. Leone)とストリューク (R. Struyk)の二人はさきの第

1の誕生仮説を検討するために，ポストン，クリープランド.ミネアポリス，セントポー

ル，ニューヨークの6都市圏において，製造業事業所と従業者について都心部および中心

市の都市圏域全体に占めるシェアを， 1965年時点に存在したものと以後 1968年ま

でに開設されたものとに関して比較した.すると，ほとんどの場合開設製造業のシェアが

既存製造業のシェアを下回ったことから，都心部や中心市については誕生仮説が有効でな

いと判断した.一方，事業所の成長と移転との間には強い相関牲があり，しかも若い工場

の場合ほど発生地の近くに移転していることから，第2の移転仮説は有効であると結論し

た (Leone & Struyk， 1976). 

それに対してキャメロン (G. C. Cameron)は二人の使用したデータがわずか

3年間のもので短期にすぎると批判し，自らは英国クライドサイドの 19ち8-.....68年の

データを用いて類似の検証を試み，以下の結論を得た.1958-.....68年の平均存在数に

対するその間の新設事業所数の比率(誕生率)をゾーン別にみると，インナーゾーンの数

値はアウターゾーンや郊外のそれに比べて小さいから誕生仮説は肯定されない.しかし絶

対数でみるとインナーゾーンは他の地区よりも多くの小規模工場を誕生させているから，

ある種の外部経済を発揮していると見なしてよい.業種毎に中心からの分布距離と成長性

，相互依存性等9変数との関数モデルをテストした結果によると，新設工場は成長ととも

に移動するが短距離移動が多く，小企業についてはやはり中心部が発揮する外部経演の作

用が認められる (Cameron， 1980). 

フアッグ (J. J. Fagg)は誕生仮説に否定的な上の 2つの分析が，誕生の大小を
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既存の事業所数に対する新設事業所数の比率によって判定Lている点に問題があると批判

した.彼自身は，誕生と移転の両仮説は新設工場と移転工場の地区別分布シェアを比較す

ることによって同時に検証できると Lて.英国レスター都市圏の 196ち"--70年のデー

タによってそれを試みた.その結果彼が得た結論は次の2点である.誕生率に基づくとレ

オネやキャメロン等の場合と同様にインナーエリアの誕生仮説は否定される.しかLイン

ナーエリアに関する新設工場の分布シェアは移転工場のそれを明らかに上回っており，業

種別にみてもその事実にかわりがないから，誕生と移転の仮説は肯定される (Fagg，

1 980) . 

誕生仮説について相反する結論を得た 2つの計測方法の優劣もさることながら，われわ

れの関心よりすれば，大都市の苗床機能を支える条件の変化に関連づけて工場開設の動向

が検討されていないところに，上の3つの検証の問題がある.郊外化によって中心部市の

外部経請が縮小し苗床機能も弱化しているのではないかという疑問に答えるためには，一

定期間内における事業所開設の多寡について中心，周辺，郊外の地区間比較を行うよりも

，各地区の開設動向を時系列比較することのほうが適切である.

さらにもし誕生仮説が有効であるとしても，新設工場の配置，つまり機能複合との関係

が問題となる.第E節でゾーニングは工場が住宅におよぼす悪影響を排除するために始ま

り，それなりの合理牲を有していたことをのべた.この点に関しては，ツリー (tr e e 

，エレメントが階層的に結合している構造)とセミラチス (semi-lattice，

エレメントが相互に連関している構造)を対比させ，都市はセミラチスでなければならな

いと主張するアレクザンダー (Christopher Alexander)の次の言

辞が注目される rトニー-ガルニエの工業都市に始まった工場と住区の完全な分離は 1

933年のアテネ憲章に結実したが，今ではゾーニングが強調された人工の都市ではどこ

でも見られ，当然のこととして受け入れられている.だがこれはいつでも正Lい原則だろ

うか.今世紀の初めにみられた悪条件を解決しようとして，都市計画家が汚い工場を住区

から遠ざけようとしたことは承知している.だがまったく切り離されたために両方にまた

がって生計をたてていたシステムが失われてしまった J (アレクザンダー， 1984年，

39-40ページ).アレクザンダー自身は，小さな事業を始めようとした人がそのスペ

ースを自分の家のパックヤードに求めたプルックリンのパックヤード・インダストリーを

両方にまたがるシステムであると例示Lている.誕生仮説が対象としている工業は本来そ

のような小工業であり，他の機能と複合立地して「両方にまたがるシステム」を構成する
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ことが可能なはずである.加えて成熟社会における新Lい工業は他の機能との複合を可能

とするような性格を持っている.筆者が哀退地区の再生ためには多様な機能の複合化と同

時に小工業の振興が必要であると主張する論拠はそこにある.

その点、を含めて本章では実証なLに論ヒてきた衰退地区の再生方向 住民と機能の多様

化と接合化 の妥当性を，以下の諸章では具体的事例にそく Lて検討することになる.

8~ 



言主

1 ) 都市を定義することの函難牲を都市研究者の多くは指摘Lている.ここでは，政
治.経清.行政.社会.地理等諸分野における現象をトータ IL--にとらえることが必要であ
るとしながら. M. ウエーパーと L. ワースの規定にとくに注意をはらい.次の弓側面か
ら都市を定義した山田浩之によっておく. (1)超歴史的・一般的な性質.大きな人口の
密集牲. (2)経済的性質.非農業的経漬活動が支配的な土地利用と市場の存在. (3) 

社会的性質.異質な諸個人の相互作用の存在. (山田浩之. 1 9内 O年都市の経済分
析J .東洋経涜. 8 --1 2ページ) • 
2 ) 人口や産業が集中 Lて都市を形成する理由については.都市研究者のあいだにほ
ぼ共通の理解がある.ここではE. S. ミルの説明を取り上げておく. (1)比較優位性
.特定の場所が資源の偏在や交通条件から有利な立地となり，そこには偶然集積が発現す
る. (2)規模の経詰.いわゆるスケールエコノミー.これは 3つの形態をもっ.1)単
一プラントが大規模化することによる経漬.いわゆる大規模化の経済.2)同一業種の名
数の企業が集中することによる経済.いわゆる極地化の経済.3)異種の業種が集中する
ことによる経済，いわゆる都市化の経漬または外部経済.ヲつの形態のうちではこれが最
も重要である. (Mi 11s. 1972. Chap. 1).従来.規模の経済のラ形態は
集積の説明において並列的に取り上げられてきた.しかL. 3つの形態は集積の一定の時
点から相対立することに注意すべきである.すなわち 1)と 2)がすすめば機能は単純化
Lて3)を妨げる.逆に.3)が十分に発揮されるような都市では 1)と 2)の実現は困
難となる.規模の経清を追求 Lてきた工業化社会の大都市の問題はこの対立から生ヒてい
ると筆者はみている.
ヨ Lかしわが国ではまだ認知されたとはいい難い.たとえば. 1 968年の新都市
計画法の成立をうけて. 70年に改正された建築基準法では土地利用の合理化を推進
するためには.従来の用途地域等の地域地区制をよりきめ細かく.かつ厳Lいものとする
(専用化.純化)ことが必要である J (大塩洋一郎. 198 1年. 1ち6ペーシ)とされ
1978年には大阪市が西部地区を中心と Lて工業専用地域を従来の794ヘクタール

から 2. 7倍の 21 06ヘクタールへと拡大Lた Lかし市西部の工業専用地域では80
年現在，完全空き地40. 7ヘクタ -/L--. 上物の無い士地93. ちヘクターJL--. 工場敷地
内グランド等 11. 9ヘクターlL--が存在する.工業専用地域の土地が十分に活用されてい
るとはいい難い.なお.専用地域の工場に比べて.住工混合地域の工場がより大きい生産
性をあげていることは.第 12章で論ヒる.
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アレクザ.ングー('押野見子1;英訊(1り k4年)

とLての都市 J ( 別冊 国文 学学時社.
大:t，孟洋-H[¥編著(1 9 H 14'-) [日本の都市計画法きょうせい e

セネ・ソト， FL 今旧高俊訳(1り 7弓年) I 府、秩序の活問 I'中央公論社
松原正見(1 qわ()年各国における地域制の比較的考察とわが国地域制法上の諸問題

「都市問題!弓 1巻
マンフォード v 中村純明訳 (197ヲ年) I現代都市の発展 j ，鹿島出版会.
山田浩之(1 9 N 0年) I都市の経済分析東洋経済新報社

l テクスト~i; 市はツリーではない.
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宮 イ~寸一一一シ'ラ二ィ OJ三菱丞E と主主守三子行主号。〉二三重量

'f生 シカゴ杭3王事伊Iを中J心に一一

中心市なかんずくインナーシティの衰退に悩む米国社会はこれまでそれを座視してきた

わけではない.ニューディール以来かずかずの都市更新事業や住宅供給政策によってそれ

に対処しようとしてきた.それにもかかわらず人口の減少，経済活動の不振，黒人ゲット

ーの拡大，空き家や放棄住宅の増加等の現象がインナーシティを覆いつつある現実は，こ

れまでの対策に限界や欠陥のあるこを示している.都市更新事業の問題点、についてはすで

にわが国でも論じられている.本章ではインナーシティにおける住宅供給に着目 Lて，そ

の主要手段とされてきたフィルタリング プロセスが.人種差別にもとづく住宅市場の二

重性によって有効性を阻害されインナーシティの哀退を招いている実態と，住宅市場の二

重性を存続せしめてきた仕組みを明らかにしてみたい.なお論述をできるだけ具体的にす

1) 
るために，米国を代表する大都市であり数多くの調査研究の蓄積をもっシカゴの事例をと

りあげる.

I 都市更新事業の問題点とシカゴの実情

1 HUDの委託調査報告

米国における都市更新事業 (urban t-enewal)の展開と問題点については

* 2) 

，さきにのべたようにすでにわが国でも論じられているからここで詳しく検討するつもり

はない.ただインナーシティの衰退や住宅供給は都市更新事業とも密接な関係をもつから

，最初にその問題点を概観しておくことが適切であろう.それについては， 1975年に

刊行されたHUD(Department of Hous i ng and Urban 

Development)の委託調査報告がきわめて的確なとりまとめをおこなっている

ので，まずその内容をみてみよう (Office of Community Pla~ 

ning and Development， HUD， 197宮) .この調査は， 197 

4年住宅都市開発法の施行によりコミュニティの開発にたいする連邦政府の接助方式が，

従来の個別的施設計画への補助から総合的計画への補助に切り替えられ，それにともなっ

て更新 (renewal)もコミュニティの総合的開発戦略の一環と Lて位置づけられる
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ことになり，既存の更新事業についての見直しが必要になったという状況に対応して実施

された. HUDではコミュニティ政策の立案者に手引きを提供するために， R e a 1 

Estate Research Corporation にこの調査を委託した.報

告書はわずかち Oページの小冊子であるが， 22都市70件以上の更新事業の分析にもと

ずく 1雪カ月にわたる研究の成果であり， 2ち年におよぶ都市更新の歴史の中でおこなわ

れたもっとも包括的な研究の一つであると報告者が自負するものである.

さて， 1949年以来およそ 1200都市で約 3000件の連邦補助による更新事業が

実施され，連邦資金だけでも 120億ドルが投入された.その間，事業にはいくつかの性

格変化が生じたが， 1967年を境とする変化がもっとも顕著である.すなわち. 194 

9---67年には更新の重点、がスラム クリアランス，経漬力の回復，中・高所得者用住宅

供給におかれ，移転補償が小さかったために，事業によって大きな被害を受けたマイノリ

ティ地区での反対が強かった. 1967年頃より更新の重点は修復 (rehabi1 i-

tation)と保存 (preservation)に移り，住宅除去にはそれに対応す

る移転補償が必須とされ，移転補償支払いが増大し，市民参加もふえ，近隣住区 (ne

ighborhood)開発プログラムは年間単位の会計から長期間事業に切りかわるな

どの変化が生じた.したがって更新事業の評価をおこなうに際しては，この二つの時期を

区別する必要があるという.

それにもかかわらずこの両期間を通じて更新は次の4つの目的のいくつかを追及してき
3) 

た.第 1はプライト (blight)の除去である.これまで与 O万世帯が移転させられ

，その多くは従来よりも高い費用ではあるが良い住宅に入居している.しかし完全にプラ

イトを除去した都市はない.それは更新事業に対してプライトの除去を完遂するのに十分

な資金供給がなされなかったことによる.第2は都市経済の強化である.もともと議会の

立法化段階では非住宅的機能の増強による都市経清力の強化を都市更新の主目的としてい

なかったが，初期の経験から更新事業が都市経演の強化に有効な手段であることが明かと

なり.この目的が大部分の都市更新の主要な動機となるにいたった.具体的には， CBD 

の中や周辺に位置するプライトを除去し，オフィスビルや公共施設用の用地を集め，それ

を低価格で供給することによって民間ディベロッパーの投資をうながし，課税対象をふや

した.しかし更新事業は中心市の経済力や競争力を弱める郊外化の流れに十分対抗するこ

とはできなかった.目的の第3は低所得者住宅の改善である.初期の多数の更新事業は全

体として低・中所得世帯，とくにマイノリティと老人世帯の住宅水準を切り下げた.第2

9/~ 



の目的の都市経済の強化と低所得者住宅の改善とは，すくなくとも短期的にはしばしば矛

盾した.多くの低所得者住宅が除去され.それにより少数の中・高所得者住宅や公共施設

(大学や病院等)におきかえられたからである. 1967年に住宅除去に際Lて1対 1の

移転保証が要求され， 1 970年にTh e U n i f 0 r m R e 1 0 c a t i 0 n A-
4-) 

ctが成立してからは，事情は改善された.しかし更新地区に再建された住宅のうち低所

得者が利用できるものはそれほどふえず，また連邦補助による住宅の修復は低所得者住宅

5) 

の改善を大幅に進めるもので、はなかった.第4は低所得近隣住区の改良である.低質の建

物を取得し除去する手段と資金を地方政府に与えたことで，都市更新は住宅の質向上に寄

与したが，それは実質所得の上昇と民間の大量の住宅建設と相まって実現されたものであ

る.ただし，周辺にまだ相当の貧困者が集中している更新地区のただなかで，低所得者が

入居した新設住宅や修復住宅は， L-は、しば数年のうちに破損されたり悪化したりした.こ

のことは，不良住宅をとり払ったその場所に低所得世帯用の良質の住宅を建てることが望

ましいかどうかの問題を提起した.とくに 1967年以降の都市更新は，クリアランスで

十分に変形されていない低所得地区で，公共施設(道路・上下水道・公園)の改善，住宅

の修復，最悪住宅の除去をおこなって，部分的な向上を図った.しかしそれは貧困の集中

を除去できないし，地区を構成する多くの社会的，経漬的，その他のノンフィジカルな要

素の改善にも役立たないから，近隣住区自体の十分な改良は困難であった.

以上のように，都市更新事業が追求Lた4つの目的が十分に達成されていないという反

省の上に，調査報告は都市更新事業がなしうることの限界を明確に認識しておくことが必

要だと強調した.すなわち，なによりも都市更新は限定されたフィジカル プログラムで

あるから，それだけでは社会的，経済的な問題を解決できないし，人種問題を有効に取り

扱うことができず，それ自身では雇用を創出したり住宅を建てることもできない.しかし

それはプライトやプライトの影響を除去できるし，近隣住区の保全と安定を促進できる.

またそれは，都心 (CB D)の再生に主役を果たすことができ，住宅，商業，公共施設用

の土地を生みだし民間投資を促進することができる.したがって，更新が将来もっとも成

功する可能性のある地区は都心であり，逆にもっとも成功しにくい地区は極度に放棄の進

んだ住宅地区であるという.これは.現行の米国型都市更新に関するほぼ妥当な結論とい

ってよい E

2 シカゴの都市更新と衰退の進展
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米国諸都市の都市更新全般についての上述の評価は，シカゴの都市更新についてもあて

はまる.かなり大規模に更新事業が実施されながらも，インナーエリアの活力は低下L.

黒人ゲットーの拡大は続いている.

ニューヨ←クと並ぶ米国の 2大経請中心たるシカゴのダウンタウンは，図雪 -1の32

番コミュニティ (Loop)とその北の8番コミュニティ (Near North 

S i d e )の南半分を範囲とする.他の大都市のそれと同様にこのダウンタウンも第2次

大戦後は次第にさびれつつあったが. 1 9ラ0年代末から再開発が行われ. 1 960年代

後半には空前のオフィスブームが到来した (Berry. et a1.. 1976. p. 

72) .現在では 11 0階. 443メートルで世界最高を誇るシアーズタワー以下多数の

高層ビルが林立している.そして，ダウンタウンをとりまくインナーエリアでも， 194 

6) 
9年以来数々の都市更新事業が展開されてきた. 1962~71 年の 1 0年聞に，市と連

邦政府の資金合わせて 5億4900万ドルが投入され (Mercer & Hultqu 

ist， 1976， p. 129).1948'""76年までの諸事業にともなう移転数は，

住居が9万7586戸，商業その他施設が7669件.工場がち 86件に達している(表

ち-1 ) .他方， 1938'""72年の補助住宅 (subsidised housing 

)の数は，低家賃の公営住宅4万273雪戸(ただL197雪年まで， CHA資料による

に 221条 (d) (3)による貸家1万2488戸， 236条による貸家ち与 16戸，
'1) 

235条による持家2160戸であり (ibid.. p. 124).公営住宅の供給量は

移転をせまられた住宅数の半数以下にとどまった.

ところで，その聞の人口や経清活動の立地動向は表宮 -2のとおりで，郊外化の着実な

進展によりシカゴの諸数値は相対的にはもちろん，絶対的にも減少している.人口変動の

人種的内訳をみると，総人口がピーク時(1 9ちO年)の 362. 1万人から 1970年

の336. 9万人へと 7%減少しているのに対して，黒人は同期間に49. 2万人から

1 10. 3万人へと 124%増加し，黒人以外の人口は312. 9万人から 226. 7万

人へと 28%減少した.また変動の地区別状況は図 5-1A.Bのとおりである.ループ

宮〉
(32番)の南に発源した黒人ゲットーが除々に拡大して市域の南境と西境に達している

こと，人口減少率は中央の黒人ゲットーが最大でありそこでは黒人すらも減少じているこ

と(オーバークリアランスが原因だとする見方がある)，中心から周辺に向かうほど減少

率は小さくなり市域の周辺ではまだ人口が増加していること，その増加はもっぱら白人の

増加によっていること.中央の黒人ゲットーと周辺の白人地区との聞の地域では白人の減
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少と黒人の増加という人種交替が生じていることなどが認められる.

さらにインナーシティの哀退を象徴的に示すのは，空き家や放棄された建物の増大であ

る.センサスによる空き家率は 1960年の4. 7%から 1970年の 5.8%に上昇し

ており，のちにもふれるごとく(図5-3)高空き家率地区は黒人ゲヴトー以外にも広が

っている.放棄ビルの認定は困難であり，その実態は把握しがたいけれども， h 0 u s i-

ngcourtの裁定を経て除去された数だけでも .1960-----76年に2万2176棟

に達し，ピーク時の 1975年には267ち棟を数えた.以後も放棄はふえつづけ， 1 9 

76年2800棟， 1977年3100棟と推定されている (Chicago Tri 

bune，5 June， 1977).また住宅だけの放棄に限っても， 5000戸ない
q) 

しは 1万3600戸(1 97 1年)との推定があり (Dear，1976， p. 82)， 

1970年センサスで過去 1年以上にわたる空き家数は7491戸を記録した.

シアトル，シカゴ，アトランタの3市を比較しながら住宅供給と都市更新を論じた J.

マーサ一等は，大規模で複雑なシカゴの都市更新プログラムの影響を要約することは困難

だとことわりながらも，最大の活動エリアはほぼインナーエリアの住宅プライト地区に一

致する，ダウンタウンとレークフロント(シカゴでもっとも風光の良い地区)への高所得

者のアクセシビリティが回復した，いくつかの病院や大学等の公共施設がその環境も含め

て改善された，ブライト化した住宅の除去にはかなり役立ったが同時に今日の標準にまだ

適合するローコスト住宅を減少せしめた，つまり住宅の質改善には役立ったが低・中所得

者用の住宅をかなり犠牲にした.移転させられたほとんどの人々にとって新しい住宅は極

度な支出増加をもたらした，保全と修復に重点を移すことは移転の問題をある程度緩和さ

せるがその過程は長くコストは高くて有望でない，等を更新事業の特徴として指摘した(

Mercer & Hultquist， 1976， pp. 130-132).つまり，

前項で概観したアメリカ全体の都市更新についての評価が，ほとんどそのままシカゴの場

合にも通用する.これまでの都市更新事業によっては，インナーシティの活力が十分に維

持されず，低所得者や黒人の住宅条件も改善されなかったといえる.それでは米国の住宅

水準の向上に大きく寄与したといわれるフィルタリング プロセス (filtering

process)とインナーシティとの関連はどうであろうか.その点の検討が本章の主

題である.

H フィルタリング プロセスと住宅市場の二重性

F

，e 
Q
d
 



1 フィルタリングの評価と B. .J. L.ペリーの肯定

アメリカにおける住宅建設の大部分は民間部門でおこなわれ(政府部門の比率はわずか

に2%程度である)，しかも新築住宅は地方政府の建築基準やゾーニング法に適合するた

めに高水準の質と規模を維持しなければならないから，そのコストは一般に割高となり，

購入者のほとんどが中産階級以上に限定されている.そして通常，住宅の新築はビルトア

ップされていない市街地周辺の空地を指向するから，都市の中心から外周に向かうほど住

宅は新Lくなる.そこで都市における新!日の住宅の取得者の所得水準と居住地の分布は明

瞭な対応関係を示す.中心部のもっとも古い住宅に低所得者が，周辺部から郊外にかけて

のもっとも新しい住宅に高所得者が.両者の中聞に中所得者が居住するという，帯状の住

み分けが成立する.それに所得上昇をともなうライフサイクルが重なり，ある近隣住区が

老朽化すれば高所得者はより外側のより新しい住宅に移るし，所得水準の向上を実現した

所帯も同様の行動をとり，彼らによってあけ渡された住宅には一段低い水準の所得者が入

居する.順次このサイクル，すなわちフィルタリングがくり返されると，全体としての住

宅水準は向上する.アメリカでは 19ラ0---70年に 30ヲO万戸の住宅が建設され，標

準以下の住宅 (substandard units)は 1700万戸から 500万戸へ

と70%減少したから，フィルタリング プロセスを通じて全体としての住宅水準が向上

したことは確かであろう.

しかしこのプロセスが低所得者の住宅需要に応える間接的な方法として.そしてインナ

ーエリアのプライト化を防止する手段として，有効かどうかについては評価が分かれる.

A.ダウンズの主張によれは，貧困者が排除されることによってわずらわしい問題から解

放される近隣地区で，良質の住宅を享受できる多くの世帯には，フィルタリング プロセ

スは非常にうまく機能するものと評価されるものの，都市の貧困世帯，特にマイノリティ

グループにとってこのプロセスは，自分たちを都心部に接した古い近隣住区の最低質の住

宅にとじ込める社会的災禍 (sociaI disaster)となる.貧困の集中は，

貧困にともなう諸問題一一犯罪.蛮行，失業，麻薬常用，暴力団の抗争等一ーを増幅して

発現させるから，それらを一身に受けとめねばならない貧困者は， 3分の2の上位世帯が

享受する良質の近隣住区を創出するための社会的コストを負担させられていることになる

(Downs. 1976. p. 90).そこで，住宅福祉の見地からフィルタリング プ

ロセスは望ましいものなのかどうか，低所得者の住宅水準を引き上げるためにはより直接
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的な投資が必要ではないのかという問題が提起される (Smith，1971， pp. 1 

70-179) . 

いまもし， F. S. クリストフがかかげる次のような諸条件が満たされるならば，フィ

ルタリング プロセスは，インナーエリアの貧困者やマイノリティにとっても有意味なも

のと判定されよう (Kristof，1972. p. 317). (1)通常の住宅増加に

必要な程度以上の新築がなされること.すなわち，フィルタリングが発現するだけの需要

を上回る過剰な供給があること. (2)新築が既存住宅の家賃や価格を引き下げる圧力と

なること.すなわち，より低所得な世帯がこれまでの住居にくらべて良い住宅を安く入手

できること. (3)外生的な要因は.所得の一般レベルや家賃対所得比率を含めて，一定

に保たれること. (4)家賃や価格が引き下げられるほどには，維持費や修繕費のひきし

めによる質の低下が生じないこと. (ラ)最低レベルの住宅の家賃や価格を上昇させるこ

となく市場から最悪の住宅を除去するメカニズムが存在すること.ところで，都市分析に

計量的手法を駆使して多くの業績をあげてきた B. .J. L.ペリーは，シカゴの住宅市場

を分析した結果.そこではこれらの諸条件が満たされていること，つまりフィルタリング

プロセスが有効に作用して，貧困者を含めて全般的に住宅水準が向上したことを主張した

(Berry. 1976).以下にその論証の大筋を追ってみよう.

ペリーはフィルタリングの評価にあたって第 1に上述の条件の(2) .つまり低所得者

地区(とくに黒人ゲットー)における住宅価格の水準を重視した.シカゴのこの問題につ

いては，すでにち O年の研究の歴史があり，その成果はつぎの3点に要約できるとする.

(1) G. S.ベッカー (Becke r). o. D.ダンカンと B.ダンカン (Du n c 

a n) ， B.ダンカンと P.M.ハウザー (Hauser)，K. トイパーと A. トイバ

一 (Taeuber)その他の研究による結論で，黒人やその他のマイノリティは白人に

よる差別の結果として，通常より高い住宅価格を強要されている， (2) H.ホイトの調

査による結論で，サプマーケットによって住宅の需要は異なり，より好ま Lくないサプマ

ーケットではフィルタリング プロセスによって価格引き下げの圧力が作用する， (3) 

人種的に分割された住宅市場開には需要の差異がっくり出す価格の差異があり， 1つの市

場から他の市場へ住宅が移転し，居住者の人種的移行が実現するためには，アーピットラ

10) 

ージ (arbitrage)メカニズムが必要である，の3点である.ペリー自身はもち

ろん(1 )を排し(2 )と(3 )を支持する論証をおこなった.

彼はまず，センサストラクトを人種的観点から統合して 6つのサプマーケットを設定し
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た.黒人ゲットー， 1968----72年の黒人膨張地区，ラティーノゲットー， 1 968-----

72年のラティーノ膨張地区，マイノリティに隣接する白人地区，市域周辺の白人地区が

それである.ついで，住宅の価格を従属変数とし，建物自体の物理的性質，その建物の設

備，近隣の状況(所得，安定性，土地利用密度).環境アメニティ(公害)，アクセシビ

リティ(シティセンターへの距離)のちつを価格に影響する独立変数とし，さらに周辺白

人地区以外のラ地区のタイプをダミー変数として加えたモデルを作成した.そして 196

8---72年に取引きされた 3万件以上の 1世帯用住宅の価格と，各変数を代表する数値を

モデルに投入して段階的重回帰分析をおこなった.その結果，他の条件を一定としたとき

，周辺白人地区の住宅価格に対して，黒人膨張地区で 1314ドル，隣接白人地区で 16 

33ドル，ラティーノ膨張地区で3072ドル，ラティーノゲットーで4767ドル.黒

人ゲットーで4974ドルだけ，住宅価格は安いことを知った.また周辺白人地区におけ

る1968---72年の住宅価格の上昇率に対して，ラティーノゲットーでは 1. 1 6 (パ

ーセントポイント，以下同じ)，黒人膨張地区では O. 33だけ上昇率が高く，ラティー

ノ膨張地区でO. 01，隣接白人地区でO. 58，黒人ゲヴトーで 1. 06だけ上昇率が

低いことを明らかにLた.他方， 1960---70年のシカゴSMSAの住宅市場では，全

体で48. 2万戸の住宅建設がおこなわれたのに対して，世帯数の増加は 28. ち万にと

どまった.中心市では郊外移動によって白人の持家世帯4. 2万と借家世帯7.7万が減

少した反面，黒人の持家世帯3. 7万と借家世帯4. 3万が増加して，白人住宅 12. 8 

万戸が黒人に移転し，最悪状態の住宅6. 3万戸の除去と不良住宅数万戸の放棄がおこな

われたことを指摘した.

以上の諸事実からペリーがひき出した結論は次のとおりである. (1)シカゴメトロポ

リスは，所得，社会・経請的ステータス，人種の混合度，住居の古さ，ライフサイクルに

おけるステージ等によって区別される，比較的均質なサプマーケットが空間的に配列され

た成層システムとして存在する. (2)これらのサブマ←ケットは，メトロポリタンエリ

アの周辺でなされた住宅建設に起因するフィルタリング メカニズムによって結び合わさ

れている.すなわち，新築住宅の大増加は住み替えを促進し，インナーエリアの住宅需要

が低下したので，黒人や他のマイノリティの住宅費は白人マジョリティのそれより安くな

り，もっとも悪質で住宅価格の上昇率が小さい近隣住区では住宅余剰が増大して住宅放棄

が現れた. (3)差別行為によって，増大するマイノリティへの住宅供給が制約される場

合には，そのサプマーケットの住宅価格は急上昇する.ただ，このような差別は郊外での
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住宅建設がはかどらず，マイノリティに侵入されても白J人の郊外脱出の可能性が小さいと

いう場合に生じやすい.さきの 19雪O年代の諸研究が帰納したフィルタリングについて

の否定的評価は，そうした背景から生まれたものと思われる.すなわち，フィルタリング

の成否は，住宅産業や国全体の景気の変動にかかっており.不況下では.郊外に脱出でき

ない白人が黒人の侵入に対抗するため，黒人はより高い住居費の負担を強要されるが.妻子

況下では白人の郊外脱出が盛んで黒人の負担は軽減される. (4)白人が，予測される近

隣住区のサクセッション(黒人の侵入)をそのステータス低下の前兆と考える場合には，

アーピヴトラージ メカニズムが作用する.住宅価格は黒人の侵入が予想される地区で急

激に下り.黒人が侵入しはじめると上昇し，地区全体が黒人のサブマーケットに転化する

とふたたび低下する(隣接白人地区の住宅価格および価格上昇率は黒人膨張地区のそれよ

り低く，黒人ゲットーのそれはさらに低い事実による). (日)しかしラティーノに関し

てはこのメカニズムが作用しない(ラティーノ膨張地区の住宅価格は隣接白人地区のそれ

よりかなり低く，膨張地区の価格上昇率はラティーノゲットーの上昇率より低い).つま

りシカゴの白人は.上流のラティ←ノが侵入することに対しては拒絶反応を示さないこと

を意味する.

2 シカゴ アーバンリーグの反論

ペリーはシカゴの住宅市場が人種によって分割されていることを認めながらも，活発な

白人郊外の成長がフィルタリング プロセスを通して，インナーエリアの黒人の住宅選択

の幅を広げ，住居費の相対的低下をもたらし，その居住条件を向上せしめたと主張した.

それに対して，黒人の地位向上を目指して活動をつづけるシカゴ アーバンリーグ (Uト

10 
ban League)は 1977年の調査報告書において，人種差別にもとづく住宅市

場の二重牲がフィルタリング プロセスの有効性をはばみ，黒人の居住環境の向上をさま

たげ，ひいてはインナーエリア全体の衰退を招いていると反論した (Chicago

Urban League， 1977a).以下にその要点を追うことにする.

( 1 ) シカゴの住宅市場は黒人市場と白人市場に二分されており.両市場間には自由

な住宅の移転が存在しない.この事実を端的に示すのは黒人居住地区の膨張の仕方である

.図 5-2A.Bにみるとおり，黒人居住地区は 1960"--70年に都心に近い内部でよ

りも，既存の黒人地区の外縁(特に南部)で拡大しており. Lかも拡大は内側の黒人所得

が外接する白人の所得を上回る部分で生じている.もしフィルタリング プロセスが作用
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しているならは¥余剰住宅が集中するはずの内部地区で白人から黒人への住宅移転が発生

せねばならず，また所得の高い白人から所得の低い黒人に移転がおこなわれねはならない

のに，事実はその逆である.

( 2 ) 黒人の近隣住区では単一世帯用住宅の供給がとくに過剰であるとはいえない.

しばしば空家の存在によって供給過剰が示唆されるが，シカゴ全体における 1970年の
12) 

販売用の単一世帯住宅の空家は 1170戸にすぎず，決して供給過剰とはいいがたい. 1 

戸建空家住宅の全住宅に対する比率をみると. 1 960年までの黒人ゲットー 1.6%. 

1967---70年の黒人膨張地区 1. 1%.人種混合地区2. 7%.隣接白人地区 1.7

%.周辺白人地区 1.0%である(地区区分は図5-1Aにほぼ対応，人種混合地区は番

号8.23，25，75の各地区，隣接白人地区は黒人ゲットーに接する黒人比率 10%

以下の地区).白人用住宅市場と黒人用住宅市場を別々にみれば，それぞれの市場で内側

に(都心に近く)位置するより古い住宅地区ほど空家率は高いが，黒人地区の比率が白人

地区のそれを上回るとは断定できない.なお，白人と黒人を同ーの所得階層で比較Lてみ

ると， 2. 5万ドル以上の最高クラスを除く全クラスにおいて.黒人の持家率は白人のそ
13) 

れを相当下回っている.この事実は，黒人に持家購入の能力があっても差別によって持家

の供給が制限されていることを明示する.

( 3 ) 黒人地区ではとくに大きな住宅の供給過剰がないのだから，価格引き下げへの

強い圧力も存在じない.ペリーは黒人ゲットーの住宅価格が最も低いことを示したがその

方法に問題がある.白人が少ない低所得層と黒人が少ない高所得層を謀型回帰分析に含め

ることは適切ではないので，白人トラクトも黒人トラクトも十分に代表するような所得範

囲，すなわちトラクトの所得中位数が6000---1万2000ドルの範聞において分析を
14) 

おこなう.住宅価格の中位数を従属変数とし，貧困レベル以下の人口比率， 4戸以上より

なる建物に含まれるストックの比率.持家者の比率，世帯所得の中位数， 1940年以前

に建てられた住宅ストックの比率のちつを独立変数と L，黒人比率40%以上のトラクト

を識別するために人種をダミー変数として加えた重回帰分析から，ペリーが得たものとは

逆の結果を導いた.すなわち，ペリーは黒人用サプマーケットと単一世帯用住宅価格との

聞の強い負の関係を見出したが，分析を所得中位数1万2000ドル以下のトラクトに限

定すると，白人地区と黒人地区との価格間には統計的差異がなくなり .6000---1万2

000ドルの所得範囲では，黒人地区の住宅価格が平均して 1100ドルだけ白人地区の
(5) 

それを上回ったのである.
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( 4 ) 借家の場合も黒人地区にとくに大きな供給過剰があるとはいえない. 1 970 

年の住宅の65%は借家であるから，フィルタリング プロセスの有効性のいかんを論じ

るためには，借家の分析が不可欠である.シカゴの借家には 1960年ラ.雪%， 197 

0年7%という高率の空家があり，ペリー等は，この空家がフィルタリング プロセスの

最終段階において出現し，黒人ゲットーに集中すると考えているようであるが，それは正

しくない.一般に空家の存在が家賃引き下げの効果を発揮するのは，空家率が8 %に達し

た時だといわれているので，空家率8%以上のセンサストラクトの分布をみると，それは

高密度なインナーエリア全般に分散しており，とくに黒人ゲットーへ集中しているとはい

いがたい(図与ヶ 3参照のこと).黒人比率が90%以上の黒人地区と同比率が 10%以

下の白人地区のトラクトについて，所得中位数別に空家率をとると， 6000ドル以下の

トラクトでは白人地区 13. 雪%対黒人地区 10.0%，6000'"'-7999ドルでは白

人地区6. 9 %対黒人地区6.5%，8000'"'-9999ドルでは白人地区4.8%対黒

人地区2. 9 %， 1万ドル以上では白人地区2. 0%対黒人地区 1. 8%である.白人用

市場でも黒人用市場でも，所得の低い地区ほど空家率は高く(このことはさきの販売用住

宅の空家についてもいえた)，一種のフィルタリングが進行しているようである.しかし

，白人用市場と黒人用市場との対比では，むしろ前者の空家率の方が大きく，両市場の聞

に借家の自由な移転は生じていない.すでに(1 )で説明したように，黒人地区の膨張は

黒人所得が相対的に高いゲットーの先端部においてのみ生じ，そこから波及Lた黒人地区

内部だけのフィルタリング プロセスによってはじめて，中心部により多くの空家が発生

する.つまりゲ、yトー中心部の黒人が，近くに存在する白人地区の空家に入居するという

，白人地区から黒人地区への自由で直接的なフィルタリング ダウンのメカニズムは存在

しない.それだけ両市場開の壁は厚いのである.

(雪) 借家の家賃もまた持家の価格同様，黒人地区の方が白人地区よりも高い.住宅

価格の場合と同様の重回帰分析を家賃を従属変数としておこなったところ(ただし4戸以

上よりなる建物に含まれるストックの比率は変数から除外)， 4つの独立変数による決定

係数はo.ラ2であり.人種のダミー変数を加えても決定係数はo.雪7となるだけで，

家賃の差異についての人種の説明力はわずか雪%にとどまる.しかも他の条件を一定とす

れば，黒人地区の家賃は白人地区にくらべて 18ドルだけ高くなる.低家賃の公営住宅が

黒人地区に集中しながら，なおかっこのような結果が出ることは，民間賃貸住宅市場にお

いて，黒人用の低家賃住宅がきわめて少ないことを示唆している.
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その理由は何か.低家賃住宅を供給すれば当然家主の投資収益は小さくなるから.供給
16) 

が行われるのは.家主が建物の抵当ローンを完全に支払い終えている場合である.それが

期待できるのは所有者が大きな収益をもたらさない不動産を長期間保有する個人的理由を

もち，しかもそのユニットは極貧層以外の関心をほとんどひかないという場合である.そ

れは家主白からがそのコミュニティの住民であり，その中でいろいろの個人的利害関係を

保持している場合である.不在家主が極度に多い黒人地区ではそのような条件が満たされ

ることは少ない.

( 6 ) ペリーは黒人膨張地区の住宅価格や同価格の上昇率が，隣接白人地区のそれら

に比して高い事実によって，アービットラージ メカニズムは肯定されるとしたが，そこ

にはいくつかの間題がある.第 1に過去はしらず現在では，黒人があえて高価格，高家賃

を支払ってまで白人との混住を望んでいるかどうかは疑問である.黒人居住地がゲ、γ トー

の先端で膨張する事実は人種し好によるよりも，社会経漬的な面から説明できる.両人種

閣の住宅の移転は，所得の高い白人から所得の低い黒人への移転ではなく，所得の低い白

人から所得の高い黒人への移転である.ペリーが設定した隣接白人地区の価格水準が黒人

膨張地区のそれより低いのは，黒人の侵入に対する白人の懸念に由来するよりも(事実，

多くの白人隣接地区では黒人侵入の兆候はない)，隣接白人地区の白人所得が黒人よりも

低いという実体に起因している.

シカゴ アーバンリーグのペリーに対する批判の大要は以上のとおりである.フィルタ

リングの肯定者は黒人即貧困者とみなL.黒人の居住地がインナーシティのゲヅトーに限

定されているのは，貧困者がフィルタリング プロセスに占める位置からして自然のこと

だと考えているようであるが，白人と同等ないしは白人以上の所得をもっ多数の黒人すら

l'l) 

が居住地を限定されているのは，何よりも人種差別にもとづく住宅市場の二重性に原因が

あるという点をアーバンリーグは強調しているのである.

3 差別的住宅市場の帰結

住宅市場で差別された黒人が通常以上に大きな住宅費負担を強いられているということ
l官〉

は，他都市についての多くの事例研究によっても実証されている.しかし市場差別の影響

はそのような直接的なものだけにとどまらない.良質な住宅と環境へ接近する機会が限定

されることから，適切な住宅を探す時間と費用はきわめて大きくなり，資力があっても住

宅取得が不可能であったり遅れたりするために，進行するインフレによって損害を蒙る L
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jCn 

，持家居住者に対する連邦所得税控除の特典も受けられない.住宅面でのマイナスに加え

て，住宅差別はさらに，教育機会の不均等，火災・盗難・自動車等に関する割高の保険料

負担，抵当融資上の不利(これについては次節でふれる)，職場への通勤費の増大，居住

地に近い低賃金臓場の甘受等々の不利益を黒人に背負わせる.

インナーエリアの衰退は，住宅市場の二重牲がもたらすいま一つの深刻な帰結である.

居住者の自由な拡散がはばまれた過密な黒人ゲットーでは，累積された貧困の悪循環が発

生してスラム化が進行するし，ゲットーと富裕な周辺白人地区との聞に存在する，インナ

ーエリアの中・下層白人地区では，人口の減少にもかかわらず黒人の流入をこばむゆえに

，空家や放棄住宅の増大とその除去で生ずる空地の拡大によって象徴される近隣住区の衰

退が進行する.所有者が再利用の意思をもたないとみなされる販売用と賃貸用を除く「そ

の他の空家」は，住宅放棄につながる空家と考えられるが，その比率が全市平均の 1.2

%を上回る範囲はインナーエリアの全体におよび，サウスサイドに位置する黒人ゲットー

の主要部にはむLろ少ない(図 5--3) .住宅放棄のメカニズムの分析は近年始まったば

かりであるが，あるプロックに一度放棄が起これば，それは感染的に拡大するといわれる

(Dear， 1976， Sternl ieb. et al.. 1974).放棄の増大に

ついては前節でふれたが，それにもかかわらず rシカゴ市当局は放棄を阻止する整合的

なプログラムをもたず，その上，放棄された建物を修復する努力もしていない.対応は建

物の除去だけであり，それは都市の自殺政策である Jとの厳しい批判もなされている(

Chicago Tribune， 5 June，1977). フィラデルフィア等では

市当局が所有する放棄住宅を黒人が不法に占拠し修復することを黙認したり， 1ドルで形

式的に販売することによって，その再利用を図っている.いわゆるアーバン ホームステ

ッディングである (New York Times， 12 June， 1977).イン

ナーエリアの衰退を防ぐためには，すでに強く主張されている郊外の開放以上に，インナ

ーエリアにおける白人住宅市場の黒人への開放が必要であり，それはまた，真の意味での

フィルタリング プロセスの有効性を保証するはずである.

匝 住宅市場の二重牲を支えるメカニズム

1 シカゴにおける黒人の増加とゲットーの形成

住宅市場の二重牲に言及した文献の多くも，それが周知の事実であるせいか，二重性を
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日〉

支えてきたメカニズムをまとめて詳述することが少ない.しかし住宅市場の二重牲は黒人

の都市居住と同時に出現したものではない. 191 0年代の黒人大移動期から顕著になり

はじめ，人種差別を禁止する諸判決や 1960年代に高揚した公民権運動，市民権法の制

定を経た今日でも，なお強固に存続している.その背後では，さまざまなメカニズムが，

ある場合には重合・関連しながら作用してきた.以下本節では，それらのメカニズムを整

理するが，はじめにシカゴにおける黒人人口の増加と，人種の場所的隔離，セグリゲーシ

ョン (segregation)の進行状況を概観しておくことにする.

18雪O年以降のシカゴにおける黒人の増加状況は表雪 -3のとおりである r地下鉄

道」のターミナルとしてシカゴには逃亡奴隷が集まったが. 1860年でもその数は 10 

00人をこえず，彼らは現在のダウンタウン内部に位置したパアチストやメソジストの教

会の周辺に居住していた.南北戦争後の修正憲法第 13----15条(186ち----70年)で

人種差別が表面的には廃止され. 1870年代のシカゴは人種問題に関してはむしろ先進
2.1) 

的であったので，黒人人口は除々に増加した.シカゴの中心部を焼きつくした 1871年

の大火災以後，黒人の集住が始まり，人口3万に達した 1900年には，サウスサイドの

かなり大きな密集地とウエストサイドのゲットーの原型がすでに形成されていた.しかし

:1'2) 

その他にも 6カ所の黒人居住地区があり. 1 9 1 0年にはまだイタリア人移民の空間的隔

離の方が強かったといわれる (Spear，1967， p1ち).今世紀に入って黒人の

増加はスピードをまし，第 1次大戦でヨーロッパからの移民が激減して工場労働者が不足

したこと，虫害を契機として南部の綿作が混合農業に転換Lはじめ労働力を排出したこと

，さらに大洪水が南部農村の疲弊に追打ちをかけたこと等が相まって， 1916----19年

に黒人の流入は急増した.それに並行して黒人の集住は加速され， 1920年には分散し

ていた黒人地区がほとんど消滅するとともに(表ラト 4)，黒人ゲットーとしてのサウス

サイドとウエストサイドの境界が明確になった. 1 920年代は人口の増加にもかかわら

ず，ゲットーの空間的拡大はたいして進まず，かわりに白人との混住プロックが黒人専住

プロックに転化した. 1930年代には大不況のあおりで黒人の増加もおとろえてきたが

. 1940年代以降は第2次大戦による軍需産業の発展で黒人がふたたび集中し，黒人地

区の密度は著しく上昇した.戦後も. 20年以上持続したアメリカ経演の繁栄や白人の郊

外化に対応して，黒人人口とその比率は増大の一途をたどり，今日ではニューヨークに次

ぐ世界第2の黒人都市となっている.このような黒人の増加にもかかわらず，以下に列挙

するような差別的仕組みによって，黒人居住地が 1ブロックづっ (block-by-
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::2:3) 

block)の膨張を余儀なくされてきたことはすでにみたとおりである.

2 家主組合と暴力

上述のごとく 19 1 0年頃から顕著になった黒人の居住地隔離の歴史において，いち早

く登場するのは，白人の近隣住区に結成された黒人排斥組織の活動と非合法な直接暴力で

あった.現在シカゴ大学が立地するハイドパーク (Hyde Park，図ラ 1の41 
ユ斗〉

番地区)を中心にその事例をみよう.ハイドパークは 1892年にシカゴ市に合併された

郊外住宅地で，東の一部に家事使用人やホテル従業者を主とした若干の黒人が居住してお

り，彼らはしだいに白人ブロックに侵入しはじめた. 1 908年秋に白人350人がHy-

de Park Improvement Protective Clubを結成し，

1909年の夏に同クラブは，ハイドパークの黒人は「いわゆる地区」にその居住を限定

すべきであり，不動産業者は白人プロックの家を黒人に販売すべきでなく，家主は白人管

理人を雇用すべきであると宣言した.さらにクラプは，宣言を無視した不動産業者をプラ

ックリストに載せて威嚇し，黒人に物を売る商庖をボイコット L，黒人所有の不動産を買

い取る委員会を作り，借家を明け渡す黒人にボーナスを与えた.それでも移転しない黒人

の住居には白人が侵入して破壊行動にでた.やがて地区東部にあった黒人のコミュニティ

はやせ細り，ハイドパークは以後40年間白人地区として維持されていく.

その後も小ぜり合いはく・り返されたが，黒人排斥運動がいっそう先鋭化したのは 191

6年以降の黒人急増期であり，暴力事件は 1919年夏の大暴動を頂点に 1921年まで

続発した.すなわち， 191 7年の参戦で建設事業がストヴプして住宅が不足したことや

，黒人がストライキブレーカーと Lて雇用されたり一般の職場をめぐり白人と競合しはじ

めたことも要因となり，黒人排斥の感情は高まった.最初白人は黒人の南部への引き揚げ

を主張し，それが実現しなかったとき，黒人との接触を最小にするために，場所的隔離と

差別を強化した.学校，公園，運動場，海水浴場，レストラン，ホテル，劇場等での差別

は公然とおこなわれたが，住宅をめぐる衝突がいちばん激しかったといわれる. 1 9 1 7 

年の春，シカゴ不動産協会 (The Chicago Real Estate Bo~ 

r d)は，月間1万人の黒人が殺到して不動産に2億雪 000万ドルの損害を与えたとの

べ，黒人の不動産業者を非難するとともに，市議会には居住地隔離条令(r e s i d e n-

tial segregation ordinance)の制定を働きかけた.それが

不成功に終わった夏には，黒人にアパートの賃貸を禁ずる命令を黒人膨張地区の不動産業

1 0 ~ì 



者に発した. 1 918年には，もともと近隣住区の美化などを目的としていたケンウッド

ハイドパーク家主組合 (property owne γs association)は

ハイドパークを白人地区にすることを言明し，あらゆるメディアを使って黒人の流入が不
込5)

動産価値を低下させると宣伝し，黒人排除のためにさまざまの手段を行使したが，それで

も黒人が侵入した時には暴力に訴えた. 1917~21 年にシカゴではち 8戸の住宅が爆

破され， 2人の黒人が死亡，多数が負傷した.ハイドパークやケンウッドでの爆破対象は

主に黒人住宅であったが，その他の地区では黒人に住宅や資金を貸し付けている不動産業

者や銀行家が狙われた.ただL家主組合は暴力行使の直接証拠を残さず，黒人保護に不熱

心な警官はようやく 1921年に9人を爆弾設置のかどで逮捕したにすぎなかった.

1 9 1 9年の春には路上や公園での障害事件が連日発生し， 6月には黒人ゲ、yトーが西

方へ膨張しはじめていたウエストサイドで暴動が起こり. 7月末には海岸でのトラブルが

サウスサイドにおける 6日間の「人種戦争」に発展した.白人側は組織化されたギャング

“athletic clubs"を主体として黒人地区を襲撃l，黒人側はゲットーに

入った白人を襲った.暴動のあいだ商人がゲットーに近づ‘かなかったために食料品が不足

し，赤十字とアーバンリーグが配給をおこなったほどである.最終的には州兵の出動と天

候の悪化が暴動を終息せしめたが，この暴動によって 23人の黒人と 1ち人の白人が死亡

し. 342人の黒人と 178人の白人が負傷した.暴動の後，白人はセグリゲーションを

徹底することが両人種にとって有益だと主張し，すでに連邦裁判所が違憲としているセグ

リゲーション条令の制定さえ画策した.ケンウッド・ハイドパークの家主組合は双方合意

によるセグリゲーションを黒人側に要求し，それが拒否されるや，家主新聞( The 

Property Owners' Journal)を発行して黒人排斥のキャンベーン

をおこなった.他方ではふたたび爆弾闘争が激化した. 1920年にはこうした白人のー

連の行動が奏功し，ハイドパークとケンウッドの黒人はC0 t t a g e G r 0 v e A-

venewをへだてた西側のコミュニティ，ワシントンパーク(図雪 ~1 の40番地区)

に去り，シカゴ不動産協会は家主組合の成功を祝福した.ワシントンパークの白人は第 1

次大戦後の住宅建設に呼応して，地区外移動を始めており，やがてそこは完全な黒人地区

に変わっていく.

しかし，暴力の行使は 1920年代に消滅したわけではない.さきの表4-3のとおり

1950年代に黒人人口は倍増Lゲットーの膨張は続いたが，次項でのベるコペナント(

covenants)に違法判決が下されてからは，放火と爆破をともなう白人の暴力行
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使が復活した.ことにウエストサイドのユダヤ人地区とサウスサイドのエンゲルウッド(

図 5~ 1の68番地区)への膨張の際には事件が多発し， 1 9 5 6~ 宮 8年で200件に

達した.さらに 1974年の今日でも，白人近隣住区に移住した黒人に対して，暴力が振
2も3

われたデトロイトやセントルイスの事実が報告されている.

3 コペナント

不法な爆弾闘争は 1925年にいちおう終息し，以後 1948年頃まで黒人隔離の主要

手段とされたのは，不動産協会に支持された限定約款，コペナント(r e s t r i c t i-
~'1) 

ve covenant)であった.これはある地区内の不動産所有者が，黒人には不動

産を販売または賃貸しないという誓約を，不動産証書に書き込む一種の相互協定である.

1930年に家主組合と近隣改善組合は，全市の7ラ%の住居をコペナントでカバーした

といわれる (Berry，et al.. 1976， p. 60).それから後 10年間は

，大恐慌による黒人流入の減少とも重なって，黒人ゲットーの膨張はほとんど停止した.

1941年の第2次大戦勃発とともに，大量の黒人がシカゴに流入したが，コペナント

によって居住地は限定され，黒人地区の密度は平方マイル当り 9万人と周辺白人地区の4

倍にも上昇した. 1944年人種関係に関する協議会 (Mayor' s Confere 

nce on Race Relations)においてさえ，プラヴクベルト内の社会

問題の大部分が，基本的にはコペナントに由来するとの一般的合意をみたほどである.た

だし，シカゴ不動産協会のみはそれに同意せず，住宅の一般的不足が主原因だから，問題

はフィルタリング プロセスで解決できると主張した.もちろん黒人側はコペナントの撤

廃をめざして活動し，混血の 1女性は「政府のなすべきことはコペナントと闘い，われわ

れを欲するところに居住せしめることである.全ての外国人が好む場所へ移動できるにも

かかわらず，この国の兵士であり市民である黒人が，ブラックベルトにしか住めないのは

恥辱である J とセグリゲーションを弾劾した.コペナントに反対する黒人の活動は.請願

，抗議，司法闘争等いろいろの形をとったが，司法闘争の典型例をさきのワシントンパー

クに見ることができる.東側(ハイドパーク)を除く三方を黒人地区で包囲され「白人の

島」といわれたこの地区で，家主組合は，すぐ南のウッドローン (42番地区)家主連盟

と共同してコペナントの普及を促進し，地区内家並の9ち%をカバーすることに成功した

.そして裕福な黒人がその中に住宅を購入した際，家主組合は黒人がその住宅に居住する

ことの禁止措置を要請し， The Chicago Title and Trust 
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onpanyは購入者に対する不動産権利保証書の交付を拒否した.黒人はその件で訴

を起こしたが，州裁判所は家主組合を支持した.しかしこの裁判事件は全国的に黒人の

心をひきつけ，全国黒人地位向上協会がこの件を連邦最高裁判所に堤訴したため，人種

ではキャンベーン合戦が展開された. 1948年に連邦裁判所は，約款書は強制力をも

ないと裁定し，実質的に黒人側は勝訴した.

なお見すごしてならないのは，コペナント自体にも矛盾が生じてきた点である.黒人側

l需要増大をみて，まずビジネスに徹した若干の大手不動産会社がコペナントを破棄しは

めた.すなわち， 1，2のアパートに 20---ち0%も高い家賃で黒人を入居させ，同ア

;ートの白人には移転をすすめ，白人の転出跡にはやはり高家賃で黒人を入居させて利益

・得た.こうした状況に直面した小さな不動産所有者はジレンマにおち入った.個別にコ

Lナントを破って黒人と直接取り引きをおこなえば組合の圧力を受けるし，現状を維持す

jま資産価値がやがて低下するかも知れず，大手不動産会社に売却すれば安く買いたたか

Lるからである.そこで彼らは白からの利益擁護のために団結l，コペナントは非現実的

るつ有害である，貧困な白人は必要な家賃を支払えないが，黒人は高い家賃を負担し，建

gの保存を可能にし，不動産のロスを防止するとさえ主張した.人種差別が利潤追求に屈

〆はじめたケースである.

4 不動産業者と全国不動産協会連合

合衆国の不動産物件の90%は不動産協会に加盟する不動産仲買人を通じて取り引きさ

1るから，彼らの差別的マネージメントがもっ効果は大きく，上述のコペナントが司法的

乞持を失った 1948年以降今日まで，住宅市場開放に対する自に見えない障壁として機

能してきた.彼らに二重市場維持の行動をとちしめる一つの要因は，白人のある部分が黒

九と同ーの近隣住区に住むことをきらい，黒人はしばしば歓迎されないゆえに白人地区に

主むことを望まないという現実に由来する通念，すなわち，人種的に均質な近隣住区こそ

肝最良であるとの考え方であり.不動産業者は社会的あつれきをさけるために白人には白

人地区の住宅を，黒人には黒人地区の住宅を意図的にあっ旋(“ steering")す

る (Chicago Urban League， 1977b， p. 7). しかし不動産

業者の差別的行為の背後には，一般白人の人種的偏見を利用して多大の利益を得ょうとい

う.いま一つ別の要因が働いてきた.それは，黒人流入による資産価値の低下を防ぎ顧客

の利益を擁護するという口実によって(これが事実に反することはすでにみたに人種的
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ラインによる市場分割をおこない，消費者の選択の幅を狭めて売手市場を形成し，より大
ユ8)

きな利潤を得ることである.

不動産業者の実際の差別的対応は， 1 960年代の公民権成立以前では，黒人に対する

白人プロックへのサービスを明白に拒否したり，適当な物件がないと仲介に応じないもの

であり， 60年代からは，白人地区住宅のあっ旋依頼に対しては最悪の物件を紹介したり

，故意に仲介を遅らせたりするものであった.その一方では，ゲヴトー周辺の白人地区に

意図的に黒人を導入したり，黒人の侵入をにおわせて(いわゆる“ b1 0 c k b u s t-

ing")，白人の売り急ぎ(いわゆる“panic peddling")を助長した

.郊外や中心都市の白人地区から締めだされた黒人はゲット一周辺にしか膨張できず，売

手市場での高価格，高家賃を強いられた.

1500の地方協会とそれに加盟する 8万里 000のメンバーを統括する NAREB(

National Association of Real Estate Boa~ 

d s )は，住宅市場差別のコントロールセンターとして機能してきた.シカゴに本部をお

くこの連合会は， 1 924年の不動産仲買人倫理規約 (Realter' s Code 

of Ethics 1924) 34条において r不動産仲買人は，その存在が明らか

に近隣住区の不動産価値をそこなうような性格の，いかなる人種・国籍の人間および不動

産をもその近隣住区に導入する手段となってはならないJと明記し，セグリゲーションを

職業上の倫理とした. 1948年にコペナントに対して最高裁判所の否定的な判決が下さ

れたのち， NAREBは規約34条を修正し「人種・国籍の人間」という表現を削除した

が，大部分の仲買人はその意味が不変だと考えていた. NAREBは業者が不動産仲買人

リアルター (Realtor)を名のることを認可する権限をもっており，会員には市場

情報を提供した.もし会員が倫理規約を犯せば， NAREBによってリアルターの名称は

取り消され，社会的信望を失墜するとともに，情報入手においても不利となった.さらに

リアルターでなくても，不動産取り引きの仲介をおこなうためには，州のコミッションに

よる資格認定が必要で，コミッションを牛耳る不動産協会は資格の判定業務を通ヒて間接
1司3

的に業者をコントロールすることができた.

ち 金融機関とレッドライニング
3ι〉

アメリカで住宅金融に関連する公的，私的機関の数は多いが，融資残高でみると私的部

門のウエイトは8割以上と大きい.その民間企業はレッドライニング (redlin-
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i n g )と呼は.れる方法によって，人種差別的融資をおこない，住宅市場の二重牲を支え

てきた.レッドライニングは長期間実施されながらもごく最近まで広く注意されなかった

差別の形態といわれ，融資機関が特定の地理的エリアに赤繰を引き，そのエリアへの住宅

ローンの流れに人為的制約を課するものである (Vitare 11 s， 1976， p. 1 

62) .白人近隣住区にとって望ましくない人々への融資は白人顧客の好意を損なうとの

観点から，白人地区に侵入する黒人への融資は拒否され，さらに黒人ゲットーの外部で黒

人用の住宅供給をおこなおうとする開発業者へも融資が拒否された.拒否の異体的手法は

，まず通常以上に高い頭金，高い利率，短い返請期間を設定し，古い住宅を融資対象から

除外することであり，それでも融資を要請された場合には，資金に余裕がないとの口実を

使用した.もちろん米国の黒人世帯の4割強は持家居住者であるから，多くの黒人は住宅

ローンを得ていることになるが，きわめて少数の例外を除いて，対象物件がゲットーかそ

の周辺の人種交替地区にある場合にのみ，抵当信用が与えられた.ただし，最近のいくつ

かの文献においてはレッドライニングはむしろ，インナーシティの近隣住区への投資を差
80 

しひかえる金融機関の傾向と説明されており，古い住宅と低所得者とマイノリティが重合

するその地区は，リスクが大きく利益にならないという理由で融資が受けられず，衰退を

早めることになる.このことを示すーっの資料は，シカゴにおける貯蓄・貸付機関の庖舗

分布であり. 1970年に市内にある 105の機関のうち，わずかにちつだけが黒人比率

40%以上の地区に庖舗を維持しているにすぎず， 1 960年と 1974年を比較すると

，マイノリティ地区からの庖舗の引き揚げは相当進行している.

1934年に創設されて，住宅取得に一定の役割を果たしてきた連邦住宅局FHA( 

Federal Housing Administration)の抵当保証において

さえ，民間企業と同様の差別的対応がとられた.もともと FHAのスタッフは不動産業や

貸付機関から採用された者が多く，彼らは連邦機関の職員となってからも既成の価値判断

にしばられて，費用と効果にこだわり社会的目的を重視しなかったし， 196ち年にFH

Aが住宅都市開発省HUDの一部に吸収されてからも.その行動原理は変わらなかったと

いわれる (McKay. 1977. p. 118).1938年のFHA鑑定人のマニュア

ルには， FHAがリスクの大きいインナーシティ エリアで抵当保証をおこなわない旨が

明記されていたし，事実 1967年まではスラム地区およびそれをとりまくグレーエリア

の住宅にはほとんど抵当保証をおこなわなかった.また連邦最高裁が否定的判決を下した

1948年までFHAは.コペナントの積極的な推進者として，抵当保証の申請人に対し
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て，約款にサインすることを奨励した. FHAがいう健全な近隣住区(s 0 u n d n e-

ighborhood)とは，人種隔離のおこなわれた均質な住区であった(N a t i 0-

nal Commission on Urban Problems， 1972， pp 

100-101) .このような政策を実行した結果. 196ち年の数値でみると，住宅必

要度の大きい人口の40%を占めるローアーミドルクラス以下の世帯に対して 11%の抵

当保証Lか割り当てず，地域的には中心市をさけて郊外に保証が集中した.

もちろんレッドライニングに反対する声は強かった. 1 973年 12月と 1974年3

月に連邦住宅貸付銀行理事会FHLBB(Federal Home Loan Ba~ 

k Board)は，レ、ソドライニングは不法であるとの声明を出L.多くのコミュニテ

ィ グループ。(シカゴではメトロポリタンエリア住宅同盟MAHA)が個々の差別事件を

集約する運動を展開し， 1974年にシカゴ市は市の資金を扱おうとする全ての金融機関

に対してレッドライニングしないことを保証させ， 197ち年イリノイ州は不動産の立地

を理由に貸付を拒否することを禁止する法律を制定した.また連邦議会は 1976年6月

に発効した“Home Mortgage Disclosure Act"を制定して

，連邦が保証する資産 1000万ドル以上の全金融機関に対して，センサストラクト別に
3!!.) 

抵当融資の件数と金額を公表することを求めた.これらの諸措置の有効性は今後に評価さ

れようが.そのような措置の存在自体が住宅金融における人種差別が今日なお根強いこと

を示唆している.

6 連邦補助住宅とセグリゲーション

個人の自立を倫理とし私的資本の活動を最大限に許容する米国では，住宅市場への政府

介入は伝統的に小さかったが， 1969年から補助住宅(s u b s i d i s e d h 0 u-
~~) 

s i n g)のウエイトは 1---2割に上昇している.そのち割以上を占める公営住宅 (pu-

blic housing)は，ニューディール政策の一環である 1937年住宅法以来

供給されてきたもので，低所得者にとっての意味は大きいが， P.ティーペンは「国全体

を通じて，公営住宅は貧困なやっかい者の黒人を隔離し押し込めようとする，連邦.州，

地方政府の政策の影響を受けてきた」と批判した (Thigpen，1976. p. 1ち

6) .その施策が論争を生んだことではアメリカで最も著名なものの一つであるシカゴ住

宅公社CHA(Chicago Housing Authority)も，初期には市

の全域に分散した公営住宅の供給を考えていた.しかL公営住宅立地の決定権を持つ市議
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会は，公営佐宅は必要とされ要求れる場所に建設されるべきであるという原則をかかげて

，その立地をゲットー内に限定することを提案し，かつ市議会議員は自分の選出区におけ

る立地の決定に拒否権をもっていたので. CHAも議会の提案に同調せざるをえなかった

.その結果家族用住宅の 92%が黒人地区に立地 l，高層住宅はフェデラルスラムに転化

Lていったことはすでにのベた.最近CHAは公営住宅の見かけ上の分散が実現できる老

人用住宅 (elderly housing)と借り上げ住宅 (lea.sed hou 

s i n g )の供給に重点、をおいているが，前者には白人テナントが多く.後者では家主が

テナントを選択する権限をもち，黒人を拒否することができるし. CHAも白人地区の借

り上げ住宅に対しては黒人の入居割当を小さくした.

1966年8月，公営住宅入居者のために活動してきたアメリカ市民自由連合ACLU

(America.n Civi Liverties Union)は，人種差別を禁

止した 1964年公民権法6条と 1868年修正憲法 14条違反のかどで.CHAとUH

Dを連邦地区裁判所に告訴した. 1 969年にR.オースチン (Austin)判事は，

f市議会が白人地区に提案された公営住宅の立地の 99. 5%を拒否し.黒人地区への提

案は 10%を拒否したにすぎないことを知りながら. CHAが隔離地点での建設をおこな

ったことは修正憲法 14条に違反，テナントを黒人と白人に分類し隔離地点に配分したこ

とは 1964年公民権法6条に違反Jと裁定l，CHAがゲットーの外にまず700戸の

低層住宅を建設l.さらに以後白人地区3，黒人地区 1の割合で公営住宅の建設を進める

ことを命令した.これに対して市当局は2年間公営住宅建設の計画を発表せず. 1974 

年までは建設活動をストップした.裁判所からの継続的な圧力と，敗訴をおそれたHUD

の説得(都市更新・モデルシティ基金4600ドルの凍結をにおわせた)によって， 1 9 

7 1年にCHAはようやくゲットーから 1マイル幅の緩衝地帯をもった 275地点 170

0戸の建設計画を議会に提出Lた.しかしこの案は議会の承認を得られず，修正案が可決

されたが，地点は 100.戸数は 732に減少し，うち44地点だけが一般住宅地区に，

56地点は緩衝地帯に含まれた.関係地区の 19の白人コミュニティは連合組織を作り，

1969年国家環境政策法をたてに，公営住宅の立地はその入居者の特性からして近接す

る近隣住区の正当な利益をそこなう要件であると反対した. 1 977年時点で700戸の
3斗3

うちまだ63戸の建設しかおこなわれておらず，黒人入居をともなう住宅の地理的分散が

いかに困難なものであるかが痛感きれる.

他の補助住宅，すなわち低所得者と老人用アパートの建設者に連邦が低利融資をおこな
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った 1959年住宅法202条住宅と 1961年法221(0) (3)条住宅，それにと

って代わった 1968年住宅都市開発法236条住宅.低・中所得者の持家取得に対する

低利補助をおこなう同法23与条住宅等の供給においても，その分布パターンは基本的に

公営住宅のそれと変わらなかった.たとえば 1971年合衆国公民権委員会は. 23雪条

住宅のうちでブライトエリアに建設されたものは黒人が，その他のものの70%は白人の

非マイノリティが購入した事実を問題として指摘した.シカゴでも 1972年現在236

条住宅の74%が非白人率70%以上の黒人地区に. 10%は非白人率30'"'--ち0%の地

区に立地している.要するに私的セクターにおけると同様の人種による空間的隔離が公的

セクターにおいても優勢なのである.

7 行政的対応の問題点

郊外の自治体が宅地の最小規模を規定したり集合住宅の建設を禁止した建設-住宅条令

や地域制(ゾーニング)を駆使して，黒人の流入を実質的に阻止してきたことはよく知ら

れており，それにはすでに第4章でも引用したA. ダウンズに代表される「郊外開放」の

主張が対置されている Oowns. 1973).ただL本項でとりあげるのは，明ら

かに住宅市場における人種差別の禁止をうたいながらも，依然としてセグリゲ←ションを

存続せしめてきた司法的，行政的措置にひそむ問題点である.

住宅における人種差別の禁止措置はまず州政府によってとられた. 1 9ちち年のニュー

ヨーク州にはじまり. 1972年までに 30州でオープンハウジング法が成立し，公民権

委員会が設置された.しかし委員会の司法的権限は小さく，被差別者が申Lたてをおこな

っても，協議，和解，説得によって救演するという，消極的な対応しかとれなかった.シ

カゴ市自身も国内の同種条令の先頭を切って 1963年に公正住宅条令 (fair ho・

using ordinance)を制定した. 1973年の同改正条令はシカゴにおけ

る住宅の販売や賃貸に関係するいかなる人に対しでも，人種，皮膚の色，性，婚姻状態.

宗教，出身国，家系によって顧客を差別することを禁じている.それはまた，融資におけ

る差別や，ブロックパスティング (b1 ock bust i ng)とパニックペドリング

(panic peddl ing)を結果する差別を禁止している.人間関係委員会(

Chicago Commission on Human Relations)が条

令にもとづく申したてを処理し. 500ドルまでの罰則金を課す措置や，不動産仲介業の

資格停止措置を市に対して勧告する.この委員会への申したて件数はつぎにふれる HUD
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への申したてより多く. 1 976年で219件を数えたが.そのほぼ半数は証拠不十分で

却下され，半数が調停によって解決された，借家の交渉は電話でなされることがおおく，

適当な口実で差別することはむつかしいが，持家売買の場合には，抵当信用評価など巧妙

な口実を使って，差別がおこなわれるという.

黒人の市民権・機会均等を認めた 1886年Civil Rights Actや 18

68年修正憲法第 14条が存在したにもかかわらず，連邦政府がはじめて積極的に住宅差

別の克服をうったえたのは. 1962年のケネディ大統領の行政命令 (Executi-

ve Order) 11063であった.それは連邦政府の諸官庁が以後の住宅に関連す

る仕事において，人種，皮膚の色，信条，出身国を理由とする差別をおこなわないように

命じたものである. 1964年には議会がいっそう包括的な市民権法を成立させた.その

タイトル日はあらゆる種類の連邦の資金援助をうけたすべての住宅プログラムにおける人
3'1) 

種差別を禁止した.ただし差別禁止は政府が関与する住宅に限定され，純然たる私的住宅

には及ばなかった.プライバシーに密着した住宅への公的干渉に対する抵抗がそれだけ強

かったためであろう. 1 966年ジョンソン大統領はすべての住宅における差別を禁止す

るOpen Housing Lawを提案したが. NAREBの強力な反対と議会工作

や，ベトナム問題をめぐる議会と大統領の対立によって上院の通過がはばまれた. 196 

8年4月のキング牧師の暗殺等を背景として，同年公民権法がようやく成立し，全住宅の
38) 

80%における差別を禁止した第8条は 1970年 1月に発効した.8条施行の責任はH

UD長官にあったが，差別件数が非常に多いにもかかわらず担当スタッフは少なく，しか

も州法の委員会の場合と同様に申したてを受けてからの協議，説得，和解がその主機能で

あり，和解(住宅開放か損害底償)までに平均2. ちカ月の期間を要したため.実際の入
1'1) 

居には役立たないことが多かった.調停がならずかっ差別の証拠が明白な場合には.HU 

Dはその件の告発を法務省に付託し，地区裁判所で審理がなされ，最終的には損害賠償が

命ぜれれたが，賠償額の平均は800ドルにすぎず，差別をおこなった不動産業者にとっ

ては大きな打撃とはならなかった.また判決の効果はローカルで，全国的に影響する判例

を形成しなかった.さらに問題は， HUDへの申したてや裁判所への提訴は，白人地区へ

の転入を試み直接差別を体験した教育ある中・高所得黒人によってなされることが多く，

その背後にあって，ゲットーに閉じ込められ，直接的な差別に直面する機会さえもたない

多数の貧困な黒人には，救演の手が差Lのべられない点である.
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おわりに

政府が主導する都市更新事業であっても，私的資本に多くを依存するかぎり，それが十

分に効果を発揮するのは都心部の改造に限られ，インナーエリアの再生には無力であるこ

とが， HUD自身の委託した調査によって改めて確認された.他方，市場機構を利用した

フィルタリング プロセスは，所得の高い人々の郊外への流出と所得の低い人々の滞留を

生み出すことで，中心市の停滞や衰退を余儀なくする.もし仮に，中心市の低所得者が増

加せず，しだいに住宅需要が低下するとすれば，長期的にはフィルタリング プロセスが

除々に中心市の住宅条件を向上せしめる可能性をもっ.しかし，低所得人口の自然増加率

は大きいし，大都市には低所得者の流入も続くであろうから，劣悪住宅が市場メカニズム

によって順次除去されていくとは考えられない.そのうえ，人種差別による住宅市場の二

重性は，中心市の再生をいっそう困難にする.まず黒人が郊外居住の途をとざされている
40) 

ことにより，やがて中心市は黒人都市に転化することが予想される.このことは，現在大

都市内部に形成されている黒人ゲットーを，メトロポリタンエリアの中に都市的単位でも

って拡大再生産することを意味しよう.解決策として郊外の開放が主張されるが，単なる

開放は所得の高い黒人の中心市からの流出を招くばかりで，中心市の活力をいっそう弱め

ることになりかねない.さらに黒人側には第4章で述べたように，やがて多数派となり発

言力を強めるために，中心市からの分散を拒否すべきだとの意見も台頭してきている.そ

れに，住宅市場における黒人差別は，本章でみたごとく郊外のみにとどまらず，インナ-

4¥) 

エリアにおいても強固であり，そのことが現在のインナーエリア荒廃の主原因のーっとな

っている.郊外化で衰退しつつある中心市を，人種的にも経済的にも統合された活力ある

都市に再生するためには，なによりもまず，インナーエリアにおける住宅市場の二重性を

打破し，人種の混住を実現するとともに.白人の涜出を防ぐ条件を創出する必要がある.

かつて人種差別の激しかったハイドパークにそのような状況が部分的に形成されているが

，それについては次章で取り上げる.

最後に大都市におけるラティーノの問題に付言しておきたい.現在の米国大都市におけ
4'1) 

るラティーノの生活条件は，平均的に黒人よりも劣悪である.しかも人口増加スピードは

著しく大きい.シカゴの場合，過去 10年間にその人口は倍増し， 1970年で24. 7 

万人，全市人口の 7. 3%を占め， 197ラ年推定では3ち万人(全市人口の 10. 4%  

)に達している.他の都市でも，ニューヨーク 127. 9万 (16.2%)，ロスアンジ

ェルス48. 2万 (17.1%).サンアントニオ 33. 6万 (51.4%).マイアミ
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15. 2 万 (4ち. 4%)を数える(いずれも 1970年).さきにみたごとくペリー

は，ラティーノに対する人種的偏見はなく，アービットラージ メカニズムが作用しない

と説明したL.かつて金融機関はラティーノに対しては黒人に対するよりも好意的であっ

た.しかし最近ではラティーノ地区の住民が，住宅改善に銀行融資が得にくいことや，保
43) 

険率が法外に高いことを訴えている.今後，黒人に代わる都市暴動の主役はラティーノだ

との見方もあり. 1977年6月にシカゴのラティーノ地区で発生した 2日間にわたる暴

動や. 1977年7月のニューヨーク大停電時にマンハッタン東部のスパニッシュハーレ

ムで生じた略奪横行は，そのような見方を裏づけている.米国大都市におけるインナーシ

ティ再生の道程は長くて厳しいようである.
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亘主

1 ) 第]章でとりあげたパージェスやホイトの都市構造モデルもシカゴの分析を基礎と
Lて提唱されたものであり.ドレイクとケイトシ (Drake & Ca_vtoll. 19 
02. p. 12)はシカゴのブラ・ソクベルトを理解すれば.数十のアメリカ大都市のプラ
ザクベルトが理解できると述べている.
:.n 都市更新事業の内容については，森村(1 9 7 1年).佐々波(1 976年).高
重 (1974年).山本(1 973年).上村(1 976年)等があり.問題点を指摘L
たものと Lて住田 (1970年. 1 974年) .矢沢 (1976年)，マーチン アンダ
ーソン(1 9 7 1年)等がある.
3 ) プライトは一般にある期間にわたる物的構造への資本の不投下を伴い.社会経済的
ないしは物的条件の変化によって引き起こされる悪化(恥tρrioratio日)の状況であり.不
動産を修理.維持，刷新，現代化するための支出が不十分で、その不動産をオリジナルな状
態に，あるいは経済的生産性の安定Lたレベルに保ことのできない状態である (00S 

thu zen. p. 4). 
4 ) 住宅所有者の移転に.住宅の取得費プラス 1万 5000ドルまでの移転補償支払い
がなされるようになった.
雪 19ちO九 74年に更新地区で年間 1万3ち2ち戸の住宅が建設されたが.その4
0%は中高所得者用の住宅であった. 1 q 6ち年以降毎年 3. 1万戸が地区で修復された
が.連邦の修復口ーシを受けたのはその 20%にすぎない.
6 ) その分布図は割愛するが Mayer & VVade (1969. p. 407). 
Culter (1973， p. ち4). Berry (1976. p. 弓 1)等に 196，(

年までのものは収録されている.
7 ) 22 1条 (d) (3)は 1961年住宅法による中所得者用賃貸住宅の建設促進の
ための市場利子率以下プログラム， 236.条は 1968年住宅都市開発法による低中所得
者用賃貸住宅の家賃補助プログラムで 202条や 221条 (d) (3)に代わるもの 2
3ラ条は 1968年法による低中所得者住宅購入補助プログラムである.くわ Lくはthe 
Pr e s i d刊 ts Commi tt~.. on Urba日 H(jU s i n g (I n 3. P P . 5 b -&品) ，伊豆(1 976年)を参照
のこと.
8 ) ゲヴトーの語はローマのユダヤ人居住地にはヒまるが.今日のゲ・ソトーは都市内の
その場所以外では利用できる住宅がないことを特徴とする.ミドルクラスを含む大部分の
黒人はゲヴトーの外に自由に住居を選択することができない状態にあり‘そのことが本章
の主要なテーマでもある なおインナーシティのゲヴトーはスラムであることが多い(
Tbe National Commission on Urban Probrems，1968.p.3&).なお 1960年に黒人比率が
ちO%以上となった地区の大部分は今目黒人比率が95%以上となっており，ある地区の
黒人比率が 30%に達すると.以後.黒人地区化が急速に進といわれる (McKay.1
977. p. 49). 
9 ) なお同書83ページやBerry. et al. (1976. p. 57)には放棄
住宅の分布図が示されている.
1 0 ) 白人は黒人の近くに住むことをきらうから黒人居住地区に近い住宅にはより小額
Lか支払おうとせず，黒人は白人の近くに住みたがるので白人居住地区に接Lた住宅によ
り高額を支払う.両地区の境界にある住宅に対Lて黒人がすすんで白人より多くを支払う
とれば.住宅の所有権は白人から黒人に移転する.これがアーピトラーシ‘ メカニズムで
，それによって黒人地区は膨張L.やがて黒人地区の住宅価格は低下するが.白人地区の
価格より相当安くなると膨張は停止する.
11) CULは 1916年に設立された組織で.初代会長は都市社会学におけるシカゴ
学派の重鎮. R. E. Pat-kであった.この組織に対Lてはその後もシカゴ大学スタ・ソ
フの積極的な協力が続いている.その活動については. Chicago Urban 
League (1976)が詳L~ 1. 
12) 1970年センサスによると空き家総戸数は7万473戸，うち販売用は 247
3戸，賃貸用がラ万 330ち戸，その他が 1万469弓戸である (US Depart 
ment of COTnmぞ rce. 1972. Part2， p. 1) 
1 3 ) 例えば. 3000工 3999ドルクラスで白人 28. ち%，黒人 10. 2 %.弓
OOO~ ち 999 ドルクラスで 24. 0%対 13. 0%. 7000~.9999 ド 1[.. クラス
で32. 3%対 24. 4 '%である.
1 4 ) さらに住宅戸数 200戸以下.持家比率ち%以下.スペイン語系人口弓 O%以上
のトラクトはいずれも除外されたー
lラ CULの報告はペリーの結果との差異を強調するが，ペリーの分析でも，最上層
と最下層がほとんど含まれない黒人膨張地区と隣接白人地区のみを比べると.やはり前者
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の住宅価格のほうが高い.ペリーはこれをア←ヒトラーシJ メカニズムによる特味なケース
とLて説明Lたが， (~' U Lはこれを経済的に対等な黒白両人種における差別価格そのもの
であると強調するのである.なえお 1969年の世帯所得をみると.黒人世帯で6000
ドル以上の世帯の比率は 64. ち%を Lめる bid. ，pat-t1，ち 04ト
1 6 ) デアがあげる 1968年のボルチモアの標準例によれば，月額家賃 76ド11.-の貸
し家からの年間粗収入912ドルから， 1 3 O~t;の空き家・滞納によるロス 1 20ド11.-，税
と各種保険料2ラ4ドル，維持・補修・上下水道費 330ド11.-， 1 0 q.;の管理費(家賃収
集費) 79ドルの合計 794ドルを差し引けは，純収入は 118ドルに下がり，収益率は
わずかに4.7%となる(土地，建物の評価額を 2ち00ドルと仮定).これに金利負裡
が加われば.とても貸し家経営は成り立たない (Dear，1976， p. ，7). 
17) 1970年センサスによれば.貧困基準 (poverty ne)以上の黒
人世帯は 79. 3o.oに達Lている (ibid. ) 
1 8 ) 例えば. 1 9弓O、 60年の82のメトロポリタンエリアにかんする分析 (Ha-
ugen & Hぞ ines，1969).1967年のセシト 11.-イスの調査(K a i n 
& Quigley， 19，2). 1968~69年のニューへブシにおける調査( K i 
ng & Mieszkowsk .1973). LかL.1960年のダラスについて
の分析は有意差な Lとしている (Lapham. 19(1). 
19) 197宮年3月26日以前に着工された新築住宅の購入者には.購入価格のち%
.最高 2000ドルを限度とする連邦所得税の控除がなされる(伊豆. 1 976年. 24 
0 ベーシ~) .なを差別の彰響全般についてはKain & Qu gley(197ち.
pp.293--300)が詳 Lい.

20) McKay (1977)は英国の場合と比較Lながら詳Lく二重性のメカニズム
を論じている.本節は同書に負うところが多い.
21) Spear (1967. p. 6).1870年に黒人は選挙権を持ち.
年に学校差別が廃止され，公共的な場所での差別禁止はずっと続いた.
22) C ty of Chicago (1976. p. 弓) .なお同書には 1840

1860，1870.1900.1929.19ちOの各年次における人種別コミュニ
ティの地図が収録されている.
23) 図4-1ではコミュニティ単位で黒人地区の膨張を示Lたが. Spear (19 
67)， Bert-y (197ち.p.213.220).Cit.v of Chica 
go (197ち， p. 8) ではセンサストラクト別に 1900~70の黒人地区の膨張が
一層詳細に示されている.なおMori11 (1972. p. 30)はブラ・ソクゲ・γ ト←
が一般的に block-by-blockで膨張することを指摘している.
24) ハイドパークをめぐる事件に関Lては Spear(1967)とDrakぞ 氏

Cayton (1962)が詳Lく.本項の多くはこの 2著によっている.とくに暴力行
為についてはCh i c a g 0 C 0 m m i s s i 0 n 0 n R a c e R e 1 a t i 0-

n(1971)が詳しい.
2弓) 例えば，黒人が自分達の近隣住区内で住宅を購入できるように適当な利率で適切
な融資を行うよう白人に勧説したり，黒人に住居ーを提供Lそうな家主に圧力をかけた.
26) Thigpen (1976. p. 1ち与)はその暴力行為が連邦の公正住宅法が
成立し，最高裁判所が皮膚の色にかかわりなくだれでもどこででも住宅を取得する権利を
持っと判決Lた7年後のできごとであると慨嘆している.
27) Drake & Cayton (1962. p. 
んする以下の記述は同書に負うところが大きい.
28) McKay (1977. p. ラ2) .なお.以下の記述の多くは同書に負ってい
る.
29) NAREBがスポンサーとなって制定した 32州の不動産業資格法のモデルフォ
ームによると.コミ‘ソションが資格を取り消す要件と Lて.不当表示.二重取り扱い.詐
欺に似た不穏当な行為をあげており.コペナントをもった物件を黒人にあっ旋することは
不当表示.不器当行為と判断された (Long & Johnson. 1971. p. 1 
2 1 ) . 
30) 種類や業務については.通産省住宅産業室(1 973年) .伊豆 (1976年)
等に説明がある.
31) CUL(1977b. 
よる.
32) これは地区による融資差別の実態を明らかにする意図をもっている t_かL.金
融機関側は，黒人地区への融資が少ないのは差別が原因ではなく.需要が少ないためであ
ると弁明するから.融資申請件数の公表も義務づけないと十分に効果を発揮Lない.
33) 連邦補助住宅は低家賃の公営住宅の他に.連邦政府機関が住宅建設や住宅取得に
補助金支出.低利融資，利子補給を行っている住宅を含む
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34) Chi ぐ a 足。 Tl~ bu ne (1977. p. ろ8).なお本誌は. 1 0年
前の暴動で荒廃Lたウエストサイドに公営住宅を建設せよとの住民の要求に吋Lて. 1 q 
69年の裁判所命令の 700戸を白人地区に建設L終わるまではゲ・ゾトーでの建設はでき
ないという. C HAの広報官の言明を伝えている.
3ち McKay(1977. pp. 120-122).なお. M e t'ぐ e l~ 8:. 
Hultquist (1976. pp. 133--138)およ乙，"BeI~ I~Y. e t a l. 
(1976， p. ち8 弓9)には.シカゴの補助住宅の分布図が収録されているー
36) CUL (1977b. p. CJ). McKay (1977. p. 6弓)によると.
1966年の人間関係委員会への申 L立てが 139件であるのに対Lて. HUDへのそれ
は60件にすぎなかった. HU  Dの制度はそれだけポピュラーでないといえるー
37) 大統領命令に比べると. 1962年以前の住宅や.都市更新事業に関連する住宅
(公的住宅とは限らない)にも差別禁止の対象が拡大された.
38) 所有者が住んでいて 4戸以下の貸し家Lか持たないアパートと，不動産業者の仲
介なしで直接売却される持ち家の 2つが除外された.前者はそれで生計を維持Lている老
人を保護し，後者は持ち家者が個人的に同一人種の友人や近隣の者に臼分の家を売ること
を認めるためである.
39) 1969~70 年のHUDへの申し立て 2004 件のうち当該住宅の入居にこぎ
つけたものはわずかに 21件であ寸た (McKay. 1977. p. 66). 
40) 1970年に，アトランタ.ゲーリー.ニューアーク. 1 980年には.デトロ
イト.リヴチモシド.クリーブランド.セントルイス.パルチモア.ニューオーリンズで
黒人がマジョリティになるといわれた (Mori11.1972. p. 3ち).また P.
M. Hauserは 2001年にシカゴの黒人が 1ち7. ち万人，総人口の7弓%になる
と予側Lている (Chi c ago D a  i l.v News. 19 Ma.v. 1977). 
4 1 ) この点はFrieden(1967. p. 181)もフィルタリング プロセス
の問題と Lて指摘している.
42) 1960年のシカゴの例により.非白人対プエルトリカンの数値を示すと，ハイ
スクール卒業率 29: 1 1 .世帯所得中位数4742ドル:4 1 6 1ドル.持ち家率 16 
: 6.水準以下住宅率 26:33.1室当たり 1. 0 1人以上の比率34:ち2等である
(Taeubぞ r & Taぞ ubぞ 1-.197ち. p. 131). 
43) Chicago Tl-ibune (23 May. 1977， p. 38)および
同紙.12 June. 1977.なお後者は6月4日夕刻からち日夜にフムボルトパー
クで生じた暴動の背景を適確に分析Lている.この暴動は 1968年鎮静Lていたシカゴ.
の都市暴動のうち最大規模で，ラティーノによる最初のものであり. 3名が死亡. 133 
名が負傷. 164名が逮捕された.
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前章において，郊外化によって衰退しつつある米国の中心市を活力ある都市に再生させ

るためには，なによりもまず.インナーシティにおける住宅市場の二重牲を打破して居住

地の人種的統合を実現し，白人の流出を防ぐ条件を創出する必要のあること，シカゴのハ

イドパークにそのような状況が部分的に形成されていることをのベた.保全を中心とした

都市更新事業としてはハイドパークのそれがシカゴでは最初の，また国内でも当時最大規

模の事例であった (Condi t， 1974， p. 208).本章では住民組織の主導に

よって進められた更新事業の経過と内容を紹介し，なお残された問題点を明らかにしてみ

たい.わが国の大都市でもようやく，住居地区の再開発が実施されはじめて，建設的な住

民参加の重要性が認識されている今日，ハイドパークの事例に示唆される点が多いと思わ

れる.

I ハイドパークの概観

本章が対象とするハイドパーク (Hyde Park)は，設定以来与 O年近い歴史を
¥) 

もつシカゴの75のコミュニティの 1つである.プラックベルトとして有名なサウスサイ

ドの唯中に位置するハイドパークが，いかに特異な存在であるかは，図 6-1を一瞥すれ

ば明らかであろう.黒人比率が70-----99%に達する周辺コミュニティにくらべて，ハイ

ドパークの黒人比率は31%にとどまる.また，世帯年収(中位数 1万1ち00ドル)は

周辺コミュニティのそれ(ち 000-----8000ドル)はもちろん，黒人が極めて少ない北

部インナーシティの諸コミュニティの数値にくらべても大きい.ブラックベルトの真中に

このような白人と黒人が混合する良質のコミュニティを出現させた最大の要因は，住民に

よる都市更新 (urban renewal)への努力であった.その経過や内容は H節

以下で順次とりあげることとして，まず，更新に密接な関係をもうコミュニティの発展史

を概観しておこう.

シカゴが合衆国の鉄道の結節点と Lて発展しはじめた 18ちO年頃，ここはまだ沼沢.

砂州.草地よりなるほとんど無人の土地であった. 18ち6年に郊外住宅地の開発を意図
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Lたディベロッパー P. コーネル (Cornell)はハイドパーク駅(ち 3番通りとレ

ークパーク街の交点)の設置を条件として，イリノイセントラル鉄道会社に地区内を貫通

する路掠用地60エーカーを提供Lた. 1 8ち7年には 1日6本の列車がハイドパークと

都心を結び. 1859年には47番通りにケンウッド駅も設置されて周辺の住宅地化が進

んだ. 186 1年には 39番通りから 63番通りを範囲とするハイドパーク村が成立L.

やがて村域は現在の市域の南端 138番通りにまで広がった.その頃市街地が急速に膨張

しつつあったシカゴでは，市街地を公園とそれを結ぶプールバードよりなるグリーンベル

トでとり囲もうとする構想が生まれ. 1869年には南部公園委員会 (South Pa-

rk Board)が設立され.ハイドパークの東西に位置する大公園，ジャクスンパー

クとワシントンパークおよび両者を結ぶ大グリーンベルト，ミッドウェープレイザンスが

造られた (Mayer & Wade. 1969. p. 100).シカゴの中心部を焼き

つくした 1871年の大火ののち.郊外のこの村は最初の建築ブームに見舞われ，とくに

ケンウッドには多数の富裕家族が来住L.全村の人口は 1万里 176人に達Lた (Ki 

tagawa & Teauber. 1963. p. 96).1880年代にはシカゴ都

心部との連絡が一層便利になったために第2の建築ブームが起こり，これまでの 1戸建住

宅に多数のアパートが加わって人口は急増した.即ち. 1882年にそれまでの馬車鉄道

に代わってケーブルカーがシカゴに導入され，最初のルートがすべて南に向けられたため

サウスサイドと都心との結合は強まった. 1887年にはコミュニティの西限をなすカテ

ッジグローブ街67番通りにまで路線がのび，その支線がコミュニティを東西に貫く雪ラ

番通りをレークパーク街まで通じた. 1889年には住民投票によってハイドパーク村は

シカゴ市と合併Lたが. 1890年の旧村の人口は 13万3ち00人に達していた.都心

へのアプローチの良さや大公園とミシガン湖の存在によってジャクスンパーク一帯が 18

93年の世界コロンビア博覧会の会場に選定され，会場と都心は蒸気機関車による高架鉄

道(6 3番通り経由)で結ぼれた.博覧会を目当てにして多くのホテルやフラットがレー

クパーク街のち 3番通りから日号番通りに集中的に建設された.アメリカの都市計画のこ

う矢といわれたらカゴ・プラゐ(1 909年)の作成者D. H.パーナム (Burnham

)の指揮により白亜の殿堂で構成された博覧会場は，現実の「グレーシティ」シカゴに対

Lて「ホワイトシティ j と呼ばれ. 2700万人の入場者を迎えた (Annis.197

6p. 29). しかしホテルや住宅の過剰供給がわぎわいして，博覧会閉幕後は空部屋や

売家が続出L.いくつかのホテルはやがて下宿屋に転用された.博覧会の前年にはまた，
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ハイドパークの性格形成と都市更新に大きな影響を与えたシカゴ大学が北のダグラスから
2) 

現在地に移転してきたし，大学の立地に伴い各種の学校や協会も設立された.さらに，今

世紀の初めには市の人口増加に呼応して，大学北方の旧村核心部に主として 3階建ウオー

クアップ形式のアパートが.地価上昇を反映しでかなり高密度に建設された.続いて 19 

20年代前半にはハイドパークにおける最後の建設ラッシュとして，東部の湖岸沿いに高

層アパート群が出現した.このような数次にわたる住宅建設と人口増加に対応して，旧村

の核心部をとり囲む形で商庖街が形成された(図 6-4A参照).かくして. 192ち年

までにはコミュニティ内のまとまった空地のほとんどが宅地化され，ハイドパークは住宅

地として成熟の状態に達した.コミュニティの人口は 1920年3万7ち00人. 193 

0年4万8000人， 1940年ち万600人， 1 950年号万里 200人と増加したが

，その間少数のアパートを除き住宅は建設されなかったから，それだけ建物内部が細分化
3) 

され居住者密度が上昇したことになる.そして 1940年代からは除々に黒人の流入が始

まった.こうした事情が住民の都市更新運動を誘発したのである E

4) 

ところでコミュニティの内部は通常次の4地区に区分される(R 0 S s i & D e n-

tler， 1961， pp. 15-21).47番通りからハイドパーク大通り(5 1番

通り)までの部分は，ケンウッドコミュニティの南半に当たり， 187 1年の大火以後シ

カゴの百万長者が大邸宅を構えた地区である.かつては街路樹の繁茂する高級郊外住宅地

であったが，交通の便の良い北部から住宅の細分化と黒人の流入が始まり，富裕層の多く

はシカゴのノースサイドに転出Lてしまった.ハイドパーク大通りからちち番通りまでの

一帯は旧村時代の核心部 (village core)で，様々な様式の建物が無計画に

建設されたために，更新の対象となる問題が最も多い.住民構成は宗教的にも職業的にも

多様である.コアーの内部と周辺の上述の商底街は， 1階が商底， 2----3陪はアパートと

して利用され，その悪化は更新運動を誘発した一因である.ラち番通りから 59番通りま

でが大学コミュニティで，シカゴ大学のキャンパスと関連施設が大きな面積を占めている

.キャンパス東側は「ゴールデンスクヱアーJ と呼ばれる大学関係者の多い居住区で. 1 

880-----191ち年に建設された 1戸建住宅とアパートよりなるが，建物は良好に維持管

理されており，黒人比率は最も小さい(図。-3) .このセクションこそが，ハイドパー

ク全体に文化的な雰囲気を与え，ひいてはア・ソパーミドルクラスを牽引 LたL.更新運動

の源泉ともなった.イリノイセントラルの路線以東湖岸までが東ハイドパークである.高

層で間取りのゆったりしたアパートメントホテルやホテルが多く，専門職のユダヤ人や金
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持ちの未亡人が目今立ち黒人比率は小さい.

H コミュニティの変質

1920年代にアッパーミドルの白人居住地と Lて成熟段階に達したハイドパークは，

前章でのべたように 1948年に限定約款が違法とされるまでは，さまざまな差別的行為

で黒人の流入を阻止l--応の安定を保ってきた. Lかし 1930年代の大恐慌から第2次

大戦後までの20数年間は，資金不足，資源節約，家賃統制令等により建物の維持補修が

十分に行われなかった.その間シカゴの軍需産業は多くの労働力を吸引し，彼らを収容す

るために古い邸宅やアパートは小さなフラットや下宿屋に細分化されていった.その結果

，開発以来80年を経たコミュニティのある部分は除々にプライト化しはじめ，さらに 1

948年以降の黒人の急激な流入(図6-3)と富裕層の外部への流出はプライト化に拍

車をかけた.

ハイドパーク・ケンウッド・コミュニティ協議会 (Conference)の 19ち1
s") 

年レポートは，ブライトの内容と要因を次のように列挙している. 1)建物の状況:欠陥

のあるデザインと性質，欠陥のある内部の配列，古びた建物，修繕の必要な或は利用が適

切でない建物，火災の危険のある建物，立地やデザインの悪さ，混合利用による悪化. 2 

)住民に関連する状況:高い人口密度，住宅 (dwelling units)の過密と

不十分な衛生施設，不十分なレクリェーション施設，高い少年非行と犯罪の比率，高い幼

児死亡率，肺結核その他の疾靖の発生，不健全な精神状態(自殺など). 3)土地及び公

益事業に関連する状況:非経漬的な土地の形状と大きさ，不十分な公益事業サービス，警

察・消防その他公共サービスへの不相応な支出，公益施設の建設と維持の不足. 4)価値

に関連する状況:固定資産の評価額低下による税の減収，サービスコストにそぐわない税

収，異常な税の滞納.そして以上の状況を生み出した要因を次の4つとした. 1)黒人の

漬入はスラム化につながり，固定資産の価値は低下するだろうという将来に対する不安.

2 )過密居住，不潔，無秩序が目立つ古い下級アパート (tenement)からのプラ

イト化の拡散. 3)自動車所有が急激に増加したことによる駐車スペースの不足と一般的

な道路の混雑. 4)地区!は過密で施設は過度に利用され.市のサービスは人口増加におい

つかず，学校校舎，ごみ収集，警察と消防，道路の清掃と補修および照明がいずれも不十

分で，新しい建物への投資が行われなくなったこと.
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また，コミュニティの保存と改善における大学の役割を論じた 19弓3年のシカゴ大学

のじポート (The University of Chicago， 1953)も，コ

ミュニティ悪化 (deteriorat ion)の事実として， 1)過去の 10年聞にお

ける人や物財に対する犯罪の増加， 2)住宅のより小さな居住ユニットへの転挽による過

密の増大， 3)相当数の建物の管理不足と物理的悪化， 4)十分なコミュニティサービス

と施設(教育，レクリェーション，買物，駐車の各施設)の不足，ラ)低所得所帯の流入

増加と特定街区への集中居住，のちつを指摘した.

以上のようなコミュニティの変質の一端を 1940年と 1960年の数値を対比して示
ι) ~ヲ

せば表6-1のとおりである.人口の減少と黒人比率の上昇，所得水準の低下，建物老朽

化の進展，居住者密度・建物の維持・住宅価格等の市の水準への接近等が読みとれる.こ

うした変化はひとりハイドパークにとどまらず，周辺のコミュニティに共通する傾向であ

ったが，それから今日までの 20年間，他のコミュニティがますます悪化し衰退したのと

は対照的に，ハイドパークのみが良質のコミュニティとして存続し得たのは.自覚的な住

民の都市更新への努力に負うているのである.

亜 都市更新の推進者

1 コミュニティ協議会とプロックグループ

ハイドパークの都市更新に関与Lた住民組織を代表するものの 1つは，ハイドパーク-

ケンウッド・コミュニティ協議会である. J. Q. ウィルソンは都市更新への市民参加を

論じた論文で，アメリカにおける都市更新が遅れている理由の 1っと Lて，近隣住民の都

市更新に対する抵抗が除々にかつ累積的に増大Lてきたことをあげ，事業の成功にとって

近隣レベルの市民参加が有効なことを指摘した上，事例としてハイドパーク・ケンウッド

-コミュニティ協議会の積極的かつ建設的な役割を紹介Lている (Wi 1 S 0 n， 196 

7， pp. 290-293).ハイドパークの更新事業を理解するには同協議会(以下単
官3

にコミュニティ協議会と呼ぶ)の性格と機構をみておくことが不可欠である.

コミュニティ協議会は，クエーカー教徒のJ.アブラハムソン (Abrahamson

)女史の提唱によって 1949年 11月に結成された.同女史が委員長を務めたクェーカ

一派の社会秩序委員会 (Social Order Committee)は，住民転出

のパタ←ンを変え人種関係を改善する社会活動に関心をもっており.それが他の2つのリ
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ベラルな宗教グループ，ユニテリアン (Unitatians)とユダヤ教改革派(R e-

form Jeus)にも支持されて，コミュニティ協議会の性格を決定Lた.即ち 1) 

できるだけ広い個人メンバーによる市民組織とする， 2)左翼の人種的ユートピアニズム

も右翼の人種差別主義もとらない，ヨ)白からの手による住宅修復，住宅・ゾーニング規

則の執行強化，更新計画の予備的討議等を通じてコミュニティの改善につくす，の 3)点で

ある (Ross & Dentler， 1961. p. 105).このようなリベラル

な草の根民主主義と自助を信条とする組織が.強固な黒人排斥の歴史をもったハイドパー

クに出現した理由は何か.年間3000の集会をもっコミュ二ティだと自称するほど，ハ

イドパークにはもともと多くの組織が存在したが， 1 930年代の大恐慌を契機として新

Lい要素が加わり，米国中西部におけるリベラリズムとラディカリズムのセンターといわ
q) 

れるようになったのである.その背景に研究の自由，理性的論議，調査と実験を重んずる

シカゴ大学のリベラルな気風があり，多数の大学及び関連機関のスタッフや学生が居住者

であったことは注意されねばならない.しばしば売り切れとなるニューヨークタイムズの

日曜版を購入するために，付近で火災が発生した時でさえ，行列を崩さなかったハイドパ

ークについてのエピソード (Beadle，1967， pp. 2-5)は，このコミュニ

ティの特殊な雰囲気をいかんなく伝えている.もちろんリベラルなコミュニティ協議会を

批判する保守的な要素，商人，不動産業者，ホテル経営者，家主，金融業者，ビジネスク

ラブのメンバー，大学や関係機関の行政官等は協議会に参加しなかった.白人コミュニテ

ィの維持を目指す彼らは，協議会はコミュニスト集団でその目的は黒人の導入にあるとき

めつけ，地区の悪化は協議会のせいであると非難した.

しかし協議会は実態調査への協力やプロックグループの設立を通七て，メンバーや支持
10) 

者をふやしていった. 1 9ラO年にサウスサイド計画委員会がコミュニティ評価研究を始

めた時，協議会は積極的にこれに協力し， 2000人のボランティアを動員して地元のフ

ィールドワークを担当し，それを通じて住民を計画活動に引き込むと共に協議会の目的を

住民に理解させた.そして 1951年には前記のレポートによって，コミュニティの問題

点、を明示した.

またコミュニティ協議会はシカゴ大学の人間力学研究室(H u m a n 0 y n a m i c-

s Laboratory)の協力を得てプロックグループを組織した.プ口、yクグルー

プは道路に面する居住街区又はその集合を単位として結成され.歩道の修理，街灯の設置

，放棄車の撤去，建築・ゾーニング規則違反の監視等固有の問題を解決すると共に，連合
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してより広域の清掃活動なども行った.協議会メンバーの多くはこのプロヴクグループの

熱心な活動家であったが，協議会とブ口、yクグループは一体のものではなく.ブロックグ

ループは独自の活動資金(会費，寄付)をもち，協議会の方針にしばられることはなかっ
1¥) 

た.協議会はプロック運営協議会を通じて多数の住民との意思の疎通を図るとともに，各

プロックグループとコミュニティ全体，大学.市当局との連絡機能を果たすことによって

コミュニティの改善という会の目的を遂行した.

協議会を特徴づけたものに 13の常設委員会の活動がある. 1 0-----2ち人の委員会メン

バーには 1"'-2年の任期で協議会会員の有志が就任したが(会合に3回欠席するとメンバ

ーから除外された)，その多くは都市の夫々の分野におけるエキスパート(法律家，建築

家，教授，労働関係専門家，経営マネージャー等)であり，教育水準の高い多彩な人材を

備えたハイドパークの特徴がそこにも反映されている.委員会は評議員会に服Lながらも

かなりの独立牲をもって目的と手段を決定し評議員会への勧告を通して政策形成に寄与

した.

2 シカゴ大学と東南シカゴ委員会

都市更新においてコミュニテイ協議会におとらず重要な役割を果たしたのはシカゴ大学

と東南シカゴ委員会である.前節でコミュニティの悪化を指摘したシカゴ大学のレポート

にふれたが.同レポートが刊行された背後にはつぎのような大学の危機感が存在した.シ

カゴ大学が卓抜した大学でありつづけるためには高いレベルの教員，職員，学生を吸引し

なければならず.教員や学生にとってのシカゴ大学の主要な魅力の 1つは，良質な周辺コ

ミュニティの存在であった.大多数の教員や学生が大学キャンパスの周辺に居住している

lユ〉

事実がそれを裏づけている.他方.大学の存在は知的・文化的関心の強い多くの専門職や

ビジネスマンを吸引し，彼らの需要は大学関係者だけでは維持Lきれない高次な商盾やサ

ービスのコミュニティでの存立を支えてきた.けれども前節でみたようなコミュニティの

悪化の進行によって，若くして有能な教員の新採用が次第に困難となり，学部学生の入学
s) 

数も減少してきた.加えてキャンパス周辺に居住していたスタッフの域外転居が始まった

9時~雪時の勤務パターンをとるようになった教員は図書館利用の利点を失い，午後お

そくからのゼミナールを中止した.シカゴ大学を特徴づけてきた幅広いコミュニケーショ

ンが失われ，夕刻lから始まる文化活動も減少した.このような環境悪化に根ぎす一連の変

化は，一流をもって任じてきたシカゴ大学を一般の都市大学と同ーの水準にひきおとしつ
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つあるというのである.

もちろん大学は周辺の環境保全のためにいくつもの努力を重ねてきた.土地の購入，ス

タッフのための住宅の建設や資金融資，中古住宅の購入と改善，コミュニティの保全を研
I~ I~ 

究するウッドローシプランの推進，ハイドパーク計画協会に対するてこ入れなどである.

1 9ち1年総長に就任した L.キンプトン (Kimpton)は大学の危機に対処するた

め，コミュニティの改善を大学行政の重点目標とした.この目標実現のために設立された

のが東南シカゴ委員会 (South East Chicago Commission 

)である.ただし委員会創設の直接のきっかけは，大学教授の妻が誘拐・暴行されたこと

にあった. 1 9ち2年3月に大学ホールで開かれた 2000人の住民大集会において，大

学総長(委員長)と市民リーダーよりなる弓者委員会 (Committee of Fi-

ve)が設立され，委員会は問題の研究と解決策の勧告を行うこととなった 2カ月後の

集会でラ者委員会は東南シカゴ委員会の設立を勧告し承認された.同委員会の主要任務は

犯罪の防止・警察の強化，住居の不法な細分化 (conversi on)の防止，中-上

層居住地の安定確保，地区更新計画の作成である.委員会には政治組織を除く住民がだれ

でも加入できたが固定会費はなく，シカゴ大学が初年度は 1.ラ万ドル.以降4年聞は毎
(b) 

年1万ドル以上を拠出した.また評議員指名委員会が準備した 60名の候補者名簿にはホ

テル所有者，不動産会社，企業連合会，諸機関の代表が名をつらね，コミュニティ協議会

の活動家はほとんど含まれていなかった，しかも評議員会は実質的な論議をなすことはな

く，財政援助を行うゴム印にすぎないと陰口され.理事会も専務理事の内々の報告を開く

場にすぎなかった.専務理事に就任した J. レビ (Levi)はコミュニティと大学に強

い愛着をもっ有能な法律家で，委員会をとりしきり，綿密な根まわLと攻撃的な手段を駆

使して強引にその目的を遂行した.そこで，東南シカゴ委員会における住民参加は名ばか

りで，委員会はシカゴ大学の利害を最も重視する大学の手先であるとの批判さえ出た.

けれども，草の根民主主義を標ぼうし理想を追うコミュニティ協議会が，コンセンサス

を得るのに時間を費やしたのに対して，東南シカゴ委員会は素早く問題の核心をつく直接

行動をとり.犯罪や環境悪化の防止に相当な効果をあげた.たださきにあげた委員会の目

的のうち，地域更新計画の作成に関しては，レビといえども利用 Lうる適当な機構がなか

った.そこで彼はマーシャルフィールド財団に働きかけ，シカゴ大学に計画ユニットを設

置するための基金 10万ドルを寄付せLめた. 1 9ち4年3月には計画ユニットが開設さ

れ， J.メルツア (Meltzer)が所長に就任Lた.以後この計画ユニットが弱体な
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市の機関に代わって.ハイドパーク更新のための具体的計画を策定することになる.

町都市更新の経過

1949年住宅法はスラムクリアランスを可能にしたが.スラム化に先手を打って公的

資金で保全 (conservation)を行う制度は存在しなかった.その必要を痛感
内〉

した民間のメトロポリタン住宅・計画協議会 (Counsi l)等の働きかけをうけて，

州議会は 1953年7月に都市コミュニティ保全法 (Urban Community 

Conservation Act)を制定l，シカゴ市は同法に対応してコミュニティ

保全局 (Community Conservation Board)を創設した.連

邦議会もその翌年に 19ち4年住宅法を成立させて，都市再開発事業をスラムクリアラン
I'n 

スから修復 (rehabi 1 i tat i on)と保全を加えた都市の全面的な更新へと発

展させた.このようにハイドパークが求めるコミュニティ保全の制度は次第に整備されつ

つあったが，コミュニティ更新はまず旧法に基づくスラムクリアランスから開始された.

1 ハイドパーク A.B

ハイドパークA.Bと呼ばれる再開発事業は，コミュニティ協議会によって端緒が聞か

れ，東南シカゴ委員会の市当局に対する強力な働きかけによって実現された.コミュニテ

ィ協議会はさきに引用した 19宮 1年のレポートで，プライト化の進んだ旧村核心部の商

庖街をクリアランスし，ショッピングセンターを建設すべきだとの提案を行い， 1 953 

年夏には市のクリアランス委員会 (Land Clearance Commiss 

o n )を招いて現地を見せ，秋にはプランを討議するための住民集会を両者合同で開催し

た.けれども商人，不動産業者，ビジネスクラブメンバーなどを包摂し得なかったコミュ

ニティ協議会の力では，運動をそれ以上進展させることはできなかった.

代わって登場Lたのが東南シカゴ委員会である.計画ユ二、ットがシカゴ大学に開設され

てよりわずか3カ月後の 19ち4年6月に，所長のメルツアは再開発プラン iHyd e 

Park A and BJを完成した.東南シカゴ委員会は同案を市のクリアランス委

員会に提出し，それを若干修正したクリアランス委員会のプランが7月に市議会に上程さ

れた富市議会は公聴会を聞き， 1 2月には同プランを承認. 1 9ちち年 1月にはイリノイ

州住宅委員会もそれを承認した.つづいて同年3月には連邦資金約 64ラ万ドル:が交付さ

1:12 



れ，ち月には早くも土地買収と建物除去が開始された.計画提出後 1年未満で事業着手と

いう異例に早い進捗ぷりは，東南シカゴ委員会の政治力の大きさを物語っている.

「ハイドパーク A.B Jの対象は図6-4Bに示す47エーカー (19ha)の住商混

合地区で，その中に 209榛の建物と 17宮O戸の住宅および 194の小企業が含まれて

いた.対象地区は全面的にクリアランスされ，跡地には6万平方フィートのショッピング

センターと 600台収容の駐車場，住宅828戸が新設された.このプランが提示された

時，最も大きな影響を蒙る 55番通りの企業者組合もいち早くそれを支持した.計画事業

の範囲が東の一部に限定されていたこと，コミュニティで評判の悪い深夜営業権をもっ 2

3軒の居酒屋の排除に賛成であったこと，移転費用や営業権消滅に対する補償や補助のな

いことを知らなかったこと，新設されるシヨヅピングセンターへの入居を期待していたこ

と等が理由といわれる (Berry，et al.， 1968. pp. 28-30).商

庖の取りこわLに補償が得られないことやショッピングセンターへの入居が困難であるこ

とが明らかになるにおよんで，企業者組合はクリアランス委員会にその点での配慮を要請

したが，同委員会はそれに応ずる権限をもたず商人達の希望が入れられないままに事業は
z心

進行Lた.

上記の如く 19ち雪年日月に事業は開始されたものの土地の取得は以外に難行L. 19 

58年3月にようやくクリアランスが完了Lた，その間， 1 956年末には公募入札に応

じたディベロッパーち社のうち，ニューヨークのWebb and Knapp社が用地
21) 

を落札した.同社は 19雪7年 1月にショッピングセンターの規模を縮小した最終的な開

発プランをクリアランス委員会に提出した.面積の大幅な縮小によって入居の機会を奪わ

れることになる地元企業者組合の反対にもかかわらず， 4月に市議会，つづいて州，連邦

の関係機関によって同案は承認された.かくして問題はショッピングセンターに入居する

キーテナントの選定に移った. 2200人の有力組合員を擁し，クリアランス委員会，コ

ミュニティ協議会.コミュニティ紙ハイドパーク・へラルド等にバ、ソクアヴプされた生活

協同組合が， Webb and Knapp社の当初の意向に反してスーパーマーケット
:2.:2.) 

への入居権を得，同スーパーは 1959年にオープンした.同時に， Webb and 

Knapp社は他のテナントの募集を行ったが，生協の入居交渉が難行したこと，ショヴ

ピングセンター周辺の発展に疑問をいだいたこと，取りこわしから相当の日数が経過して

いたこと.業種が適切で‘なかったことなどのために，地元企業者の関心はうすれ.最終的

には地元からの入居は生協を含む4底にとどまった.結局クリアランスされた 194のビ
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ジネスのうち大部分が除去の際或は移転後に廃業LてLまった(表 b- 3を参照).現在

のシヨヅピングセンターは生協を中心に活況を呈Lているが，ベリ一等は 1I、イドパー

クショッピングセンターの暦史は，その財政的成功や生協の成長にもかかわらず.除去さ

れた商人達にとっては期待はずれの歴史であった.クリアランス委員会が企業を除去する

ために強圧的な方法を用いたことと， Webb and Knapp社が言葉では地元商

人に妻子意を示Lながら計画と交渉に当つては彼らを無視Lたことが，商人達に不満をいだ

かせた Jと論評Lている (ibid. ，p. 47). 

828戸の新設住宅の内訳は.三棟の高層アパートち 40戸(単身者用と小世帯用)と

タウンハウス 288戸である (De p a γtment .of Urban Renew 

al， Chicago， 1964. p. 27).その数は除去された住宅 17ちO戸に比
;l.~) 

Lてあまりにも少なく Lかも価格や家賃は在来住宅の水準を相当上回るものであ勺たか

ら，当時の再開発地区一般に見られた如く，新たな住宅費負担に耐え得ない多くの人々は

地区外へ転出 Lて行かねばならなかった且

なお. 1 9ち4年に市議会がはじめて 1/、イドパーク A . 8 Jを承認した直後に，東南

シカゴ委員会はその西側隣接地区に 6. ちエーカーの近隣公園を作るべきだとの提案をシ

カゴ公園区に行った.この提案をめぐって，コミュニティ協議会の性格は大きく変化した

.すなわち，協議会の計画委員会と評議員会は公正な買収と適切な移転を条件と Lて提案

に賛成したが.立ち退きをせまられる 132世帯を含むブロックグループは激Lく反対L

た.ちラ番通りの企業者組合の反対も加わって，結局計画そのものは挫折Lた.しかし.

これを契機として協議会とその計画委員会は，都市更新における白からの役割を次の如く

消極的に規定した. 1つは住民に対Lて計画に関する情報の伝達を行うことであり， 2つ

は計画に対する住民の意向を計画ユニ・7 トのプランナーに伝えることである.つまり協議

会は計画遂行に関する多数住民の合意形成をあきらめよ単なる情報交換のチャネルに徹す

ることとなった.このことは計画過程で政策的影響力を行使するコミュニティ協議会の力

を著しく弱めた.

2 都市更新計画の成立過程

上記の如く 19弓4年にはゴミュニティ保全のための制度がととのい，シカゴ市も都市

コミュニティ保全局を設立 Lていたが，同局はまだ弱体で十分に機能Lていなかった.保

全事業の早期実施を願うシカゴ大学は.白から計画案を準備することを決意L，1 9ラ号
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年に市当局と都市更新計画作成の契約を交Lた.市内にはハイドパーク以上に保全を必要

とする地区が多くあったにもかかわらず.ハイドパークが最初の保全地区に選はれたのは

:L4.) 

地元に積極的な運動があり.連邦政府への補助金申請の適格条件を備えていたこと，そ L

てハイドパークの計画が 19与9年冬の選挙で再選をねらう市長の在織中に実現可能な唯

」のプロジェクトであったことによるとされている.

1 9宮雪年3月にシカゴ市は連邦政府に更新計画作成のための補助金の交付を申請 L.

9月には 19万8680ドルまでの交付が決定された.早くも翌 10月に壮大学の計画ユ

ニットの手になる 1次案 (Prel iminary Plan)の概要が，プロヴクグル

ープのリーダーに示された. 1 9ち6年4月には市のコミュニティ保全局が保全地区指定

のための公聴会を地元で開催L. ち月には正式に地区指定を行った.同年8月，シカゴ市

は予備的事業報告 (Pre iminary ProJect Report>を連邦政

府に提出L.1 2月には 2ち83. 弓万ドルの補助金支出が約束された a また 9月には市

長が更新計画に備えて.イリノイ州で-最初の保全コミュニティ委員会 (C0 n sぞ t-V a 

ょ5')

tion Commun ty Counci 1)のメンバーを指名 Lた.

1 9 弓 7~58年前半は，計画ユニットによる最終計画案の作成と.住民による計画案

の検討がおこなわれた.コミュニティ協議会の計画委員会や各ブロックグループが住民集

会を開き，市の関係部局や計画ユ二、ソトの代表と住民との質疑応答が行われた.更にコミ

ュニティ協議会はシアーズ・口一パ、ソク財団より得た基金でオフィス内に更新計画に関す

る情報セシターを開設し住民の質問に答えた.情報交換に徹した協議会は東南シカゴ委員

会ほどに計画案の内容に影響力を発揮できなかったが，協議会が準備した多くの集会で表

明された意見は，計画ユニットのリーダー J. メルツアの資質もあずかつて.更新計画案

の中にかなり反映されたといわれる.

1 9与8年 2月に，最終計画案はコミュニティ保全局より保全コミュニティ委員会ヘ送

られた.同委員会はローカル新聞にこの案を公表したのち 2日間の公聴会を開催Lた，

その場でコミュニティ協議会が出Lた32の変更要求のうち8つが受理され，他のグルー

プの変更要求も 36のうち 14が受理きれた (Ross & Dentler. 196 

1‘ p. 1与4) . 4月に入り保全コミュニティ委員会はようやくコミュ二ティ保全局へ

計画案を返送Lた.

コミュニティ段階で計画案が承認されたこの時期に，それまでは十分に意見を開陳でき

なかった内外の各種のグループが斉に批判の声をあげた圃主たる批判グループは.借
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家人 a 持家者連盟.弓うのプロヴクグループ，黒人のためのシカゴアーパシリーグと全国

黒人地位向上協会 (NAACP) ，カソリ‘ソクの枢機卿委員会 (Card 0 03. 1' 日

Committee)，イリノイ共産党.クゾクカウシティ産業連盟委員会、 Lカゴ社会

福祉協会，周辺の弓つのコミュニティ組織，精肉包装出荷工場労働組合 (Un ted 

Packinghυu s旬 ¥'1/ 0 t-k e r s U n i <) n )などであった.そのすちコミ

ュニテイ内の批判を代表したのは借家人・持家者連盟である.ハイドパーク A.Bが実施

された時.協議会の中に再開発に反対するリベラルグループが存在Lたが，更新計画に対

しでも明確な方針をもったこのグループは.最終案が公表された時点で.態度のあいまい

な協議会にとどまり得ないと自覚Lて， 1 9弓8年弓月に上記の別組織を結成Lた.精肉

包装出荷工場労働組合とも密接な関係をもった連盟の批判の論点、は次の3つであった(ト

bid.. pp. 223-224).1)更新計画は低・中所得世帯を駆逐L高所得コミ

ュニティを作るものである， 2)それは修復可能な住宅を除去することによってシカゴの

住宅不足を激化させる，ラ)それは黒人クリアランスとみなされる.しかLコミュニテイ

内の少数派である連盟の力は弱く，反対運動は見るべき効果をあげ得なかった.

これと類似の批判を行いながらも，より強い野響力を発揮したのは枢機卿委員会であっ

た. 1 9ラ4年連邦住宅法が成立した時.古い近隣を管区にかかえて人口変動に大きな影
'.l.b) 

響を受けていたカソリ・ゾクの枢機卿ストリ・ソチ (Stritch)は，低所得世帯の住宅

問題にも関心をもっていたので，更新や保全の意義を検討するための委員会を設立した.

委員会は住宅と人種関係の分野に関心と知識をもっ聖職者によって構成され， M. イ一方.

ン (Egan)が委員長を務めた.イーガンをは七めとする教会のリベラル採は黒人や低

所得者の窮状に同情的であり.闘争的な労働組合，とくに精肉包装出荷工場労働組合との

関係が強かった.計画案を検討 Lた委員会は 1958年4月から管区の新聞“ New

World"によって批判のキャンベーンを展開した.その論点は次のとおりである(i-

b i d. ， p p. 2 2 9 --2 3 0 ) . 1)計画は主と Lてシカゴ大学に利益をもたらす.

大学の利害は正当であるにしても，それは住民の利害と衝突する， 2)修復可能な余りに

も多くの住宅を除去L.低所得者と黒人の住宅不足を一層大きくする， 3)移転の対策が

不十分である， 4)古い近隣での密度の引き下げは都市の他の地区に悪影響を及ぼす.移

転する数千の低所得者と黒人を住宅市場へおいやり.彼ら自身と受入地に損害を与える，

ち)ハ pイドパーク，ケンウヴドに資金を配分すれば，より必要度の大きい他の近隣の更新

が遅れる， 6)近隣単位の勝手な更新は全市のマスタープラン作りを阻害する.以上の批
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判のうち特に4) .~わ)は更新地区外にかかわる問題点であり，都市圏全体に訴える力を

もった.その反面，外部からの強力な批判は当該コミュニティ内部の結束を固めさせる役

割を果た L.またプロテスタントとユダヤ教のグループもカソリックに対抗Lて計画案の

支持に担った.そして，主張が正当であるにもかかわらず，枢機卿委員会の批判が最後ま

で強力に支持されなかったのは次の理由によった (ibid. ，pp_ 233-236) 

1 )ストリヴチ枢機卿がその年ローマ滞在中に死亡Lたため枢機卿委員会の権威がうす

れ，一般信徒の中に委員会の主張に同意Lない者が現れた. 2)聖職者の中にもイーガシ

の力の政策が，ストリヴチの下で・つちかわれて来た非カソリ・ソクとの良貴子な関係を損なう

と批判する者がいた，ヨ)批判を額面どおり受け取らず，とくに黒人達の間にはその真の

ねらいは白人の教区を守ることだとのさい疑心をもっ者がいた. 4)委員会の批判点の多

くはすでにハイドパーク内でも検討されており.ょうやく成案にこぎつけた段階で，外部

から批判する者は単なるトラブルメーカーだと思われた(ただL現実には，初めから外部

の意見を計画作りに吸収する仕組みができていなかった)-
::tq) 

いま 1つ.黒人の側からの批判をみておこう.当時国内では最大の黒人新間であった“

CHicago Defぞ nder は 19弓8年ち月 2日の社説で， 1)シカゴでは私

的にも低・中所得者住宅の供給が少ない，三)強力な人種隔離によって黒人は住宅市場へ

の自由な接近をはばまれている. 3) クリアランスはすでに過密なゲットーに Lか行き場
のない黒人を追い払うことになる. 4)この計画は連邦の援助を一番必要と Lない人達を

益するものである，と主接Lた.

このような最終計画案への反対の声におされて，市から市議会への議案上提は幾度も延

期された.その聞に市長は最終案の規模縮小工作を行い，金融関係者も建物の除去で放出

される土地を利用Lっくすには最終案の資金が不十分であるとの判断から.計画規模の縮

小を支持Lた. 1 9ち8年7月コミュニティ保全局は380万ドルの計画規模の縮小(1 

2の建物の除去と 47番通りの拡張の計画からの削除)を表明し，加えて市内の9つの指

定詰み保全地区に関する事業の推進を言明した.またシカゴ住宅公社やシカゴ住宅協会は

，計画地区内に低・中所得者住宅の建設の用意があることをほのめかLた.コミュニティ

保全局の縮小構想を審議Lた保全コミュニテイ委員会は縮小に難色を示Lながらも，政治

的な配慮によって 240 万ドル(連邦資金 180 万ドルと市の負担 60万ド I~ )だけの削

減に同意Lた.この更新計画案の現模縮小を含む市長工作は，住宅移転と人種にかかわる

問題以外の批判をある程度やわらげる役割jを果た Lた.かく Lて9月にはコミュニティ保
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全局がついに最終案を市議会に上提した.市議会の住宅・計画委員会は 1カ月の間公聴会

を含む審議を重ね，世論の多数が計画案支持であることを確認しながらも，批判の核心を

なす公営住宅の建設と適切な移転措置(補償と場所)を求める主張はもっともであると判

断し計画案の修正を関係者に働きかけた.市当局は移転に関しては全市の事業における

移転問題を扱う移転局 (Relocation Bu γe a u )を設立するための条例案

を10月の市会に上提すると言明したが，公営住宅の導入は連邦政府の承認を要する主要

な変更であり，一切の手続きの最初からのやり直しが必要だから応じられないと説明した

.やむなく住宅・計画委員会は， 1)計画に 120戸の分散した低層連棟型の公営住宅を

含めることが望ましい， 2)コミュニティ保全局と保全コミュニティ委員会にできるだけ

早くこれを実現するように要請する， 3)議会は計画案を承認する，との妥協案を全員一

致で市議会に勧告した. 1 1月7日，市議会は最後まで残された問題点については市当局

の信義にゆだね，計画案を反対なLで可決した.

V 都市更新計画の内容

このようにして成立した更新計画は 1966年までに与回の修正を受けている.修正請

みの計画書を中心に要点、をみよう (Department of Urban Re ← 

newal， Chicago， Mimeo.) 

1 区域

更新計画地区は，ハイドパークの全域とケンウッドの南半(図6-2)から，ジャクス

ン，パーナムの両公園，イリノイセントラルの鉄道用地，ハイドパークA.Bの部分，シ

カゴ大学キャンパスを除いた85ち. 8エーカー (346.3ヘクタール)の範囲である

.イリノイ州 19ち3年都市コミュニティ保全法における保全地区に適合するためには，

面積 160エーカー以上. 50%以上が住宅用地，住宅用建物の平均経年35年以上.現

状はスラムではないがスラム化，プライテッドエリア化のおそれがある，との条件を満た

す必要がある.当該地区の 19ち6年の土地利用状況は，住宅用地90. 1%.商業用地

8. 0%.その他用地 1. 9%で， 3077棟の住宅用建物と 2万9321戸の住宅につ

いては.主要な住宅規則違反が2与.4%と27. 4%.衛生施設の共用が 1. 9%と3

1%.衛生施設は専用だが小さな規則違反ありが 10. 0%と15. 3%，規則違反な
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しが62. 7%とち 4. 2%で.保全地区指定の条件に適合じている，

2 クリアランス

コミュニティの保全では修復に力点がおかれるものの，いくつかの悪化部分はクリアラ

ンスによって再開発される.ハイドパークではち 3番通りと東ハイドパーク以外の商唐街

がほとんどクリアランスの対象となった(図6-4) .表6-2の如くその面積は 101

2エーカー(4 1ヘクタール)で計画エリア全体の 17%を占め，その中に建物630

棟と，住宅ち 941戸(夫々地区全体の 20%)が含まれる.除去されるこれら住宅のう

ち1雪6棟. 1 034戸は住宅規則に違反していないものであった.そ Lてコミュニティ

保全局の調査によれば， 2人以上の家族世帯4371が与年以内に移転を完了Lなければ

ならない.またペリー等の調査によれば除去された事業所は447で. 1966年現在そ

のうち 202(45%)が移転先で営業を続けているが残りの 24匹事業所は廃業して L

まった(表6-3) . 
:1.'&) 

クリアランス部分は住宅用(高密度地区ではエーカー当り最高 100戸で4戸当り 3駐

車場が必要，低密度地区ではエーカー当り最高20戸で各戸に 1駐車場が必要)，補助的

な非住宅施設用，公営住宅用(世帯用4カ所と老人用3カ所).商業用(キンパークプラ

ザ，ハーパーコート，ビレッジセンター).公共-半公共用(学校，消防署，教会， Y M  

CA，病院，その他国体施設，駐車場等)に供される.

3 修復

クリアランスされないすべての建物(全体の約80%)は修復の対象となる.修復は建

築，住宅，ゾーニング等の諸規則を注意深く継続的に執行する私的・自発的な活動によっ

て遂行される.所有者に能力がなかったりやる気がなくて自発的な修復がなされない場合

には，市議会の承認を得てコミュニティ保全局が処置する.

修復の目的は，それによって住宅がフィジカル:な点で安全かつ堅牢なものになり女子まし

い市場価値をもつように一新されることにある.そのためにはこの事業に定められた次の

如き細部にわたる不動産修復基準が達成されねばならない. 1) 1ロットに 1住宅棟， 2 

) 1世帯用ユニットへは他の世帯用ユ二、γ トを通らずに行ける. 3)居室へは寝室を通ら

ずに行ける. 4)世帯用ユニットは専用浴室を備える，弓)浴室は換気ができる， 6)浴

室は世帯用ユニットの中に位置し，地下ではいけない， 7)寝室には金具つきのドアがあ
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る. 8)寝室の中か近くには戸棚か衣装ダンスを備える .9)台所にはキャビネヴトか食

料貯蔵室と用具収納庫を備える， 1 0 )たとえキャパシティが十分でも既存の建物内で2

世帯ユニット以上が 1つの暖炉を使用 Lない， 1 1 )多世帯用建物内のセントラルヒーテ

ィング機器へは lつのアパートメントも通らずに行ける .12) (a)壁や天井の表面状

態が良好. (b)外壁と屋根の状態が良好， (c)芝生・低木林・中庭の状態が良好，

1 3 )床と敷物の状態が良妻子. 14)居室として使用されていない地下の床はコンクリー

トで舗装されている. 1雪)私道は維持・補修が十分になされ永久地役権で保護される.

なおクリアランス地区以外の高密度地区ではエーカー当り最大密度300戸で住宅4戸に

つき 3台分の路上外駐車場，低密度地区では最大密度48戸で各戸に 1台の路上外駐車場

が要求される.また都市更新地区内の不動産は 1954年住宅法220条による抵当保険
ユり

の対象となる.計画書では私的な修復支出の総額を 3000万ドル以上と推定Lた.

4 商業施設

古い商庖街はほとんど除去され，代わりに 3つの商業施設，ビレッジセンター(ち 1番

通りとレークパーク街).キンパークプラザ(ち 3番通りと南キンパーク街).ハーパー

コート(5 2番通りと南ハーパー街)が建設された.このうちビレッジセンターは食料品

庖A&Bを中心とする平凡な小ショッピングセンターであるが，他の2つはハイドパーク

A.Bの苦い経験から得た教訓を生かし，住民主導で造られただけに注目すべき個性をも

っている.その概要をみよう.

( 1 ) キンパークプラザ

キンパークプラザの場所はクリアランスによって除去される地元商人に利用さるべきこ
1") 

とが「更新計画j の中に明示されていた.クリアランスされた土地はクリアランス委員会

の所有に帰し，再利用に当つては公募入札で一括売却されたから，地元の有力 15業者が

1960年3月に「ち 3番通りウッドローン・キンパーク・ショッピングセンター会社」

を設立して入札に備えた.一方では，市の都市更新局やハイドパークの住民が市長に働き

かけて.最高入札者でなくても立ち退き企業を収容してコミュニティを益するものに対し

ては落札もあり得る，との特別条例を 1961年 11月に制定させた. 1962年2月に

宮者による入札が行われ，キンパーク会社は最高入札者でなかったが rコミュニティの

利益」という新しい原則がきいて土地の取得にこぎつけた.そして翌 1963年 10月に

は， 167台収容の駐車場を L字型にとり囲む，床面積4.4万平方フィートのセンター
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がオープンした.用地代は 20万4ち64ドル，建設費は 1弓O万ドルであった.黒人比

率の大きい北西部(図6-3)に位置するところから，キンパークプラザの顧客の70%

以上は黒人であるが，テナントは以前の届舗におけるよりも良い営業成績をあげている(

Berry. et al.. 1968. p. 雪9.Valetta. 1971. p. 21 

) .やや狭い駐車場が周辺住民の車によって占拠されたり，夜間若者が集まりパンダリズ

ムの拠点、になっているとの問題もあるが，立ち退き業者が作ったキンパークプラザは，ン

カゴにおける更新地区商屈のモデルとなった.

( 2 ) ハーパーコート

ハーパーコートの場所もまた「更新計画Jにおいて，時人・工芸家を含む小企業に奉仕

する非営利団体に売却さるべきことが明記されていた (Department of 

Urban Renewal. Chicago， p. 1ち).資力ある地元企業によって

作られたキンパークプラザは，資力のない零細企業には無縁であった.ことに，ハイドパ

ークには伝統工芸を守り，芸術的雰囲気をかもし出Lていた多数の職人や工芸家がおり，

彼らは主にコロンビア博以来の建物である「アートコロニー」や悪化した商癌階上のアパ

ートに住んでいた.更新事業で彼らが駆逐されることを惜しんだ住民がハーパーコートの

建設にのり出した. 1 962年ラ月，コミュニティ協議会は職人達に低家貫のセンターを
る1)

提供すべきだとの決議を行い，翌63年には有力者が中心となって州の非営利団体法仁基

づくハーパーコート財団を設立した.財団は，同年秋に年利 6%，2与年償還の社債を売

出し. 430人の住民から 12万ドル(シカゴ大学は 2. 7万ドル分を購入)を調達した

.加えて財団は連邦の小企業省から利率5%.期間2ち年のローン48万ドルを得た.こ

の合計60万ドルはハーパーコートの建設費の80%をカバーした.更に零細テナントの

賃借料を安くするために，財団は床面積の 3分の 1を2つのレストランに平均以上の賃賛

科で貸しつけることにした.市議会は入札者を時人用センターの建設者に限定し，ハーパ

ーコート財団が唯一の入札者として. 1964年6月に 13万5672ドルで用地を落札

Lた.同年 12月から建設が始まり，小さな遊歩道をとりまく 2階建4棟，総面積3. 6 

万平方フィートのセンターが 196雪年7月に完成Lた.財団のテナント選考委員会は，

文化的.知的，芸術的な業種を優先するとの原則と，アンケートから得た住民の要望に基

づいて. 2つのレストランの他に，書広，文具宿，古書宿，楽器広，アートギャラリー，

工芸品宿，骨董品底，ランプ盾，ベット庖，獣医，べーカリ←，壁紙庖，婦人子供服庖等

29庖を選定Lた.しかし地元の除去地区から入庖Lたのはわずか3庖舗にすぎず，工芸
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家や職人を収容するという当初の目的は実現されなかった.また早くもオープンから 2年

後の 1968年4月には，営業不振の盾舗が隣接底舗に買収されて盾舗数は 21に減少し

，業種構成も芸術関係のものより婦人服やギフト関係の比率が高まってハーパーコートの

個性は薄れた.

このように更新地区に新設された 2つの商業センターは限界や欠点をもちながらも，そ

こには住民参加で推進された更新事業の精神が反映されているのである.

日 事業の費用と効果

都市更新では地方政府が純事業費用の少なくとも 4分の 1を負担せねばならず更新

計画j では，地方政府の負担が最低925万 5480ドル，連邦補助金が28ち7万 17 

1 3ドルと見積もられている.ところでコミュニティ保全局は計画の最終案を市議会に上

程する 1カ月前に.更新事業が市財政に及ぼす影響についての評価レポートを公表した(

Community Conservation Board of Chicago， 

1958) .その収支部分を要約したのが表6-4'である.純総事業費3668万ドルのう

ち地方政府(シカゴ市，公園区，教育委員会，クリアランス委員会)の負担は 917万ド

ル弱で.上記の金額よりやや小さいが評価自体に大きな影響はない.新設建物はクリアラ

ンスされた土地に建設されるものであり，修復による価値の増加は，地区内の建物310

O棟のうち除去されるもの650と修復の必要がないもの650を除く 1800棟につい

ての民間投資の結果である.差し引き評価額の純増加は，事業以前の地区内不動産評価総

額7000万ドルのほぼ30%に相当 l，それが年間 112万ドルの税収増をもたらすか

ら，事業に対する地方政府の負担917万ドルは8----10年間で償還され，以後は税収が

純増加となる.

以上の直接的効果に加えて，コミュニティ保全局はさらに次の利点、を指摘した.更新さ

れたコミュニティでは条例の執行や違反訴訟のための費用，警察活動の費用が軽減される

，シカゴ大学やその他の法人団体の健全化は市に対するサービスの増進と人口の吸引に資

する，更新地区で提供される多様な住宅は様々な世帯の再集中をうながす，ハイドパーク

での成功は他のコミュニティの更新への関心を高める.

他方， 1 968年時点、で更新事業に投下された資金は官民合せて 3億ドルに達するとい

うM.ビードル (Bead1 e)夫人は，更新の意義を肯定しながらも，都市のこんなに

小さな部分における「逆転できないプロセスを逆転させる」コストが膨大なことにおどろ
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き，問題意識がより早く生じていれば費用はより少なくて済んだであろうと慨嘆するので
32.) 

ある.

M ハイドパークの現況と問題点

更新計画aが開始されてより 20年近くを経た 1977年の春から夏にかけて筆者はハイ

ドパークに滞在した.郊外住宅地にくらべると明らかに密度は高く，広壮な邸宅も見当ら

ないけれども，建物や庭の手入れは行きとどき，街路樹の茂る道路は清潔で，夜間の照明

も十分であり，落ち着いた住宅地の雰聞気をただよわせていた.コミュニティを北西に向

かうほど黒人比率が上昇することは実感されたが， 3つのショッピングセンターのいずれ

もが白人・黒人の両顧客でにぎわっていた.また，シカゴ大学付属の小学校では両人種の

子供達が入り乱れて遊びに興じ，ほおずりして黒人の幼児をあやす若い保母の姿は印象深

かった.このようなハイドパークとは対照的に，ミッドウェーアレイザンスを南に越えた

ウッドローン地区では，窓が破れ雑草におおわれた放棄住宅やクリアランス後の空地が目

立ち， 63番通りの商庖街は多くの庖が閉鎖され，白人の姿をほとんど見かけなかった.

草の根的な住民組織としてのコミュニティ協議会が更新計画に期待した 3つの目的，

1 )フィジカルな悪化の防止， 2)犯罪の防止， 3)住民統合のうち，第 1目的はたしか

に達成されたといえる(第 1表の 1960年と 1970年の数値も比較されたbけ.第2

の犯罪の防止については，依然住民の関心が高いけれども.シカゴ大学の協力などもあっ

て発生率は低下しており，インナーエリアの他のコミュニティにくらべると相当良好な状
~，) 

態にある.第3の住民統合に関して，ビードル夫人は，他のどのコミュニティにくらべて

もハイドパークの人種関係は良妻子であることを認めながらも，プロックやセンサストラク

ト単位にみれば，極端に黒人や白人に片寄った部分のあることを指摘して，十分な居住地

の統合は達成されていないと主張する (Bead1 e， 1967， p. 23).けれども

最近では極端な黒人の流入や白人の流出はなく，人種間相互で住宅が譲渡され，東ハイド

パークの高級アパートでも白人と黒人が混合入居している.地区選出の市会議員は，ハイ

ドパークが人種的な住宅隔離の心配なしに子供を育てることのできる唯一のコミュニティ

であると誇るのである.また黒人の地位向上のために活動するシカゴ・アーバンリーグの

住宅専門家D. H.ハイネス (Haines)氏も，ハイドパークは十分に統合されてい

ないがほとんどのプ口、yクに両人種が居住しており，コミュニティ内の人種分布は次第に
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均等化されつつあるから，一般的にはインターレイシャルなコミュニテ‘ィと見なしうると

語った.

Lたがって住民統合の問題は人種的なことよりも階層的な色彩を強くもつ.合衆国全体

の再開発事業がクリアランスによって低所得者を駆逐したことは一般に批判され反省され

てきたが，従来のクリアランスは黒人が圧倒的に多いスラムを対象としてきたために，黒

人排除がクローズアップされていた.しかし完全にスラム化していない保全地区内の部分

的クリアランスに際しては，黒-白両人種の低所得者がその影響を蒙ることになる.ハイ

ドパーク・ケンウッドのプロジェクトでは， 1960"-67年に黒人世帯23 7 6，白人

世帯61 1 .黒人独身者 10 1 3.白人独身者 11 7 9が立ち退きを余儀なくされた(i 

bid. ，p.19).零細事業所を含めて，立ち退き者の大部分がコミュニティ内に再

居住できなかったことはすでにみたとおりである.公営住宅の建設については住民間に強

い意見の対立があり，これまでの大規模な公営住宅が周辺から孤立したフェデラルスラム

に転化したとの反省もあって，わずかな公営住宅(世帯用 12戸と老人用22戸)が分散
3斗〉

的に供給されたにとどまり，結果的には低所得者の再居住を妨げた.加えて最近では民間

住宅市場においてアパートのコンドミニアム化が図られている.ハイドパークの場合は，

小規模で比較的古いフラットが数万ドルで分譲されるケースが多く，買取り不能な低所得

借家人は立ち退きを強いられる.極言すれば，ハイドパークのコミュニティ更新事業は，

中高所得層の黒人を受け入れながら多数の低所得層を排除することによって，一定の成功

を収めたということになる.人種，所得，職業，教育水準等に関して多様な性格をもった

住民が真に統合されたコミュニティの実現は， 1コミュニティの枠組を越えて国全体で追

求さるべき困難な課題であろう.

その他にも更新事業に関連するいくつかの間題がある.第 1に，住民の連帯感が徐々に

うすれつつある点である.更新事業によって住民は入れ替わった L，東ハイドパークに新

築された高層・高級住宅にも新しい住民が入居した.来住者の多くは旧来の住民ほどには
3S) 

コミュニティ活動に関心を示さず，環境保全のために協力する熱意が之Lい.このような

状況の中で，ハイドパークの環境に大きな影響を与えるシカゴ第3空港や高速道路の建設

構想を，コミュニティが一体となって阻止できないのではないかとの危ぐがある.第2に

，更新事業が悪化をくい止めたハイドパークと，周辺のコミュニティとのコントラストは

一層強まった.例えば，ウヴドローンに属するジャクスンパークの南や西は， 1 9ちO年

代の初頭にはまだ安定した白人居住区であったが.住民転出(その多くは東ハイドパーク
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に向かった)によってゲットー化Lた.ハイドパークが白人や上層黒人の逃避地と Lて周

辺コミュニティから孤立Lている限り，たえず悪化をもたらす諸要素の侵入におびえ，緊

張を強いられることになる.第3は，少なくともフィジカルな悪化の防止という面では成

功したハイドパークの事例が一般性を持ちうるのかという疑問である.ロッシーとデント

ラーはハイドパークと多くの共通性をもちながらも更新計画が進捗Lなかったニューヨー

クのモーニングハイツの事例と対比しながら，広汎な市民参加，補完的に機能した 2つの

住民組織の存在，コミュニティ全体の問題に取り組んだシカゴ大学の姿勢など，ハイドパ
ちι3

ークにおける成功の要因を浮かび上らせた.強力な政治力を発揮しうる機関や多くの分野

にわたるタレントをもたない一般のインナーエリアのコミュニティにおいて，住民が主体

的に更新事業を遂行Lょうとすれば，ハイドパークの場合よりはるかに大きな負担と努力

を覚悟しなければならないであろう.
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戸:主

1 ) コミョ二ティエリアはシカゴ大学の S0 (' :'t I 日ぐ t'r 1ぐ('い.S (' ;t-
，-(' h C 0 m In t t ('ρ が，シカゴ市や合衆国統計局と協力 L，欠の諸点を考庖 Lて
設定 Lたものであるー ( ]エリアの定住.成長の歴史， (三) イ本件， (弓}商i剖.
(4 )諸団体の会員、の分布， (只 ¥ii引1¥，鉄道，道路.公開1等の障害物ーエリアはまたセ
ンサストラクトの集合体でもある (K d ♂ a. ¥̂"礼 ぬ Teε1. 11 h t" 1-， 1 c)ゎ弓.
p. X 1 

三 尽92年に J. D. ローソクフエラーがミザドウエープLイザシスの南北各 17 

口・ソクの士地を大学に寄付した結果による‘
'3 ) たとえはーあるブn・ソクでは弓 891世帯用の建物に868世帯が属住 Lており，そ
こでは人口比率の 3倍近い割合で犯罪が発生 Lた (sead1 f'， M. ， 19h7， f> 
1 2 ) 
4) ぢ 1番通り以北はハイドパークに属さないが， 伐のV節で論ヒる都市更新地!互に
合まれるー
ち) しポートの内容は日ゃ r，-，V ぞ f a 1 . ( 1 9ゎ8， ド p ， 弓)カh

ら引用 Lた.。} 後述の如く.再開発事業ハイドパーク A ' Bのクリアランス完了が 19弓パ年.
更新計画の確定もやはり 19号付年だから， 40年代¥弓 0年代にかけての悪化の状況は
40年と 60年の対比によ「でほぼ理解できるー
7 ) 内訳は黒人が 1万6弓90人増加 L，その他が 2可1c:; 6ラ人減少 Lた
8 ) 本節の 2つの組織については R οss & Dentlet- 19b1 
p P，わ 6-1ち弓)が最もくわ Lい.本節の内容の多くは同書に負うている，
9 ) 労働組合-社会主義運動-共産党のリーダ一等が居住 L，リベラ凡な宗教団体.
Unila.rians， Rρf 0 ，-m JξllS， Quak仔 r尽の活動が活発で.ハイ
ドパーク生活協同組合は 193 ラ年に設立された有力ローカ，~紙ハイドパークーヘラ
11-ドも発行されていた.
1 0 ) サウスサイド計画委員会は 1<) 4 6年に設立された民間の調査団体で.セント
ラルサウスサイドの計画的開発を進展させることを目的と Lている司評価研究は保全と修
復のための適切な方法を提案するためにおこなわれたもので，シカゴ大学.イリノイ工科
大学，ハーバード大学の学生.教員グループが参加rLた(公 outh S dρ P 1 d-

n n i n g B 0 a ，-d‘ 1952， p， 1) 
1 1 ) ブロヴク運営協議会は.各プロ・ソクのリーダーとコミュニティ協議会のブロ・ソ
ク担当者によって構成され.そこから 2名の評議員をコミュニティ協議会に送った.ブロ
ザクグループと協議会の補完的関係は両者の組織率により知られる， 1 9与え年協議会の
組織率9?6(2400世帯. 弓お 97人)に対Lて (Ross &. [)θn t I e r. 
1961， p. 124)，19弓ち年に地域のブ口、ソク 390のうち 344でブ口、リクグ
ループは組織されていた (Mi I lspaugh & Breぐkenfeld，19ゎ
0， p. (6) 

1 2 ) ハイドパークに居住する教員の比率tt，1 9弓9年70 (lo， 1 9 c:; 1年弓弓 OK3

1 9ち7年 61 %， ~仁のケシ力、ゾドと南のウヴドローンを含めると 1 939年内 4~o ・ 1 
9ち1年81()o，19弓7年78Ofl，同地域に居住する学生の比率は 19弓1年 700りで
ある (Ros日&. Dぞ ntler， 1961， p. 34t去よu・The Unive-
t-sity of Ch cago. 19ち3， p p ろ 4) 
1 3 ) 1 9弓0年代初めからの6年間に入学学生数は 3200から 1ろ弓 Oに減少L
た (Beadle， 1967， p. 1弓) . 
14) 1939年に As日 O ぐ at守 d Clllbお り f \~roodlawn 

1 nぐ.により始められ.シカゴ大学が推進 L，ふカゴ市がサポートした調査研究である
.その目的は， 3 O'¥-50年経過 Lた住宅地区に共通 Lた問題を分析 L，コミュニティの
再生のための活動プラシを提示することにあり，ウ・ソドローンはそのサシプI~ 地Rとされ
た (Ch cago Plan Cornmis日 on. 1 94ゎ， p p. "~- () ) . 
l ち 1947 年に結成され.主要メンバーは東ハイドパークの大ホテ，~ ，不動産業
者，シカゴ大学.会費はメシパーが所有する不動産価桔に応仁て分担 t_，シカゴ大学が最
大の負担者.会の目的Lt計画作りではなく.、/一二ングの執行強化.建築規制の強化.近
隣の清掃，限定誓約の普及であ勺た.
1 () ) 年間予算は斗.弓万ドルー大学以外では銀行.大ホテ，~ ，ビシ‘ネスグループか
主な資金提供者 (Mi llspaugh & Hγeck守 nfcld，1<.)わ()，ドー
1 0 3 ) 
1 7 ) 1 9弓4年に.都市および郊外の問題に関心をもっ市民リーダーによ「て結成

1ぺ(;



された団体で合衆国でも著名な存在である.計画と住宅分野における立法と事業化をめざ
す研究を推進 Lている. 1 <)弓')弓弓年に保全研究を行勺て.都市コミュニティ保全法
成立の原動力となった (Metropol tan Hou 弓!lメ a n d P 1 a fl-
II n足 c0 11 n c 1. 1 9弓b. pp. ~O ~2). 

1 8 ) この場合の保全仁 O IlS(-'t-'V:tt onは規則(、 oc!esと条例。，-d 

[¥ a n ('仔による保護を意味する (Sa(‘ks. 197三. p. 1 7 ) . 
19) 111 noi只日に ht e d /'¥ [-e a日 Hec!evelopme

n t A ぐ t of 1947および‘!-Iouぉ ng A仁 01 1949によるー
イリノイ法は悪化Lた 2エーカ以上の地区で Land ('1仔at-ancf-'、 omm  i-
s s i 0 n が土地の取得.クリアランス，販売を行う権限を認め，住宅法はスラム指定
地区での土地取得とクリアラシスのコストのヲ分の 2を連邦政府が補助することを認めた
~ 0 ) t_かL移転費用の補償については，ハイドパークからのキャンベーンが連邦議
会を動か L. 1956年住宅法で. 2000ドルまでの補償が認められることになった.
2 1 ) 落札Lた開発業者は厳密にクリアランス委員会の開発プラシに従う必要はなく
'委員会プランに設定された目的のために土地を使えはよかった.収益安定性の大きい住
宅により大きい面積を害11")当て.ショ・ソピングセンターを 16可平方フィートからわ万平
方フィートに縮小Lた.
22) 当初 vVebh and Knapp社は規模の小さい生協に不安をもち郊外
チェーンストア AAAを考慮Lていたが.生協はセシター建設費弓 8可ドルを調達 L.
号0 0乃ードルの売上に対Lて 7. 弓万ドルのレシト，それ以上の売上ーには 1. 弓%のレン
トを支払うことを条件に 20年間のリースを得た.総面碕4. 。万平方フィート.売場面
積 2. 2万平方フィートで.当時はシカゴ最大のスーパーであった. 1 967年の年商比
約 600万ドルに達Lている.
23) タウンハウスで地下部分を除く床面積 134mの 3寝室用が 2万ヨゎ弓 0ドル
107mの Z 寝室用が 1 万 986 ちド，~ .アパートは 2寝室が 140、 16 弓ド I~. 2 

寝室が 17 ち \22 弓ド，~ ( 1 9 6 2年) (Condit. 1974. p. 6弓. 1 Q 

60年センサスのトラクト 0613-Z(70年センサスのトラクト 4 1 08. 第 3図)

で住宅価格中央値は 1万 7200ドル.家賃中央値は83ドルであった.
24) 1 9ラ4年住宅法で連邦資金を得るためには「コミュニティ改善のための計画

(Workable Program)を連邦政府に提出 Lて承認を得なければならず

そこでは次の 7分野での進展状況を説明する必要があった. 1 規則と条例 2 総合
的コミュニティプラン 3 近隣住区の分析. 4 行政機構，弓 財政，わ 移転世帯の
ための住宅 I 市民参加 (Sacks. 1972. pp. 1ゎ 1 7) . 

三与) この委員会は保全計画をコミュニティ段階でチェ・ソクする公式の機関であり.
コミュニテイ保全局が提出Lた計画案を承認又は修正する権限をもっていた. 1 1名のメ
ンパーは地元の居住者で，地元の様々な組織から推薦された候補者をち者委員会(本文琴
照)がチエヴク Lたのち市長が指名した.
26) この問題についてはシエラード，マレー(1 9 7弓年)も参照のこと
27) Ros示&Dentler(19わ 1，p. 2弓4) .なお(、 h 仁a-

go  Urban League (19ち8)はLカゴの都市更新一般に対する黒人の批
判を展開 Lている.
28) 住宅戸数は記されていないが.事業評価(第4表)によれは 1882戸で.ク
リアランス以前より 40弓9戸減少する.なお 1960年と 1970年のハイドパークの
住宅数をくらべると 3936戸減少Lている
~ <) ) 1 9弓9----7 0年にすでに家主による修復費 1007万ドルの支出が認定され
たが.それにはべイシティシグなどの費用が合まれないため，実際額は之.弓倍程度にな
るといわれる (Vale十 ta. 1971. p. 弓.:1) • 
30) Department of lIrban Rθ 1¥ (-'¥，，'a 1. C h ぐ agυ

(Mimeographed. p. 1弓).ハイドパーク企業組合は地元商人の優先を主
張 L.ハイドパーク A.Bの彰響を反省Lていた東南シアゴ委員会や地元選出の上院議員
らそれを支持Lた結果.最終プラシにこの語句が挿入された.
3 1 ) 本章で引用 Lた“Th E' H.v c! e P a 1-k K e n ，̂-' () 0 d !J r b <'1. n 

Henewal Y行 ars lq64 19b7"の著者で.シカゴ大学学長の夫人で
ある M. Beadleや H."" d e P a [-k H e ，-a I dの発行者 B. ~ヲ ~1 gλn等が

加わっていた.
32) Deadle(19ゎ7.p.24J ー L か L 民間資金 Z 億弓 000 乃ド I~ 0) 
内訳は不明であり.過大でないかと思われる
3 3 ) ¥' a 1ぃ tt a ( 1つ7 1 ， p. 1 3 )ーなおシカゴ大学u:キャンハスと近隣

j A fjy 
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ミ斗) 労働者が作った非営利団体 U n ted [)w千 iI1メ F 0 U [1 dλ 
on of ('h cagoが企画 Lた 10番通り，しークパーク市の三わ階建て

三0 0戸の低所得者間住宅 Lakc V llaヌ P に対Lても.東南シカゴ委員会の
Lev は.入居者が全て黒人となり統合化にそぐわないとい寸名目で反対Lた (Va

i仔 tta. 1971， p. ~~) 
弓弓 1q 7 1年のゴミュニティ協議会への加入世帯数は 24弓4で，
時とほとんど変わりがない
3()) Rossi & De!l十 Ie I~ ( ]りわ 1. pp. 277 282) 

二ングハイツはコロンヒア大学を含むハーレムに隣接Lたコミュ二子ィである陶
モ

1 9弓f均年当
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はじめに

急激な人口や産業の集中にともなう過大-過密から，郊外化による中心市やインナーシ

ティの衰退へと転換しつつある先進資本主義国の大都市圏の問題を.中心部市の地帯構造

と関連づけてみるならば，以下の 3つに集約できょう.

1 )選択的な人口流出による貧困者，マイノリティ，高齢者の滞留と物的環境の悪化を

ともなう住居地区の衰退， 2)住居地区と都心地区との間に介在する工場地区における工

場や倉庫の閉鎖および流出による，ブルー カラーを中心とする失業の増大， 3)事務所

の移転，デパートやホテルの営業不振によって象徴される都心地区の活動停滞，がそれで

あり，これらは一体となって税収の減少→サービスの低下→衰退の加速という悪循環を引

き起こしてきた.このうち第 1の問題はいちばんはやく発生Lその地区的広がりも大きか

ったがために，はやくから各種の対策を引き出してきた.米国では 19ちO年代の都市再

開発から都市更新，モデルシティを経て現在のコミュニティ開発に至る一連の大規模なプ

ログラムが実施されてきたが，人種差別に根ざした住宅市場の二重性が原因となって，そ

れらが十分な成果をあげえなかった状況については第ラ章で論及した.また第2の問題に

関Lては，英国ではインナーアーバンエリア法の制定やエンタアライズゾーンの指定等に

より，米国ではカータ一政権下のアーバン パッケージによって，工場の定着，呼びもど

し新設が図られたが，そこにも多くの問題があり(成田， 1980a)，大きな効果は

期待できそうにない.

ところが， 1970年代の後半に至って米国では(英国ではよりはやく.たとえばHa-

mnett and Wi 11 iams. 1980)，そのような公的プログラムによら

ない，民間の自発的な都市再生事業がにわかに注目されはじめた.それは「都市への回帰

J (back~to~the~c i ty movement)， r中心都市の再生J ( 

centra1 city reviva1)，インナーシティの再活性化J (r e 

vita1 ization of inner city)などと呼ばれる動向である.

それは先述の3つの問題地区のうち.住居地区と都心地区の再生に関連する動向で，工場

地区の再生までをもふくむものではないが，これまで膨大な公的資金を投入Lながら都市

の衰退を阻止しえなかった米国社会が.この新しい動向に注目したことは自然である.多
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くのマスコミは特集記事を組むなど Lてこれを報道LたL.1978年8月の「大統領の

連邦都市政策報告」ですら，都市衰退への対策の重要性を強調しながらも，注目すべきは

う芽的現象と Lて「都市への回帰Jに言及した(成田， 1980b). LかLきわめて新

Lいこの動向の評価真の都市再生につながるかいなか をめぐって，すでに多数の論議

が交わされている.以下では若干の文献を手がかりとして，その概念，発現の規模と立地

，形態，原因.段階，問題点等を順次整理Lてみたい.第3章でみたとおり都市化の先進

国英米の動向に追髄して，インナーエリアにかげりをみせはじめている，わが国の大都市

圏の将来や都市政策を考える上で，それは意味ある作業と思われる.

I 都心地区への再投資

「都市への回帰 j として論ヒられるのは主に近隣の再生であり，本章の中心課題もそこ

にあるが，広義には都心業務地区への再投資を含み，それは近隣の再生動向とも無関係で

はないので，その点の概観からはじめたい.

小売業，サービス業や卸売業の都心地区からの分散につづいて，遂には最も都心的な業

務といわれるオフィス活動までもが分散期にはいっている.たとえば，アメリカの製造業

上位ち 00社に含まれる企業の本社について 10大都市圏での立地をみれば， 1 9ち6年

には中心市293.郊外44であったのが， 1 974年には中心市 209，郊外84と変

化し， 18年間に中心市は84を失い，郊外は40の増加をみた (Alexander，

1979， p. 33. もっとも，変動の多くはニューヨークとシカゴの2大都市圏で生じ

ている.ニューヨーク市では 140から 98に減少し郊外では 16から 46に増加Lた.

シカゴ市では47から 32に減少したがその郊外では4から 10に増加した).ただL.

製造業企業の本社は他業種の本社に比べて移動性が大きいといわれており (Ma n n e r-

s， 1974， p. 100)，銀行や保険会社に限ればオフィスの中心市への立地性向は

依然つよいけれども (Burns & Pang， 1977， p. ち3ち)，これら業種

においても単純業務，データ加工部門，地方!的オフィスの分散は生じている.ニューヨー

ク市のばあい，金融，保険，不動産業の従業者が 1964~74年に年平均 7 ち 00人減

少Lた (Alexander， 1979. p. 34).そこで，都心地区の外部経演の大

きさと経済活動における管理機能の重要性の増大を結びつけ，都心地区の機能はますます

オフィス業務に特化し都心地区はますます発展しつづけるとのR.パーノン (Ver-

1;，)1 



n 0 n)やJ. ゴヴトマン (Gottmaniの楽観論に対Lて. E. M.ホアウッド(

Horwood)とR. R.ボイス (Boyce)に代表される悲観論，すなわちテレコ

ミュニケーションの発達により.オフィス立地の郊外化は今後もつづくとの見方があらわ

れた (Manners. 1974. p. 102). 

最近の都心再生論は厳密なデータにもとづいてそれに反論Lているわけではないが，諸

都市の個別事例によって都心地区の再活性化を強調Lている.たとえばSaturday

Review誌の旅行コラムニストと Lて豊富な知見をもっH.サトン (Sutton)

は，ニューヨーク(コモドール，パレス，ビルトモア，パークレー，ルーズベルト).フ

ィラデルフィア(ストラトフォード).カンサスシティ(ミューレバ‘ソハ).デトロイト

(キャデラ、yク).ロサンゼルス(ポナベンチャー，ニューオータニ等).ヒューストン

(ライス)等における老朽ホテルの更新や新ホテルの建設を列挙した.またオフィスに関

Lては. 1970~75 年に 30 の大企業がニューヨーク市を去ったがその後 1 2が市内

にカムバック L.そのなかにはAvis. Uni ted Brands. He 1 ena 

Rubinstein， Grown Zellerbach， Cocaco1a等がふく

まれていること .Philip Morris.Pan Am..Mobil.Mc 

Grow-Hi 11， American Express等の有力企業が移転と残留の長

短を比較考量の上，ニューヨークにとどまる決定を下したこと，ワールド-トレードセン

ターの空室率が低下したこと等を示した (Sutton，1978). U. S. News 

and World Reportの特集記事 (1980，p. ラ3)も，ニューヨーク

，シカゴ，マイアミ.デンバー，ワシントン，サンフランシスコ，ロサンゼルス，セント

ルイス，デトロイトにおける大規模なオフィスビルの新設を報じている.さらにサトンは

ニューヨーク，シカゴ.ロサンゼルスにおけるコンペンシヲンへの参会者の増大とそれが

もたらす大収益(ニューヨークで6億ドル，シカゴでち億ドル，ロサンゼルスで1億ド IJ...'

) .郊外支庖の開設に熱心であったデパートによる都心届舗の改修，ポストンのクインシ

ーマーケットやフィラデルフィアのギャラリー等都心におけるショ、ソピングモールの成功

等をつけ加え rアメリカは再び都市を恋している」と表現したのである.

サトンはこのような現象の背景を，都心がもっ外部経演の大きさの再認識，換言すれば

郊外について抱いていた夢からの覚醒であると説明するが. T. D. アルマンはより積極

的に，都市は工業化以後の新時代への世界的規模における転換から利益を享受するに至っ

たものとみなしている (A11man. 1979， p. ち1) .理由はともかく，都心の

1R2 



再生が事実だと Lて，アルマンは同時に，都心地区でこのように創出された仕事の多くは

郊外からの通勤者によって占められていることも指摘する (ibid.. p. 弓4) .そ

こから「都心地区の壮大な建物が失業者のあふれる悪化Lた近隣によってとり固まれてい

るかぎり，都市の危機は解決されていない.……都市の危機は個人が被る問題の累積であ

り，個人の主要問題は，収入の不足と近隣の物理的，社会的衰退であるから，それが解決

されないかぎり，いかに多数のオフィスビルやシビックセンターが建設されても，都市の

衰退はつづく J (Krumholz and .Hoffmann， 1979. p. 130 

)との主張があらわれる.都市の再生を論じるばあい，都心地区をとりまくインナーエリ

アの近隣の変化に目を向けることが必要となる.

H 近隣再生の形態

近隣の変化についてちつの循環的段階を設定Lたのはニューヨーク大都市圏を研究Lた

E. M. フーバーと R.パーノンであったが (Hoover & Vernon， 196 

2， pp. 183-207). N. P.ギスト (Gist)とS. F.ファーバ (Fa v-

a)がそれをより適切に以下のように一般化したといわれる (London，1980， 

pp. 81-82). 

第 1段階:更地がその時どきの一般的な住宅形式(ビクトリアゴチック，ブラウンスト

ーン等々)に従って開発され，中-上層所得グループ¥子持ち家族を吸引する.

第2段階:都市が成長するにつれてその地区の相対的な位置は都心に近づき，地価が上

昇するために，アパートが増加して人口密度は上昇L，単身者や子供のいない夫婦が多く

なってくる.

第3段階:アパートの細分化，個人住宅における貸し部屋の出現，その結果としての人

口密度の更なる上昇によって，居住地としての質の低下がはじまる.この段階で，低所得

家族やマイノリティが来住し近隣施設は不十分となる.

第4段階:低所得マイノリティグループの居住地としての成熟の段階であり，子供たち

が成人して地区を去るに従い人口密度は下がりはじめる.別の低所得グループ，ニューヨ

ーク市のばあいは，黒人やプエルトリコ人の来住をみる.

第ち段階:もしその地区が都心地区に近ければ.居住地としての高質化が生じることが

あり，私的開発による豪華なアパートや政府援助による低・中所得者住宅が出現する.し
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かしこの段階の更新を行った近隣はきわめて少ない.フーバーとパーノンはマシハ、γタン

のいちばん古い貧民街やグリニッジヴィレッジにみられるこの過程は将来その規模を拡大

すると想定したが，同時にそれは政府の介入(用地集積のための収用権の行使，家貰を低

く抑えるための補助金の交付等)に大きく依存するとも述べている(邦訳， 221ページ

ところで 1970年代に顕著になってきた近隣の再生は，公的資金の援助を受けない民

間投資による点を特徴としており，それは「ジエントリフィケーションJ (gentrト

fication)と「高質化J (upgrading)の2つの形態をともなっている

.ジエントリフィケーションの用語は， 1 950年代末から 1960年代初めにかけての

ロンドンの近隣の変化を叙述するために. R.グラス (Glass，1964未見)によ

ってはじめて使用されたといわれるが， P. D.サリンズの規定に従えば r下層の労働

者たちが住んでいた住宅(または近隣や小売地区)に知的上層中産階級が移住していく上

向きのろ過現象を意味するものである.……それは建物や近隣の物的な再建を意味する“

ブラウンストーニング.. (b r ow  n s' t 0 n i n g )等とよく互換的に使用されるが

，相互に関連することはあってもそれはたんなる建物の建て替えや改修を意味するもので

はなく，強調されねばならないのは，物的変化が付随的に起こると否とにかかわらず，あ

る場所が 1つの階層の手から別の階層の手に移ることである J (Sal ins， 1979 

， p. 3) .それに対して，居住者の階層的入れ替えをともなわない住区の再生が高質化

，より正確には「在住者による高質化J (incumbent upgrading)で

ある (Clay，1980， p. 19). ジエントリフィケーションの牲格は次節以下で

くわしく検討するとして，高質化の性格を簡単にみておこう.再投資を行うのは主に長期

間その近隣に居住している人びとであり，その近隣は，持家居住者，中級所得者，プル←

力ラー，子供をもった家庭が多く，つよい近隣組織をもち，都心にそれほど近接しておら

ず，住宅の経年はあまり長くなく.住宅の様式には統一性がない等の特徴をもっている.

このような形式の近隣再生の典型的な事例は，家主，居住者，地方政府の協力によってな

される「近隣住宅サービス・プログラム」であるといわれ，ジエントリフィケーションの

ばあいにあらわれる住民間の対立といった深刻な問題は少ない.対立があるとすれば，私

的投資への補助増大を要求する住民と地方政府との，あるいは施設の拡張を計画する大学

や病院との対立にすぎない.加えて，おそらく高質化の事例がいまだ少ないためか，その

現象を論じた文献も少ない.したがって，以下にとりあげる私的再生はもっぱらジヱント
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リフィケーシヲンにかぎられる.

ところで，ジエントリフィケーションの形式として注意Lておくべき点は，それが狭義

の「都市への回帰J (back-to-the-c i ty)すなわち郊外から中心市への

移住と r同一市内での住み替え J (stay--in-the-city)をふくむこと

であり，現在のところで‘は後者がジエントリフィケーションの主体をなしている.たとえ

ばD. E.ゲイル (Gale. 1979. p. 296)により，再生された近隣への入居

者のうち前住地が同一市内である者の比率をみると，ワシントンのCapitol Hト

1 1 7 1 %.同じく Mount Pleasant 67%.アトランタ ち7%.ポ

ストン 72%.ケンブリッジ 90%となっている. N.スミス (Smith.197

9. p. ラ40)による同数値もフィラデルフィアのSociety Hill 72% 

，ポルティモア 6与%となっている.このような実態よりして，地主貴族が市域外から

インナーエリアに戻るというニュアンスをもっイギリス英語の“ gentrifica-

t i 0 n は米国の動向を表現するには適切でなく，むLろ“ ur b a n r e i n v a-

sion" (London. 1980. p. 78)や‘ ne i g h b 0 r h 0 0 d r e-

sett 1 ement" (Ga 1 e. 1980. p. 95)がより適切な用語であるとの

指摘もある.しかL.米国のぱあいも郊外からの来住者が次第に増加しているし，上述の

ごとく，ジエントリフィケーションの基本的性格を規定するのが，居住者階層の上方変動

であることを重視するならば，この用語の使用に問題はないと思われる.

阻 ジエントリフィケーションの性格

1 広がりと規模

現在は全国のジエントリフィケーションの広がりと規模を示すあるいは推定させる公的

データがなく，その必要性が強調されている段階である.最も多く引用されている都市土

地研究所 (Urban Land Institute)が1975年に行った人口ち万

人以上の都市260に対する郵便，電話による調査によると (81ack. 1980). 

143市(5 5%)が回答L，その48%でなんらかの程度の私的市場における公的援助

を受けない住宅刷新 (renovation)が行われたことが知られる.この発生率は

都市の規模が大きくなるほど上昇し，雪----1 0万都市32%，10---2ち万都市弓 8%.

2与~日 O万都市63%，弓 O万以上都市73%となっている.また地域別では南部が6
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O %と最も大きく.北東部がち 3%.北中部が43%.西部が2ラ%で，西部の数値が小

さいのは，都市発展の新しさによるものと説明されている.その事業量は. 1968~7 

ち年に 1都市平均で441戸.合計でラ万4600戸の更新にすぎなかった.この間に中

心市で200万戸以上の新規住宅が供給されたことを勘案すればその規模は小さい.しか

し，同期間中の，連邦住宅法312条にもとづく公的補助修復ローンによる修復戸数が4

万8000戸であったことと対比すれば，ある程度評価できる量といわねばならない.つ

づいて同研究所はより新しいデータを得るために. 1 979年に人口 1ラ万人以上の88

都市を対象とした再調査を行い. 64都市からの回答を得た.住宅刷新の発生率は86%

に上昇L(7雪年調査では6ち%に 197弓----78年の 1都市平均規模も 1200戸に

増大していた.

D.スペイン (Spain. 1980. pp. 27-41)は最近の人口統計と 197

3年以降の住宅調査を用いて，ジエントリフィケーションの規模を間接的に推定した.住

宅居住者の変化(住み替え)に際して，世帯主の人種がどのように変化したかをみると，

1973----74年で72----7与%は白人→白人へ，約 13%は黒人→黒人へ. 4~ ち%は

白人→黒人へ変化しており，ジエントリフィケーションの典型である黒人→白人への変化

は2. 0 %にすぎなかった(その他の変化のなかにも若干のジエントリフィケーションは

ふくまれる)が.この数値は 1974----7ち年2. ラ%.1975----76年4.0%と上

昇している.観点を変えて，黒人が転出した住宅のうち白人によって居住された比率をみ

ても， 1967---71年8.6%.1973----74年 13.3%，1974---7ち年 16 

0%， 197雪----76年24. 0%と着実に上昇している.また白人が転入した住宅の

うち前住者が黒人であった住宅の比率も， 1967----71年 1. 7%， 1973~74 年

2.6%.1974----7ち年3.4%.197与----76年号 .2%と上昇している.これ

らの事実からスペインは，ジエントリフィケーションを代表する形態である黒人住宅の白

人住宅への転換が増勢にあることは確実であると判断した.

個別都市についての報告は多いが，多数の都市の事例に言及したものとして. P. L. 

クレイの報告をみておこう (Clay，1980).彼は 30の大都市について，現地調

査や2次資料による検討を加え，すべての都市で私的な住宅への再投資が行われているこ

と，しかしその規模は小さく 1.2の比較的小さな近隣でそれが発生しており，当該近隣

ではせいぜい 20%.まれにはち O%以上の住宅が改修されていること，都市間の差異が

大きくワシントンの私的更新は最大で， 1 970年代中期には黒人世帯が若干減少し白人

lSG 



世帯が増加したし，サンフランシスコやシアトルはそれに次いで私的更新が大きいこと，

その対極にあるのはデトロイト，ニューアーク，クリープランド等の古い都市で，私的更

新の規模は小さく都市の将来に対する見方が暗いこと，その中間にセントルイス，ポルチ

モア，フィラデルフィア，ニューオリンズ，ポストン等の都市があり，そこでは居住，経

済の両面で衰退がつづいているが，都市のある部分の将来については楽観的な見方もある

ことなどを示した.規模最大といわれるワシントンでは私的更新市場が毎年 1万里 000

世帯から 2万世帯を収容しているとの報告もある (Goldfield. 1980， p. 

460) . 

S. G. リプトンもまた， 20の大都市の都心より 2マイル以内の市域において，所得

と学歴の水準(SMSAの平均に対する)で判定されるステータスの高いセンサストラク

トが， 1960"-70年でいかに変動Lたかを検討Lた.それにより 1) 1960年に強

力なコアーをもち 70年までに改善のあった(ステータスの高いトラクトが増加した)都

市(ニューヨーク，ワシントン，ボストン)， 2)ステータスの高いトラクトの数は減っ

たがCBD内か隣接地で改善のあった都市(フィラデルフィア，シアトル，ミネアポリス

等7都市)， 3)その他の停滞都市(ニューアーク，デトロイト，クリープランド，ダラ

ス等9都市)の類別を行い，ホワイト・カラーが車越する活発な都心をもち.通勤距離の

長い郊外をもっ都市ではステータスの高いトラクトが多く(したがってジエントリフィケ

ーションが盛んだと推察される)，逆に中心部分で工業が卓越し通勤距離の短い郊外をも

つ都市ではステータスの高い地区が少ないと結論した (Lipton，1977). 

2 対象と立地

先述の都市土地研究所はその調査から，住宅改修を行う者のうち 7与%は持ち家への入

居者自身であり，残りの2雪%は住宅販売業者と貸家経営者に2分されると推定している

が (Black，1980， p. 9)，ここではまず，どのような住宅が改修の対象とさ

れているかをみておきたい.その点に関してはP. D.サリンズが適切な整理を行ってい

る (Salins， 1979. pp. 8-9). a)一般に 19世紀後期に建てられた連

棟家屋 (attached houses)の改修.この種の建物はレンガ，化粧しっく

い，褐色砂岩などで表面がおおわれていて rブラウン・ストーンズJ と呼ばれ，その過

程はブラウン・ストーニングといわれることがある.ニューヨークではBrooklyn

HeightsやChelseaがその例である. b)工場，倉庫，事務所の住宅への改

1巳7



造.工場や倉庫は上部を改造する例が多く，そうでなけれは外壁だけを残して普通のアパ

ートに改造される.ニューヨ←クのSoHoやポストシの水際地区がその例である. c) 

新法による貰貸集合住宅の小さなアパ←ト(簡易アパート ef f i c i e n c yまたはワ

ン・ベッドルーム)への改造.これはほとんどがマンハッタンの最良の近隣周辺に限られ

ており，建築上の快適さよりも立地が決定的な重要性をもっている.三番街の東70丁目

から 80丁目がその例. d) 1920年以前に建てられたビクトリア風または田園風の古

い木造建物の改修.中心市の外辺にある快適で古い中密度の近隣，内部郊外.ときには大

都市圏周辺の既存のコミュニティで生じる.ロングアイランドのSea CI iffやロ

ックランドカウンティのNyackがその例である. e) 1920年代や 30年代に形成

され，マイノリティの流入でやや荒されたクラシヴクな鉄道郊外の再発見.ニューヨーク

州のNew Roche 11やニュージャージー州のMontclairがその例である

が，中心市のジエントリフィケーションには該当しない.そして以上のような住宅のジエ

ントリフィケーションは，国辺の小売地区のジエントリアィケーションを随伴l，古くさ

びれた商庖はブティック，プラントストアー，レストラン，パプなどスマートな施設にお

き替えられていくという.

以上の事例からもジエントリフィケーションの立地がほぼ想像できるのであるが，クレ

イはそれがとくに卓越するのは， CBDから 2マイル以内で，高燥な土地.水面や公的オ

ープンスペースに近接している土地，歴史的意義のあるところ，独特の建築様式を備えた

ところ， 1----4世帯用住宅主体の密度の低いところ，などであるとその条件をまとめてい

る (Clay，1980， pp. 21~22). このように，ジエントリフィケーション

の立地がいくつかの条件に制約されていることは，後にもふれるように，その普及を限定

することになる.

3 来住者の性格

ジエントリフィケーションは上位の社会階層に属する人びとが近隣に来住して，下位の

階層者にとって代わる現象であることはすでにみた.ここで，来住者の一般的な性格を理

解しておくことは，ジエントリフィケーション発現の原因を知り，その将来を見通すため

に必要である.

ジエントリフィケーションの主体については多数の事例研究がほぼ共通した性格を描き

だしている.ここではゲイルがアトランタ，ニューオーリンズ，ニューヨーク，セントポ
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ール，ワシントン，ポストン，ケンブリ吋ジの7都市の事例を集約Lて得た結論をまず列

挙しておこう (Ga1 e. 1979. p. 29ち). 

世帯構成 :2人以下の世帯の比率がほぼ70%以上と多く，子供をもたない世帯の比率

がほぼ60%以上である.

世帯主の年齢:最大グループは2ラ-----3 4才の世代で，その比率が40%以下の都市は

ない(全国の 1976年同比率は 20%である).また 3雪-----40才は 20%以上だが全

国は 16%である.

人種構成:白人のみの世帯が圧倒的に多く 3都市では94----97%.ワシントンの 1例

は，黒人世帯 14%.混合世帯7%であるが，岡市全体の黒人世帯比率は7ち%であるか

ら，やはりこのばあいも白人世帯の比率が大きいといえる.なお L. H. ロングは年齢と

人種を関連づけてワシントン，ポストン，ニューヨークとその郊外カウンティとの人口動

向 (1970-----70年)を対比して，ヨつのケースとも中心部分の黒人比率が上昇してい

るのに 20-----24才の白人のみが中心部分で純増加l.郊外で純減少Lている事実はきわ

めて異常であり，これこそ都市への回帰動向の大きさを示すものだと説明した (Long

1980). 

世帯の年収:中流所得者とみなLてよく.全国中位数が 1万4900ドル(1 97弓年

)であるのに対して. 1万里 000ドル以上世帯の比率がアトランタでち 6%.ニューヨ

ークで88%. 2万ドル以上の比率がニューオーリンズで46%.ワシントンの2事例で

73%と90%に達Lている.

学歴:最も著しいコントラストを示す項目で.4年制大学卒業以上の比率が全国の 14

7%(1976年)に対Lてアトランタ 62%.ニューヨーク 79%.セントポール8

0%. ワシントン86%と97%となっている.

職業:学歴と密接に関連しており，専門・技術職の比率が全国の 1ち.2%(1976

年)に対してすべて与 0%以上であり，ブルー カラーは3ラ%以下である.

総合像:子供をもたない 1----2人の白人世帯で. 20才台後半から 30才台，大学を卒

業し専門職か管理職につき. 1万5000----3万ドルの年収(共露ぎのばあいは4万ド

ルを越える)を得ている，というのがその平均像であり. R. A.シブリウスキーは「若

きプロフェッショナルJ と呼んでいる (Cybriwsky. 1980. p. 26).そ

のほかにもこのような一般的性格を支持する事例研究はかなり多い(たとえばLaska

& Spain. 1970. pp. ち24ーち 2弓) . 
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LかL，それはまたすべてのジエントリフ fケーションに該当するものでもない.たと

えばC.ウインターズ (Winters)はニューヨーク，ワシントン，ポストン，サン

フランシスコの近隣を調査した結果，活性化された近隣は人口構成の差によって，はなや

かな(g a y )近隣，芸術家の近隣，上品 (chic)な近隣等のタイプに分かれるとみ

たし， S.ラスカ (Laska)とD.スペイン (Spain)が調査Lたニューオーリ

ンズの 12の地区では，持家居住者の62%が子持ちであったという (Cybriw

sky， 1980. p. 27).このような一般的性格からのかい離は，その近隣がのち

にふれるところのジエントリフィケーションのステージのいずれに位置するか，というこ

とにも関係していると思われる.初期段階の近隣ほど来住者の年齢は若く芸術家などが多

いL，成熟するにつれて裕福でノーマルな世帯が増加するのである.換言するならば，ジ

エントリフィケーションのパイオニア r若きプロフェッショナルJの近隣が減少すれば

，ジエントリフィケーションのポテンシャルは低下したものと考えられる.

4 発生要因

インナーシティの衰退がつづいてきた米国で 1970年代にはいってシエントリフィケ

ーシヲンが発生してきた要因を知ることは，わが国の大都市の将来を見通すためにも有用

である.ジエントリフィケーションを論じた文献のほとんどすべては原因にも言及してい

るが，それらを最も包括的にまとめているのは B.ロンドンであろう (London，l

980. pp. 82-89).それは以下の相互に関連性をもっ4つの側面から構成され

ている.

( 1 ) 人口学的・生態学的説明

人口構成と基本的な人口過程における最近の変化がジェントリフィケーションを引き起

こしたとする.まず第2次大戦後のベビーブーム期の子供が成長した結果， 2ち------3ラ才

の人口比率が増大L，その旺盛な住宅需要の一部がインナーシティの近隣の再生利用によ

って満たされている.その他のいくつかの人口学的ファクター，すなわち，初婚年齢の上

昇，避妊方法の発達，出生率の低下.第 1子出世年齢の上昇，離婚者や独身者の増加，女

性就業率の増大，共稜家庭の増加等が，全体と Lて，戦後の郊外化を促進した一種の家庭

主義 (familism)を凋落させた.換言すれば，比較的裕福で若く子供をもたない

夫婦がインナーシティの育児・教育環境を心配することなく，仕事とレクリエーションの

場所に近い住居を選択したことになる.
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( 2 ) 社会・文化的説明

( 1 )と明確に区別できないが，価値，態度，理想，選択，信念等の人間行動を決定す

る要因に焦点を合わせたものである.人口学的変化と関連Lて.より多くの人びとが都市

肯定 (pro~urban) 価値システムを発展させ，これまでの反都市的イデオロギー

に挑戦しているという.また，歴史的な意義をもっインナーエリアに居を構えることは，

経済的成功や個人主義等の米国本来の価値を実体化するひとつの方法である.アメリ力的

価値観の高揚は，歴史的再発見(建国200年)，歴史保存運動，国家へのノスタルジア

の波のなかにあらわれているという.シブリウスキーが.若い成人は郊外の単調で均一な

ライフスタイルや住宅様式をきらい.人種的，経済的に混合したコミュニティを選女子して

いると指摘し (Cybriwsky，1980， p. 26)，サトンが，ダウンタウンへ

の人口逆流を引き起こ Lた背景には「ともに居ることの必要性感覚，雑踏のなかで肩をす

り合わせる感覚へのあこがれ，歴史的一体感の必要性，規格化に対する反動，個人の過去

を保持することの価値の認識などが存在した J と述べるのも (Satton，1978，

p. 18) ，視点は同一である.

( 3 ) 政治的・経漬的説明

これは伝統的なものとマルクス主義的なものに分けられる.需給，市場，競争を重視す

る前者は，郊外における用地の減少，住宅コストの上昇(建築費そのものの上昇に開発規

制の影響が加わる)，通勤負担の増大(ガソリンの高騰，通勤の遠距離化，共麓ぎ通勤等

による)に対比されるインナーシティの住宅価格の低下が，再侵入を刺激したとみるので

ある.アルマンの r社会学者は都市生活に対する文化的姿勢の変化を探究するが，市場

の諸力に生じていることの原因を追究することがベストであろう.真実は，どんな文化的

啓発がともなっていようとも，ウエストチヱスター(郊外)の住民がブロンクス(インナ

ーシティ)の近隣は住むのにはなやかで洗練された場所であることを認識しはじめる前に

'郊外の住宅価格が暴騰しなければならないし，インナーシティのブラウン・ストーンの

価格が暴落しなければならない.……北部諸都市の現在の最大の財産は過去の不幸(つま

り悪化)である……」という逆説は経済的説明の優位牲を主践したものである(A 1 1 

ma n， 1 9 7 8， p p .ラ 3 ラ4).また政治的には，公民権法，雇用・住宅・学校に

おける反差別法，人種間接触の増大が，郊外の黒人拒絶を緩和させると同時に，白人の中

心都市忌避を少なくさせた.

他方，マルキストの説明は“見えざる手"の作用よりも強力な利益集団の意図的な働き
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を強調する.たとえは'N，スミス (Smith.1979b.未見)は，アメリカのジエ

ントリフィケーションは積極的に計画され，公的に資金援助されたものとみているという

ビジネスリーダー，大ディベロ・γパー.大金融資本等強力な利益集団は，政策変更が大

きな利益を生むと判断するまでインナーシティ無視の政策をとり. 1 9ちO年代に“地区

をスラムとして開発..Lてきた.レッド・ライニングによる資金投入の拒否がそれである

.時期がくると非力なインナーシティの住民を考慮することなく政策を変更し，インナー

シティ近隣の住宅の購入や改修に資金を提供し， “あおり買い"を宣伝している.しかも

それが“公共の利益 “都市危機の克服"の名目で正当化されるという.政策転換の時

期は，フィルタリングと近隣の衰退が進行し，レントギャップ(潜在的な土地の地代水準

と現在の土地利用のもとで資本還元されている地代との不均衡)がきわめて大きくなった

ために，ディベロッパーが，改修を請け負う建築業者の費用と利益をまかない，金融資本

からのローンの金利を支払った上で，なお十分な売却益をあげることができるほどに安い

価格で，インナーシティの既存住宅を入手できる時である (Smith. 1979a. p 

ラ4宮)-かつてブロック・パスティング(白人街区の一角に意図的に黒人を導入する

ことで白人の不安をあおり，その不動産を買いたたいたのち黒人に高く売りつける行為)

によって利益を得たその場所で，不動産業者は，フリッピング (flipping.不動

産の短期転売)によって 2度目の暴利を得るのである.

このほかに，資本の蓄積段階と都市構造の関連からジエントリフィケーションを説明す

る立場もある.たとえば第4章でみたようにゴードンは，資本の工業的蓄積に対応する工

業都市の段階では都市と郊外に人種およびクラスが分極化L.都市にはブルー カラーが

集住したが，資本の大企業蓄積 (corporate accumlation)に対応

する大企業本社都市 (corporate city)の段階には，工場と労働者が市外

に追いやられるとし (Gordon. 1978. pp_ 2雪--63)，B_ロンドンはそ

れがホワイト カラーの都市への再侵入の背景であるとする.

( 4 ) 社会変動的説明

この種の説明はあまり試みられていないが.これまでにあげた各種の説明を統合する可

能性をもったアプローチであるとロンドンはみなしている.社会変動を「イデオロギーに

もとづく，変化や改善を目指した.社会的に組識されたリーダーと追随者との関係」と規

定し，ジエントリフィケーシヲシのばあいは.都市肯定主義 (pro-urbanism

L 個人主義や物質的成功の古い価値!きを都市のなかに実現Lょうとする努力がイデオロ
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ギーであり(社会-文化的側面)，都市の土地に利害をもっ政治的.経済的リーダーがレ

ッドライニング.を終わらせ，スラムに再投資する決定を下L.魅力的でシックな近隣をう

たいあげ，新Lい生活様式に順応する若くて裕福な世帯(人口学的側面)をそこに駆り立

てるという.資源(インナーエリアのスペース)の所有をめぐる闘争としての社会変動に

は対立者が現れる.ジエントリフィケーションのばあいのそれは，悪化した近隣の現住者

であり，彼らはブロック・クラブや反投機委員会を組織して抵抗運動を展開する.

a 見説得力のある経清的説明も，それのみで、はジエントリファイアーが特定のグループ

に偏っている事実を説明することはできない.おそらくロンドンのとった総合的な説明が

今後も探究されるべき方向と考えられる.

ち 諸段階

すでにみたごとく，ジエントリフィケーションの規模や来住者の性格は，事例によって

かなり異なっていた.その理由の一部はジエントリフィケーションの段階のちがいにある

.ゲイルはワシントンの段階を異にする 2つの近隣の分析から，次の3つの段階を一般化

した (Ga1 e， 1980， pp. 9ち-1 1ち) . 

第 1段階:単身者や子供をもたない夫婦を主体とするリスクを気にLない(r i s k 

oblivious)世帯が，住宅が悪化し価格が低下したか低下しつつある近隣で住宅

を購入する.彼らの踏業は建築家やデザイナーが多く，あるばあいにはホモセクシャルや

インターレイシャルな伝統的な近隣で‘は忌避されるカップル，社会活動家や政治運動家，

また大学が近接Lているばあいには学生，若い教員などがふくまれる.彼らは反文明的生

活様式に富み，非伝統的な人間との接触をもとめるから，低所得者，マイノリティとの混

住を気にせず，むしろ受容的である.彼らの関心はリスクではなく住宅価格にあるが，住

宅の様式に対する L好は明瞭で，ビクトリア風かそれ以前のもの，時期的には 19世紀中

葉から末のものが選ばれる.主として放棄された住宅やライフサイクルの都合で明け渡さ

れた住宅に入居するため，前住者の立ち退き (displacement)は起こらず，

先住者とのあつれきも生じない司

第 2段階:第 1 段階から数カ月後，ばあいによっては 1~2年後に，地元の報道機関や

不動産業者がその近隣に注目する.リスクにかける (risk-prone)人びとが将

来の利益を見込み，同時にその近隣の文化的，建築的，利便的な魅力に引かれて，古い住

宅を買取り入居する.はじめは居住者が住宅取得後自らそれを改修するが，やがては不動
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産業者が買収を行い，販売または賃貸用に改修する.はじめのうちは，とくにLッドライ

ニングがあるばあいには，融資を得がたいために投機は発生しないが，時間がたてば買収

し改修しないで‘転売する投機が広がる.来住者はやはり，単身者，子供のない夫婦.就学

前の子供をもった家族などが多いが，その鞍業は専門・技術職，あるばあいには管理職な

どが中心である.彼らにとっては投資効果が大切で，よりよい近隣へのステップと考えて

いる者もあり，表面的には異なるクラスの人たちとの混住を受容するが，心情としては彼

らの経漬的ゴールと矛盾するそれらの人びとを歓迎していない.近隣の不動産価格と税額

が上昇するためにテナントや年金生活の自家居住者は追い立てられ，ばあいによっては組

織的な抵抗をはヒめるし，侵入者側も近隣を組織しようとするから，両者の間にあつれき

が生じる.新Lいパブやブティックなどが立地しはじめ，行政側も街灯，道路整備等のサ

ービスを開始する.

第3段階:第2段階が数年つづくと，近隣のある部分は元来の居住者がほとんど去り，

完全に中流陪層によって占められる.地区のプレステージは上がり不動産価格が高騰し，

投資対象はほとんど見いだせない.リスクをきらう (risk-averse)人びとが

侵入しはじめる.より裕福，より高齢，子もち，管理職といった性格が強まり，郊外から

の転入比率が大きくなる.その住宅は前の転入者によってすでに改修されており，基本的

には中流階層用の質を備えている.強力な住民組織が結成され，行政当局に警察，街路，

公園等のサービス強化を要求するし，道路の建設・拡幅，公営住宅などの開発計画には反

対する.近隣は完全に中流階層のものとなり，改修の対象物件がなくなりついにジエント

リフィケーシヲンの過程は終了する.

以上の3段階区分はP. R. レビイによってもそのまま支持されている (Levy，l

980， pp. 308-309).次節でとりあげるような問題をふくみ，いわゆるジエ

ントリフィケーションとして広く注目されているのはいうまでもなく第2段階の近隣であ

ゆ

Q. 

町 ジエントリフィケーションの問題点

ジエントリフィケーションについての論考が増加しているにもかかわらず.一部の新聞

や一般雑誌の楽観的論調(たとえばSutton，1978， Allman， 1978， 

Time，1976)を除けば，これを積極的に肯定している論説は意外に少ない.ただ
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T. M.刀.タポックの整理に従えば r多元論者 j の見解では都市の再活性化(r e v i-

talization)が広く利益をもたらすことになる.すなわち多元論者は，アメリ

カ社会の構造と現在の政治機構は民主主義を可能にし，最も富んだ人びとが政治的卓越性

を発揮することを防止し社会の諸セクターの相互作用で生産の利益が広く分配されるこ

とを保証L.Lたがって都市構造の変化過程も一般要求 (popular demand 

)の圧力に対応したものとみなす.都市の再活性化はインナーシティ地区の生活の質の低

下を逆転させるポテンシャルをもっ.それは都市の貧困者を 2つの方法で助けることがで

きる .1)再活性化がもたらす不動産価値の増大による利得のいくらかでもを獲得できれ

ば，彼らは富をふやすことになる. 2)ゲットーの作用を緩和させることによって彼らの

福祉を改善することができる.貧困者は貧困者の大集合のなか(ゲ、y トー)で生活すれば

するほどいっそう悲惨になるのであって，相対的に豊かな人びとや各種の施設が彼らの周

辺でふえれば.その街区はよくなる.また高いステータスの世帯がインナーシティに魅力

を感じるようになれは郊外住宅への需要がそれだけ緩和され，それはステータスの低い世

帯が郊外のアメニティや半熟棟的仕事の場に接近することを可能にする (Gu t e r b 0-

ck. 1980. pp. 429-438). 

このような見解に加えて，連邦政府や地方政府のなかにもジエントリフィケーションに

対する楽観論や妻子意的な見方が存在するといわれる (Cybriwsky. 1980. p 

23 U. S. News and World Report， 1979， p. 73) 

ジエントリフィケーションが都市内での新しい事業を刺激L.古い建物を再生させるこ

とによって税源を強化L.低所得者を減少させることで福祉費や他の社会サービス費用の

削減を可能にL，歴史的な地区の修復と保全を行うからである.

それに対して，すでにジエントリフィケーションの原因の項でみたごとく，それは弱者

を犠牲にする資本の意図的な利潤追求の行動であるとみなすマルクス主義的立場からはも

ちろん，政府機関や議会関係者の側からさえ，問題点が指摘されている.それはジエント

リフィケーションがもたらすマイナスの影響と，効果の限界性にかかわるものである.

1 立ち退き (displacement)

ジエントリフィケーションの最大の問題点はそれが弱者に立ち退きを強いることである

.ただL.その規模については定説がなくひとつの論点となっている.

ジエントリフィケーションの第2段階で立ち退きが発生することは前項でみた.中産階
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層の侵入によってインナーシティ近隣の住宅需要が増大し家賃や不動産価格が上昇する

と，まず低所得の借家居住者が立ち退きをせまられる.やがて不動産税の高騰によって持

家居住者ーとくに年金生活の老齢者ーのある部分も住宅を手放すことになる.クレイの調

査によるとジエントリフィケーションが行われた 57の近隣のうち， 43で家賃の 50%

以上の上昇， 42で住宅価格のち 0%以上の上昇， 40で不動産評価額の上昇があり，フ

ィラデルフィアのQueen Vi 11 ageでは 1970年代に不動産評価額が平均2

00~300% ，場所によっては 600~700%も上昇したといわれる.その一方では

不動産業者が大きな利益をあげる.たとえば， 1 977年にニューヨークのBoerum

H i 1 1 では 2~4 万ドルで購入された改修前の住宅が改修後は 7. 5~1 里万ドルで売

却され，サンフランシスコのMint Hillでは4-----雪万ドルの3フラットが改修後

に 17. ち ~2 2. ち万ドルで売却されたといわれる (CybriwSKY，1980 ラ

p. 30) . 

都市のマイノリテイ.貧困者.老齢者を基盤にしていると自負する全国都市連盟 (Na-

tional Urban League)の代表者R.H.ブラウン (Brown)が

上下両院連合委員会の公聴会で行った陳述は，この立ち退き問題を最も鋭く告発している

(Joint Economic Committee， Congress of 

the U. S.， 1979， pp. 61-64).マイノリティ，貧困者，老齢者はこ

れまで投資の手控え，すなわち企業，裕福者の郊外への脱出とその傾向を助長した連邦政

府の政策(持ち家の促進やハイウェイ建設の促進)によって大きな困難(都市の危機)に

直面してきたが，彼ら弱者は都市危機の原因となった政治的プロセスをコントロール Lた

ことがなく.したがって都市の危機に責任をもちえない.ところが現在は連邦政府の介入

なしに都市の再活性化がはヒまっており，それにともなう弱者の排除が無視されている.

政府の無関心さは毎年どれだけの立ち退きが発生しているかを正確に示すデータすら提供

できないことからも明らかである.弱者もコミュニティのより生産的な協力者となり都市

危機をおわらせたいと望んでいるのに.再活性化は弱者の参加を否定し弱者を追放してい

る.彼らは都市悪化の原因が弱者にあるとの哲学に導かれており，その哲学は危機の犠牲

者を罪人と規定するものであり，人種，階級，年齢に対する差別と偏見がそれを許Lてい

る.弱者のための仕事，住宅，福祉に関するプログラムを欠いては，再投資がなされても

都市の危機はエスカレートし深刻さはますばかりである.すべてのレベルの政府は強力な

反立ち退き政策を採用すべきである.以上がブラウンの主張の要旨である.
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ゲイルによれば，中産階級による更新が行われている近隣の82%では立ち退きが発生

Lている (Gale. 1979. p. 302). U. S. News and World 

Report (1979. p. 73.1980. p. ち6)によれば，ワシントンでは過

去ラ年聞に 2万里 000人が立ち退きを強いられ，今後4年間に 15万世帯の立ち退きが

予測され，大まかに推定して全国の立ち退き者は年間 10万人に達しており，も L彼らを

都市の再活性化に組みいれる方法が見いだされなければ，立ち退き問題が 1980年代の

最大の政治的課題のひとつとなり，都市は80年代の戦場になるかもしれないと憂える識

者もいる.

立ち退きの問題は立ち退き者自身の問題にとどまらず，ほかにも波及する. 1 9匹0年

代のスラムクリアランスによって追放された黒人が，周辺の近隣に流入してそのスラム化

を促進し，スラムの拡大化を招いたのと同様に，インナーシティの近隣を追われた弱者は

，近くの近隣やさらにはインナーサバーブの近隣に流入し，悪化地区を外方に拡大させる

.この点をとくに強調しているのは「都市の危機は都心地区を去りそして郊外に移る Jの

著者アルマンである.都心地区とジヱントリー化された地区の拡大によって，貧困者と失

業者がアウターシティとその外部に押しょせる.新しい摩天楼と優雅なレストランに資金

が投入される一方で，ほかの地区では退廃がはじまり，英語がめつたに語られない多くの

スラムが拡大する.それは奇妙な都市のルネ、ソサンスであり，都市問題は解決されるより

も大都市圏の内部でたらい回Lされている.郊外はかつて市内に閉じこめられていた社会

的問題にのみこまれようとしている.これがアルマンの主張の要旨である (Allman

1978. pp. 49-56). 

一方，連邦住宅都市開発省の委託を受けて立ち退きの広がりと結果を研究したG. グリ

アと E.グリア (1980.pp.2ち2-268)は，立ち退きを強いるのは個々の近

隣における再投資といった局地的な力よりも，全国レベルでの全体的な市場シフトである

とみる.供給を上回るつよい需要，中心市と郊外との住宅価格差の増大(1 975年の持

家乎均価格は中心市2万6900ドル，郊外3万 5300ドル)，若い夫婦が住宅を購入

する最良唯一のチャンスは中心市の中古住宅市場である，等の条件はジエントリフィケー

ションをうながL.再投資による立ち退き (reinvestment displa 

cement)を生みだすが，その量は，ほど良い状態で存在する既存の住宅ストックに

関する競争激化によるところの立ち退き (displacement due to 

enhanced competition)や住宅悪化による立ち退き (disin-
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vestment displacement)よりも小さいとみる.これらは同時に発

生Lて明確に区別Lにくく.とくに低所得者に被害を及ぼす点では変わりはないが，両者

合わせてもまだその量は小さく(多くのばあい年間 100"'-200世帯以下)，むしろ公

的事業(道路工事等)による立ち退きのほうが多い，ただし民間投資による立ち退きは次

第に増加傾向にあるから，注目されねばならないと結論する (Grier & Gri 

er， 1980， pp. 2雪2-268). 

連邦住宅都市開発省のスタッフが作成L，先述の連邦議会上下両院連合委員の公聴会に

提出したワーキングペーパー (Joint Economic Committee， 

Congress of the U. S. ， 1979， pp. 36-37)も.近隣の

再活性化についての確実なデーターはないがその程度は大きくはない，再活性化すなわち

再投資によるよりも，投資の手控えすなわち衰退や住宅放棄によって近隣は大きな被害を

うけている， 1968年以来約日万ち 000戸の住戸が活性化の影響を受けたがそれは全

部市の総住宅ストック 2000万戸の 2. ラ%にすぎず， 30の最大都市でも住宅スト、ソ

クのち%以下，ほとんどのぱあいは2%以下が影響を受けたにとどまる，また再活性化さ

れた近隣でも多くは住戸の半数以下が改修されたにすぎず， Lたがって住民の半数以上は

元来の住民である，と指摘している.住宅都市開発省の職員H. J.サムカはグリアの報

告や連邦住宅都市開発局の未公刊データ(立ち退き者は全移動者の4%以下である)にの

っとり，さらにポートランド，ワシントン，ボストン等での調査報告書を引用しながら，

これまでの結論は感覚的でありすぎ，調査方法にも問題があって，それがもたらす情報に

は十分な信頼性がないこと，必要なのは立ち退きの大きさに関する注意深い分析であり，

そのような情報が得られるまでは，立ち退き問題の改善は地元の問題を熟知している地方

政府の職員にゆだねるべきであり，連邦政府が直接介入すべきではない.少なくとも現在

は立ち退きが大きな流れであり多数の貧困者がその影響を被っているという確証はないと

主張した (Sumka，1979). 

それに対して，ラデイカルな都市計画者およびコミュニィオーガナイザーの全国的組織

の調整者である C.ハートマンは次のように反論した.立ち退き者の全移動者中に占める

比率が小さいことで問題が重要でないとサムカは判断するが，その絶対量は年間宮 O万世

帯 (150"-200万人)以上で・けっ Lて小さくはない.サムカやHUDはより詳細な注

意深い調査の必要を主張するが，立ち退きに反対する組織的.非組織的な行動者の運動と

その広がりは，問題が存在し連邦，州，地方の各政府がそれを防ぐ政策とプログラムを実
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施することが必要であるということを示す十分な証拠である.またサムカは立ち退き者の

コスト等についてまだ十分な知識をもっていないと述べるが最終的な立地.住宅の性格，

，過去の都市更新，ハイウエー建設，その他公共事業による立ち退き者の運命についての

マイノリティ，老齢情報はあり余るほどであり，今日の立ち退き者のタイプは低所得者，

者，大家族，女性筆頭者世帯等で過去のそれと同一であるから，彼らの運命もなんら変わ

るところがないと考えてよい.過去の立ち退き者達の大多数は標準以下の住宅に移転し

しかも家賃の上昇を経験Lたのであり，よりタイトな住宅市場の下におかれ，公的援助の

U n-対象にならない(民間投資による立ち退き者には 1970年統一転移援助法The

1970がo f Act Assistance Relocation iform 

適用されない)今日の立ち退き者が適切な住宅を見いだすことはいっそう困難なはずであ

それがる.過去の事例が今日に該当しないと主張する者こそその証拠を示すべきであり，

示されるまでは，今日の立ち退きも 1930~60年代の立ち退きと同様の問題をもっと

の仮定に従って行動すべきである.過去の教訓|から知りうるいまひとつの事実は政府の対

応が一般にあまりにも少なくあまりにも遅いということである.その理由の 1つは，対策

が資金を食うことであり，他の 1つはその問題を重視することは，政府が好ましいものと

みなしている再活性化・更新を弱めるかもしれないという心配である.立ち退き者やその

擁護者による圧力のみが政府の素早い有効な行動を促すのであり，問題を論じ行動に先立

つ完全な情報収集を力説することに払われる時間とエネルギーは，学者や政府の役人にと

つては有利であっても，結局は高くつくことになる.その閣に弱者はますます排除され無

視され続けるのであるから.このようにハートマンの批判は実に痛烈である (Ha r t 

1979) . ma n， 

伝統的コミュニティの破壊2 

ジエントリフィケーションが批判されるのは以上のような立ち退き者の問題と並んで，

，それが伝統的なコミュニティや落ちついた近隣の環境を破壊する点である.シプリウス

Cy  & リーパイ (Levy1 980)や，1 978， キー (Cybriwsky， 

1980)はフィラデルフィアのケーススタディにもとづいてその点をbriwsky. 

強調する.ジエントリフィケーションが既存の住民を一掃することはむしろまれであるの

1 f)~) 

これまでは最もドラマチックな側面である立ち退きに注意が払われすぎて，侵入者が

発生させる既存の住民との聞の微妙な緊張関係はあまり問題にされていないというのであ
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る.古い都市の近隣には，衰退，放棄といった悪評にもかかわらず人びとの生活があり，

それを維持するための社会的，経済的な組織，制度，秩序，施設が存在し血縁関係や人

種的紐帯で結ぼれた一体感，強いコミュニティのセンスがあった.そこに異なった階層の

異なった価値観をもった(たとえば近隣を社会生活の場とみない，したがって屋内と屋外

はさまざまな安全装置で遮断l.道路も社交の場であるよりもジョギングと犬の散歩の場

とみなす)人びとが転入すれば，土地利用や行政サービスに関しでも異なった要求があら

われコミュニティのそれと衝突する(たとえば.工場の跡地利用について，旧来の住民は子

供の遊び場としての利用を主張 l.新Lい住民は駐車場にすることを要求する‘なおこの

点に関してはLaska & Spain， 1979が詳Lい).在来者にとって転入者

は異分子の侵入と感じられ，両グループ間の緊張の高まりは暴力行為に発展することさえ

ある.また新Lいプティックやレストランの侵入が近隣の活気をます代わりに，これまで

の静かさを破ることになる.

伝統的なコミュニティの破壊と似かよった問題点を指摘したのはアルマンである.ジエ

ントリフィケーションの主体が「若きプロフ工、ソショナル j に代表される非伝統的な世帯

であることはすでにみた a そこでジエントリフィケーションが都市の再生を実現L，都市

の危機を救うものであるならば，すなわち「アメリカの都市の死が幻想であることが立証

されるならば，その理由の一部はアメリカの家族の死が事実化していることである」から

.そのような!都市地域がわが国の将来を育てるのに最もふさわLい場所となりつつある

と提言することはまったく間違いであろう」というのがその主張である (Allman，

1978， p. ち4) . 

3 量的限界

以上のようなジエントリフィケーションのマイナス面をはなれ，それが物的に衰退した

近隣を更新するという積極面を肯定する場合においても，なお問題が存在する.それはジ

エントリフィケーションの量的限界であり，その点、を最も明確に論じているのはサリンズ

である.彼に従えばマスコミ報道のすべてがそうであるように，ジエントリフィケーショ

ンの規模も誇張きれている.その理由についてはG.スターンリーブ (Joint E 

conomic Committee， Con芯 ress of the Uniled 

States， 1979， p. 67)が，ジエントリフィケーションの発生Lている場所

は旅行者，都市学者，専門家たちのよく訪れる場所であり，われわれの政策があまりにも
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多くワシントン(そこでは例外的にジヱントリフィケーションが進行Lている)で作成さ

れるからである.との2つの理由をあげている.それはともかくサリンズによれば.ジエ

ントリフィケーションが悪化した都市を一新する力になりえない理由は，ジエントリフィ

ケーショシの対象となる悪化住宅の需要と供給の両面に制約が働くからである.悪化した

住宅を需要するジエントリファイアーの主体はすでにみたごとく.戦後ベビーブーム期の

世代，上層中産階級に属する教育水準の高い専門的職業従事者，非伝統的世帯といった特

性をもっており，その数自体がかぎられている上に，彼らの住宅需要の相当部分は，新築

住宅や非悪化地域の住宅に吸収される.サリンズがニューヨーク標準大都市圏で試算した

結果によると， 1970----79年のジエントリフィケーションの需要上限戸数は 10万戸

であった.

一方供給側にも 3つの制約条件がある.これもすでにジエントリフィケーションの対象

と立地の項でみたように. 1) 1-----4世帯用の住宅が卓越した地区であり， 2)ブラウン

ストーンまたはビクトリア風の木造といった建築様式をもち，少なくとも第2次大戦以前

，普通は 19世紀に建築された老朽住宅で(したがって価格が低下しているわヨ)都心

と上流化した近隣に近くなければならない.ジエントリファイアーはマイノリティに寛大

であるといわれるが，やはり不安をもっており，真のスラムではなく穏やかな衰退地区を

指向する.それがかつての上層中産階級の住宅地であったという点では，再ジエントリフ

ィケーション (regentrification)といえなくもない.このような制約

条件を考えれば，ニューヨークでの供給は，マンハッタンと北西部プルックリンに限定さ

れ，大都市圏全体をとっても 12万戸が供給の上限となる.それはニューヨーク大都市圏

の住宅総戸数388万戸(1 970年)の 2. 6%にすぎない.

ジエントリフィケーションに量的限界があるとき，上層中産階級が都市にもどり，仕事

はふえ，財政が健全化するというジエントリフィケーションの効用を説くことは，都市の

実態にたいする誤った認識を与え，都市政策を誤らしめるとの批判があらわれる r都市

の危機は去ったのかJをテーマとする上下両院連合経漬委員会の公聴会はまさにその点を

問題としている.公聴会の議長で下院議員のw.ムーアヘッド (Moorhead)以下

ニューヨーク州選出の下院議員s.w.グリーン (Green)，住宅都市開発省コミ

ュニティ計画および開発局次長R.C.エンブリー (Embry)，全国都市連盟ワシン

トン事務所副所長R.ブラウン (Brown)，ルートガス大学教授G.スターンリーブ

(Sternlieb)，都市研究所主任研究員T. ミューラー (Muller)よりな
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るラ人の陳述者全員が，都市の危機が依然深刻であることをうったえている.たとえばム

ーアヘッドは開会の辞のなかで (J0 i nt Economiぐ Committee， 

Congrぞ SS of thぞ U. S.. 1979. pp. 1-2) r多くの都市の

近隣やダウンタウンで再生の努力がなされているが，それらが都市の財政的，経済的繁栄

の新時代を示す前兆であるとは確信できない.……多くの出版物が都市の状況について誤

った姿を提供Lていることを憂えている」と述べ，エンプリーは (ibid. ，pp.4

5) r-最近では，かつて困難をかかえていた中心市がいまや良い状態になっている，あ

るいは健全化への途上にあるというニュースが吹きまくっている.しかし，多数の大中心

市での状況は良き生活がまだっかまえどころのないゴールであるといったものである.…

…報道とは逆に中産階級世帯は都市へ還流しておらず，大部分の地域での再生の活動はご

くかぎられている.多くの古い中心市での投資不足は顕著であり，放棄住宅，立ち枯れた

近隣，すたれた商業施設があらわれている.まだ人種差別と貧困は一体となって多数の都

市住民の機会を制限Lている」と陳述した.スターンリ←プもまた (ibid. ，pp. 

65-67) 都市の危機がすぎ去るにはほどとおく，むしろ発展の新段階にはいった.

…都市が歴史的に提供してきたものは良き生活や.良き健康施設や，良き教育ではなく

'仕事と自分自身を押上げる方法，前進しようとする新来者に道をつくることであったが

，少なくとも貧困な居住者に対するその容力は中心市において著しく後退している

都市の危機はおわっておらず，むしろ最もおそろしい挑戦を受けている.皮相なオフィス

ビルや新しいグル，ープの登場が機能上の実態から人びとの目をそらせているのである」と

指摘するのである.

4 ソーシアルミ‘ソクスは可能か

ジエントリフィケーションが都心業務地区の再生となんらかの関連をもちながら発現し

ていること，ただ Lそれはインナーシティの住民を救うものではなく.むしろ住民にマイ

ナスの影響を及ぼすことが明らかになった.しかLそれは郊外化に対する逆流として，イ

ンナーシティの少なくとも場所(物的条件)の改善に寄与するポテンシャルをもっている

したがって郊外化がもたらすインナーシティの衰退に直面してきた大都市圏の中心市が

その現象にある種の救いを感ヒ，そこから都市再生の端緒を得ょうとするのもまた自然

といえよう.さ'hにその点を超えて，米国の都市問題の基底には強固なセグリゲーション

が存在するとの認識に立脚L，人種的.文化的，経語的な多様性をもった近隣，すなわち
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、ノーシアルミックスの創出が 真の都市問題の解決には必要との観点から，マイノリテイ

を主体とするセグリゲートされたインナーシティの近隣へ白人上層中産階級が流入するジ

エントリフィケーションを，積極的に評価ないしは活用Lょうとする考え方がある.

カータ政権の住宅都市開発省長官M. Landrieuはu.S. News arid 

World Report誌のインタビューに対Lて r貧困者のある程度の立ち退きは

促進さるべきである.なぜならば，それは所得階層グループのより良き混合を意味するか

らである.……かぎは，中-高所得者の都市回帰を促進しつつ，インナーシティの近隣に

とどまることを欲する貧困者に住宅を供給することである J (U. S. News and 

World Report， 1980， p. 63)と答えている.シプリウスキーもま

た r中産階級によるインナーシティエリアでの再投資は，都市再建にとっての重要な要

素であり，人種的，文化的，経済的に多様で・強力なコミュニティを生みだす機会とみなさ

れるべきである.しかしも L，それが近隣の多様性を低下させつづ}するのであれば.その

純効果は 1組の都市問題をほかのものでおきかえるにすぎないJと結論Lた (Cy b r i-

wsky， 1980， p. 33).問題の核心はそれをいかなる手段によって実現するか

という，点にある.

反投機法，キャピタルゲインへの課税強化，家賃統制などの施策は，民閣の活力を限害

L，悪化している現状を固定するばかりか，賃貸住宅のコンドミニアム化を促進し，かえ

って貧困者の住宅市場をタイトなものにした.最近では住宅投機を規制するだけ?はなく

，貧困者に対して住居の維持・修理費を特別助成する必要や，資産に対する現行の課税方

式(家屋改修のために時間と金をつぎ込めば税金の大幅な増額に泣かされる)を改める必

要などが指摘されている(ブルース・ストーク， 1 9 8 O. p p. 4 0--4 1 ) .そのよ

うな施策を講じてもなおかつ問題は残っている.さきに伝統的コミュニティの破壊の項で

みたように，たとえそれが白人のコミュニティであっても，旧住民と新Lい転入者(ジエ

ントリファイアー)との間には緊張関係が生じ，暴力行為に発展した事例をシプリウスキ

ー自身が報告している.さらに困難な問題は，デイビスとカセ、ソティ (Davis & 

Casetti.1978)が明らかにしたごとく，黒人学生はブラックパワーとブラ吋

クアイデンティティの高揚を背景に.統合近隣での居住を選妻子しない傾向をつよめており

しかも社会的には均一な，すなわちエリート黒人の近隣に居住することを欲している点

である.このような動向が一般化するならば.統合されかつ多様性をもった近隣の実現は

ますます困難となる.とにかく，これまで十分に存在しなかったといわれる混合的居住(
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Sarkissian， 1976， p. 243)によって都市の再生をはからねばならな

いのがアメリカである.それは同時に，冒頭で必要性を指摘しながらも本章ではふれるこ

とのなかったインナーシティエリア住民の就業機会の創出，すなわち中心部市の工業的再

生を必要とする.この課題については次章以下でとりあげることになる.
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8 二二ューーヨーーク子行手写主主 C7Jコ庁 I珂と孟式J弘

I ニューヨーク市の産業戦略をめぐって

197雪年に顕在化Lたニューヨーク市の財政破綻は，改めて大都市衰退の深刻さを一

般に印象づけた.財政危機自体は連邦や州の援助と合理化計画.それを認めた金融機関の

融資によって小康を得たが，今後ニューヨーク市が財政の健全化を含めてどのような再生

の方向を辿ろうとしているかは，同様の危機に瀕する先進資本主義国の大都市に共通する

関心事となった.ところで，すでにち O年以上もニューヨークに本拠を構え，政治，経請

，社会問題の調査機関と Lて活動Lてきた 20世紀財団が，財政危機のさなかにニューヨ

ーク市の長期的将来についての検討を開始した.財団の研究ス夕、γフがまず市の現況につ

いてのレヒiーと将来の選択可能性の検討を行い，その結果を「背景文書 j (back-
t; 

ground paper)とLてまとめた.次いでニューヨーク市内外の有力者 16名

で組織された特別委員会 (task force)が討議を重ねその提案を lレポート」

にとりまとめた- 1980年に両者をあわせた報告書「ニューヨークーーワールドシティ

J (The Twentieth Century Fund Task Force， 

1980)が刊行された.以下ではまずこの報告書がニューヨーク市再生のためにいかな

る産業戦略を提案したかをみることにする.

「背景文書j は豊富なデータを用いて経漬，人口，財政上のニューヨーク市の問題点を

整理したうえで，財政危機が経済的衰退のみによって生じたものではないとし，その理由
.2，) 

を多面的に論じている.次いで 1990年のニューヨークを展望して， 1969~76年

のような沈滞は避けられでも真の成長はもはや不可能であり，問題はいかにうまく衰退を

制御し安定を得るかにあると結論した.そして以下のような4つの戦略案を提示した.

( 1 ) 規模縮小:これは貧困者の福祉に重点を置く戦略で，中産階級やビジネスにと

っての利益は少ない.それはヒューマニティにかない，ニューヨーク市が長い実践の歴史

と整備されたシステムを持つ戦略である.企業立地の有利牲が失われたと割り切れば，費

用がかかりリスクを伴う開発事業を行う必要がなくなる.人口が減少するので悪化した住

宅や工場のクリアランスが容易になり，残った近隣は保護され，公共サービスのコストは

小さくなる.企業の反発を無視すれば累進的で高率の課税が可能で，過剰となった基盤施
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設を郊外に売却 Lて収入を得ることができる.この戦略に対Lては.物的環境を良好に維

持することが困難となる，近隣の維持はその住民が上向移動の希望が持てる場合にのみ成

功する，人々はいヒけた気持ちで生活L，力強くて豊かな“ Big Apple とLて

のニューヨークのイメージと相いれない，たといそのようなイメージが現実的でないと L

てもそれを放棄Lて計画的縮小を図ることは政治的に困難である，クリアーされる近隣の

選別は緊張を生むL公共サービスの費用削減効果はしれている，等々の問題がある.いず

れにしてもこの戦略下では自立できる住民や事業の流出はさけがたく，規模縮小で‘管理は

容易となるが，福祉基金を増やすために州や連邦に対するロビー活動が必要になる.

( 2 ) ローカルセクターの振興:各地域が自立を強めニューヨークからの移出が減少

するとすれば，ローカルセクターがニューヨーク成長の唯一の源泉であるかも Lれな~\ ( 

高質で特化された物やサービスに関してはニューヨークのマーケヴトが維持されるとの反

論もある).またローカルセクターは小企業で構成されているから，この戦略は移入民を

吸収し上向移動の機会を与えることができるという利点をもっ.問題点としては.この戦

略が成功するためには市内居住者を増やす必要があり，多様な選択の幅をもっ良質の住宅

を供給せねばならないが(例えばジエントリフィケーションの促進).それはさきの福祉

戦略や次のブルーカラー戦略と対立する.市内居住者を増やすいまひとつの方法は市外へ

の通勤者を増やすことであり，そのためには公共交通の改善が必要となる.

( 3 ) ブルーカラーによる移出セクターの強化:製造業と運輸業や卸売業を支える戦

略である.その正当性を主張する根拠の 1つは，最悪のものを重視すべきであるというこ

とにある.製造業の減少こそはニューヨークの衰退を招いた原因であり，その維持や拡大

が雇用の減少をくいとめると考える.根拠の第2はそれがニューヨークを価値あらしめて

いるもの.すなわち革新をもたらす社会的，経漬的組織の豊かさ，メルティシグポ'"トと

しての機能，上向移動の掘としての小企業，等々を維持するということ丈'ある(高度化き

れねばならない製造業よりもローカルセクターのほうが移入民にはなじみ易いという反論

がある).ニューヨークでは，多くの特許が生み出されたのち新プロセスが定形化される

か新製品市場が確立されると工場は市外に流出し，また次のサイクルが始まるから，ニュ

ーヨークの製造業の衰退は国全体としての技術的発展をそこなうという(小企業を高く評

価しすぎるとの反論がある).市の小企業支援のプログラム(税の控除，職業・技術訓練

等)が高付加価値，非規格化業種といったニューヨ←クの比較優位製造業に向けられると

き最も成功する.この戦略下では居住者へのサービスは最小限のものとなる.
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( 4 ) ホワイトカラーによる移出セクターの支持:企業本社とそれにたいするサービ

ス，金融.コミュニケーション，出版・印刷，芸術，観光等，現在ニューヨークで最強の

セクターを支持する戦略である.このセクターの長所は労働条件が良く，非公害型で，才

能と覇気ある若者を吸引し世界のキャピトルの住民であるというプライドを市民に与え

る点にある.欠点、は，マンハッタンとエリート中心の戦略であり，通勤流入者の職場を拡

大しても，経請開発の主目的である届住失業者の救請には寄与しないことである.この戦

略を推進するためになすべきことはオフィス地区の整備， C BDの施設やアメニティ関連

のものに対する税の優遇，高所得者用住宅の供給，外国銀行への規制の撤廃，教育システ

ムの改善，累進性の弱い所得税の採用，等々と極めて多い.この戦略が成功すればいくぶ

んかの減税が可能としても，貧困者へのサービスは若干削減される.

「背景説明」は以上の戦略のいずれか 1つだけを採用することは非現実的だし好ましく

もない，必要なのは他の効果を打ち消すことなく各戦略の最も良い部分を統合することで

あると結論している.

それを受けて作成された特別委員会の「レポート」の要点は以下のとおりである.マン

ハッタンのみならず周辺区 (borough)の近隣においても生ヒている最近の活動は

，真の再生へのほう芽とみなすことができる.人的資源，インフラストラクチャー.経済

活動，文化活動の豊かさにおいて，市はまだ膨大な資質を保持しているから，市の長期的

な将来には潜在的な明るさがあると判断してよい.さきの規模縮小の戦略は安楽死に通ず

るもの，市の生命復活の見通しを全く消し去るものであり，採用することは出来ない.採

るべきはホワイトカラーセクターを中心とした世界都市としての発展，市民を雇用する既

存工業の保持，最も重要な資源である人間を尊重した既存近隣の強化，の3つよりなる戦

略である.もちろんビジョン実現への第一歩は不安定な財政の強化.収支バランスの回復

であり，そのためには費用がかかる壮大なプランや新規建設を極力抑え，既存の資質や施

設を十分に活用することが必要である.

ニューヨークの世界都市としての発展を支える外的条件としては，世界貿易の進展，第

3世界の工業化，多国籍企業の成長等があり，ニューヨーク自身の強みとしては，国内最

大の港と空港の完備，大企業本社の立地，多様な事業所サービスの集積，優れた教育・医

療・文化施設の完備，多彩な文化活動等を挙げることができる.これらは相互作用によっ

て相乗的な吸引効果を発揮する.

第2の既存工業を保持する戦略は.多様性を特徴としてきた市の資質を守り，不況にも
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強いバランスのとれた経詰を維持するために，あるいは急激な職場の変動によるブルーカ

ラーワーカーの不適合を少なくし，緩やかにホワイトカラーへの転換を図るためにも必要

である.それはまた世界都市としての発展にともなう危険な分極化を回避し，住民の全て

に機会を与え，生活条件を向上させることに有効である.

第3の近隣の強化と再生は最も実現が困難な戦略であるが. 70年代において大量(約

1 3万)の世帯が減少したこと，福祉受給者が孤立したゲットーに限定されず拡散したこ

と，市が差押によって大量の低所得者用住宅の所有者になったことの3点を考慮して，特

別委員会はこれを採用した.ただ世帯の減少がなお続くと予想されるなかで，市内の全て

の近隣を再建Lょうとするのは賢明でなく，居住者自身のある地区は救い難いとの判断を

受け入れて，資金とエネルギーを居住者がとどまりそうに思われる限界的な近隣に集中し

てその健全性を維持する，活力の兆しが見えないところでは余剰の施設を勇気をもって閉

鎖しサービスを縮小するとともに，統合化により効率的なサービスを行う，経済的にも人

種的にも多様でバランスのある近隣を作るように努力する，住宅建設よりも住宅修復に市

の資金を投入する，不動産の評価を適正化するとともに修復にたいして税を控除する，自

助努力するコミュニティ開発共同組合，近隣住宅サービス，テナントによる管理，ホーム

ステッディング，ブロックアソシェーション等への援助を拡大する，家賃の統制撤廃を目
3) 

指すよりも低家賃住宅の家主を補助する連邦のセクション8を拡大する，等々多くのこと

を市に対して提案Lた.

さて以上はエリート達によって作られたニューヨーク再生戦略の骨子であるが，いま 1

つJ.ニューフィールドと P.ダブルルの提言をみておきたい (Newfield & 

DuBru 1.1977).二人はニューヨークの労働者街で育ち市立大学で無料の教育

を受けた者の責務として財政破綻の原因を追及し，銀行・不動産業と政治家の結託による

利権あさりを鋭く批判した若いジャーナリストである.上述の戦略と二人の提案には多く

の共通点がある.福祉予算の連邦化と生計費統計に基づく連邦援助(国民福祉は国家の責

務であり，ニューヨークの生計費は他よりも高くつく).計画的縮小戦略の批判と就業機

会の拡大=工業再生の必要性，鉄道や港の再生，レッドライニングの廃止と地元再生のた

めの資金融資の強化，家責統制の存続，新築よりも既存住宅の修復優先等がそれである.

しかし税制改革(資本利得や多国籍企業にたいする優遇措置の廃止に有効な徴税と合法

的脱税の防止，港湾管理公団，州・連邦政府，豊かな民間団体(ロックフエラー財団やコ

ロンビア大学等)に対する不動産税免除の廃止，コンソリデイテヴド・エジソン社の公有
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化による電力料金の引き下げ，犯罪者への厳しい対処と彼らの社会復帰の推進，公開制度

による公費の乱費・横領と収賄の防止，等は「レポート」では言及されていない二人の提

言である rレポート Jが採用した 3つの戦略のうち，既存工業の保持(それに必要な既

存の基盤施設の活用)と既存近隣の強化(それに必要な既存住宅の修復)では一致しつつ

も，銀行や国外企業の立地を容易にする世界都市戦略について二人は言及Lていない.な

お加茂利男もまた， 20世紀財団の「レポート」の戦略は「世界都市J化の推進に力点、を

おきつつ工業や近隣の安定化をもねらう「二重戦略j であるとみなl.より強力に再工業

化の必要牲を主張Lた実業家F. G. 口ハティン (Rohatyn)の提案を紹介Lてい

る(加茂.1983.321-324ページ). 

E 小工業振興の可能性

世界のオフィスセンターと目されるニューヨークでさえ，その再生のために機能の多様

化を目指し，現在衰弱Lつつある工業を再活生化させようとしていることをみた.本節で

はその可能性と必要な施策について検討してみたい.

1 雇用面からみたニューヨーク市工業の地位

1960年代末から下降期に入ったニューヨーク市とニューヨーク都市圏の経済は， 7 
4-) 

0年代なかばに最悪の状態を呈したが，後半からはようやく回復の兆しをみせ始めた 7

6-78年の雇用増加率は全国値(1ち%)には及iまないまでも都市圏で4%.ニューヨ

ーク市でも 1969年以来初めてプラスに転んじた(図8--1).市の雇用は以後も増え

続け，ボトムの77年から81年にかけての増加実数は 13. 3万人に達している(表8

1 ) .全国および全中心市の失業率は80年の景気後退によって上昇Lたが，ニューヨ

ーク市のそれはわずかながらも低下Lたので， 8. 6%となお高位とはいえ他とのギャ、γ

プは縮まった(図8-2) .その鍵は投資の順調な回復にあり，建設活動量は76年のち

割増となった.国外らの投資が加わってマンハッタンのオフィススペースへの需要が高ま

り，オフィスビルの建設が活発化した.イベントを交えたキャンベーン“ 1 1 0 v e 

New York"と76年の民主党全国大会を契機としてニューヨークへの訪問者が増

え.ドル安と航空運賃の値下げによって国外からの旅行者も増加したので，ホテルの新設

や改修が盛んになった.活動回復が特に顕著であったのは文化・興行部門であり，マンハ
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ヴタンとニュージャージー州郊外の住宅市場も活況を呈ーした.その背景にはインフレの鎮

静化や州・市での税負担の安定または緩和があった (Committee on the 

Future， 1(79). しかし域内の地区間や産業部門間での回復のアンバランスが

目立つ.マンハッタンや郊外カウンティの貴子況にひきかえ，古いインナーエリア(ニュー

ヨーク市の3区とハドソン，エセ .'1クス.ユニオンのヨカウンティ)は沈滞を脱していな
5) 

いし，部門別では建設，サービス，金融・保険・不動産の好況にひきかえ，製造業の不振

が目立つ(表8-2).1981年現在総雇用の 14.6%を占めるにすぎない.

製造業雇用の変化を長期的にみれば 1950年代は9.3万人 (9%)，60年代は 1

8. 1万人 (19%)，70年代は26.7万人(3ち%)の各減少で， 30年間の減少

合計ち 4万人は 1947年の雇用 107. 3万人の半数に相当する.このような製造業雇

用の大幅な減少は，それが新たに労働市場に参入する市内居住の若年ブルーカラー層の主
6) 

要な就業先であっただけに極めて深刻である (Ehrenhalt，1981).さらに

減少の内容をみるとそれは現業部門にとどまらず， 1 970年からはオフィス部門にも及

んでいる.製造業オフィスの雇用はピーク時(1 969年)の8万ち 900に対Lて19 

80年にはラ万900へと 41%も減少Lた.それとは対照的にニューヨーク州内のちつ

の郊外カウンティでは， 73年以来 1万8600から 2万6ラ00へと 42%も増加Lた

.コンビュータとジェット機の時代が企業本社の立地選定に柔軟性を与えた結果であり，

生産現場は流出しても管理オフィスは残留するという従来のパターンが崩れ始めたと L.

エーレンハルトは指摘している (ibid.).工業の衰退はインナーシティのブルーカ

ラーワーカーを蝕むばかりか，オフィスワーカーをも脅かし始めているのである.工業の

振興が戦略目標とされるゆえんである.ただそれが単なる目標にとどまってはならない.

衰退の激しい部門であるだけに，振興の可能性を見極め適切な施策を講じる必要がある.

次にはそうした意図をもって実施された 2つの面接調査についての報告から，ニューヨー

クにおける小工業の実態と振興の可能性を探ってみたい.

2 ニューヨーク都市圏の小企業調査

1つは対象がニューヨーク市や製造業に限定されたものではないが，ケミカル パンク

がハリス社に委託Lて行った調査である (Chemica 1 Bank， 1979).調

査は 1979年8月九 10月にニューヨーク市とナ、ソソー，サフォーク，ウェスチェスタ

ー，ロ .'1クランドの4カウンティから抽出した 697の小企業の上級支配人に対Lて行わ
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れた.対象企業の従業員規模はち O人以下が48%.平均が 181人，業種構成は卸小売

業44%. 製造業 30%. 専門サービス業8~ö ，金融業 3%. その他 1 ち%である.

( 1 ) 立地評価

80年代にニューヨークで事業を行うことについて，非常に楽観的26%.いくらか楽

観的45%で，悲観的企業は 26%にとどまる.今後の立地について，最良の場所なので

この地域を去るつもりはない39%.地域に強いかかわりを持っているので事業がうまく

行かない場合のみここを去る 37%.地域にかかわりを持っているが事情が悪化すればこ

こを去るかもしれない 16%.近くここを去るつもり 3%で.定着意思はかなり強い.ニ

ューヨークで事業を続ける理由で多いのは.市場近接牲48%. 一般的な利便性41%.

専門的業務サービスの利便性 18%.等である.他の施設への移転を考慮中のものが2旦

%あるが望ましい移転先は，ニューヨーク市内 32~6 ，その他調査地域内 26%. ニュー

ジャージーかコネチカット 32%.南部と西部 14%で域外への流出は少ない.施設の増

設を考えているものが 51%もあるがその望ましい立地は，ニューヨーク市内43%. 3 

州にまたがる大ニューヨーク内40%.南部と西部21%でやはり域内の比率が高い.

( 2 ) 成長とその条件

80年代の年平均成長率については，企業の 39%が7-----12%. 1 7%が 13-----18

%. 12%が 19-----24%. 11%が2ぢ%以上をそれぞれ予測しておりかなり楽観的で

ある.成長の方法としては，既存の生産ラインでの売り上げ増47%.新しい製品やサー

ビスの開発32%.合併・買収9%である.成長に対する障害は，限られた需要37%.

資金の調達とコスト 22%.政府の規制と官僚主義22%.労働力の調達とコスト 20%

，税 19%.国内競争 18%.国際競争 16%で，政府の規制を相当強く感じている点と

内外との競争をそれほど重視していない点が注目される.事業の成功の鍵としては，十分

な資金44%.社長のリーダーシップ36%.有効な組織と生産性30%.高質な専門的

・管理的人材の確保29%.新しい製品やアイディアの開発26%.良い財務管理26%

'良い市場管理26%.事業計画24%等が続いている.最も重要な資金については，過

去に融資を求めた 94%が必要な額を調達しており， 80年代に外部資金を得ることの困

難性についても， 70年代と同程度 53%.より容易 20%.より困難20%と楽観的で

ある.

( 3 ) 国際活動

国際活動を行っている企業の比率は62%と高く，規模の大きなもの，創業の新Lいも
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の.成長牲の高いもの，マンハッタンに立地するものほどその比率は高い.製造業の国際

活動比率は 62%である.今後2-----ち年のうちに国際活動を拡大する見通しは，極めて強

い61%，ある程度有りうる 22%と，積極的である.

( 4 ) 政府評価

州や地方の政府が小企業の事業環境を良くするために十分な仕事を Lているかどうかに

ついては，否定的な評価が州政府について 70%，地方政府について 64%と多い.そし

て州や地方の政府がなすべきことは，税一般の軽減63%，新増設企業にたいする免税4

4 %，官僚的形式主義でないサービスの向上24 9-~，より多くの良い情報の提供 14%等

で，税の軽減が一番求められている.確かにニューヨーク市の法人の税負担は上昇してお
.，i 
り，州の事業税はニュージャージーやコネティカットにくらべて高い. lたがって事業環

境を改善する最良の方法は，一般的な税(個人税と法人税)の軽減が76%で，州の補助

や優遇措置22%をはるかに上回っている.要するに小企業は大企業や外国企業との競争

に自信をもっており，過重な税や規制といった障害がなければ政府の援助は必要でないと

いう自立心を持っている.

(ち) 問題への対応

現在および80年代の最も深刻な問題は(カッコ内は80年代の比率)労働力の質とコ

スト 23%( 1ち%)，インフレ←ション 16%(19%)，良質な管理者の獲得 12%

( 8%に政府の規制 11%(11%)，税9%(9%)と続く.労働生産性の低下が米

国経演の問題であるといわれるが，本調査では 38%が小さな問題. 36%が問題でない

と答えており，大企業との比較でも 72%はより生産性が高い. 18%が同等.6%がよ

り低いと，強気の答えをしている.インフレーションへの対応策では，値上げ61%.生

産性向上4与%，コストの再検討36%が多く，生産設備の合理化6%，人員削減雪%.

設備改善の延期4%といった地域経法にマイナスとなる対応は少ない.また景気後退への

対応策では，効率性の強化40%，コストの点検39%.支出一般の削減22%，値上げ

22%が多く，人員削減，設備改善の延期，貫金切り下げ等の消極的対応は少ない.

( 6 ) 専門的サービスの利用

外部の専門的サービスを利用できることが大都市立地の利点の 1つである.会計，法律

，銀行，保険，広告の 5つのサービスの中で最もよく利用されているのは会計と法律であ

り，最も利用が少ないのは広告である.利用先の継続牲から判断してこれらのサービスに

対する満足度はかなり高い(変更予定は 1ラ%内外である). 80年代により利用を強め
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ると思われるサービスとしては，コンビュータによるデータ加工 38%.会計22%.法

律 20%.市場調査 17%等が上位を占め，投資銀行7%.広告7~.'Ó.保険ち%等が下位

となる.

( 7 ) 自己評価

自分達の将来については 70%が楽観的であるけれども .43%は80年代の経済成長

に寄与するポテンシャルを下げると考え.ち 7%は経済における小企業の役割は低下しつ

つあると思っている.しかし 78%はフォーチュン誌の 1000社からと同程度に小企業

からも革新的なアイディアが生まれると自信を示している .82%の多数は小企業が政府

に野響力を持たないと考えており，政府の規制は小企業にとってより不利だとの見方(4 

7%)が，大企業の方に不利との見方 (28%)を上回る.従って現在の政府規制が除か

れると国は良くなるとち 9 %が考え，また 60%は政府が外国との競争から小企業をもっ

と保護すべきであるとは考えていない.事業における成功の個人的な理由はさまざまで3

0%を超える項目はないが.精力・決断・献身28%.ハードワーク 27%，組識的能力

18%.忍耐・不屈・ねばり 16.%等が上位を占める.彼らが事業を始めた時リスクを感

じなかった者は 17%と少なく，今日事業を始めようとすれば企業家的才能がより必要だ

と92%がみており，さらに今日では管理的技術がより重要だと 79%が考えている.

以上のケミカル パンクの調査をつうじてニューヨーク都市圏の小企業の性格を次のよ

うに理解できる.それらは現在の立地条件をかなり評価し，将来の成長とその鍵となる資

金調達に楽観的な見通しを持ち，国際活動は活発で将来更に広がる可能性を示し，生産性

やイノベーションにかんする大企業や外国企業との競争に自信を持つ，という好ましい状

態にある.しかし政府の規制や課税に対しては極めて強く反発している.

3 南プロンクスの製造業調査

第 2にとりあげるのは，フオーダム大学の都市研究所と南プロンクス再開発問題研究室

とが，ニューヨーク市公共開発公社の委託により 1980年4月"--1981年3月に行っ

た調査の報告である (Institute for Urban Studies， 19 

8 1 ) .この 3"--4年，プロンクスの工場や従業者の誠少率が低下しているのは，プロン

クスの製造業の再興に希望を与える兆候ではないかとの判断から，現在なおプロンクスで

操業を続けている企業の経営状態を評価L.そうした企業の保持と新しい企業の誘致に必

要な行動を明確にすることを目的として調査が行われた.プロンクスの工場の多数が立地
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する同区西南岸のHunts Point/Port Morrisを対象地区と L.地

区内企業の 1/4にあたる 82企業が従業員規模によって層化無作為抽出され.社長また

は首脳部からの聞き取りが 1980 年4~9 月に行われた(有効回答は 76 社) • 

( 1 ) 企業の性格

過半数が創業以来30年以上を経ており一面では地区内企業の堅実性を示すが，それは

また新設企業の少ないことを反映していて，必ずしも楽観できる状態ではない.かつてこ

の地区がニューヨーク市の他の地区と同様に果た Lていた苗床ないしはふ化器としての機

能を失い，企業の老化が進んでいると解されるからである.現在地での平均操業年数は 1

8年と短いから，創業以来立地移動していることは確かだが，調査からは移動範囲の区別

はできない.ただ以前の立地を記したいくつかの事例から判断すると，大部分の会社がブ

ロンクスで創業されたと忠われる.他の地域で生まれた企業を吸引する力を持たないなら

ば，新しいベンチャーへの投資を誘う事業環境を作りだす必要がある .78%は単一事業

所企業であり. 1 6の複数事業所企業でもわずか 1企業のみがニューヨーク都市圏外に重

要な事業所を配置Lているにすぎない. 1979年の従業員規模は 1ち人以下が39%.

16~50人が37%.51-----100 人が 17%. 平均が4 1人と小さい. 79年末に決

算を行った46企業の売り上げ高も. 2 1企業が 100万ドル以下. 20企業が 1000

万ドル以下， 1億ドル以上の企業はゼロというように小さい.ただち年間で91%の企業

が売り上げを伸ばしており，今後も物価上昇にみあう 10-----1ち%の売り上げ高の伸びを

見込んでいる.

従業者の居住地分布はブロンクス 59%.その他市内26%.市外1ち%で，半熟練者

ないし非熟糠者ほどプロンクス内居住の比率は高い.その点プロシクスが多様な熟練度の

労働力を供給Lていた 15----20年前とは状況が異なる.労働力の量と質に68%の企業

は満足しており 32.%が不満を持っている.不満の理由は熟練労働力の不足であるが，未

熟練労働力に関してはほとんどの企業が質量ともに満足しており，この点が地区の強力な

立地条件であることは確かである.政府の労働訓練プログラムを 29%の企業が利用して

いるが満足度は低く， 85%の企業は自らなんらかの従業員訓練を行っている.今後2年

間の従業員の増減見通しは増加ち 2%，不変47%.減少 1%と楽観的である.

企業の電力，ガス消費額は月額2000ドル以下が66%，全体の中位値が3100ド

ルと小さいが，単位料金が高いため他の生産コストに比べると割高という.重量賃物の扱

いは少なく，主要な輸送手段を小型トラックやバンとするものが81%を占める.
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立地移動については様々な思惑から本心を明かさないことが多いが， 74回答のうち雪

4は計画無L，8は検討中， 8はブロンクス内に， 1はクイーンヘ， 2は州外へそれぞれ

移転を予定している.この程度の移転にとどまるならば雇用減少に与える影響は小さいが

，新設が少ないおりの工業の拡充にとりマイナスであることは確かである.

3年以内の投資についてはち O%が工場や設備の拡大・更新計画を持っている.しかし

工場拡大のほとんどは既存建物の利用によって実現しようとしており， Lたがって計画中

の投資が建設雇用を生みだす力は弱い.

( 2 ) 立地上の問題点

報告書の第2部は会社首脳が面接で語った量的表現にはなじまない立地上の問題点を多

面的に取り上げている.以下はその要点である.

室全企企業の40%は犯罪と警察による保護の欠如が業務遂行上の主要な障害である

とのベた.犯罪が多発する中で労働者，顧客，その他の取り引き関係者を集めることは困

難かつコスト高になるばかりか.私的な警備サービスや割高な保険費もコストを高め，こ

の地区が持つその他の立地上の利点を帳消Lにする.一般の南プロンクスに対する恐怖感

は多分に感覚的な面があるにせよ，地区の経漬的繁栄のためにはそれを払拭しなければな

らない.企業の多くは共同警備事業を望んでいる.

保険その他の金融上の問題 上述のように地区の安全性に問題があるために保険への加

入が困難で，企業の半数はそのことが最も深刻な問題であると訴えている.たとえ保険に

加入できても補填額は物件の価値に比べて極めて低く，保険料率は高い.盗難や破損に対

する保険をえることは火災保険以上にむずかしく，多くの企業は保険なしの操業を強いら

れている.もちろん地区の安全性の向上が必要であるけれども，保険会社の対応も改善さ

れねばならない.地区悪化の予測や兆候によってレッドライニングを行い悪化を加速させ

るよりも，悪化の機先を制する行動が望まれている.州や市による公的保険プランも検討

されてよい.融資，補助，税の軽減等の小企業むけ公的援助は用意されているにもかかわ

らず，企業の多くはそれを利用できることを知らずまた利用に熱心でもない.企業に管理

的スタッフが少なく.手続きに時間と労力を要することが原因である.プ口グラムと手続

きの簡素化が必要である.

笠聖位二基盤血労働力をめぐる問題 この地区が専門的・管理的労働力を得にくいのは

，条件の良いマンハ、γタンや郊外に新Lくできた職場の需要と競合しなければならないか

らである.熟練労働力が得にくい理由の 1つも，中産階層が郊外に転出して居住地周辺の
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職場で勤務するようになったためである.今後労働者の教育と技能の向上が一層要求され

るから，公的な職業訓練プログラムや公的職業学校の充実が必要で‘ある.

輸送閉1m 当地区はハイウエーに近く.生産品がかさばらず高価格であるため，輸送の

多くをトラヅクに委ねていることは合理的で・あるし，企業の多くもそれに満足している.

しかし荷捌き場が不備なため作業の一部は路上てd行われ.交通混雑を引き起こしている.

対応策として一方通行やトラフイク ライト システムが考えられているにすぎない.若

干の企業は鉄道輸送を望んでいるが，引っ込み線の不備，サービスの低下，割高な運賃の

ために利用は実現されていない.石油問題から鉄道への依存が強まる可能性もあるから，

鉄道はサービスの改善に着手し，貨物の減少とサービスの低下の悪循環を断ち切るべきで

ある.人的輸送の面ではパス交通の改善が問題である.現在従業者の 20%が利用してい

るにすぎずピーク時以外の客が少ないことから，やはりサービス低下との悪循環が生じて

いるが，小型パスの利用，停留所の増設等可能な対策を駆使してみるべきである.

理主盟里地区内には空地への廃棄物の山積み.路上でのごみの散乱，排水がよどんだ

水路，破損した路面，ごみの野焼き等退廃現象が蔓延している.その状態に慣れきってし

まった者もいるが，経営者の多くはその原因とそれを黙認Lている市当局を厳しく批判 L

ている.特に不法投棄と衛生サービスの欠如が問題で，状況改善のためにまず必要なのは

本職の清掃隊による大がかりな清掃活動と，衛生局による監視の強化である.入手不足の

現状からすれば企業の自発的協力も必要であり，市当局はそのための広報活動を展開すべ

きである.

報告書はその他にもいくつかの間題点を挙げ，それらすべてが一体となって地区のイメ

ージを低下させている.その責任の一端は問題地区にコミヴト Lょうとしない金融機関に

あるが，衰退の兆候が見えた時素早く行動を起こさなかった市当局の責任が大きいとのべ

，今では地区の再活性化がより高くっき，成功の機会はずっと少なくなっていると結んで

いる.

( 3 ) 工業再活性化の必要性と可能性

それにもかかわらず地区内の企業はさきにみたとおり意外に楽観的であった.報告書は

対象地区やプロンクスにとって工業の再活性化が必要であり，地区の利点を生かせばそれ

は可能であると展望している.まず必要性の論拠をみよう.

もし工業の減少がこのまま続けば住民の臨場はどのようになるだ.ろうか. 1つの主張は

経法発展の流れに沿って高水準の技術と教育が重視される職場の創造を目指すべきである
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という.しかLブロンクスの若者の半数以上がハイスクールを卒業していない現状より L

て，高度に技術的な性格の職場は居住労働者を十分に吸収することはできない.若者は学

校に戻り未熟練者は職業訓練プログラムに参加すべしという主張もある.それは長期的な

解決策となっても中高年者には不適である.現在と近い将来に必要なのは技術と教育の水

準が高くない居住労働者にふさわしい職場を，波及効果によってではなく，直接創出する

ことであり，工業雇用こそがそれである.ニューヨーク市やブロンクスの製造業従業者は

確かに減少しているが.米国全体のそれはゆるやかに増加し続けている.市や区における

減少は産業構造の変化のみならず.一般的な軽視と，過去 30年における誤った政策が原

因であるとおもわれる.いまや市は工場の保持，新設，吸引に資するところの事業環境を

積極的に創出すべきである.

再活性化の可能性は次のように説明される.すでにみたように，調査対象企業のすべて

は地区での立地を全体としてポジティブに評価した.地区はまだ多くの利点を持っている

のである.それは4)点に集約でPきる.第 1はその優れた位置である.ニューヨーク都市圏

，国内市場.世界市場のいずれの観点からも本地区は中心的な位置を占めている.多数の

企業の分業をベースとし，しかも全国や世界の市場と関係Lている製造業にとって，この

位置条件は極めて有利である.第2はその優れた輸送システムである.高速道路，鉄道ヤ

ード，埠頭施設，空港のいずれにも近く利用が容易である.第3は大量かつ適正価格の労

働力の存在である.地区内に不足する管理的.専門的，技術的労働力も近接する郊外地区

から調達することができる.第4は，大規模な住宅の放棄や破壊によって工場周に再開発

しうる土地が増加しそのかなりが公的に所有されていることである.一方，郊外では開

発が進み適地が減少したために用地価格は上昇している.適切な政策によってすでにみた

立地上の諸問題を克服することができれば，以上の利点を生かして地区の製造業を再活性

化させることは十分可能である.

このような認識に基づいて報告書はちつの公的施策を提言した.その要点は次のとおり

である.

主主車違並区の工業用途地区全企変豆新しい職場を創出する必要性と，かつての人口

密度を回復する必要のないことに一般の合意が得られれば，対象地区西方の住宅用途地区

を工業用途地区に変更すべきである.用地の多くはすでに建物が除却され市の所有となっ

ているので，用途変更にともなう移転問題は生じない.

理主建鞄O)fF!復 老朽化した工場用建物の所有者は採算上から建物を更新する意思がな
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く，それが工業環境のスパイラル的悪化を招いている.市が慎重に選定した建物を買収L

て改修すれば，採算のとれる市場価格で賃貸することが可能であり，その成功は民間の開

発事業を刺激して?優良な小企業用工場スペースの供給が増加する.それによって次節で

みるマンハッタンのロフトから押L出される小企業を収容することもできる.

ケンア 定Iv主主量峯ニューヨーク州北部選出の共和党議員 J. F. ケンプ (Ke ffi-

p )とプロンクス選出の民主党議員R.ガルシア (Garcia)の2人はカータ一政権

下の 1980年に“Urban Job and Enterprize Zone"を

共同提案した.ブロンクスを含むインナーシティで進行する衰退の悪循環を断ち切るため

に，政府が失業者と貧困者の集中する地区を指定し，そこに立地する企業に一定期間優遇

措置を与えることによって，民間の投資活動を刺激Lょうとするものである.報告書はイ

ンナーシティの問題に市場原理による解決を求めているとしてその提案を支持した.

霊力料金の引き下喧地区を管轄する Con.Edisons社の電力料金は全国平均

の2倍と高い.石油依存度が強い.クリーンエアーを維持するために高質石油の使用を強

いらてれいる，税率が高い，電送システムに地下方式が多い，ピーク時とオフヒーク時の

需給ギャフρが大きい等が原因といわれる.低質油の使用や石炭への転換を認めるか税率を

改訂することで，電力料金の引き下げを図るべきである.

藍色豆[主王笠ニューヨーク州の州税と地方税はアラスカ州に次ぐ全国第2の高水準に

ある.これまでもニューヨークの税率は高かったが.他の競争条件が悪化した結果，最近

は税の高低が立地選定の要因と Lてこれまで以上に重視されるようになっている.税を軽

減するためには財政の連邦主義を修正し，政府聞の負担と財源配分を公正化することが必

要だが，連邦のイニシアチプを待たずに州が実施した個人所得税と事業税の軽減や地方税

減税分の補壊は有効であった.更に連邦の援助を求めて地域の競争力がつく水準にまで税

の切り下げを図るべきである.

以上冗長にすぎるくらい南プロンクスについての調査報告を追ってきたのは.内容のか

なりの部分がニューヨークの他のインナーシティにも該当するからに他ならない.ニュー

ヨーク タイムズは 1982年4月26日に発表された市経済開発室の調査報告の概要を

報じたが，製造業振興の必要性やその方策について 2つの報告には多くの共通点が読み取

れるのである (Pria，l，1982). 

E マシハッタンのロフト対策
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上で提案された弓つの施策の中では，用途制の変更を伴う工業用スペースの拡大とエン

タプライズザーンの創設が.とくに都市構造に関連する施策と Lて注目される.前者は拡

大よりも減少防止にとどまるものではあるが，マンハッタンにおいて 1981年に実現さ

れた.後者も 1982年3月に大統領から連邦議会に提案されて，南ブロンクスが候補地

にあがっている.本節では中・南部マンハッタンの地域制変更を伴うロフト対策 (Ne w 

York City Planning Commission， 1981)をとりあiデ

て，エンタプライズゾーンについては発詳地である英国のそれを含めて次章で論ずること

にする.

1 ロフト対策の背景

第 2章でロンドン，ニューヨーク，東京，大阪の郊外化を比較した際， 1 966年頃の

ニューヨークでは他に比べて都心部の近くに多くの生産現業部門が立地していることを明

らかにした.また本章の表8-2で示したように 1980年時点でも，ニューヨーク市製

造業従業者ち o.7万人のうち 28. 3万人はマンハッタンに存在する.マンハッタンが

抱える意外に多量の工業機能のほとんどはその中・南部地区に分布するロフトに収容され

ているのである.ロフト (10ft)は屋根裏などと訳されることが多いがそれは誤りで

， 1 930年以前に工業用に建設された建物のタイプを指し，それはほぼ敷地一杯に建築

されており，内部は柱が少なく生産活動に便利な構造となっている (New Yo rk 

City Planning Commission. 1981， p. 1ち0). 196 

1年に制定されたニューヨーク市のゾーニング条例は，製造業と関連機能が将来も相当量

のスペースを必要とするであろうと想定Lて，マンハッタンのかなり広いロフト分布地区

を工業地区に指定した.一方工業が卓越するもののCBDや居住地に近接している地区は

，やがて工場が消滅するだろうと予測して商業地区に指定した.しかしすでに見たような

その後の工業の激Lい減少を反映して，ロフトに空き室が増え家賃は低下した旬他方，す

でに 60年代からソーホー (SoHo)地区では芸術家のロフトへの入居がはじまってい

たが. 70年代後半から，マンハッタン 59丁目以南への一般の居住指向の強まり(表8

3 )と新設住宅の供給不足とがあいまって住宅市場はタイタイトになり(空家率は 1%

といわれる)，勢いロフトの住宅への転用が活発化した(いわゆるジエントリフィケーシ

ョン).最近は工業の安定，オフイスの侵入，投機行動等が加わって，ロフトスペースを

fP 
めぐる競争は一段と激しくなり家賃は高騰した.このことは，本来の工業テナントを追い
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出すばかりか，ロフトの住居化に先鞭をつけ近隣を活性化させた先住者(芸術家)達をも

追放することとなった.ロフトの転用に伴ういま 1つの問題はその違法性である.市の都

市計画局が 1977年に確認したら 9丁目以南の転用 1023件のうち 936件までが違

法転用であった.違法転用されたロフトでは住宅としての建築基準が満たされていない場

合が多く，居住者の安全が損なわれる.

このような状況に直面した市の計画委員会 (Planning Commission 

)は以下のように判断した.

第 1に. 1 961年のゾーニング条例は実情に合わなくなっている.市場の需給を反映

して転用が進んでしまった地区での条例執行は事実上困難であり，強行すれば入居者に与

える負担は極めて大きい.また住宅需要の圧力が存在するかぎり違法でも転用は続き，監

視体制をとらない限り事前のチェックは困難である.一方，ロフト所有者からの合法的な

用途変更申請も審査委員会 (Board of Standard and Appea 

1 s )に殺到しており，個別にそれを許可していけば工業集積が損なわれ企業連関は断ち

切られる.

第 2に，市場の実態に対応Lて住宅への転用を積極的に合法化したとしても，それで住

宅需要が全て満たされるわけではなく，一方では工場用のスペースを激減させることにな

る.住宅需要への対応は住宅の新設や既存ストックの有効利用を基本とすべきであり，そ

れによってロフトの転用に対する圧力を緩和させるべきである.

第3に，工場用スペースの維持は必要だが，現実には工業地区が住居地区に変質してい

る場合，住工が混合Lている場合，商業地区でまだ工場が卓越している場合等がある.従

って，まだ他の機能に侵食されていない工業地区は専用的クラスターとして残し混合地

区では転用を合法化するかわりに一定限度の工場用スペースを厳格に保全し，一部の商業

地区を工業地区に変更することが適切である.

2 地域制の変更

それをうけて市長は 1977年にロフト転用特別委員会 (Task，Force)を設

立L，翌年同委員会は市と州がとるべき諸措置を勧告した.勧告に基づいて 1980年9

月に市長はマンハッタンの総合的なロフト転用政策案を公表し，一般の討議に委ねた.同

年 12月に市の計画委員会は関係者からの意見を聴取して公聴会用に条例変更の一覧表を

作成し， 81年 1月の公聴会を経て. 4月にゾーニング条例は改訂された.図8-3にそ
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って改訂の要点をのべよう.

1 ) 工業地区は以前よりも縮小されたが.マンハ、ソタンの代表的業種が集中している

ガーメントセンターと北東チェルシー(アパレル関係)，ミートマーケット.グラフイツ

クアートセンター(印刷関係)の4地区に指定された.ここではロフトの転用や住宅用建

物の建設は禁止される.

2 ) 住工が混合する混合利用地区は西南及び北東チヱルシーと西ビレッジで拡大され

た.ここでは一定限度の工業用スペースを保存することを条件と Lてロフトの転用が許可

される.転用住宅には住宅基準が厳格に適用される.

3 ) 混合地区での工業用スペースの保存比率は次のとおりである.転用建物の延べ床

面積が5000平方フィート以下で33.3%，1万平方フィート以下で 50%，1万平

方フィート超で66. 6%.なお現在または新規の工業テナントにち年間のリースを与え

れば 16%だけ割り増L転用が認められる.保存床は転用ビルの中にはもちろん，所有権

を買収した他のビルの中，あるいは転用権のみを買収した他のビルの中に確保しでもよい

.保存床となったビルまたはその部分はゾーニング地図に記入されて，以後の転用は約款

(restrictive covenants)によって規制される.

4 ) 転用ビルの所有者は旧テナントが専有していた面積1平方フィート当たり 4. 5 

ドルを企業移転援助公社 (BRAC)の移転基金に支払わねばならない.旧テナントがニ

ューヨーク市内に移転する場合にはそこから移転援助金が支払われる，

ち) ロフト監視室 (Office of Loft Enforcement)が新

設された.同室は新たな違法転用を阻止するとともに，既存の違法転用ビルの合法的状態

への移行を監視する.

1983年3月28日のニューヨーク タイムズはゾーニング条例改訂後の 1年間をレ

ヒiーした (Gargan，1982).それによれば，改訂によって違法転用が阻止さ

れ，市内へ移転した企業は援助金を受け，市内に職場が保持された.具体的にはロフト監

視室が12件の転用工事停止命令を出 L，うち2件は裁判所に堤訴されたし， BRAC は

2与の家主から 300万ドルを徴収し， 1 1の移転企業に平均8000"'--1万ドルの援助

金を支払った.マンハッタンにおけるこのような成功に勇気づけられた市の計画委員会は

，プルックリンやクイーンズにおいても同様の法的措置をとろうしている.しかし問題が

ないわけで・はない.マンハッタンでは条例改訂が転用を抑えたのではなく，すでに転用の

波は引いており条例の改訂は遅すぎたという批判がある.他方では，移転援助基金への支
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払いを必要と Lない商業用・オフィス用への転用が発生しているから.工業用ロフトに対

する圧力はまだ衰えていないという主践がある.あるいは. 1 2名のロフト監視官のみで
q) 

はまだ違法転用を十分に取り締まることは無理だともいわれる.さらにまた，ロフトの所

有者はまだ新しいゾーニング条例を十分に理解しておらず.工業用スペースの保存義務に

よって生じる同一建物内での混合を，他のビルの転用権の買収によって回避できることを

知らないために.混合利用という言葉にしりごみして制度が活用されていないという

Daniels.1982). 

条例改訂後まだ日が浅くその成否を論ずることは早計であろうが，先行的成熟都市ニュ

ーヨークの核心地区で工業を保持し，用途混合地区を拡大して住工の調和を図ろうという

姿勢は，大都市再生の一般的方向を示唆するものと思われる.

なお工業地区のケースではないが，やはりマンハ、yタンのち番街における特別ゾーニン

グ地区の制定(1 973年)について付記しておきたい.周知のとおり，ニューヨークを

代表するショピング ストリートのち番街が，次第にオフィス街に変質していくことを阻

止するために，地元の商業者がたちあがり，それをうけて市は混合用途地区を創設した.

すなわち. 196 1年のゾーニング条例は，混合用途建物を禁止してはいなかったが.で

きるだけ抑制してきたのに.創設された特別地区では，新設ビルの一定面積を小売り用に

供することを義務づけ，さらに 24時間コミュニティを実現するために，住・商・オフィ

スによる混合利用を奨励した.そうしたガイドラインに沿って建設されたオリンピックタ

ワー(3陪までは小売り用，それより上階の 19階分がオフィス用， 27階分が住宅用に

供されている)は，混合用途ビルが公的政策として奨励された米国第 1号の事例であった

K.ハルパーンは，中心部市の様々な土地利用が実に不健全であった時期に課せられた

ゾーニングによる用途隔離を克服するために，米国の都市は数十年を費やしたと論評して

も、る (Halpern. 1978. p. 37). 
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1 ) 委員長は州首席判事C. D. B r (' t f' 1で.前連邦議員.前ビヴツパ←グ市
長・カータ一政権副司法長官f. シカゴ第 1 ナシヲナ!t.-銀行名誉会長.イェ-!~大学評議員
'ニューヨーク市立大学教授.弁護士，会社会長事よりなる.
三) 原因は子算規模の巨大化.収入基盤の弱体化，債務の膨張の弓つにあると Lてい
る.子賞の膨張はいわゆるニーズ説のみでは説明できず，相当の資源を持つうえに，政治
的拘束力が弱いというニューヨークの特徴がそれに加わっている.収入の低下は連邦や州
の補助金の減少，高い税率による活動の流出等の通説だけでは説明できず，不動産税の低
比率という税収構造.金融業から政府部門への産業構造のシフト.広域行政の困難性等が
それに加わる. 60年代に市が開始Lた各種プロシ‘ヱクトは，法的.制度的.政治的理由
から変更が困難で，増税も容易でなか寸たので，経常費を長期債で賄~ i .みせかけの収入
や資産を使って短期債を増やL.その実態がち年間も市民に公表されなかったという.
ヨ 1974年の住宅コミュニティ開発法で定められた家賃補助施策であり.民間賃
貸住宅に入居する低所得者に，所得に応仁て家賃を補助 L(所得の 1 弓 2 号 ~\í) .家主
に対しては.市場家賃と入居者の家賃支払い額との差を連邦政府が補給するものー
4) 1960年代半ばにはすでに，製造業の後退，古い近隣の荒廃司財政負担の膨張
などの問題が浮上 Lていたが.中心部におけるオフィス機能と郊外における工業の成長が
.問題をカバー L ていた L か L1969~70年の景気後退はこの地域に全国水準以上
の打撃を与えた.その理由は. 60年代後半の経漬膨張が事業コスト，生活コスト.社会
サービスコストを一般水準以上に押上げたからであるという.そ Lて71 ~7 ラ年の景気
回復にも乗り遅れ. 73年末の石油危機とそれに続く 74¥7弓年の景気後退は財政破綻
を決定ずけた.
ラ) ニューヨーク市における外資系銀行とその支盾の立地は次のとおりである. 1 9 
7ラ年 17と73. 7 R年 19と122.79年 20と138， 8 1年 23と14ちー
。) ニューヨーク市の非農業雇用と市内居住の従業者のギャ・γフつまり通勤流入者
は次のとおり増加 Lている. 1 977年46. 1万. 78年47. 4万. 79年号 o.里

万. 80年 52. 7万. 8 1年ち 9. 。万.雇用の増加にもかかわらず，市内居住の従業
者はむ Lろ減少Lている.
7 ) 法〆人の粗収入に対する税比率はつぎのとおりである. 1 968¥70年ち.弓 QU

71~74 年 6. 7 O~. 7号、 76年 10. 。ち ?b. 77年9. ち%. 78年9. 0 s'り
79年 9. 0 o'o. 

8 ) 平方フィート当たりの家貰は，工業用4ドJt.-• 住宅用に転用された場合 1 2ドn
.優良オフィス用40ドル.また 1平方フィート当たり 7ドルの工業専用ロフトが 20¥-
30ドルで売却できる(Nρw York City Planning (・ommission.l叫l， pp.42-0) . 
9) 1981年4月の条例改訂は.既成事実化 Lている違法転用住宅の扱いについて
は触れていなかったが， 1982年6月に.そう Lた住宅に住む居住者の状態を合法化す
る法案(市の建築条例に合致することを家主に義務づけるが.そのコストは 1O~ 1弓年
にわたってテナントに転嫁される)が，州の上院を通過 Lた (Barbanel.198
2 ) 
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白勺タ士霞文江〉歪E霊賓と ノ ミ ー ー ミ シ / ヌ デiλ c0字詰主宣言十証函

はじめに

1970年代の後半にインナーシテイの危機を認めた英国政府が，伝統的な成長の抑制

と職住一体の計画的分散 (overspill scheme)からインナーシティの振

興へと大都市政策を転換したことはすでにのべた.ウエストミッドランズ・コナーベーシ

ョン (conurbation)はグレーターロンドンと並ぶ英国の発展地域であり，計

画的分散や工場と事務所の立地規制の対象地域とされてきた.しかしウエストミッドラン

ズ・コナーベーションではグレーターロンドンとは異なり，工場の移転は当初から理論ど

おりに進展せず，政府の政策転換以前に計画的分散は変質し始めていた.またそれに呼応

するかのように，中心市パーミンガムでは住工併存的な再開発が行われ，都市域の土地利

用を複合化する構造計画 (structure plan)が策定された.いわばパーミ

ンガムでは70年代後半から始まる大都市衰退地区への対策を 70年代前半までに先取り

していたともいえる.その背景には，首都機能を備えオフィスやその関連業務の集積が大

きくて工業の衰退をカバーし得るロンドンとは異なり，相互の連関性が強い中小工場を産

業的基盤として，セカンドシティを維持してきたパーミンガムの特性があった.それは東

京に対する犬阪，より広くは先進工業国のセカンドシティ全般にに通じる特性であり，し

たがってウエストミヴドランズの事例は一般的な教訓を含んでいると思われる.

I 地域の概観

1 地域の構成

1964年に地域経請計画のために設定された標準地域 (standard re-

g i 0 n)の 1つウエストミヅドランズは，面積が 1. 3万平方キロメートルで国土のち

3%に当たり. 197 1年のセンサス人口はち 11万人で全国人口の 9%に相当する.

当地域は社会経漬的にみてコナーベーション，コベントリー，ノーススタッフォードシャ
'1) 

ーの3地区に大別される.本章が対象とするウエストミッドランズ・コナーベーション(
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3) 

以下コナーベーションと呼ぶ)は， 3つのカウンテイ バラ(c 0 u n t y b 0 r 0 u-

gh)すなわちパーミンガムと近郊のサットン コルドフィールドおよび、ノリアルをあわ

せたいわゆるグレーターパーミンガムと，その北西の石炭層を含む台地の上に形成された

ブラックカントリー (Black Country)からなっている(図9-1 ) .両部

分の人口はほぼ等しく合計して 237. 2万人(1 97 1年)で，ウエストミッドランズ

全体の44%を占める(表9-1 ) .人口約 100万人で英国第2位の都市バーミンガム

は，ウエストミッドランズ全域の政治，経済，文化の中心である.人口 27万人で英国第

18位のウォルパーハンアトン以下弓つのカウンテイ バラと 3つのミュニシパル (mu-

nicipal)バラからなるブラックカントリーは，いち早く製鉄業がおこり現在も金

属中心の重工業が卓越する地帯で，不規則な道路網，新旧工場の混在，住工混合，放棄さ

れた炭田跡地などがその景観的特徴をなしている.その圏域は北のスタッフォードから西

のブリッヂノースに及ぶが，コナーベーション内での完結性が大きい.コナーベーション

と東南のコベントリーをとりまいて，政府に認可申請されている 779平方マイルのグリ
4-) 

ーンベルト (proposed green belt)がある.人口 33. 5万人で英

国第 12位の都市コベントリーはち O年代から工業の成長がめざましく，東および南北方

向に伸びる人口約70万人の都市圏を形成している.ノーススタッフォードシャーの中心

はスタッフォードで.ニューポート，キャノック以北をその圏域とするが，自らは上述の

ようにウォルバーハンアトンへ通勤者を送り出 Lている.

2 産業の特徴

以上のような構成をもっ地域全般の性格については，ロンドンを中心とする南東地域と

の比較を通じて，次のような特徴が指摘されている (House，1973， pp. 60 

-6 1 ) .両者はともに伝統的な経済繁栄地域で失業率は低く，国内外から人口が流入し

，その中心に地域人口の40%以上が集中しているコナーベーションがあり，コナーベー

ションの問題が地域戦略上の重要な部分を占めている.両コナーベーションは 1930年

代の初めより英国経演の2大結節点と Lて機能してきたので，両地域に対する施策の重点、

は，自らの繁栄を損なうことなく国内他地域の問題解決に最大限寄与する点におかれると

いう共通牲をもっ.他方，両地域には規模，産業構造，国際的役割という面で大きな相違

点が存在する.ウエストミ‘ソドランズの人口は南東地域の 1/3以下であり，そのコナー

ベーションの人口もグレーターロンドンの 1/ラにとどまる.製造業とサービス業の比率

。
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はウエストミ・ソドランスでは 50%対43%(1971年)で製造業への依存が大きいの

に対して，南東地域では 30?'b対64%とサービス業の比重が大きく，周知のように国内

的意志決定機関はもちろん国際的管理機能も集中している. Lたがって第2次大戦以来政

府の立地政策の基礎をなしてきた繁栄地域における工業の抑制は.ウエストミッドランズ

により強い影響を与えたものと考えられる.

ウエストミッドランズが比較的新しく英国の工業中心としての地位を確立した背景には

3つの要因があった (West Midlands Economic Planni~ 

g Counci 1，1971， p. 3).その 1は水力，石炭，鉄鉱石，粘土等の自然

資源に恵まれていたこと，その 2は国内の中央位置を占めたこと，その3は企業者に先見

性と需要の変化への素早い対応性があったことである. 1 7世紀末からブラックカントリ

ーでは製鉄業.ノ←ススタッフォードシャーでは陶器生産が興隆L.製鉄業に並行してパ

ーミンガムを中心に非鉄金属業も発展した.これらの第 1次金属工業は，その加工と成形

を行う中間部門(鋳造，鍛造，切断，貫通，組み立て.型どり等)を育成し，さらに最終

製品製造部門(鉄砲，鍵錠，釘針，ボルト，ボタン，チェーン，錨，蒸気機械，道具類，

真ちゅう器具等)を育てた.しかしこのような古典的工業は 1860年代をI頁点として次

第に変質していった(山本， 1974年).ブラックカントリーの出炭量は 186ち年以

降減少し，石炭業の中心は北部へ移った. 193 1年には地域の大部分の炭田は廃坑と化

し荒廃した放棄地が多数現れた.鉄鉱石の産出滅退はさらに早かった.鉱床の枯渇と輸

入鉱石やカンパーランド産誌石による良質な鋼鉄の市場進出が原因である.今日では小規

模な特殊鋼の生産と製鋼，合金が存続Lているにすぎない.

第 1次大戦後，英国北部の工業地帯は古い産業構造を持ち続けたために需要の変化に対

応できず，大きな打撃を蒙った.しかし当地域では.企業家の先見牲と柔軟な対応性によ

って，これまでに蓄積されてきた技術を基に，資本財や消費財の組み立て工業への転換が

なしとげられて，工業発展が続いた.従来の金属加工が極めて小規模な多数の企業によっ

て各種段階別に行われていたために，生産者の特定市場とのむすびつきが緩く，当面の成

長セクターへの素早い対応を可能にLたという側面も見逃すことができない (Ma n ~ 

ners， et al， 1972， p. 184).すなわち，パーミンガムを中心とした

部分では各種の機械類の組み立てが行われ，それはブラ、γクカントリー北西部を中心とす

る金属2次加工やコナーベーション全般にわたる中間組み立て部門と垂直的に統合されて

いる.ここでは英国の他のどの地域よりも相互連関性の強い，下請けを含む組み立てコン
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プレックスが成立 Lている.他の地域では 1企業の同一工場内で一貫して行われる生産が

，当地域では別企業の別工場の分業によって行われているのである (West Mid-

land Regional Study， 1972， p. 33). 

3 地域経済の不振

表9-2に示すとおり， 197 1年のウエストミットランズの総雇用220万の半数を

製造業が占め，その中では機械・電機，自動車・輸送機，金属製品，金属の4業種のウエ

ートが大きい.対全国立地係数でみても 1を上回るのは製造業の7業種のみである.

このように工業を中心として成長してきた当地域の経清に 60年代後半から不振が目立

ち始めた .1961----66年には多くの部門が成長していたが， 1966----71年になる

と保険・銀行，専門的・科学的サービス，公務，その他製造業の4つを除く全ての部門と

産業全体で雇用が減少し，全国の傾向に一致して製造業の比率は低下しサービス業の比率

が上昇した (66年のサービス業の比率は 37. 日%).この間とくに男子雇用量の減少

が著しく，明らかに地域経済は下降に転ヒた.これまで地域の失業率は南東地域と並んで

低くかったのに， 66年以降は次第に上昇L72年にはイングランドの水準を上回った(

表9-3) .労働力の不足している部門もあるがそれは増大する失業者では充足し得ない

性質のものである (City of Birmingham， 1973a， p. 17). 

こうした不振の最大の原因は工業にある.サービス経済化が南東部より劣っていること

は確かであるが，工業の中心をなす金属工業が諸材料のプラスチックへの転換によって打

撃を受けたこと，高度の科学技術に裏打ちされた成長業種(電子機器や化学)の不在，全

国水準を下回る自動車工業の伸び(1 9ち3----63年で全国は 11. 0%，当地域は 1. 

7%)を結果Lた政府の立地政策等がマイナス要因である.また先述のように，当地域工

業の伝統的な零細牲は，環境変化への対応を早め，新規参入の可能性を大きくする点で，

これまでは成長の 1要因とみなされてきたが，市場競争強化のために最新技術の導入や設
5) 

備更新の必要が強まってきた時，マイナスに作用する側面もある.とくに市街地の再開発

が遅れているプラックカントリーでは，老朽化した産業施設と住宅が混在し， 2世紀にわ

たる抽出産業活動は自然の景観を破壊L，陶業と製鉄業が立地してきた地区は悪化Lたポ

ケット地区と化している.こうした環境の悪化は人材の吸引はおろか，既存住民を保持す

ることすら困難にした.かつて当地域が発揮した変化する時代への対応牲がいま強く求め

られているのである.



E 計画的分散の展開

当地域における計画的分散にはその前史を含めると. 1940年代にさかのぼる 30年

以上の歴史がある.その悶.上記のような経法情勢の変化等も反映した数々の調査や提言
b) 

をうけて(表9-4) .計画的分散の性格は変化してきた.本節ではその経緯を追うこと

にする.

1 前史

G.マ、γクローンは英国の地域問題を不況工業地帯の問題，農村地帯の問題，人口ちゅ

う密地帯の問題の3つに集約した (McCrone，1969. pp. 15-22).こ

のうち第3の問題つまり大都市の空間的膨張の制御と再開発は. 1940年に刊行されて

戦後における英国の全ての計画政策の基礎となったパーロウ委員会レポート以来の課題で

あった.ウエストミ、γ ドランズでは 1948年にその方向にそった 2つの提案がおこなわ

れた. 1つは学者.行政官，企業者などよりなる民間団体 West Midland 

Group が行った共同研究の成果「コナーベーションJである.いま 1つは政府の委

託をうけたアパークロンビー (P.Abercrombie)とジャクソン (H. J a_-

ckson)による一連のコナーベーション研究の 1つ「ウエストミッドランズ プラン

Jである.

「コナーベーション」は，人口の流入を許せば 1970年までにコナーベーションの人

口は30万人増加するが，それをコントロールし自然増加の範囲に抑えることができれば

，戦災地の復興，スラムクリアランスへの対処を含めても，コナーベーションの内部で適

度に人口を収容することが可能であり，外部への分散は不要であると考えた.そして計画

の目標として，放棄地と未利用地を緑地として再生し，市街地の聞にオープンスペースの

ネットワークを作り，緑のスペースの中に工業都市を島状に浮かばせること等を掲げた.

「ウエストミッドランズ プランJは，社会増を避けることは出来ないと人口増加につ

いてより現実的に考えた.そ Lて内部地区を低密度に再開発するとともに，弊害の多い周

辺へのスアロールを避けるためには計画的な分散が必要であるとした.その規模は 194

8-----62年にコナーベーションから 2ラ. 2万人.うちパーミンガムから 22. 1万人で

あり，長距離通勤を避けるために臨場の供給も必要である.ただしオーバースピルの受け

入れはパーミンガム台地周辺の既存集落の拡張だけで可能であり，ロンドンの場合のよう
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にニュータウンの建設は不要である.なおコナーベーションのスアロールを防止しようと

する「コナーベーション Jの考え方は正しく，そのためにグリーンベルトを設定する必要

がある.

アパークロンピ一等のプランは実行されずにおわったが. M. J. ワイズが指摘してい

るように (Wise， 1972， p. 93)，1948年には計画的分散をめぐる主要な

問題点、は全て出そろっていたといえる.すなわち，コナーベーションの膨張はどの程度ま

で許されるべきなのか，雇用と人口の分散は望ましいのか，望ましいとすればど.の地点へ

どのようにコシトロールして行うのか，各地方計画当局が作成Lている個別の計画をいか

に調和させるか等々の問題である.

2 19ちO年代の具体化

1 9与0年代には金属・機械工業が繁栄Lて上の報告書で予測されたコナーベーション

への人口と雇用の集中が進展した.あたかも 1948年都市農村計画法で地方に策定が義

務づけられた開発計画 (development plan)が作成されつつあったし，

1 9ち2年には都市開発法が成立したので，計画的分散が現実のものとなった.また上の

2つの報告書で提案されていたグリーンベルトも具体化されはじめたので，過密都市部と

周辺農村部との利害の対立が目立つてきた.

1952年にバーミンガム市は開発計画策定のために行った調査報告を公表Lた.その

中で市は計画目標人口を 108. 1万人と定め， 196 1年までのオーバースピル人口を

6 -----1 9万人と想定した.そ Lて 19雪2年の都市開発法の成立と同時にパーミンガムは

周辺の 3カウンティと都市拡張 (Town Expansion)についての交渉を開始

した. 1 9ちち年にはスタッフォードシャーとの間で 11カ所7710戸の住宅建設を行

うことの合意をみたが，実際の事業の進行はおくれた.当時，市当局は人口分散のために

は職場の移動が必要なことを認識しながらも，市内の工業の活力を維持する，そのために

市内で工業に利用できる土地の十分な活用と秩序ある開発を行う，中央部の混雑緩和のた

めに市内の他所に工業用地を提供する等のことを表明し，工業の分散には積極的でなかっ

た.また中央政府が 1948年の工業配置に関する白書に基づき，すでにグレーター-パ

ーミンガムにも工業開発証明制度(1 D C )を適用していたから，パーミンガム周辺への

工場分散は規制された.

グリーンベルトの設定に関してはコナーベーション側(都市部)の計画当局と都市膨張
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の影響を受ける周辺部の計画当局との聞に，姿勢の相違が認められた.当初，中央政府が

積極的にその設定をはたらきかけ.それを受けてコナーベーション周辺の 3つのカウンテ

ィ(W 0 r w i c k s h i r e， W 0 r c e s t e r s h i r e， S t t a f 0 r d s h-

i r e )が素案を作成し， 1 9ち6年に proposed green belt と

して政府に提出.受理された.その結果カウンティ側は以後この範囲内の開発行為には厳
η3 

桔な態度でのぞむようになった.他方，パーミンガムはスラム地区をフラットをとりいれ

て高密度に再開発したが，既存住民のち日%しか収容できず(第V節を参照のことに 1

971年までに9. 8万人のオーバースピルが必要になっていた.それにもかかわらず上

述のように拡張都市の計画事業は進展しなかったので，市は周辺への膨張という形の分散

計画 (4. 6万人分， 1. 4万戸の建設)を 1957年に政府へ提出した.それに対して

地主，農業団体，周辺居住者が強く反対したので，政府は公聴会を開催L，1960年に

パーミンガムの計画を却下した.この時は一応グリーンベルトの原則が勝利したのである

が， 1 964年には同様の牲格のち万人分の開発が承認されることとなる.

アパークロンビ一等の報告書では不要とされていたニュータウンの建設には政府も消極

的であった.拡張都市方式の分散に行き詰まり感じていたバーミンガムは， 1 9宮6年に

ニュータウンの建設を政府に働きかけたが，政府が資金提供を拒否したので，その構想は

実現しなかった.しかしミッドランズでのニュータウン建設を推進するために学者や産業

人を含めて結成された Midlands New Town Society は 19 

58年に新しいデータに基づいてニュータウン建設の必要牲を強調した.続いて 1961 

年に同協会と都市農村計画協会は，同年のセンサス結果を基にして， 1981年までに3

0万人以上の分散が必要であると予測し，そのうち 1ち万人は2つのニュータウンを建設

して収容すべきであると主張した.またその地点としてはコナーベーションへの通勤圏外

だが工場の移転を誘発する程度の距離にある Dawley と Woofferton 

が適当であると指摘した.その結果， 1963年に南東地域に遅れること 17年にして

Dawl ey (1968年に拡大されてTelfordと改称)が.翌64年には R e-

dditch がニュータウンに指定された.

3 1960年代後半における変質

1 9ち0年代に始まった雇用の増化は60年代前半にも続き，それはコナーベーション

の内部とすぐ外側の集落リングで特に顕著であった.現実の雇用の分散は近距離に限られ
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ていたのである.他方.コナーベーシヲンの人口はようやく減少に転ヒ(1 9ち1---63

年で2. 4万人減).職場の多くはグリーンベルトの内外からの通勤者によって埋められ

の
た.これらの通勤者が居住する市町村は人口が急増し，開発計画における 1971年の目

9) 

標人口の大幅な改訂を余儀なくされた.いまや.グリーンベルトで都市の膨張を厳Lく規

制しようと Lた 1ち年前のアパークロンビ一等のプランは現実的でなくなり.地域全体の

雇用や人口の成長.コミュニケーションのパターン等についての長期的見通Lをもった計

画が必要となった.中央政府の主導の下にそのための調査が行われ， 1 960年代後半に

2つの報告書が刊行された.

1つは， 1966年に経清企画庁(Dぞpartmentof Economic Affairs)が公表した“

The West Midlands A Regioanl Study"で・ある. こ

れは，その前年に発表された“ South East Study"がアパーク口ンビー

のグレーターロンドン計画 (1944年)にとって代わったと同じ役割を， 17年前のア

パークロシビ一等のウエストミッドランズ計画に対して果たしたと評価されるものであっ

た (Ha11，1973. p. ラ36).報告書は，人口の自然増.社会増，再開発.過

密住宅の解消等のために. 1981年までの 16年間に.コナーベーションからの分散が

必要となる人口と，ヒンターラドで増加する人口の合計は約70万人と見積もった. 1 9 

65年までに計画的分散が受け入れた人口がわずか2. 日万人であったことを考えると，

この数値は深刻な意味をもっている.報告書は問題解決のための 3つの可能性を提示した

1 )コナーベーション周辺への膨張.しかしこれはコナーベーションにさらなる圧力を

加え，内部の再構成と雇用の分散を困難にするから. 1 964年に許可されているち万人

分の開発計画 (Chelms 1 ey Wood)を除き適切でない. 2)コナーベーショ

ンの通勤圏内にある既存集落の人口収容力を高める近接衛星都市的発展で約47万人を収

容する.これはコナーベーションへの通勤ベルトを厚くするが，建設が早く，大きな公共

投資を必要としないという利点をもっ. 3) 1と2を合わせても最大限不足する 20万人

分の住宅を確保するために，コナーべーションの通勤圏外だが工業の移動を誘発する程度

の距離に，大規模な3つの独立センターを作る.このように報告書はまだグリーンベルト

の維持に配慮しつつも，従来の職住一体的なスキームだけでは処理しきれない現実を認め

て，自然に成長するドミトリータウン的性格の強い衛星都市に期待したといえる.

その2は. 196ち年に広域的な地域経漬計画策定のために設立されたウエストミヴド

ランズ経済計画委員会 (WMEPC)が 1967年に刊行した“The West Mi-
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dlands Patterns of Growth"である.これは 1964九 81

年に地域全体で63万戸の住宅建設が必要だ-と見積もった.そのうちコナーベーションで

の必要戸数は3ち.ち万戸であるが，再開発や新規開発による供給能力は 17万戸にすぎ

なL功ミら， 18. ち万戸のオーバースピルが必要となる.WME PCは計画的な分散で6

3万戸，グリーンベルト周辺での既存集落の膨張でち万戸，グリーンベルトを越えて工

業と人口を吸引 Lそうな地点での優先的開発で7.2万戸の収容を考えた.上の調査報告

に比べると，職住一体的な計画的分散にまだかなり力点、がおかれていたといえよう.委員

会は政府に対して，計画的分散の進展にとっ不可欠な工場の移転を促進するために， 1 0 

Cを適切に運用することと，移転工場に対して税財政的インセンティプを与えることを提

言した.

しかし現実は.WME PCが意図したとは逆の方向に進展した.パーミンガムの再開発

が進捗して住宅需要が増大しているのに，計画的分散がはかどらないために，市当局はコ

ナーベーション周辺への膨張こそが唯一の解決策だと考え， 1 966年にその準備を開始

した.翌年，住宅省の主席計画官もロンドン周辺のようなグリーンベルト政策の実行は不

可能であると考え.コナーベーションからの輸送路に沿う開発の延伸を公的に示唆Lた(

Hall，1973，p. ち40).続いて 1968年 1月に政府はWMEPCが提言L

た計画的分散地区への移転工場に税財制的インセンティプを与えることを拒否した.理由

は開発地区 (development areas)への工場誘致政策に反するというこ

とにあった.こうして職住一体的な計画的分散構想は後退し，コナーベーションへの通勤

圏内でより多くの住宅を供給すべきであるという主張が前面にでてきた.パーミンガムは

素早くこの情勢に対応してウスタシャー (WQrcestershire)と1. 1万戸の住宅建設の交

渉を開始した.これは特別調査や公聴会を経て修正を受けたうえ， 197 1年に政府によ

って承認された.これまでグリーンベルト内の大規模開発はChelmsley Wo  

odのものが最後だといわれてきたのであるが.なお 1968年 10月に政府はDaw

1 e yニュータウン (9000エーカー)に周辺の 1万エーカーを加えて目標人口 22万

のTelfordニュータウンとした.しかLこう Lた政府の対応は遅きに失したとニュ

ータウンの推進者達からは批判された.

4 1 974年の開発戦略

このように 1960年代の末から計画的分散の理念に大きな変化が生じてきたが.それ
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を一層鮮明にしたのは 1974年に採用された“A Developin又 S t t a 

tegy for the West Midland~" (以下開発戦略土いう)マ・点

る.これは各地方の開発計画にフレームワークを与えるとともに，公的-刻、的セクターの

投資決定に指針を示すことを意図して.標準地域毎に作成されてきた戦略計漏(けrat 1'-

glぐ pI an )の 1つである.ウエストミヴドランズでは 1967年に 16の全地方計画当局

が参加して結成した協議会 (WestMidlands Planning Authoriti付.Con fぞrenぞぞ =WMP

AC)が主体となって. 1968年に作成を開始した.地方計画当局の首席計画官と中央

政府の代表で構成された専門員委員会による 1971年研究報告書の作成，それに対する

各界からのコメント， 2度のモニトリング，協議会による 1972年報告書と 1973年

補遺の作成等を経て， 1974年にようやく完成をみた.それは“ Strategic

Plan for the South East"が南東地域に果たしているのと同じ

役割をウエストミッドランズに対して果たすものである.

197 1年研究報告書はコナーベーションからの工業の移動について， 1960----6雪

年における情勢の変化，つまり 1)計画的分散の規模の拡大， 2)地域内道路の改善， 3 

)コナーベーション内の土地不足の激化. 4)計画的分散地区の長期的にみた有利性，宮

)工業雇用の減少は移動量を小さくする方向に作用するが，技術革新に伴う工場の陳腐化

は移動の必要性を高める，等々から判断して今後移動の水準は高まると考えた. 1967 

-----81年に最も可能性が高いと想定される移動量は 2. 9万人であるとして，表9 ちの

2欄のように配分した.さらにコナーベーションの外へ移動できない非移動牲工業(un-

mobil i n d u s t ry )のうち，老朽化しているものを再立地させて効率を高めると共に，コナ

ーベーション中央部の再開発を一層促進するために，コナーベーションの縁辺部にちつの

新しい工業開発地区を設定するように提案した(図9← 1参照). 

その後に生じた 1960年代後半からの経漬活動の停滞，失業者の増大，そうした事態

への政府の対応 (IDCの運用緩和，税の引き下げ，非援助地域重視の継続)等を考慮し

つつ. 1972年協議会報告は上の予測値を楽観的にすぎるとし移動量を 2. ち万に修正

した.さらに 1973年補遺ではこの数値を 1986年までち年間延長された期間にも有

効であると判断した.

人口について 1971年研究報告書は次のように推定した.コナーベーションからの流

出入口に，地域外部とウエストミッドランズのコナーベーション以外の地区との閣の純流

入人口を加えたオプション人口(計画的配分の対象となる人口)は.1966-----81年で
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30万人となる.そして研究報告書はそれを 24の選択地区 (oputionareas )へ配分す

るように提案した(図9-1および表9-5の6欄参照). 

1972年協議会報告は 60年後半に地域の人口増加率が低下Lたこと， 197 1年セ

ンサスの暫定数値が予測よりも 8万人小さく出たことから，上の推定は過大であるとし，

選択的人口を 22. ち------30. 0万の幅をもって考え，それを表9-5の7欄のように選

択地区へ配分した.その際WMPACは次の 3点を強調Lた (W e s t M i d 1 a n d-

s Planning Authorities Conference， 1974， p 

p. 11-12). 1)これまでの計画的分散が計画レベルに到達するためには，相当な

チャンスが必要で，それは職場を誘致する能力に大きく依存している.過去の諸計画は全

て十分な(特に男子の)雇用機会の誘致に成功せず，しかも移動性雇用の想定量は 197

1年研究報告書よりも減少している. 2)実施中の計画事業に必要な職場のあるものはコ

ナーベーションを主体とする地区への通勤によって確保される(表9-5の4欄参照). 

ただこのような通勤者の増加は実施中の計画事業全体の発展速度や輸送政策についての問

題を引き起こす. 3)分散人口は所得階層によって通勤費や住居費の支払い能力が異なる

.とりわけコナーベーション内の再開発地区に居住Lていた移動人口にとっては，グリー

ンベルトを越えて通勤しなければならないような計画は無意味である.つまりさまざまな

選択可能性をもった住宅地の開発が必要である.

1973年補遺では，各地方団体の構造計画の作成結果を考慮して 1971'"'-86年の

選択的人口の収容可能数と居住見込み数を表9-5の8・9欄のように想定した.

以上の戦略では供給可能住居の87%以上が地域の中央都市コンプレックス(北はs-

tafford，南はWorcester，東はCoventry Belt，西はTe-

1 f 0 r dで固まれた範囲，図9-1参照)の中に配分されており，コナーベーションが

地域の経清中心と Lて活動L続けるとしても，今後の成長は主にコンプレックスのアウタ

ーゾーンで生じることになる.つまりこの戦略は経諸活動の推進力をコナーベーションか

ら都市コンプレックスの全域に拡大することを意図したものとみなされる. Lかも 45%

の通勤人口がみこまれており，そこではもはや職住一体の長距離分散を内容とするオーソ

ドックスな計画的分散の理念が放棄されている.したがって都市膨張の抑制のみを目指L

た完全なグリーンベルトの維持も今や非現実的となり，適切に選択された特定地点での都

市開発を含めて，グリーンベルト内の土地にそれぞれ特別の目的をもたせる積極的なデザ

インで，グリーンベルトを再構成することが企図された.すなわち特別規制区，サブリー
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ジョナルパーク，積極的レクリェーション地区が設定されて.景勝ルート (scenic

route)による都市と農村のリンクが図られている.このような開発戦略について環

境省大臣は「……市場メカニズムを無視することは非現実的であるとともに.完全に非制

御的な開発は社会と環境に大きな打撃を与える.WMPACが選択的人口の配置に際Lて

バランスのとれた開発に到達Lょうと Lて，食糧生産のために最も肥沃な土地を残そうと

したことを大きなよろこびとする」と支持を与えた (West Midlands P-

lanning Authorities Conference， 1974， pp3-

4 ) .他方.この戦略の背後には，コナーべーションにとって良いことはウエストミヴド

ランズにとっても良いことであり，それは国益にもなるという思想があって，コナーベー

シヲン指向が強すぎる (House，1973， p. 63)という批判のあることを指摘

しておかねばならない.

皿 計画的分散の変質の要因

1 計画的分散の論理と工場移転の実態

職住一体的な計画的分散が成功するためには職場(工場)の分散が不可欠であるのに，

現実には計画的分散地区への工場の分散が期待どおりには進まず，それがドミトリータウ

ンのスプロール的発展を余儀なくさせる主要因となった.しかしウエストミッドランズは

南東地域とともに開発地域にたいする工場移出地域であり (Keeble，1971， p 

p. 49一号 0)，工場の立地移動そのものはけっして少なくはなかった.したがって当

地域における工場移転の実情をみておく必要があろうが，それについては別に紹介したこ

とがあるので(成田， 197ち)，ここではその特徴だけを列挙しておきたい. 1)コナ

ーベーションから Peripheral Areas (ほぼ開発地区に相当する)への移

動量はコナーベーションからウエストミッドランズ内の他の地区への移動量よりも多い(

グレーターロンドンの場合は逆である)包 2)いくつかのサンプル調査によれば地域間移

動よりもはるかに多い地域内移動(コナーベーション内やバーミンガム市内の移動)が存

在する. 3)工場移転をうながす最大要因は企業の成長に伴うスペースの不足であり，そ

れに次ぐのは再開発である.特にコナーベーション内の短距離移動の場合は，後者が前者

を上回った. 4)工業開発証明制度(1 D C )と移動との関係をみると，保守党政権のも

とで IDCの適用が緩和された時には地域内移動が増加LたL，労働党政権下で適用が厳

0no 
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格になった時には地域外移動が増加した.要するにコナーベーションの工場の移動は相当

数あったけれども，多数の近距離移動といくらかの地域外への遠距離移動に分裂し，両者

の中間.すなわちウエストミッドランズ内でかつコナーベーション外の地区(そこに計画

的分散の地区がある)への移転が少なかった点に問題があった.

ところで，本来の意味での計画的分散は工場の立地に次の3つのパターンがあるという

認識に基づいていた (Smith，1972， p. 192) 圃 1)種々のインセンティブ

にひかれて開発地区へ立地移動するもの. 2)移動の必要性が小さいか，相互連聞の強さ

や小規模牲の故に現在地(コナーベーション)を離れ得ないもの. 3)それ自身および関

係者の利益のために 20-----30マイルの移動をおこなうもの.計画的分散が依拠するのは

もちろん第3のタイプの工場である.ここにいう利益の第 1は工場自身にとってのもので

あり，移転先では広くて新しい土地や工場建物をより安い価格で入手でき，適切な賃金で

労働力を十分に得られ， Lかもその環境は混雑がなく社会的基盤施設も優れているという

ものである.利益の第2は工場を移出する過密地にとってのもので，工場や人口の移出は

住宅難や混雑の解消に役立つL，移転跡の空工場を地方庁が入手すれば非工場化したり再

開発対象工場の移転先と Lて利用でき，空家についても同様の効果が期待できるというも

のである.利益の第3は工場受け入れ地(計画的分散地)にとってのもので，新しい工場

と人口の増加で地方税収入は増大し，サービス業や商業も発展するし，政府・カウンティ

・移出地方庁による基盤施設や住宅への投資は，乗数効果をもって地元経演をうるおす上

に，規模が拡大することでコミュニティのプレスティジも高まるというものである.

以上の関係3者に帰属する利益は十分な移動性工業 (mobile industry 

)を誘発し，計画的分散を成功に導くであろうというのが中央政府の判断であり.それ故

に政府は開発地区への工場移転に優先順位をおき，計画的分散地区への移転にはインセン

ティブを与えなかった.ところが現実にはすでにみたように移動性工業はさほど現れず.

計画的分散は変質を余儀なくされた.その原因は関係3者にとっての利益が現実化しなか

った点にある.以下それについてみていきたい.

2 移転工場をめぐる諸問題

( 1 )コナーベーションの混雑および社会的費用増大効果についての過大評価

10) 

大都市当局による中心部の再開発や道路・駐車場の整備は中心部の混雑を緩和した;ま

た，国による幹報自動車道路の整備や鉄道の電化，空港やフレートライナーターミナルの
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建設は，国内における当コナーベーションの有利牲を強化した.社会的費用の原因者負担

システムが確立されていないから，過密によっても企業や個人の負担はそれほど増大せず

，むしろそれらの活動にとって都市は魅力的な場所であった.

( 2 )コナーベーションにおける工場用地の供給

土地利用の配分を含む地方当局の計画は，工場の立地制限を扱う商務省とは別の住宅-

地方自治省の承認によって決定され. 1 960年のパーミンガム開発計画で定められた工
，，) 

業用のゾーンにはまだ余裕があり，適当な価格で工場用地を取得することが可能であった

.事実. 1969年の調査によるとコナーベーションの 11 2の工業用地のうち 64は I

DCコントロールが強化された 1960年以後に開発されたものであった (Smith， 

1972， p. 36).こうした事態の背後には，空地があってもそれが学校，住宅，公

園等工場以外の用途に不適切なケースが多いという事情があった.また，たとい工場が移

転しでもその跡地が IDCの適用対象外の小規模工場によって利用さされることがあった

.さらに， Aldridge-8rownhills のようなコナーベーションの隣接

地でも工業用地が供給された.

( 3 )コナーベーションにおける労働力確保の容易さ

労働生産性の上昇や企業におけるホワイトカラー比率の上昇は，予想外に労働力需要を

低くするとともに，すでにみたような失業の増大は，コナーベーションにおける労働力確

保の問題をある程度軽減した.さらに，キーワーカーや特定の技術労働者はコナーベーシ

ョンからの移住をきらったために，計画的分散地区ではその確保が困難で，強いて彼らを
1.2.) 

工場と共に移転させようとすれば，企業の負担は大きくなった. Redditchでは労

働力の確保がならず再移転した工場さえ現れた (Smith，1970， p. 195). 

それに安価な非熟練労働力を主要な立地因子とする工場が移転する場合は，インセンティ

プの大きい開発地区を指向した.

( 4 )コナーベーションにおける相互連関牲の強い小規模工場の車越

すでにみIたように，当コナーベーションでは国内のどこよりも相互連関牲の強い組立て

コンアレヴクスが形成されており，しかもそれらは圧倒的に多い小零細工場と少数の大工

13) 

場に分化している.一般に小規模工場の長距離移転は困難であるし，大規模工場は移転に

あたり開発地区を指向することが多い.ロンドンの場合もこの傾向が認められた (Ke e-

b 1 e， 1968. pp. 20-23，1971. p. 42).さらに工場の連関には多

数の下請関係が含まれ(工場の 1/3は何らかの下請をおこなっている).下請企業の半
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数以上はコナーベーションの中心からちマイル以内. 3/4は 10マイル以内に分布する

から (West MidJand Reginal Study. 1972. p. 3ち)

1 0マイルを越える計画的分散地区への移転は従来の関連を著しく損なうことになる.

全国一律の法律のもとに施行された計画的分散は，このような当コナーベーションの工業

の特牲を十分に考慮していなかったといえよう.

(ち)再開発地工場の近接移転

すでにみたように，当地域では再開発を理由とする工場移転が相当多いが，再開発地の

工場は総じて規模が小さく不良建物が多いために，移転補償だけでは計画的分散地区に代

替工場を求めることは困難である.また道路計画に伴う移転工場を含めて，それらには市

当局が道義的責任を感じて，できるだけ市内に代替工場をあっ旋しようとした.その結果
同.)

，再開発地工場の大部分は 1---2マイルの近距離移転を行うにすぎなかった.

( 6 )計画的分散地区における工場の高家賃

コナ←ベーションの新設工場の価格は意外に上昇せず，計画的分散地区のそれと大差が

ないという結果があらわれた.ロンドンの場合には，インナ一地区とアウタ一地区ないL

市外とでは家賃に4---ち倍の差があり，それが工場移転の 1誘因であったといわれている

(Smi th， 1970， p. 39).ウエストミッドランズでそのような差異がないの

は，全般的な経t育成長の弱さ，コナーべーションにおける新工場の供給，国営工場を含む

古い工場の放出等の事情がコナーベーション側では複合的に作用したし，計画的分散地区

の側では建設単価がコナーベーションとかわらないのに，建物の水準を計画どおりに高く

保つためにはそれだけコストが上昇L，また工場代金から都市開発部分の費用を多少とも

捻出しようとしてその分を家賃に上積みしたという事情による.

( 7 )都市的施設の不備

過去の計画的分散の規模が全体として小さかったために，商庖，娯楽施設，病院，学校

，文化施設等が貧弱で，そのことが居住者，ひいては工場の吸引を弱めるといった側面が

あった.

( 8 )計画的分散地区の業種選定

移転意志をもった全ての工場が受け入れられたわけではない.公害型工場はもちろん，

女子労働力主体の工場.資本集約的工場，事務所や補助的機能を欠く工場，財政的に危ぐ

のある工場は敬遠され，コナーベーションの主体をなす金属工業よりも近代的な電子工業

等が歓迎された.
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ヨ 工場移出地をめぐる諸問題

( 1 )空き工場のコントロール

工場を移出する地方当局側が計画的分散の論理どおりの利益を得るためには，移転後の

空き工場を当局がコントロールできねばならないのに，地方庁にはそのための権限や特別

財源が保証されていなかった.すなわち地方庁には第 11順位の工場跡地買収権はなく，地

方庁が要求した買収資金のローンや補助金支出を総合的再開発の場合を除いて政府は拒否

した.そうしたわけで総合的再開発や道路計画の際の買収を別にすれば，移転跡工場の買

収を実際に行ったのは，パーミンガム市のみで，その買収量も 1960年をピークに以後

は減少した.市当局は空き工場の再利用阻止から.再開発地の工場による再利用へと政策

転換を行ったのである. 1966年以来，商務省が IDCを与える際に工場跡を地方庁に

売却することを条件付けることが可能となったが，その場合でも資金不足とか利用目的に

不適合だという理由で，地方当局が買収を拒否したことがあった.

( 2 )計画的分散のバランスシート

計画的分散はコナーベーションの労働力，土地，建物にたいする重要圧力の軽減を 1つ

の目的としたが，そのことは反面では不動産価値や給与水準の上昇を制約する. Lたがっ

て，移転しないー人々には計画的分散が周辺への膨張に比べてマイナスと感じられることが

ある.しかも計画的分散に伴う地方当局の住宅補助金支出は短期的にはその財政を圧迫す
15") 

るので，地方庁の多くはこの助成金支出に反対している.計画的分散は中央政府によって

課せられたものだから，補助金の全額は国庫から支出すべきだというのである.このよう

な感情は移出地の政治リーダーや一般住民に根強く，それが計画的分散に対する当局の積

極的取り組みを弱くさせた.

4 工場受け入れ地をめぐる諸問題

( 1 )収支のバランスシート

計画的分散は 1981年の完成を目指す20年聞にわたる長期事業であり，その期間を

通じての地方税の増収，賃貸料収入，不動産の販売収入によってはじめて全体の建設コス

トが支払われ，それを上回る利益が期待されるのである.しかし既存の住民にとっては2

0年先から発生する利益よりも短期的な利害のほうが重要である.建設コストや金利の上

昇のために，政府や移出当局から受け入れ当局に支払われる補助金と実際の建設コストと

の差額は拡大したから，受け入れ当局の持ち出しはそれだけ大きくなり，結局納税者の負
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担増をまねいた.特に開発の初期で来住者が少ない段階では，少数の既存住民にかかる負

担は大きい.1964-----6ち年に対する 1969---70年の地方税率の変化をみると.受

付入れ地域での上昇率は.コナーベーションやその周辺の非事業地区での上昇率よりも明

らかにきく，とくにDroi twi ch の69 ~~ 70年の税率は国内で最高であった・〉

事業の進展に伴って税収は増加L.税収中に占める工業のウエートは他の自治体に比べて

大きいという事実はあるが，人口と工場が自然流入している非計画地区でもある程度は税

収が増加しており. Lかもそこでは財政支出の強制がないから，収支においてどちらが有

利かは断定できない.

( 2 )静かさの喪失

工場や人口の流入とそれに伴う交通流の増大，さらには 20年間にわる長期の建設事業

は，静かなコミュニティを愛してきた既存の住民の環境を破壊する恐れがあった.

ち 政策・制度上の問題と状況の変化

以上の計画的分散に直接関係をもっ3者の利害を越えたところで事業に影響を与えた要

因についてふれておきたい.

( 1 )政府の開発地区優先策と IDCの運用

さきにも述べたように，計画的分散に関係する地方当局は計画の要となる工場の立地を
1宮〉

コントロールする有効な手段をもっていなかった.権限は工業開発許可証明(1 D C )を

発行する商務省(現在の通産省)に握られており.商務省は IDCの運用にあたっては開

発地区(現在では被接助地区)優先を貫いてきた.つまりフィジカルな計画と経済政策と

の閣に，あるいは地域内分散政策と地域間分散政策との聞にかい離があった (Culli

ngworth. 1964. p. ち，川島. 1966年. 7 ---8ページ.McCrone 

1969， p. 233). しかも IDCの運用は，労働党と保守党の政権交替や経済情

勢の変動に応じて微妙に変化L.事業の進行にかなりの影響をおよぼした.

既存工場との関連が特に強いため分離が不経請な場合，労働力の増加を伴わないで生産

性の向上が見込まれる場合，ウエストミヴドランズ内での企業連関が特に強い場合等は，

地域内での開発証明が与えられたから IDCの発行率は 90%近かった. 1 DCの適用基

準が公表されていないため明示できないが，コナーベーション外に立地できると判断され

た工場の場合は，計画的分散地区へ移ろうとしたものも，開発地区へ立地するように圧力

をかけられたというし.計画的分散地区に立地Lていた工場の拡張が拒否されたケースも
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あった.それに国全体の経済情勢の変化にともなって IDCを必要とする工場の面積基準

がしはしば変動し庁?

なお IDCの運用が計画的分散に特別不利でなかったとしても，コナーベーションでの

立地を制限するというネガティプな政策にとどまる限り，計画事業の進展に対する効果は

期待できない.企業が拡張をあきらめてコナーベーションに留まる， IDCが不要な小規

模拡張を図る，既存の工場を買収する，非計画地区や開発地区へ移転する等の対応策をと

れば，計画的分散地区への立地促進にはつながらないのである.計画的分散地区への移転

にも直接的な税財政面でのインセンティプを与えることがなによりも有効であったとおも

われる.その他にも中央政府が計画的分散のためになしうる施策は多かったにもかかわら

ず r現在の制度的枠組みの中には積極的，妻子意的なものは何もない J (Smi th， 1 

972， p. 9雪)という批判があった.

( 2 )入居者指名制度と産業選考制度の問題

パーミンガム市当局は計画的分散地区住宅への入居者指名に備えて， 1 9ち6年に入居

者登録簿 (overspill housing registH)を開設し .1961-----6匹年に約7000名が

登録された.市は登録者を住宅の必要度と移転跡住宅の利用可能性(市による買収や市に

よる指名者入居の可能性).つまり市の住宅問題への寄与の大小にしたがって等級づけた

.他方，計画的分散地区へ移転する企業はそこの住宅入居者の中から必要な労働力を相当

程度雇用せねばならず，移住者自身は住宅への入居と同時に職場を確保する必要があった

.この移住者と雇用者を結び付けたものが，産業選考制度 (industrial seledion sche-

me)である.実際には労働省がパーミンガムの登録簿から職種，職歴，経験年数によって

適格牲を判断し，企業の求人に応じて騒場のあっ旋を行った.このような登録簿による入

居者指名と騒場あ、つ旋の方式がスムーズに連動するためには，移出当局，住居を建設し職

場を導入する受け入れ当局，労働省の聞の関係がうまくアレンジされ，雇用の発生と移住

を素早く対応させることが必要であった.しかし現実には往々にして労働省のあっ旋と移

出当局の指名順位が一致しないこと，名簿が経費の関係で常に新しさを保っていなかった

こと，求人は熟諌者に集中するのに登録簿にはそれが不足Lていたこと等の事態が生じた

Ruddy， 1969. pp. 21-24).そこで 19雪8---66年までの第 1次

選考制度は廃止され， 1967年から新しい制度ーコナーベーションの全地方庁に登録簿

を作成させ，労働省が住宅の必要度と仕事にしたがって登録者を分類する←が発足した.

しかし当初は多かった登録者数が次第に減少するとともに，求人はあってもそれに適合す
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ユ1)
る人をみつけることが依然むつかLく，この制度がうまく機能したとはいえない.その結

果，分散地区へ入居Lた人々のコナーベーシヲンへの通勤が顕著になり，職住一体の分散

という当初の理念は後退を余儀なくされた.

( 3 )統一的な組織の不在

南東地域の場合にはLCC，後にはGLCが1つのコナーベーションとして機能したが

，ウエストミヴドランズではコナーベーション全体の計画政策を支えるだけの財政力を備

えた単一の地方当局(ローカル オーソリティ)が不在で， 1 2の移出当局と 19の受け

入れ当局があった.そのうち，パーミン方、ムと他の地方当局との聞には計画的分散をめぐ

る考え方の違いが目立ち.なかには移出当局とみられることを拒否するところもあった.

したがって全体として宣伝・広報活動やプロモーションが不足Lた.

( 4 )コナーベーションの成長不振

1 9ち0年代から 60年代前半にかけては，当コナーベーションは繁栄地域としてのあ

らゆる特徴を備えており，当時は開発地区優先の工業配置政策とウエストミザドランズの

大都市地域抑制策との聞には，地方レベルをはなれた国政的見地からは大きな矛盾がなか

った.しかしすでにみたように. 1966年以来コナーベーションの雇用率は低下Lて，

これまで労働力不足地域であったのが失業地域へと転化したし，不動産市場では供給過剰

の兆候さえ現れた.そこで地域間の不均等是正のために，コナーベーションの経荷力の維

持がまず必要だという主張が台頭Lてきた (West Midlands Econom 

icPlanning Council. 1971， p. 4).成長が移動の最大要因で

あることをおもえば，コナーベーションの停滞は開発地区への移動はもちろん，計画的分

散地区への移動も減少させると考えられる.ウエストミザドランズのみならず英国全体の

成長不振から，政府自体も繁栄地域における開発規制を緩和すると同時に，無理な計画的

分散よりも膨張的開発 (peripht>raldev骨lopment)を是認する方向に転換し始めた.他方

では，開発地区の問題が未だ解決されていないから.それに対する優遇措置は継続される

であろう.かくして中央政府の政策の重点、は開発地区(現在の被援助地区)とコナーベー

ションの両極におかれ，その中間にある計画的分散地区に有利な施策が強力に実施される

という展望は開けてこないのである.
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町 パーミンガムの都市構造と開発戦略

1 都市構造と総合的再開発

コナーベーションからの計画的分散が成功しなかった原因の 1つに，パーミン刀‘ムに立

地する工業の牲格があり.それを配慮Lた市当局の工業維持政策があったことは上述のと

おりである.ここでは市の都市構造と関連づけて工場保持の実態をみていくことにする.

197 1年のセンサス人口が 101万4670人で，ロンドンに次ぐ英国第2の都市で

あるバーミンヌゲムも.都市発展の歴史は比較的新しい.当市が世界的な工業都市に成長し

たのは産業革命が進展した 18世紀後半からで， 1762年にM. Boultonが設立

したソーホー製造所はその象徴的存在であった.市の人口は 1778年4. 3万人， 1 8 

00年7万人， 186 1年30万人と急増し， 1896年に市長はロードマイヤーの称号

を得て，パーミンガムはようやく名実ともに大都市の列に加わった. 20世紀のバーミン

ガムは 1ち00種にのぼる製造品の取り引きの街といわれ，伝統工業である宝石加工，鉄

砲，金属家異の製造はもちろん.大型発電機から台所用品にいたるまでの多種多様な製品

を製造しているが，現在の代表的業種は，金属工業から有利な道路システムを背景とした

自動車組み立てとその部品生産に移行しつつある.また 1969年では，まだ就業者の過

半は製造業に従事Lているものの，ウエストミッドランズ全体の地域中心と Lて.第3次

産業の比率が上昇Lつつある.

このような都市規模の拡大や機能の多様化に対応Lて.当市でもヨーロッパの諸都市に
2.2.) 

一般的な同心円的地帯構造が形成されてきた(図9-2) .シティセンターは中世以来の

都市核と 18世紀後半の都市成長期に形成された市街地部分に相当し，およそ現在のイン

ナーリングロードに固まれた範囲である.ここにはパーミンガムの中央駅であるニュース

トリートステーションをはじめとして，あらゆる中心的機能が集中しており，卸売市場地

区，中央小売業地区，オフィス地区，行政・文化地区とかなり明瞭な分化がみられる. 1 

9世紀から 20世紀の初めにかけてビクトリア風の市街地に大改造されたが，昼夜間の人

口差が激しいこの地区の現在の最大問題はアクセシビリティを保持し.就労，買い物，娯

楽の中心と Lての魅力を維持・向上させることにある.そのために 1948年以来今日ま

で戦災地の復興，古い建物のクリアランス，土地区画の整理統合を含む史上2度目の市街

地大改造が行われてきた. 1 2世紀以来の定期市開設地点であり当市のオリジナルな核で

あるプルリング (Bull Ring)の再開発，小売り地区やイシナーリングロード沿
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いでのオフィスフロアの拡大，インナーリングロード(別名クイーズウエー)の建設がそ

の主要な事業である.そのような再開発事業を通じて.シティーセンターの工場，住宅，

倉庫の面積は著Lく減少し，オフィス，小売，運輸，その他用途の面積が増加した.

シティーセンターをとりまくインナーゾーンは 19世紀中頃に形成された高密度の住工

混合地区である.そのうち都心に近い内側は次第に住宅が減少して，現在では宝石，金属

加工，鉄砲製造等の伝統工業を含む小零細工業が卓越している.市当局は不適格工場の建

て替えにより伝統工業を保持しつつ地区の環境整備を行おうとしている.その外側は専用

の給水施設やパス・トイレを欠く多数の不適格住宅と小工場が混在する地区で，そこでは

1946年以来クリアランスによる大規模な再開発が行われてきた.すでに，図9← 3に

示す第 1期 (phase 1)宮地区の再開発が完了し，引き続いて第2期の再開発が進

行Lている.

ミドルゾーンは 19世紀後半から 20世紀の初めにかけて発展した市街地である. ，.. -
'-、ーー

では住工の混合は少なく，工場は地区的にまとまって立地しておりその規模も大きい.住

宅地は3つのグループにわかれる.その 1は北部のAstonやHandsworth，

東部のAlum RockやSmall Heath等の地区で(図9-2参照)，そこ

では赤煉瓦造りの長大なテラスハウスが車越しており，今後20"-30年の内に生じる地
23) 

区の荒廃が懸念されている.したがって総合的改良と更新の地区の大部分はここに設定さ

れている(図9-3参照)-その2は北東のErdington，西のBearwood

，西南のSelly Oak， Harborne等の地区で，ショピングセンターを中心

としてコンパクトにまとまった街が形成されている.その3は南の1日村落Edgbas

tonからMoseleyにかけて展開する都市成長期の高級住宅地区である.広い並木

道，広壮なビクトリア風の邸宅によって特徴づけられるが，最近ではそこにオフィス，各

種学校，ホテル等が立地し始めている.ミドルゾ←ンの工業地区も 3つに分れ.北部のテ

ーム河谷には古い金属工業，北東のテーム河谷下流部には自動車組み立てを主体とする新

しい大工場，東南のTyseleyには金属と電機の大型新工場がそれぞれ卓越する.

アウターゾ←ンは両大戦間および第2次大戦後に中心部の人口分散にともなって，旧村

落を包摂しつつ公的，私的な団地の開発が行われた地区である.市街地に包摂されながら

も，南西のNorthfield，Kings Norton，東のYardley，北

東のCastle 8romwich等には 18世紀以前の村落的な核がなお保持されて

いる.アウターゾーンにもいくつかの工場地区が散在する.南のLongbridge
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にはオースチシの大工場が立地したし，同じく南のCotteridgeや東のGar

t-ettes Green等には工業団地がつくられている.
:24-) 

ここで特に指摘Lておきたいのはインナーザーンの総合的再開発の方式である.これま

での再開発の大部分が都市農村計画法の「総合開発地区」方式で行われたことはバーミン

方‘ムの特徴である.そこでは単なる住居の更新にとどまらず，いわゆる「都市内ニュータ

ウン Jの建設を目指して.次のような目標が設定された. 1)全ての必要なローカルサー

ビスをもっコミュニティの建設. 2)工場と住居の分離. 3)バイパスによる住居地区か

らの通過交通の排除.4)]000人当たり 4エーカーのオープンスペースの確保.日)

庖舗，学校，教会，集会場等社会施設を集中させた魅力あるセンターの建設.すでに完了

した第 1期の再開発地区の概要は表9-6と図9-4のとおりである.総面積はち雪 3h

aにおよび，再開発以前には人口 10万3000人，住宅3万2000戸，学校ち 3.商

店4000.工場・商業建物2300等を含み，住宅の 77%は 1880年以前に建築さ

れた不適格住宅であった.再開発後は人口，戸数が半減した L.住居用地も減少したが，

オープンスペースや学校用地は増加した.注目されるのは工場用地であり，その面積は再
訪〉

開発の前後でほとんど変化していない.再開発地区の工場は規模が極めて小さいうえに，

相互の連関性が強く，地区外への移転が困難と判断されたからである.しかし住工の分離

を貫くために，再開発以前に工場が集中Lていた数箇所を再開発後の工場地区に割り当て

て，散在していた工場をそこに集約移転させる努力がはらわれた(図9-与). 

2 構造計画の戦略

( 1 )構造計画とバーミンガムの諸問題

1968年都市農村計画法は 1947年以来の開発計画 (DevelopmentPlan)の欠陥を

補うために，構造計画 (StructurePlan)とローカルプラン (Local Plan)を組合わせた

新しい計画システムを規定した.将来20年にわたる「地方計画庁の提案に係わる土地利

用の方法および開発が実施さるべき時期を示す計画」と定義された(1 962法4条 2項

)開発計画は，望ましくない開発のコントロールには有効であったが，建設的な計画の手

段としては成功せず，土地利用と交通需要から生じる関連ある問題を総合できなかった(

Centra I Office of Information ) .加えて計画内容は詳細で正確であったが，計画の策

定や修正に膨大な作業と時間がかかるうえに.詳細部分にまで大臣の関与があり，時代の

要請に素早く対応することができず.特に変化の激しい都市地域の必要を満たすことがで

fち官 C.
{...~ ('¥ 



きなかった (Hall. 1974. p. 178).新しいシステムにおいては構造計画が
2(，) 

大臣承認を必要とする計画地域全般についての基本的な政策提案を行う.ローカルプラン

はそれを具体的に地区におとした詳細計画であって.地方計画庁が策定の権限をもってい

る.

パーミンガムの開発計画はようやく 1960年に住宅・地方自治大臣によって承認され

，以後 1971年まで6つの修正がくわえられつつ計画行政の基礎としての機能を果たL

てきた.しかし 1968年に大臣要請をうけた市は構造計画策定のための調査を開始し，

1973年2月に一連の調査報告を刊行Lた.同年 12月に市議会は計画当局によって策

定された構造計画を承認し，同計画は環境大臣に提出されるとともに，法の規定にしたが

って市民の縦覧にふされた.筆者がバーミンガムを訪問したのはまさにこの時期であった

.それは「本文J (Written statement ) .基本図 (KeyDiagram).住宅・買い物図，雇

用-輸送図，市民参加についての説明書，市民集会の写しよりなる一連の文書である.そ

の詳細については別稿にゆずり(成田. 1976年).以下ではこの計画が克服すべきパ

ーミンガムの主要な問題をみておくことにする.

1 )人口 市の人口は表9-7のように減少しつつある.とくにインナーワードの減少

が激Lい.減少とともに生産年齢人口の比率が低下し. 60才以上層の比率が上昇してい

る.また専門的騒業や雇用主・マネージャーの比率が低下し，半熟練ないし非熟練労働者

の比率が大きくなっている.新連邦諸国からの移民の流入増加がこの傾向を一層強めてい

る.しかも社会経済的に対照的な両グループには明瞭な住み分けがあり，後者はインナー

リング，とくに第2期再開発地区に集中している.人口減少はこのように構成上のバラン

スの悪化をともなっているから，市としては低密度な住宅の供給を通ヒて，ハイクラスの

グループの流出を防止する必要がある.

2 )住宅第2次大戦後， 1 2万2000戸の住宅が建設され，その 3/4は公的住宅

であった.しかし 1971年の計算では 1世帯 1住宅のために 1万5400戸が不足する

.加えて .1946-----72年に里万3800戸の不適格住宅が閉鎖または除去されたが，

72年現在まだ不適格住宅は 1万ラ 200戸残存している.さらに給湯施設，浴室，専用

水洗便所等の基本的アメニティのいずれかを欠く改良必要住宅が36%もある.両者はイ

ンナーゾーンからミドルゾーンに集中している.既存の開発計画で割り当てられた住宅用

地は小さな分散地を除いてほとんど‘残っておらず，新たな住宅地を前節でみた計画的分散

地区に求めなければならない.

219 



ヨ)雇用 前に述べたように金属関連の業種を中心とする工業が過半を占め，新Lい成

長産業が少ない.傾向としてはサービス産業が伸びているが，まだ国内の主要都市のどこ

よりもその比率は小さい.工業は 1970年まで国の立地政策に沿って市内での発展が抑

制され，市外移転が促進されたが. 1 966年以来市外への移動量は減少しつつある. 1 

DCの基準面積が拡大されたので，用地があれば市内での工業成長の可能性は大きくなっ

た. 197 1年に市は雇用の流出と失業の増大に対応して「市内に現存する工業の保持と

拡張を慎重に促進する」と言明し，工業への用地割り当てを行った. 1 970年の工業用

地は約 1461haで，工業開発可能地は 177haである.ただ需要に応じて土地がス

ムーズに市場へ出てこなければ需給バランスが崩れるから，市がある程度の工業用地を常

にアールし，雇用の変化と土地需要の変化をモニターする必要がある.

4 )輸送 市内交通の最大の問題は鉄道の分担率が極めて小さいうえに，道路は効率の

悪いマイカーに占有されて渋滞が多発Lていることである.対策と Lてはローカル鉄道の

改善(運行回数をふやし駅前を整備する等)を行い，パークアンドライド方式を実現し，

パスと鉄道の競合をなくし，パスにはインナーリング内や鉄道サービスのない部分の輸送

を分担させること，等が提案されている.

ラ)レクリエーション 開発計画の基準では6979エーカーの公共オープンスペース

が必要である. 1 972年現在の公共オープンスペースは3970エーカーで，今後の利

用可能地が 1900エーカー残されている.全般的な土地資源の不足から今後用地の拡大

は望めないので，野外施設と屋内施設のバランスを考慮しつつ配分を行わねばならない.

( 2 )優先的戦略

上のような問題に対応する戦略として市の計画当局は先ず4つの選択案 (optiooplao 

)を提示した(表9-8.図9-6) .表中の土地資源カテゴリー I(Comi tted Land) 

は1)既往の開発計画において住宅地開発に指定されていながら未開発の土地. 2)再開

発から生じる土地. 3)市議会で住宅開発の決定がなされた土地， 4)まだ正式手続きが

なされていないが市の住宅政策線上にある土地，ち)フラットへの転換によって生じる住

居の増加のち種類を含んでいる.これらの用地は 1981年までに利用可能でその利用は

これまでの政策の継続を意味する.カテゴリ -II (Noti日aI Land)はカテゴリー Iに，他

の重要な用途を犠牲にすれば住宅用として利用できる土地を加えたものである.それには

. 1)どの目的にも割り当てられていない未利用地， 2)公共オープンスペースにゾーニ

ングされている未利用地， 3)私有の菜園 (allotments) • 4)私有の運動場，与)私有
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のゴルフコース.等が含まれる.

さて選択案はまず長期的枠組みと Lて， A分散型 (dispersed )と B集中型(CI u刊行

吋)に大別され，それぞれが短期的に I低収容(lowぞ叫aci ty)とH高収容 (highcapa 

c i ty )に分けられるので，結局4案となる .A分散型はこれまでの政策の継続であり，住

宅開発を市内で分散的に行う.鉄道の改善やそれに沿った集中的土地利用を目指すもので

はない.サービス雇用にかんしてはシティーセンターが成長の中心となるが， 1 970年

代後半からは南部のKings Heathもセンターとして成長する.工業については

東部に新しい地区が設定されて，古くて混雑した旧工業地区の工場が再立地する. B集中

型は公共輸送鉄道の改善を特徴としており，いくつかの鉄道ぞいに低層高密度の住宅をク

ラスター状に開発して，より多くの人口が鉄道に近接して居住できるようにする.さらに

公共輸送を最大限に利用させるため，いくつかの鉄道駅の近くにサービス雇用のセンター

を開発する.人口総数はA型も B型も変わりがないが B型ではクラスター状の集中地区

の密度が高められ，それだけ他の部分の密度は低められる.

I低収容型はさきに規定されたカテゴリー Iの土地資諒 (479haと再開発地)のみ

を考慮するので， 1981年までの住宅供給は3万8800戸，総人口は93万6000

人で 1ち万8000人の分散を必要とする.それに対して H高収容型はカテゴリー IとE

を加えた土地資源 (891ha)を考慮し，したがってレクリエーション用地の住宅用地

への転用を伴い，供給住宅戸数は 5万2130戸，人口は97万 1000人で. 1 2万2

900人の分散が必要となる.

計画当局は，選択案についての市民アンケート，議会の意見，小委員会による専門的・
2.11) 

技術的評価の3つを総合的に考慮して IB集中低収容を優先的戦略と決定した.この戦略

はこれまでの同心円的な地帯構造を緩め，インナーゾーンにも良質の住宅をふやし，アウ

ターゾーンにはいくつかのショピングセンターと工場地区を配置し，再開発地区を含めて

職住の近接をできるだけ保とうとしていること，つまり土地利用の多様化と複合化を目指

すものであるといえる.構造計画 f本文Jの最後では，提案された政策相互の戦略的関係

(strategic relationships between policy areas)が説明されている.そのなかに次の

1項が含まれていることを指摘しておきたい rローカルな雇用機会をさらに多く提供L

通勤コストを縮小するために，特定の住居地区に軽工業を導入する.そのような開発はロ

ーカルコミュニティの特別な雇用要求と十分な環境基準を考慮しなければならない J・
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孟主

1 } オーパースヒ Il スキームは厳密には人口と産業を-体と Lた大都市からの計画
的分散をさし.通勤者が少なく自立牲の強いニュータウシとエキスパンディングタウンの
建設を内容とする (Srnith. 1<:)72. p. 1 そLて単なるオーパースピルは計
画的施策よらない自然の溢流を含む広い概念である，
2 ) 英国の標準コナーベーシヲシは 19弓1年センサスで地方庁の範囲を統合 Lたも
のと Lて6つ指定れた.指定にさい Lては. 1)連続的市街地.2)仕事，買い物.教育

スポーツ.娯楽の中心と Lてそれに強く結合されているローカルエリア，ヨ)人口密度
.の弓つが考慮された (Brenikov. ]961. p. 2ち)ー
3 ) 英国の地方庁と Lて.ぐ Ol1nty，ml1n ぐ ipal borough， 
u r b a n d s t r c t， 1-U r a 1 d i s t r ぐt があった. 1 q 74年
4月の地方制度の改革により， Stffol-dsh re， Warwicksh ¥-('. 
Hereford and Worcester. Sal op (1) 4~:>グ)N ぞ w CO 
l1ntyと1Nest Midlands !¥1('tropol tan Coun十 yとに
統合されたが.本章では従来の行政域によっている.
4 ) 1 9弓弓年の住宅省大臣の通達以来.イングランドとウエールズで 18カ所のグ
リーシベルトが関係地方計画庁から政府に申請され.うち 8ワが承認された.ウエストミ
ザドランズの場合は 1964年までに公聴会も終わっているのに.大臣決定が遅れている
.今後相当の人口増が子測されるので，グリーンベルトによる都市膨誌の規制が現実的か
どうかの配慮によるといわれている. LかL申請中のグリーンベルトでも承認済みのもの
と同様に開発が規制される (Gregory，1970， pp. 1 3)ー
ち) 男子一人当たりの粗生産額を UKIOOに対する指数と Lてみると 19 () 6年
VV. M. 106.7に対して S. E. 1 1弓.9，1971年はW. 1¥'1.102.6に対
して S. E. 117.0で・ある (Cental Statist cal Off ce 
1 97 3 )ー
。) 表中の調査や提言の全てをみることができなかったので.最近の文献を除く多く
については.Hall(1973)とWise(1972)によっている.
7 ) 1 9ち8年のVVarwickshir々 Countyの言明によれば. 194 
8年以来同カウシティのグリーンベルト内で弓弓 O件以上の開発申請が拒否され.それは
4. 6万戸分の開発に相当 Lた.
8) 1 9弓1¥61年にパーミン方.ムの雇用 3万 7800増加.うち 8300はコナ
ーベーション内， 1万弓 000はSolihullや Sutton Coldfie d 

1万4ち00はグリーンベルト内に居住.グリーンベルト内の通勤者は 19与0年代を
通じて 3.7万から 6. ち万に増加Lて.その大部分はコナーベーシヲンに向かった(
Hall， 1973， p. 弓33).パーミンガムへの通勤流入者は 19ち1年の 9. 8 
万から 1961年の 14万に増加した (City of B rmingham， 197 
3.p.11). 。 Solihullでは 1971年の目標人口 10. 3万人へ 1964年に到達.
目標人口がSutton Coldfieldでは 7. 3万から 8. 0万ヘ. R e d 
worthでは 2. 9万から 3. 9万へ. Rugbyでは弓.雪万から 7.0万へそれぞ
れ改訂された.
1 0 ) パーミンガムのインナ一、/ーンの再開発については後にのべる.環状自動車道
路は 1971年に開通し道路ぞいの諸地点では最終的に 7ラ36台の駐車が可能となる
地下ないLは多層の駐車場が建設される (Graves. 1971. p. 83ト
1 1 ) 同計画では 1971年までに工場用地の 23. 8%増を可能とする 3748エ
ーカー(市域の 7%)が工業用に配分されていた.またコナーベーションで 1966年現
在 2800エーカーの未利用地が苑っており. 1 1. 2万人の工業従業者を収容できた(
Smith. 1972. P‘ラ弓) . 

1 2 ) キーワーカーの多くは持ち家居住者であるので.分散地区での住宅供給はイン
センティブとはならないL.子供の教育.社会的紐帯，職業選択の多様性.等が理由とな
って.コナーベーションを離れたがらない.ちマイル以上移動Lた78企業についての調
査では，住宅提供 29件，通勤輸送 27件，交通費補助9件，付加賃金.移転補助，各7
件，特別給与ち件，昇級4件.自動車提供.時間調整，各3件等の措置がとられた.それ
でも 8マイル以上の移転工場では.従業者の過半数が退路Lた(VV e s t M i d 1 a n-
d Regional Study. 1972. pp. 29-31). 
1 3 ) 従業員 11---2ち人の工場の比率はパーミシ tjム49 r!o. コナーべーショシ
4 弓 ~?'Ó ， (-;.. B. 2 3 0'0 1 弓00人以上の工場はコナーベーション 9%，G. B. 与00・

正方正、)，、
Ie. ，~. 



三000人以上の工場はゴナーベーシヲンヱり0 ・
70. p， 19わ) . 

G. B. 1 "oである (Sm tll. 1 q 

1 4 ) パーミンガム市の総合的再開発地の取りこわ L目標工埼は 1600で -:Jち 1
96ラ年までに氏ラ 8が取りこわされた.そのうち Z27は再開発地に再立地:2弓弓は
市内他所へ移転.弓 3だけが市外へ移転 Lた.その大部分はブラ・ソク カントリーヘ向か
い，他は閉鎖された (Steadmλn ぬ Wood. 19h弓. p p. 1:2弓)
なおちか所の総合的再開発地区の工場のち 4 %は従業員ち人以下の零細工場である，

15) 1952年の都市開発法で受付入れ当局の負担を軽減するために移出当局，政
府，関係カウティより財政援助が行われることになった.その後，補助金とコストとのギ
ヤプを埋めるためにち 6. ら1.ゎ 7年に改善が図られた.慢雑な内容をもつが.ロシド
ンのアンドーパーの事例については木村(1 9 6弓年 a. b)が詳 Lい.パーミシガムtt
] 9弓ラ年に住宅補助金の支出に同意L(入居者指名汁について 1戸 1年7オJンド 7シリ
ングを 10年間支払う). Staffordshi t-ぞの弓 000戸に 3可67弓oボニ
ドを支出 L. 1 9弓7年の支払いは 13万 7000ポシドに増加した. b 1年の改正で補
助金は年 12ポンド. 1ち年間と引き上げられ. 68年にーパーミンガムは 1弓の地方庁に
381 2戸分約弓万ポンドを支払った (Smith. 1972. p. (0). これまでフ
ィジカルプランシの費用便益計算はあまりなされていないが (CuII ngworth 

1969. p，弓. LCCの場合長期的にみればタウシエキスパンンシ.ョン方式が臼
ら住宅を建設するより有利だと Lている(木村. 196弓年a. 43) . 
1 6 ) オーパースピル地区の lつA 1 d 1- i d gぞ U. D. の標準的ラ寝室住宅に
対する超過支出は 19ちち年の 1ちポンドからわ 2年の 66ポンドに上昇 Lた (Smi
th. 1972. Pl:). 61--64).なおロンドン周辺の財政負担については木村(1 
96弓年b.4ち 47 ページ)が詳し~.. 
17) 1969・70年の DI-o tv.ritchの税率はボンド当たり 204ペンス

イングランドとウエールズでは 161ペンスであった (Smith. 1972. p. 弓
4 ) 
1 8 ) 地方計画庁は計画許可の権限を持っていたが. I D Cを取得 Lた企業による工
業地区への立地申請があれば.建築基準に合致している限り.認可しなければならなかっ
た.
1 9 ) 拒否は殆ど公表されないが. 1 960¥6 1年に計画的分散地区への立地に対
Lて 1ち件の拒否があった (SmIth. 1972. p. 26).その一方でゴ十一ベー
シヲンでの立地が拒否されたため.計画的分散地区へ立地Lた工場もあった (Wes t 
Midland Regional Study. 1972. p. 43). 
20) 1947年 S. E. とW. M.では46雪平方メート I¥... 6 6年9ラ平方メ←
トル 71年46弓平方メート I¥... 7 2年S. E.で 930平方メート I¥...パーミン ffム
で 139ち平方メートルと基準値は変化した.
2 1 ) 労働省は Zつのニュータウンの騒場に入居者をあっ旋するために 1969年に
約 1000名と. 70年に約 1100名と接触Lたが.移住就職が実現Lたのは 186名
にすぎなかった.その結果企業自身が直接広告で求人を行うようになった.新Lい制度に
ついてはRuddy(1969. pp. 24--28)が詳Lい.
22) 本項の都市構造については. S t οadman(19弓8). Stead 
man & Wood(1965).C' ty of Birmingham(1973 
a).City of B rmin宗 ham Information Depar~ 
mentに負うところが多い.
23) 1969の住宅法によって地方計画庁は総合的改良地区を指定できるよう Lこな
った.地方計画庁は住宅所有者にコストの 1 2の補助金を与えて住宅改良を援助，説得
L.また児童公園や駐車場の整備，植樹などの環境改善を行う.中央政府は環境改善費用
の l'2を負担する.パーミンガムではこの地区にら万戸が含まれる.更新地区は.クリ
アランスに重点をおきつつも，それと修復との組み合わせで更新を行う地区である.パー
ミンガムでは再開発地区と総合的改良地区と中間にこの地区があり.そこに含まれる 1万
雪000戸の住宅のうちわち 00戸が 1980年までの不適格住宅で.クリアランスシの
対象となる (C ty of Birmingham. 1973ぐ. p. 号o) . 
24) 総合開発地区の制度は 1947年法に取り入れられたもので.地方計画庁は区
域指定の権限を与えられた.それによって所有権が細分化されている土地を公共団体が取
得Lて集約L.地区全体を一体的に開発または再開発することが可能となった.事業U:--
般的には地方計画庁と民間ディべ口、ソパーの協力によって行われることが多く.当局は必
要な場合.強制収用を行い.自ら直接開発を行うこともある.ただ Lこの総合開発地

2?:1 



:2 b ) この新 L~ ¥.f十曲jシステムは，従来の地方計画庁の領域を都市の影響閣というよ
り広い範聞に拡大再編成する地方行政組織の改革との関連で考えられるべきものであった

Lかr....地方行政組織の改革は. 1 9 7 1年に政府提案がなされ. 1 974年4月によ
うやく実現をみたばかりなので.その間の移行措置と Lて.政府は主に大都市地域の旧地
方計画庁仁構造計画の作成開始を要請 L.1971年 11月までに 177の地方計画庁の
うち 94において新計画が準備された(C e n t γa  1 0 f f c t' 0 f [n f ()-
t-mat on. 1972 p. 6).ノ{ーミン ffムは旧 B rrningharn Co 
unyt Boroughが大臣の要請をうけて構造計画の策定に着手Lた.それは新 L
い計画庁となるWest Midland Metropol tan Count~ 
にひきつがれる.
:2 7 ) 環境省は.選択案の専門的評価を 4つの視点からなすべきであると指導 Lてい
る. 1)構造計画の目的に対する有効性.2)資源の利用.ミ)コミュニティ内における
効果の配分， 4)将来における不確定性との関連，がそれである.小委員会はこの助言に
Lたがって，構造計画の 22の目的と 4つの評価視点とのマトリ・ソクスを用いて 4つの選
択案を相対評価した.例えば.目的に対する有効性について.高収容案は住宅目的では高
く評価されるが.レクレーシヲン目的では低く評価される.また例えは.不確定牲との関
連については.もっとも早く生ヒる利益はもっとも現実的価値が高いということを基準に
Lている Lたがって.財政投資と土地利用変更を必要とする集中案は.分散案に比べて
低く評価される.
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これまでの諸章において，先進国の大都市に共通するインナーシティの経済問題に対処

するためには.機能の多様性と接合牲を維持し向上させることが必要であること.具体的

には，現在最も後退の激しい工業を小企業を主体として振興させねばならないこと，事例

としてとりあげたニューヨークやパーミンガムでもそのような認識が強まっていることを

みた.しかし.大都市における小工業の振興はこれまでの流れを逆転さ・せるほどの極めて

困難な課題である.近年英国で創設され.米国でも検討されているエンタアライズゾーン

は，そうした課題にこたえる 1つの試みであるといわれている.けれども英国における数

年の経験や両国でのゾーンをめぐる論議をつうヒて.この制度が内包する様々な問題点、が

明らかになってきた.本章では最近の文献によって，エンタプライズゾーンの発案から法

制化にいたる経過をたどるとともに，問題点を整理して.インナーシティの経漬的再活性

化のために真に必要な措置は何であるかを考える手掛かりとしたい.

I 英国における創設

1 P.ホルの着想

エンタプライズザーンの発案者が，英国の地理学者でフェビアン協会の会長を務めた

P.ホ ル (Peter Hall)であるというのは，衆自の一致するところである.

1977年 10月に聞かれた英国都市計画協会の年次大会でP.ホールは，グリーンフィ

ールド(ニュ-1タウン)にグレイエリア(インナーシティ)を対置させたタイトルの講演

を行い，初めてエンタプライズゾーンの着想をひれきした.彼の認識，方策，理論的根拠

は以下のとおりである)

まず彼は，英国の都市が直面している問題を伝統的な産業構造の変化に伴う症候である

と認識した.すなわち，大規模な技術的組織化は小企業を圧倒して，労働需要と企業立地

に根本的な変化をもたらした.そのうえ，工業は官僚的な規制が強まるなかで，サ ビス

，政治，レクリエイシヲン，等の産業にとってかわられつつある.このような状況下で都

市にとって特に深刻なことは，これまでその最も重要な経済的特徴とみられていた革新的

な企業家精神が減退して，老化のプロセスのみが生きつづけている点である.企業が相次
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ぎ閉鎖し.あるいは大規模化Lて市外に流出 Lていくにもかかわらず，その穴を埋める新

Lい小企業を起こすリスクをおかそうとする者は居ないのである.加えて変化Lつつある

労働力の世界的分割によって，英国経済は新興工業国からの空前の挑戦を受けており，そ

の彰響は弱体なインナーシティにおいて特に顕著である.

ついでP.ホ ルはこのような状況へのいくつかの対応策を検討する.科学に基礎をお

く工業は高度のアメニティと技術労働力を求めるから，インナ シティに吸引することが

困難である.管理的業務やサ ビス産業はインナ シティに近接したCBDへの立地性向

が強いから魅力的で、あるけれども.今やこれらの部門でさえ郊外や小都市へ立地し始めて

いる.成長性があり非熟練者をも含む多様な労働力を需要する観光産業はより有望であろ

うけれども，どの都市にもそれが有効とは限らず，またそれだけで衰微した部分を救うこ

とはできない.つまりオ ソド、ソクスな方法ではインナーシティの衰退に対処することは

困難である.最後の可能な対応は，フリーポ ト的解決とでも呼ぶべきものであり，それ

は基本的に非計画的な試みである.インナーシティに選定された小規模な地区が最小の規

制であらゆる種類の発意に開放される.換言すれば，インナ リバプ ルやインナーグラ

スゴーに 19雪0年代や60年代の香港を作り出そうとする.そのためには次の3点が必

要となる. (1)その地区には国外からの物資，人，資金の移動が自由である. (2)そ

の地区は思い切った自由企業地区であり，税，政府の規制は最小限で社会サービスは供給

されず，賃金と物価のガイドラインは適用されない. (3)その地区の住民は居住地選択

の自由をもち，フリ ポ トに住むことを望むならば，税は軽減される代わりに国家によ

って与えられる恩恵も縮小される.

P.ホールはこのような対策が英国が誇る福祉国家からの大きな逸脱であることを認め

つつも，それは極めて強力なぎりぎりの解決策であり極端なモデルであるから，ごく限ら

た規模で実施されるべきであり，著しく放棄が進み居住者の少なくなった地区等が対象と

してふさわしいと説明した.

ゾ ン内に創出される企業については次のような期待を抱いている.新興工業国と競争

するためには，衰退産業を支えるのではなく.工業革新を促進すべきであるけれども，そ

の際大量の構造的失業者が発生する. 1つは縮小をせまられる工業分野から排出される高

齢の労働者である.彼らはこれまで特殊な技術をもってその産業に従事Lていたものの，

今や失業か低技術職種への就業かの選択をせまられている.第2は教育や産業上の資格を

欠く若年労働者である.彼らは将来に楽観や希望をもつことができず.衰退するインナ
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シティの限界グループとなっている.公的政策の主目標はこのグループに臓を与えること

でなければならない.エンタプライズ、/ーンはまさにそれをなそうとするものである.と

ころで職場の創出には2つのケ スが想定される.第 1のあまり好ましくないケースは，

複数の立地をとる大企業が低賃金を求めてソ ンに移転Lて来るケースである.この場合

には他の地区の職場がうばわれるだけで.英国経涜と Lては臓場の純増を意味しないが.

最悪の地区に職場が創出されることにはなる.第2のより好ましいケースは.ゾ ンが企

業を刺戟して革新を引き起こさせるケースである.一般に産業革新に果たす小企業の役割

は低下しているけれども，まだその重要性は失われていない.つまり，大部分の資本集約

的な分野での革新における役割は小さいけれども，科学機械とか電子工学のような資本集

約性の低い分野において小企業はまだ重要な役割を果たしている.それはおそらく.低い

技術水準から出発し，次第に洗練されて技術革新の独立センターになるというコ スであ

る.もちろん冒険的なコ スではあるが，香港やシン方ポ ルの例はそれが可能なことを

示しており，エンタプライズ、/ーンが求めるべきはまさにこのタイフ。の革新的小企業で-あ

る.このコ スの特徴は経清発展が漸進的であるために労働力需給に均衡性があり，需要

される労働力の技術水準が上昇するにつれて，供給側の水準も向上していくから，リバプ

ルやグラスゴーにみられるような需給のミスマッチは生じない.

2 G.ハウによる受容と現実化

社会民主主義者であり.一種のマルキストであると自認するホ ルではあるが.当時の

労働党政府が彼の提案を直ちに受け入れるとは考えていなかった (Ha11， 1982a 

p. 417). ところが，皮肉にもその着想は影の内閣のメンバーであったG.ハウ(

Geoffrey Howe)によって受容され，政権交替を経て保守党内閣の手により

現実化されたのである.その閣の事情はs.パトラー (Stuart But 1 e r)が

詳しく述べており.およそ以下のとおりである (Butler.1981).

当初，保守党も英国の都市のただ中に自由放任の地区を作ることにためらいを感じてい

たが.工業化以後の経演の基礎を発見する実験的試みであるというホールの主張につよく

ひかれた.ホールの講演の数か月後に開催された会議において，保守党の工業問題首席担

当者であったK.ジョセフ (Keith Joseph)は，次の保守党政府は労働党の

計画主義に自由企業の主張を対置して，都市の最も衰退した部分に「デモンストレーショ

ンゾ ンJ ヲ設定L.拘束されない市場が何を達成Lうるかを見るために，そのずーンで
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は「政府」が排除されるだろうと言明した.これを受けて.翌 1978年夏ロンドンのド

ックランド (Isle of Dogs)での講演において G.ハウは.インナーシティ

・エンタプライズ、/ ンの創設を提唱Lた.彼の哲学もまた，官僚的計画のシステムが過

度の規制と経済的な沈滞や都市の衰退をもたら Lたのにたい Lて，保守党が提唱するシス

テムは民閣の自発性に依拠L.広く普及Lて正しくむくわれる，というものである.さら

に.あまりにも悪化したイシナーシティの近隣をある人達はもはや救済不能とみなし，ゴ

ーストタウンとして放棄Lょうとするが，それは無気力で非人間的な考え方であると批判

する.そのような衰退地区も，繁栄している商業地区に近接している，港をもっ.用地が

すでにクリアーされて開発L易V¥.市民的プライドを抱き職を切望しているコミュニティ

を擁している，等々のいくつかの利点をもっと評価するのである.そしてホール同様に実

験場と Lて当面4~ ちカ所の、/ーンの設立を提案したが，フリーポートの考えはドラスチ

ックにすぎるとして退け，ゾーンは次のような性格を備えるべきだとした. (1)細かな

計画的コントロ ルは適用せず，最も基本的な諸基準に合致Lていれば開発は自動的に承

認される. (2)国および地方の所有地は競売に付される. (3)新しい開発に対Lては

賃貸料の制限を行わない. (4)開発地税(キャピタルゲイン)を免除L.すべての事業

用土地・家屋にたいする固定資産税を軽減または免除する. (ち)約束された期聞は税法

が事業に不利なようには改訂されないかわりに，企業は政府の補助金や助成金を利用でき

ない. (6)賃金や物価の規制，雇用保護法のある種の規定などに従う義務を負わない.

( 7 )すべての条件が言明された期間は保証される.

当初はハウ自身さえ，この提案が近く実現されるとは予期していなかったが. 1 979 

年にサッチャ一保守党政権が誕生することによって現実のものとなった.新蔵相に就任し

たハウは 1980年3月の予算説明で6つのゾ ンの設立を表明L.Local Go-

vernment Planning and Land Act と Finance

Act に変更を加えることによって. 1 980年 11月にこの政策は法的根拠が与えら

た.

エンタアライズゾーンの仕組みは以下のとおりである.ゾーンの選定は地方団体(通常

市政府)からの申請，公表，一般の異議申したて，修正，環境省大臣の決定という手続き

によって進められ. 1 1地区が指定された.申請団体が「エンタプライズ、/ ン オーソ

リテイ」としてソー ンの管理に責任を負う.指定は通常 10年間有効で，その間ゾーン内

の既存または新規の商工業企業に次の特典が保証される (DOE. 1981). 
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1 )開発地税の免除.資産の処理によって生じる開発価値に，通常は 60%の税率で課税

される税が免除される.

2 )商工業資産にたいする地方税の免除.

ヨ)商工業建物へ投下した資本の 100%が法人税と所得税から引当られる(プラントや

機械にはすでに控除が実施されてきた).例えば.初年度引当を 40%と申告し，減価償

却される年間の引当を 25%. 2ラ%. 10%と減額してもよい.

4 )保税倉庫の処理申請の優先的取り扱いと，私用の保税倉庫に対する審査基準の緩和.

雪)工業開発許可書(1 D C )を必要とじない.

6 )雇用主は産業訓練費を徴収されず，また産業訓練局へ情報を提供しなくてもよい.同

局からの補助金や勧告は受けることができる.

7 )計画制度の簡略化.ゾーンの公表された計画に合致する開発は.個別の計画許可を必

要としない.

8)開発に計画許可が必要な場合も，決定は特別速やかに行われる.

9 )政府からの統計情報提出の要請は削減される.一方，地方政府は企業からの土地利用

の可能性，アクセス等々の問い合わせを優先的に処理し，電気)ゲス.上下水道，電信電

話等サ ビスの提供を特別に手配する.

以上のように，法制化されたエンタプライズソd ンは，ホ ルのアイ号アとはもちろん

，ハウの提案とも競分異なっている.ハウが主張した公有地売却，賃金や物価にかんする

規制撤廃，補助金の廃止等は実現されず，彼の提案になかった投資減税や保税倉庫の優遇

措置が取り入れられた.要するに規制の緩和はやや後退した代わりに，税-財政的な優遇

措置は前進している.おそらく規制緩和に対しては，権限を犯される政府官僚や保護を失

う一般市民の反発が強かったせいであろう.また，ホールもハウもエンタプライズゾーン

の実験的な性格を強調して，ごく限定された数と面積の地区設定を考えていたが.現実に

は労働党が支配する都市を含む2ちの地区から指定申請が殺到し，結局政治的配慮によっ

て北アイルランドを含む全国に均等的に 11カ所が指定された.ゾーンの面積は 140-----

1 100エーカーとさまざまであるが，共通点は既存の居住者と事業所が少ないドック，

採鉱地，工場等の荒廃跡地ということである.なお最近さらに 13カ所の追加が検討され
正〉

ており，実験的性格はますます希薄になった(図 10-1). 

3 予備的評価
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ゾ ンの法制化にさいしては当然多くの論議がなされた.新聞，地方レベルの政府や議

員，実業界はおおむね肯定的であり，労働党の国会議員や労働組合は批判的であった.批

判者が指摘した問題点については，後に米国での論議を含めてくわしく言及するが，英国

ではゾ シの成立より 2年あまりが経過して，不十分ながらも結果をふまえた評価が出は
3) 

じめている.第 1に，肯定派からは，規制の緩和措置が後退し，税制はともかく，財政的

なインセンティプも小さいから，企業を吸引する力は弱いと批判されたが，指定 1年後に

全体で300社が立地し. 3000の雇用を生みだLた.用地開発に8200万ポンドが

投下され，その68%は民間投資によっている. Swanseaでは需要が多いのでゾー

ンを拡接したし. Corbyでは81年6月のオ アンより 82年4月までに半分以上が

リ ス請みになったという.
4-) 

第2に，優遇措置は資本集約的な既存の中・大企業とくに商業に有利で，労働集約的な

小企業を生みだ‘さず.雇用効果は弱いと批判されていた司事実，雇用効果は全ゾーンの 1

社平均で 10人. Clydebankでは 1社写人(9 2社でち 00人)にすぎない.一

方，税制上のインセンティプは大きく， 1 0年で 14億ポンドに達すると推定され，また

1万平方フィートのオフィスブロックの開発者は 10年間で4ラ0万ポンドの節減が見込

まれるという.進出企業は土地.建物の占有コストを最大の立地要因しており，規制の緩

和は限界的な特典としている.またコストの節減率はサービス業でち 7---76%と大きく

，製造業では 37%と小さい.従って製造業は全体の43%にとどまり. Swansea 

の場合は設立された60社の7ち%がビ-，1-，家具，カーべ、ソト，等の倉庫であった.

第3にゾーンに新しい企業が設立されるのではなく，近辺から既存の事業所が移転する

のであれば，地域全体としては雇用の増加につながらないとの批判があった.ゾ ン全体

ではち 0%余りが新設されたもの，残りが移転となっている.ただしこの点については地

区差が大きく. Clydebankでは92事業所のうち新設は3事業所のみ. S a 1 

ford/Traffordでは立地事業所の80%以上が平均ラマイル以下という近傍

からの転入であるのにたいLて， Swanseaではち 9%が新設で，残りの転入のうち

1/3は市内. 1/3はその他のウェ ルズ， 1/3はその他UKからとなっていて，一

律に評価できない.

第4にたといゾーンは成功しても，ゾーン外の既存の事業所や中心地区に打撃を与えて

は，地域全体として成功したとはいえないとの批判があった.ことにハイパーマ ケ、ソト

のような大規模商業施設が立地する場合は，限られた商圏内での競合が生じて，、/ ン外
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の小零細小売業は打撃を被る .Salfordではそれを反映するかのごとく、J~ -ン内の

地価が30%上昇し，ソ'ーン外では 25%下落したといわれる.ザーンによってはこの点

を考慮Lて.進出小売業の規模を規制している.

環境省との間で3年間にわたってゾーンのモニタリングを行う契約を結んだコンサルタ

ント R. Tym等は，初年度(1 982年)のレポートにおいて，エンタプライズソ' ン

の最大のインセンティプは用地や建物の供給・改善にあるのだから，用地に対する大きな

需要がありながら供給の少ないところ，いうならば地域経済が活発なところで成功するこ

と，逆にいえば不況地域の中に点的にゾーンを設定しても効果は小さいことを指摘した.

つづく 2年度の報告では，ゾーンは経演活動の移転に最も役立ったが，移転のほとんどは

地域内で生じたこと，ザーンがもたらしたより大きな利点は，間接的な効果，つまり地方

当局を産業振興のために組織化させ，民間部門との協力の値打ちを知らしめ，地域市場の

開発にかりたてた点にあると評価じている.

英国のエンタアライズゾーンが，発案者P.ホールの構想にあった海外資本の流入投下

や，雇用効果の大きい小企業の群発とその高度化を促進するインセンティプをもたず，こ

れまでのところそのような成果を生まなかったことは確かである.

H 米国への導入

1 導入の経緯

英国のエンタアライズゾーンは英国人エコノミスト S.パトラー (Stuart M. 
5) 

Butler)によって. 1979年に米国に紹介された.彼はワシントンの保守的シン

クタンクでレーガン政権を支持しているへリテージ財団 (Heritage Found 

ation)のスタ‘γフである. S.パトラ一自身によると，政府の政策が功を奏して来

なかったインナーシティの衰退問題への，ラヂカルな自由市場的アアローチは，たちまち

立法者やマスコミの関心をひきつけたという (Butler，1981， p. 129). 

自由企業の擁護者達はその着想を，最も沈滞した近隣においてさえなお潜在すると信じて

いる資本主義の能力を解放する機会を与えるものとみなしたからである.またリベラル派

はその効果に懐疑的であったが，これまでの努力がうまく作用していないから，他におも

いきったことを試みても失うものはほとんどないと同意せざるを得ず，さらにエンタプラ

イズ、/ーンは大きな支出を伴わないから他の施策を圧迫することはないという理由から，
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それを支持した.保守派も同様に，税収のロスが生じると Lてもそれはソー ンで企業が実

際に操業を始めた場合であり，これまでの政府の補助金や再生プロジェクトとはちがって

'将来の成功に希望をつないで国庫支出を行う必要のない点に魅力を感じた.

ただしアメリカでいち早くエンタプライズゾーンの立法化に着手したのは州のレベルで
も】

あった.アイディアが紹介された直後の 1979年にイリノイ州議会議員が，、/ ニング

と健康・安全にかかわる規制の緩和，公有地の売却，最低賃金の撤廃等を盛り込んだエン

タアライズ、/ーン法案を提出した.労働組合の抵抗で最低賃金の撤廃条項はけずられたが

，イリノイ州下院は全国で初めてエンタプライズゾーン法案を通過させた.同法案は知事

の反対にあい，上院では賛否同数で否決されたが，全国的な関心を呼び，連邦議会と州議

会の保守的メンバーの連合体であるアメリカ立法府連絡協議会(T h e A m e r i c a-

n Legislative Exchange Council)は州エンタプライズ

ゾ ンのモデル法案を作成するにいたった. 1981年に入ると 20をこえる州議会がそ

れをとりあげ，コネティカマト州が最初に立法化した.立法化の過程でモデルは修正され

たL.他の諸州での議論を通しても問題点が指摘されたので， ALECモデルには規制の

緩和のみにとどまらず，資本形成，インフラストラクチャーの維持，非営利的なコミュニ

ティ組織による公共サービスの提供等の条項が追加された.そして， 1982年3月まで

にフロリダ，インディアナ，ルイジアナ，メリ ランド，オハイオ，ケン夕、ソキ一等の諸
q) 

州でも立法化が行われた (Herbers，1982). 

Lかし州レベルのエンタプライズゾ ンでは，規制の緩和はともかく，税制上のインセ

ンティプは州税と地方税にしか及ぱず，その効果に限界があった.そこでALECのメン

パーでニューヨーク州選出の有力共和党連邦下院議員 J.ケンア(J a c k F. K e ffi-

p)は，連邦レベルでのゾーン制定に乗り出した. 1 980年号月.彼は下院に法案を提

出し，つづく 6月にはニューヨーク市サウスプロンクス選出の民主党リベラル派の下院議

員R.ガルシア (Robert Garcia)と共同で修正提案を行った.保革の連合

は法案の支持層を広げ，連邦レベルのエンタアライズゾーン創設を推進する大きな力とな

った. s.パトラーに従うとケンプ ガルシア案の内容は以下のとおりである (Bu t-

ler， 1981. pp. 131-----132). 

ゾーン設定の目的は企業にリスクを犯し職場を創出しようとする気持ちを起こさせるよ

うな環境を税の軽減によってつくることにある.地方政府が，失業と貧困の水準が平均以

上で人口が4000人以上の地区に. 4年間不動産税を少なくとも 20%カ、ソトするとい
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う特典を与えて申請を行えは.商務長官はその中から少なくとも 10年間のエンタプライ

ズ ジョプ ソ. ンを指定することになる.指定を受けたゾ ンには連邦から次の特典が

与えられる. (1)、/ ンへの投資者には居住地のいかんを問わずキャピタルゲインを大

幅に割引く. (2)ソ' ン内の従業員に対しては社会保障税 (social secu--

rity taxes)を大幅に方、y トする(従業者が21才以下なら 90%カット. 2 

1才以上ならち 0%カット). (3)企業の従業員の半数がゾーン内で職務を遂行し，そ

れら従業員の半数以上がゾーン内居住者であれば，その企業に対して法人所得税を 15%

カットする.また 3年にわたり年間ち O万ドルを限度として設備投資額を課税所得から控

除する. (4)外国貿易ゾーン設定のための手続きを i簡略化する.

このようなケンプ一方.ルシア案についての反応はおおむね肯定的であったけれども，な

お多数の問題点が指摘された.それらの大部分は次にとりあげる政府に対する批判と重な

るためここではふれないが， 2人の法案の 1つの特徴について言及しておきたい.それは

諸規制の緩和措置が含まれていない点である.自由企業を信奉する J.ケンプは特に企業

立地誘因として規制の緩和を重視したはずであるのに，それが欠落しているのは. R. f./ 

ルシアとの共同提案という形をとったためである.ガルシアは永年最低賃金制や環境基準

の制定に努力して来た議員であったから (Stanfield，1982， p. 15ち)

規制の緩和には反対したであろうし，その他のリベラル派からの支持を得るためにも，規

制の緩和は盛り込めず，もっぱら税の軽減をインセンティブとしたのである.地方政府の

多くが反対した不動産税の軽減措置を含むいくつかの条項に修正を加えて， 2人は 198

1年に改訂案を提出した.この年には更にこの問題に関心をもった他の提案者達による 3

つの法案が現れ，上院議員のJ.ダンフォース (John C. Danforth)もル

ラル エンタプライズゾ ン法案を導入して.エンタプライズゾーンをめぐる議会の論

議は高まった.しかし 1982年3月にレーガン大統領がようやく政府案を発表するにい

たって，議論の焦点はそちらに移った.

2 レ ガン政府の提案

1980年大統領選挙のキャンベーンにおいて R. レ ガンは，都市の衰退と黒人失業

者を救済するエンタプライズゾ ンの創設を都市政策の中枢に据えることを公約l.大統

領に就任後直ちにホワイトハウスに特別委員会を設重して検討を行わしめた.そこではケ

シアーガルシア案の場合に予想される連邦税の減収額が初年度2億4ち00万"--3億 32
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ち0万ドルと試算され. 2人の提案を修正する形で政府案が作成された. 198:2年3月

23日に大統領が議会に送ったエンタプライズゾーンについてのメヴセージの概要は以下

のとおりである (Congressional Quarterly. March 27 

1982) 

法例は "The Enterprise Zone Tax Act of 198 

2"と名づけられる.それによってオーソライズされるエンタアライズゾーンケログラム

は，国の経漬的に衰退した地区(インナーシティとルーラルタウン)の深刻な問題を扱う

ための，実験的で自由市場指向的なプログラムである.エンタプライズゾ ンの理念は，

主として民間部門に依存しながら都市問題の解決に市場を利用することを基礎としている

.その着想は，経漬活動に対する税，規制，その他の負担を軽減することによって，経済

的に衰退したエリアに生産的で自由市場的な環境を作ることである.そうした負担の除去

によってゾーン内で経済活動を拡大することが可能となる.モデルシティ アログラムの

ような古いアプロ チが大きな政府補助と中央計画に依存していたのに対Lて，この新し

いアアロ チは人びとが自由にその報酬や利益を生み出し麓得するように政府の障害を取

り除く.エンタプライズゾーンは必要な行政支出を除けば，連邦レベルでの政府支出金を

必要とせず，州と地方は自由裁量の連邦資金や自らの資金をずーンに配分することができ

る.連邦がイニシャチプをとるのではなく，ゾーンの選定やその成否に関して州や地方が

決定的な重要性をもっ.このプログラムは4つの基本的要素を含んでいる.第 1は連邦，

州，地方各レベルにおける税の軽減，第2は同じレベルでの規制の緩和，第3は政府の独

占を民間で肩代わりすることを含むローカルサービスの改善，第4は近隣組織をプログラ

ムに組み込むことである.

エンタアライズゾーンにたいする連邦の優遇措置を得るために，州と地方政府は連邦の

法が定める適格地区内からゾ ンの候補地を推薦する.その地区は最近相当な失業(国水

準の 1.ち倍}.貧困(貧困率20%)，人口減少を経験していなければならない.農村

'iD 
やインディアン保留地を含む 2000以上の地区がそれ該当する.住宅都市開発省長官は

3年間毎年2ちゾーンまでを指定することができ，長官は申請された候補地を競争ベ ス

で評価して選定を行う.評価の鍵となるのは自由な市場環境を作るために州や地方がゾー

ンに与える優遇措置の性格と強さである.評価の基準は一定しているわけではなく税の軽

減の弱さが，規制の緩和の強さで捕われることもあり得るが，あくまで評価は競争的にな

される.ゾーンの指定期聞は当該の州と地方政府が決定するが.連邦政府は承認したずー
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ンに最長20年プラス調整期間4年にわたって優遇措置を講じる.

連邦税の優遇措置は次の諸項目を含んでいる. (1)ソ'ーン内の個人資産への資本投資

に対する 3-----雪%の投資税額控除(ク Lジヴト). (2)ソヂーン内商工業用建物及び賃貸

住宅の建設，補修に対する 10%の税額控除. (3)指定前年にゾ ンの従業者に支払わ

れた賃金総額を超過する賃金分に対して雇用主へ 10%の税控除(従業者1入当たり最高

1ラ00ドルまで). (4)不利な状態の (disadvantaged)人びとを雇用

した雇用主に対する特別税額控除(雇用開始から 3年間は毎年賃金のち 0%相当.その後

毎年 10%ポイントづっ低下). (ち)ゾ ンで麓得された賃金(最高9000ドルまで

)に関して従業員に対してち%.最高4雪0ドルの税額控除. (6)ゾーン内の適格な資

産に対する売却所得税の免除. (7)外国貿易ゾ ンの指定を受ければ関税の免除. (8 

)ゾーン内の小企業による工業開発債の継続利用.以上のように連邦税の優遇措置は，雇

用者.被雇用者，企業家，投資家に対して，また資本投資，労働者雇用，労働の強化，新

事業の開始に対Lて，或は企業所得税，個人所得税，資産売却所得税に対して適用されて

いる.若し初年度 10ゾ ンの指定があれば，連邦税収は 1億 2400万-----3億 1000

万ドルの減少になると試算された.

ソにンに適用される連邦規制は次の手続きを経て緩和される.州と地方政府は白からの

判断でゾーンに対する連邦規制の緩和を連邦政府に申請する.連邦の関係部局は議会から

委任された基準に照らして審査L.それがエンタアライズゾーンの目標と公共の利益に合

致する場合は，その規制を緩和する.ただし人種，カラー，宗教，性，婚姻状態，出身国

，年齢，身体障害による差別を防ぐための規制は対象外となる.さらに，環境汚染を含む

公共の安全に重大な危険をもたらす事項についての規制と，最低賃金も対象外となる.

州と地方の寄与も必要である.それは前に指描した4つのカテゴリー，即ち，税の軽減
q) 

，規制の緩和.サービスの改善.近隣の組識化よりなる.さらにまた，騒業訓練，マイノ

リティビジネスへの助成，インフラストラクチャ への補助のような伝統的な都市の努力

もゾーンに寄与する.政府の連邦主義政策にのっとって，連邦政府は州と地方政府にどの

ような寄与をなすべきかを指示することはしない.このプログラムは州と地方政府が地方

の士一ズと選択に従って寄与できるような柔軟性を保持Lている.なお州と地方政府の寄

与は大きなコストを伴うことはない.税の軽減によるコストでさえ，ゾーン指定予定地の

経済活動が弱体であるから大きなものとはならず.新しい活動を創出できればそこからの

税収で補われる.また，これまで政府の補助を受けていた個人が雇用されれば¥政府支出
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(福祉費)が縮小される.

以上のような政府案に対して次節でみるように各界から多くの意見が寄せられ.議会内

でも公聴会を含む審議が行われた.それを受けて政府は 1983年3月7日に議会に修正

案を提出した.大統領のメッセージの大筋は 1982年のものと変わっておらず，修正点

は以下のごとくわずかである (Congressional Quarterly， 

March 26，1983). (1)法の名前が "The Enterprise 

Zone Employment and Development Act of 1 

983"と変更された. (2)性格説明の中で，この法律が，夏の若者プログラムや職業

の訓練と移転援助のための付加的基金等の要素を含む，失業に挑戦するための総合的なジ

ョブパ、γケ ジの 1要素であることを強調している. (3)修正は，エンタプライズゾー

ンのアイディアを支持する広範な連合に結集した知恵を反映しており，小企業業界，州，

地方官僚，労働組合，議会の多くのメンバーのアイディアを含んでいると説明している.

( 4 )失業率が高くて困難な今日，この法律は直接，第 1に，不利な立場の(d i s a d-

vantaged)労働者や長期の失業者のために起案されたと説明している. (ち) 1 

982年案では明確でなかった近隣をプログラムに組入れることの例として，住民が所有

するエンタプライズゾーン ビジネスを挙げ，それはこれまで政府の独占していたロ カ

ルサ ビスに参入できるとしている. (6)連邦のインセンティプのうち税の軽減率や金
10) 

額が一部大きくなっている. (7)連邦税の軽減の効用の 1つとして，ベンチャーキャピ

タルの吸引を強調している.

さきにみた英国のエンタアライズソ。 ンと米国案を比較すれば，米国のゾーンは人々の

居住する近隣であり指定期聞は長い，税制上のインセンティプはより広範でとくに直接的

な雇用効果をねらっている，中央政府の画一的な規制緩和はないけれども，地方政府から

の要請という形で規制を緩和しようとしている，といった特徴が認められる.

連邦上院は 1983年6月16日に以上の大統領提案に近い法案を採択したが， 3年間

で75カ所指定されるゾーンの少なくとも 1/3は， SMSA外部の人口ラ万人以下のル

ーラルエリアに指定されることになる (Urban Out 1 ook， June 22， 

1983， p. 3).そして延期されていた下院の歳入委員会の公聴会も開かれて立法化

は更に前進した (Land Use Planning Repo γt. Novem-

ber 28， 1983). 
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困問題点

レーガン提案の3日後，ニューヨークタイムズは Iエンタプライズソ日 ンに機会を与え

よ」と題する社説を掲げて，提案には重大な疑問は残るが，着想をテスト Lょうとする試

みに水をさすべきではないと一応の支持を表明した (New York Times， 

March 26，1982).その翌日，コングレッショナル・クオータリ一社の週報

は.提案への反応は混合されたもので.合衆国市長連盟 (The U. S. Confe 

rence of Mayors)，全国都市連盟(T h e N a t i 0 n a 1 L e a-

gue of Cities)，合州国商工会議所 (The U. S. Chember 

o f C 0 mmぞ rc e ) ，ケンフガルシア等は支持し，独立企業全国連合 (The 

National Federation of Independent Busi-
11) 

n e s )は批判的であることを報じた (Granat. p. 670).その後研究者のあ

いだでも法案のみならずエンタプライズソL ンの理念そのものをめぐる論議が活発化し

2つの学術誌はその特集を行った (Urban Affairs Ouarterly. 

18-1， International Joul-nal of Urban and 

Regional Research. 6--3).それらにおける論点は多岐にわたるが

，以下では理念そのものは良としながらもなお問題であるとされた諸点と，理念そのもの

に対する批判に大別して整理してみた.

1 インセンティプの効果をめぐって

エンタアライズゾーンの積極的肯定者が指摘する問題点の 1つは，提案に盛られた税制

上のインセンティブではまだ魅力に之Lく，条件の悪いゾーンに投資をうながす力にはな

り得ないというものである.たとえば，ゾーンがかかえる高い犯罪率や保険料率といった

マイナスを提案のインセンティプでは補償し得ないとみる (City Almanac， 

16-1，1981. Congressional Quarterly， Weekly 

Report， 40-13.1982， Gl ickman， 1981， p. ち11 ) . 

その2は，税制上のインセンティブそのものが企業の立地選定要因としては重要ではな

く，むLろ諸規制の緩和の方が必要であるとみる.しかるに，政府は労働組合や市民団体

の反対を回避するために，最低賃金制の廃止や公害規制の緩和等の真にインセンティプと

なる項目をはずし.その他の規制緩和についてもイニシャチブをとらず，州や地方の選択
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にまかせている(例えば. Clarke. 1982. p. 54. Goldsmith. 1 

982. pp. 437-438).州の規制緩和の効果も大きいけれども，それらの多く

は国法との関連で成立しているから，規制緩和はそんなに容易ではないという (Mi e r 

and Gelzer. 1982. p. 44). 

それとは逆に.低コストのプログラムだから実験的に試みてみようといった安易さや，

規制を緩めれば真の再活性化がなされるという素朴な考え方が背後にあるが (Wa1-

ton. 1982. p. 13).民間資本を導入するためには，物的基盤とサ ビス(警

察，消防，職業訓練等)に公共投資がなされねばならず，そのためには連邦支出の削減で

はなく補助の拡大こそが必要であるという指摘がある (Harrisson.1982.

p. 42胃) . 

さらに.ゾ ン内に小企業の発生をうながすためには，環境整備もさることながら，よ

り直接的な資金援助(ベンチャ キャピタル)こそが必要かつ有効であるとの議論も多い

(例えばC1 arke. 1982. p. ち9).あるいはまた，エンタプライズゾーンの

ような小地区の発展を近隣やコミュニティの発展に結びつけるためには，住民，政府，金

融，企業各セクターのコミュニケーション，協力，相互作用が必要であり，個々の地区，

家計，企業に焦点を合わせるよりも，そのようなリンケ ジを助長する政策が必要だとの

主張もある (C1 arke. 1982. p. 64). 

連邦に先立つて立法化された州レベルのエンタプライズ、/ ンについて論評したミール

とゲル・ソア がその結論で.エンタプライズゾーンに適用すべきであるとした次の7つの

要素は，上述の問題点を包括している (Mier and Gelzer. 1982. 

pp.49"-雪0). (1)企業，市民，労働者を含むパーートナーシップを促進する公的

な仕組みを作る. (2)戦略目的への行動を表現し実行するところの.あるいは新しいビ

ジネスやコミュニティ開発組織のマネージメントを助ける専門的能力を養成する. (3) 

公的，.物的なインフラストラクチャーの向上を含めて生活の質を強化する. (4)資本

をプールして小企業の資本形成を援助する. (弓)教育と訓練に重点をおいて.ソ・ ンの

人的資源が強化されることを保証する. (6)コミュニティ，労働者，共同組合による所

有権を拡大して，、/ーンで生み出される富と住民との利害関係を強化する. (7)以上6

つの要素を有意味なものとするために.コミュニティ，労働，公的セクターを交渉のテー

プルにつける.
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2 政府提案のマイナス面

エンタアライズ、/一ンの意図は衰退したインナーシティを活性化させることであるとの

説明は諒としつつも，それが実際にはマイナス効果を発揮するとの一連の批判がある.

最も多くの批判が集中するのは，プログラムがソ ン内に新しい職場を生み出すよりも

ゾーン外(それも比較的近く)からの職場のシフトを引き起こす点である.しかも、/ーン

内に立地した企業はインセンティプを受けて強い競争力を発揮するから.ゾーン外の企業

に打撃を与え，総体と Lては職場の縮小を招くということである{特に Massey， 

1982. pp. 430-431). 

エンタアライズザーンが職場の純増をもたらさないとすれば.それは極めて高くつく実

験だという批判もある.連邦，州，地方のいずれもが直接・間接にコストを負担しなけれ

ばならない.英国の場合，地方税の軽減にともなう税収減を中央政府が補填しなければな

らず (Ma1 one， 1982. p. 23)，合衆国の場合にはまだ十分な算定資料はな

いものの，政府推定によっても 7弓、/ーン. 20年間で， 200億ドルの税収減を招くと

指摘されている (Walton，1982， p. 8).企業が負担する税の大部分は連邦

税であるから，州税の軽減は立地要因としては意味をもたないにもかかわらず，州の税収

に及ぼす野響は大きい"(M i e r a n d G e 1 z e r， 1 982. p. 42) .レー

ガン政府は連邦予算の支出削減が州や地方に与えるインパクトをやわらげるために，エン

タプライズゾーンをもちだしたと，大部分の都市研究者達はみなしているといわれるが(

Stanfield. 1982. p. 1胃7).連邦からの補助金が削減される時期にお

ける税収減は一層州財政を圧迫する.それは地方レベルについてもいいうることで，連邦

補助金の削減下でエンタアライズゾーンの開発に地方の資源を配分すれば，それだけ他の

コミュニティや近隣のための資源は減少しサービスは低下するし，納税者の負担が増すこ

とになる (C1 arke， 1982. p. 58). 

連邦政府が地方の申請した候補地から指定地を選定する際には，州や地方がゾーンに与

えるインセンティプ(税の軽減，規制の緩和，サービスの供給)を総合的に考慮するので

，財政難の州や地方は税の軽減よりも，地域制，建築規準，許可申請，職業免許等の規制

の緩和にはしりがちとなる (Good. 1982).それは予測される連邦議会での反対

のために規制緩和のイニシャチプをとり難い連邦政府の望むところでもある.しかし規制

の緩和は.近隣の環境や住民と従業者の安全をおびやかすおそれが強い.

多数の候補地聞の競争の末，少数地区がずーンの指定を受ければ.そこに土地投機が発
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生Lて，地価や地代・家賃は上昇し，シ.エントリフィケーシヲンの場合と同様に.貧之人

や弱者が追放されるとの批判もある (Wa1 ton. 1982. p. 12). 

ところで，政府提案を実質的に執筆した連邦住宅都市開発省のE.サパス (Em a n u-

el Savas)は，指摘された問題点のいくつかに次のように反論している(S a 

vas. 1982).まず税制上のインセンティプが不十分であるとの批判に対しては，

政府の試算によれば，大部分の産業にとって生産コストを 3.7"-8. ラ%削減する効果
12.) 

をもっという.ついで・，連邦インセンティプには，小企業の起業資金，ゾーン内労働力の

質改善のための職業訓練，公共サービスの改善，犯罪の防止等々への配慮が欠けていると

の批判に対しては.政府プログラムは自己完結的なものではなく，他の連邦の諸プログラ

ムや州及び地方のプログラムと結合Lたものであり，むしろコネチカット州のエンタプラ
13.) 

イズゾーンに認められる如く，州や地方の努力によってそれらは補完されると説明する.

第 3はゾーンが連邦税の減収を招き，コスト高になるとの批判lに対する反論である.ゾー

ン指定にともなう税収の変動は，ゾーン内の企業の量と種類，指定後の企業活動の成長の

量と種類，新設か拡大か転入かという成長の内容によって異なるけれども，クリーブラン

ドのリーズナプルなモデルについての試算によれば，連邦収入の損失は議会の論議でよく

i斗3
引用される推定額の 10分の l程度であるという.

プログラムが実施されていない段階で，批判と反論のいずれが正しいかを判定すること

はむつかしい.ただ，既存の対策ではとうてい再活性化が困難な極度に衰退した地区の救

請を目的とする故にラデイカルな試みである，というはじめにみたこのプログラムの目的

をその通り認容する限り，ある側面で生ずるマイナスをあげつらう批判はあまり説得力を

もたない.むしろ.エンタアライズソ‘ーンのねらいは，疲弊したインナーシティの再活性

化や小企業の育成にあるよりも，国民経漬全体の活性化や大企業の国際競争力の維持にあ

るとする視点からの批判の方が辛らつである.

3 大企業優遇論

そのような批判を最も鮮明に展開しているのは，前記2つのシンポジウムにおける B.

ハリソン (Bennett Harrison)とJ.ウォルトン (John Wa  1 

t 0 n)である.まずハリソンの主張をみよう (Harrison.1982).エンタ

アライズゾーンの表向きの目的は，インナーシティにおける新しい小企業の発展を刺激す

ることと，それによって，打ちひしがれた低所得者に職を与えることにあるという.しか
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し実際は.英米のサッチァーとレーガンの保守政権下でよみがえり，大衆には大胆で・新L

いイニシャチプと Lて売り込まれた古い治国策の 1つにすぎない.すなわち.いわゆるサ

プライサイドエコノミーの核心をなす大幅な税の削減は(エンタプライズザーンの中でも

インセンティプの中核となっている)，危機の時代に資本家のシェアを維持するために保

守派がなす伝統的な試みである.インナーシティに小企業を発現させ次第にその技術的向

上を図ろうとする P.ホールの発案とは異なり，現実化されたエンタプライズゾーンでの

税の削減は，小企業が成長・成功し納税するに十分な利益を上げるに至るまでは何の助け

にもならない.それは既存の大企業(通常ゾーン外に本社をもっ企業のプランチ)を利し

，低賃金のいわゆる第2の労働市場を生み出 l，旧い搾取工場 (sweatshop)復

活のよりどころとなる. P.ホールはいみじくもリパアールに「香港Jを創出することを

主張した.第3世界におけるナショナリズムの台頭によって強まっている国際政治の緊張

の中で，英米の多国籍企業が魅力を感じるのは，本国のインナーシティに居住する第3世

界の大労働力である.ところが英米両国では労働者の政治的闘争の結果として，社会的賃

金 (social wageー移転支払いや最低賃金法を含む労働者保護の法的規制)が

制度化され，その絶えざる強化さえもが図られている.そのことは資本が労働力をコント

ロールする力を弱め，政府の支出増大をもたらした.今や右派は社会的賃金の削減を念願

しており，そのような状況のもとで，政府支出の削減と諸規制の緩和を掲げたサッチャー

やレーガンの実験が歓迎されている.とくに米国の場合，ケンア，/iルシアの共同提案と

いう形に象徴されるように，そのプロジェクトは，白人リベラルとひたすら行動の平穏を

願う黒人ミドルクラスを，まだコントロールしうるわずかな社会サービスと職場を必死で

守ろうとする黒人.ラティーノ，アングロ等の都市労働者クラスの連合体から離反させる

可能性をもっ故に一層歓迎されている.これがB.ハリソンの論旨である. J.ウォルト

ンの批判もそれに類似している(W a 1 t 0 'n e， 1 9 8 2) .エンタプライズゾーンは

現代的保守主義をまとった 18世紀自由主義の忠実なレプリカである.小企業の振興を基

礎としてコミュニティを再活性化させようとするジェコプス (Jane Jacobs) 

やP.ホールの情熱と，法制化されようとしているエンタアライズ、/ーンとの聞には，外

面的な類似性があるのみである.後者は世界経済の中で低下しつつある国家の地位回復を

，自国内に第3世界の輸出エンクレイプス(特別地区)の条件 低賃金，組合不在，無規

制，無関税ーをもちこむことによって達成しようという願望と，近隣の再活性化というア

ッビールが結合したものにすぎない.
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そもそも企業の立地選定は政府のインセンティプによるよりも，資源，輸送，市場，地

価.アメニティ.労働力の条件，自然の条件等によるのであり，それらに従って立地を定

めた企業にとって，税の軽減はたなぽた式の不必要なギフトとなる. Lかもそのギフトか

ら最も恩恵を蒙るのは小企業ではなくて，税の特典を一番必要としない大企業である.こ

のような矛盾が生じるのは.インセンティブが法人税.キャピタルゲイン，施設の減価償

却に重点、を置いているからである.新Lい小規模の労働集約的な企業は通常そのようなイ

ンセンティプの恩恵にあずかり得ない.法案には雇用関連の税軽減も含まれており，それ
IS、

は大企業にも小企業にもプラスとなるが，他の特典に比べるとその程度は小さい:小企業

が真に必要としているのは起業資金を確保することであるのに，その点への配慮はプログ

ラムから欠落している.

エンタアライズゾーンの主張者が，多国籍企業の膨張期に.アエルトリコ.香港，台湾

，韓国，メキシコ国境等第3世界の工業エンクレイプスが急速に発展Lたと認識Lている

のは正しいが，彼らが指摘していない2つの事実がある.エンクレイプスの発展は搾取さ

れた低賃金労働を基礎としており，それ故に.工場がより好条件(低賃金)の地区へ移転

した場合，エンクレイブスは直ちに沈滞するという点である.エンタアライズゾーンは「

第3世界を自国内にもち込む」方法であるから，それがたどる運命もエンクレイプスと同

じである.第3世界のエンクレイプスとの競争上，そこで生み出される職場は常に未熟練

，低賃金なままにとどまり，バランスのとれた地域経請が展開することはない.他により

好条件の世界的工業の前哨基地が見つかれば，多国籍企業のブランチは容赦なくそちらに

移転するから，エンタプライズ、/ーンの沈滞は必然となる.w.ゴールドスミスもその前

兆をアエルトリコのケースに見ており (Go1 dsmi th， 1982B， p. 440) 
Ih) 

，国際化時代に地域経済が大企業のプランチに依存することの危険性を警告している.

B.ハリソンはエンタプライズゾーンが現実化される背景の 1つとして，白人リベラル

と黒人ミドルの結合を指摘したが， J.ウォルトンはより明確にエンタアライズ、/ーンの

政治戦略的性格を強調する.すなわちそれは，貧困と失業に見せかけの関心をよそおいつ

つ都市の問題をごまかし，批判を場外に出すところのにせの解決策である.真の利益を理

解しているビジネスの代弁者と，そのプログラムが自分達の努力の一成果であると誇りた

い弘人地位向上協会 (NAACP)や全国都市連合 (NUC)のような政治的利益グルー

プの中に.それは有力な支持者をもつのである.この政略結婚は，デトロイトやサウスプ

ロンクスのために今現在なにごとかがなされていることを，選挙民に納得させようとする
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人々(地方や州の役人.連邦議員，マイノリティグループ。のリーダー)と，これまで同様

の資本への所得の再配分と賃金労働者への税負担を望んで団結する人々を結合させている

という.

4 P.ホールの反論

“International Journal of Urban and Re-

gional Research"誌上のハリソンやゴールドスミス等との討論に参加し

たP.ホールは，冒頭で次のように述べている.ハウ蔵相のおせっかいな賛辞以来，この

アイディアの起源が自分に帰せられた.そのことが，自分を社会民主主義者だと理解して

いる多くの人々を不審がらせ，なぜそのような信条の人閣がむき出しのレッセ フェール

への回帰を擁護するのか，彼はその原理や精神的バランスを放棄したのか，といった問い

を投げかけさせ，幾人かの研究者仲間や同僚までもを困乱させたので，自分の見解を簡潔

に披れきできるこの招待を快諾したと (Hall. 1982A， p. 416).それに続

くP.ホールの論旨は第 1節に紹介したとおりである.

ところで，前節でみたようなハリソンやゴールドスミス等の批判を受けて，討論の最後

にホールは再び次のように発言した (Hall，1982B).第 1に，すべての老化L

た工業国にとっての唯一の望ましい長期的対応は，高度技能と高度技術の産業(第3次を

含む)に向かつての絶えざる革新と多様化であるが，論議されているエンタアライズゾー

ンの提案はそのような政策の一部とは見なし得ない.それは最初にものべたとおり，一般

的な処方せんが現在では有効でない地区や人々のためになされるぎりぎりの対応である.

望みは，長期的に技能の獲得と向上のプロセスが生ずることであり，それは東アジアの新

興工業国，特にシンガポールで実現されている.ただしわれわれは，あって欲しい状態で

はなく現在あるがままの状態からスタートしなければならないのである.

第2に，もしエンタプライズゾーンが低賃金と規制の緩和を求める既成の企業の転入だ

けを結果するのであれば，それは次善の解決策であることに同意する.目的は新しい成長

の可能性をもっ活発な企業を振興することにあるべきで，未成熟企業に特別の援助がなさ

れねばならない.英国で採用され，アメリカで提案されている多くの財政的インセンティ

ブはこのような問題の解決にはならず，税の軽減は特に不適切である.

第3に，自分はエンタプライズゾーンを新しい自由企業のイデオロギーの全面展開の一

部とは見なしていない.それが政治的にどのように扱われるかは別として，自分と Lては
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最初から.それはごく限られた実験とされるべきことを主張Lてきた.ゾーンは極めて限

定されているのであるから.望まない者はその中に組み込まれる必要はなく，またそれは

ゾーン外の経済の主流に重要な影響を与えることもない.

第4に，ゾーンの多数の小企業が一種の搾取工場であるという批判については同意する

が，真の論点は経演が搾取工場のレベルから他のものに発展Lうるかいなかである.英国

のパーミンガムは 19----20世紀初頭にそれをなしとげ.シンガポールは現在それを急速

になしつつある.その処方せんをくり返してはなぜいけないのか.もちろん成功の保証は

ないが，進展の希望がないと信ずることは，現在の危機が終末であると信ずることであり

自分はそれに組するわけにはいかない.

第ちに，エンタプライズゾーンはそれほど多くの場所で機能し得ないという批判は，自

分にとって最も手ごわいものである.たしかに例外的に成功した東アジアの諸国には特別

の要因があった.しかし先進工業国の都市の真中にも，世界の中心，基盤施設の充実，ノ

ウハウの蓄積といった利点があり.東南アジアの都市で生じたことが生ヒないとはいい切

れない.またこの種の産業には職場の世界的なアールがあって，企業は最良の場所へ移動

するから，いずれゾーンの職場は失われるという指摘もあるが，経済成長は今世紀の資本

主義の歴史が示すように，新しい職場を作り出すものである.

第6に，エンタアライズゾーンによってだれが利益を得，だれがコストを負担しなけれ

ばならないかという論点について.どのような形のエンタアライズゾーンであれ，地主や

資産所有者に利益をもたらすことは否定し得ず，資本主義のもとではどんなに成功した経

活発展もそれをさけることはできない.しかし最終的にエンタプライズゾーンはこれまで

職がなく今回職を得る人をもうるおすことになる.結局，批判者達と自分との聞の真の遠

いは，彼らが資本主義経済を，資本家の利得は労働者の損失を招くゼロサム機構と見なし

ているのに対して，自分は経済の過去200年の歴史に照らしてそのような見方を正しい

とは思わず，資本主義下の経漬発展においても，だれもがいく分かの利益を得ると信じて

いる点にある.すなわち，資本主義下でパレート最適が生き作用しているのである.

P.ホールが英国で法制化されたエンタプライズゾーンにも，米国で提案・審議されて

いるそれにも満足していないことは明らかである.その最大の理由は，ゾーンに滞留する

若年.未熟練，失業労働力を雇用する小企業を生み出し，やがてはそれをより高次な革新

的な企業に育てるメカニズムが欠落Lている点にある.ラデイカルなゾーンの批判者達に
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しでも，ホールの発案にはそのような意図が含まれていたことを認めその点では彼を評価

している (Goldsmith. 1982. p. 439).エンタプライズゾーンの祖型

といわれる香港が決して「レッセ フェール j 経請の典型ではなく，政府が強く介入Lて

有効に資本を利していることを示した J. シ・ソファー(J 0 n at h a n S c h i f 

f e r )は，次のように述べている.ホールの主張のとおり，香港の成長は資本が得て労

働が失うというゼロサムゲームではないが.配分の比率が問題であり，資本の取分が増大

し労働のシェアは低下して，労働者のクラス内の所得の平等は向上しているが，資本と労

働の間の所得不平等は拡大している (Shiffer. 1982. p. 434).問題は

労働のシェアを維持Lながらいかにしてホールが望むようなメカニズムを創り出すかにあ

る.彼自身は高度技術産業地区に集まるベンチャーキャピタルを，税の優遇措置によって

エンタアライズ、/ーンへ誘導する方法について示唆 Lている (Hall. 1982A. p 

420) .あるいは連邦上院の小企業委員会が開催したエンタアライズゾーンにおける

小企業の投資に関する公聴会でも.いくつかのアイディアが陳述された (The Co 

mmittee on Small Business. 1982). さらにはエンタプ

ライズゾーンをはなれても，国際化と脱工業化が進む最近の米国でローカル イニシアテ

ィプを背景とした「ラデイカルな再工業化」が提案されているといわれる(加茂. 198 

3) .このようなテーマについては稿を改めてとり組んでみたい.諸規制の緩和をてこに

民間資本による大都市の再開発を奨励Lながら，インナーシティの小工業については有効

な対策をもたないわが国にとっても，遠からず必要となる検討課題であると思われる.
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言主

1) Hal 1. Peter (1977) “Green Fiゃ Ids and G 
1-a y A rぞ as". Proぐ eedings of Roya Town PI 品目
nning Inst tute Annnual Conferenぐ e. .J u nぞ，

1ち. 1 9 7 7， C h e s t e '-. L 0 n d 0 n， L 0 .v a T 0 w n P 1 a n n j-
ng Institute がそれであるが未見のため.その内容を多用 Lている Bu t-
1er(1981)と.自らの見解を再論Lている Ha11 (1982a)によった.
2) Adams (1983a)によれば，前回と同様の性格(開発容易でたなぼた式
の利益を得る既存のビジネスがなるべく少なしけをもった次の 1弓ザーシである. NW 
K e n t (2 7-1 0 4エーカーのちサイト)， We 11 i ngborough (140 
エーカー)， Telford(4区画 260エーカー ).NE Derbyshire( 
230エーカー)， Rothe t-ham (2ちOエーカー). Scunthorpe (2 
40エーカー)， D θlyn(290エーカー)， NE Lancs (8サイト 2弓Oエ
ーカー)， Middl esbrough (190エーカー)， West ぞ umbria
( 6区画22エーカー)， Tayside(2サイト 2ち1エーカー ).1nvergo-
rdon (2サイト 130エーカー). Londonde rry (2サイト 2ちOエーカ
ー).主として工場跡地，工場パーク，緑地などである.
3) Norc 1 i ffe & Hoare (1982)やWatson(1982)
による.なお環境省が発注したコンサルタントによるモニタリング レポート. Tym， 
Roger and Partners(1982， 1983)Monitoring 
Enterprise Zones YearI. II Rぞ port. HMSO，も出て
いるが未見のため，その内容を抄録した Planner News(1981)および
Adams (1983b)を参照した.
4 ) これまでも工場とホテルへの投資に対してち 0%の法人税と所得税の控除が認め
られていたが.オフィス.商庖.その他の商業用建物に対しては税控除がなかったから.
商業活動がゾーン内に入れば相当有利になる.
ち) パトラーが紹介者であることはGoldsmith(1982a， p. 19)や

Stanfield (1982. p. 1雪4)が明確に指摘Lている.
6 ) 州レベルのエンタプライズゾーンについてはMier & Scot(1982 
)が詳しく.以下は主と Lてこの論文によっている.
7) Land Use Planning Report (1983， p. 364) 
によれば.すでに 11州でこのプロジェクトが実施されている.
8) New Yoγk Times (March 24，1982)による.同紙に
よると現行のUrban Development Action Grantの対象と
なる全区域が適格牲をもっ.
9 ) 政府案の実質的な執筆者である HUDのEmanuel S. Savasによれ
ば，税の優遇はほんの一部であり，規制の緩和が非常に重要である.そして州と地方のコ
ントロールは連邦のコントロールより一層重要である (Stanfi e 1 d， 1982. 
p. 1ちち).ザ一二ング.ビルディングコード，許可申請，職業免許法等が含まれる.
10) 1982年案の税優遇措置 1項の 3-----5%がち%に 3項の最高 1500ドル
までが 17与0ドルまで，ち項の最高4ち0ドルまでがち 2ちドルまでに.それぞれ引き
上げられている.
1 1 ) その他に米国労働総同盟産別会議 (AFLCIO)副会長，ミルウォーキー市
長， The National Cぞ nter For Urban Ethnic 
Affairs等も提案に批判的ないしは冷淡であると報ヒられている (Ma1 one. 
1982. pp. 24--2ち) . 

1 2 ) 例えば.製造業全体で4. 6%，アパレル 13. 4 %，レザー 11. 8%，繊
維9. 6%，家具8. 7%.電機機械6. 2%等が大きく，タバコ 1. 3 9-':1 ，石油2.3
%，化学3. 8%等は小さい.その他の産業では.ホテル9. 0%，対個人サービス 8.
5 ~'ò ，小売 6. 6%.輸送サービス 6. 1 %が大きく，不動産 1.ち%，ユーティリティ
3. 0%.卸売3. 7%，トラヴク輸送 3.8%等が小さい.
1 3 ) コネチカヴト州 1981年アーパシ エンタプライズ、/ーン法は.州法人事業
税，州販売税，地方不動産税の軽減，州規制緩和の研究・勧告委員会.小企業にベンチャ
ーキャピタルを供給する基金創設，雇用訓練保証等を含んでいる.
1 4 ) クリープランドのち平方マイル.民間の納税企業の従業者8ち00人.組み立
て金属製品，非電気機械，トラ‘ソク輸送，卸-小売業を含む、地区での試買による.ソーシ
指定が企業活動に与えた効果ゼロの場合は連邦税の軽減によるコストが680万ドA，活
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動を 10'¥.増加させた士号合はコストが 1'3 0万ドルだけ増加，それが外部から転入Lたも
のであればヨストの合計は九 10万ドルとなる. 畠方.企業の成長による連邦税収は47
O万ドルだから.連邦の純コストは 340万ドルとなる，この例のような計算でいくと.
2 弓、/ーンで・年間 2 億ド，~. 7 弓、yーンで 0 億ド I~ となり.連邦議会の連合税務委員会の
スタ‘ゾブによる推定の 10分の 1程度にとどまる
1弓) 雇用に関連する 3つのイシセシティブの問題点については.Clarke(]
982. pp. わ 1--6 3 )が詳Lい. (1)、/ーン指定後に増加Lた支払い賃金に対L
て雇用主に与えられるクレジ・ソト (wagぞ ぐ re d t)に関して:対象となる賃金
の上限を 1万弓 000ドルと Lているから，中・低所得者の雇用促進を意図Lているとい
えるが，被雇用者が、/ーンの住人でなくともよいから.ソーン内労働力の雇用効果は小さ
くなる.それに，従業者 1人当たり 1弓00ドルの上限値が、/ーン内立地に伴う他のコス
トをオフセ・ソトするかどうかが鍵となる. (2)不利な状態の(d i s a d v a n t a g-

e d )ザーン内ワーカーの雇用に対Lて雇用主に与えられるクレシ'ヴト (emp!oy
et-ct-edit)に関Lて:不利な状態のワーカーには.福祉保護者.州の援助で養育
された子供，身体障害者.復職ワーカ一等が含まれ.ホワイトハウスはそうした人々の雇
用を促進するためのこれまでにない最強のイシセシティブであると誇っている.事実そう
ではあるが，既存の労働力がそうしたクレシヴトの対象となる労働力で置き換えられるお
それもある. (ラ)被雇用者の所得税控除に関 Lて 1人当たり 4弓Oドルという上限が
「貧困のわな」をぬけだすのに.あるいは高給-高技能のワーカーをヅーンに引きつける
のに十分かどうかが問題である L，このインセンティプにも居住地の限定がないから，ザ
ーンの発展に対する乗数効果はそれだけ薄められる.
16) Goldsmith (1982b. pp. 439-440)はつぎのように指
摘 Lている.香港，南韓国.シンガボール.台湾.プエルトリコ等の成功は特殊な条件が
作用した例外的なケースである.すなわち，香港は金融中心.中国への門戸.英国および
西側の利害の前哨基地.と Lての集中的な商業活動の受益者であり.韓国と台湾は大戦後
長期間合衆国から大きい金融援助と交易特典を与えられ，かつ.アジアにおける米国のと
ぎれることのない軍事介入による経漬的ブームに深く組込まれてきた.米国と特別の密接
な関係をもっプエルトリコは.米国資本の搾取工場の進出地域として 2ち年近く雇用を維
持 Lてきたが. 1 970年代にプランチプラントがアジアにより条件の良い(すなわち労
働力が安くて管理し易い)立地点を見いだしたので.発展の夢は終わり.いまや政府は住
民に米国やブラジルへの移住を勧めている.このような特殊条件をもたずに同じ試みを L
た60余か国でのほとんどのケースは最初から失敗している.
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4ましカ玉き

わが国の大都市の中では大阪が.英米の衰退都市に最も似通った性格をもっていること

を，第 1部において明らかにした.当 3部では，あらためて大阪に焦点を絞り，第2部で

論じた英米大都市についての再生の方向が，がわが国の大都市の場合にも妥当性を持って

いることをを検証する.

第 11章ではまず.わが国の大都市圏，大都市，大阪市内の行政区とその集合地区等の

単位について，住民と機能の多様性をエントロビーメジャーを用いて時系列的に計測する

.次いで，そこで得られた多様性と，経済的健全牲を表す指標としての失業率との，相関

を吟味し居住者の社会経漬的多様性と経漬的健全性とに一定の相関関係があることを明

らかにする.それは，多様性の弱い大阪市とそのインナーエリアでは失業率が高い，とい

うことを合意する.

第 12章では，このように多様性の弱い大阪市とそのインナーエリアの特徴が，高度成

長期の激Lい郊外化の進展とともに形成されたものであることを. 3つの側面から示す.

第 1に，大阪都市圏内の市区における，エリートと非エリート，非老齢者と老齢者，ホワ

イトカラーと非ホワイトカラーという対立的2要素の相対的な分布関係の変化を，不同指

数や立地係数を用いて計測する.その結果，郊外地区では各2要素の分布が均衡化しつつ

あるにもかかわらず，大阪市のインナーエリのみが，非エリート，老齢者，非ホワイトカ

ラーへの偏りを強めていることが知られる.第2に，大阪市の行政区別に産業別・職業別

従業者の立係数の変化を計測し，西部と東部への生産機能の偏在性が強まったことを示す

.第3に.大阪市内のち 00メーターメッシュを単位として土地利用類型を設定し. 7年

間の類型変化を検討することにより，大阪市の土地利用を特徴づけてきた広汎な住工混合

が，これまでの通説に反して次第に解消しつつあることを明らかにする.そして，大阪の

経漬的活動は以上のような局面における多様性の弱化に並行して低下した事実を，雇用機

会の減少，失業率の上昇，苗床機能の衰弱によって実証する.

第 13章では，大阪市に関連する各種の公的産業計画が，中枢管理機能への純化から，

工業も重視する方向へと転換しつつあることをみる.ついで，それを実現するためには，

中・大規模工場の立地抑制を意図したいわゆる工場二法の緩和によるよりは，工業化社会

の成熟化に対応Lた.革新的小工業の振興によることが必要であり，大阪にその可能性が
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あることを実証する.最後に，それらの小工業を収容するためには，従来の住工混合地区

を，ミクロスケールでは住工が分離し，メソスケールでは住工が複合している状態に改善

することが望ま Lいことと，その際，いかなる条件を配慮すべきであるかを.東部地区の

実態調査を通じて例示する.

f百τ:ヒ
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1 1 オフカ玉目ヨメ三者r~rñ C0全主Eミ牢誇Hえと轄隻有邑字詰口定 C;7J

多可業'性

I 問題の所在

第2部の冒頭第4章では，大都市の衰退地区を再生させるためにその住民と機能を多様

化・複合化することが必要であるとの認識が，欧米で広まりつつあることをみた.それに

続く各章では，住民と機能の多様化・複合化とそれに関連する小工業の振興についての，

英米における個別具体的事例をとりあげた.しかし多様化・複合化を哀退地区再生の一般

的方向であると位置づけ現実政策の中に生かしていく前に，個別事例の積みあげと並行し

ながらなお検討すべき問題が残されている.それは多様化・複合化の有効性をより多く，

より一般的に実証することである.

第4章でみたとおり，住民の多様化・複合化すなわちソーシアル ミックスの歴史的展

望を行い，その効用を 9項目に整理したW.サルキシアン自身が，その展望論文の結びに

おいて次のような疑問を提示した. 1)混合コミュニティの人びとは環境を改善しようと

する衝動をもつのか. 2)住民は地区の多様牲を生活水準の積極的な要素とみているのか

3 )混合地区の人びとは共通の文化的，社会的営みに従事しているのか. 4)混合地区

では恵まれない個人やグループに対してどのような現実的な付加的機会が与えられるのか

ち)混住は相異なる人びとのより大きな相互作用と寛容をもたらすものなのか. 6)混

合地区のミドルクラスが発揮するリーダーシップは他の住民に積極的な利益をもたらすの

か. 7)混合地区では恵まれない人達に対してサービスがより有効に，より安く，より便

利に供給されるのか. 8)どのグループが混合を最も許容l，どのような条件下で人びと

は安全で幸福に混合できるのか.そしてこのような疑問に答えるためには，既成の地区に

おけるソーシアル ミックスと均一牲の影響についてのより多くの研究を必要とすること

を強調した (Sarkissian，1976).

他方，機能の多様化・接合化の効用についても，まだ十分な実証がなされていないとい

う問題がある.地域経漬論では，これまでにも地域経済の安定化と産業の多角化(多様化

と同義)をめぐる論議の中で.例えば次のような疑問が指摘されてきた.多角化には非特

化業種の成長によるものと従来の特化業種の表退によるものとがあり，後者は地域経済の
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安定に寄与Lない(太田. 1 980年.弓 9ページ).多角化が専門化された産業のコス。
トを高め地域経済の成長を祖害する場合もある(春日. 1967年， 204ページ).多

角化が常に地域の過剰労働力を吸収するとはかぎらず，労働力を吸収しても競争力の弱い

業種をかえって温存する場合があり，また労働力の移動によって失業に対処するという方

策もあるから，多角化が絶対視されてはならない(西岡. 196 3年.61-64ページ

) .最後の点は，地域経済よりもずっと労働力移動の可能性が大きい都市やその内部地区

の経清についてはより妥当性をもっ.したがって.産業の多角化は雇用の安定や成長にと

って直感的には望ましいけれども，それを政策手段とする前に，多角化の概念の明確化と

.その効用についての一層の経験的な検討が必要である (Jackson. 1983. p 

1 1 0 )というのが現状の妥当な位置づけであろう.また産業の多様性と苗床機能の大

小との関係については，まだほとんど実証的な検討は行われていないし，施設利用の効率

牲との関連についても同断である.

なお，ジェコブスやマンフォード.それにOECDのレポートにおいても，ソーシアル

ミックスと機能の多様化は別々にではなく，一体と Lて実現さるべきものと主張されてい

る.具体的には，大都市の衰退を回避するためには，それを構成する部分地区，マンフォ

ードによれば人口 3 万~30万の範囲において，ソーシアル ミサクスと機能の多様化が

同時に実現されねばならないという(マンフォード， 1 973年. 171ページ).しか

し住民構成が単純化し表退が激しくてソーシアル ミザクスを必要とする居住空間は大小

さまざまな広がりを示すのに対して.機能的多様性を保持しうる空間的広がりには自ずか

ら一定の下限があろうし，一般に地域が大きいほどその多様性は増大するといわれている

したがって，ソーシアル ミックスと機能的多様性を実現する空間的単位をそれぞれど

のように設定し，両者をどのように関係づければ，最大の効果が得られるのかという点に

ついての検討も必要となる.

E 分析の手法と対象

1 エントロビー メジャー

ソーシアル ミックスと機能の多様化についての検討の出発点はR.W. ジャクソンが

強調しているように (Jackson. 1983， p. 110).さまざまな空間的単位

で，ソーシアル ミ''1クスと機能的多様性の程度を時系列的に測定することにある.前に
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のべた如く，地域産業の多角化を研究テーマの 1っと Lてきた地域経演論では，多角度を

測定する各種の手法を適用 Lてきた.それらを最も包括的に論評したのは西岡であろう(

西岡. 1 977年a. b) .氏は 1930年代から最近までの内外の文献における十数種

の多角度測定手法を解説Lたうえ，それらを次のように整理Lた. 1)若干の最大業種が

占める百分率(百分率が小さいほど多角的である一筆者注，以下同じ) • 2)ウィーパ一

等の主要業種数(業種数が多いほど多角的である)， 3)全業種数(数値が大きいほど多

角的である). 4)均等な業種別百分率を基準とする(基準に近いほど多角的である)， 

ち)平均(全国または全地域)の百分率を基準とする(基準に近いほど多角的である)， 

6 )アルマン・デイシ一等の必要最小量を基準とする(必要最小量の比率が大きいほど多

角的である).氏は各測定法は本質において類似もしくは相互重複である場合が多くて，

にわかに優劣をつけ難いとしながらも.それぞれを比較論評したのち，ち)のカテゴリー

に属する諸手法を好ましいものとした.つづいて氏はこのカテゴリーに属する手法として

1 2種類の曲線.係数.指数を列挙L.それらを比較論評した結果，現段階で選択すべき
2) 3) 

係数は，フーパーの地域的集中係数とフローレンスの特殊化係数(1よりこの係数を減ず

ることによって多角化係数が得られる)であるとし，算定の容易な多角化係数を用いて都

道府県の工業多角度の変化を示した(西岡. 1 977年b).多様牲を測定するのにいず

れの手法が最適であるかについて筆者に確信はないが，現在必要なのは，手法の優劣を論

じるよりも，それほど.欠陥のないいずれかの手法によって，単位地区の規模を変化させな

がらYーシァ1ル ミ、γクスや機能的多様性の程度を時系列的に示すこと，他方ではそれぞ

れの単位地区について居住地としての健全性，経請的安定性.苗床的機能の強さ，施設利

用の効率性等を何らかの指標を用いて示すこと，そして両者に有意な関係があるかいなか

を検討することであると考えている.

ところで近年，西岡のレビューには含まれていなかった新しい多様性の測定手法が使用
4う

されはじめた.いわゆるシャノンのエントロピー関数である.それは次のように定式化さ

れる.

p
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ただし nはセクター(例えば業種)の数 p，・P，，-… PNは各セクターが生ヒ

る確率<f;tPf =l)，あるいは各セクターのシェア (P.L = X i :r; X i ) . c はス

ケールを決める任意の定数.

D (多様性)は町二 pz=…=臥=1 nのときにD=clognで最大となり.ある 1
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つのセクターJでPJ = 1 ，その他のセクター iキjでP I =0の時， Dニ Oで最小とな

る.たとえば，ある地区の諸産業の構成比率が全て等しい時にその地区の多様性は最大と

なり.ある 1つの産業が 100 'J.{;を占めるとき多様性は最小(ゼロ)となる.したがって

この手法は，さきに西岡が整理した 6つの測定手法のタイプのなかの4)に属するもので

ある.西岡は現実にわずかなシェアしか占めない業種(たとえば武器製造業)にも均等な

シェアを与えて比較の基準とするのは，合理性において劣るとして4)を棄却し前述の

ように，全国(全域)の業種別百分率(全国平均ともいえる)の分布を基準とする手法ち

)を採用した.しかし全国(全域)においてそれぞれのシェアがほぼ等しくなるような業

種群について.サプリージョン(たとえば府県)の多様性を問題とする場合には， 4)が

非合理的であるとはいえない.また全国(全域)においてそれぞれのシェアがかなり異な

る業種群について分析をおこなう場合でも，次項の分析で用いるようにサプリージョンの

エントロビー値を全国(全域)のエントロビー値に対する指数で表現すれば，多様性の相

対尺度としての意味をもち，非合理的という非難を免れよう.

なおこの測定手法をめぐってなされた 1つの議論をみておくことは，手法の性格をより

良く理解するための一助となろう. M. M.ハックパートと D. A. アンダーソシ〈

Hackbart & Anderson， 1975， p. 378)はエントロビー メ

ジャーを，経清的多様性を詳細に規定するものであり，また多様性を異なった地域間や，

異なった時点間で比較する直接的な手段を提供するもので，その意味で経活発展の分析者

にとっては有用な分析用具であると評価した.それにたいしてM. J.ワシレンコと R.

A.エリソクソン (Wasylenko & Erickson， 1978)は.次のよ

うに批判した.エントロビー メジャーと伝統的な測定手法の 1つであるトレスの累積度
5) 

数曲線指標 (ogive index)を用いて，合衆国の 243のSMSAの経済的多

様性 (41業種)を算定し.両結果についてスペアマンの順位相関をとったところ. O. 

98という高い係数をえた. Lたがって 1)エントロビーは多様性を測定する新しいメジ

ャーであるが，すでに確立lされているメジャー (ogive index)によるものと

異なる結果を導くものではなく，さらに， 2)地域経清の安定牲に寄与する要因として多
1.) 

様性を計測しても意味がないという累積度数曲媛に下されている批判を，エントロビー

メジャーも免れることはできないと.

それにたいしてハックパートとアンダーソンは次のように反論した (Hackbart

& Andet-son， 1978).1)に関しては.同じ性質(多様性)を計測しょ
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うとしているのであるから，エントロビーと累積度数の両メシ.ャーが相関度の高い結果を

生み出したことは不思議ではなく，むしろ歓迎すべきことである.ただL.エントロビー

-メジャーは累積度数にはない性質を備えている. a)連続性と対象性:このメジャーは

セクターの数と各セクターの値(比率)に依存するものであり，各セクターの順位には左

右されない. b)付加性:もし. n番目のセクターがm個のサプセクター(q， ， q，.. 

q刷)に分割された場合， n-l+m 個のセクターの多様度は， D (PI ， P2 

P←¥， q， q包，…. q""，，) = D (p， ， P，. .… p刷.)十 P"， D (q‘/ P明

q". P ..... q晴、 p"， )によって得られる. 2)の批判は誤解に基づいている.自

分達の目的は外生的なビジネスサイクルにたいする地域的感応を測定することではなく，

経漬的多様性を計測する方法を示すという中立的なものである.多様性は地域的安定性に

影響する諸要因の 1つにすぎないが，そうした仮説をこえて多様性と安定性の特定の関係

を分析するためには多様性のメジャーが必要で‘あり，エントロビー メジャーはその 1つ

であると.筆者もまたそのような評価のもとに本章でこの手法を使用した.

2 指標と地区め選択

住民と機能の多様性を測定する際にどのような指標と空間的単位を選択するかは，さき

にのべた多様性の効用の判定と，そこから導かれる政策内容に影響する問題である.ソー

シアI/L- ミヴクスは，人種，所得，職業，教育，家族型等々，さまざまな側面における住

民の混合を意味する.各側面は棺互に何らかの関連をもつことが多いが，英米の大都市で

特に重視されているのは人種的混合である.しかしわが国を含むその他の先進国ではむし

ろ所得面での混合が.それに労働力需給のミスマ、γチや失業との関連では職業面での混合

が，さらに教育施設等の利用効率との関連では家族型の混合が重要と思われる.わが国で

は住民の所得水準を示す資料が乏しいので，小論においてはとりあえず職業構成と教育水

準の構成に関する混合度(多様性)を測定することにした.資料は国勢調査の常住地によ

る職業別就業者であるが，都市を分析の対象としているところから，農林漁業作業者を除

外Lた.また大分類をそのまま使用すると業種間の構成比率に格差がつきすぎて，エント

ロビー メジャーの適用に不合理性が強まるので(前出)，生産・運輸関係職業，販売・

q】

サービス関係職業，事務・技術・管理関係職業の3グループに統合した・しかしこのよう

な指標だけでは，住民の所得水準別構成を十分に表現し得ないおそれがあるから.役員・

事業主，専門・技術職業者.管理・事務職業者.販売・サービス職業者.技能・作業職業
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';5) 

者というちグループ。に国勢調査の社会経法分類を統合Lて.その構成についても多様性を

測定した.

機能の多様性を測定する場合に，これまでは主として製造業の細分類を含む産業分類が

用いられてきた.景気変動は産業による差異が大きい L.多様を産業の存在が作り出す外

部性は苗床機能の重要な基盤であるから.産業分類を指標とすることには十分な根拠があ

る.しかし，いまや大都市経演の発展を左右するのは産業横断的な中枢管理機能であると

の議論があるほどに，また諸産業におけるソフト化の進展にともなって.大都市機能に占

めるオフィス業務の比重は増大している.加えて，いわゆる労働力需給のミスマッチをめ

く'つては，例えば製造業としての職場の有無よりも，製造業における現業部門と間接部門

の職場の有無がより問題となる。このような観点から以下の分析では職業分類を用いるこ

ととした.資料は国勢調査における従業地による職業別就業者であり，さきの常住地によ

る就業者の場合と同様の理由から，農林漁業作業者を除外して残りを 3大グループに統合

した.ところで従業者の構成を分析するだけでは地域機能の物的側面，すなわち土地利用

における多様性を測ることができず，とくに住機能が欠落する.その点、を補うために，建

物延床面積の用途別構成についての分析を加えた.ただこの場合は資料の制約上，対象は

下にのべる地区のうち大阪市のみに限定される.

次は地区の選択である.さまざまな空間的スケールで多様性を検討することが望ましい

けれども，資料と時間の制約からとりあえず以下の4種の単位について測定を行った.

( 1) 1 2大都市. (2)東京.大阪.名古屋のち Oキロメートル圏内の各 10キロメー

トルゾーン. (3)大阪市の各行政区. (4)大阪市の行政区を統合した都心，都心周辺

，西部，東部，北部，南部の6地区.このうち 3大都市ち Oキロメートル圏とその各 10

キロゾーンの範囲は，国勢調査の「大都市圏Jによっており，大阪市内の6地区の範囲は

筆者の設定によるものである.

なおエントロビー値の算定に際しては， Gai1 (1977)が行ったと同様に最大を

1 ，最小を 0と標準化するために，セクターの数が3つの場合には3を底とする対数を用

い，ちつの場合(社会経済分類の場合)には 5を底とする対数を用いた.またエントロビ

ー値の変化の内容を解釈するために，次章の各表には煩雑さをいとわずにセクターの構成

比も付記した.

町 分析の結果

2 f).1 



l 居住者の多様性

( 1 ) 職業構成

( a ) 大都市

1 956年時点、で全国水準に比べて多様性が強かったのは福岡，札幌，仙台.東京であ

り，これらの4都市では生産・運輸が全国ほどに突出せず. 3セクターがほどよくバラン

スしている(表 11---1).多様性が弱かったのは川崎，広島，横浜，大阪，北九州であ

り，これらのち都市では.生産・運輸比率が大きい.京都.神戸，名古屋の多様性は両グ

ループの中間にあった.

1980年までの変化をみると，全国では生産・運輸比率の低下と事務・技術の上昇に

よって多様性が徐々に強まった.大都市のうち多様性が強かった4都市は事務・技術比率

の一層の増大でむしろ多様性を弱めたのに対Lて.多様性が弱かったち都市は全国と軌を

ーにして多様性を強め，中間の3都市は横ばいに推移Lた.その結果，全般的には全国水

準へ平準化L.都市閣の格差は小さくなった.

( b ) 3大都市圏

まず圏域全体をみると， 196雪年時点では東京圏，大阪圏.名古屋圏の)1慎に多様性が

強く.それは生産・運輸の比率と逆相関的である(表 11--2).1980年に向かつて

3都市圏ともに多様性は強まって来たが. 197雪年以降は東京圏の多様性が大阪圏を下

回っている.それは東京圏で生産・運輸の比率が縮小L事務・技術の比率が上昇したため

である.

つぎに圏内各ゾーンの状況であるが，ここでの主要な着眼点は. 1 0キロソーンと他の

ソ.ーンとの差違である.今日，大都市で衰退がとくに問題とされているのはイシナーエリ

アであって，若干の出入はあるにせよ，都心を除く 10キロゾーンにほぼそれが包含され

るからである.東京圏では 10キロゾーンの多様性が最も強い.都心では生産・運輸の比

率が極端に小さく，販売・サービスが車越するために，タト方、/ーンでは逆に販売・サービ

スの比率が小さいために，多様性が弱いのに. 1 0キロザーンでは3つのセクターがよく

バランスしているからである.なお変化の方向としては. 1 0キロ、/ーンと都心を除いて

多様性が強まり.その結果，都心を除く各、/ーンは都市圏全体の水準に平準化Lてきてい

る.

大阪圏の場合は、/ーン間の差違が明瞭でなく.ただ都心のみは極端に生産・運輸の比率

が小さくて多様性が弱い.しかも各、/ーンの多様性が強まりつつある中で，都心だけはー
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層多様性を弱めている.

名古屋圏はまたちがった特徴をもち，都心と 10キロゾーンの多様性が強く，その外側

では生産・運輸の突出によって多様性が弱まる. 1980年にかけては，都心を除く各ゾ

ーンの多様性が強まり，かっ全体としては平準化している.

( c ) 大阪市内

小論の6地区は，都心，都心周辺，西部(臨海工業地区)，東部(内陸工業地区上北

部(住商工混合地区).南部(住居地区)と性格の類似した区をまとめて設定したものな
q) 

ので，若干の例外をふくみながらも(例えば都心の南区，都心周辺の大淀区).地区内の

各行政区はよく似た多様性を示す(表 11-3).1965年時点で多様性の強弱をみる

と南部，都心周辺，都心が強く.北部がそれに次ぎ，西部と東部が弱い.後者の原因は生

産・運輸の突出にある.類似区の集合であるので，行政区よりも面積の大きい地区を計測

の単位としても，多様性は行政区のそれと大差がない.地区が都心からセクター状に設定

されていたならば違った結果が現れたかも知れない.

1965---80年の変化で注目される点の 1つは都心の多様性弱化であり，その理由は

生産・運輸比率の一層の低下にある.その他の地区では徐々に多様性が強まっており，指

数の変化が示すとおり，市全体の水準に平準化している.ただし東西の工業地区の多様性

はなお若干弱い.

( 2 ) 学歴構成

( a ) 大都市

1970年時点では，全国の学歴構成に比べて大都市のそれは明らかに多様化している

(表 11 -4) .その理由は全国に比べて初等教育の比率が小さく，中等教育と高等教育

の比率が大きいからである.大都市の中では，東京，横浜，仙台，福岡の多様性が強く，

大阪，北九州，名古屋，神戸の多様性が弱い.他の4都市はその中間に位置する.そして

多様性の強弱は初等教育の比率の大小と逆相関的，高等教育比率と正相関的である.

1970---80年の変化でまず注目されるのは，全国も大都市もともに多様性が強まっ

たけれども，全国の変化がより急ピッチであったので，大都市との格差が縮まったことで

ある.それに，北九州と大阪の多様性が全国水準を下回った.理由は両都市の高等教育比

率の伸びの低さにある.それでも全体としては全国水準に収れんしつつあるとみなせる.

( b ) 3大都市圏

圏域全体としてみた時.1970-----80年の 10年間に3圏域ともに多様性を強め，か
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つ圏域間格差は縮まったけれども，なお多様性の強さに，東京圏，大阪圏，名古屋圏の序

列がある(表 11 ち).それは初等教育比率と正相関し.高等教育比率と逆相関してい

る.圏域内の状況を東京国からみると， 1970年時点ではインナーエリアに相当する 1

0キロゾーンの多様性が最も強く，外周のゾーンほど初等教育比率が大きくて多様性は弱

い. 1980年にかけては，各ゾーンの多様性が強まったが，同時にゾーン聞の格差がち

ぢまり圏域全体の水準に平準化した.

大阪圏では東京圏とは逆にインナーエリア(1 0キロ、/ーン)の多様性が 1970年に

最も弱かった.初等教育比率が大きく，高等教育比率が小さかったためである. 1980 

年にかけては大阪圏でも各ゾーンの多様性が強まりつつ，ゾーン間格差は縮まったけれど

も，インナーエリアの相対的弱さは続いている.

名古屋圏では都心から外周ゾーンに向かうほど多様性は順次低下しており.初等教育の

比率は上昇している. 1 0年間の変化の方向は他の2圏と同様であるが，都心から外周へ

の傾斜構造は保たれている.

( c ) 大阪市内

臓業構成の場合と同様に，若干の例外を含みながらも(例えば都心周辺の天王寺区や南

部の西成区)，地区内の各行政区は似かよった多様性を示す(表 11 -6) .そして地区

は，多様性の強い都心，弱い西部と東部，中間の南部，北部，都心周辺という 3グループ

に分かれる.ここでも多様性の強弱は初等教育比率および高等教育比率と逆および正の相

聞をもっている. 1 0年間の変化で注目されるのは，絶対的には各行政区で多様性が強ま

っていること，ただし相対的には都心と南部の低下，西部と東部の上昇，北部と都心周辺

の横ばいによって，地区間，行政区間の多様性格差は平準化Lつつあること，ただし西部

と東部それに南部の西成区の水準は依然低いことなどである.

( 3 ) 社会経漬的構成

( a ) 大都市

1970年時点で全国水準に比べて多様性が強かったのは東京，福岡，仙台，広島.京

都，札幌であり，これらの都市に共通する点は技能・作業の比率がそれほど大きくないこ

とである(表 11 -7) .全国水準を下回るのは川崎，北九州，大阪の3都市で，いずれ

も技能・作業が卓越している.神戸，名古屋，横浜はその中間であり，全国水準に近い多

様性を示す.

1980年にかけての変化をみると.全国では卓越していた技能・作業の比率が低下し
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，その他の比率がそろって上昇した結果.多様性が強まった.大都市もそれとほぼ同じ方

向に変化Lたが，先の高位グループ。の変化は概して小さく，低位グループの変化が大きか

ったために都市間の格差は縮まり.全体として多様性は全国水準に向かつて平準化Lた.

( b ) 3大都市圏

圏域全体としてみると.東京圏，大阪圏，名古屋圏の)1慣に多様性が強く.それは技能・

作業の比率の大小と逆順位である(表 11-8).1970-----7ラ年に3圏とも多様性を

強めたが，相対的な大きさには変化がない.

圏域内の差異をみると，まず東京圏では 10キ口、/ーンと都心の多様性が強く，外方に

向かうにつれて弱くなる.都心が1.0キロゾーンに比べて若干弱いのは販売-サービスが

突出しているためである. 1970~75年にかけては各、/ーンとも多様性を強めながら

，圏域全体の水準へ収れんしつつある.

大阪圏の場合は、/ーン閣の格差が小さいけれども， 1 0キロゾーンのみは技能・作業の

卓越によって多様性が弱い.東京国同様雪年間で多様性を強めながら圏域全体の水準へ収

れんしつつあるが， 1 0キ口、/ーンは依然低水準である.

名古屋圏では都心と 10キ口、/←ンの多様性が強く.その他のゾーンとの格差が大きい

.外側のゾーンでは技能・作業が与割をこえる卓越性を示すからである. 1970~7 弓

年にかけても他の2圏のように平準化せず.都心および 10キロゾーンとの強弱格差が存

続している.

( c ) 大阪市内

若干の例外(例えば都心局辺の大淀や南部の西成)を含みながらも，多様性の強い都心

，都心周辺，南部，それに次ぐ北部.多様性の弱い西部と東部の3グループ。に分れる(表

1 1 -9) .強弱はもちろん技能・作業比率の大小と逆相関的である.

1970-----80年にかけて全ての区の多様性が絶対的に強まっているのも，各区の技能

・作業比率の低下によるものである.そして他の指標の場合と同様に，高位地区の水準は

低下し下位地区防水準が上昇した結果，大阪市全体の水準に平準化してきている.それで‘

もなお西部と東部の多様性は弱い司技能・作業の比率が40%以上と大きいからである.

2 機能の多様性

( 1 ) 従業者の職業構成

( a ) 大都市
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全国値を基準にすると 196ち年の大都市は多様性の強い札幌，福岡，仙台，広島，東

京，大阪，全国値に近い京都，神戸.名古屋，北九州，横浜，多様性が極端に弱い川崎の

3グループに分れる(表 11--10).そしてこの序列は生産・運輸の比率の大小と逆相

関的，販売・サービスおよび事務・技術のそれとは正相関的である.

196 ラ ~80年に全国では突出していた生産・運輸比率が下がり，販売・サービス比

率は変わらず，低かった事務・技術比率が上昇することによって，多様性は強まった.大

都市のうち 65年時点、に多様性が強かった札幌，仙台，東京，福岡では生産・運輸比率が

落ち込み，事務・技術比率が突出した結果多様性は弱まった.その他の都市では全国に似

た構成変化によ勺て.大阪.広島は若干，残り 6都市は相当に多様性が強まった.従って

大都市の多様性は全国水準へ平準化してきている.ただ川崎だけはまだ生産・運輸比率が

大きく多様性は弱い.

( b ) 3大都市圏

圏域全体をとると居住地就業者と従業地就業者がほぼ一致するため，居住者の職業構成

の場合と同ーの状況がみられる(表 11-11).即ち. 1 970年時点では東京国，大

阪国，名古屋圏の)iI}lに多様性が強く，それは生産・運輸比率と逆相関.事務・技術比率と

正相関している.また 1980年に向かつて 3都市圏とも多様牲を強めたが. 7ち年以降

は東京圏の多様性が大阪圏よりも弱まっている.事務・技術比率が突出したためである.

東京圏の内部では，事務・技術への特化を反映して都心の多様性が最も弱い. 1 0キロ

ゾーンは 1970年時点で最も多様性が強かったのに，生産・運輸比率の低下と事務・技

術比率の上昇で，多様性を弱めている.それより外部の各ゾーンではゆるやかな生産・運

輸比率の低下と事務・技術比率の上昇で多様性が強まった.その結果，都心を除く各ソー

ンの水準は都市圏全体のそれに平準化Lている.

大阪圏の場合も事務・技術への特化のために都心の多様性が最も弱く.その状況は 19 

80年まで続いている.都心以外の各ザーンの多様性には大差がなく. 1 980年にかけ

ては生産・運輸比率の低下を反映して徐々に多様性を強め，都市圏全体の水準に平準化し

ている.

名古屋圏では 1970年時点で‘都心と 10キロゾーンの多様性が強く，それより外方の

ソ.ーンでは生産・運輸が卓越するために多様性は弱かった.しかl1980年にかけては

.都心では事務・技術比率の上昇のために多様性が弱まり.構成比率の変化が小さかった

1 0キロゾーンが最も多様性の強い地区となった.それより外方の、/ーンでは，生産・運
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輸比率が徐々に低下したために，多様性は強まる傾向にある.

( c ) 大阪市内

196ち年時点では，都心の東区，都心周辺の大淀区.南部の阿倍野区等を例外として

，同一地区内の行政区は似かよった多様性をもち，地区は多様性の強い都心周辺と都心，

多様性の弱い西部と東部，その中間の北部と南部という 3グループに分れる(表 11 -1 

2) .西部と東部の多様性が弱いのは，生産・運輸への特化が原因である.

1980年までの変化をみると，都心は生産・運輸比率の極端な低下で多様性を弱め.

都心周辺は多様性を強化した行政区と弱めた行政区を含み，他の4地区は生産・運輸比率

の低下によって多様性を強めた.その結果，全般としては大阪市全体の水準に平準化しつ

つあるものの，都心，西部.東成区を除く東部，分区によって成立した南部の平野区等の

弱さが目立つ.

( 2 ) 建物の用途別構成

この指標についても，これまで検討した諸指標の場合と同様に，いくつかの例外(都心

の西区，西部の港区，北部の旭区，南部の東住吉区)を含むとはいえ，各地区内の行政区

は類似した多様性をもっている(表 11-13).すなわち， 1 969年時点、では都心周

辺の多様性が最も強く.都心，西部.北部，東部がそれに次ぎ，南部の多様性が最も弱い

.南部(それに例外的な旭区)の弱さの原因は住宅が6割以上と車越している点にある.

1969---77年の変化をみると，大阪市全体では住宅と工場等の比率が若干低下し，

商業とその他の比率がやや上昇したことにより，多様性は幾分強まった.都心では一層の

商業化によって多様性が弱まったが，その他の地区では市全体の変化と軌をーにしていく

ばくか多様性が強まった.しかしなお 1969年の序列どおりの地区間格差が存続してお

り，物的側面での変化は人的側面での変化に比べてゆるやかなことを示唆する.また建物

の場合は測定単位を行政区から地区に拡大しても多様性がほとんど変らないものの.単位

を市域に拡大すると多様性は強まることが知られる.

W むすぴ

上の分析結果を次のようにまとめることができる居住者の多様性を臓業，学歴，社

会経済分類のエントロビー関数によって計測したところ， 3指標のそれぞれは，極めて類

似した多様性の地区間桔差と変動の方向を示した.すなわち，都市，都市圏，都市圏内部
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のゾーン，大阪市の地区と行政区.といった各レベルで.多様性は時と共に絶対的に強ま

りかつ平準化しつつあるというのが，ヨ指標に共通した動向である.とくに大都市の多様

性は全国水準に収れんし格差がなくなりつつある.しかし都市圏レベルでは縮小Lつつも

なお桔差が存続しているし(東京圏や大阪圏に比べて名古屋圏の多様性は弱い)，都市圏

内のゾーン別では，大阪圏の 10キロゾーン(インナーエリア)が東京圏や名古屋閣の場

合とは異なり特に多様性が弱い.さらに大阪市内の6地区では都心.都心周辺，南部の多

様性が強く西部と東部の多様性が弱い.

従業地の臓業構成でとらえた機能的多様牲に関しても，各レベルの地区で絶対的強化と

平準化が進展しつつも都市国間の格差が存続し，大阪市内の西部と東部の多様性が弱いと

いった，居住者の場合と共通した状況が認められた.ただし機能に関しては，とくに都心

部の弱さ，換言すれば特化が目立った.なお用途別建物面積というフィジカルな側面から

機能的多様性をとらえた場合には，人的側面からみた場合とはやや異なる結果が現れた.

ところで，本章におけるこのような多様性の分析は，ソーシアル ミックスと機能的多

様性の強化が，都市の衰退防止や表退都市の再活生化にとって有効であるという命題を検

証する過程の前段階をなす.ここでは後段に進む準備作業として，ごく簡単な予備的検討

を行っておきたい.失業率は地区の衰退状況を端的に示す指標とみてよい.そこで. 1 2 

大都市，大阪市内6地区，大阪市内26区について，失業率指数(表 11-14.15)

と居住者の社会経語的多様性指数および従業者の職業構成の多様性指数との相関をとって

みる(表 11-16).居住者の社会経漬的多様性の強弱と失業率の大小とに関しては，

大都市や大阪市内26区を単位とした場合には，ある程度の逆相関関係が認められる.し

かし従業地による就業者の職業別多様性と失業率とには相関関係が乏しい.その理由と

して例えば次のようなケースが考えられる. (1)両指標には本来関連がない.この場合

にはさきの命題は棄却されるべきである.しかし，従業者の多様性はここで検討していな

い地区の苗床機能と関連しているかも知れない. (2)多様性を計測する手法や指標が不

適切である.例えば販売・サービス比率が一定で生産・運輸比率と事務・技術比率が全く

逆の大きさである 2つの地区のエントロビー値は同ーとなる.また職業分類を統合しすぎ

ているのではないか. (3)失業と機能的多様性を対比させた地区単位が適切でない.労

働力の需給圏を単位とすれば関連が現れるかも知れない.このような点の検討を含めて，

命題検証の後段は稿を改めて論じてみたい.
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註

1 ) 例えtf.生産要素に対する需要が増加することによ勺てそれらの価格が上昇する
場合.局地化の経詰を低下させて私的費用の上昇を招く場合，新Lい立地が社会的施設の
重複をもたら Lて社会的費用を上昇させる場合等.
2 ) 仁 oeff cient of ocλzation.地域的集中曲線(
ローレンツ曲線)と対角線との聞にできる面積の比率.いわゆるジニ係数で，この値が小
さいほど多角化Lていることになる.
3) coe1'fic ent 0 1' spぞ cial zation. 
エIX;.一天|ノ 200.ただLxι は特定地域の i業種の雇用百分率 xは全国の i業種
の雇用百分率.
4 ) 例えば. H aぞ kbart & Anderson(197ち)はこれを用いて
米国ワイオミング州の資源開発プロシ‘ヱクトのあるカウンティとプロジェクトのないカウ
シティの多様性の差異を時系列的に分析 Lている.また， Garison & Paul 
son(1973)は工業の性格の違い(労働集約性などの大小)と，立地の集中・分散
の関係とを検討するためにこれを用い. Knight et al. (1977)はグし
ーターロンドンの産業構成の変化の分析にこれを適用 Lている.
弓 Dニ芝(H. ---M0:>' / lVI:...ただし Rは地域の総従業者に対する i産業従業者の比率
• 1¥1.は i産業の標準比率 (1 n). nは業種数.
6 ) 標準的には各業種が等比率であるとする棋拠がなく.また同ヒ程度に多様化Lて
いでも，その構成内容が異なれば(例えば，鉱業主体の都市と大学都市).経漬的安定性
に差異があること等.
7) 1980年の全国職業別構成(ただ L.農林漁業関係職業を除く)は，事務・技
術-管理関係職業 33. 49-ó • 生産・運輸関係臓業40. 9<:1.，1. 販売・サーヒス関係職業
2弓.7%である.
8 ) 社会経漬分類から，農林漁業者.農林漁業雇用者，学生生徒.家事従事者，その
他の 1ヲ才以上非就業者. 1ち才未満の者を除いて.全国の構成比率を示すと.会社団体
役員 2. 7%.商!古主 3. 7%，工場主 1. 1 ~ó. サービス E その他の事業主 1. 8%、

以上役員・事業主計 9.39c•. 専門職 1. 0 '~ò. 技術者4. 1 %.教員-宗教家 3. 8% 
，文筆家・芸術家，芸能家 1. 0%.以上専門-技術計9. 9%.管理職 2. 6 '?~.事務
職 19.49ó • 以上管理-事務計 2 2. 0 ?-o.販売人 12.196.個人サービス人7. 5 
%，保安職 1.弓 Qb，以上販売・サービス計 21. 19-o.技能者 30.40

-，)，労務作業者
6. 0%，内職者 1. 3%.以上技能・作業計37. 7%となる.
9 ) 大阪市内を区分する仕方には定説がない.小論の区分で住之江区は西部に入れる
べきであろうが. 1 974年の分区以前は住吉区と一体となっていたので.南部に含めた

また，西成区は住居地域というよりは住商工混合地域の性格が強いけれども.その位置
を考慮Lて南部に含めた.
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1 郊外化とインナーエリア

1 郊外化研究の視点

第2章では東京や大阪の郊外化の水準がロンドンやニューヨークのそれに比べるとなお

低いことをみたが，わが国における郊外化の研究はけっして少なくない.ただし視点のお

きかたがわが国と英米とで、は異なっている.差異の 1つは，かつて指摘したように(成田

， 1 973年， 31-34ページ).アーバンスアロールがもたらす問題のとらえかたに

ある.英米では，良質な居住地の低密度な拡散によって生じる社会的コストの上昇が，ス

アロールの主要な問題とされている.米国のHUDがおこなった郊外の開発形態の差異に

よる社会的コストの遣いに関する分析は，その典型といえるであろう (HUD，1974

) .それにたいしてわが国では，スアロールによって生じた狭少過密住宅と用途混合によ

る住環境の悪化が大きな問題とされてきた.差異の第2は，郊外化が中心都市におよぼす

影響のとらえかたにある.英米では第2章で詳述したように，郊外化による中心市の衰退

が最大の問題とされてきたのにたいして，わが国ではこれまでのところそのような視点か

らの研究はほとんどなされていない.このような彼我の違いは郊外化の実態を反映したも

のとも考えられる.しかし第3章で明らかにしたように，すくなくとも大阪では郊外地区

と対比したときインナーエリアの低質化が進んでいる.そこで本節では，あらためて大阪

都市圏の研究に英米の視点を持ち込み，高度成長期の激しい郊外化が圏内の各部分にどの

ような変化をもたらしたかを検討Lてみたい.英米の大都市圏に比べるとはるかに強い社

会経済的な平準性を保ってきたわが国の大都市圏において，郊外化が選択的な移動をとも

ない，空間的な分極化をもたらしつつあるかいなかが検討の焦点となる.

2 郊外化で弱まるインナーエリアの多様性

郊外化の意味を問う場合はヒめに都市圏を設定しておくと便利である.都市圏の設定に

は様々の指標が用いられるが，すくなくとも大阪都市圏の場合には通勤第 1対地原則によ

る範囲をとることが適切である(成田， 198里年， 30-35ページ).ここでもその

原則により， 197ち年の国勢調査で大阪市を通勤第 1対地とする範囲を大阪都市圏とし
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た.ただし大阪府下では全市区町村を，府外では市域のみを分析の対象と Lている.

DID人口，従業者(従業地ベース)は高度大阪都市圏内の就業者(居住地ベース). 
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成長期の40年代をつうじて表 12 --1のように郊外化Lた.大阪市の都心区や周辺区の

数値は減少し(都心区の従業者を除く).郊外の数値は大きく伸びている.このような郊

外化のなかで常住地エリート(専門・技術職と管理職)，常住地6ち才以上の老年人口，

従業地ホワイトカラー(事務職，専門・技術職，管理臓の合計)の分布が，非エリート，

非老年人口，非ホワイトカラーの分布に対してどのような関係をもつにいたったであろう

ここでは英米の都市研究か. 2つのグループの相対的な分布関係を計測する手法として.

。f者が人種的セグリゲーションの計測に多用している下記の不同指数 (Index

トイバー指数ともいわれる)を採用した (DennisDissimilarity， 

107-108) 1980. pp. C 1 out， & 

100 

ただし EiとNiは i市区町村の例えばエリートと非エリートの数， EとNは都
市圏全体のそれを示す.なおこの指数は0%(両グループの分布が完全に一致の
場合)と 100%(両グループの分布が全く重ならない場合)の間で変化する.

D=[1/2~IEi./E-Ni/NIJ 

不同指数が都市圏全体としての分布の偏りを表現するのにたいして，個々の市区町村に

おける偏りの程度を示すものとして，下記のフローレンスの立地係数 (Location

Quotient)がある.本節ではこれを併用した.

EとTは都市圏全

L = (E i /T i ) / (E ./T) 

ただしEiとTiは i市区町村の例えばエリートと総就業者，
体のそれを示す

さてまずエリートの分布の変化をみてみよう.都市圏全体ではエリートの不向指数は 1

ち8%から 197ち年の 14.96%へとわずかながら縮小しており.965年の 1ち.

エリートの分布は 10年聞にいくらか非エリートの分布と均衡化したといえる(表 12-

2) .地域別にみると大阪市周辺区と泉州が均衡化に大きく寄与し，東大阪と南河内では

逆に分布の不均衡が拡大したために，圏域全体としては上述のごとく均衡化が小幅にとど

( 1 )大阪市まった.ところで立地係数の変化から次のことが知られる(表 12 -3) . 

の周辺区では，係数が増大した区と減少した区の数が等Lく，平均値もほとんど変化して

したがって，均衡化にたいする寄与は，エリートと非エリートの実数が大幅に減いない.

fちryC)

，:" ( ;'" 

( 2 )かつてエリートの比率が最も小さ

かった泉州では係数が増大した地区が多い.エリートの流入によって非エリートの卓越性

少し不同指数も縮小したことにると解釈できる.



が緩和されたのであろう. (3)これまでエリートが卓越Lていた北大阪，兵庫.その他

地区に非エリートが流入してエリートの車越牲は弱まった. (4)東大阪では非エリート

の増加が大きいためにエリートとの分布均衡が破られ，南河内では逆にエリートの増加に

よって非エリートとの分布不均衡が拡大した.

常住地老年人口の不同指数は7. 03%から 10. 06%へと増大した.非老年人口に

たいするその分布は不均衡化したといえる.地区別には都心区から南河内までのち地区で

不均衡が拡大し，泉州，兵庫.その他では縮小した.そして立地係数の変化から次のこと

が読みとれる. (1)都心区と周辺区では非老年人口の流出と老年人口の滞留とによって

老年人口の卓越性は強まった. (2)兵庫を除くその他の諸地区では非老年人口の流入に

よって年齢構成は若がえった. (3)兵庫では半数の地区(尼崎，西宮，芦屋)の老年化

がすすんだために全体としての変化は小さかった.

従業地ホワイトカラーの 1970年の不同指数は20. 86%で他の2つの指標の場合

よりは大きく，その分布がもともと偏在的であることを示している.しかし 7ラ年の指数

は18. 34%に縮小Lており，従業地ホワイトカラーの分布も非ホワイトカラーの分布

に均衡化しつつあるといえる.均衡化に主として寄与したのは都心区であるが，その他の

地区の指数も全てわずかづづ縮小している.立地係数の変化から均衡化の内容を以下のよ

うに判断できる. (1)とびぬけて係数の大きい都心の4区では全て係数が縮小している

から，オフィス地区としての特性が多少とも弱まりつつある. (2)周辺区でも係数縮小

の区が多く都心区以外ではここだけが非ホワイトカラー化を強めている. (3)その他の

地区では大部分の市町村でホワイトカラーが相対的に増加して従来の非ホワイトカラーへ

の偏りを是正した.

簡単な分析ではあるが以上のことから次のような解釈がえられる.常住地エリートの卓

越性が地区居住者の所得水準の高さを反映するものとすれば，大阪都市圏における郊外化

は所得分布の分極化よりもわずかとはいえ均衡化をもたらしたことになる.伝統的なソー

シアル ミックスはまだ崩れてはいない.ただし，老齢者の中心都市大阪への偏在性は著

しく強まっており，大阪市では今後老人問題が深刻化するであろう.郊外化によって大阪

におけるホワイトカラー従業者の卓越性が低下し，郊外諸地区でそのウエートが上昇して

いる事実は，米国でいわれている大都市圏の多核心化が大阪都市圏でもおこりうる可能性

を示唆している.そしてインナーエリアにほぼ相当する大阪市周辺区のみは，郊外化によ

って 3指標の立地係数のいずれもが，都市圏全体の水準よりみて好ましくない方向へシフ

わ Fヴ q
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トしている.環境上の問題はともかく，社会経漬的には大阪都市圏の郊外化は総じて郊外

地区にプラス，インナーエリアにマイナスの影響を及ぼしたとみてよい.

H 生産機能分布の局地化

前の 11章では. 3大職業グループの構成比に着目したエントロビーメジャーでもって

大都市の機能的多様性を測定l.大阪市のそれが大都市一般と比べてけっして弱くはない

こと，しかし市の内部では都心，西部，東部の多様性が弱く，後二者の原因は生産・運輸

の比率の高さにあることを知った.ここでは前節と類似iの2つのメジャーを用いて，西部

や東部におけるその高比率が，市内における生産機能分布の局地化と関連していることを

明らかにしたい.

1 産業・臓業立地係数の大都市比較

市内の分析にさきだち 6大都市の比較によって大阪市の特徴をみておこう. 6大都市産

業別従業者の対全国立地係数を示した表 12-4で6大都市の平均値をみると，建設業，

製造業，公務の係数は全国値(1. 0)よりも小さくさらに縮小の傾向にある，電気・ tf

ス・水道業の係数は全国なみで最近ほとんど変化がない，サービス業の係数は全国よりも

やや小さいものの全国値に近づきつつある，金融・保険業，卸・小売業，運輸・通信業の

係数は全国値よりも大きくさらに増大傾向にあると概括できる.大阪市の産業も大都市産

業の平均像からそれほどかい離しているわけではない.ただ大阪市の係数を他都市と比較

すると，卸-小売業は最大で，金融・保険業が東京に次いで大きく，製造業も全国水準を

割ったとはいえ京都に次いで大きいが，公務とサービス業は6大都市中最小である.

大都市機能の把握には臓業別分析がより有効であることはすでにのべた.職業別従業者

の対全国立地係数を示した表 12ーちによると， 6大都市平均では保安と技能・生産の係

数が全国値よりもかなり小さくかっ縮小傾向にあり，サービス，専門・技術，運輸・通信

はほぼ全国なみで大きな変化がなく，管理，事務，販売の係数は全国値よりも大きいが，

そのうち管理は縮小，事務は横ばい，販売は増大の傾向にある.ところで大阪市の係数を

みると管理と事務は東京に次いで第2位の，販売は第 1位の大きさである一方，その他の

織種ではほぼ最低の水準にある.ことに産業分類上の製造業と職業分類上の技能・生産と

の係数値の差は大阪が最大である.産業的にとらえた場合以上に臓業的には卓越職種(事
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務-販売系)とその他の臓種(生産系)との係数格差が大きい.しかも技能・生産，運輸

・通信という生産系2職種の縮小は平均以上に顕著である.それにもかかわらず上述のよ

うに市内の西部と東部では生産機能の比率が大きく，多様性が弱いという結果がでた.生

産機能が市内において偏在しているからに他ならない.

2 市内の機能分布

市の行政区を単位として産業別従業者の局地化係数を算定したのが表 12-6である.

これによって分布偏在牲の強い金融・保険業，公務，電気・ガス・水道業，分布が均等的

なサービス業，建設業，卸・小売業，その中聞の運輸・通信業，製造業といった3グルー

プが識別できる.ただし表のAで 1930年と 1975年を比較しても，表のBで最近1

0年間の変化をみても，ほぼ全産業にわたって分布は均等化しつつある.つまり全市的に

産業の分布をみると均等性は強まっているようである.しかし，そのことが直ちに個別の

区における産業構成の均等化を意味するわけではない.全市の産業別構成比率を基準にし

て区別の産業立地係数を算定した付表 12-1から，主要与産業について最近 10年間の

係数変化の傾向を整理したのが表 12-7である.注目すべき点を列挙すればつぎのとお

りである.卸-小売業の係数は大多数の区で 1に収れんしつつある.サービス業の係数が

縮小しつつある区は7つで，そのうち4区はもともとサービス業の弱い工業地区にある.

製造業や運輸・通信業でも 1に収れんする区が意外に多いけれども，西部臨海や東部内陸

の工業地区「ではすでに大きかった係数が更に増大しつつある.作業現場が移動する建設業

の場合は係数の変化に定向性がなく不定が特に多い.さきの局地化係数の変化が示した産

業分布の均等化が個別の区単位でも確認できるのは卸・小売業であり，製造業，運輸・通

信業，サービス業等では全体として分布の均等化が進みつつも，特定区においては不均等

性が強まっている.

このような傾向は職業別分布において一層明瞭となる.職業別従業者の局地化係数の場

合には(表 12-8)ホワイトカラーや販売・サービス職種の数値が縮小している反面，

技能・生産工程と運輸・通信の数値は増大している.もともと分布が局地的なブルーカラ

ーの職場が更に局地性を強めているのである.さて，区別の職業立地係数を算定した付表

12-2から，構成比の小さい保安を除く 7業種についてここ 10年間の係数変化の傾向

を整理したのが表 12-9である.専門・技術，管理，事務のホワイトカラー3職種では

収れんと不定の区がほとんどで特に問題はないが.販売は工業地区で縮小，サービスはす
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でに突出していた西成や阿部野で一層増大しすでに係数の小さかった東や西で一層縮小.

技能・生産と運輸・通信はすでに突出していた工業地区で更に増大というふうに.分布の

局地化を示す変化が認められる.生産機能は大阪市全体と Lては後退が激しいにもかかわ

らず.その内部においては特定地域への偏在牲を強めているのである.

1 1章のエントロビー値の変化が示した大阪市の機能的多様性の上昇は，相対的に弱か

った非生産機能の増強によるよりも，相対的に強かった生産機能の後退によって生じたも

のとみることができる.ただ生産機能は後退しつつもその分布が一層局地化したために，

東部と西部の両地区に関しては機能的多様性が強まらなかったのである.

阻 メ・ソシュ単位の土地利用類型からみた住工分離

1 産業活動の変化と土地利用の変化

従業者面でとらえた以上のような生産機能の局地化は土地利用の面にどのように反映さ

れているであろうか.メ吋シュを単位とするミクロな分析を行うまえに，全市的な従業者

，人口-住宅の変化と土地利用の変化を概観しておきたい.

大阪市には現在2つの系列の土地利用データがある.昭和40年と与 O年の用途別土地

利用面積と，昭和44年とち 2年の用途別建物延床面積がそれである.これら資料の年次

に近蝕する時点間の事業所と従業者の変化を示したのが表 12-10である.昭和44年

とち 3年の聞に公務を除く全事業所の数は 26%増加しているが従業者の数は2. 3%  ( 

ち万3000人)の増加にとどまり，事業所の平均規模は縮小したことになる.最も変化

の大きい業種は製造業であり，従業者は20%(14万ち 700人)も減少したが事業所

数は 10%増加している.運輸・通信業，建設業，対個人サービス業等の従業者の減少が

それに続くがやはり事業所数は増加している.従業者が増加した業種はその他のサービス

業，飲食唐，小売業，金融・保険業，医療業，卸売業.不動産業と続き，卸売業と小売業

を除いて，事業所や従業者の増加率も大きい.それは，物的生産に直接関連する業種が大

幅に減少して第3次産業が伸びるという産業構造の変化と，さきにみた郊外化の影響を同

時に反映したものであろう.

ただ同一産業に属する事業所を一括して計上する事業所統計は，事務所と工場によづて

立地対応が異なる製造業の分析には適切でない.そこでもっぱら工場を調査対象とする工

業統計によって 43-----弓2年の変化をみると，従業者数の減少は2ラ%で事業所統計の場
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合を上回り，事業所数の増加は 16%でやはり事業所統計の場合を上回る.工場のみをと

ると従業者減少のスピードはより大きく.事業所の零細化はより激しい(表 12-11)

住宅立地の動向もまた土地利用変化の一大要因である.表 12-12にみるように.大

阪市の人口は44----弓2年の間に 22%減少し世帯数は6%減少したので，平均世帯規模

は2. 94人から 2. 75人へと縮小した.しかし住宅総数は43"--雪3年の聞に 10%

増加したから，住宅事情は量的には相当改善されたはずである.また併用住宅が減少して

専用住宅が増え，借家よりも持家の増加率が大きく，借家では一般的に低質な民営借家が

ほとんど増えておらず，専用住宅 1戸当たりの畳数や延べ面積はそれぞれ 1ち%ていど増

加している.住宅は質的にも改善されつつあるといえよう.さらにち 3年の住宅統計が初

めて明らかにした用途地域別の住宅数分布をみると，全市の住宅の 16%は工業地区に，

21%は商業地区に. 63%は住居地区に立地している.工業地区への立地比率は大淀区

(ちち%)がとびぬけて大きく，東成区 (39%).福島区 (29%)，鶴見区 (29%

) .生野区(28%) ，港区 (24%).西成区 (22%).住之江区，平野区，城東区

(各21%)と続く.その対極で東区，天王寺区，南区，阿倍野区，住吉区はいずれもゼ

ロとなっている.

以上のような産業活動や人口-世帯の変化をうけて土地利用はどのように変化したであ

ろうか.時点はややずれるが昭和40----ラO年の用途別用地面積の変化をみると(表 12 

1 3) ，官公署と農林・漁業・その他を除く各種の建物用途面積は全て増加している.

従業者の減少が大きかった工業や運輸・供給・処理施設用途の面積さえ増加Lている.そ

のことは昭和44----雪2年の用途別建物延床面積の変化についても当てはまる.つまり産

業活動の量や内容の変化はストレートに空間利用の比例的な変化をひきおこさないのであ

る.産業活動と空間利用との聞には，過去の慣性や利用原単位の変化などいろいろな要因

が介在しているからである.それにしても工業施設用地の伸びが 1%，工場延床面積の伸

びが 11%であるのに対Lて，業務施設用地の伸びは33%，事務所延床面積の伸びは6

ち%と大きく.産業活動の盛衰は空間利用の上に相対的な形で反映されている.したがっ

て産業活動の実質変化に対応する土地利用変化は，土地利用用途の相対的な組み合わせ，

すなわち土地利用類型の変化として検討する必要がある.

2 メッシュ単位の土地利用類型

大阪市では上で引用した用途別土地面積(建物用途の場合は用途別建物の敷地面積)デ

277 



ータに基づいてラ 00メートルメッシュを単位とする土地利用現況図を作成している(大

阪市総合計画局.1979).ここで使用された敷地面積は水平的な空間利用のみを表現

するのに対して，建物延床面積は立体的な空間利用の実体を表現することができ，都市域

の分析に適しているのであるが，非建物用途を表現できないという欠点をもっ.建物敷地

面積と建物延床面積による用途別構成比を対比すると表 12-14のとおりである.敷地

面積によると住居と業務の利用が過小評価されるし，延床面積によると工業利用が過小評

価されることがわかる.したがて土地利用を十分に表現するためには，両系列のデータを

併用することが望ましい.ただ上述のように敷地面積による用途類型化はすでになされて

いるので(ただし本稿とは手法が異なるに以下では延床面積に基づく類型化を行った.

類型化の手法は第 1章でも用いた下記の修正ウィーパ一法である(土井.1970). 

偏差値=芝(1 0 0 / n -X i )2 
/.FI 

ただし nは組み合わせを構成する要素の個数. X iはその場合の i番目の要素
の構成比率.偏差値が最小となる要素の組み合わせを類型と判定する.

原データは大阪市総合計画局 (1979年) r大阪市メッシュ・データ集(ち)J所収

の，昭和ち 2年建物床面積調査による 500メートルメヴシュ毎の用途別延床面積である

圃用途は住宅.併用住宅，工場，事務所，底舗，遊興，運輸・供給，文教・厚生，官公害

，その他の 10分類である.得られた類型は図 12-1のとおりである.これから読みと

れる類型分布，すなわち土地利用構造の特徴を挙げてみよう.

( 1 )住宅型 単一用途型のメッシュは住宅 (G)234.工場 (M)51.運輸・供

給 (T)4ち，事務所 (0)8.文教・厚生 (E) 3.官公署 (G) 1である.住宅型は

市域南部の阿部野，住吉，東住吉，平野南部と東北部の東淀川，旭，城東北部，鶴見東部

に集中しており，土地面積データに基づいて設定された総合計画局の類型の住居専用型お

よび住居型の分布パターンと基本的には一致している(大阪市総合計画局~ 1 979年，

17-19ページ).ただ総合計画局の類型分布では環状線東部にも住居型が相当広がっ

て南北の住居地区佳つないでいるが，本図の住宅型は東部地区で住工混合型メッシュの聞

に散在するのみで，南北の住宅型地区は完全に分断されている.さきにみたように土地面

積によるよりも建物面積によるほうが，住居利用は大きく計測されるにもかかわらずこう

した結果がでたことは，類型設定の手法の遣いに原因がある.東部地区における混合用途

の現実の広がり方を考えれば，本図の類型がより適切とおもわれる.

( 2 )工場型，運輸・供給型 工場型メッシュは西部の臨海地区に集中Lており，この
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点、では総合計画局の分布と基本的な一致をみる.しかし後者では淀川区と西淀川区の境界

付近や東部内陸にも工業型や工業専用型がかなり分布するのにたいして，本図ではそれら

がほとんど住工混合用途に分類されている.この場合もまた実際の混合用途の広がり方に

照らしていえば，本図の類型がより現実的であるとおもわれる.運輸・供給型メッシュも

大部分が臨海部に集中しており，これにTM型と MT型を加えれば，天保山付近を除く臨

海部はほぼ完全に工場および運輸施設の卓越メッシュによって覆われてしまう.市街地形

成の核心が内陸部にあったことや，臨海部が埋め立てによって順次拡張され工業用地とし

て利用されてきた歴史によるのであろうが，都市アメニティの向上のために臨海部の土地

利用転換を図るべきだとの意見がでる所以である.

( 3 )事務所型 8つの事務所型メッシュのうち 7つは御堂筋の左右に並び，これに事

務所，庖舗，遊興，官公署の混合型を示す08，80， 8P， OG， 08P， 80P， 0 

G8等を加えると，梅田，難波，四つ橋筋，堺筋によって画される狭義の都心部 (CBO  

)が識別される. CBOの外側には0，p， 8の要素にRやTが加わった複合類型が分布

しており.環状繰内はほぼそのような類型のメッシュで覆われる.また新大阪駅周辺には

RO， 8R， TO， RTO， ROTメッシュが集中して副次的中心の形成が認められる.

なお総合計画局の商業型の分布範囲は本図における環状穣内複合類型の分布範囲に近く，

CBOを分別し得ていない.

(4 )混合型総数929のメッシュのうちラ 87(63%)は2用途以上の混合類型

メッシュである.混合類型の中では住居が主，工場が従で混合している RM型が68メッ

シュと多く，その逆のMR型 21メッシュを加えると，住工2要素のみの混合メッシュは

89を数える.さらに3用途混合であるが住工混合の性格が強いRCM(10)，RMC 

(7)， RMT  (40)， MRT  (19)， MTR  (4)， TRMまたはTMR(8)の

合計 11 0メッシュと，住工に運輸以外の用途が加わったRME(ラ)， RMO(4)，

RMG (1)， MRO (3)， MRE (2)， REM (4)， R8M (3)， RPM (2 

)， RGM  (1)， MOR (2)， MGR  (1)， EMR (1)の合計29メッシュを加

えると，住工混合的メッシュの数は総数229(全体の2雪%)となり住宅型に匹敵する

.その最大の分布地区は城東区，鶴見区，東成区，生野区，平野区東北にわたる東部内陸

地帯，第2の集中地区|は西淀川区東部から淀川区西部にかけての内陸地帯，第3の集中地

区!は西成区，大正区，港区につらなる環状謀西南の内陸部である.再び総合計画局の類型

図と対比すれば，住工混合を意味する同図の準工業型メッシュの分布範囲は，この3つの
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集中地区lにほぼ一致するが，メッシュの数は77と少なく住工混合が過小評価されている

ように思われる.このように本章で作成した土地利用類型図が示す大阪市の土地利用構造

は，既存の土地利用類型図が表現する内容と基本的な点での違いはないが，各種の用途混

合地図をよりきめ細かく表現している.

3 土地利用類型の変化

大阪市総合計画局の昭和44年調査のメッシュデータ(同局「大阪市域メッシュ統計図

( 1 ) J昭和48年)では文教・厚生，運輸・供給，その他の項目にかんする集計が正確

になされていないため，図 12 -~ 1に対応する 44年の類型図を作成することはできない

.そこで建物用途を住宅，併用住宅，工場，事務所，底舗，遊興の6つに限定して(即ち

これら 6用途の延床面積の合計を 100%とする). 44年と 52年の土地利用類型図を

作成し両者を比較したのが図 12-2である.図では両年次の利用類型に変化がなかった

メッシュと，変化が生じたメッシュとが同時に示されている.ただしこの場合の変化はあ

くまでも類型上の変化である点に注意しなければならない.ある種の用途が著しく増減し

ても類型は変化しないケースがあるからである.例えば住工混合 (RM)メッシュで住宅

と工場が同程度に増加又は減少しても類型上の変化はない.本図で示される変化は，各用

途の絶対的な変化よりも他の用途にたいする相対的な変化の大きさ，それもパーセント系

列中における順位に変動が生じる程度のものを反映しているのである.

さて，図 12-2の類型変化の内容を整理すると付表 12-3が得られる.それを集約

Lて類型変化の方向や比率を示したのが表 12-15である.表中の変化率は例えば住宅

型の場合.44年の総数374メッシュのうち与 2年に他の型に変化した38メッシュの

比率を意味し類型増加には44年の非住宅型からち 2年の住宅型に変化した65メッシ

ュを，類型減少には44年の住宅型から 52年の非住宅型に変化した 38メッシュを計上

している.ここで特に注目されるのは. 7つの類型のうち住工混合型だけが減少している

点である.すなわち，住工混合型からは94メッシュが他の類型に変化したにもかかわら

ず，他の類型から住工混合型に転じたものは28メッシュにすぎなかったために，結局住

工混合型は66メッシュの減少となった.ところで住工混合類型増加の28ケースから住

工商混合→住工混合のちケースを除外Lて，代わりに住宅→住工商混合，工場→住工商混

合，住商混合→住工商混合，工商混合→住工商混合と付表 12-3のX-RC.Mを加え

，それを住工混合化とみなせば合計30ケースとなる(付表 12-3のAに相当する). 
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一方，住工商混合→住商混合，住商工混合→工商混合の変化も住工分離化とみなL.住工

混合→住工商混合を住工分離化から除外Lておくと.住工分離化の合計は88ケースとな

る(付表 12-3のBに相当する).このように住工混合化を広義に解釈し.住工分離化

を狭義に解釈しても，分離化は混合化を大きく上回っている.そして分離化の内容は混合

地区から工場要素が消滅Lたケースが圧倒的に多く，工場が相対的に増加して工場型に転

化したものは少ない.こうした事実は，大阪市の土地利用を特徴づけてきた広汎な住広混

合が，次第に解消の方向に向かっていることを示唆する.本節のはじめにみた製造業従業

者の大幅な減少や住宅の増加は，土地利用類型にこのような変化をもたらしたものと解釈

できる.なお表 12 -~ 1雪で工場型メッシュは増加と減少がともに 18で実質的には変化

がゼロであり，付表でその他に分類したX-M.すなわち未利用地の工場地化を加えて，

ようやく 17の純増となる.

さて，以上のような土地利用類型の変化は市域のどこで発生したであろうか.図 12-

3は付表 12-3で識別Lた工場，商業.住宅各要素の付加と消滅のケースをプロット L

たものである.工場要素の付加メッシュは臨海部の埋立地と市域東南部に多くみられる.

それにたいして工場要素の消滅メッシュは，西淀川区やもともと工場要素の少なかった市

域南部を除く全域に広く分布している.さらに図 12← 4では住工混合化メッシュ(付表

12-3のA)と住工分離化メッシュ(同 B)の分布を示した.この図には混合化や分離

化が工場と住宅のいずれの増減によるものであるのかも示されている.混合化メッシュは

東の環状線ぞいから市の東南部にかけて一番多く分布しており，混合化の原因はほとんど

工場の増加にある.それにたいして市域の西半に位置する混合化メッシュ 10個のうち 6

個は住宅の増加にともなうものである.混合化よりはるかに多い住工分離化メ、yシュは，

大正区で援集しながらもほぼ全市的に分布している.そして分離化は工場の相対的減少を

原因とするものが圧倒的に多く，またその大部分では工場が絶対的にも減少している.住

宅の相対的減少を原因とする住工分離化のケースは少ないが，その全ては市域西半部に位

置しており，またほとんどの場合，住宅の絶対的減少をともなっている.つまり市域の西

半では住宅の離脱による住工分離=工場地化と，工場地区八の住宅の進出による住工混合

地化が同時に進行しているといえる.

このような分析から，大阪市における工業活動の弱体化は工業専用的な地区!の退行より

もむしろ，広汎に存在する住工混合地区の解消を促進しているとみなせる"これが前節で

みた生産機能局地化の内容でもある.周知のように.住工混合地区は多くの問題を内包し
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ているために，こうした動向を妻子ま Lいものと評価する立場がある. lかL後にふれるよ

うに住工混合地区にはいくつもの利点が存在する.ここでの分析のみからは住工混合の可

否を判断することはできない.ただ混合の解消が主として，混合地区に立地する中小工場

の市外への移転や消滅によって発現している事実は.都市活力の維持や雇用機会の確保と

いう面において大きな問題となる.第4章でみたように，今後大都市の活力は労働集約的

な中小企業の活動によって維持されねばならない，というのが世界の先進国に共通する認

識であり，大阪もその例外ではないからである.

町 経済的活力の減退

1 従業者の減少

すでに第3章において，大阪のインーナエリアが英国のインナーシティ問題と類似した

問題を持ちはじめたことを示l，本章の第 1節では，大阪都市圏の郊外化にともなってイ

ンナーエリアが低質化しつつあることをみた.しかしこのような認識が一般化しているわ

けではない.例えば地域主義を標ぼうする清成忠男は，現段階でまだ大都市が衰退してい

ないことこそが問題であり，諸機能の分散を促進して大都市の衰退を積極的に加速するこ

とが望ま Lいという(清成， 1 982年).その論拠を要約すれば以下のとおりである.

現在インナーシティ問題が取り上げられるのは，欧米とくに米国の都市問題とのアナロジ

ーを誇大視し.インナーシティ論に刺激されているからである.わが国の大都市の事業所

数と従業者数の変化(昭和ち O~ ち 3 年とち 3--- ち 6 年) ，東京都と大阪府の県民分配所

得の変化(ち O九ち 4年)， 1 1大都市を個別にみた従業者数の変化(ち 3----56年)， 

大阪市と東京都区部の事業所と従業者の密度(ち 6年)，東京都内部の地域別事業所数と

従業者数の変化(ちラ~ち 6年)，大都府県と 11大都市の生産性(ち 4. ち6年)，東

京都の事業所開廃率(与 4---ち6年)等を検討してみると.欧米におけるようなインナー

シティ問題は少なくとも現時点のわが国には存在しない.しかも今日，都市規模において

も企業規模においても，スケールメリットを追求する時代は終わったのであり.大都市を

ヒューマンスケールに戻すことが必要である.その点からいえば，既存の大都市がまだ没

落過程に入っていないことがまさに問題で，いずれおとずれる衰退を契機として大都市は

構造改革をおし進めるべきである.

第3章で引用LたOECD都市グループのレポートも，人口・雇用の減少が必然的に都
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市問題の原因になると即断すべきではなく，それによってたとえば，過密によるストレス

の緩和，環境の改善，レクレーションその他の用地の創出等，住民の生活条件を改善する

機会が生まれることがあると指摘Lていた (OECD，1983， p. ち0).しかし.

大都市が規模の縮小に応ヒて，過密を解消しながら高質で活力のある社会を構築すること

は容易ではない.すでにみた英米大都市の先例はそのことの困難さを教えている.規模縮

小は直接的，短期的には失業者を多発させるし，間接的，長期的には苗床機能の衰弱をも

たらすからである.したがって.わが国で英米先行都市の教訓を生かすためには，規模縮

小によって衰退が自明のものとなる以前にその兆候を正確に把握し.適切な対策を講ずる

ことが必要である.本項ではまず規模縮小と失業について検討してみたい.その際，上記

清成氏の論証との関係でいえば.次の諸点に留意しなければならない. (1)大都市一般

ではなく成熟度の高い6大都市クラスが問題となる. (2)衰退の兆候は都心やアウター

シティ(都市域内の新しい市街地)を含む都市全体にではなく，まずインナーエリアに発

現する(ニューヨークでもマンハ、γタンやリッチモンドではなくプロンクス，プルヴクリ

シ，クイーンズの衰退が深刻である). (3)表退現象は夜間人口や物的生産活動とりわ

け製造業の減少を経て，従業者全体の減少が生じる時に顕在化する.

さて，表 12-16は6大都市の人口，工業従業者，事業所従業者について， 1 970 

年代における減少区を示Lている.人口に関してはすでに各都市ともアウターエリアを除

く諸区で減少しているが，人口のピークが昭和40年で以後の減少が広範囲におよんでい

る大阪と東京を除く 4市では，未だ総人口が増加している.工業従業者の場合は国全体の

産業構造の変化を反映して，全国値そのものが昭和48年をピークとして以後減少し続け

ているが. 46---ちち年の全国の減少率を上回るケースをとると，横浜を除く宮都市の大

部分の区がそれに該当する.なお都市全体のピーク年次は東京，名古屋.大阪の3大都市

が38年であるのに対して，他の3都市は44年である.事業所従業者の減少区はさすが

に少ないけれども，インナーエリアに属するいくつかの区で減少がはじまっている.この

ような状況をうけてようやく政府レベルにおいても「大都市都心周辺部の中には，工場流

出が必ずしも円滑な機能の更新に結びつかず，活力低下の兆しがみられる地区も存してい

るJ と認識されるようになった(国土庁計画局・調整局， 1983年， 8ページ).とく

に22区中 19区と 8区中4区で事業所従業者が減少している大阪と神戸は目立ち，この

両市では失業率も一際高Lパ別のデータによる表 11 -1 4でも両市の失業率は高い). 

わが国の大都市の中でF大阪市は規模の縮小が最も顕著で表退を警戒すべき段階に来ている
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といえよう.大阪市がなぜこのように突出 Lた状態を示すのであろうか.この間いに対す

るヒントは米国の事例から得られる. 1 978年の米国連邦都市政策白書は人口減少，失

業，低所得によって判別される困窮都市に共通する特徴と Lて，工業中心であった，建物

ストックが古い，周辺地区の非協力のため合併による拡張ができない，市域が十分に開発

Lつくされている，マイノリティが集中しているの弓つを挙げている (The U. S. 

HUD， 1978. p. 40).かつてわが国最大の工業都市であり，現在では市域面積

が6大都市中最小で.その全域がD1 D (人口集中地区)に属する大阪市には，マイノリ

ティの集中を除く 4項目の全てがあてはまるのである.

そこで大阪市をめぐる就業者の動向をより詳細に示せば表 12-17のとおりである.

既述のように従業者総数は70年代を通じて減少しているが，職業別では，サービス，技

能・作業，運輸・通信の 3職種が前・後半ともに減少L.事務も後半には減少に転じた.

減少絶対量では前半には技能・作業の 11万人が主体であるのにたいして，後半には事務

の4. 9万人が最大で技能・作業の 3. 4万人がそれにつぐ.工場の流出が必ずLも円滑

な機能の更新に結び付かないという国土庁の指摘はまさにこのことをさす.通勤流入者総

数の伸びは前半期の 13.4万人から後半期には 1. 8万人と鈍る.それでも事務と運輸

-通信を除く各職種において増加しているので，従業者中に占める通勤流入者の比率(流

入率)は一様に上昇し，ホワイトカラー3職種とサービスではち 0%をこえている.常住

者の動向として注目されるのは.全体としては減少が続くなかで専門・技術と販売のみが

増加している点である.第7章でみた英米大都市のジエントリフィケーションをほうふつ

させる動向である.常住者の減少にもかかわらず通勤流出者は各騒種で増加し，伸び数で

は流入を上回った点も注目される.それは常住者中に占める通勤流出者の比率(流出率)

の上昇を意味し，サービスと販売以外の職種では 14~20%に達している.すでにのべ

たようにこうした労働力のモビリティの高さは，わが国大都市の失業率を英米大都市のそ

れよりはるかに低水準に保つ一要因となっている.それにしても，常住者の減少と通勤流

出者の増加との相乗効果による常住従業者の減少は大きく， 70年代をつうじてその実数

は24万人に達している. 70年代後半にかろうじて増加した職場の過半数は常住者によ

らず通勤流入者によって充填された.労働力需給のミスマッチを感じさせる動向といえよ

ヲ.

たとい職住の不一致が拡大Lても，市外通勤によって常住者の職場が確保されるならば

まだLも良い.しかL大阪郊外の臨場が今後も拡大して大阪市の労働力を吸収しつづける
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保証はない三全総フォローア・ソプ作業報告 j は表 12 --1 8のような指標を用いて，

大阪圏(京都.大阪，兵庫)の地位の相対的低下を指摘している{国土庁計画・調整局，

1983年.10--11ページ).すなわち大企業本社数，工業出荷額.卸売販売額，大

学教官数，大学学生数，ホワイトカラー，管理的職業従事者に関しては地方圏(3大都市

圏以外の全国)のシェアが上昇し，手形交換金額，株式売買金額，輸出入額，在日外銀従

業者数に関しては東京圏(埼玉，千葉，東京.神奈川)のシェアが上昇しているのに，大

阪国(京都，大阪，兵庫)や大阪府のシェアはそれら全ての指標に関して低下しているの

である.高位機能の東京圏への集中と，中-下位機能の地方圏への分散(いわゆる成熟に

もとづく分散)がその原因あることは容易に理解されよう.中心都市大阪がもっ狭域牲と

高い開発熟度といった地理的.歴史的性格は都市圏レベルにおいても貫徹しており，その

ことが産業構造の変化を内包する新しい地域システムの形成にさいしてマイナスに作用し

たのである.米国のサンベルトに対するフロストベルトの状況や，英国の南東地域(首都

ロンドンが中心である)に対する北西地域(マンチェスターとリバプールが中心である)

の状況に対応するものではなかろうか.

2 苗床機能の衰弱

規模縮小が第 II.rn節でみたところの機能分布の局地化と結合するとき，大都市の経請

により根本的な問題をもたらす.それは大都市が身上とする苗床 (seed bed)機

能の衰弱であるといわれていることをすでにみた(第4章).都市の活力についてはさま

ざまなとらえ方があるけれども，新しいものを生みだす力がその根本であり，たとい，成

長の鈍化や規模の縮小が生じても，苗床機能が健全で新陳代謝が続く限り，都市の活力は

衰えていないとみなしうるからである.大阪がもっ苗床機能は現在どのような状態にある

のであろうか.苗床機能の変化をみるためには新規開設事業所の数を知る必要がある.そ

れを近似的に示したのが事業所統計に基づく表12-19である.この表の開設には新規

開設のみならず移転にともなう新規立地が含まれているから，表からの読みとりは厳密な

ものといえないけれども，苗床機能の強弱変化の傾向をある程度はつかむことができる.

主要な点を列挙すれば以下のとおりである. (1)非農林水産業の開設絶対数の伸びは全

般的に低下しているが， 3大都府県のそれは全国よりもやや低く，大阪府のそれはさらに

低い. (2)開設率では大阪府と東京都，とくに大阪府のそれは高いが. 70年代におけ

る低下のピッチは大阪府が急で，他地区の水準に接近してきている. (3)製造業のみの
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開設絶対数でも最近の大阪府は落ち込みが大きいか，伸びが小さい. (4) Lたがってこ

れまで高かった大阪府の開設率は急速に低下して，他地区との格差が縮小Lている. (ち

)消滅絶対数の変化をみれば，非農林水産業も製造業も東京都と大阪府の消滅が増勢にあ

り，とくに大阪府でそれが顕著である. (6)消滅率についても東京都と大阪府の値は他

地区にくらべて大きい.このような諸点を勘案すればわが国の大都府県とりわけ大阪府の

，新Lい企業を生みだす力，換言すれば苗床機能は相対的に弱化しており，これまで若々

しかった事業所の開設年齢構成にも老化の兆しが見え始めたといってよい.同時に，事業

所が他よりも多く消滅するので新陳代謝のバランスは崩れてきている(開設数と消滅数の

差は次第に縮まっている).なお大阪府商工部「工場立地に関する調査J (ち 7年 12月

実施)によれば，工業事業所減少の理由の第 1は零細工場(従業者9人以下)の廃業.第

2は中小工場 (10-----299人)の廃業であり，工場転出の影響は小さい(大阪商工会議

所. 1983年. 92べ←ジ).この点では英国のロンドンも同様の事情にある.インナ

ーエリアの工業衰退の主因は既存事業所の移転よりも閉鎖にあり，閉鎖による従業者の減

少を新開設による増加でカバー Lきれなかった(成田. 1984年， 190ページ). 

大阪市については十分な経年的データが得られないが，大阪府全体に比べると開設率は

小さく消滅率は大きい.大阪府下における製造業事業所の開設率と消滅率の地区的差異は

表 12-20のとおりである.豊能から三島，北河内，南河内，泉北，泉南へと北大阪か

ら南大阪へ時計四りに開設率は低下しており，都市化の程度すなわち都市化の経漬 (ur 

banization economy)の大きさと開設率の大きさは相関的である.と

ころがもっとも都市化の経請が大きいはずの大阪市のみは，開設率が泉州なみの9%にと

どまっている.また大阪市内での開設率の分布をみると，都心部とアウターエリア(周辺

区)の開設率が概して高く，インナーエリアのそれは総じて低い.つまり第 II.班節でみ

た工業特化地区の首床機能は非工業地区のそれに比べて劣るのである.

本章のこれまでの分析は，規模縮小を通じて環境を改善Lつつ活力を維持することが，

現実には容易でないことを示している.第2部でとりあげた英米大都市の教訓にしたがえ

ば，いまこそ大阪にとって革新的な小工業の振興が必要である.次章ではその問題を論ヒ

てみたい.
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Gう長琵胆主

l 小工業振興の意義

1 公的計画にみる大阪産業の位置づけ

英米の大都市に類似した問題が発現しつつある大阪市のインナーエリアを活性化させる

ためには，小工業を振興することが必要でありかつそれが可能であることを論じるのが本

章の目的である.まずは，国や地方が策定した現行の計画やビジョンが大阪市の産業をど

のように位置づけているかの検討からはじめることとする.これによって，大都市が成熟

化する中でわが国でも大都市政策がしだいに変化Lつつあることが読み取れる.

現在 f4全総」の策定中であるが， 1977年に決定された現行の f3全総」につい

ては第3章で言及した.それは巨大都市の問題を過密と資源の限界牲にあると認識して，

東京，大阪の人口と産業の増大抑制をうちだした.しかしそれは大都市成熟化以前の段階

で大都市問題をとらえて策定された政策であるから.その後の状況をふまえて4全総がど

のような大都市政策を提示するかに注目したい. 3全総をうけて翌78年に2度目の全面

改訂が行われた「近畿圏基本整備計画」についても第3章でコメントした.それは過密と

資源制約に加えて地域中枢としての役割低下が大阪の問題であると認識し，工場の立地抑

制や分散によって過密をしのぎつつ，他方では中枢管理機能や商業業務機能を強化するい

わゆる機能純化政策1で問題に対処しようとした.しかL，英米の大都市でも大阪でも機能

純化では衰退に対応しきれないことはすでにみた.さらに根本的なこの計画の欠陥は，大

阪の中枢牲の低下を東京にたいする関西の地盤沈下としてのみとらえ，大都市成熟化の一

般的問題として十分に認識していない点である.

それにたいして， 1980年に作成された「大阪府総合計画概案Jは， 60年代の拡大

発展期と 70年代の混迷期を経て大阪は現在大きな転換期に際会しており，それは70年

代後半に始まった人口と産業の大阪離れ，いわば今日の先進諸国に共通する大都市の衰退

という現象であり，衰退への挑戦が転換の基本的方向であるといいきっている.ところが

この概案中の地域別整備構想においては，大阪市地域の整備目標として，国際都市として

の機能整備，都市圏-西日本・近畿の中心としての中枢管理機能の拡充，それに対応する

("} ()~) 
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交通網の整備.安全で快適な生活環境づくり.文化機能の強化，大阪港の整備のむ点があ

げられているものの.工業機能については言及されておらず，結果と Lては，中枢管理都

市への機能純化を目指Lた近畿圏基本整備計画の方向に頬似したものとなっている(大阪

府総合計画審議会事務局. 1 980年}ー

同じく 1980年に公表された大阪府商工業振興審議会答申「大阪産業ビシJ ヨシ， 80 

1は概案とはやや異なった政策にたち，その副題が示すように大阪がもっ個性からの出発

を強調Lている.I!Oち.地場産業をはじめすぐれた中堅中小企業の大集積がある.知識集

約的な企業体質が比較的強い，厳しい選択眼をもった消費者が存在する.自由で独創的な

革新的企業家精神の伝統が存在する.大衆の生活に密着した生活関連産業に優位性をもっ

等々の大阪の特徴を基盤と Lて.生活ニ←ズ充足型産業構造への移行を果たそうとする.

そのためには中小企業の活性化，中堅企業の展開，工業構造の高度化(都市型化，適正配

置.技術開発力の強化).商業-貿易・サービス産業の振興.南大阪地域の振興が必要で

あるという.低下 Lている中枢機能に関 Lては大阪に本社機能を持ち続けている中堅企業

の充実・集積を期待Lている.そ Lて大阪市域の工業については次のような認識と振興方

向を示している.従業者は減少し事業所は頭打ちとはいえ量的には府下ち地域の中では最

大のウエートを占めている.産業中分類、レベルでは多角化Lているが，高付加価値産業の

ウエートは必ずLも高くはない.今後は都市機能との関連が強くて付加価値の大きい知識

集約型ないしはファ、ソション型の，多種少量で変化の激しい需要に対応できる機動性に富

んだ工業を育成すべきである.また中小企業については.集団化・共同化・協業化により

体質の強化を図る必要がある(大阪府商工業振興審議会事務局， 1980).このように

産業ビジョンは総合計画概案に比べると工業重視の性格が鮮明である.

策定後わずか3年の 1981年に手直Lされた産業構造審議会近畿地域産業分科会 18

O年代の近畿地域産業ビジヲン Jは両者の中間的な性格をもっている.これは大都市の再

開発，中枢管理機能の強化.ナショナIJ.， セキュリティの確保，防災対策の充実，産業の

適正配置のちつを京阪神大都市圏の課題とな L，さらに， 3都市は周辺地域の母都市.西

日本の中核都市というこれまでの役割に加えて.国際化に対応Lうる世界都市の役割を果

たすまちづくりが必要であるとのべている.工業については産業の適正配置の中で言及し

ており，都市の経済的活力維持等の観点から.本来大都市の機能に密着Lている都市型産

業，地域に密着Lて特色を発揮 Lてきた地場産業.需要地に近接する等の理由から地方へ

の移転が困難な中小企業等の都市立地を図る必要があることを指摘Lている(大阪通商産

E89 



業局 .1981) .この点で中枢管理機能への純化を目指 Lた計画て・・はないけれども.中

枢管理機能の東京への一点集中の危検性を強調して.京阪神が分散の受け皿となることを

要求するナショナJl セキュリティ論を含めて，このビシジヲンが中躯管理機能の強化を重

視していることは明らかである. Lかも世界都市をまちづくりの目標にかかげている点で

'第8章でみた 20世紀財団提唱のニューヨークの戦略に酷似している.

1984年にでた大阪市中小企業対策審議会の提言もこれとよく似た性格をもっている

それは大阪市経済振興の基本目標を国際中心都市，情報中枢都市，文化創造都市，暮ら

しよい都市の4っと定めた.そ Lてこれら 4目標を達成するためには次のちつが重要な課

題であるとした. (1)国際機能の強化:産業構造の先進国型化，国際交流の活発化.国

際経済協力センターと Lての機能強化. (2)広域中枢機能の充実:従来の流通機能に強

く依存した中枢性から情報機能の優秀さに支えられた中枢性への脱皮. (3)研究開発機

能の強化:先端技術産業の育成と在来産業の研究開発機能の強化.研究開発機能の立地誘

導. (4)活力ある中小企業の育成:高い能率と高度の専門性や知識集約性をもった都市

型サービス業や都市型工業の振興. (雪)市街地の再開発と整備:住工混合地域の整備.

西部臨海地域の再構成.都心・準都心地域の情報-文化機能の充実と住機能の回復(大阪

市中小企業対策審議会.1984).この提言が意識しているかどうかはともかく，ここ

では中枢管理機能か生産機能かあるいはその両者かという 2分法はなくなり.両者は相互

に補完しあうものあるいは不可分なものとして扱われている.たとえば先端産業の育成や

研究開発機能の強化は情報の発生源をつくることとなり.広域中枢機能の充実につながる

のである.

以上3全総以降に策定された大阪市に関連するいくつかの計画をみてきたが，当初の中

枢管理機能への純化論から.質的転換を伴う生産機能の重視へと政策がシフトしつつある

ことが読みとれる.それには最初に述べたように社会の成熟化とでもいうべき環境の変化

が関わっているのである.

2 産業社会の成熟と大都市の小工業

( 1 ) 成熟社会と大都市

現代の大都市は産業社会の結節点ごありそれを支えるべーシヅクな機能は中枢管理機能

であるから.衰退の兆候を感ヒた大都市が中枢管理機能の再強化によって活力の維持や回

復を図ろうと Lたのは自然であった. LかLこれからの成熟社会では，最高次の中枢管理
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機能が立地するごく限られた大都市(例えはニューヨークや東京)を除いて般の大都

市が従来以上に中枢管理機能を強化することは困難となるであろう.成熟社会の概念は必

ずLも明確ではないが.例えばデニス ガポール (D. Gabor)の|成熟社会 J (ff 

ポー1[.-. 1 9 7 3年)やアルピン トフラー (A. Toffler)の|第 3の波 J (ト

フラー， 1 980年)では，大量生産に基づく成長指向的産業社会の行き詰まりを打開す

る社会と Lて位置づけられている.ガボールの主張の要旨はこうである.これまで成長さ

えすれば良いという考え方が世界の普遍的信条となってきた.しかし成長により高水準の

物質的安楽と安全が得られた先進地域において r文明の中の不安J としけ問題が現れ.

一方では成長が無限に続けられないことが明らかになった.そこで先進地域が今後目指す

べき社会は.人口および物質的消費の成長をあきらめ生活の質を成長させる社会，経済成

長が終わりを遂げた時に社会内部が平和であり自然環境との調和が保たれている社会，つ

まり成熟社会である.成長を偶像視Lてきた社会から成熟社会への移行は容易でないが.

サービス経請の重視，各種レベルの教育の充実，市民へのサパテイカルの導入，消費より

も非物的価値の所有の重視，多様性の尊重，妥協につぐ妥f高等によってわれわれはそれを

達成Lなければならない凶

トフラーは来るべき社会を規範や目標と Lてではなく.第2の波である産業革命による

社会が行き詰まった後に必然的におとずれる第3の波として描きだLた.その基盤は多種

多様な再生可能で広範囲に散在するエネルギー資源.省エネルギー-小規模・安全・操作

容易・廃棄物再利用等を特徴とする多様な技術，高度に電子化された情報，非画一的なメ

ディア等である.それらに基づく生産活動は多品種少量注文生産，省エネルギー・省原料

生産，仕事場の家庭(エレクトロ二、γクコテ、ソシ.)への移行，消費者の生産への関与の増

大と市場経清の退行，等を特徴と Lている.その社会では，時間の多様化，価値観の多様

化，脱規格化.脱中央集権化，脱極大化.自然との調和等が人間行動の原員11となり，各種

の組織は官僚的な縦型のヒエラルキーから横型のネ・ソトワークに変化するし.国家の役割

は縮小L.全国市場は細分化されて地域の意義が大きくなる.

文明評論的な二人の考察の全てが妥当かどうかはともかく，成熟社会が産業社会の成長

の極点で始まるというこ人主張に従うならば，世界の諸地域の成熟社会への接近度を示す

指標は 1人当たりのGDPと考えてよい. 198 1年の数値(ドル)をみると米国 1万2

ち69.カナダ 1万 174ち.西独 1万 1084. フランス 1万Oラ91.日本9684

'英国90弓7であり (OECO，NationalACCfounts 1%4-1Q81による)わが国も成熟社会
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への転換期にあるといえよう.この点について.例えば野村総合研究所は80年代から 2

1世紀にかけての比較的近い時期に予想される日本社会の変化の方向と Lて日 本 型成

熟社会 Jのタイトルのもとに次の 7局面を挙げている. (1)情報化の進展， (2 i人口

高齢化の進展， (ヲ}女性の社会進出， (4)分散化の進展による地方の時代. (ち)サ

ービス経済化の進展， (6)技術革新の進展開. (7)エネル:ギー構成の変化，がそれで

ある(野村総合研究所， 198 1年)-あるいはまた，国民生活審議会長期展望小委員会

報告は. (1)全国的な都市化の進展と地方への人口，機能の分散. (2)新ゴミュニテ

ィと多様な家族関係の形成， (3)労働生活の質の向上. (4)教育の多様化. (ラ)多

元的集団への同時帰属， (6)ボランティア活動による福祉サービス. (7)文化活動の

多様化を， 1つの可能な 21世紀の国民生活像と Lて提示Lた(経済企画庁国民生活局国

民生活政策課. 1 979年)-いま 1つの例をみよう. 1 983年に始まった一連の大蔵

省委託研究は「ソフト化社会Jの用語によって，近代化，産業化の時代から新Lい時代へ

の大きな文明史の転換を表現Lた.そ Lてソフト化について次の4つの特徴を指摘Lてい

る_ (1)情報化・知識集約化:科学技術・生活のソフト化，質の向上. (2)人々の意

識の変化:量の充足から質の向上へ，文化的-精神的豊かさや個性化-多様化の追求， ( 

3 )システムの変化:小規模・分散化と人間性の回復， (4)経済のソフト化:サービス

化・軽薄短小化(江見康ーチーム. 1984年.3--13ページ)-用語は異なるものの

この社会が成熟社会とほぼ同義に使用されていることは明らかである.

以上に例示した内外の成熟社会像には少なくとも物的成長の鈍化.さまざま局面におけ

る多様化.空間的分散化という共通点が認められる.それは規格化，集中化，極大化を基

礎とする産業社会の中枢として機能してきた大都市の存在をおびやかすものである.先進

資本主義諸国における大都市衰退の問題はそのような社会の変化に関連Lているのであり

，第 3章でとりあげたインナーシティ問題はまさにそれである. C _ H. レプンはその踊

著に「成熟した大都市圏」の名を冠し ζ，就業機会の減少.自治体の財政危機，中心部市

の物的衰退の 3つをその代表的な現象と Lた (Leaven. 1978)_わが国でも 1

979年 12月の都市計画中央審議会の答申 l長期的視点に立った都市整備の基本的方向

J は，都市の発展動向については不確実性があるものの，かつての 3大都市圏への極端な

集中構造から多極化構造へと着実に移行Lつつあり. 2 1世紀を展望した長期的な都市整

備の方向としては，現在の多極化傾向をさらに拡大Lて全国的にバランスのとれた都市ネ

ヴトワークの形成を図ることが特に重要であると述べている(建設省都市局. 1 980年

正九 {)C、
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人口や経済の成長が低下する中で都市ネ吋トワークの多極化が進展すれば，既存の 3大

集中梧における人口や産業の絶対的な減少はさけられない.すでに第 12章でその兆候を

みたが，ここで特に指摘Lておきたいのは.減少は物的生産部門にとどまらず中枢管理部

門にも及びつつある点である.産業革命以後の大都市の成長をうなが Lた主要機能の変遷

を概括すれば，第 Z次移出セクター(主に工業)の発展→ローカルセクターと第 3次移出

セクター(主に商業)の充実→第2次移出セクターの減退と第4次移出セクター(中枢管

理機能)の発展と~\う 111ft序をたどる.成熟化による雇用機会の減少は主と L て第 2 次移出

セクターの讃Lい減少によるが，それをカバーしきれない中枢管理機能のかげりにも原因

がある.筆者が試算Lた市域外部の事業所を管理する管理職従業者数の変動を通Lて.主

要大都市における中枢管理機能の消長をみると(図 13 -1 ) ，昭和4O-~4 ち年には京

阪神 3都市のそれは他の大都市を相当上回る伸びを示 Lたが. 4与L 弓O年では東京.名

古屋と京阪神3都市の伸びはマイナスに転ヒ.札幌.仙台.金沢.広島，高松.福岡の伸

びが顕著である(大阪市総合計画局. 1979年). 

前項でみたように，大阪をめぐる計画やビジョンの産業政策が中枢管理機能への純化か

ら生産機能の垂視へと次第に転換Lつつあるのは，以上のような状況の変化に対応したも

のと考えてよい.もちろん過密に悩んできた大都市がさらなる量的成長を追求する必要は

ない. LかL.経済活動を適切に維持Lて.成長停止にともなって発生Lがちなプライト

化は防止されねばならず，そのために生産機能を再評価し始めたことを筆者は正Lいと考

えている.社会の脱工業化が説かれる今日，大都市で最も衰退している工業を活力維持の

源泉にしようとするのは，時代錯誤と受け取られるかも知れない Lかし成熟化が進めば

大都市と工業との関係は再び強まる可能性をもっている.もちろんその工業は産業社会の

到達点を示す大規模工業とは異質なものでなければならない.

( 2 ) 成熟社会の小工業と大都市

成熟社会で大都市と工業が結びつきを強めると考える根拠は生産規模の小型化にある.

先述のようにトアラーは.第ヨの波の特徴の中に小規模で・多種多様な技術と多品種少量注

文生産を含め.生産は家内工業化するとさえ予言した.家内工業化はともかく，わが国で

も今後中小工業の比重が増大するとの主張は多い.大蔵省委託のソフトノミ、γクス フォ

ローアップ研究会の報告はそれを代表するものといえる(清成忠男チーム， 1 984年)

.経済の成熟化は豊かさ(資産蓄積.物の充足度向上)と高齢化をともなっており，それ
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は生活関心や価値観の多様化を通ヒて消費の個性化，多様化.旬サイク Jl-化をもたらすー

それに対応して生産システムにおいては規模の経済性が低下し，大量生産よりも多品種少

量生産のウエートが高まる結果，機動性に富む中小工業の比重も上昇するというのである

.小規模化すれば工場の大都市立地はもちろん容易になる.さらに多様で旬サイクルな需

要に対応するには大都市立地がむしろ有利である.周知のとおり工業の後退が激Lい現在

の大都市にも.多様で・短サイク ll-な需要に応仁るアパレルや出版・印刷等のいわゆる都市

型工業は存続しているのであり，成熟社会では工業全体がおおかれすくなかれ都市型化す

るのである.

現在でもわが国の大都市では.英国の場合などとはことなり.小工業は着実に増加して

いる.表 13 --1が示すように大阪市では，従業員 30人未満の工場は事業所数ではもち

ろん従業者数においても増加ないし横這いの状態にあり，しかもこれら小工場は事業所数

の 9 ち ~ó ，従業者数のラ 2%を占めている.そのうえこれら大都市小工業の性格が高く評

価されはじめている.清成忠男によれば大都市の零細企業は高い技術で，高い生産性をあ

げ，高いコストを吸収Lており，今日すでに「二重構造Jはほぼ解消し.大都市が劣悪中

小企業のふきだまりという状況はなくなった(清成. 197ち年).わが国の経済がこれ

まで活力を維持Lてきたのはバイタリテイに富んだ中小企業が数多く存在したからであり

(清成. 1 982年)，中小企業の発展は今や日本経済の将来にとって重要な鍵を握って

L、る(清成忠男チーム. 1 984年)という.

大阪市の工業用地の利用効率を区別に，単位面積当たりの従業者数，出荷額，付加価値

額を指標と Lて検討すると(表 13--2).3指標の相関性は大きく.西淀川，此花，大

正，住之江，の西部臨海4区は常に最低値グループを.北.東.南.天王寺の都心と準都

心の4区は常に最高値グループを形成している.メ・γシュ単位で1ま生産力を示すデ←夕が

得られないので従業者数で利用効率を示すと図 13-1のとおりとなる.立地係数が4.

O以上で特に効率が高いと判断されるメヴシュのほとんどは.南北軸上と都心から東西に

突出する東成，港の 2区に分布しており.西部臨海では立地係数2. 0以下の低効率メヴ

シュが卓越L.北東部から東部にかけての内陸では係数が3-----4で中程度の効率牲をもっ

メッシュが多い.この図をさきの図 12-1と対比すれば，大工場が卓越して工業専用的

性格の強い地区ほとJ工業用地の利用効率は小さく.工場の規模が小さく工業的性格の弱い

地区ほど工業用地の利用効率の大きいことが知られる.地価負担力の大きい非工業的用途

と混合 L.立地競合Lている工場ほど用地を効率的に利用しているのである.このことは
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東部内陸の住工混合地区と阿部臨海の工業専用地区との差異と Lても現れているー

成熟社会の大都市に小工業が立地すれはいくつもの波及効果をもたらすであろうが，こ

こではとりあえず以下の三点を指摘 Lておきたいー lつは中枢管理機能の増強への影響てd

ある.すでに述べたとおり筆者は般の大都市で現業部門を分離 Lて中枢管理部門のみ

を拡充することは今後は函難であると判断Lているが.大都市の中枢管理機能が持ワ現在

および将来の重要性を否定するものではない.そ Lて小工業といえども新設・拡充されれ

ばなにがしかの管理部門を付加する.やがて成長にともなって生産部門の一部ない L全部

は市外に移転するとしても，ある段階までは中枢管理部門は市内に存続するであろうから

'小工業の振興は間接的であるにせよ確実に中枢管理機能を強化する.筆者等が行った関

西系主要企業の本社に対するアンケート調査によれば(大阪市総合計画局. 1 980年)

与8個の評価対象項目のほとんど全てにわたり，本社の周辺に現業部門をかかえている

と想像される小規模な企業ほとより多く関西立地を有利と評価 Lた.そして企業規模が大

きくなるに Lたがって.特定の地域を有利とは評価 Lない.したがって本社立地の自由度

の高いフ・ソトルーースな性格が強まった.小工業立地のいま 1つの波及効果は都市環境整備

への影響である.これまで専用地区の大規模工場や住工混合地区の小工場の多くは，都市

環境の阻害要素とみなされてきた. Lか L成熟化する大都市に今後誕生 Lあるいは存続す

る新しい小工場は.良好な都市環境と両立し.むLろそれを積極的に自らの発展の糧とす

るはずである.再び筆者等の行った調査によれば(大阪市総合計画局. 1 979年).諸

産業の中で製造業が都市の多面的な整備に対して総じて強い関心を示し，かっ開設時期の

新 Lいものほど.住環境の改善と公害防止，市内居住者の増加と職住接近，教育研究機関

の充実.文化施設等アメニティの充実，という項目を高く評価Lたのである(表 13-3

) .また現在西部臨海の工業専用地区に立地する S工場での聞き取り調査の際に，工場の

研究開発機能を高めるためにはなによりも周辺地区のアメニティの改善が必要で‘あると責

任者は指摘していた.成熟Lた大都市で工業の振興を図ることは環境の整備につながるの

である.

E 小工業革新の可能性

1 ベンチャービジネスの立地

成熟社会の大都市を活性化させるには小工業の振興が有効であると Lても.小工業の性
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桔を問う必要がある.前節で引用 Lたソフトノミ・ソクス フォローア・ソプ研究会報告は来

るべき成熟社会の需要に対応する工業の性格として，小規模性とともに知識労働の投入の

拡大すなわちソフト化を挙げている.具体的にはハイテク(高度技術)とハイタヴチ(人

間峠)を備えた革新的な中小企業であることが必要という(清成忠男チーム， 1 9代4年

) . LかLこのような牲桔はまさに現在の技術と国際環境の面からも先進国工業にまめら

れているものである.すなわち，先進工業国の成長低下の原因の 1つは，所与の技術水準

の下での製品の標準化と.それに対応Lた最適大量生産方式の確立によって，もはや製品

の差別化とコストダウンが困難となり市場が飽和(成熟化)する点にあるから，画期的な

イノベーションこそが脱成熟的サイクルを始動させる力となり(アパナシー他， 1 984 

年)，それはまた成長低下のいま 1つの原因である国際化(先進国相互の通商摩擦や途上

国の追い上げ)に対処する方策でもある.産業構造審議会 r8 0年代の通商産業政策ビシ.

ョン J (1 983年)や経済審議会 1-8 0年代経済社会の発展と指針 J (1 983年 に

あるいはその地域版ともいうべき前掲の r8 0年代の近畿地域産業ビジョン lや「大阪産

業ビジョン 80 J等のいずれもが，目指すべき方向と Lて「創造的知識集約化Jを掲げ

ているのはそのような文脈において理解されねばならない.

ところで大都市にとって問題なのは知識集約的な工業の立地性向である.さきにのべた

ように工業の撤退が相次ぐ大都市にいまなお存続しているものは平均的にみて，土地利用

を効率化L，高付加価値生産を行い.市場の特性や外部性をより良く活用 Lている.しか

Lより一層の技術的.経営的革新をせまられる今後においても，大都市に革新的工業の立

地がありうるのか，あるいは既存の大都市工業がそれに対応しうるのかが問われるのであ

る.このうち革新的工業の立地については 2つの見通Lが語られている.現在の最先端技

術は以前のような集中促進型の巨大技術ではなく.各地方に分散浸透してそれなりの関連

集積を形成Lてゆく技術，すなわち地方都市育成型，地方振興型の技術であり，それに交

通通信ネ γ トワークの整備と技術しベルの高い労働力の地方定住等の構造変化が，先端企

業の地方への立地展開に寄与しているというのがその 1つである(三輪， 1983年). 

あるいは.先端技術産業は非常にクリーンなものであり，その立地環境としてもクリーン

な条件が望まれるので.地方の澄みきった環境の中でその活力が育まれ，それを支える研

究部門もそうした所でのびのびと新Lい技術を生みだすことになるという(産業研究所，

198 1年).周知のシリコシバレー.シリコンプレーンの発展や，近郊から農村部にか

けてのリサーチパークのぞく生という米国の動向や，研究開発産業の 60 ~\;が都市化が不
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十分な地区(1 e只 s urban zed areas と農村部に立地仁ている英国

の実情 (Howe11.1983にあるいは.わが国における半導体産業の九州や東北

への立地展開は，地方の比較優位説を裏づけるものであろう.

他方では革新的工業の大都市立地の優位生を説く立場がある.先端技術産業にとって望

ましい立地環境は専門知識を持つ若い人材が確保できる場所や，国際的なものを含む学会

やシンポジウムが頻繁に聞かれて技術情報が得やすい場所である.その点、では大都市が有

利であり.通信情報システムが発達Lても.これに乗せて送られる情報は文書化あるいは

画像化されたものであり，人の口と雰閲気から伝わる生の情報ではな~¥から.立地指向じ

基本的に変化 Lないという(鈴木. 1 984年) • 

筆者の立場はそのいずれかに与するものではない.むしろ.大都市圏がもっている量的

集積，質的多様性，人・情報-文化の特性はいずれも革新的な産業活動にとって大きなプ

ラス要因であるが.都市が産業活動の場と Lては必ずLも適切ではないというのも事実で

あって，こう Lた優位牲と制約牲との対立関係をどのように止揚すべきかが問題であると

しけ，後藤邦夫の見解が妥当であると考える(後藤. 1984年).後藤氏は止揚の方向

として都市内立地により適Lた4つのタイプの産業を挙げているが，筆者lは立空間的制約性

カがf斗4小、さく外部経済への依存が大き L

表 13一4によつてその根拠を示そう.表のA欄は関西に本社，研究所，工場をもっ先

端技術への参入企業 184社の地区別分布比率を表したものである. 49のサンプル工場

についての調査によると.平均敷地面積は42h a.平均従業者数は 911人であって，

比較的大規模な企業が収録されているとみなしてよい.大阪市の比率をみると，本社はわ

1%とさすがに大きいけれども.研究所は 21%.工場はわずか 13 ~~にすぎない. lか

もサンプル事業所にたいするアンケート調査によると.今後研究所を設立するに際Lて重

視する立地条件としては r研究者-技術者の居住，通勤が便利である J. r大学・公的

研究機関に近い J.自社の関連工場に近~¥ J. r大都市近郊J. r技術者の確保が容易

である J. r地価が妥当である J等が挙げられており.大都市圏周辺部の立地優位性がう

かがえる.同ヒく今後工場を新設する際に璽視する条件としては r幹線道路・高速道路

へのアクセスが良~¥ J .労働者の確保が容易である J. r地価が妥当である J.広い

用地がある J. I質の良い用水が豊富である」等が上位を占め，地方の立地優位牲がうか

がわれる〈関西空港調査会. 1 9 ~ミ 4 年) . Lたがって大型の研究所や工場が現在以上に

大阪市に集中 Lてくることを期待することはできないであろう.
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表の B欄はより小規模な企業が主体をなす(大阪市の場合は従業員 29人以下が'-)40
り

30~99 人が 4 0 '!oを占める)ベンチャービジネスの分布を示 Lている.大阪市の比

率は製造業で 32 (~(:..非製造業ではわ 7 '~'Óに達 L ている.分布は本社所在地によ勺ている

が.製造業の場合ほとんどは工場を併設Lているから，ほぼ工場の分布と考えてもよい.

次いで.C欄の全工場および全非製造業事業所の分布における大阪市の比率をみると 21 

00と33%である.製造業ベンチャーの大阪市への集中度は大規模先端技術工場はもちろ

ん，工場一般の集中度に比べても大きい.小規模な革新的工場.いわゆるベンチャービジ

ネスの立地に関Lて大阪市は比較優位性を保持Lていると考えてよいであろう.

2 既存小工業の革新

大販市工業の創造的知識集約化にとって.ベンチャー型企業の創設はもちろん望ま Lい

けれども.量的効果という点では既に集積している多数の小工業の革新が一層重要である

さきの表 13 --4で大阪市に立地Lていたベンチャー型製造業の開設年次を調べると，

197雪年以前が82?-6を占めており，既存工業の革新が進みつつあることが知られる.

このような傾向を助長するために今後いかなる措置が必要であろうか.その点に関連Lて

大都市の工場立地に抑制的に作用 Lている，いわゆる工場三法の見直Lをめぐる最近の論

議にふれておきたい.

わが国で大都市の不振がとりざたされ始めたち O年代後半に，既成都市区域への産業開

人口の過度集中を防止するために中規模以上の工場の立地を規制する工場等の制限法，過

密地域から過疎的傾向のある地域への工場移転を促進しようょする工業再配置促進法，大

規模な特定工場の新増設に縁地の整備を義務づけた工場立地法について.阪神や京浜の都

市当局や事業団体から規制緩和の要望が相次いだ.一方，企業誘致によって地域経済の振

興を図ろうとする地方の諸団体は規制の緩和に反対Lて，国は工場の地方分散をより促進

すべきであると主張Lた.工業再配置政策に関する行政管理庁の行政監察の結果は工業再

配置が計画通り進んでいないことを指摘した(ち 7年 12月23日).また例えば，朝日

新聞社説は，制限法に一部検討すべき部分のあることを認めながらも，部分的な現象にと

らわれて大都市圏から工場を追い出し過密を是正する歩みを逆行させてはならないと，規

制の緩和に反対した(弓 6年 12月3日).このよすな動きに押されて，~¥ったんは，工場

等の制限法の運用を緩め.工業専用区域を適用除外区域とする，適用除外業種を拡大Lて

アパレルやインテリア等の都市型工業もそれに含める.中小企業に関Lて基準面積を弾力

E9写



的に運用する等の緩和策を検討 Lた国土庁も，首都圏の既成市街地における中小企業の協

同化や近代化のための新増設については特例を認める(基準面積を 1000nt"まで拡大す

る)という程度に後退 Lた.そ Lてもともと基準面積が 1000nfと首都圏よりも大きか

った近畿圏については法の改正は行われなかった(“国土情報"， 381.198ろ年.

1 --9ページ).小工業の振興によってインナーエリアひいては大都市の活生化を図ろす

とする立場からみて.そす Lた措置が妥当であるのかどうか.他にどのような施策が必要

であるのかという点がここでの検討課題となる.表 13 ラはそうした観点から，大阪市

で実施された一連の調査の結果を抜粋Lたものである.筆者は以下の諸点、を読み取った.

( 1 ) 事業内容の特徴として i製品が多品種小口、ソト」を挙げたものは各規模クラ

スを通じて 80%以上の高比率を占め，大都市内立地工場の特性がうかがえる専門分

野に特化 J. i製品が高精度-高品質J ・ l 新製品・新技術の開発」が 20~50%でそ

れに続くが，これらの比率は小規模工場ほと‘小さい.小工業革新の余地はまだまだ大きい

といわねばならない.

( 2 ) 操業上の問題点で各クラスを通じて 6ち%以上と多いのは r狭くて拡張・近

代化が困難」であり i住宅が建て込み今後に不安」が4里%----ラ O%でそれに次ぐ.こ

こでの規模による差異は明瞭でないが.工場が老朽化Lている比率は 20人未満のクラス

で大きい.事業内容を革新するために工場の拡張や更新を必要と Lている小工業の絶対数

は極めて多い.

( 3 ) 工場の移転や増設の意向を持つものは小規模なもので40%以上を占め.しか

も小規模なものほど市内を移転先とする比率が大きい.そのことは市内で工業団地が整備

された場合に用地を取得する意向を持つものの比率にも表れている.小工業は市内での移

転を通じて.外部経済への依存を維持しつつスペースを拡張し，事業の革新を図ろうとし

ている.

( 4 ) 現在の工場の延床面積が99OA以下のものの比率を規模別にみると. 4~9 

人で9ラ%.10----19人で73%，20---29人で64%を占めている.また市内で用

地を取得して工場を拡張・更新する場合でも. 9 9 0 rrrl-:J.下の延床面積で‘良いとするもの

は， 4---9 人で 98% ・ 10~19 人で82% ， 20\29 人で67%に達 Lている.小

工業の革新は多くの場合工喝等の制限法の範囲内でも可能と考えられる.従ってさきの国

土庁の措置は一応妥当なものと評価できる.

(弓) 規模の大ノトにかかわりなく 8O'?~iJ以上の企業が市内における工場用地の公的供
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給の必要件ーを認めている.それにもかかわらず移転等に際しての特に望ま Lい条件整備の

内容と Lては移転資金融資制度の充実 1が最も多く 1-税制上の優遇措置」がそれに

次ぎ 1工場用地の造成などの受皿整備 Jは第3位にラシクされる.移転資金融資制度の

充実に対する要望は小規模企業で強く，用地取得資金調達において公的融資に頼ろうとす

るものの比率はち 0人未満のクラスにおいて 70 '?e.以上と大きい.小企業にとっては規制

の緩和や税の優遇措置よりも，資金融資を拡充することが有益であるいう英米のエンタプ

ライズ、/ーンの経験がわが国にもあてはまるのである.

公的資金を含む各種資源に対する制約が強まっている今日，その配分は特に効率的であ

らねばならない.英米の都市政策でもしきりに標的化 (targetting)が強調さ

れている.大都市のインナーエリアの活力源である小工業を単に救済するということでは

なく，積極的に革新するために賞金援助を行うべきである.

阻 小工業の立地基盤一住工混合地区の整備

インナーエリアの活性化にとって，あるいは成熟化社会における大都市の存立にとって

技術的，経営的革新牲を備えた小工業が必要であることは明らかになったが.そうした小

工業は現実の大都市地域でどのような立地形態をとるべきであろうか.本節ではその点を

検討したい.

1 住工混合地区の再評価

前章のE節でみたように，これまで大阪の小工業は主として住工混合型ないしは住工商

混合型と頚型化される地区のなかに立地してきた.しかし従来はそのような住工の混合は

望ま Lくないもの.できるだけ解消すべきものと見なされてきた.例えば現行の「大阪市

総合計画 1990 Jは，現在の土地利用の問題点のーっとして都心周辺部における中小

規模工場と住居との混在，大規模な工場の移転跡地への非工場の侵入による用途の混乱を

あげ(大阪市総合計画局， 1 978年. 49ページ).土地利用構想の項で工業地につい

ては，都市型工業を中心として適地にできるだけ集約配置するとのべている.具体的には

臨海部に工業専用地域を配置する.それに隣接する内陸部および東部のまとまった工業地

は幹線道路に囲まれた地域を単位と Lて出来るだけ集約L工業専用地域とする，東部に集

中Lている中小規模工業地域についてはできるだけ整備・集約Lて住工混在による弊害の
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除去に務める(同，弓 3 ページ)という r~ か L そのような用途専用化には疑問があり.

英米の大都市ではむ Lろ用迷混合を目指Lていることを第4章でのベた.また前章では.

大阪においてインナーエリアの衰退兆候が工業機能の偏在化(その地区にとっては専用化

を意味する)に並行Lて現れたこと，さらに本章の第 H節では.工業専用的な西部地区に

比べて住工混合的な東部地区の方が工業用地の利用効率が高いことをみた.

そLてわが国で‘も最近.住工混合地区の意義が再評価されるようになってきた.東京に

関しては竹内の，大阪に関Lては三村等の論考がそれを代表する(竹内. 1983年.三

村他. ] 978年).三村等は.いっそう捷雑で高度化する現代の工業製品市場の多様化

の中で.一定の自立牲と創造性をもった多数の中小生産単位の開発力，技術力の存在が社

会的にみて必要で、あり.出小企業の活動の場は決Lて消え去るものではなく.む Lろ将来

の生産形態としていっそう重視されるべきであると認識する(三村他. 1 978年.23

6ページ).そ Lてそれらの中小企業が存在する住工混合地域は問題性(樫所)と合理性

(長所)とが同ヒ空間に併存L.かつ地域の活動主体にとってこれらの両面がかかわって

いるのが特質である(同. 241ページ)から.現行用途地域制のように混合を一律に純

化するという発想ではなく.許容され望ましい混合は都市空間の 1タイプと Lて認知する

4 方.i昆合の望ま Lくない場合については，居住特化か工業特化といった方向に動的に誘

導していく必要がある(同. 2弓1ページ)とのべる.三村等はそのような計画整備方式

をアクション 、/ーニングとよび，東大阪市内の一地区をとりあげてそれを例示 Lた(同

2ち2ページ以下) • 

住工混合地区を積極的に評価する.しかL現実の混合地区には住と工の両面に問題があ

り整備を必要とする，整備は工業特化地区，住工併存地区，居住特化地区の3方向への転

換を目指すべきである.という三村等の考え方に筆者も賛同するが，問題は現実への適用

にある.三村等は土地利用変換の将来タイプを判定する条件として問題の顕在性，土地利

用の推移.居住者・工業者の改善意向.工業機能の動向，行政の地域政策の意図という弓

つを挙げながらも，伺j示地区では物的側面から問題街区を摘出し転換の方向を描いている

.同じ頃，筆者等も大阪市の東部における住工混合地区の整備に関する調査を実施L.そ

こでは工業の特性をも考慮Lつつ土地利用転換の可能性をさぐった(大阪市経済局. 1 9 

79年).以下は筆者が担当 Lた調査報告部分の概要である圃

2 住工混合地区対策と地区の性格

。
n
J
 



上で述べたように現実の住 E混合地[乏の多くは利点と欠点とを併有しており，それは表

lラ 6のようにまとめることができょう.混合地区の整備に際Lては.この表にみるI主

E両面の利点を維持しながら.欠点をできるだけ除去していくことが必要である.それに

は街区を統合 Lてできた地区のような大単位を.住宅か工場のどちらか一方の用途に純化

させようとする従来の地域制の方式は適切でない.む Lろ小面積の街区を単位と Lてきめ

細かな対策を講ヒなければならない.そのような観点から混合のタイプと対策を整理する

と表 13-7のようになる.このうち街区内混合についての対策は混合持続(現状維持.

住工の街区内集約).工場移転，住宅移転のいずれかを選択することであり.最適な選択

を行うためには工場の諸特性，住民・世帯・住宅の性格.住宅と工場をとりまく環境等の

条件を考慮、しなければならない.表 13--8ではそれらの条件のいくつかと 3つの混合対

策との関係を仮説的に示した.この表を縦方向に読めば各対策がどのような条件のもとで

有効であるかを知ることができる.例えば.工場の移転が望ま Lいか容易で・あるのは，そ

の工場が住宅優勢の街区に立地しておっ.細街路に面L，土地生産性や他事業所との関連

が小さく.公害発生型で.工場は自己所有だが老朽化 Lており，てぜまで生産の拡大に対

処Lきれず，周辺の住宅地化や商業地化が活発で地価上昇が大きい場合であろう.ここで

例示した諸条件のうち工場特性は後にゆずり，住民・世帯・住宅の牲格や環境条件に着目

Lて地区の性格を探ることにする.

大阪市では河川，鉄軌道，幹綜街路等の明瞭なラインを境界と Lて.地区計画の単位と

なる 1]号の地区(大プ口、ソク)を設定L.地区カルテを作成してきた. 1 97ち. 76 

年に実施した第4回目の土地利用現況調査においても，この地区を町丁毎に細分Lて調査

の単位とした.他方で市はラ 00メートルメヴシュに関する多量のデータを集積Lており

v 筆者はそれを利用して前章の土地利用類型を作成Lた.本章ではこのような地区とメッ

シュについてのデータと，地区内街区についての敷地別用途調査結果に基づいて.東成と

城東の両行政区に含まれる A-----Sの 19の地区の性格を 13項目にわたってチェ・ソク Lた

その結果は図 13-3~16のとおりである.各図について簡単に説明 Lておこう.

図 13-3市街化の時期 城東区には明治20年の市街地も散在するが.低湿な東部地

区の市街化は遅れた.地区の北部と東部の大部分は第2次大戦後に市街化された，戦災を

被ったのはH地区の中央部と I地区の北西部のみである.第2次大戦後の市街化部分では

区画整理事業が完了しているが.戦前の市街地ではほとんど事業は行われていない.東成

区の東部も第2次大戦後に市街化された .M地区の南半から N地区の北半にかけての大正

日Q3



期までの市街地が戦災を被り，大戦後にl亙画整理がおこなわれた.また M. N. O. P. 

S等が交わる今里付近と戦後の市街化部分は区画整理済みである.

図 13 -4用途地域慨略 住工混合的性格の最も強い準工業地域は対象地域の北端と東

端を除く各地区に広く分布 Lている.

図 1弓ーち工場分布 昭和弓 O年の数値である.工場数.密度ともに大きいのは K. M 

O. R地区である.繊維は城東区北部の B. Cに，衣服は両区の境界付近のJ.K， L 

M， 0に，出版・印刷は東成区西半のM. N. 0に，金属製品は城東区のKと東成区の

大部分に.一般機械は分散して 1. K. M， Pにそれぞれ卓越している.

図 13 ---6再開発必要度 市の総合計画局が住宅過密度.災害危険度，道路・公園未整

備度を合成して住環境整備の観点から順位づけたものである.ここでの評価には住工混合

という要素は含まれていない.

図 13-7・8用途混合度からみた街区状況 前記の大阪市第4回土地利用調査におい

て作成された用途小分類別 1 1000地形図によって，工業施設と他の用途との混合状

態を読みとり.各街区を非工場主体街区.非工場・工場混在街区，非工場・工場併存街区

(両用途がそれぞれまとまって併存Lているに工場主体街区に分類した.

図 13 --9住工混合宿区と不整形・細街区 図7 ・8から混合度の強い混在街区と併存

街区が卓越する部分を転記Lた.また狭小街路や不規則街路(袋小路または不整形の街路

網)が卓越する部分を示した.それは図 13 -~ 3に示Lた市街地形成が早くて区画整理の

行われていない部分に一致する.用途の混合が激しく街路が不整形な部分はC. D. Hの

周辺， 1の中央. Jの東南.Mの西半. 0の中央に存在する.

図 13- 1 0居住地安定牲 持家率，準世帯率. 34年以前からの入居者率の3つにつ

いて全メヴシュの平均値と標準偏差を求め. x十 O.ラ sを基準に持家率大.準世帯率小.

34年以前からの入居者率大のメ、ゾシュを図示した 3指標のいずれか2つが重なるメ・γ

シュは居住地としての安定度が高いとみなされる.

図 13--11騒住近接性 就業者のうち自宅就業者と徒歩通勤者が占める比率について

全メヴシュの平均値と標準偏差を求め. x十 0.5 sを基準に近接性の大小を判定Lた.城

東区と東成区では明瞭な差が現れ.前者の近接性は小さい.

図 13--12人口変動 昭和40¥4弓年の人口増減率について全メ、ソシュの平均値と

標準偏差を求め. x十 O.月 S を基準に減少率の大小を判定した.増加メヴシュがまとまっ

ているのは団地やマンシヲンの建設地区であるー
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図 13 1 3第2次産業従業者の変動 昭和41年と 44年の事業所統計第 2次産業従

業者の増減率について全メ‘ソシュの平均値と標準偏差を求め. x寸 sとx十 U.月 sを増減

率の大小の基準と Lた.わずか 3年の変動であるから参考資料にとどまる.

図 1'3 1 4第ヲ次産業従業者の変動 資料と手法は図 1'-3 13と向ヒである.

図 13 -1弓土地利用変動 械東区では工業地の減少と住居地の増加が目立ち.東成区

では工業地と住居地の減少と商業地の増加が顕著である.

以上の各図から読みとった内容をまとめて 19地区の性格を示すと表 13 ~ 9のとおり

である.住工混合対策が必要かっ困難なのは，多様で多数の工場が立地L.街区内の混合

が著Lく，街路は狭小-不整形で，佐居ーも悪化Lており改善の必要にせまられているが，

職住が近接Lており居住地Lての安定度も高いので，コミュニティの維持に留意Lなけれ

ばならないといった地区である. 1 9地区の中ではMとOの2地区がそう Lた点では代表

的な問題地区とみなされるから，次項ではこの両地区に焦点を Lほってこれまでふれなか

った工場の立地特牲をみていくことにする.

3 街区の性格と工場の立地特性ム

さきに述べたように.有効な混合対策を選択するためには工場の立地特性(特に移転の

必要性と能力)を把握Lておく必要がある.筆者等の調査では，昭和ち 2年 3月に.城東

'東成の両区に立地する製造業の内，従業員 20人以上の全工場，工場数の多い縫製・同

関連，金属製品.機械器具に分類される 20人未満の工場の 1

される 20人未満の全工場に対Lてアシケ一トを行い.総数21 0 1から 634 (30. 

2 %)の有効回答を得た.つづいてM，0両地区の回答工場のうち代表的業種に属するも

のに対する聞き取り.観察調査を行った.そ Lて街区の諸性格のうち用途混合の形態と街

路の形態が，対策手法の選択にとって特に重要な意味を持っと考えて.それらと対応させ

ながらアンケートに対する回答から立地特性に関連する項目を整理した.

( 1 ) 街区の混合形態と工場の特性

街区の混合形態は図 13--7で分類、した I非工場主体街区. n非工場・工場混在街区.

皿非工場・工場併存街区，町工場主体街区の4つである .M地区の回答工場77は Iに3

8%. nに38()o. 由に 16%. lVに 9%が立地しており .0地区の回答工場81は Iに

37%， nに31%. mに 17%. lVに 1ち%が立地Lている.混合形態(型)と工場の

立地に関連する特牲を示す 17項目とのクロス集計の結果は表 13 --1 0のとおりである
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.表から読みとった要点を列挙すれば以下のとおりである.

業種 M. 0両地区に共通するのは. 1街区で縫製・|言l関連が卓越Lてメヴキが少な

い，田街区で印刷・同関連が少ない，町宿区で縫製・同関連が少ない点、である.概Lて I

H 街区には非公害型業種が.皿.IVf訂区には公害型業種が多い.

従業者数 1宿区ではち人以下の零細工場が7--8割を占め. II 街区では 6~ 2 0人

の小工場が3---4割，回街区では 21人以上の中工場が4割前後， IV街区ではその比率が

さらに高まる. 1 --IVへと工場の従業者規模は大きくなる.

敷地面積; 上と同様に I→ Wへと敷地面積は大きくなる.特に I街区では 100m以

下が6割をこえているが，このような場合には仮に移転するとしても，跡地売却による移

転費の捻出は困難である.

隣接地の用途: 工場の正面を除く 3隣接敷地の用迭を土地利用調査の 1/1000地

形図に従って. 1住宅 2官公庁・文教-医療・商業.3王場・運輸施設・公益施設・農

業・空地・道路，の 3グループ。に分類Lた.例えば3面とも住宅の場合は 1.住宅が主で

工場系が従なら 13，官公庁系が主で工場系がそれに次ぎ住宅が最小(接触面積で)なら

ば231と表現される.当然. 1 街区では隣接用途が 1または 2が最大でW街区ではそれ

がゼロ，逆にW街区では 3を第 1とするものが圧倒的に多く I宿区ではそれが少ない. II 

E街区はその中間的性格をもっ.

前面道路の幅員: 工場の前面道路の幅員を車の駐車可能，対向通行可能，一方通行の

み可能という点を考慮Lて4m以上， 2---4m， 2m以下に 3区分した. 1 宿区では 2m

以下の細街路が6割以上を占めるが. II----IV街区では顕著な差がない.

工場の所有関係: 工場の所有者は移転の場合.跡地売却によって移転費用を捻出でき

るが.借地・借家の場合にはそれがならずむしろ従来の低レントが現在地での操業を支え

ることになる.ヒアリングによると M，0両地区で土地-建物の所有比率は71%と高い

が， 1街区だけは所有率が低く.特に移転が困難な借地に持家の形態が他よりも多い.

住工の位置関係 r住工|司一棟Jの比率が大きいのは I街区で r住工同一敷地Jの

比率とあわせると 86%に達する.住宅と工場が分離している 1その他Jの比率は 1---+ lV 

へと大きくなる.

工場の広さ: 内外の研究が明らかにしている工場移転の最大の理由は工場の狭さであ

るから，工場の広挟についての企業の評価は移転の可能性さぐるうえで重要である 狭

くて困る Jの比率は I街区で特に多いが.他の街区では評価に大きな差がない.
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工場建物の老朽度: 宿区の型による差異は明瞭でないが.IV街でその比率がやや小さ

物品搬出入や駐車の便宜: 全体と Lて不1更を感ヒているものが過半数を超えるが，

t区ではその比率が更に大きい.その他の街区では明瞭な差がない.

災害時の不安: 上と同様の傾向がある.加えてIV街区の不安比率が ll.m街区以上に

;きい.大型工場の災害発性の潜在牲を示すものであろう.

公害苦情: 街区の型による差異は意外に大きくない.あえていえば「苦情を受けてい

リ比率が I宿区でやや大きい.

今後の活動: 将来における生産拡大は移転を誘発する契機と Lて重要である.拡大の

:志が特に之Lく現状維持の意向が強いのは皿街区である.

将 来の見通 し 不 安 あ り j や「まったく暗い」という企業は移転の見込みが之しく

むしろ転廃業の可能性が大きい .M地区の I街区でそれらの比率が大きい.縫製の集中

l原因かも Lれない.

移転について計画あり J. r条件次第 J. 1-Lたいが困難」を合わせた比率は I

I区でやや大きい.これまでの分析よりすれば移転が一番困難と思われる I街区で移転の

、要性がむしろ大きく.対築のむつかしさを感じさせる.

集団化について; 肯定するものは内部がほぼ専用化されている IV街区のみが7割以上

特別に多い.他には大きな差がない.

混合地域の整備の方法について: 設問にたいする多様な回答の組み合わせを表の下段

うに「住工分離 J， r公害源のみ分離 J， r混合許容J. rわからない」の4つに集約

た. M. 0両地区を合わせると r住工分離 J 27?/o、 「公害源のみ分離J 32%. 

i合許容J2 6 %. rわからない J 1写%である r公害源のみ分離」を公害さえださな

ーれば混合を許容すると解すれば rわからなし汁を除いて 7割程度が混合を認めている

とになる.街区の型で特徴的なのはM地区 I街区で「住工分離」の少ないこと，両地区

も阻街区で「住工分離Jの多いことである.すでに街区内での分離を果たしている血街

ーで混合許容の少ない点は注目されてよい.

以上の街区の型による工場の特性を一括すれば表 13--] 1のとおりである.最も特徴

:多いのは I街区である.ここでは縫製および同関連業種が多く，規模は零細で‘ある.隣

:地用途は住宅が主体でそれだけに公害の苦情が多い.また 2m未満の細街路に面する工

vが多くて.物資の搬出入に不便を感じるものや，災害時に不安を感ヒるものが多い.さ
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らに工場が狭くて嗣っているものも多い.このように移転促進要因が存在するから.移転

の必要を忠仁ているものは多い.ただし将来性に関しては悲観的な見方が強く，敷地-建

物の自己所有の割合が小さいことなど，移転にたいするマイナス要因もあって住工混合を

許容するものが多い.つまり移転の必要f生と能力または可能性にかい離があるから.宿区

内を非工業用途に純化させようとするならば.かなりの工夫が必要となる.

町街区では内部が大部分工場用に利用されており.工場の規模が大きく，隣接地の非工

場用途，住工の一体化.老朽工場の比率等はいずれも小さく.工場の集団化を支持する意

見が強い.故にこの街区では非工業用途の移転を図って内部を工業用途に純化させること

が望ましいが，災害に対する不安を除去する必要がある(但し非工業用途がわの意見は不

明である)-

II. 血街区の工場については移転促進要因も存続要因も特に大きいとはいえず，典型的

な混合宿区についての対策のむつかしさが痛感される.次にとりあげる道路条件などを考

慮しながら，対策を考えねばならない.

( 2 ) 前面道路の幅員と工場の特性

工場の前面道路の幅員は物資搬出入の便・不便や.災害時の危険性の大小との関連を通

ヒて工場移転の必要性に影響する.そこで前項で用いた幅員別の道路の 3分類に Lたがっ

て各道路に面する工場をグルーピングL.それぞれのグループの立地に関連する特性を検

討した.前面道路の幅員別工場比率はM地区で2m未満31%. 2-----4m36%. 4m以

上32%. 0地区で44%.21').&.3ち%となっている.集計数値は表 13-1 2のと

おりで.道路幅員が意味をもたない項目もある.項目別の説明は省略し分析結果を一括

した表 13 -1 3によって結論のみを述べておく.

2m未満の細街路に面する工場は零細なものが多く.隣接地には住居が多い L工場と住

居が同一棟にある場合も多い.加えてM地区では，工場が狭くて困っているケースと工場

が老朽化して改築を必要とするケースが多い.そ Lて災害時の不安はM. 0両地区で共に

大きい.故にM地区では移転を必要とするものが多いけれども.今後活動を拡大Lていく

意向が之しく将来を悲観的にみているものも多い.また集団化を積極的に肯定するものは

少ない.つまり移転の必要性は大きいが能力や可能性は小さい.したがって自発的な移転

による早急な街区の純化は期待できず.純化を図ろうとするならば有効な移転促進策が必

要となる.なおO地区では項目によってM地区ほどに道路幅員による差異が明瞭でないの

は.その区画がM地区に比べて整然としているからであろう.
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幅員 4 m以上の道路に面する工場グループは，殆どの点で2m未満の細街路に面する工

場グループとは反対の性格をもっ.つまり移転の必要性は小さいが，工場拡大の意向や将

来成長 Lていく可能性は強く，集団化についても肯定的であるから，移転に対応する条件

は整っている.幅員が2---4mの道路に面ーする工場グループは移転の必要性と能力ないし

は可能性に関Lて，上記2グループの中間的な位置にある.

以上のこととさきの混合形態による特性とを統合すれば次のようにまとめることができ

る.

1 )街区内で工場が卓越Lており道路の幅員が大きい場合には.そこに立地する工場の現

在の移転必要性は小さい. LかL工場の移転能力は大きいから将来の移転可能性はある

工場を保持するためには街区内を工場専用化して立地環境を一層整備することが望ま

L ~\. 

2 )街区内で工場と住宅が混在ない L併存Lている場合は，工場の移転，住宅の移転，現

状維持のいずれを選択すべきか決定しがたいけれども，道路幅員が小さい場合ほど工場

移転が適Lている.

ヨ)街区内で住宅が卓越Lておりかつ道路幅員が小さい場合には，そこに立地する工場の

移転必要性は大きいから.住宅専用地化することが望ましいけれども，一般に工場の移

転能力は小さいから.相当の配慮が必要で・ある.

( 3 ) 工場の業種別特性

工場の立地特性は業種によ「ても規定される. M. 0両地区のアンケートに対する回答

企業数は 162であり.その業種別内訳は縫製・同関連34( 21. 0% ).印刷・同関連40

( 24. 7% )，機械・金属製品 71 ( 43.8%にその他 17( 10.明)である そこで構成比の

大きい 3つの業種グループについてアンケートへの回答を整理した結果，次のような特性

を知ることができた.

縫製-同関連業: 零細な家内工業的形態が多い，仕事量に繁閑の差が大きいので住工

一体が便利である，細分化された分業形態をとる，運搬が頻繁なため運搬のコストや迅速

牲が重視される，地区整備の原動力と Lての力は弱い.等の特徴をもっ.したがって一部

の中堅元請的企業を除いて，現在地からの移転や工場アパートへの入居は困難であり，か

っ環境阻害的要素が少ないから.現在の立地を維持Lながら低コスト指向の体質を改善す

ることが望ましい.なお細街路に面する喝合には道路の整備が必要である.

印刷・同関連業: 受注において都心との関連が強い.仕事に繁関の差が激Lく埋納期
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なため小規模同業者への下請発注が多い.それに E程分業が加わって地区的集積がみられ

る，他の業種より成長牲があり比較的整然とした街区に立地するものがある，意外に公害

度(騒音)が高い.道路の整備が操業の効率化に関連する，等の特徴をもっ Lたが勺て

自ら適地に移動Lたり工場団地や工場アパートに集団化Lてメリ・ソトを得る Lのと，適切

な誘導によって現在地でも街づくりの核と Lて成長できるものがある.

機械-金属製品製造業: 大メーカーのぺ欠下請工場や問屋との取引工場が核となり，

その周辺に外注下請を受注する小規模工場が集積Lている.元請工場の親企業は広範囲に

分布しているが.外注先工場の分布は周辺に限られている，末端下請は宰細で生業的なも

のが多く後継者難から徐々に消滅していくものもある，全体とて低成長で建物と設備の老

朽化が目立つ，騒音を主とする公害工場が多い，前面道路が狭くて操業にマイナスとなっ

ているケースが多い. LかLこのような問題を自力で解決できるものは少ない.等の特徴

をもっ. Lたがってこの業種についての立地対策は最も重要かっ困難である.後継者がな

く消滅に向かうものはそれを待ち，その他にたいLては質的転換の助長や適地-工場アパ

ートへの誘導が必要である.

4 i昆合対策の適用

これまでに検討Lてきた街区のタイプによる対策と業種グループによる対策を総合Lた

場合，現実のフィールドへどのように適用できるであろうか.表 13 --1 4は両サイドか

らみた対応の仕方をクロスさせたものである.もちろんこの表は極めて単純化されている

.たとえばb (混合)街区に機械-金属工場が立地する場合，操業が容易な道路幅員の大

きい b1街区に工場を集め.道路幅員の小さい b2街区に非工場を集めて .bl. b2の

両街区をできるだけ純化させようと Lている.然し面積上の交換分合の可能性や.個々の

施設の移転の意向やその際の条件については現実の街区における検討が必要である.

さて，図 13-16はM. 0両地区における識維.衣服・繊維製品工場の規模別分布を

示している(ただし住宅産業地図上で工場名が確認できたもののみを記載Lているために

相当数の脱落がある.事情はその他の分布図についても同じ) • M地区を 1-----6. 0地区

を1------3のブロックに細区分Lている.これは整形-大幅員道路街区と不整形・小幅員道

路街区の分布を大まかに判別するためで・ある .M1. 1¥13，1¥1ちでは街区内部の宅地がそ

れほど細分されておらず，個々の宅地が街区を開むあるていどの幅員をもった道路に接L

ているから.輸送上の制約は小さいと推測できる.同様に01は街区自体が整然と Lてい

Q
リ

ハりつけ



るL.その内部の宅地もそれほど細分化されておらず，裏通りははとんど存在Lないかん

これも輸送上の制約の小さいプ口・ソクと見なすことができる.これらブ口、ソク内の街医

は表 13- 1弓の al. bl.ぐ 1街l豆にほぼ相当する.それにたい LてM2. M4. M 

(，. 03では街区の内部が複雑で細かい宅地に分割されているから，プロ・ソクを限る外刷

の主要路に面する部分を除いては輸送条件が悪く，現状では工場の集約地区としてふさわ

Lくないと判断される. 02は03ほどには細分化されていないが.分割が不規則で主要

路に直接面することのない宅地を多く含むから.やはり輸送上問題のあるプロヴクと見な

される.そこで工場の分布をみると.従業員 30人以上のものは数が少なく全て b街区に

立地している，従業員 3人以下の零細工場のほとんどは c (非工場主体)街区に立地Lて

いる，規模のいかんを間わず a (工場主体)街区に立地Lているものはないということが

知られる.そのうち1¥11，M3. 1¥1弓. 01等の b1街区やc1宿区に立地する工場につ

いては当面特別の立地対策を必要と LなV¥(現状維持).その他のプロヴクの b 2街区や

c 2街区に立地する工場についても.工場立地対策と Lてよりも老朽過密な街区全般の再

開発問題として対処する必要がある.

図 13.. 1 7は印刷・同関連工場の分布を示Lている. M 1， 1¥1弓. 01のa 1. b 1 

街区に比較的規模の大きい工場が分布L.1¥12. 1¥14. 1¥16，03のc:2街区に零細工場

が散在する.このうち集積度の高いM1ブロヴクへは周辺の c. b 2街区に散在する工場

を集約Lて印刷工場街をつくりだすことも考えられる. M 5や01の工場に関Lては b1 

型街区の工場の騒音防止に留意すれば，当面特別の立地対策を必要としない.

図 13-1 8は金属・金属製品と機械の工場の分布を示す.分布は地区の全面におよぶ

が従業員 30人以上の工場の多くはa街区に. 10~29人規模の工場は主に b街区に.

1 0人未満の零細工場のほとんどはc街区にそれぞれ立地する.そのうち1¥11. 1¥1与 .0

1のa1. b 1街区については非工場施設の街区外への移転が望ま Lく.それが可能なら

ば工場自体についての立地対策は緊急を要しない.これらのブロックのぐ 1街区の工場は

数が少ないのでできるだけ同一地区内の a 1. b 1街区の非工場施設の移転跡地に集約さ

れることが望ましい.最も問題となるのは.1¥12. M4. M6. 02. 0ラの工場につい

ての対策である.これらのプロックではa街区の数は少なく. Lかもおおむね地区の外縁

部に位置するから.主要路からのアプローチは容易であり工場の立地継続に支障はない.

残る街区の多くはb2. c 2型であり，そこには工場とりわけ公害型の工場の立地は好ま

しくない.したがってこれらの街区ではまず工場の新増設を規制 Lたうえで.経営持続意
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欲の小さい工場の自然淘汰を待ち，経営持続や移転の意志のある工場に対 Lては.ブロ・ソ

クの外縁部やブロヴク外の λ もしくは b1街区へ移転誘導する策を講ヒる必要がある.

図 3- 1 9は以上で検討した 3業種以外の工場の分布を一括して示 LてL、喝 30人

以上規模の工場は a. bの両宿区にそ LてM 1. M旦. 0 1に多く. 10~19 人規模の

工場は1¥12. M4. M6. 03のb街区に. 9人以下の工場は同ブロヴクのぐ街区にそれ

ぞれ多いL.02には両規模の工場が混在Lている.これらについては業種別の立地対策

を検討Lていないけれども，非公害型工場については縫製工場に.公害型工場については

機械・金属工場に，成長力のある都市型工場については印刷工場にそれぞれ準じたブロヴ

ク別，街区別の立地対策を適用することができるであろう.

以上の混合地対策の適用事例を一般化すれば次のようになる.

1 ) 行政区は数i固の地区に分割される.通常用途地域の指定はそのような地区を単位

とLてなされ.地区内の用途をできるだけ純化させようと Lてきた.しかL筆者は住工混

合地区の整備を行う場合に.そのような地区を再分割Lたプロヴクやそれを構成する街区

というより小さな単位を基礎にすべきであると考えた.なぜなら.地区という大きな単位

での住工の分離や集約化は.混合状態の中で保たれている数々の利点をそこない.移転必

要量を大きくすることで公的・私的なコストを高め，地区の主体である小零細企業の対応

を困難にするからである.

2) 地区は道路の幅員，街区の形状，街区内宅地の規模等から整形-大幅員道路街区

の集合した整形ブロヴクと，不整形・小幅員道路街区の集合した不整形ブロヴクに再分割

できる.前者が工場の立地に有利なことはいうまでもな1，.¥.

3 ) ブロック内の簡区は工場と非工場の混合の状態に従って，工場主体街区.工場非

工場混合街区.非工場主体街区に分類されるが，工場主体街区の多くは整形プロヴクに，

非工場主体街区は主に不整形プ口、ソクに，混合街区は両方のブロックにそれぞれ含まれて

いる.

4) 整形ブロヴク内の工場主体街区はもちろん混合街区も.市内の工業機能の維持や

周辺住民の臓場確保の観点からは，できるだけ工場専用化することが望ま Lい.そのため

には積極的に都市型成長業種を吸引-定着させたり，不整形ブロ・ソク内の非工場主体街区

や混合街区に立地する工場の移転集約を図るべきである.

与) 不整形ブロ・ソクの非工場主体街区ーや混合宿区には多数の小零細工場が立地Lてお

り.住環境と工場経営の両面から最も改善が急がれるところとなっている.これらの街区
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ではとりあえず公害型工場の新増設を規制 Lて環境悪化の進行はばむ A 方で.ブロ・ソク外

縁部の大幅員道路に面-Lた混合街区に工場を集約するか，整形ブロ・ソク内の工場主体街区

や混合街区への.場合によっては地区外への移転をうながす措置を講じる必要がある.
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表1－1　土地利用類型と建物利用類型からみた住工および住商の混合類型

建物利用

土地利用

非住居・

非工業

工　　業

ゴニ業・

非住居

住　　居

住　居・

非工業

住居・工業
・その他

住　居・

工　　業

（注）

雌圭麗宅籔臨

（H＞

2　　5

4　　12

（G｝

4　　6

（H）

3

（F》

4

1

23（E）16

3　　11

　（D〕

27　　15

4　　13

　（C）

14　　14

25（B）21

26 ㈹39

建物利用

土地利用

非住居・

非商業

商　　業

商　業・

非住居

住　　居

住　居・

非商業

住居・商業
・その他

住　居・
商　　業

雌蕎鍵宅騒離

　　　　1

iH）

@　　5

3　　11

@　（G）

Q6　　7

（H）

（F｝

1

1

2

3（E）　3

8　　　5

　（D）

6　　　2

7　　　2

　（C）

10　　　2

14（B）　2

8 囚11

本表は拙稿「大阪市の土地利用類型一住工混合と住商混合を中心として一」（大阪市経済

局「市内各地区の経済再開発のための基礎条件に関する調査中間報告」1976年）による．

表1－2　主成分分析の投入変数

変 数

1．人　　　　　　　　　口

2．宅　　　地　　『率

3．建　　　蔽　　　率

4．ブルーカラー率
5．小中学校卒業者率
6．府外からの転入者率

7。徒歩寸寸一六
8．民間借家世帯率
9．1室に住む世帯率

10．狭小過密世帯
11．大正以前木造建物

12．41年以降非木造建物

13．41年以降立地事業所率

14．工　　　場　　　数

資　　料　　年　　次

昭和45年，国勢調査人口

昭和40年，建物用途面積／総面積

昭和44年，一階床面積／昭和40年建物用途面積

昭和45年，生産運輸関係就業者／全就業者

昭和45年，小学，高小，新中，旧青学卒業者／全卒業者

昭和45年，前住地他都道府県／15才以上40年以降入居者

昭和45年，徒歩就業者／全就業者

昭和45年，民間借家世帯／全普通世帯

昭和45年，1室に住む普通世帯／全普通世帯

昭和45年，狭小過密世帯数　　　　　　　　．

昭和44年，大正以荊木造建物延床面積

昭和44年，昭和41年以降建設された非末造建物延床面積

昭和44年，昭和41年以降開設事業所／全事業所

昭和44年，事業所統計工場数

5



表1｝3　各成分の固有値，寄与率，因子負荷量

変 数

1

2

3

4

5

6

7

8

9

人　　　　　　口

宅　　地　　率

建　　蔽　　串

ブルーカラー高
小中学校卒業者率

府外からの転入工率

｛走歩辺董　蔓む者Σ亨｛

民間借家仙：帯率

1室に住む世帯率

10狭小過密世帯
11大正以前木造建物

1241年以降非木造建物

13　41年以降立地事業所率．

14　工　　　　　場一　　　　数

固　　　有　　　値
鼻こ　 積　 寄　 与・　．｝率

　　　　各応～分の1租r∫・f／弔茸11；：

I　　　H　　　　Hr　　　IV V
0．34632

0．68200

0．82656

0．71896

0．80397

0．57160

0．41337

0．83439

0．58011

0．64665

0．41362

0．10185

0．33361

0．66083

　0．85503

　0，26797

－0．05925

－0．48832

－0．41036

－0．53310

－0，65967

　0．06510

　0．13139

　0．57993

　0．54536

－0．03897

－0．41336

　0．36205

　0．12293

－0．37048

－0．10771

　0．31919

　0．22134

－0．44018

－0．14657

　0．22015

－0．00435

　0．24507

－0．14990

－0．81345

　0．34837

－0．16211

　0．07073

－0．13123

　0．2（～024

－0．18010

－0．11563

－0．05984

－0．36059

　0．15290

　0．22276

　0．10209

－0．31102

　0，45177

　0．56146

－0．26013

　0．05614

－0，03321

　0、2監282

　0．10451

　0．09701

－0．09924

－0．15766

－0．07242

－0．71247

－0．15068

　0．27272

　0ユ2318

0．30750

0，21081

5ユ095

　36．5

2．8913

　57，2

1．4704

　67．7

1．0365

　75．1

0．8687

　8L3

成分1～IV
の寄．与一率

87．1

69．1

76．6

89．0

87．7

80．8

75．8

77．2

40．3

82．5

58．8

87．8

71．9

66．2

勲ll回車云ξ麦の【郵子壬蔑㌃奇1止

1 H Il1

0．3638

0．6859

0．8094

0．6500

0．7414

0．5745

0．7035

0．7795

0．5707

0，6580

0．4399

0，2021

0，3416

0．6506

　0．8354

　0．3235

－0．！261

－0．4327

－0．3657

－0．5218

－0．1538

　0ユ629

　0．2750

　0．5785

　0．5498

－0，2165

－0．4715

　0．3960

一〇．1299

－0．3131

－0ユ764

　0．3369

　0．2579

－0．2210

　0．4813

　0．2212

　0．2653

　0．1785

－0．3097

一α6040

　0．2823

－0，2710

5．1955　　　2．6004　　　1．7760

37．1　　　　　55．7　　　　　68．4
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図2一｝3　東京都市圏と大阪都市圏
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表2｛1　人口の郊外化

合

白

黒

SMSA
中　心　市

そ．の　他

SMSA外

SMSA
人

中　心　市

そ　の　他

SMSA外

SMSA
人

中　心市
そ　の　他

SMSA外

人 口（1000人）

1950

151，326

94，579

53，696

40，883

56747
　，
ユ35」50

85，099

46，791

38，308

50，051

14，972

　8，850

　6，608

　2，242

　6」22

1960

179，323

119，595

59，947

59，648

59728
　，
158，832

105，ユ80

494・io
　，
55，741

53，652

18，792

12，710

　9，950

　2，760

　6，083

　れ
】．970

203，212

139，419

63，797

75，622

63，793

177，749

120，579

49，430

71，M8

57，170

22，580

ユ6，771

13，140

　3，630

　5，810

　b
ユ970

199819
　，
137，058

62β76

74，182

62，761

175276
　P
118，938

48，909

70，029

56，338

22，056

16，342

12909
　，
　3，433

　5，714

1974

207，949

142，043

61，650

80394
　，
65，906

181，342

121，739

46，427

75，313

59，603

23，542

17，713

13726
　，
　3，987

　5，829

増越率　（％）

1950－60

　18．5

　26．4

　11．6

　45．9

　5．3

　17．5

　23．6

　5．7

　45．5

　7．2

　25，5

　43．6

　50．6

　23，1

△0．6

1960－70

　ユ3．3

　ユ6．6

　6，4

　26．8

　6．8

　1Lg
　l4．6

△0．2

　27．6

　6．6

　20．2

　32．0

　32．1

　3L5

△45

一纒嚇
　4．1

　3．6

△1．9

　8．4

　5．0

　3．5

　2．4

△5．1

　7，5

　5，8

　6，7

　8．4

　6．3

　16．1

　2．0

　2．0

△3．8

　6．4

　0．9

△7．2

　5．6

　4．9

　2．7

　14．4

ユ0ζ）フ了以皿ド

のSMSA
！970一一74

　　5．9

　　0．3

　11．．5

　　4．3

△2．9

　ユ0．5

　15。0

　13．7

　18．7

注）1950．1960，1970（a）はUS，　Departmcllt　of　Commcrce（1972），　p．16による．1970（b），1974はBarabba（1975），　p。42，

　52，53による．

　1970年のaは総人「1，bは施設収容者と兵営の軍人を除く．

　SMSAは1970fr設定の範閉．

表2－2　1970－74年における中心市への世帯流出入にともなう所得変動

I1970年中心市
に居住

家族世帯（1000）
　平均所得　　（ドル）

　総所得（10億ドル）

14才以上単身者（1000）

　平均所得　　　（ドル）

　総所得（10億ドル）

16，823

13，349

224，6

　6，975

　6，134

42，8

羅認年市隈款年市膠覇74年

3，363

14，169

47．7

1，066

7，099

7．6

1，563

12，864

20．1

　926
6，092

5．6

一18，000

－1，305

－27．6

　－140
－1，007

－2．0

注）Barabba（1975），　p．55による．

炎2＿3　1973年平均所得 （ドル）

全　世　帯

　　白

　　黒

計

男子世帯主世帯計

白

黒

女子世帯主世帯計

白

黒

人

人

人

人

人

人

中心司郊 外i・M・A外1郊外／中肺

11，343

12，332

7，517

12，759

13，224

10，641

5，357

6，490

4，176

14，007

14，214

9，019

14，717

14，847

11，025

7，069

7，429

4，829

10，327

10，712

5，771

10，870

H，176

6，641

5，247

5，632

3，780

1．24

L15
120
1．15

1．12

1．04

1．32

1．15

1．16

注）Barabba（1975），　p．60による．
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表2－4　1972年の貧困水準以下の世帯数と世帯比率

白 人 黒 人 合 計

世帯数 比　率　　世帯数 比副世融 比　率

中心市 901 7．2 892 27．3 1，828 11．3

家 郊　　外 918 4．7 167 19．5 1，110 5．3

族 SMSA外 1，622 10．0 47！ 41．0
ワ137一，

12．3

世 計 3，441 7．1 1，529 29．0 5，075 9．3

帯 北・西部 2，091 6．2 598 23．1 2，761 7．4

南　　部 1，350 9．3 931 34．8
つ314一，

13．4

単

身

者

中心市
郊　　外

SMSA外
　計
北・西部

南　　部

1，429

1，018

1，488

3，935

2，792

1，143

24．7

22．5

35．5

27．1

25．8

31．2

498

127

244

870

380

489

37．4

42．6

61．3

42．9

35。5

51．2

1，977

1，161

1，745

4，883

3，246

1，637

27．1

23．7．

37．7

29．0

26．7

35．2

注）Hansen（1975），　p．68による．

　　貧困比率は工973年3月の捻数に対するもの。

　　貧困水準は年により，家族溝成により異なる．

表2－5　40の大SMSAにおける従業者の変動推計

年
平
均
変
動
数

　人
）

年
平
均
変
勲

美

彰

中

心
市

郊

外

中

心
市

郊

外

従少市
験しの
者た数
の中

減心

中シ

心工
市ヱ

の髪

1948－54

1954－58

1958－63

1948－54

1954－58

1958－63

1948－54

1954－58

1958－63

1948－54

1954－58

1958－63

1948－54

1954－58

1958－63

1948

1954

1958

1963

製　造　業

　　218

－2，122

－3，462

2，396

1，262

4，180

　1．9

－1．7

－0．4

13．2

6．9

6．0

15

30

28

66．9

61．4

58．0

48．2

卸　売　業

　85

　55
－198

螂
767

831

　0．8

　0．2

－0．2

24．9

16．6

15．1

16

18

21

91．8

85．5

79．3

71．4

小　売　業

一588

　188

－985

　896

2，263

1，931

一〇．6

　0．1

－2．0

11．3

13．5

13．4

27

17

37

サービス業

　479

1，011

　294

510

874

756

1．6

3．9

0．9

18．O

16．6

13．5

7

4

15

75．3

69．4

62．8

54．6

84．8

78．4

73．9

68．7

注）Kain（1975），　pp．87－89，97による．

　各都市の変動量の単純平均．建設，交通，適信，公益，専門的サービス，政府部門

　　は含まれない．中心地の境域は1950年のもの，合併については修正がなされてい

　　る．
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表2噴～主要SMSAにおける中心市の人口，雇用シェアの変化

SMSA人1］
　　1970

人　　Li 製造業 小　売　業 卸　売　業 サービス業

中心市 ！970　　1960　　1967　　1958　　1972　　1967　　ユ958　　1972　　1967　　1958　　1972　　1967　　1958

New　York
11529　　，

68．2 72．8 78．0 84．3 76．6 69．1 76．8 81．9 60．8 69．8 86．0 84．2 88．4

Los　Angcles 7，032 45．1 46．8 42．2 46．9 47．1 48．7 55．1 46．9 51．1 65．7 56．8 61．3 63．6

Chicag・ 6，979 48．2 57．】、 55．6 66．4 44．9 55．8 67．9 52．1 81．6 64．2 72．8 78．8

PhiladelPhia 48】8　，

40．4 46．1 46．0 55．6 37．3 44．・．4 46．2 49．7 60．5 77．2 52．4 61．．8 71．0

r）etroit 4200　，

36．0 44．4 35．9 45．7 27．3 38．3 54．6 43．5 57．8 74．2 45．6 60．4 74．9

San　Francisco
3110　，

34．6 4L8 40．7 52．3 4i．4 47．9 59．9 51．6 59．6 80．2 57．6 63．6 71．9

・Boston 2，754 23．3 26．9 25．2 30．0 27．0 34．0 43．3 33．6 45．4 6L　2 46．4 52．2 58．7

St．　LOuis 2，363 26．3 35．6 44．6 55．9 27．4 37．4 55．7 47．2 65．5 79．6 48．1 58．9 71．9

Bammore 2，071 43．7 52．1 50．9 56．4 43．0 54．2 71．4 62．6 71．9 89．9 55．9 69．4 81．9

Cleve！and
2064　，

36．4 45．9 55．8 66．1 35．9 44．7 65．8 54．6 65．5 85．5 60．3 66．1 81．6

1・louston 1，985 62．0 66．1 70．9 65．8 72．4 77．2 77．9 88．4 93．1 94．8 81．4 85．5 87．7

Newark 1，857 20．6 24．0 26．0 32．1 16．7 25．4 35．8 21．4 32．7 51．3 24．9 37．．6 42．6

Minneap・lis 1，814 41．0 53．7 60．7 77．7 43．9 57．1 77．2 52．8 69．8 87．2 62．0 76．6 86．5

Seattle 1422　，

41．1 54．0 46．4 75．3 54．1 65．6 78．4 75．1 87．6 95．3 67．8 76．7 90．1

Mllwaukee 1，420 51．1 58．0 54．8 64．9 49．6 61．2 74．4 53．6 70．8 86．3 65．1 72．1 80．1

Miami 1268　，

26．4 31．2 35．2 52．6 30．2 38．1 54．6 36．7 45．5 71．4 32．2 36．9 45．7

New　Orleans 1，046 56．6 69．2 60．9 64．4 56．7 70．4 83．9 62．7 76．4 88．0 73．9 82．6 90．0

Atlanta 1017　，

35．8 47．9 46．1 59．4 47．5 63．3 77．3 55．0 70．4 86．4 68．0 77．1 85．5

Akron 679 40．5 48．0 61．3 61．6 43．6 53．5 64．4 59．9 73．0 8L6 58．3 65．1 74．1

注）Colman〔1975），　PP．58－5gによる．原爽は各産業の1972年センサスレポートによっている．

　SMSAの人口はUS．　Department　of　Com1｝、erce（1972〕，PP．19－20による．

表2－7　14才以上の職業別雇用の増減推定（1960－70）

男

子

女

子

専　門・管　理

事　務・販　売

職人・親方
作　　業　　者

その他サービス

非農業労働
　　　計

専門・管理職
事　務・販　売

職　人・親方
作　　業　　者

家事使用人
その他サービス

　　　計

中　　心　　市

増減数
（1000人）

　610
－130

　　20

　－60

　120
　　90

－280

　540

　960

　10
　20
－90

600

1，451

増減率
　　（％）

19．3

－5．1

　1．1

－2．1

　9．9

　8．9

－2．0

　41．2

　28．9

　8．6

　1．8

－14．6

　58．3

　17．5

郊 外

増減数
（1000人）

2，740

　570

　770
600

　330

　220
4，670

増減率
　（％）
81．3

26．8

25．1

23．1

46．9

26．6

35．4

1，100

2，130

　30
　410

　290

　760

4，418

105．3

84．5

38．6

46．4

83．O

lOl．1

74．4

注）Hansen（1975），　p．70による．

　記録されていない職業があるため，各職業の合計は計と一致しない．

表2－8　失業率の地域分布と黒人のシェア（16才以上）

1970 1974

中心市　　郊　外　SMSA外　　中心市　　郊　外　SMSA外

失業率
男

女

4．5

5．1

3．4

4．7

4．0

5．7

5．4

6．4

4．3

5．8

4．4

5．8

全体に

武l比率

　就業者男｛　失業者 16．3

Q5．4

3．4

U．6

6．5

P0．5

16．9

RL7
4．0

P0．6

6．7

P2．9

　就業者女｛　失業者 19．7

Q8．6

5．0

W．0

8．6

P5．5

20．1

Q9．5

4．9

W．6

8．1

P1．7

注〕Barabba（1975），　p．58による．
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表2－9人口25万以上のSMSAにおける小売業の変動率（1954－67） （％）

SMSAの規模

300万以上

100～300万

50～100万

25～50万

　合　計

事　　業　　所 販　　売　　額

CBD

一26．0

－26．9

－38．2

－37．6

－32．4

中心十

一26．3

－23．7

－8．4

－8．6

－18．7

郊　外

29．9

30．3

51．3

48．0

37．7

・M・A 戟E・D

一7．4

　3．6

14．1

13．4

　3．3

12．1

　8，3

－3．7

－6．7

　2．6

中心市

34．3

26．8

58．4

6工．4

44．0

郊　外

132．2

175．0

209．O

193．1

167．2

SMSA

70．4

97．6

！04．0

104．2

89．7

注）Zlmmer（1975），　p．61，　Berry　and　Cohen（1973＞，　p．443による．人□規模は1950

　年のもの．境域変更に従っている．

・表2－1037の大SMSAにおける中心市と郊外の地方政府財政（1968）（ドル）

1人当り総一般歳出

1人当り教育費支出

1人当り非教育費支出

1　人　当　り　税

1人当り補助金
地方税負担率（％1

平　均　世帯所得

中　心　市

　408

　137

　271

　226

　133

　6．3

8，616

郊 外

　332

　178

　158

　173
　　99

　4．2

10，769

中心市／郊外

1．23

0．77

1．72

1．31

1．34

1．50

0．80

注）Hansen（1975），　p．80による．

　　補助金は連邦・州補助金の合計，地方税負担率は個人所得に占める税の比率．

表2一・】137の大SMSAにおける1人当り公共支出 （ドル）

北　　東　　口

中　　西　　部

南　　　　　部

西　　　　　部

　　　計

1957

中心市

207

190

165

、224．

213

郊　外

165

152

124

176

170

中心帝／

　　／郊外

1．25

1．23

1．33

1．27

1．25

1970

中心市

613

498

395

577

600

郊　外

419

360

308

459

419

中心市／

　　／郊外

1．48

1．38

1．28

1．26

1．43

注）Campbell　and　DoHenmayer（1975），　p．366による．　計は加重平均．

表2“’1272の大SMSAにおける個人所得当り地方税負担率（1970）（％）

地　　江

北　　東　　部

中　　西　　部

南　　　　　重

囲　　　　　部

　　　計

中　心　市

7．7

7．2

5．3

7．3

6．9

郊 外

5．5

4．8

3。4

6．3

5．0

中心市／郊外

1．41

1．48

1．56

1．14

1．39

注）Campbell　and　Dollenmayer（1975），　p．364による．計は単純平均．
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表2㎝13　ロンドン圏とニューヨーク圏

1・リ・
面積（k皿2）　人ロ密度（人／㎞2）

ロ

ン

ド

ン

圏

ユ

1

ヨ

1

ク

圏

ICity　and　Westminster

（pCentral　Area

　　（Centra1　London）

H　　Inner　London

IV　Greater　London

　　（Greater　LQndon　Conurbation）

VI　London　Metropolitan　Regbn

　　24

　　27

　　27

　301
1，580

1，870

11，427

10，000

8，500

9，200

4，7∞

1，loo

I　Manhattan　CBD
　　（Manhattan　BQrough）

H　Three　Boroughs

皿　Core

　　（New　York　City）

】V　Core　and　Three　Counties

VlnnerR圭ng
　　（N．Y．　SMSA）

　　（N．Y．　and　N．　E．　New　Jersey

　　　　　　　　　　　urbanized　area）

VI　Outer　RingからThree　CQunties除外

V置　Outer　Ring

　24
　57
　354

　744

　816

1，491

4，478

5，566

6，281

11，240

17，825

23，5∞

27，000

13，4∞

11，000

9，7∞

6，700

3，100

2，100

2，600

1，500

1，000

表2－14　東京圏と大阪圏

1・リ・ 面　　積　人口密度
　（km2）　　（人／km2）

東

京

圏

大

阪

圏

I

H

皿

IV

V

瓢

千代田，中央の2区

区部から，大田，北，板橋，練馬，足立，葛飾，
江戸川の7区を除く

（東京都区部）

区部，武蔵野，三鷹，調布，保谷，狛江，草加，
蕨，鳩ケ谷，和光，市川

エリア皿と，川口，浦和，与野，越谷，戸田，朝
霞，志木，新座，八潮，三郷，吉川，船橋，松戸，
鎌ケ谷，浦安，府中，小金井，小平，東村山，国
分寺，国立，田無，清瀬，東久留米，多摩，稲城，
横浜市鶴見区，川崎

40㎞圏内市町村（木更津除く），八王子

京浜大都市圏内市町村，40～50km圏内市町村で左
に含まれない茨城県河内，谷田部，岩井，境，猿
島，千葉県富津，君津，長柄，八街の9市町村

エリアVIと，茨城県石岡，下館，結城，下妻，小
川，美野里，行方郡，江戸崎，美浦，新利根，桜
川，東，新治郡，豊里，筑波，大穂，真壁郡，結
城郡，三和の35市町村，栃木県足利，佐野，南河
内の3市町，群馬県太田，千代田，大泉，邑楽の
4市町，埼玉県，東京都（印面除く），千葉県，神
奈川県の全域，山梨県都留，小管，丹波山，秋山，
道志の5市村

22　　　8，10Q

301　　17，300

577　　　　15，300

747　　　　13，400

1，583

4，456

11，380

17，836

8，800

4，400

2，100

1，5∞

1　北，東，西，南，天王寺の5区

　　（大阪市）

H　大阪市，東大阪，守口，門真

IH　エリアHと堺，豊中，吹田，八尾，寝屋川，松原，
　　大東，摂津，藤井寺，四条畷，羽曳野，尼崎，伊丹

IV　20㎞圏内市町村と高槻，枚方，島本，狭山，富田
　　林，泉大津，忠岡，宝塚，川西

V　40k皿圏内市町村と泉南，阪南

VI京阪神大都市圏内市町村，40～60km圏内で左に含
　　まれない兵庫県西脇，奈良県西吉野，黒滝，和歌
　　山県粉河，那賀，桃山，貴志川，高野の8市町村

VE　エリアVIと，滋賀県土山，永源寺，愛東，甲良，
　　多賀，米原，安曇川，高島の8町村，三重県関，
　　白山，美杉，大山田の4町村，京都府福知山，綾
　　部，美山，三和の4市町，兵庫県洲本，相生，竜
　　野，赤穂，加西，多可郡，夢前，神崎郡（香寺を
　　除く），安富，生野，氷上郡，津名，一宮，五色，
　　三原町の33市町村

24

206

293

743

1，568

4，490

11，448

17，827

11，000

14，500

13，000

8，900

5，400

2，6∞

1，400

goo

注）　20～60キロ圏内の市町トテ，京浜大都市圏内と京阪神大都市圏内の市町村の名前は総

　　理府統計局（1973年）を参照のこと．
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夫2－15　4大都市圏のエリア構成 （単位㎞2）

＼塑」
ロン　ドン圏
ニューヨーク圏

東　　京　　圏

大　　阪　　圏

半　　径　（㎞）

1 H 皿 IV V VI 田　中心市

24（27）

　24’

　22

　24

　3

301

354

301

293

10

　　　　1580

744　　1491

747　　1583

743　　！568

15　　　20

　　　11，425　　　　　　　　　　301

4478　　11，240　　！7，825　　　816

4456　　11，380　　17，836　　577

4490　　11，448　　17，827　　　206

　40　　　60　　　80

注〕　中心市はロンドン圏はインナーロンドン，ニューヨーク圏はニューヨーク市．

　　東京圏は東京都区部，大阪圏は大阪市の範囲．

表2－16　4大都市圏の人口分布 （単位1000人）

ロ

ン

ド

ン

圏

ユ
1

ヨ

1

ク

圏

東
京
圏

大
阪
圏

1901

　1工

　31

　39

　51

　61

　71

1900

　10

　30

　40

　50

60

70

1940

　55

　60

　65

－70

　75

1940辱

　55

　60

　65

　70

　75

1 H 皿 IV V VI w 中心市

487　　　4，533

441　4，517
383　　　4，393

356　　　4，010

305　3，346

277　　3，198

244　　　2，772

6，5工0

7，162

8，110

8，615

8，197

7，992

7，452

8，204

9，147

10，620

11，530

11，655

12，449

12，760

（1，850）

（2，332）

（1，867）

（1，890）

※　620
（1，960）

　　564
（1，968）

（1，539）

3，130　　　3，756　　　4，282

4，131　　　5，218　　　5，957

5，118　　　7，463　　　8，760

5，240　　　7，933　　　9，273

5，346　’　8，348　　　9，844

4，755　　　5，251

6，678　　　7，307

10，251　　11，246

エ0，972　　12，060

12，019　　13，288

5，515　　　3，437

7，607　　　4，767

11，643　　　6，930

12，518　　　7，455

13，853　　　7，892

4，936　　　8，171　　　9，821　　13，117　　15，112　　16，139　　　7，782

4，750　　　8，209　　　9，978　　13，659　　16，363　　17，932　　　7，895

431　　　5，101

294　4，671

278　5，365

221　　　5，408

178　　　5，193

152　　　4，951

7，449　　　9，033

8，954　　11，021

9，819　　12，841

9，989　　13，867

9，951　　13，523

　　　　　　　　　　　　　　6，779

11，582　　14，726　　19，639　　　6，969

14，023　　17，341　　22，307　　　8，310

16，965　　20，847　　22，901　　　8，893

19，601　　23，976　　26，092　　　8，841

20，633　　25，714　　29，216　　　8，643

660

342

371

329

265

225

3，559

2，899

3，466

3，833

3，806

3，625

4，140

5，000

5，963

6，601

6，835

4，989

5，957

7，338

8，439

9，121

7，418

8，568

10，3G4

11，785

12，784

10，703

11，875

13，799

15，543

16，787

11，775

12，907

14，821

16，490

17，911

3，301

2，547

3，012

3，156

2，980

2，779

注）　ロンドン圏のエリアWはGLC（1975），他はMorrey（1973）による．

　　ニューヨーク圏の1900㌍60年はRegional　Plan　Association（196η，1970年はU．S．

　　Department　of　Commerce（1973）による。エリア1の（）内はManhattan　Bo－

　　roughの数値，※は1956年の数値．

　　東京圏，大阪圏は国勢調査による．エリアは第13表で区分したもの．
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表2＿17　4大都市圏の従業者分布 （単位1000人）

一＼、Nエリア
　　　＼＼．
　　　　　　　、、

1 m IV V w VII 中心市

ロ

ン

ド

ン

圏

1
195工

61

66

71

（197！）

　　986

1，038
（1，404＞

　　986
（1，340）

（1，300）

104．7
（146．0）

2，553

2，565

2，495

2，520

266．4

4，228

4，383

4，429

4，289
（3，940）

498．2

5，630

6，123

ニク
ユ圏
1

ヨ

1

東
京
圏

大
阪
圏

6，492

1956

　59

　65

1960

　63

　66

　69

　72

1960

　63

　66

　69

　72

2，476　　　3，671

（2，362）　　3，348

2，014　　　3，387

4，302

4，102

4，183

4，968

4，756

4，895

5，874

5，745

6，083

6，467

6，373

6，824

6，700

6，647

7，168

4，051

3，879

3，978

　852

1，038

1，075

1，192

1，302

3，017　　　4，056

3，535　　　4，785

3，750　　　5，184

4，056　　　5，652

4，159　　　5，757

4，694

5，619

6，182

6，847

7，004

5，454

6，666

7，538

8，524

8，856

6，131 6，535

8，595　　　9，138

9，788　　10，396

10，19！　　10，581

3，905

4，584

4，934

5，360

5，452

　780

　859

　886

　988

1，054

1，940

2，222

2，323

2，599

2，687

2，343

2，743

2，936

3，386

3，508

2，557

3，031

3，386

3，826

3，907

3，408

3，998

4，354

4，987

5，127

4，386

5，604

6，338

6，517

4，623

5，886

6，643

6，866

1，811

2，037

2，100

2，309

2，374

注）　ロンドン圏，1951～71年はGreater　London　Development　Planによる．1971年は

　　　見込み値．エ1」ア1の（）内はCentral　Areaの値，エリアIVの（）内はGLC
　　　（1975）によるセンサスの結果．（1971）の各エリアの数値はO田ce　of　Population

　　　Censuses　and　Surveys（1975）による1971年の10％サンプル調査の数値。

　　　ニューヨーク圏の1959，65年はRegional　Plan　Association（1967），1956年はフー

　　　バー・バーノン（1965）による．エリア王の（）内はManhattan　Boroughの数値．

　　　東京圏，大阪圏は事業所統計調査の農・林水産業を除く総従業者数．1972年は農林水．産

　　　業を除く民営事業所の従業者数．

．表2－18　4大都市圏の製造業従業者の分布 （単位1000人）

ロ

ン

ド

ン

圏

ユ
1

ヨ

1

ク

圏

東
京
圏

大
阪
圏

1947

　　51

　　61

　　66

（1971）

1947

　54

　58

　63

　67

1960

　63

　66

　69

　72

　74

1960

　63

　66

　69

　72

　74

1 H 皿 IV V w 中心市

（319）

（265）

（25．4）

608

630

741

638

54．8

1，451

1，326

131．8

2，215

2，190

（425）

（397）

（335）

（294）

（278）

732

694

610

556、

525

846

837

753

697

668

1，023

！，013

　907

　849

　824

1，186

1，219

1、l16

1，071

1．066

1，363

1，397

1，284

1，243

1，268

1，398

1，457

1，331

1，304

1，329

741

744

670

622

593

58

77

68

72

67

62

672

763

712

718

622

541

1，296

1，314

1，157

1，040

1，766

1，855

1，663

1，538

2，253

2，442

2，290

2，644

2，941

2β48

2，774

3，048

3，002

1，259

1，503

1，199

1，207

1，045

　934

64

71

62

58

52

47

710

656

674

642

586

　957

1，025

1，003

　922

．1，103

1，200

1，．180

1，092

1，468

1，622

1，596

1，494

1，867

2，064

2，053

1，968

2，179

2，173

563

597

533

534

497

448

注）　ロンドン圏の1947年はLondon　County　Counci1（1951）に，正951年はLondon
　　　County　Counci1〔1960）iこ，1961，66年エリア1～IVはGreaζer　London　Develo－

　　　pment　Plan　による．　エリアIVはSouth　East　Ecomomic　Planning　Counc1王

　　　（1967）による1964と66年の数値．（1971）はO田ce　of　Populatbn　Censuses　and

　　　Survey（1975）による10％サンプル調査の数値．エリア1はCentral．Area．

　　　ニューヨーク圏の1947～63年はRegional　Plan　Association（1967）による．1967年

　　　はU．S．　Department　of　Conlmerce〔1973）による．

　　　：東京圏，大阪圏は各年次工業統計調査による．
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1乏2．一2〔〕 3大都市圏の小売業従業者の分布

　　　　　　　　　　（単位1000人，分布シェアのみ％）

エリア
・ゾーン

ヨ

ク

圏

東

京

圏

大

阪

圏

1948

　54

　58

　63

　67

67

1962

　66

　70

　72

　74

70

1962

　66

　70

　72

　74

70

1 a H b 皿 C IV V w　　VI　中心市

（312）　（161）　　473

（252）　（142）　　394

（250）　（143）　　393

（231）　（132）　　363

（219）　　（129）　　348

123　　596

118　　512

130　　523

125　　488

125　　473

93　　　689　　　803

91　603　　748
101　　　624　　　804

71　　　559　　　759

97　　　570　　　770

880　　911　　570

832　　　868　　　470

903　　　950　　　502

873　　　934　　　469

899　　　968　　　455

（22．6）（13．3）　36．0　12．9　48．9　10．0　58．9　79．5　92．9100．0　47．0

49　　272　321
68　　　272　　　340

50　278　328
57　　279　　336

52　　279　　331

190　518
186　　522

192　523

130　　648

145　　667

156　679

873　1，060　1，155

394

486

472

465

477

4．3　24．1　28．4　16．5　44．8　1L　3　56．1　75．6　91．8100，0　40．9

51

58　　　140　　　198

61　164　225
64　　171　　235

63　　164　　227

115　　340

118　353
115　　342

58　　　398　　　541

　　　　　　154

　　　　　　174
726　　　771　　　194

　　　　　　199

　　　　　　193

7．9　　21．3　　29．2　　14．9　　44．1　　　7．5　　51．6　　70．2　　94．2　100，0　　25．2

注）　ニューヨーク圏の1948～63年はRegiQnal　Plan　Association（1967）による．1967年

　　はU．S．　Department　o壬Commerce（1973）による店主と被雇用者の計，エリア1

　　はManhattan　Boroughの数値．
　　東京圏と大或圏は各年次商業統計謁査による．

表2．一21 3大都市圏の卸売業従業者

　　　　噛　　（単位1000人，分布シェアのみ％）

エリア・

ソーン

ユ
1

ヨ
ー

ク

圏

東

京

圏

大

阪

圏

1948

　54

　58

　63

　67

67

1962

　66

　70

　72

　74

70

1962

　66

　70

　72

　74

70

1 a H b 皿 C IV V VI　VII中心市

（289）　　（41）　　330

（235）　　（44）　　279

（235）　　（45）　　280

（217）　　（45）　　262

（220）　　（49）　　269

31　361
36　　315

44　　324

43　305

49　318

30　39L　412
32　　　347　　　379

35　　　359　　　401

44　　　349　　　415

48　366　449

423　　　428　　　351

396　　　402　　　303

418　　　427　　　311

440　450　293
481　　　496　　　303

（44．4）　（9．9）　54．2　　　9．9　　64．1　　　9．7　　73．8　　90．5　　97．0　100．0　　61．1

199　　　207　　　406

3∞　　299　599

299　302　601
305　　　294　　　599

322　　　352　　　674

60　661

59　658
70　　744

43　704

36　694
43　　787

　　　　　　　　　444

　　　　　　　　　625
787　　　836　　　851　　　653

　　　　　　　　　650

　　　　　　　　　735

35，1　　35．5　　70．6　　　7＿1　　77．7　　　5．1　　82．7　　92．5　　98．2　100．0　　86．4

247

謝
292

288

293

119　462
117　　409

119　407

133　426

23　　485

24　　433

27　434

36　462

12　445　506

　　　　　　320

　　　　　　427
556　　　588　　　400

　　　　　　396

　　　　　　411

49．7　　19．9　　69．6　　　4．1　　73．6　　　2．0　　75．7　　86．1　　94．6　100．0　　69．9

注）　ニューヨーク圏の1948～63年はRegional　Plan　Assodation（1967）による．1976年

　　はU．S．　Department　of　Comrnerce〔1973）による被雇用者の数値．エリア1は

　　Manhattan　Boroughの数値．
　　東京圏と大阪圏は各年次商業統計調査による．
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（出所）α」α73ξoor　D66αy，　HMSO，1977，による。

図3－2　バーミンガムのインナーエリア
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36　　　　　　　　　　　　　　【逗コインーナコア＿
　　　　　　　　　　　　　　　　聰バーミンガム市設定のインナーワード

　　　　　　　　　　　　　　　　臨インナーエリア
　　　　　　　　　　　　　　　　臨インナーエリアと合せてバーミンガム
　　　　　　　　　　　　　　　　　　市股定のミドルリングを形戚する部分
（出所）び〃ぐρ照Zαfy，　HMSO，1977，による，

（注｝　インナ．一エリアは原図ではインナーリングと表現されている。
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図3－3　ロンドンのインナーエリア
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～乏3－2　3大都市20キロメートル圏の地区分類

」i・

　T一代川区

中央【く
港　　区

新宿区
文京区
台東区
鴨川区
d：東区
品川　区

11黒区
大川区
渋谷区
中野区
豊島区
北　　区

荒川区
葛飾区．

世田谷区

杉並区
板橋区
練馬区
足立区
江’．1川区．

二死昂曳璽‘1；ll∫

三鷹llf
保谷市
調布rl∫
狛 江 市

川Lj市
草．加市

蕨　　市
ρ　田　il∫

鳩　　市

和光市
八潮市
三郷市
市川市

i松戸 市

；川崎市

一　　　　．　　　　　　　　　　　一

　目一　．　　　7　　　　一　　． 増　化　卒　　囲－　．一『．一一　．．　　　一　．一．一　r冒一「＿＿＿

1975年人lj否．渡
地 区 分 類

～651 1965～701970～75 （lkm2当り）

東

△2〔〕、3

△18．9

△7．4

△5．6

△7，5

△15．9

△11．5

△Ll
△6．1

△1．1

△2．7

△3．3

　0．5

△5．0

△4、6

△IL3
　3．8

　6，0

　3．0

△1．1

2L4

1Li

IO．2

　2．6

M．6

20．9

33．5

50．8

22．8

527

10．8

32．9

37．4

27．3

71．4

76．6

25、5

58．5

13．9

京

〈16．9

△i3．2

△6．5

△6．0

〈7，7

△13．8

△10．9

△0．1

△7，9

△3．6

△5，9

△3．9

△1．5

△9．4

△2、6

△1L8

△45
23
1．4

5．6

6，0

6．5

6．O

L9
5．9

6．2

1L7

16．2

13．0

35．6

△L2
11、0

10．3

17，7

50．4

85．6

22．3

35．9

125

　圏
．　一『一　一一一一一7　

5，352

8．965

10，754

20，356

18．903

20，765

18，i41

1L253

22，541

191778

141958

17．460

23，717

24，679

20．438

211704

13．048

13，702

16．718

15，620

1L908

1L437

10，512

12、648

9．801

11，，439

8、074

1L389

6．208

6．068

i4、992

4．283

9，144

4．Oi6

3，098

2．610

5，730

5．630

7，513

コアー

　　’，

インナーエリア

　　，〆

　　ノ’

　ノ’
　’ノ

　”
　〆ノ
　’ノ

　’ノ

　〆〆
　ノノ　　　　　　ご

　　　　｝
　ノノ　　　　ニ　“　1
　，！　i
　．’　！

アウターエリア

　，〆

　”　1
　〃　　　1
　”　　　　　】
　　　　1　〃　　l
　　　　l　ノ’

　”
　”　1
20kmゾ　 ｫ
　：：

　二

　二

　∫

　：：

　二

2！



　人　1」　増　化　率．　　一　．　一　　　　幽　　一　一　　　　．r　　L1961，～651．ig65τ璽〒6．．一一
幽～75 1975年人U密度

@（lKrバ当り）
地 区 分 類

@　　　　　一　一　　　一　．　　　　　　　　　　　　　　＿　＿　＿　．　一．　． 一

大 阪 圏

北　　区
東　　区

西　　区
南　　区

都島区
福島区
此花区
港　　区

大正区
天ヨ三専区

浪速区
大淀区
西淀川区

東成区
生野区
旭　　区

城東区
阿部野区

〈14．8

△15．0

△8．1

△13．8

　α7

△ag
　7．3

　17，6

　23
△5．5

△6．3

〈5．8

　3、9

△7．4

△0．9

△L3
（15．6）

△3．4

△25．9

△246
△｝5．6

△2L6
△U．8

△16．3

△3．4

△4．8

△6．9

△11．9

△15．6

△15．9

〈92
△14．0

△8．i

△8．1

（△2D
〈6．8

△i7．5

△24．9

△121
△15．6

△10．8

△15．1

△4．5

△4．6

△05
△9．9

△15．2

△i3．0

△122
△13．5

△10．0

△4．6

△1．8

△12．4

7．939

4189i

9，503

M，168

i4，780

13，050

7，478

12．806

9，681

12．727

14，550

9411

＆655

2L197

23．61i

20271

18．230

2L295

コアー

　　ノ’

　　’〆

　　〃
インナーエリア

　　〃

　　〃

　　〃

　　〃

　　〃

　　〃

　　〃
　　’！

　　，’

　　！ノ

　　”

　　〃
　　！ノ

R主筆区 i（2L9） （2．7） △　3，1 19，875 〃

東住占区 （29．7） （12．1） △8．7 17，959 ’ノ

西　戒　区 △0．9 △8．5 △12．9 22，879 〃

淀　川　区 △3．3 lL861
〆ノ

住之～i：区 △6．2 G，500 ノ！

守　日　市 35．7 32．8 △3．3 13，586 ’〆

尼　的　市 23．4 10．6 △1．4 1LH4 〆ノ

東淀川区 （1α7） （△1、1） 4．8 12，338 アウターエリア
鶴　見　区 i．3 1L170

〃

平　野　区 7．2 13，210 〃

豊　中　市 46．7 26．2 8．1 10，885 ノノ

門　真　市 178．2 48．1 1．6 lL731
〃

東大阪市 22．7 12．9 4．9 8，494 〃

堺　　　市 25．5 27．4 26．3 5，648 20kmソ」ン
池　川　市 38．2 M．4 6．3 4，614 ”

吹　川　市 68．5 32．0 15．9 8，223 ノ’

茨　木　市 60．2 42．4 28．6 2，798 〃

八　尾　il∫ 38．4 33．8 14．9 6，341 〃

寝屋川市 126．3 82．2 22．9 10，596 ノ〆

松　原　市 52．5 56．2 18．9 8，001 〃

大　束　市 61．5 63．1 19．0 6，003 ’ノ

箕　面　市 28．0 30．9 38．7 L647 〃

柏　原　市 26．2 18．1 ig．7 2，567 ’ノ

羽曳野市 36．1 53．2 22．1 3，487 ！’

摂　津　市 78．5 37．4 27．6 4，883 ’ノ

高　石　市 33．9 34．5 8．8 6，475 ”

藤井寺市 44．2 31．9 18．1 6，841 〃

四条畷市 79．2 96．2 38．2 2，771 〆〆

交　野　llガ 48．3 92．2 56．5 2，085 〃

西　宮　市 28．3 11．8 G．3 4，108 ’！

芦　屋　市 10．8 12．3 7．4 4742 〃

伊　丹　市 40．4 26．7 11．8 6，954 ！ノ

生　駒　市 23．2 24．7 37．4 929
”　　　　　1
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1

：中

　束

　千　種

　西

　中　村

　昭　和

　瑞　穂

　熱　川

　南

　北

　中　川

　港

　守　山

　緑

　名　東

…天　白

i一　　賞
　　1　，1
瀬　戸

1イ臼1井市

1津　島

…～［南

ラ己西
1

…小　牧

；稲　沢

「東海・lf

人　府

1こ張旭市

岩　倉

豊　明

i　人　臼　増　化．率 ％） 韮975年人ロ密度
1960～65　　1965　～　70　1970＝＝身石 （1Km2当り） 地区分類

名 占 屋 圏

区 △9．5 △16．3 △i5．1 6，526 コ　ア　一

区 〈3．0 △8．3 △10．1 9，684 〃

区 （5．4） （12．5） △0．5 9，123 インナー
区 12．3 6．2 △4．3 91401

〃

区 5．4 △3．0 △7．4 11，076 〃

区 （15．1） （2L9） △5．3 1L279
〃

区 6．5 △1．3 △5．8 11，331 ’〆

区 2．9 △7．5 △12．5 7，924 ’ノ

1）く

19．5 2．0 〈5．8 9，497 ’ノ

区 20．3 1．8 L6 101393
アウター

区 27．9 5．9 3．3 51856
！’

区 17．3 10．4 43 3，060 ’ノ

区 35．2 24．9 21．6 3，549 ’，

区 57．7 28．9 26．4 4，112 〃

区 99．4 4，592 〃

区 26．8 4，112
llr

H．3 7．6 8．8 3，020 20kmソ
市 5．3 7．2 2L5 LO20

〃

市 52．； 37．9 32．1 2，299 ’ノ

市 7．8 10．5 13．2 2，297 〃

市 25．4 26．3 15．9 2，930 〃

市 L8 △1．7 5．7 2，399 ’！

市 40．0 30．8 22．4 L525
〃

市 24．6 2i．2 ！3．3 L829 ’〆

Ilf
68．0 5L8 102 2，354 ’〆

市 32．9 ．40．9 i4．8 L674
〃

市 3L7 37．4 3i．0 21089
〃

市 48．7 57．7 23．9 4，009 〃
ll∫ 493 29．8 53．9 L961

”

（臼1）　（　　）内は分1く以前の1く域にiり1する数値．

（出所）　イ千年次国ら｝ll周査．

‘）4～

‘一・づ



表3－3　従業者の流動

コ　ア　一 インナーエリア アウターエリア 20kmゾーノ

1975

N（％）

東　　京

蛛@　阪

ｼ古屋

78．3（1．4）

V6．6（3．6）

U5．8（13．3）

55、4（正0．4）

T5．6（7．4）

T2．6（7．9）

440（10．6）

S9．8（7．2）

S5．2（13．3）

47．1（9、7）

S0．4（8．D

Uα7（10．6）

1970
東　　京

蛛@　阪

ｼ古屋

△2，5（0．9）

｢48（2．2）

｢6．6（29）

△3．3（L7）

｢5．3（2．1）

｢5，5（L5）

△2．4（L4）

｢a5（3，0）

｢5，9（＆1）

△4．7（3．0）

｢40（2．3）

｢6．4（1．9）

1965
東　　京

蛛@　阪

ｼ古屋

△3．1（1．6）

｢0．5（1．4）

△・2（・1）1△22（1．・）

@　　△α8（1．5）

@　　　1．1（L8）

△α4（1．0）

R0（1．5）

ｿ2（0．7）

△L8（25）

｢2．2（2．6）

｢47（3．5）

1975

N（％）

東　　京

蛛@　阪

ｼ古屋

94．8（1．6）

X0．1（4．7）

V9．1（72）

55．4（15．0）

T24（12．5）

T24（9．0）

38，3（9．D

S21（a7）

Sα5（6．9）

35．6．（a3）

R7，7（7．3）

Q7．1（7．9）

1970
東　　京

蛛@　阪

ｼ古屋

1，9（0，4）

R．9（L5）

V．3（1．9）

5．8（1．3）

U．3（2．0）

V．3（0．3）

14．5（1．7）

T，7（α6）

T．6（1．3）

4．3（1．5）

T，9（32）

T．2（1．7）

1965
東　　京

蛛@　阪

ｼ古屋

2．3（0．1）

T．2（1．1）

R．0（1．7）

5．6（1．7）

R．9（25）

Q．4（1，0）

3．3（1．8）

Q4（0．1）

P．6（1．5）

2．8（3．0）

R．9（28）

S．5（25）

通勤流入 東　　京

蛛@　阪

ｼ古屋

1α5（2．0）

P3．6（3．5）

P5．2（2．4）

lZl（9．7）

S．3（a2）

P1．0（5．8）

1＆5（9．5）

Q25（6．5）

Q24（14．4）

28．5（221）

R｝

R27（21、6）

奄Q曾0（122）
1970

通勤流出 東　　京

蛛@　阪

ｼ古屋

△＆4（4．7）

｢22（7．3）

ｿ5（3．0）

△α5（a2）

｢α4（7．3）

Q5（22）

74（4．2）

P．4（5．1）

Q20（5．1）

29．1（29．9）

Q1．6（13．2）

R1．8（13．0）

従業者総数

東　　京

蛛@　阪

ｼ古屋

8．1（21）

浮W（36）

S3（a3）

α6（95）

｢79（53）

｢4．4（4．7）

5．5（43）

S，2（2．6）

S9（7．4）

1α4（8，8）

P28（126）

Q，0（9．2）

（注）　1）各市区に常住する15才以上就業者のうち自市区内で従業する者の比率の平均値．2）各

　市区の15歳以上総従業者のうち市区外より流入する者の比率の平1均値．3）特に値の大きい

　箕面市を除く19市の平均値．年次間の変化，増加率は分区した区を除いたため，大阪はイン

　ナーエリア16市区，アウターエリア3市，名古屋はインナー，アウター両エリアとも5区に

　ついての平均値，各年次間の変化は変化ポイント数の平均値．

　（　）内は標準偏差で以下の各表とも同じ．
（出所）　各年次国勢調査．
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表3－8 居住者の性格

コ　　ア　　一 インナーエリア アウターエリア 20kmゾーン

1975
東　　京 629（20） 390（7．6） 2ZO（7．0） 15，0（38）

老11 年
大　　阪 560（88） 3a4（1α8） 188（4．1） 2α7（6．2）

名古屋 47．5（5．1） 330（5．2） 179（4．8） 18．4（3．3）年　　化

1970
`1975集 東　　京

蛛@　阪

95（2．9）

P4．2（3．7）

Z6（20）

浮P（3．4）

44（1．4）

≠潤iα6）

1．4（21）

ｿ7（1．8）

指
花 名古屋 1α3（25） 6．4（1．3） 1．2（1．9） △α1（1．2）

数

1965
`1970 東　　京

@　　21

1ao（0．7） 70（2、1） 3，3（1．4） △α3（1．7）

年変 大　　阪

@　　31

123（2．3） 7．8（3、9） 1．1（1．2） △1．0（3．5）

化 名古屋 ＆2（1，5） 5．2（20） 20（1．6） △α6（1．8）

完
1975 東　　京 1．2（0．2） 26（α4） 24（α1） 23（α3）

全　失

年（％）

大　　阪

ｼ古屋

1，9（0．5）

Q0⑩3）

39（1．5）

R．2（α4）

a3（α4）

Q0（α3）

23（0．4）

P．5（0．2）

業

1970
`ユ975 東　　京

@　　2｝

α4（O．1） 1．0（α2） α9（0．1） 1．1（α2）

率
集 大　　阪

@　　31

1．0（αの 21（1．1） 1．5（α3） ．1・0（α3）

琵 名古屋 LO（α2） 1．2（α2） 1．0（α4） 0．8（α2）

所4｝
1975

N
東　　京 21α3（26．D 15α3（27．8） 141．6（23．5） 121．8（13！6）

指 大　　阪 233．3（27．8） 111．0（28．7） 10α5（225） 　　　　　51
P2ao（17．1）

得 数 名古屋
格　　差

署
東　　京

蛛@蔭
△24．7（0．1）

｢164（4．8）

△Z4（a8）

｢6．9（58）

△Z9（2．8）

｢6．1（1．4）

△O，8⑲4）

｢4．8（6．8）
（％）

名古屋
ig77

E
得‘｝

ﾒ
東　　京 470（12．0） 15．8（τ7） 14，0（48） 95（2．2）

局額 比率 大　　阪 31．8（＆9） 79（4．3） 75（3．2） 　　　　51
X7（4．D

所 （0／00）
名古屋 24．0（ZO） 14．3（5，1） 1α3（36） 72（1．4）

㌦暴騰欝禦騰潔ゐ録耀職巖運
（出所） 国勢調査及び本文注8D資料による．
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図5－3　シカゴのコミュニティ別空家率
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表5－1　19斗8－76年シカゴ市の諸事業による立ち退き世帯数

1家
都　市　更　新

モデルシティ
高速道路建設
公営住宅建設
条　令　　執　行

そ　　　の　　　他
　　　　　　　　　」

族

20，925

謹，6正5

13，670

13，262

8，219

11，455

合 計 i 69，146

単 身 合 計

H，981

　464
4，816

4，232

3，836

3，1U

32，906

2，079

18，486

17，494

12，055

14，566

28，440 1 97，586

出所）　シカゴ都市更新局調べ．

表5－2　シカゴと郊外における人口・産業の分布

シ　カ　ゴ

　　　　　　ig斗0
人目　　　　口　1950
　（1，000人置　1960

　　　　　　1970

　　　　　　1947
工業生産労働者　1958
　α00人）　　1963

　　　　　　1967

　　　　　　19斗8

　　　　　　1958
小売商店数
　　　　　　1963
　　　　　　1967

　　　　　　1963
卸売商店数
　　　　　　1967

3，397

3，621

3550

3，369

5，321

3，896

3，504

3，827

43，540

35，910

29，775

26，977

8，899

8，084

ク・クカウンテ．1郊外のカウンテ、合

　　　　　　1
計

　888

1，135

1，782

2，277

　943

1，336

1，631

翌，967

9，194

11，016

11，439

12，506

2，201

2，859

　283

　斗22

　889

1，333

　555

　647

800

1，041

703

816

859

928

1，106

1，381

4，568

5，178

6，221

6，979

6，819

5β79

5，935

6β35

59，765

55，087

49、804

48，760

12，206

12，324

注）　クックカウンティからはシカゴを除く．郊外カウンティはクックカウンティを除く北東イ

　リノイの5カウンティの計．　　　’
出所）N・・thea…mIIIi・・三・PI・n・i・g　C・mmissi・n，3・δ・・伽F・・伽・々1973，および各

　年次のU・S・Department　of　Commerce，　Coロ寵yαη4　Cfごy　Dα砂βoo々．

表5－3　シカゴの黒人入口

実 数1比率
1850

1860

1870

1880

1890

1goo

1910

　322

　955
3，691

6，480

14，271

30，150

44，103

1．1

0．9

1．2

Ll
l．3

L9
2．0

1実 数1比率
1920

193G

19斗0

1950

1960

重970

　109，458

233，903

277，731

492，265

8乳2，637

1，102，620

4．1

6．9

8．2

13．6

22．9

32．7

出所）Spear，　A．　H．（1967，　p．12）およびClty　Qf　Chicago（1975，　p．5）による．

表5〒　 D4　シカゴにおける黒人の地区的集中

センサストラク
トの黒人比率

5％以下

5～　9％

10～19％

20～49％

50－74％

75～100％

全　黒　人　の　比　率

1898

31．3

9．7

7．8

23．3

17．夏

10．8

1910

2生1

8．2

4．4

325
30．8

1 1920

7。斗

2．6

6，9

32．6

14．8

35．7

1960

15

5．5

8．6

84．7

注）1960年は非白人の数値である．
出所）　1920年まではSpear，　A．　H．（1967，　p．16），1960年目Berry，　B，」．L．（1975，

　P．200）．

3．1．



図6－1 シカゴサウスサイドのコミュニティ別

黒人比率

図6－3 ハイドパーク，ケンウッドのセンサス

トラクト別黒人比率
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図6「2　ハイドパーク・ケンウッド都市更新地区の土地利用（197〔｝；卜）

　　［コ』・k・・nd・脚S，・，e。

　　置圃U・・・・・…y・fCh…、。

　　％0・卜er縁1・c・・i…

　　圏躍C…erci・1

　∵．∵．．．’傷

　　　　A．9　　穿x∵
ヨ　　　　　ニのマ

亀　隻”　　黛∵．☆・、
　翠　　・，ゼ∴賦：

ぎ　　　　　．・＝’

　⊂＝D鶏．．

　　　　　　　　　1【M沿　　　　　0　　　　　！0〔即　　　　2000Fee【

（出所）Department　of　Development　and　Planning，　Chicago（1974，　Section　43）により作成．
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表6－1　ハイドパークの住民・佳宅の変化

1940 1960 1970

人 口 　　　孕@　C’

@H
g／C　（％）

；33・968 35，504

S5，577

@L28

ト133・694

P　33，559

P　1．oo

黒　人　比 率 　　C

@　H
g〆C

1　8．2

@　L1
@　0．13

229
R7．7

k65

32．7

R1．0

O．95

カレッジ卒業
ﾒ比率（25
ﾈ上）

才
　C
@H
g’C

9．7

R1．2

R．22

14．3

S0．9

Q86

17．4

T8．9

R．39

ホワイトカラー　　C
比率（男子）　　　H

　　　　　　　H／C

43．4

73．2

1．69

37．0

623
1．68

33．4

67．5

202

ノ乏6－2 ハイドパークの都市更新計画における

クリアランス

世帯　所　得　　C
中位数（ドル）　H

　　　　　　　H／C

4422，　　　6．738　　　10．242

50．02距　　　　6，772　　　　蓋正，5i8

正．13　　　　　1．Ol　　　　　1．12

更新地　クリアラ
区　副‘　ンス対象

同比率（％）’・

住宅稔数 ﾓ3［l

　　　　　　　HC（％）1

9，895

17．013

　L72

12．160　　　　12，088

19，621　　　　15，685

　L61　　　　　L　30

土地（エーカー）591．4

ヲユ劉勿　（棟）　　　　　3，077

住宅（戸）　　29，321

101．2

　630

5，941

17．1

20．5

20．3

持　家比率　　C
　　　　　　　　H
　　　　　　　H／C

24．3

6．2

0．26

327
9．5

0．29

34．9

15．4

0．44

（出所）Depa【tment　of　Urban　Rcnewal，　Chlcago

　　　（p．22）による．

3世帯以上用　　C
住宅建物比率　　H

　　　　　　　H〆C

6五．0

921
1．51

56．4

89．6

1，59

57．9

90，0

1．55

住宅密度（1平　　　C
方マイ・レ当り）　H

　　　　　　　H／C

7．395

18．472

　2、50

aG8Gig・034
21．3041　　　　17，030
2．351主、89

建築時胡別　　c
住宅比率　　　H
　　　　　　　H／C

27．14，

21．8

0、80

1：：1「ll：ガ

1．131　L12

表6－3 ハイドパークの再開発，都市更新で除去された

事業所の対応（1966甲末現在）

1室当り1人以上　　 C
の住宅比率　　　　H

　　　　　　　H・℃

14、4

10．7

0、74

1正．7

9．6

0，82

9．9

4．5

0．45

総数 廃業　移転後廃業　移転

良好な住宅用　　C
建物比率　　　　H

　　　　　　　H／C

46．76｝

84．1

1．80

84．771

85．4

1．OI

住宅の設備　　　C　　　i保有率

@誌　1
8558〕

XL5
P．07

88．18，

W8．5

P．00

34791

R6．8

P．06

待家の価格　　　C　　　I
?ﾒ（ドル）　H　l

3，716

U，230

1＆000

P8，800

2L200
R6、500研

ハイドパークA・B

ハイドパーク・ケンウッド

　　　　　計

194

447

641

51

156

207

112

89

201

31

202

233

H／C L68 Le4 L．72

（注）移転のうち83はハイドパーク内で，うち23は3っのショッピングセ

　　ンター内で営業．

（出所）Berry，　B．　J．　L．　et　al．（1968，　p．78）による．

家賃の中位数　　C
（ドル／月）　H

　　　　　　　H／C

．　31．5

1　48，7

　　1．55

88　　　121
100　　　　　　i44‘o，

　1．14　　　　　L19

注）Cはシカゴ全休，Hはハイドパーク，比率はパーセント．

　　1）単位100人．2）14畿以上の勤労者で1939年の年収1000ドル

　　以上の者の比率．3）単位100戸．4）1900年以前の住宅、5）

　　1939年以前の住宅．6）good　condition．7）sound．8）専用

　　バスあり．9）空目あり．10）円山ンサストラクトの中位数の

　　平均．

（出所）　各年次センサスにより作成．

表6「一4　ハイドパーク・ケンウッド都市更新事業の収支評価

費 用

総　事　業　費

土地売上げ

41，073，546

△4，397，829

　差引純‘1事業目

うち地方の負担
　　内　　訳

　道路関係
公共建物

　公園・運動場

学校
　その他改善

　現金支出

36，675，717

9，168，930

2，135，570

　632，609

1，044，144

3，575，366

　112，573

1，G68，668

　　効
市場価格

果

詐lllii前

年1：li毎，

1｛灘輪昇

19，500，000

8，786，000

1，652，000

5，700，000

30．000，0（［0

11，700，000

3，514，400

　660、000

1．500．000

11．300，000

　合　計

クリアランスによる

　　　　　lllli植土棚

G5，680，000 28．674，400

∠N21．598，950　　　　二一7．199，650

差引純増加

．年問税収増加

44，039，050　　　　　21，474，750

　　　1，120，000

注）π．iモllH瀬は1955fl覗1’E．単1、Z｛まドル．

出所）C・mmu・ity　C・・s・・v・h・・H・…d・f　Chi・・9。（1958，　PP．15－19｝．
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図8－1　合衆国，ニューヨーク都市標準都地区，ニューヨーク市の従業者指数
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炎8㎝1　ニューヨーク市報農業従業者の変化 （単位：1000人）

　　　　　　　　　　．

建設業 製造業
運輸・i並信

�v事業
卸・小売業

金融・保険

s動産業
サービス業

ｻ　の　他
政　府

1950　1 3，469 123 1，040 332 755 336 507 374

！960 3，538 127 947 318 745 384 609 408

1969 3，796 105 826 324 749 464 7S2 547

1970 3，743 110 766 323 735 458 787 563

1971 3，608 111 702 299 704 450 773 569

1972 3，566 105 676 298 695 446 781 566

1973 3，541 108 653 294 686 435 791 576

1974 3，446 102 602 283 665 425 786 584

1975 3，286 80 537 270 634 420 772 574

1976 3，210 67 541 264 629 416 771 522

1977 3，188 64 539 258 62D 414 785 508

1978 3，236 66 532 260 620 418 821 521

1979 3，279 71 519 259 621 430 860 521

1980 3，298 75 499 257 615 446 890 517

1981 3，321 76 486 258 611 457 918 517

注；The　Port　Au【hority　of　NY＆NJ〔1982，　p．21）およびMollenkopf（1981，　p．91）による．

　　New　York　State　Department　of　Laborの資料に基づくwage　and　salary　employmentの年間平均笹

　　であり，本文中のEhrenhaitの説明数値と若干の差異がある．1981年は漸定値．

表8－2　ニューヨーク市民間部門従業者の地区別変化

1980年3月（1000人） 1977－80年変化 （％）

ニューヨーク市 マンハッタン その他のバラ ニューヨーク市 マンハッタン その他のバラ

合　　　　計 2，734 1，796 938 4．4 6．5 0．6

建　　　設　　　業 71 29 41 19．3 7．5 29．0

製　　　造　　　　業 507 283 224 △5．8 △4．7 △τ2

運諭。題信・公益業 251 144 107 △α4 3．3 △5．0

　　　　　　　■ｵ　　・　小　売　業 600 359 241 △0．8 1．0 △3．3

金融・保険・不動産業 436 379 57 6．9 9．0 △5．1

サ　一　ビ　ス　業 859 595　1　　： 264 14．3 15．3 4．7

注：Ehrenhalt（1981，　p．61）による．

　　合計には鉱業，分類不能を含む．失業保険データによっており，農業，鉄道，家事，小規模非営利団体の従業

　　者は除かれている．従って第1表や第3表の数埴とは若干異なる．

表8｝3　ニューヨーク都市圏の人口変化

実 数 （1000人） 増加率 （％）

1970 1977 1980 1970－77 1977－80

Bronx 1，473 1，293 L169 △12．2 △9．6

Kings 2，602 2，346 2，231 △9．8 △4．9

Manhattan 1，539 1，388 1，428 △9．8 2．9

Queens 1，986 1，955 1，891 △1．6 △3．3

Richmond 295 332 352 12．5 6．0

New　York　City 7，894 7，314 7，071 △7．3 △3．3

NYSuburbs 3，677 3，817 3，732 3．8 2．3

NJ　Sector 4，602 4，464 4，409 △3．0 △L2
Total　Region 16，177 15，595 15，212 △3．6 △2．5

注＝New　York　Ci亡y　Council　on　Economic　Education（1979，　p．4｝とThe　Port　Authority　of

　　NY＆NJ（1982，　p．19〕による．

　　NY　SuburbsはNassau，　Rockland．　S確olk，　Westchesterの計．

　　NJ　SectorはBergen，　Essex，　Hudson，　Middlesex，　Morris，　Passaic，　Somerset，　Unionの計．
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図9一一4バーミンガム耐ソナーゾーンの総合的再開発地区
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表9・一1 ウエスト・ミッドランズおよびサブリージョンの人口

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人口は1，000人，増加率は％）

　　人　　　　口
　　　　　　　　　　　　　1951～71
1951　1961　1971　増加率

West　Midlands　4，426
Central　　　　　　　　　847

Conurbation　　　　2，257

（Bir皿ingham）　（1，114）

Coventry　Belt　　　533

NStaffordshire　　481

Rural　West　　　308

4，758　　　　5，110　　　　　15．5

　949　　　　1，203　　　　　42．0

2，378　　　　2，372　　　　　　5．1

（1，111）　　　（1，015）　　　（△8．9）

　621　　　　　　696　　　　　30．6

　497　　　　　　508　　　　　　5．6

　311　　　　　　330　　　　　　7．1

　　　　　年平均増加数

　1951～61　　　　　　　　　　　1961～71

自然増　　社会増　　自然増　　社会増

27．6

5．3

14．3

4．3

2．4

1．4

　5．8

　5．7

△3．0

　4．7

△4．0

△0．7

39．8　　　　　△1．3

　9．7　　　16．2

19．4　　　　△17．8

（8．5）　　（△18．1）

　6．3　　　　1．0

　2．6　　　△1．2

　1．7　　　　0．5

Alarmersqq72），Centrai　SlaUsUcai　OffiCl・qq73＞による．

表9－2　ウエスト・ミッドランズの産業構成 （単位：1000人，比率は％）

．

ウエスト1966年コナ＿べ・ミッドコナーベーション

堰@ンズーションの比率

1969年対
S国立地
W　　数

　　1971年
Eエスト・ミヅド構成比

堰@ンズ

ウエスト・ミッド
宴塔Yの増減率

P961～66　1966～71

農　　林『　漁　　業

鉱　　　　　　　業
第　　1　　次　　計

32．8

43．8

76．6

2．8

2．6

5．4

8．5

5．9

7．0

0．7

0．7

34．1　　1．5

28．1　　1．3

62．2　　2．8

△26．0　　　．一

△21．2　　　一
△23．3　　△18．8．．

食品・飲料・タバコ
化　学・関　連　品
金　　　　　　　属
機　　械・電　　弓
造　　　　　　　船

自動車・輸送機
金　　属　　製　　品

繊　　　　　・　　維

皮革・同　製　品
衣　　　　　　　服
レンガ・陶器・ガラス

木　　材・家　　具

紙・印刷・出版
そ　　　の　　　他
製　　造　　業　　計

　72．8　　　　41．7　　　　57．3

　32．0　　21．8　　68．1
　149．0　　　116．7　　　78．3

　307．6　　　173曾8　　　　56．5

　　0．6　　　0．2　　33．0

　218．3　　　118．9　　　54．5

　226．2　　189．8　　83．9

　37．0　　　　　6．3　　　　17．0

　　6．2　　　5．5　　88．7

　22．5　　　8．1　　36．0

　85．3　　　　12．4　　　　14．5

　22．2　　　　13．4　　　60．4

　34．5　　20．9　　60．6

　49．1　　　30．4　　　61．9

1，263．4　　　759．9　　　60．1

0。8　　　　　　61．0　　　　2．8

0。5　　　　22．2　　1．0

2．5　　　　　136．9　　　6．2

1．3　　　　　　256．6　　　11．6

0．1　　　　　0　　　0
2，5　　　 217．4　　9．8

3．6　　　 186．0　　8．4

α5　　　　26．9　　1．2

1．0　　　　 4．7　　α2

0．5　　　　19．4　　0．9

2．3　　　　　　71．4　　　　3．2

0．8　　　　　　ユ9。2　　　0．9

1．5　　　　31．7　　1．4

2．0　　　　50．5　　2．3

－　　　L103．9　 50．0

　1．2　　△16．2

　9．9　　△30．6

　．1．5　△8．1

　3．6　△16．8

　32．7△100．0

△1．5　．△0．4

　5．1　　△17．8

△　4．0　　△27．3‘

△　2．5　　△24．2

△　1．2　△13．8

△3．8　△16．3

　3．0　△13．5

　9・与　△8．1

20・7　　2．9

　2．5　　△12．6

建 設 業152．678．551．4 0．9 103．7　　　4．7 22．8　　△32．0

ガス・電気・水道
運　　輸・通　　信
商　　　　　　　業
保　　険・銀　　行
専　門・科学サービス

各　種　サービス
公　　務・防　　衛
サービス　業　計

37．2

109．9

229．7

38．1

214．6

160．9

103．4

893．8

18．9

45．7

117．1

24．2

104．9

83．6

31．4

425．8

50．8

41．6

51．0

63．5

48．9

52．0

30．4

47．6

0．9

0．7

0．8

0．6

0．9

0．7

0．7

31．7

ユ02．1

220．5

60．8

251．9

155．3

114．3

936．6

ユ．4

4．6

10．0

2．8

11．4

7．0

5．2

42．5

4．8　　△14．8

10．0　　△　7．1

7．9　△4．0
17。5　　　　59．6

27．2　　　17．4

20．1　　△　3．5

5．1　　10．5

14．3　　4．8

合 計2，38641，2695532 1　0　　　　2，206　4　　100　0 66　△7．5

騨est　隅idiand　Reg…1，1】∂i　Study（1972），W紹st　Mid［allds　EcoIu）mic　l「a旧口i“g　C軋，uncii．（1971＞，

Ccr】しral　St“tistiぐal　Offiべρ（1973）‘こ、柔ζ，．
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表9鱒3　ウエスト・ミッドランズの平均失業者と

　　　　　　失業率の推移　　　（単位：．1000人，率は％）

W．M．

失業者

失 業 率

W．M．　G．　B．　England　S．　E．

1962

1963

1964

1965

1966

1967

1968

1969

1970

1971a

〃　b

1972

34．2

38．3

20．3

16．3

19．3

42．9

45．8

40．8

45．1

67．1

81．3

1．5

1．7

0．9

0．7

0．8

1．5

2．0

1．8

2．0

2．9

3．0

3．6

1．9

2．3

1。6

1．4

1．4

2．2

2．1

2．4

2．5

3．3

3．4

3．8

1．6

2．0

1．3

1．1

1．2

2．0

2．1

2．1

2．3

3．0

3．1

3．4

1．3

1．4

1．0

0．8

0．9

1．6

1．6

1．5

1．6

2．0

2．1

2．2

Co“tral　Sしatisしlcai　Offil圏く四739）による．

1962－71aまでは国民保険カードの年央値，71b，72年は

雇用センサスの年央値・

．表9－4 ウエスト・ミッドランズのオーバースピル・スキーム関係事項年表

1948

1948

1952

　〃

　〃

1955

　〃

1956

1957

1958

1960

1961

1963

1964

1965

　〃

1967

〃

〃

1968

　〃

1969

1971

　〃

1974

West　Midland　Group　on　Post・War　RecQnst則ctiQn　and　Plannlng，　Co㍊r6α∫foπ．　The　Archi－

tectu疑d　Press．　London．

Abercτombie，　P．　and　H．　Jackson，既5εMf4ごαπ45　P’4π，　Prepared　for　the　Minister　of　Town

and　Country　Planning。　Mimeographed．

Town　Devdopnent　Act成立．

BiminghamはOvelspill　Schemesの交渉開始．
City　of・Bir皿ingham　Development　Plan．　R8ρor彦。π疏65πrび《y．

バーミンガムと周辺の3県によるJoin亡Overspill　Committee成立．

Bi㎡nghamはSta丘ordshireと11カ所のOverspill　Schemesに合意．

周辺3県によるProposed　Green　Beltを政府が受理．

Blminghamが市の南部，　WythaUでの開発申請．
Eveおpley．　D．　E，　D．　M．　R．　Keate　and　V．　Shaw，　Tん80u8r卿μProδ‘8π巨π∫ん6恥∬

．Mf4」α”45，　The　Midlands　New　Towns　Society，ニュータウンの必要強調．

Bimingham市のWytha11の開発申請を政府は公聴会ののち却下．
Town　and　Country　Plaming　Association　and　the　Midlands　New　TQwns　Society，　Tん8

F幽r6　Z）8τ6Jo卿8κ」げ，乃8　W8∬Mf4」απ45　R8gfoπ，　Bimlngham．具体的に2つのニュー

タウン提案．

Dawleyニュータウンを指定．

Redditchニュータウンを指定．
Department　of　Economic　Affairs，　Tゐ6既5‘Mf4ごαπ45’．4　Rεgfoπ厩5如4γ，　HMSO，

London．

Regional　Economic　Planning　Counc11設置さる．

West　Midlands　Economic　Plan血ing　Counci1，　Tゐ8既5∫M溜απ4∫rP雄8rπ∫げGroω‘ん，

HMSO，　London．

West　Midlands　Pianning　Authodtles℃onference（WMPAC）設立．
Watson．　H．　M．，五RαPf4　P伽πfπ95飢4γ（ゾAπル8αω疏850漁ω8∬｛ゾBごr〃諏9加〃z，

Report　to　the　Minister　of　Housing　and　LQcal　Govemment．

Blロninghamは市の南部の住宅建設についてWorcestershireと交渉開始．

Dawleyニュータウンは拡大されてTelfordと改称される．

Hunt　Repo貢出る．　TelfordとDaventryへの移転工場にIDCの適用緩和．
West　Midlands　Econmic　Planning　CQuncil，　Tん8既∫‘1協4Zαπ45＝廊E‘oπo加dρρrαf∫α∠，

HMSO，　LondOn．
West　Midland　Regionai　Study，／1　D8刀8ゆfπg　5‘rα‘6gン∫o冠ゐ8既5∫M溜απ45，　Bi面ngham．

W（st　Midlands　Plannlng　Anthodties’Conference，　A　D8η8Zψπg　5‘磁8離／or’ん8翫∬

ルff4Zαπ4∫，　Birmingham．

45



表9－5　ウエスト・ミッドランズ開発戦略におけるオーバースピル・スキーム

選択地区

　　　1966～81年の雇用と人口

編凝。垂三角三人・
ユ966～　1971～

　81年　86年
修正収容閑
人　ロ能人ロ

19九～86年

居住見込み

1　Chelmsley　VVoQd　5，400

陀］Redditch　　　　　11，000

3蟄h灘。㏄te爲hi「e　2，…

④Droitwich
固Telford
6　Staffordshire

　Schemes
⑦Daventワ

⑧Tamworth
gLocation　No．1

10Location　No．2

11Burton　Area
12StQl（e　Area

13Location　No．3

⑭Lichfield　Area

⑮Stafford　Area

⑯Cannock
ユ7Sohhull　Area

18Coventry　Belt
19Rugby
20Worcester
21Herefordshire

22County　Land
　Availability

23Further　Rural
　I♂ocatiOnS

240ption　Tρtal

　　　2，700

21200　　1，000

23，000　13，400

　700　　－

9，200　　6，500

5，400　12，800　　18，200

8，300　　8，’7℃0　　19，700

2，500　　5，800　　．．8，300

1，200　　2，000　　　4，200

9，600　　8，800　　31，800

　700　　1，800　　　2，500

2，700　　　　－　　 9，200

43，500

47，000

20，000

10，000

76，500

6，000

22，000

　　1000人1000人　　　1000人

　　　43．5　　一　　　　　 一．
33．5～　47．0　　41．0　　35．0～　45．0　：

14．0～　20．0　　13．6　　　　13．6

7．0～　10．0　　18．1　　7．5～　10．0

54．5～　76．5　　86．7　　60．0～　76．5

4．0～　　6．0　　　5．4　　　　　5．0

］．5．5～　22．2　　21．O　　l5．0～　20．　O　l

　　　　　　　　　　　　　｛7，100　　3，400　　3，700　　5，900　　13，000　　31，000　　22．0～　31．0　　29．0　　25．0～　30．O　l

1，900

1，600

　800　　600

　800　　600

　500　　300

1，300　　　　500

　500

1，900　　4，300

1，600　3，800

200

200

200

80G

500

300

1，200

1，100

6，200

5，400

　800

　800

　800

2，500

1，600

15，000

13，000

2，000

2，000

2，000

6，000

4，000

10．5～　15．0

9．0～　13．0

1．5～　2．0

1．5～　2．O

　post　ユ981

　　〃
1．5～　2．0

4．0～　6．0

3．0～　4．0

9．5　　　9．5

15．0　　　　ユ5．0

5．6　　　2．0～　　3．O　i

　　　　　　　　｝
　一　　　一　　　｝

一　『　｝
ll：l　l：1二1：li

・3．65．・～ユ・，・i

28．5　　15．0～　20．0　｝

8．5　＿　　i
、・．・2．・～5．oi

68，50G　29，000　39，500　56，500　125，000　300，000　225．0～300．0　335．5　218．6～279．9

脚est　Midland　Regioal　Sしudyq9721　West　Midlaod　Pla“Ilhg　Autho． 窒奄狽焔ｺs’ConferenceG974）Oこよる．

地区番号の○はエキスバンディング．タウン・口はニュータウン・表中数値の入っていない地区は1981年以降の計画・

（前掲図参照）

表9－6　第1期総合的再開発地区の概要

面積
　　　　人　口
（ha）

土地利用比率（％）

住宅学校住居工面認学校謡計
Nechells　Green　　lO6．8

Newtown

Ladywood

Lee　Bank

Hlghgate

Tota1

　　　　12，537
　　　（19，072）

159．6　　　　15，400

　　　（28，125）

115．6　　　　12，448

　　　（24，418）

76．8　　　　　6，531

　　　（14，797）

94．4　　　　10，080

　　　（16，484）

553．2　　　　56，996

　　（102，896）

　3，635　　　　10　　　　30

（5，885）　　（12）　　（44）

　4，467　　　14　　　26
（9，349）　　（15）　　（41）

　3，609　　　　9　　　30

（7，578）　　（　9）　　（48）

　1，894　　　　　5　　　　24

（4，492）　　（　7）　　（45）

　2，924　　　15　　　29

（4，886）　　（　8）　　（43）

　16，529　　　　53

（32，170）　　（51）

　24
（24）

　30
（30）

　21
（21）

　21
（24）

21

（22）

16

（1）

16

（2）

17

（1）

13

（0）

17

（4）

10　　20
（3）（28）

10　　18
（3）（24）

　9　　23
（2）（28）

　7　　35
（2）（29）

14　　19
（3）（28）

100

100

100

100

100

（注）Graves　and　White（1971），　P．85およびSteadman　and　WoQd（1965），　P．10による．

　　　（）内は再開発以前の数値．
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炎9－7　地帯別人口分布の変化 （単位は人，変化率は％）

1961 1971 1961～1971変化　　　　　変／ヒ率

インナーワード

ミドルワード
アウターワード

全　　　　休

　150，130

　400，049

　560，504

1．，110，683

　76，138
　351，040

　5871492
1，014，670

一73，992

－49，009

　26．988

－96，013

一49．3

－12．3

　4，8

－8．6

（注）　（．：ily‘，f　Bir11互in911an｝　（1973－a），　Pl），12－13　｛こ、旧る．

表9一一84つの選択案

更　．．

土地資源

住　　　宅

数

工 業

サービス業

輸 送

レジャーと

レクリエー

ション

1981勾こ0）総

人口，総世

帯数

オーバース

ピル必要数

　　　：rA
　　分散低収容

カテゴリー1

479ha，再開発地区

　　　】．B
　　集中低収容

1Aに同じ

　「賀A
分散高収容

カテゴリー1と工［

891ha，再開発地区，

高層化地区

　　　HB
　　集中rゴ訓又容

且Aにir11じ

密度M／15戸　　　　　集中地IX密度

り’ウターゾーンで　　　　　　　20／25戸

、。、。。蹴60ヨ≦ 浮P聯旋罵る

東部に341エーカー

の工業用地を開発し

て住工混合地区の工

場を移す

IAに同じ

密度14／15戸　　　集中地区1督度

カテゴリー1で　　　　　　　20／25戸

　　　　　38，790戸　他地区の密度を一Rプ

カテゴリー1［で　　　てレクリエーション

　　　　　13，340戸　川地提供

合計　52，130戸供給　52，130戸供給

IAに同じ　　　　　IAに同じ

1言h山lh～～ム芝　　11，400～

40，300の大部分はシ

アィーセンターで，

ユ970年代後半から

Kings　Heathでセ

ンター開発

IAに加えて，1970

年代後半から集中地

区のAston，　Erdin・

9【on，　Kings　Norωn

の駅週辺に3センタ

ー開発

IAに同じ IBに加えて
Tyseley，　SeHy　Oak，

Hall　Green

の駅二二に3センタ

ー1用発

現政策の維持．公的 主要な旧宅用地区内 IAに同じ IBに加えて，
輸送システムの開発 に改善された鉄道を SolihullとStratford

を強調しない 通す．Sutton　Cold・ に向い　Tyseley　を

丘e！dとBromsgrove 通る鉄道

に向けて

現政策の維持 IAに1司じ レクリエーション川

地324haを住宅川地

に転川，現レクリエ

ーション川地13％減

少

工【Aに同じ，　しかし1

集・馳区外の低徽1

化で101haのオープ

ンスペースが得られ

る

936，000人，330，500

世帯．

158，015人，　45，700

～52，700ノーゴ0）オーーノく

一スピル必要

IAに1司じ 971、000人，343，170
．llt帯．

122，900人，　35，500

～40，950　のオーバ

ースピル必要

1【Aに同じ

（注）　13irmingham　Clty　CouncU（1973），　pp．56－65による．
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表ll．岡1大都市居住者の職業構成とエントロピー値

1965 1980 エノトロピー値 同　　指　　数

生∫：r三・

^輸
販売・

Tービス

事傍・

Z術
生産・

^輸
販売・

Tービス

事務・

Z術
1965 1970 1975 1980 1965

｢9・・
1975 1980

札　幌

蛛@台

戟@京

｡　浜

?@崎

ｼ古鍵

栫@都

蛛@阪

_　戸

L　島

氈@岡

k九州

35．1

R3．1

S0．9

S7．5

T6．3

S6．1

S4．6

S8．2

S4．6

T3．4

R4．3

S7．9

30．2

Q8．4

Q7．8

Q1．9

P8．9

Q7．1

Q8．7

Q8．6

Q6．6

Q0．1

R1．9

Q5．9

34．6

R8．5

R1．3

R0．6

Q4．8

Q6．8

Q6．7

Q3．2

Q8．8

Q6．5

R3．8

Q6．2

30．4

Q6．4

R0．2

R6．4

S0．5

R6．4

R6．5

R8．9

R4．8

R3．8

Q7．8

S0．5

30．8

RL2

Q9．8

Q3．7

Q4．0

Q8．7

R0．2

R1．4

Q8．2

Q7．8

R4．2

Q7．4

38．9

S2．4

S0．0

S0．0

R5．5

R4．9

R3．2

Q9．7

R6．9

R8．4

R7．9

R2．2

　　串

D998

B993

D988

D954

D896

D968

D975

B955

D9？5

D919

P，000

D959

．997

D989

D992

D961

D934

B982

C987

D973

D982

D926

D998

D966

．995

D976

D992

C974

D972

C993

D994

D990

D989

D991

D993

D980

．994

D982

D991

D979

B980

D995

D997

D994

D994

D992

D993

D988

　　　　．

P03．8

P03．3

P02．7

X9．2

X3．1

P00．7

P01．4

X9．3

P01．4

X5．5

P03．9

X9．7

102．8

P01．9

P02．3

X9．1

X6．3

P01．2

P01．8

P00．4

P01．2

X5．5

P02．9

X9．6

101．3．

X9．4

P01．1

X9．2

X9．1

P01．2

P01．3

P00．8

P00．8

P01．0

P01．1

X9．9

101．0

@99．8

P00．7

@99．5

@99．6

P01．1

P01．3

P01．O

撃n1．0

P00．8

P00．9

P100・4

全　国 47．3 25．3 27．4 40．9 25．7 33．4 ．962 ．970 ，982 ．984 100．o1100．0 100．0 100．0

資料は各年次国勢調査．

表11｝2　3大都市圏居住者の職業構成とエントロピー値

1965 1980 工 ントロ ピー値 同　　指ロ　　数

生産・

^輸

　　　　　唱ﾌ売■サービス1 　　　　1末ｱ・

Z術
生産・

^輸
販売・

Tービス

事努・

Z術
1965 1970 1975 1980 1965 1970 1975 1980

1

都　心 26．0 47．1 25．9 17．0 43．4 39．6 ．963 ．965 ．949 ．939 98．7 98．3 96．1 94．9

～10km 39．5 29．9 30．5 27．7 3L9 40．3 ．992 ．996 ．991 ．989 10L6 101．4 100．4 10α0

爽
～20 45．4 23．0 3L6 34．5 26．8 38．7 ．965 ．977 ．987 ．990 98．9 99．5 100．0 100．1

～30 43．3 23．0 33．7 3a4 25．2 4L3 ．971 ．975 ．980 ．982 99．5 99．3 99．3 99．3

京 ～40 48．3 22．2 29．5　　　1i37．9 23．9 38．3 ．952 ．963 ．976 ．980 97．5 98．1 98．9 99．1

～50 47．6 23．7 23．7 14α1 23．3 36．5 ．958 ．962 ．975 ．977 98．2 98．0 98．8 98．8

計 43．8 25．2 3LO 34．5 26．4 39．1 ．976 ．982 ．987 ．989 100．0 100．0 100．0 100．0

都　心 28．8 47．0 24．2 19．9 45．1 34．9 ．962 972 ．965 ．954 100．2 99．8 97．7 96．2

～10㎞ 5α5 35．3 24．2 4LO 29．1 29．9 ．961 ．963 ．984 ．988 100．1 98．9 99．6 99．6

大
～20 447 22．3 33．0 35．9 26．6 37．5 ．965 ，974 ．986 ，990 100．5 且00．0 99．8 99．8

～30 46．4 23．7 29．9 35．0 25．9 39．0 ．963 ．972 ．982 ．987 100．3 99．8 99．4 99．5

阪 ～40 49．4 23．9 26．8 38．4 26．0 35．6 。950 ．966 。981 ．988 99．0 99．2 99．3 99．6

～50 46．0 26．8 27．2 38．3 27．5 34．3 ．968 ．979 ．989 ．992 100．8 100．5 100．1 100．0

計 47．6 25．2 27．1 37．8 27．5 34．6 ．960 ．974 ．988 ．992 10α0 100．0 100．0 100．0

都　心 33．1 39．9 27．0 24．2 39．5 36．3 ．989 ．993 ．988 ．981 108．2 107．1 103．7 102．1

名 ～10㎞ 48．4 25．3 26．2 38．4 27．7 33．9 ．956 ．972 ．989 ．992 104．6 1049 103．8 103．2

～20 59．4 18．2 22．4 47．6 2L9 30．4 ．869 ．900 ．945 ．954 95．1 97．1 99．2 99．3

古 ～30 62．3 17．8 19．9 542 19．0 26．8 ．840 ．855 ．900 ．910 91．9 92．2 94．4 94．7

～40 56．0 22．0 22．0 48．9 226 28．5 ．902 ．9正4 ．941 ．950 98．7 98．6 98．7 98．9

屋 ～50 60．0 19．4 20．6 55．7 18．9 25．4 1865 ．860 ．891 ．900 94．6 928 93．5 93．7

計 54．5 22．3 23．2 23．2 30．0 ，914 ．927 ．961 100．0 100．0 100・OI 100．0

資料は各年次国勢調査転告資料シリーズ「大都市置の人口」．
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表11－3大阪市内区別居住者の職業構成とエントロピー値

i　　1965 1980 エン　トロ　ピー値 同　　指　　数

生産・

^輸
販売・

Tービス

事務・

Z術
生産・

^輸
販売・

Tービス

事務・

Z術
1965 1970 1975 1980． 1965 1970 1975 1980

　　　北

@　　東

@　　　西

@　　南

s　心　計

30．5

Q6．5

R5．5

Q2．6

Q8．8

46．8

S7．1

R8．1

T5．5

S7．0

22．6

Q6．4

Q6．4

Q1．9

Q4．2

21．3

P7．6

Q2．6

P6．4

P9．9

46．1

SL3

S0．5

T2．9

S5．1

32．6

S1．1

R6．9

RG．7

R4．9

．959

D963

D989

D906

D962

．974

D971

D991

C931

D972

．966

D956

D991

D919

D976

．957

D943

D974

D9G7

D954

1GO．2

P00．8

P03．6

X4．9

P00．7

100．0

X9．7

P01．7

X5．6

X9．8

97．6

X6．6

P00．1

X2．8

X8．6

96．3

X4．9

X8．0

X1．2

X6．0

福　　　島

蛛@　　四

V　王　寺

堰@　　速

s心周辺計

45．1

T8．5

R2．3

S0．2

S3．2

32．7

Q3．1

R7．1

S0．9

R4．1

22．2

P8．4

R0．6

P8．9

Q2．7

32．5

R6．4

Q27

Q9．7

R0．1

35．9

R2．4

F3
S5．1

R8．1

3翌．6

R1．3

R9．0

Q5．2

R1．9

．963

D877

D997

D953

D970

．992

D938

D988

D975

D994

．998

D987

D974

D977

D998

．999

D998

D975

D971

D996

100．8

X1．8

P04．4

X9．8

P01．6

101．8

X6．3

P01．4

P00．1

P02．1

100．8

X9．7

X8．4

X8．7

P00．8

100．5

H00．4

X8．1

X7．7

I00．2

西　淀　川

氈@　　花

@　　港

蛛@　　正

ｼ　部　計

60．5

U1．8

T8．2

T7．5

T9．5

19．7

Q1．3

Q3．5

Q2．9

Q1．8

19．8

P6．9

P8．3

P9．5

P8．7

47．9

T1．3

S7．1

S8．3

S8．5

24．9

Q4．7

Q7．4

Q6．8

Q6．0

27．1

Q4．0

Q5．5

Q4．9

Q5．5

．860

D844

D880

D887

D869

．903

D864

D914

D905

D899

．944

D927

D947

D944

D942

．958

D938

D963

D956

D955

90．1

W8．4

X2．1

X2．9

X1．0

92．7

W8．7

X3．8

X3．0

X2．3

95．4

X3．6

X5．7

X5．4

X5．2

96．4

X4．4

X6．9

X6．2

X6．1

城　　　東

ﾟ　　　見

戟@　　成

ｶ　　　野

戟@部　計

　　59．0

P　56．1

P…

堰c

20．7

Q5．0

Q5．9

Q3．6

　　20．3

@　18、9

@　17．7
P119・o

41．8

T0．7

S3．0

S6．7

S5．1

26．7

Q2．3

Q9．6

Q9．0

Q7．3

31．6

Q7．0

Q7．4

Q4．4

Q7．6

．874

D897

D892

D888

．916

D936

D922

D924

．968

D928

B970

D953

D959

．984

D940

D981

D963

D973

91．5

X3．9

X3．4

X3．0

94．0

X6．正

X4．7

X4．9

97．8

X3．7

X8．0

X6．3

X6．9

99．0

X4．6

X8．7

X6．9

X7．9

戟@淀　川

п@　　川

k　部　計

47．5

T2．2

T1．3

25．2

Q4．8

Q3．5

Q4．2

21．3

Q7．7

Q4．3

Q4．5

40．6

R7．7

R8．？

39，3i　31．5

R6．6128．6

@　　　　　　28．5

@　　　　　　32．6

@　　　　　　30．3

29．2

R4．8

R0．9

Q9．7

R1．0

．921

B960

D932

D938

．963

B980

D959

D966

．986

m992
D979

D993

m990

．992

D995

D989

D996

D994

9了．6

X8．2

96．4i　98．9

P00．511。。．6

@　　　　　　98．5

@　　　　　　99．2

99．6

P00．2

X8．9

P00．3

P00．0

99．8

P00．1

X9．5

P00．2

P00．0

阿　倍　野

ﾔ　　　吉

Z　之　江

ｼ　　　成

戟@住　吉

ｽ　　　野

?@部　計

32．5

S2．2

S8．0

S6．6

S3．4

33．7

Q8．2

R3．8

Q5．4

Q9．5

33．7

Q9．6

P8．2

Q7．9

Q7．1

24．7

R0．0

R9．2

S6．1

R5．2

S9．0

R8．2

37．0

R4．2

R1．2

R4．1

R1．8

Q5．0

R1．9

38．2

R5．8

Q9．6

P9．8

R3．0

Q6．0

R0．0

工000

D984

D937

D965

D980

．993

D935

D970

D986

．9961989　　　　　■

@　　　　．998

@　　　　．989

@　　　　．959

@　　　　．999

@　　　　．943

@　　　　．995

．984

D998

D993

D942

D999

D940

D995

104．7

P03．0

X8．1

P01．1

P02．6

102．3

P02．0

X6．0

X9．6

P01．2

99．9

ｳ00．8

X9．9

X6．9

P00．9

X5．3

P00．5

99．G

撃nO．4

X9．9

X4．8

P00．5

X4．6

P00．1

大　阪　市 48．2 28．6 23．2 38，gl　3L・ 297卜955 ．974
．99・卜994 1。α．11・α・ m・iエ・α・

資料は各年次国勢調査．ユ970年以前は鶴見区，淀川区，住之江区，平野区がそれぞれ城東区，東淀川区，住吉区，東

住吉区に含まれている。
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炎ll～4　大都市居住者の学歴構成とエントロピー値

1970 1980 エントロピー値 同 指　数

初等 中等 高等 初等 中等 高等 1970 1980 1970 1980

札　幌 45．7 42．0 12．3 3L7 49．6 18．7 ．892 。933 108．G 100．5

仙　台 4α1 44．3 15．6 25．7 5L8 225 ．926 ．933 112．1 100．5

東　京 4α2 41．0 18．8 26．8 46．1 27．1 ．952 ．968 115．3 104．3

横　浜 42．1 ．40．9 17．1 27．3 46．8 25．9 ．939 ．965 113．7 104．0

川　崎 46．0 40．2 13．8 30．3 46．2 23．5 ．907 ．964 1098 103．9

名古屋 5L6 3α9 11．5 37．1 441 1＆8 ．872 ．949 105．6 101．9

京　都 47．7 39．8 12．5 35．0 45．9 19．1 ．892 ．948 108．0 102．2

大　阪 52．3 38．9 88 39．1 46．6 14．3 ．838 ．911 1G1．5 98．2

神　戸 47．9 40．1 12．0 33．9 47．1 19．0 ．886 ．944 107．3 101．7

広　島 38．1 48．4 13．5 27．2 52．3 2α5 ．900 ．927 1090 99．9

福　岡 3豆7 45．8 14．6 26．3 51．6 22．1 ．915 ．934 11α8 10α6

北九州 48．1 43．2 ＆7 35．4 50．8 13．8 ．844 ．897 102．2 96．7

全　薗 57．3 33．4 94 42．7 42．1 15．2 ．826 ．928 100．0 100．0

資料は各年次国勢謁査．

初等は小学校・中学校・高等小学校・旧青年学絞卒業者，中等は高校・旧中卒業者，高等は短

大・高専・大学・大学旧卒業者．第5表，第6表も同じ．

表11｝5　3大都市圏居住者の学歴構成とエントロピー値

1970 1980 エ・ト・ピー| 同　指 数

初等 中等 τヨ’柁
ｯて」＝ 初野 中等 マ5一竺

ｯ〒戸
1970 1980 1970 1980

都　心 38．O 44．1 17．9 25．1 47．1 27．8 ．944 ．963 100．9 99．7

～10㎞ 39．6 41．9 18．5 26．0 46．6 27．4 ．950 ．965 101．5 99．9

東
～20 41．9 40．0・ 18．O 28．4 46．0 25．6 ．946 ．968 10L1 100．2

～30 41．4 40．7 17．9 27．0 46．8 26．2 ．946 ．946 101．1 97．9

　 ～40 46．3 39．2 14．5 30．5 47．3 22．3 ．914 ．956 97．6 99．o
呆

～50 53．4 34．5 12．1 35．8 44．2 20．0
．872i

．956 93．2 99．0

計 43．4 39．8 16．8 31．2 45．6 23．3 ．936 ．966 100．0 100．0

都　心 48．2 37．4 14．5 28．81 49．0 22．2 ．910 ．949 103．2 100．6

～10km 51．1 39．5 9．4 38．6 46．6 14．9 ．849 ．917 96．3 97．2

大
～20 42．1 42．6 15．4 30．1 48．3 21．6 ．925 。950 104．9 100．7

～30 45．4 40．1 14．6 30．6 46．9 22．6 ．915 ．959 103．7 101．4

阪 ～40 52．5 37．0 王0．5 37．1 45．2 17．7 ．858 ．941 97．3 99．8

～50 52．2 36．9 10．9 38．3 44．3 10．4 ．864 。877 98．0 93．0

計 48．9 39．4 11．8 35．0 46．4 18．5 ．882 ．943 100．0 100．0

都　心 45．9 41．1 13．0 32．2 46．4 21．4 ．900 ．956 113．4 104．8

ρや ～10㎞ 53．1 36．1 10．8 38．5 43．7 17．9 ．859 ．944 108．2 103．5

～20 60．2 31．8 8．0 38．0 43．8 18．1 ．794 ．945 100．O 103．6

古 ～30 64．2 29．3 6．5 47．1 40．5 12．4 ．748 ．892 94．2 97．8

～40 64．5 28．8 6．7 49．0 38．7 12．3 ．749 ．887 94．3 97．3

屋 ～50 72．2 23．3 4．5 56．4 34．5 9．1 ．650 ．827 81．9 90．7

計 60．4 31．5 8．1 45．0 40．8 14．2
@　　　1

。794 ．912 100．O 100．0

資料は第2表に同じ．
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表11－6　大阪市内区別居住者の学歴構成とエントロピー値

1970 1980 1・…ピ到 同 指　数

初等 中等 高等 初等 中等 高等1197。 1980 19・・1 1980

北 46．2 41．6 123 30．6 48．1 21．4 ．892 ．951 106．4 104．4

東 33．4 5α2 16．4 23．3 49．1 27．6 ．918 ．950 109．5 104．3

西 45．2 43．4 11．3 29．1 49．0 21．9 ．881 ．948 105．1 104．0

南 43．1 44．5 12．4 3α2 5α0 19．8 ．894 ．936 106．7 102．7

都　心　計 42．7 44．5 128 28．8 49．0 222 ．898 ．949 107．2 104．2

福　　　島 52．1 39．4 ＆5 37．0 47．0 16．0 ．834 ．925 99．5 101．5

大　　　淀 57．4 36．0 6．6 37．9 46．3 158 ．788 ．924 94．0 10L4

天　王　寺 39．9 44．9 15．2 27．6 48．6 23．7 ．958 ．950 1143 104．3

浪　　　速 55．0 37．2 7．8 41．1 45．7 13．2 ．815 ．902 97．3 99．0

都心周辺計 5α8 39．6 9．7 35．8 46．9 17．3 ．853 ．934 101．8 102．5

西　淀　川 59．8 34．4 5．8 46．8 42．8 1α4 ．764 ．868 91．2 95．3

此　　　花 63．4 32．1 4．6 48．4 43．0 8．5 ．724 ．841 86．4 92．3

港 62．5 32．4 54 46．9 43．5 9．6 ，738 ．857 88．1 94．1

大　　　正 62．7 32．2 5．1 462 44．4 94 ．737 ．855 87．9 93．9

西　部　計 62．0 32．8 5．2 47．0 43．5 9．5 ．743 ．856 88．7 94．0

城　　　東 56．2 37．0 6．9 38．8 46．7 14．5 ．797 ．913 95．1 100．2

鶴　　　見 446 45．2 10．2 ．8母6 95．1

東　　　成 57．2 35．9 a8 4Z3 P451 12．6 ．792 ．896 94．5 98．4

生　　　野 59．0 34．7 a3 4551440 10．5 ．776 ．870 92．6 95．5

東　部　計 57．4 35．9 6．6 427 P452 12．1 ．788 。890 94．0 97．7

都　　　島 5L6 40．2 ＆2 37．2 47．9 14．8 ．831 ．913 99．2 100．2

旭 47．7 41．6 10．7 35．0 47．6 17．4 ．871 ．933 103．9 102．4

東　淀　川 51．9 39．2 ＆3 36．7 48．2 15．1 。832 ．915 99．3 100．4

淀　　　川 36．9 47．8 15．3 ．917 100．7

北　部　計 50．8 40．3 8．9 36．5 47．9 15．6 ．843 。920 10α6 101．0

阿　倍　野 38．7 45．7 15．6 28．4 49．9 2L8 ．924 ．943 110．3 103．5

住　　　吉 45．4 43．2 11．4 31．8 50．4 17．8 ．881 ，926 105．1 101．6

住　之　江 38．3 47．9 13．8 ．904 992

西　　　成 6α7 33．4 5．9 5L5 4α2 ＆3 ．762 ．833 90．9 91．4

東　住　吉 49．9 4α8 94 33．9 49．5 16．6 ．851 ．922 101．6 101．2

平　　　野 43．7 46．4 99 ．862 94．6

南　部　計 49ユ 40．7 102 38．5 47．2 14．3 ．863 ．910 103．0 99．9

大　阪　市 52．3 38．9 88 39．1 46．6 1431，838 町9111
100．0 100．0

資料は各年次国勢調査．
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表11一．7　大都市居住者の社会経済的構成とエントロピー値

19？0 1980 1エ・ト・ピー馴同指数
役員・1奪門・管理・販売・　技能・役員・
事業主！技衛　事務　サービス　労務　．事契王

専門・　管理・　販売9
技術　　可‘務　　サービス

技能・
　　　1970　　1975　　1980　　1970　　　1975　　　1980
労務

杜　幌
　　i≠Q1　　1 8．2 24．4 26．6 3Z6

8．gi　　旨

10．0 25．7 27．1 28．4 ．915 ．926 ．936 103．6 10Z5 102．3

仙　台 82i　　ヨ 10．0 27．5 25．4 28．9 8．9 1L5 27．7 27．1 24．7 ．930 ．936 944 ！05．4 103．7 1G3．1

東　京 11．5i 8．3 23．4 22．7 34．1 12．0 10．3 25．3 25．0 27．5 ．931 ．942 ．956 105．5 104．3 104．4

横　浜 9．4 24．9 16．8 40．8 8．7 11．0 26．5 20．2 33．7 ．893 ．911 ．930 iOl、2 100．9 101．5

川　崎 6．9 7．8 19．6 16．8 48．9 8．4 9．9 23．4 20．4 37．9 ，840 ．890 ．913 95．2 98．6 99．7

名古屋 10．3 6．8 21．1 2L2 40．5 10．7 9．2 225 23．7 33．9 895 ．918 ．933 10L4 101．7 101．9

京　都 11．5 ＆4 19．3 2L9 39．0 122 10．8 19．8 24．6 32．6 ，916 ．931 ．949 103．8 103．1 103．6

大　阪 lL9 5．2 18．2 21．9 42．8 12．8 7．1 19．2 248 36．1 ．878 ．902 ，920 99．4 99．9 100．4

神　戸 9．6　　1 7．9 2Z7 20．1 39．6 10．3 1G．2 24．0 23．3 323 ．902 925 ．941 102．1 102．4 ！02．7

広　島

氈@岡

　　．X5 8．3

W．9

22．9

Q4．7

23．7

Q6．8

35．6

R0．1

9．51

X8「
10．6

Iα8

24．9

Q4．5

23．4

Q8．6

31．6

Q6．2

917

D931

．918

D936

．939

D945

103．9

P05．5

10L7

P03．7

lO25

P03．2

北九州
801　　1

7．8 20．3 19．3 44．7

931　　｝

9．5 20．6 229 37．7 ．871 ．S92 ．917 98．7 98．8 100．1

全国la・la・1119．・i2G・・14351g引9・｝2L2121・・13＆・・883・9・3｝・916いDα・11…い…

資料は各年次国勢調査．20％抽出集計．

社会窪済的分類は本文注8）を参照．第8表， 第9表も同じ．

表11・一8　3大都市圏居住者の社会経済的構成とエントロピー値

1970 1 1975 iエント・ピ噸…同指数

巽三麟’1田翁。刻緩’ 受章芸濃●鰐鷺箒隻r197・11975い9－9・5

1都　心1 16．9
　　　1
U．5 20．1 36．4 20．2 18．1 7．1 22．5 35．4 17．Ol　　　l ．931 ．933 102．4 10α9

一1。㎞1

120 8．1　　　1 23．4 24．5 32．0 12．0 9．0 25．3 26．2 27．5i ．936 ．947 103．0

東芒rl！ハ1

～201　　　　　ヨ、30～40

9．81　　　． 8．41

X．41

X．0

　　23，1
C2・・l123．61

　　　19．8

@　　19．O

@　　I7．9
@

39．0

R8．3

S2．5

1α1

W．4

V．5

8．7

P0．0

X．4

25．2

Q7．2

Q5．5

21．9

Q1．0

P9．7

…133．51

．908

D9031
D87gl

，926

E92・｛．903

　　99．9

@　99、3

iIOG，1

1～50 7．7i 8．4 21．0 1　18、6 44．3 7．9 9．4 23．5 19．6 39．6’ ．S74 ．go1 196・1

計 9．3 8．6 　　23．4
I　　　．1

iI2D・4
38．3 9．4 9．2 25．4 21．9 34．0 ．909 ．925 10αO 1100・。

i 1

都　心 17．6 i5・3 17．3 い6・3 23．4 19．2 6．0 玉9．8 34．7 20．3 ．915 ．930 102．8 101．8

～10㎞ 1α5 5．6 18．9 20．2 44．9 10．9 6．2 20．4 22．3 40．2 ．867 ．894 　　97．4 97．8

大 ～2Q 8．8 8．5 23．8 19．1 39．9 9．2 9．1 25．1 21．4 35．3 ．900 ．．921 1101．1 lGO．8

～3G 8．8 8．6 23．2 18．7 40．8 9．0 10．1 25．6 20．5 34．8 ．897 925 100．8 101．2

阪 ～40 9．1 8．1 20．6 18．7 43．5 9．4 9」 225 202 38．8 ，884 ．9監1 99．3 99．7

～50 10．1 8．6 19．8 20．5 41．0 10．3 9．6 2L4 21．3 37．3 ，903 ．923 工OL5 101．0

計 9．8 7．4 20．8 119・9 422 10．0 ＆3 227 2L5 37．4 ．890 ．9正4 100．0 100．0

都心1 14．4 7．0 131．3 27．1 14．3 8．3 21．6 31．2 24．5 ．936 ．947 1129 UO．0．

名 ～10k田
11　　9，7

6．6

、1：：l11，．1

20．2 昌2．8 9．8 7．7 220 225 38．1 ．88正 ．908 106．3 105．5

～20 6．8 5．9 15．8 54．1 7，3． 7．2 19．9 17．9 47．6 ．794 ．847 95．8 98．4

古 ～30 6．4 5．6 14．6
114．3

59．1
i6．6

6．2 17．4 15．6 ，75G ．794 9G．5 92．2

～40 8．6 i　6・3 16．O 三6，9 522 8．8 7．1 17．9 17．9 48．3 ．819 851 198．8 98．8

屋 ～50 7．1 1　5．9 14．3 14．4 58．2 7．4 6．4 16．5 148 54．9 ，762 ト794
P

19L9 9Z2

計 8．3
｝・・

17．5 17．5 50．6 8．4 7．1 19．4 18．9 46．2 ！・829 卜861 100．0 100．0

資料は第2表に局じ．
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表11．一9　大阪市内区別居住者の社会経済的構成とエント．ロピー値

蓋970 1980 ド・ トロ ピ『 同 指 数

役員・

枕ﾘ主

奪門・

Z術
管理・

q略
販充・

Tービス

技能・

?ﾆ

役員・

末^王

専門・

Z術
管理・

磨o斉

販売・

Tービス

技能・

?
1970 1975

198．1　　［

1970 1975 1980

北 17．4 α0 15．8 35．6 25．3 19．3 7．8 18．0 36．1 18．8 ．919 ．932 ．936 104．7 103．3 lO1．7

東 18．0 6．1 19．6 35．4 21．0 20．9 9．8 2L2 32．4 15．7 ．928 ．942 ．957 105．7 104．4 104．0

西 16．5 4．4 19．0 320 28．0 19．3 8．3 2L5 30．2 20．6 ．914 ．935 ．958 104．1 103．7 104．1

南 1a7 5．0 15．5 42」 18．7 23．置 6．5 16．3 39．5 14．6 ．888 ，898 ，941 ！01．1 99．6 10Z3

都心計 17．6 53 17．3 36．3 2a4 2α5 8．0 193 34．4 17．8 ．915 ．930 ．944 1042
10alI

102．6u

　　　　1氈@　島1　　　　1 14．1 4．4 19．3 25．0 37．2 15．3 7．O 19．4 2a2 30．1 ．900 ．92【 ．938 　　1P0251 10Z1 1020

大　　淀 1α9 2．9 17．9 19．1 49．2 13．7 7．3 2〔18 25．1 33．1 ．819 ．895 ．934 93．3 9921 101．5

天王寺 18．1 10．3 193 28．8 23．6 19．6 1！．8 19．3 28．5 20．8 ．969 ．970 ，978 11D．4 三〇τ5110a3

浪　　速　　15．4

都醐辺計P148
3．6　　　　14．4　　　　324　　　　34．1

5．4　　　　17．8　　　　26．7　　　　35．3

17．5

16．6

5．3　　　15．7　　　　34．9　　　26．6　　陰882　　．897　　．914　　100．5　　　99．4

7．9　　1＆7　　29．3　　27．4　．912　。932　．949　 103．9　1033

1

99．3

103．2

西淀川
此　　花

　港
津　　正

西部計

8．7

7．5

10．0

9．9

9．0

4．0

3．3

4．5

4．1

4．0

17．6

15．0

16．0

16．0

16．3

16．1

15．3

18」

16．0

16．5

53．6

58．9

51．3

54．0

54．2

10．3

9．6

10．3

11．5

10．4

5．8

5．4

6．0

5．3

5．7

19．0

17．3

1a　7

18．O

18．3

19．4

20．2

224

20．4

20．6

45．5．　．792　　響831

47．6　　．739　　．812

42．6　．817　．846

44．8　1璽795　　．835

45．0　　7789　　．832

．864

．847

．879

．868

．866

90．2

84．2

93．1

90．5

89．9

92．1　i　93．9

　　1
90．0　1　92．1

　　ド
93、8　　　95、5

926　94．3

922　94．1
　　5

誠　　束 10．3 4．6 17．5 16．3 5L3 11．4 7．1 21．0 21．2 39．3 ．820 ．879 ．907 93．4 97．5 198．6

鶴　　見 9．9 4．9 19．4 17．6 48．3 ．821 ．840 91．0 91．3

東　　成 1．ag 4．0 16．5 17．9 47．7 15．4 5．4 17．0 23．3 3ag ．846 ．883 ．9G3 96．4 97．9 98．2

生　　野 13．6 4．1 14．2 19．1 49．0 14．8 5．1 15．8 2L5 42．8 ．836 ．864 ．882 95．2 95．8 95．9

東部計 1Z　3 4．3 16．0 17．7 49．7 13．0 5．8． 182 21．1 41．9 ．833 ．868 ．891

　　　　194・91

96．2 96．8

都　　島 11．4 4．7 17，石 222 44．0 11．8 6．8 19．0 25．4 37．0 ．． W65 ．892 ．911 9＆5i 98．9 99．0

旭 10．5 6．5 21．4 20．8 40．8 11．7 9．3 21．9 22．8 34．3 ．893 ．924 ．937 王01．7 102．4 沁1．8

東淀川 ag 5．0 20．2 19．9 46．O 9．8 7．1 20．8 24．0 3＆3 ，849 ．878 ．902 96．7 97．3 98．O

淀　　川
、

11．O 7．2 20．1 26．2 35．5 ．899 ．916
　　　　1

X9．7 P 99．6

北邸計 1　9．8 5．3 20．0 20．6 44．4 11．0 7．5 20．5 24．6 36．4

@　　　」

．864 ．899 ．916 ga　4 99・71 99．6

1

阿倍野
Z　　吉

Z之江

14．9

P1．3

8．6

U．9

23．8

Q1．9

25．1

Q3．0

27．5

R6．9

i　15．2

@　　11．8

@　　10．5

11．4

P0．2

V．1

221
Q3．3．

Q0．4

2巳7 22．61
@　　　」

Qτ3

L956
D913

．958

D942

D903

．9？D

B953

D91正

108．9

P04．0

106．21

P04．4

P00．1

105、弓

P03．6

X9．0

西　　成 10．2 3．7 13．0 24．6 4a　6 11．4 4．5 13．1 27．4 43．6 ．817 ．845 ．85正 93．1 93．7 92．5

束住吉 11．3 5．9 20．1 19．9 429 13．4 9．2 20．6 24．9
3L91

．882 ．933 ．947 100．5 103．4 工029

平　　野 10．4 5．6 18．7 20．2 45．1 ．837 ．865 928 94．0

南部計 11．6 6．1 19．7 22．6 40．0 120 7．9 19．5 25．5 35．2 ．897 ．9正1 ．926 10a　2 101．0 100．7
1

大洗市 11・gI 5．2 18．2 21．gl 42．8
1281　　　．

川 1921 24剖 　　　　．
R6．1 卜878

It・902 卜9201 Σ0α0 m・1 100．0

資料は各年次国勢調査．
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表11－10　大都市従業者の職業構成とエントロピー値

1965 1980 エントロピー値 同　　指　　数

生産・

^諭

1販売・

Tービ眉技術
i輸・ 生産・；

^輸

販売．・

Tービス

事務・

Z術
1965 1970 1975 1980 1965 1970 1975 1980

札　捉 33．5 30．3 36．2 3α4 30．5 39．1 ．998 。997 ．994 ．993 103．4 102．9 101．2． 100．9

仙　台 35．5 26．8 37．6 28．8 29．6 41．6 ．991 ．990 。982 ．986 102．7 102．2 100．0 100．2

東　京 38．1 25，5i 36．4 27．8 27．4 44．8 ．987 ．983 ．977 ．974 102．3 101．4 99．5 99．0

構　浜 48．3

22．51　　　　層

29．1 39．1 24．6 36．3 ．953 ．963 ．979 ．983 98．8 99．4 99．7 99．9

川　崎 57．9
　　　　1
P7・1i 25．0 46．9 20．5 32．6 ．878 ．902 ．943 ．945 91．0 93．1 96．0 96．0

．ウ車ロイコ【：］亀

44．4 25．8 1　　29．9 34．4 28．3 37．3 ．975 ．934 ．993 ．994 101．0 101．5 101．1 101．0

京　都 44．3 28．1 i27．6 36．1 29．9 34．0 ．977 ．987 ．995 ．998 101．2 101．9 101．3 101．4

大　阪 40．9 26．0 33．2 30．8 29．6 39．5 ．985 ．989 ．991 ．992 五〇2．1 102．1 100．9 100．8

神　戸 43．8 25．6 30．6 35．7 27．4 37．0 ．977 ．979 ．987 ．992 101．2 101．0 100．5 100．8

広　島 38．9 26．1 35．0 32．6 27．8 39．6 ．988 ．992 ．990 ．991 102．4 102．4 100．8 100．7

題　岡 34．7 29．5 35．8 28．0 32．5 39．5 ．997 ．996 ．990 ．991 103．3 102．8 10α81 100．7

北九州 48．6 24．6 126・8 41．9 25．9 32．2 ・9551 ．954 ．972 ．982 99．0 98．5
　　　　1

X9・Ol 99．8

全　国 4615 25．0
28．4i　　　　i

40．9 25．7 33．4
．9651

．969 ．982 ．984 100．0 100．0 100．0 100．0

資料は各年次国勢謁査．

表11鴨11　3大都市圏従業者の職業構成とエントロピー値

1970 1980 エ　ン トロピ 一二
」　　　　同

指 数

生産・

^輸
販売・

Tービス

事務・

Z術
生産・

^輸
販売・

Tービス

事務・

Z術
1970 1975 1980 1970 1975 1980

● 都　心 14．1 23．6 62．3 13．6 25．4 61．0 ．830 ．830 ．839 84．7 84．1 84．9

～10km 33．8 26．8 39．3 26．8 28．7 44．5 ．989 ．980 ．975 100．9 99．3 98．7
東

～20 49．0 22．7 28．4 422 25．5 32．4 、950 ．975 ．981 96．9 98．8 99．3

～30 44．7 23．5 31．8 38．1 26．3 35．6 ．969 ．986 ．989 98．9 99．9 100．1

　呆 ～40 48．9 22．6 28．5 42．1 24．9 33．0 ．950 ．972 ．980 96．9 98．5 99．2

～50 49．9 23．9 26．2 44．5 24．4 31．1 ．946 ．969 ．972 96．5 98．2 98．4

計 40．0 24．1 35．8 34．6 26．2 39．1 ．980 ．987 ．988 100．0 100．0 100．0

都　心 16．7 29．9 53．5 15．5 32．7 51．8 。905 ．902 ．906 92．9 91．3 91．3

大
～10㎞ 49．4 23．3 27．3 42．5 26．7 30．9 ．949 ．975 ．982 97．4 98．7 99．0

～20 50．7 22．4 26．8 42．4 25．6 32．0 ．945 ．973 ．980 97．0 98．5 98．8

～30 45．8 22．8 31．4 38．3 26．3 35．4 ．963 ．983 ．989 98．9 99．5 99．7

阪 ～40 50．3 22．4 27．2 43．6 25．3 31．1 ．942 ．965 ．977 96．7 97．7 98．5

～50 41．8 27．7 30．5 37．2 29．2 33．6 ．986 。995 ．996 101．2 100．7 100．4

計 44．0 24．4 31．5 37．8 27．4 34．8 ．974 ．988 ．992 100．0 100．0 100．0

都　心 22．7 30．9 46．5 18．8 32．2 49．0 ．961 ．940 ．936 103．7
｛98．4

97．4

名 ～10㎞ 47．5 23．5 29．0 40．8 26．4 32．8 ．958 ．981 ．986 103．3 102．7 102．6

～20 61．3 17．5 21．3 53．2 20．2 26．6 ．850 ．906 ．919 91．7 94．9 95．6

古 ～30 63．7 15．9 20．4 57．2 17．8 25．O ．823 ．886 88．8 9L4 92．2

～40 54．8 21．3 23．9 49．4 23，． O 27．6 ．911 ．939 ．948 98．3 98．3 98．6

屋 ～50 6正．3 18．7 20．1 56．9 19．6 23．5 ．852 ．885 ．893 9L9 92．7 92．9
r

計 52．5 21．2 26．3 46．8 23．2 30．1 ．927 ．955 ．961 100．O　　　　　I 100．0 100．0

資料は第2表に同じ．
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北

東

　　　西

　　　南

鵠　心　計

表11．一．12　大阪市内区別従業者の職業構成とエントロピー値

1965 1980 エン　トロ　ピー値

生産・

^翰
販売・

Tービス

事務・

Z術

仕卍……・一7上

A日

コ．

ﾌ売・
Tービス

事務・

Z術

　　1　　　　　　　　　r

@　IP965 p正970 1975 1980 1965
　　脚
P970 1975 1980

23、0

15，1

29、7

17，9

20．4

1

27．7

26．0

24．9

43．1

29．5

49．3

58．9

45、4

39．1

50．1
1

17．5

12．0

21．7

13．OI
I5．51

　　　　
32．7　49．8

28，6　59，5

28．3　i　　50．O
　　　i

46．2　　40．8

3271　　5L8
　　　」

949」

．862

9701

・・5 P
9381

921　．916

823　．821

946　．941

．920　1．900

905　902

．926

．839

．943

．899

．906

96．3

87．5

98．5

95．9

95．2

93．1

83．2

95．7

93．O1

91、5

92．4

82．8

95．0

90．8

91．0

93．3

84．6

95．1

90，6

91，3

橿　　　島 42．3 28．2
29．51　　　　1

31．1 29．8 39．1
．9841

．993 ．995　　　　［ ．993 99．9 100．4
　　　　1P00．41 100．1

大　淀1　　　　　　　　　［

54．8 17．1 28．1 37．7 23．61 38．6 ．900 ．947
i．975ト

．979 9正．4 95．8 98．4 98．7

天王寺1　　　　　　　　　ト 30．5 30．4． 39．1 21．gl 31．4 46．7 ・9931 ．972 i．956
．958 10α8 98．3 96．5 96．6

潰　　　速 138．1 32．2 29．7

2τ31　　　　1

35．5 37．2 ．995 ．999 ．996 ．992 101．0 101．0 100．5 100．0

都心周辺計 40．5 27．7 3正．8　　　　； 28．81　　　　1

30．5 40．71　　　　1 ．989 ．9931　　　　1

．990 ．989 100．4 100．4 99．9 99．7

西　淀　加
氈@花l　　　　　　　　　l

61．5

U2．2

16．0

P3．8

　　　　「
Q2．51　　　　123・91

　　　　！52．7

T4・51

　　　　　18．51

P6・31

28．8

Q9．2

．845

D829

．875

D839

．904

D876

．918

D897

85．8

W4．2

　　　　｝88．5

W4．8

91．2

W8．4

92．5

X0．4

大

コル

港

正

西　部　計

55．3

60，2

59．9

20．7

17．5

16．9

24．0

22．3

23．1

4α31

53．7

2Z4

20．5

51－7119引

31．3　　．907

25．7　　．861

28．9　　．861

1　，922　　．950

　．870　　．904

　．88G　　．912

．960

．917

．927

92，1

87．4

87．4

93．2　1　95．9

88．0　　　91．2

89．0　　　92．0

96．8

92．4

93，4

域

東

生

東

　　　東

　　　見

　　　成

　　　野

部　計

6α5

1557
　　58．0

　　58．4

19．3

21．8

25．0

22．0

　　　1
20．l1

22．5

16．91

19．61

47，4［　23．9

53、2　　　　20、o　l

4251265i
　　　　　　　　　ト
48．7　　　　28．2　：

47．51　　25．4

28．8

26．7

3LO

23．2

27．2

．δ5g1

905

876」

8801

．896

．941

．908

．914

．934

．914

1．970

。939

．945
1

．960

．919

，982

．953

．961

87，2

91．9

88．9

89．3

90．6tg4．2

95．1

91．8

92．4

都

旭

島

東　淀　川

淀　　　川

北　認　計

52．7

51．6

55．0

53．8

23．1

27．8

20，4

225

24．2

20．6

24．5

23．7

3乳gi
　　　　

397」

43．2［
　　　コ
3τ21

3921
　　　；

30．5

30．3

26，5

2301

31，6

30．0

30．3

34，8

32．3

．927

．931｝
　　　1
，9081

．904

．965

．946

1

．989

．987

．967

．991

．985

．996

β92

．980

．994

．992

94．1

94．5

92．2

9L4

97．6

95．7

　　　1
92．21

97．9

94．8

95．4

阿

住

住

西

車

半

　用

位iq

之

娯ζ
’」

士
口

江

成

住　吉

部

野

計

大　阪　市

33．1

5L1

5α4

52．2

47．． V

35．6

26．4

30．6

26．5

29．4

31．3

22．6

19．0

21．2

23．0

40．9 26．0 33．2

28．5

　　　i
24．4i
　　　2
33．41
　　　1
45．6｛

　　　1
42．71

39．3

5α8

39．8

　　　1

訓…
33．3　［　　33．2

25．0　　　28．4

33．8　　　23．5

33．2　　　27．5

　　　1
24．I　l　　25．1

　　　F
31・312＆9

．920 ．933

，ggg　i

．938｝

　　　［

931

．9291

・956i

．998

．964

．940

．945

．968

　　　i
3α81

　　　1
29　61　　39．5　　．985　i　989

93．4 943i

99，8

99，6

97，6

100，0

99、4

．989

．996

。966

．965

．987

．927

．986

．983

1．00Q

．970

，974

．991

；941

．991

10L4

952

94．5

94，3

97．1

100．gI

97，5

95．7i
9561

97・9i

99．8

100．5

97．5

97．4

99．6

93，5

99．5

．991
　　　　　　　　　　　　　　1
．992　　100　0　　 100．O　l　100．　O

　　　　　　　　　　　　　　I

96．8

92．6

99．0

96．1

96．9

100．4

100，0

98．8

100．2

100．0

99．1

正00．8

97．8

98．2

99．9

94．9

99．9

10α0

資料は各年次国勢調査．
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表】1｝13　大阪市内区別用途別建物延床面積構成とエントロピー値

1969 1977 エントロピー値 同 指　数

住宅 工場等 商業 その他 住宅 工場等 商業 その他 1969 1977 1969 1977

北 12．7 17．6 60．3 9．4 12．2 13．1 63．8 10．9 ．790 ．758 92．6 86．2

東 12．3 12．3 64．8 10．5 9．8 9．3 70．9 9．9 ．745 ．665 87．3 75．7

西 26．9 27．2 38．5 7．4 24．2 25．0 43．9 7．0 ．914 ．893 107．2 101．6

南 28．7 11．7 55．9 3．7 25．0 11．1 60．1 3．7 ．762 ．735 89．3 83．6

都　心　計 18．2 16．6 56．9 8．3 16．1 13．8 61．5 8．5 ．819 ．776 96．0 88．3

福　　　島 46．4 33．7 13．3 6．5 42．3 33．3 16．3 8．0 ．843 β86 98．8 100．8

大　　　淀 38．2 41．7 15．7 4．3 38．6 32．3 21．6 7．5 ．836 ．907 98．0 103．2

天　王　寺 49．9 16．1 21．3 12．7 42．0 13．9 25．0 19．0 ．889 ．938 104．2 106．7

浪　　　速 45．5 29．2 19．3 5．9 43．8 23．7 24．4 8．1 ．867 ．902 101．6 102．6

都心周辺計 45．5 29．3 17．6 7．6 41．9 25．1 21．9 11．1 ．880 ．929 103．2 105．7

西　淀　川 43．5 44．5 8．2 3．9 41．4 45．9 8．9 3．8 ．760 ．766 89．1 87．1

此　　　花 36．1 50．0 10．0 3．9 41．1 43．8 10．6 4．6 ．773 ．798 90．6 90．8

港 47．9 35．2 8．7 8．1 50．5 32．2 9．0 8．3 ．820 ．817 96．1 92．9

大　　　正 40．4 47．9 7．7 4．1 46．1 40．9 7．9 5．1 ．755 ．775 88．5 88．2

西　部　計 41．9 44．6 8．6 4．9 44．7 40．9 9．1 5．4 ．781 ．794 91．6 88．9

城　　　東 55．4 34．O 5．9 4．7 59．6 25．8 8．3 6．3 ．725 ．749 85．0 85．2

鶴　　　見 51．5 36．4 6．5 5．6 ．756 86．0

東　　　成 58．6 28．0 8．0 5．3 57．2 27．0 10．0 5．8 ．741 ．771 86．9 87．7

生　　　野 66．1 21．3 7．2 5．4 63．8 22．4 6．8 7．0 ．685 ．715 80．3 81．3

東　部　計 59．8 28．3 6．8 5．1 59．1 26．7 7．8 6．3 。721 ．748 84．5 85．1

都　　　島 57．0 26．9 9．7 6．4 54．5 21．8 16．9 6．8 ．776 ．827 91．0 94．1

旭 74．0 14．7 6．1 5．2 71．．4 12．4 7．2 9．0 ．598 ．653 70．1 743

東　淀　川 55．0 31．0 9．2 4．8 64．3 20．6 7．0 8．1 ．763 ．721 89．4 82．0

淀　　　川 48．1 27．9 19．3 4．7 ．844 96．0

北　部　計 59．5 26．6 8．6 5．2 58．2 21．7 13．2 6．8 ．740 ．792 86．8 90．1

阿　倍　野 73．0 9．1 10．5 7．4 69．6 7．8 12．3 10．3 ．633 ．680 74．2 77．4

住　　　吉 67．3 20．7 6．3 5．6 74．4 8．5 5．9 11．2 ，670 ．607 78．5 69．1

住　之　江 48．4 36．9 9．9 4．8 ．789 89．8

西　　　成 62．3 22．7 10．7 4．3 61．9 20．8 11．2 6．1 ．726 ．750 85．1 85．3
　　　　　、

戟@住　吉 72．2 18．9 4．1 4．9 73．5 13．3 5．6 7．7 ．598 ．616 70．1 70．1

平　　　野 62．8 25．3 4．9 7．0 ．702 79．9

南　部　計 69．0 18．4 7．1 5．4 65．2 18．8 8．2 7．8 ．659 ．719 77．3 81．8

大　阪　市
49．5｝

25．6 18．9 6．1 47．7 23．0 21．7 7．6 879 lOO．　O 100．0

資料は大阪市総合計画局「大阪市の土地利用，現況編」，1979年．

住宅に併用住宅を含む．商業は事務所，店舗，遊興の計．工場等はエ場，運輸・供給，倉庫の計．その他は文

教・厚生，窟公署，その他の計．

ru曳．’♂



e

“R

e
笹

マ

7
∴

一

oQり①一 OOOOOOOOOooo oooH

のト〇一 寸。卜〇一Qりトリ㎝OHO
hNめdb－oづdNdbピ＝Bり9耶①9烈9雛

ooo一

o卜①H ODO寸oo①寸Neq卜。り ooo一

のoo一 ⑩o一Hoo－OHOりト◎り?墲W甑驕ゴ佃戸　　一一一　　一一一一一N
ooo一

o◎Oo一

oり◎り◎Q寸。り寸①NOの◎QO
BりNN雨NべN寸のN丙め

のN

蓬碍　糠　駅

りトoH

卜。切。り。一の①の。りOoり
mHNNNe◎N而めNN廿

oり

m
O卜2

ooりの。り。り。のoo”oり一
Bq日一茜一一一一肖日べめ

oり

ゆΦ9

oり◎りのの寸Hい。㎝りΦ卜
g一一H一→一NN－Nの

寸一

蜘暇翻囎甑唖至@　　　　相　　　　　　　　　．目閥一当螺細騨

圖姻

画

圃

製

異

　　品書
罪i舅

eo
撲卜

e

b

’0

7

駕

暫

鮎

。
蝿

摂
蕪
Q
日

ゴ

ゴ

ゴ

6

ド

e

塾k

璽

薗

蓬

餐

『，

マ

＝

’

uつ　　7一■　H　　マ　　・一明 oつ　　o　　卜一　　ト　　LO C畑　　00　　ぼ）　トー　0つ q）　　O　　N　　卜・　o 卜　　▼唄　　o　　い唱　　uつ σ》　q⊃　　oつ　　｛）　　q⊃　　o　　o oOoっ0

σ）　◎D　卜；　一　　ト＝
ﾌ　　cつ　　u＝｝　b一　　し。

oつ　“i　b　　u5　d卜　　σ）　　くD　　oo　　σ） ぼ）　σ5　0δ　く◎　r尋。　　c団　　co　　－　　H ◎〇　一　　q）　め　　．＿モ

g　　00　　卜・　OQ　　OO

u5　α：」　トニ　u5　dQo　　oo　　o　　◎9　　（D c9　卜・　寸　（b　oっ　d　σ5σ）　o　　o　　囚　　い一　　〇　　，一《 do

一 一 H　　　H　　　一　　　一 7唄　　cq　　　　　　一　　一 一
無

の
一　　く◎　　OO　　卜　　cつ 一　　閲「　0　　0D　　Oつ 一　　一　　uつ　　し。　　cr》 u⊃　　ロ）　　寸　　⑩　　ばつ 一　　一　　q⊃　　σ》　　◎Q uつ　　◎つ　　o　　⑩　　σ⊃　cつ　　o o

卜 マ　の　ζづ　α5　Fそ 寸　トニ　σ5　cづ　（団 の　　α5　0　　d　卜： σ」　（カ　・ず　ゴ　　6 へ5　へj　N　　・ぜ　N σ；　（N　d　（づ　ゆ　（団　卜： do q⊃　　ζ＼】　　uつ　　寸　　u） o　　σ｝　Lo　　uつ　　σ｝ O　　C＼自　C刈　　cq　　7司 ℃㌔　　卜｝　卜　　OD　　卜 oo　　OQ　　o　　o　　σ》 卜　　CD　　O　　寸　　トー　　〇　　一 o
」コ

一 一 ▼一く　　一4　　－　　　7一司　　一 一 一　　N　　　　　　　　　一 一

一
o　　く◎　　マ　　o　　寸 寸　　卜　　eq　　oo　　の o　　oつ　　0　　0D　　oo o　　　　　　（D　　cq　　eq uつ　　oつ　　o　　　　　　o o　　o　　　　　　o　　o　　　　　　一 oO卜
卜；　．一；　卜；　N　　卜 σ5　・ぜ　【づ　6　σ5 d　【d　日　め　　め め　　　　OD　・守　rΨ 6　　廿5　d　　　　d o　o　　　　o　d　　　　一 o① し。　　oつ　　寸　　uつ　　寸 er　　σ｝　くD　　oつ　　oo o　　o　　ζつ　　F4　一 卜一　　　　　ト　　QQ　　OO OQ　　o　　o　　　　　o O　　O　　　　　O　　O　　　　　N o一 一 一　　　一　　　一　　　一　　　一 一　　　一　　　　　　　　　一 r一弓　一　　　　　　N　　▼一司　　　　　一 一

匝
o　　o　　o　　o　　o o　　o　　o　　o　　o o　　o　　o　　o　　o o　　　　　o　　o　　o o　　o　　o　　　　　o o　　o　　　　　　o　　o　　　　　　o oのO の　o　　の　　【∫）　め の　o　　の　d　d d　め　【6　め　め め　　　　u）　の　　し∩ o　　d　　匙Ω　　　　輪 d　　の　　　　ば）　め　　　　d do u⊃　　N　　しΩ　　「qド　　マ 卜　　o　　o　　cq　　σ⊃ o　　c＼』　　マ　　uつ　　c＼】 oつ　　　　　トー　　σ）　　oo OQ　　o　　o　　　　　　cD ◎⊃　　o　　　　　　⊂「）　σ》　　　　　eq o

一
H　　　　　　　　一 一　　　一　　　H　　　一　　　一 一 H　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　一 H

o u）　　⑩　　寸　　o　　マ F→　σ）　OD　　じ噛　　oo o　　c雨　　rず　　σ）　oo oつ　　寸　　cq　　q⊃　　寸 り　　い｝　　一　　⑩　　oつ （D　　一　　寸　　o　　σ）　　cq　　o NoD
nH N　　H　　N　　而　　N くづ　（づ　N　　u5　ζづ 寸　し◎　【6　rΨ　寸 cづ　QQ　ぐつ　ぐつ　cづ cづ　cづ　寸　cづ　⊂づ ζづ　・ず　寸　　6　（づ　ぜ　　の マ

辮
のト の　　O　　F司　　（ハ　　o u｝　　◎D　　Oつ　　o　　q） 一　　〇〇　　い喝　い噌　　く◎ 一　　一　　σこ　ζつ　　H eq　　cq　　o　　【㌔　　q⊃ 一　　q）　（p　　uつ　　o　　q＝）　q＝） o
9 c尋　「4　c樋　．一；　ζ雨 ◎J　cづ　cq　《5　ζづ ぜ　マ　・ぜ　ぜ　　・ぜ QO　ζづ　（＼」　σ5　α5 ρつ　（つ　rq・　（っ　の cつ　ぐづ　（づ　σ～　σ5　σづ　寸 oり

罧
O卜 ・一司　　㊤　　o　　o　　σ） 寸　　oo　　（’q　　u⊃　　卜 o　　o　　uつ　　eq　　c＼】 L◎　　　　　　uつ　　蔓）　　⑩ 卜　　o　　σ）　　　　　o σ｝　σ》　　　　　oo　　O　　　　　oつ o
①H ？司　d　d　　？崎　d F；　74　－　c繭　日 →　N　e雨　N　　N 一　　　　　　　　　一　　　一　　　一 一　　べ　　74　　　　一 一　　一　　　　　　◎つ　　▼唄　　　　　　N 一

駅
のO 一　　刈「　F4　　σ）　　σ》 ロつ　　o　　oつ　　寸　　oo O　　L∩　　σ｝　　7噌　　uつ 卜　　　　　　Lズ）　　（ハ　　トー ⑩　　◎〇　　一　　　　　　（D oつ　　7→　　　　　σ》　o　　　　　　｝ o
2 H　　d　　Fこ　d　　d 一　凶　→　N　　日 c雨　N　⊂・誘　ζづ　N 一　　　　　　　　　一　　　一　　　一 一　　H　　C樋　　　　一 同　c寸　　　　cっ　．＿モ　　　N N

鵡 囎翼二二㍍
@　　　馴

ミ澤　　田㍍ 様駅督獣㍍ 囎　　　ミミ需 断咽留噛需 笹

潮嶽圓擢ρ 固　　暎　　’ 翼　　縫　　簾 簾 製鋸　　鴇 聖　　N　　ど」　　鴻 遜

d 弘

、

購 魍奇くIK三途 岡三　　→く圓 餐幅桜姻朕 輻　　樋∫思署 醒遡姻旧蕪併蓬 k

歓黛
、．・些＿ノ



図12－1　土地利用現況（昭和52年）
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図12一一2土地利用類型の変動（昭和44～52年）
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図12－3土地利用類型の変動における付加要素と消滅要素
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図12－4住工混合化メッシュと住工分離化メッシュ
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表12－1　　下阪都市圏における郊外化
（1，000人）

非農；林漁業就業者 D　I　D　人　口 非農林漁業従業者

40年 50年 増減率 40年@50年
7「唖藏…奉1曜

・了一@　．　　一　　一　一　一一　　　　皿冒　－一　　　　，　．．　　　．一　　　　　．＿

S5年 50喜
盆一’珊藏率

都心4区 156．7 96．9 △38．2 837．7 9．1

Q873．5 Q613．3司辺区 1439．2 1251．6
　｛　　一　　　　　　一　　．　　　．

｢13．0 △　9．1
．　｝　「　一　L　　　　　　・　　」　一　　．　一　　　　　一

P516．7 P406．5
．L一．一一 @一　　＿一．

｢7．3
1596．0 1348．6 △｝5．5

阪府下 1544．9 Q308．9 Q454．3

P055．3

S903．8 @99．8 P573．0

△1．1一｝　．一　　－・　　＿　　．

@8．3
　49．5一　『　　一　」　．．‘　L　．　　　＿　r．

@19．6
T　．　曜　．幽　・　一　　．　『　　．　－　．　．　一　一　．　一

兵　　庫 534．0 638．8 1403．8
一　　．　■　一　　　一　　一　一　　一　一　．　　　　　一

@464．8 △1．1
一　．　P　　　一　　　「．　　　■・　　　　一　　LT」

　33．0｝　「　一　．．　一　一　　　．　一　　　7　．一　　．　L

@35．0その他 199．6 297．6
　．　〒　　■　　［

S9．1 1276．2 1722．7 206．董 Q28．2
『　．　一　一　　　　　＿　」　．

@10．7
地域区分は表！2－2の註を参照のこと

衷12－2　　大亟都重圏における不同指数の変化

常｛主地エリート

1965 　＄
P97象 1965 1975 1970

都心区

プ　　　　ラ　　　　ス

}　　イ　　ナ　　ス

@　　　計

0．7

P．5

Q．2

2．2

O．2

Q．4

3．2．

O．7

R．9

10．4

@0
P0．4

184．5

@　0
P845

離地老年如蜜。イ華。，聖

　　　　　　・97・1・975

158，0

　0
158．O

周　　プ　　　ラ　　　ス

辺　　マ　　イ　ナ　ス

区　　　　　計

17．8　　　　7．0　　　38．0　　　69．8

99．1　　　　81．7　　　　22．6　　　　　2．6

116．9　　　88．7　　　60．6　　　72．4

18．3　　　14．3

74．0　　　　72．9

92．3　　　　87．2

大　　ブ　　ラ　　ス
堕　マ　イ　ナ　ス
の

計　　　　　　計

18．5　　　　9．2　　　41．2　　　80．2

10G．6　　　81．9　　　23．3　　　　2．6

119．1　　　9Σ．1　　　64．5　　　　82．8

202．8　　　172，3

74．0　　　　72．9

276．8　　245．2

北　　プ　　　ラ　　ス

大　　マ　イ　ナ　ス
阪　　　　　　計．

46．9　　　50．4　　　　2，2　　　　　0

0．9　　　　2．3　　　11，1　　　31．5

「47．8　　　　52．7　　　　13．3　　　　31．5

0．1　　4．5

8．7　　5．Q

8．8　　　9．5

東　　．プ　　　ラ　　　ス

大　　7　イ　ナ　ス
阪　　　　　計

12．5　　　　10．4　　　　0．7　　　　0．1

19．5　　　　32．5　　　　16．0　　　　40．1

32．0　　　42．9　　　16．7　　　40．2

　0　　　0
44．3　　　　39．9

44．3　　　　39．9

南　　プ　　ラ　　ス
河　　マ　　イ　ナ　ス

内　　　　　計

8．0　　　12．1　　　　2．9　　　　0．2

1・1　3・4　0ユ　ξ6・1

9・11155　3・016・3

　0　　　0．1

22．8　　　　19．9

22．8　　　・20．0

泉　　州

プ　　　　ラ　　　ス

}　　イ　　ナ　　ス

@　　計

L9
P9．2

Q1．1

　0
P2．8

P2．8

6．7

P．2

V．9

4．8

Q．4

V．2

　0
Q8．4

Q8．4

　0
Q1．7

Q1．7

兵　　ブ

　　　マ
匝

　ラ　　　ス　　　50．8

イ　　ナ　　ス　　　12．5

　計　　　　　　63．3

47．1　　　 4．7　　　 5．1　　　 0．3

14．1　　　　17．1　　　　7．7　　　　22．4

61．2　　　21，8　　　12．8　　　22．7

2．2

17．0

19．2

そ　　プ　　つ重　　　ス

の　　　マ　　イ　　ナ　　ス

他　　　　　　計

17．2　　　20．9　　　13．3　　　10．4

2．0　　　2．1　　　　0　　　　0

19．2　　　23．0　　　　13．3　　　　10．4

3．9　　3，6

9．4　　7．6

13．3　　　11．2

壇

3116　　2992　　140．5　　201．2

155・81149・6　70．31。0．6

417．1

208．6

366．7

183．4

資料は各年次国勢謡査，南河内に堺市を含める。兵胆は尼崎・西宮・芦屋・伊丹

・宝塚・川西の6市，その他は奈良・大和高田・大和郡山・天理・櫨原・桜井・
働所・生絢・橋本。名…妄の10市。
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炎12－3大阪都市圏における立地係数の変化

都

心

区

周

辺

区

周

辺

区

北

大

阪

東

大

阪

南

河

内

泉

州

兵

．庫

そ

の

他

北

東

西

南

●

福

此

大

天

浪

大

西

東

東

生

月

阿

｛主

日

西

港

王

淀

淀

一

倍

住

島

島

花

正

寺

速

淀

川

川

成

野

東

野

吉

吉

成

平

日

田

均

大

少

平

着

減

．　均　　．

　大
　少

平

増

減

日

大

少

平

増

減

均

大

少

平

増

減

均

大

少

平

増

減

均

大

少

鴬住地エリート

196511975

0．957

LO32

1．054

0．925

0．742

0．785

0．430

0．527

0．613

1．495

0，710

0．570

0．570

0．742

0．667

0．634

0．925

0．613

1．441

1．065

0．989

0．645

0．787

1．058

】．416

0．964

LOOO

0．730

0．839

0，474

0．504

0，533

L445

0．675

0．810

0．577

0．745

0．686

0．628

LOOO

O．701

1．226

0．949

0．766

0．511

9

9

0．766

L35211・259

3

7

。・・87；・・886

　　　乙

常住地老年人口

1965119・5

1．159

0．909

1．700

1．500

LO22 P1・400

1・136い・666

0．863

1．295

0．772

0．613

0．795

1．181

0．863

1．090

0．886

0．931

1．181

1．136

1．181

0．931

1、409

1．022

L113

1．068

1。ユ83

1．783

0．966

0，833

0．983

1．516

工．316

1．550

1．166

LOOO

L633

1．450

L416

LO16

1．683

1．ユ83

1．100

L400

従　　業　　地
ホワイトカラー

197・11975

1．655

1．949

L572

1．344

0．889

1．126

0，803

G．860

0．778

1．417

1．082

1．117

0．832

0，905

0．889

0．648

0．803

0．778

1．066

0．832

0．759

0．648

1．488

L748

1．437

1．228

0．894

1．094

0．805

0．894

0．734

1．340

1．060

1，080

0．808

0．897

0．860

0，637

0．831

0．762

1．05コ

口．857

0，731

0．557

1・・18i1・288

　　ユ1

・・94・i・・85・

2

5

・・8661・・776

　　基

・・6g11・1・3

　　：

・・72・i・・83・

9

3

1…2i1・417

1

5

平

増

減

均

大

占

1・1731・12・

　　ζ

IL128L・．・・8

　　　　6

　　　6
1．12glL・9・

　　き

　　7
1・・26

P1・・28

3

3

1．46111．408

　　』

　　7

い・902い・888

　　　12
・・939」・・99。

　　ζ

…6・1・・82・

　　9
　　1
・．7411・．846

　　ユ「工

　　0
　　　1
0・60510・7。7

　　12

　　0
　　　　0．855　i　O．954

　　6
　　0
　　　i
O．847　1　0．882

　　8
　　2

平均は地域内市町村の数値の単純平均

増大、滋少は係数が増大又は減少した市区町村の数を意味する。常｛主地老年人ロ

の係数はDIDで算定したから，1965年の該当市区町村蒙で比校した。
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表12‘一5　6大都市の職業別従業者の対全国立地係数（従業地ベース）

麟●管理事務販売総難．保安装ぜ
：東

京

1965

1970

1975

0．918

1．122

1．102

1r526　　　　1．366　　　　1．006

1．612　　　1．385　　　1．054

1．500　　　　1．392　　　　1．104

0．860　　0．820　　0．813　　1．063

0．855　　　　0．725　　　0．933　　　　1．038

0。830　　　　0，675　　　0．875　　　　1．037

横

浜

1965

1970

1975

0．863

1．049

1．045

1．105　　　　1．063　　　　0．846

1．122　　　　1．098　　　　0．846

1曾100　　　　1．093　　　　0．916

1．175　　　　1．027　　　0．938　　　　0．988

工．127　　　　0。980　　　　1．000　　　0．975

1．057　　　　0．956　　　　0．938　　　0．988

名

古
屋

1965

1970

1975

0．767

0．854

0．920

1．158　　　1．137　　　1．077

1．184　　　1．195　　　1．114

1．120　　　　1．186　　　　1．175

0．912　　　0，965　　　0．750　　　0．975

0．927　　　　0．896　　　0．800　　　0．988

0．906　　　　G．848　　　0。750　　　　1．012

京

都

1965

1970

1975

0．932

1．012

1．034

1．026　　　0．960　　　　1．173

1．102　　1．011　　1．181

1．040　　　　0．979　　　　1．201

0．772　　　　0．988　　　　0。750　　　　1．063

0．764　　　0．932　　　0．867　　　1．113

0．792　　　　0．923　　　　0．750　　　　1．134

大

阪

1965

1970

1975

0．685

0．817

0，818

1．395　　　　1．309　　　　1．135

1．531　　　1．322　　　　1．154

1．400　　　　1．320　　　　1．247

0．895　　　　0．881　　　0．625　　　0．925

0．855　　　　0．808　　　　0．667　　　　1．000

0．811　　　　0璽763　　　　0．688　　　　0璽963

棟

戸

1965

1970

1975

0．904

0．951

1．034

1．000　　　　1．154　　　　0．981

1．082　　　　1．190　　　0．946

1．060　　　　1．186　　　　0．987

1．140　　　　0．921　　　0．875　　　　1、113

1．164　　　0．891　　　0．933　　　1．125

1．226　　　　0．840　　　　0．938　　　　1．085

6平　　1965
大
　　　　1970都
市均　　1975

0．849

0．963

0．989

1．2U　　　1．166　　1．038

1．265　　　　1．201　　　　1．047

1．200　　　　1．191　　　1．104

0．965　　　　0．933　　　0．813　　　　1．025

0．945　　　0．871　　　0．867　　　1．038

0．943　　　　0．835　　　0．813　　　　1．037

全溝　　1965

　成　　1970

露比　　1975

7．3

8．2

8．8

3．8

4．9

5．0

17．5

17．4

19．4

15．6

14．9

15．4

5．7

5．5

5．3

40．5

39．6

36．3

1．6

1．5

1．6

8．0

8．0

8．2

国勢三鶏歪20％拍出集計による．

炎12－6　従業地による産業別従業者の局地化係数

建設業 製造業箋贈叢桑雛桑鷺遺棄ス自棄ビ公務

A
1930

1965

1970

1975

14．4

10．8

10．2

9．5

15．1

17．6

16．5

15．5

10．9

14．6

12．6

10．1

39．8

30．1

28．5

26。3

19．4

15．9

14．1

27．3

28．0

21．4

14．1

9．6

9．4

7．9

27．6

27．6

24．2

23．6

B

1965

1970

1975

12．5

12．9

12．8

2G．2

18．4

18．5

16．3

14．1

11．3

32．5

30．2

19．9

16．1

15．5

33．2

28．3

10．4

9．9

8．7

29．1

25．2

24．5

　国勢調葦による．Aは1930年の13区を単位とし，　Bは1965年の22区を単位とする　局地化係数は従藁者．給田の区

毎の配分比率とある巣腫の従藁者数の区痺の観分比率との差を求め，その絶対湿の合計を2分して100分率で表わした

ものである．22区の13区への銃合は付亥1を参照のこと．
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表12－7　産業別従業者の立地係数の変化

1製造業i卸・小売業1 サービス果 睡設業隣輸・通麟

　北墨東
地西
【xl

　南
　浪速．
準＿＿島
卸入；こ雪了
を　ユ

心都島
地

1x：

収増縮不
敏大小定
△

△

△

△

○

　ト毒奮1◎

△

○

○

工副
ぎ1◎1

　果成　◎
区生野　◎

西成

△

○

阿借野1　△
住住盲1　 0
量東住吉◎
［x：旭○

東淀川i◎

収増縮不
載大小定
○

O　」
◎

◎

◎

○

○

△

◎

△

△

△

○

○

○

○

△

○

○

○

△

○

収増縮不
赦大小定

○

○

◎

○

◎

○

○

○

○

△

△

△

△

△

○

○

○

◎

○

◎

◎

○

収増縮不
敏大小定

○

△

◎

△

△

○

○

◎

◎

◎

O
△

◎

○

○

△

◎

○

◎

◎

○

◎

収増縮不
敏大小定
◎

△

○

△

○

○

○

○

○

○

△

△

◎

◎

◎

○

△

△

△

△

○

○

付表1による．牧款は係紋が1に近づく変化，増大は1より大きくなっていく変化，絹小は1より小さくなってい

く変化の盾傾向を意味し．不定は一定方向への変化をとげないケースが大部分だが不変を含む．◎は1975年の係数が

1．200以上，△は0．800以下，○はその中間の笹をとるものを示す．

表12－8　従業地による鞍業別従業者の局地化係数

専門・技術　管　理　　事　務　　販　売　運輸・通信　技能・生童　保　安　　サービス

1965

1970

1975

11．1

10．3

8．5

13．5　　　　22．9

14響6　　　　　20．2

11．1　 18．6

9．8

9．9

8．4

13．8

13．8

16．1

21曾3　　　　　14．2　　　　　15．6

22．9　　　　11．9　　　　15．1

23．8　　　　　9，9　　　　　15，2

1965年の22区を単位とする．局地化係数の意味は表3に同じ．

　　　　　炎12－9　職業別従業者の立地係数の変化

導門・技術 管理　，1・務　販売　サービ・1技能・！瞳 巡輸・通信

都
心
地

区

準

都
心
地
区

北

東

酉

南

浪速
天王寺

都島
大淀
福島

　　港
　西淀川

　此花工

業大正
　城東地

　東成【）く

．　生野

　西成
　　阿倍野

住 住吉
髄來酷
区　旭

　　｝巨淀川

収増縮不
敬大小定
◎

○

◎

O
O
O

O

O
△

○

△

△

△

△

△

△

△

○

◎

◎

O
O

収増縮不
砿大小定

○

○

○

（ノ

◎

◎

O

○

○

△

△

△

○

△

○

△

△

△

○

○

△

△

収増縮不
敵大小定
◎

◎

◎

○

○

△

○

○

O

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

収増縮不収増縮不収増縮不収増紬不
敷大小定磁大小定敬大小定敬大小足

◎

△

　　OO
　　O　　△
○　　　　△

◎

○

○

◎

◎

△

△

△○
△

○

△

△

O ○ ○

O O △

○ ◎ O
○ ◎ ◎

△ ○ ○

△
△　○

　△

　△O
△

　○

○　O
O　　◎

△

△

△

△

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎ O

◎

◎

◎

◎

◎

△

△

◎

○

○

O
○○

◎

△

○

○◎

◎

◎

O

◎

○

◎

△

◎

○

｛・1表2による．月1鵡と記ちの意昧は表4と阿じ．
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表12－10大阪市の事業所、従業者の変化

全　　産　　業
（公務を除く）

農…林水産業

鉱

建

製

卸

小

飲

金

不

運

水

（仲立業を含む）

（飲食店を除く）

．設

造

売

売

食

業

業

業

二

業

店

　　｝r；虫・保険業

　　動産業
　　輸・通信業

電気。ガス・
　　　道　　業

サービス業

　　宿泊所
　　文f　｛固　人

　　サービス業

　映画・娯楽業

　　医療業

　　教　　育

　　そ　の　他

昭和44年

事業所

206，836

　　89

　　19

8，170

42，286

30，121

52，143

23，010

2、744

7，753

4，470

　131

35，000

1，849

11，626

1，926

5，065

1，071

13，463

従業考

2，310，405

　LO83

　　244

192，107

724，319

420，520

221，374

135ほ48

98，795

30，096

196，573

1L553

278，663

ユ3，835

44，656

23，567

37、857

38，676

120．072

11召不1】　50　向三

事業所

239，858

　　】05

　　17

10，903

45ほ75

34，326

55，357

32，55工

　3，299

10，488

　6，580

　　io9

4LO18

1，672

11，480

2，664

5，363

L181

18，658

従業者

2，325，267

　　934

　　109

191，520

594，672

459，332

241，680

154，519

118，701

43，336

173β04

13，914

333，246

15，136

40β27

22，841

46，780

43，006

165，156

昭和53年

事業所

259，996

　　91

　　18

12，152

46，675

35．638

58、406

38，621

　3，674

12，160

　7，258

　　117

45，186

L526

12，071

3，045

5，742

L289

21，513

従業者

2，363，505

　　740

　　165

】86，620

578，626

437．840

258，992

179，974

119，071

44，518

172，840

14，051

370，068

15，665

41，755

23，576

55，917

45，836

187β19

53｛F，／44勾三　（％）

事業所

　25．7

　　2．2

△　5．3

　48．7

　10．4

　18．3

　12，0

　61．5

　33．9

　56．8

　62。4

△10．7

　29．1

△17．5

　　3．8

　58．1

　13．4

　20。4

　59．8

従業者

　　2．3

△　31．7

△　32．4

△　　2．9

△　20。1

　　4．1

　　17．0

　　33．2

　　20．5

△

△

47．5

12．1

21．6

32．8

13．2

6．5

　0

47．7

18．5

56．0

53｛ドー44ゴド

従業老

　53，030

△　　343．

△　　79：

△　5，487

△145、693

　17，320

　37，618

　44，826

　20，276

　14，422．

△23，773

　　2，498

　91，405

　　1，830

△　2，901

　　　9

　18，060

　　7，160

　67，247

各年次事業所統計調査1こよる。
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表12－11大阪市の工場、従業者の変化

昭和43年

事業所 従業者

総数29，130536，949
食　　料　　品
繊　　　　　維
衣服、、その他繊維製品

木　 材、木製晶
家　 具、装備品
パルプ、紙、紙加’1二品

出版、印刷、1げ1関連

化　　　　　叩
石汕、石炭製ll～曜
コ　 ム　 製　 品

皮　 、皮　製　品
窯　業、土石製品
鉄　　　　　鋼
非　鉄　金　属
金　属　製　品
一般機械器共
電気機械器メ1く
輸送川機械21｝具
精密｝幾械｝1：｝県
武　　　　　　・｝・し
　　　　　　，」1噛「
そ　　の　　他

従

業

者

規

摸

　玉9人以下

　20－29
　30－49
　50－99
100－199
200－299
300－499
500－999

LOOO人　以上

1，744　　　　32，148

1，601　　　　26，588

2，800　　　25，435

1，173　　　13、818

王，187　　　　11，798

1，479　　　　23，500

2，297　　　45，916

620　　　　41，723

　37　1，317
293　　　　　6，104

955　　　　7，玉93

573　　　　12，702

726　　　　38，172

424　　　　12，899

4、715　　　　68，34！

3，655　　　　73，417

1，287　　　　41，355

716　　　　23，180

501　　　　5，695

　　　一2，247　　　25，648

24，581

L559

L250

　970

　464

　i37

　94
　37
　38

158，004

37，970

47，865

65，748

64，738

33．299

36，369

23，807

69，149

昭和52年

事業所

33，839

L558

1，738

3，155

1，041

L164

L647

3．389

580

　27
523

1，159

522

702

452

5，909

4，640

L555
678

516

2，884

30，482

L488
820

　584
282

　76
　55
　29
　23

従業者

402，808

23，989

16，932

2L601

7，430

8，406

16，991

43，833

3L764

　642
4，874

6，948

7，849

21，701

9，759

53，306

51，187

26，760

18，926

4331

25，543

158，829

35，729

3L293

39，552

39，637

17，577

21，021

18，911

40，259

52｛「三／43｛i三　（％）

事業所

　16．2
△10．7

　8．6
　12．7
△11．3

△　1．9

　11．4

　47．5
△　6．5

△27．0

　33．1

　21．4
△　8．9

△　3．3

　6．6
　25．3

　26．9

　20．8

△　5．3

3．0

28．3

従業者

△25，0

△25．4

△36．3

△15．1

△46．2

△28．8

△27．7

△　4．5

△23．9

△51．3

△20．2

△　3．4

△38．2

△43．1

△24．3

△22．0

△30．3

△35．3

△18．2

△24．0

△　0．4

　24．0
△　4．6

△34，4

△39．8

△39．2

△44．5

△41．5

△21．6

△39．5

　0。5
△　5．9

△34．6

△39．8

△38．8

△47．2

△42．2

△20．6

△41．8

52勾三一43｛ド

従業者

△134，141

△8，159

△9，659

△3β34
△6、388

△3、392

△6，509

△2，083

△9，959

△　675
△1，230

日目245
△4，853
△16，47ユ

ム3，140．

△15，035

△22，2301

△　14，595…

△4，218：

△L364；

△　105

　785
△2，24｝

△16，572

△26，196

△25，101

△15，722

△　15，348

△4，896

△28，890

各年次’i：業統計調’fによる。
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表】2－12大阪市の人口と住宅の変化

　　　　　　　Br｛不044｛r　　l「召不lj52イ1こ　52．／44（％）

1講雛／：llili！12騨会駕

　　　　　　　昭和43年II召和53・1・53／43（％1

住

宅

数

一当
｝㍑

綴

釈
犠

総 数

｝阜用住宅

併川住’．己

持　　　家

借　　　蒙

　公　　営

　民　　営

　給　　与

総　　　数

持　　　家

借　　　家

総　　　数

持　　　家

借　　　家

779，800

655，140

124，660

268，710

51LO80

74，420

401，580

35，080

13．91

21．81

10．74

858，400

748，800

109，600

315，800

542，300

108，100

404，300

29，900

　10．1

　14．3

△12．O

　l7．5

　　6．1

　45．3

　　0。7

△14．2

17．13

26．70

12．67

41．43

70．83

29．66

47．57

79．29

32．82

大阪了一言陪および住㈱‘言岡査報告による。

23．1

22．4

18．0

14．8

11．9

10．7

表12－14大阪市の用途別敷地面積と建物延床面積の
　　　　　　構成比

50年用地52年建物50年用地 52年
建物
　59．0

　14．3

　16．5

　2．6

　7．6

100．0

表i

生　居（住　宅）

工　業（工　」易）

裳　務（．事．務所）

興行・遊興｛歓楽｝

販　売（店　舗）

　小　　　計

官　　公　　碧

文教・厚生
運　輸・供　給

　合　　　計

35．6

23．2

　6．2

　1．9

　7．4

74．3

　1．3

10．4

14．l

lOO．0

47．9　　　　47．9

11．6　　　31．2

！3．4　　　8．4

　2．1　　　2．6

　6．2　　10．0

81，2　　 100．O

　l．7

　6．0

11．0

100．0

つ＿一

　川　　　　地

建物川途合　　計

　’肖’　　公　　，宮．

　運輸・供給・処理

　文教・医療・厚生

　興行・遊興・宿泊

　販　売　商　業

　業　　　　　務

　工　　　　　業

　住　　　　　居

農林・漁業・その他

非建物川途合　計

　道　　　　　路

　軌　道　敷

　公園緑地
　農　地・空　地

　河川・水而
全　　面　　積

．1979年による。

】3大阪市の用途別用地面積と建物延床面積

　　の変化（llll積単1、Z10，000m’）

建物延床

山　業　建　物

艀　　務　　所

工　　　　　難

読　　　　宅
併　用　住　宅

住　宅　部　分

建　物　1　階

建　物　延　床

Ill｛不040でト

illi　　積

　10，425

　　　153

　　783
　　1．050

　　176

　　767

　　553
2，672

3，901

　365
10，080

3，138

　276

　431
3，7313

2，503

口召不050イ1

「酊　　　積

　11，825

　　ユ51

　1，504

　L268
　　224

　　873

　　733
　2，698

4，189

　234

8，742

3，724

　257

　714

　420

L813

20，504　　　　20，567

1昭和44年

而　　積

　　1，627

　　927
　　L193

　3，540

　　733
　4，048

　5，006

　8，596

昭和52年

面　　積

2，475

L530

1，323

4，706

　749
5，089

5，674

11．431

50／40
　（，％）

　　13．4

△　　1．0

　　90．8

　　15．9

　　27，7

　　13．9

　　32．6

　　1．0

　　7．4

△　35．9

△

△

△

△

13，3

18。7

6．9

65．8

62．7

10．7

0．3

大阪τ聡合計鰯「人1販市メ1ジジ三r「ヲニi殉三｛，l」

52／44
（％）

52．1

65．l

IO．8

32．9

2．1

25，7

13，4

33．0

用地は大阪市総合湘・1局「大痴∫の土地利川」

1979、建物延床は同「大阪市メッシュデータ集｛7｝』

1979による。

表12－15メ・シ・類型の変化（昭琴044年～52年）集約

【；細断工場蘇住工混篁騰1工艦・舞塑言L変化鞭増加1類一差・．

住　　宅

工　　日

商　　．業＝

二二混台

住商混合

工商混合

住工商
混　　合

336

1

52

11

1

4…

641

21

10！

　1
2

2

23

16

15　！　18

6…　1

17gl　g
　　l

2［54

5111
　　1

8

4

1

9

2

1

1

19

3

2

10

374

82

26

273

87

14

28

　　1
10．2｛

22．0

11，5

34．4

37．9

35．7

64．3

65

18

18

28

39

15

26

38

】8

3

94

33

5

18

　27

　　0

　15

△66

　　6

　10

　8
計 4018241i　207 93

　　　　　　　　　　　　　　

24136188列23・9209 209 0

付表12・一3による。但し、　「その他」は除外してある。
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表12－16　6大都市における人口と従業者の減少区

完全失業率9
人ロ（45～55年）d 工業従業者（46～55年）e

　　　　　　　　　　　f事業所従業者（47～56年）

46年 54年

東京区部

@23区

江東，世田谷，板橋，練馬，

ｫ立，江戸川を除く17区と区

伯v

23区
墨田，江東，品川，大田，北，　　　　　　　　　’

r川の6区 0．9 1．ユ．

横浜市
@14区

鶴見，神奈川，西，中，南の

T区

金沢，港北，港南，旭，緑，

｣谷を除く8区と三一
鶴見，中の2区

0．8 1．4

名古屋市

P6区a

亡し北，西，中村，中，瑞穂

M田，南の8区

守山，緑を除く14区と千言 瑞穂，熱田，港の3区
0．6 1．1

京都市
@9区b

上京，左京，中京，上京，南

ﾌ5区
東山を除く8区と市計 ヰ京区

0．9 1．2

大阪市
Q2区。

東淀川を除く21区と市計 東住吉区を除く21区と市計 東淀川，住吉，東住吉を除く19

謔ﾆ市計 1．3 1．7

神戸市
@8区

灘，兵庫，長田，中央の4区 須磨，垂水を除く5区と市計
i北区は不詳）

灘，兵庫，長田，中央の4区
1．1 2．0

a千種区と名東区，昭和区と天白区をそれぞれ合算，b東山区と山科区，右京区と西京区をそれぞれ合算，　c東淀川区と淀川区，

城東区と鶴見区，住吉区と住之江区，東住吉区と平野区をそれぞれ合算，d国勢調査による，　e工業統計による，　f事業所統
計により農林水産業と公務を含む，g就業構造基本調査による（家事や通学以外の「その他」無業者で就業希望でかっ求職活

動を行っている者の15畿以上人口に対する比率）

表12－17　大阪市の職業別従業者，就業者，通勤流出入者の増減

計 専門・技術管理

（単位：百人，％）

事　　務 阪　　売 サービス技能・作業運輸・通信

増

減

実

数

　
百
人

と
増

減

率

　
％

）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　111i△111。1；li

通勤流入司ll馴1，lll　Ill「竃、1△
」L生＿劃」擁i＿L翌引一ll

従 業　　者 ；1趨は酬 407　　　△　　　38　　　△1，109　　　△

288　　　　△　　　120　　　　△　　 344　　　　△

；ll「『至，1； 54
2

1；享「「

112
108
柘一

42

通勤流出者圏13、1 ，鴇L＿jll

△　　124

△　　9
△　　10

　　11

。2、1圭∴」鷺£1豊超lll£器
　　話【　器　　　　　　　　　　　1引△誇　iぎ

常住従業司；1倒
従 業　司鞭㌧
通勤流入者

△1，671

△　747

鎮1．L一1：1△；』一△
　1呈二一茎1　　　　｝8：塁　　　△　　≡…：§　　　ム

自11：劃　遜：孔L．自

L7引食111£，器△111念 111」－

鍛1．L廻

1，228

　4～1

14．7

　5．4

△　　95

△　多危

ll劇」

9．8

8．3

17。7

6．4

10．0

6．5

32．0

9．3

常　　住 者L顯1
通山流　出　者

常住従業者
流　　　入　　　率
（通勤流入者／従業者）

　　　　　　　　　　　　　　　11：1

；纒⊥一⊥＿」、1；訂⊃1肇

；1劃念北」83臣1；：1
70
75

80

6．8

13．9

12．2

6．2

42．1

48．5

50．5

57．6

60．1

59．9

61．4

65．3

67．4

L＿ll，止＿ll，ざ［

上」≧o趾」．L！

世」L．L
…．4

11．6

58．5

62．7

64．0

32．8

34．6

5．0

3．7

40．7

48．8

50．1

5．2

z』
20．6

13．5
67i一

婁LZ

20．3

23．7

25．4

　　　　　　L」1；皇

11：ILj劉＿鉦1豊
　　　　　　　　△　11．9
　　　　　　　　△　9．8

流　　　出　　　率
G血勤流出者／常住者）

70
75
80

1111［iii「iil1 108
玉24
141

52
71
90

L』．

⊥墨

20．5

7．3

2．6

10．6

22。7

10．1

28．2
34．9

38、1

i；i－Li

1⊥．、

　．」

；llLi

17．3

6．9

15．3

12．4

44．1

47．4

48．4

10．4

13．9

16．5

各年次国勢調査による。

計には農林漁業，採鉱・採石，保安，分類不能を含む。

り1
4　．丞．



表1．2－18　湘幾能関樹三面の文栓国シ．ア0瑠｛移
（q宝イ立1％）

年次 碁」京圏
名門屋圏 地乃’囲

昭和
S5年

23．0 13．9 7．3 @　6．6
@　一　．　．　　｝　一　　．　．　．」　　一

@　56．5
人　　　　　　　日 50 24．2 140 7．4 6．7 55．i

一　　　　　　．　　一　　　　　　．　．　　．　　　．

55
6．8 54．9

資本金10億円以ヒ
昭和

S5年
59．5 22．0 P6．9

@　．　．一　　　．一．．一．．　．．一　　－　．＿

@　　5，3 @　13．2

企　業　本　社　数
50 58．4 19．9 14．8 49 ．16．9

@　　．　　　「一　　　　　．　一馳　．　　　　　一　　．　．

55
14．0 5．0 16．7

昭和

S5年
29．6 19．8 H1．4 @　11．1 @　39，5

工　業　出　荷　数 50 26．9 17．3 9．6 11．2 44．6

55
45．8

昭和47年

38．4 23．9 20．0 9．8 @27．8
卸　売　販　売　額 51

38．8 22．0 18．1 9．0 30．2

54 37．7 21．2 17．2 9．4 31．8
招和． 一一 |「 @．．一’一一　．一　一　山　．一．．．

．一． 鼈黶@． @一一一．．．．．一＿L一　．
．一一 @．一7』一r・．．一．．．＿

50年
57．9 21．9 18．5 6．5 13．7

手形交換金額 54 64．6 18．0 15．2 5．8． 11．6

56 69．6 i5．9 13．6 5．1 9．5
．一

～‘�D．　一．．一．．．一．．．一一　．．．
黶@．　．　　　．｛　－　．　　．　　．．　一

@一
昭．和

T0年
54．8 2L2 13．6 6．3 17．7

株式売買．金額 54 58．9 18．0 11．1 5．9　　． 17．8

『一一　』．一τ．置 @一　　．」一一　　”．一．＿．．．．一　．　一　一．．

56
　　　5，9．．．．　．．　■．．．．．一．．一　．　一．．．．　．一

　　　15．4」　　一　　一　一　　　．　．一　　一一　　－π　一　一　．　

昭和

T0年
38．4 17．7． 8．7 6．2 37．7

4年制大学教官数 54 37．3 16．8 8．3 62 39．7

57 36．7 16．4 8．0 6．1 40．7
一

．　．■■．．　．　．．幽．’　一　．一一　．．　．．　．．．一　．　一　　一．
．一． @一　　一　h　　一　．．一　　．　　．．．　．．　．．　　　．

．一．一 黶@一　．．．一．．．．一　　　．．一．．．．　T－

．　．．■一．．　　　．．一一・一．＿
．　　　　一　一昭和

T〔塀三
48．2 20．4 10．2 6．5 24．9

4年制大学学生数 54 45．4 19．7 9．8 6．6 28．3

57 445 ．　　　19．5 f．n9、6 6．5 29．5．　．一．7「．一　　．一■．ヒ．」　一　　．」．

．．@．．．　．．．　　．一　馳　　．　　　＿　　．　．＿　一

．．・一 @｝一一一・　一．　〒　．．＿

情報サービス業
昭和
T0年

61．1 14．4 13．5 3．7 20．8

従　　業　　拷　　数
53 62．1 】3．4 9．8 4．6 20．0

L　一．．．馳．．．一．　　．．．　・L．　．＿　　一　＿．．　．．．

56 6L8 L．1．7 】3．3 4．6 19．4

昭和 一．一． @　一－　　．　．．．　r－　　．　．　一　r　．．．．

・15年
30．1 15．8 9．9 6・5． 47．6

ホ　ワ．イ　トカ　ラ　．．一． 50 30．1 15．1 9．5 6．5 48．3

@．　　　　　　．

55 30．1 1・t5 8．9 6．5 48．9

う　ち　管理的職 昭和
T0年

3L9 16．0 10．5

　一　　　　　　　　　．

U．4

@　　．　　　　　．　　　　．　　　　　　　　一

@　45．8
55 3玉．2 15．4 9．8 6．2 47．1

昭和
T0年

52．1 42．0 3．6 2．3

輸　　出　　入　　額 52 54．5 38．1 4．6 2．9

55 56．5 37．5 ♂1，0 2．0

（注）大阪府の数値は追加 （56年数㈲

鯛1．臼捕＝「．詮総‘フ・・一・。プ1楳鱗、15昨硝
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貞12－19民間事業所の開設と消滋

非　農　林　水　産　業 製 造 業

嚢i倉

妻：…c

劉建

全　国i東京都．愛知県1大阪府i大阪市i全　国i東京都愛知県i大阪府1大阪「言

・2一・4剰74・98鋤2221・細…9911…8・i1◎62岬2晦・631

無鶉羅i叢i；11難1；1熱｝llii灘灘i：｛；i翫

開iA／44年総数

設隠嬬灘
　［D／53年総数
判E／56年緻
　1

11・・11・・ll・・12・・｝

け：：1際1翻ll：lll。3

r140　h43　1a2　1α6　146
i143　h46　1a3　1a6　152
i　　　　｝

蝋
梅綜

数i・

　　　　　1　　　　1
42～44年｝446，625i　48，725　　　　　　　　　　　　　21▼531127，612
45一・7年！欄7｝・τ2551・軌66・i・砿162

48～50 `46駄28815ag4312軌105｝4a541

51～53年i34醐i4臥690i14919131・846

54～56年μ27316◎8922之248151・38・

副A／41年旧劇
　lB／44年総数1

滅后二雛翻
率1・／53年総数i

劉

劇

9．4

8．3

9．3

6．8

9．1

9．1

8．1

7．2

5．0

6．9

9．1

＆6

10．7

7．3

10．6

27，016

1・．・11・・h・1

1畿9■34hZ2
1α0　98旨2
＆21a，田，
・・1・・1・・

　　1　　　　　1

1＆oi

17．0

120

1α11

1αg 戟E・

　　「
17・592i41・364｝6・97711・741

2τ507「 k軌68gi歌了20

1・81

・ag9。1◎911｝a64511，4671

器：1離婁：副1：；l11

　　，　　　　5，0071
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　7・5081　4・896

　　　　　　　　　　　　「

7．4

10．7

5．8

8．0

7．9

5．1

5．6

6．7

8．1

9．0

5．8

7．7

4g臣4
αgμ5
581＆5
2．7　1　5，9
　　　

4・1β5 10．5

蟹難’る・鱒業山畠は・例え‘ま54～56年目場合（・瀬・同数＋54－5附設事業醐一56鞠・置数

　　表12－20大阪府下市区町村の製造業事業所の開設と消滅

市町村麟雛出陣率 53年事
ﾆ所数

塁毒消酬　　　　　　r 大阪市
諱@部 薪豊麗降職麟融融・肖解
　北
@東’西　南

1，弓40

P，196

P1，445
P転851

2G4

P82

P59
E5｝　　｛

14．2

P5．2

P1．0

W．8

L47・12381，5631，7181，081

549

S32

R05

16．1

R5．1

Q5．1

Q8．2

大阪府

蜊緕s

i豊能）

i三島）

i北河内）

i中河内）

i南河内）

i泉北）

i景南）

9，954

S，235

@478

@438

P，050

Q，176

S36

V80

R61

10．9

X．2

Q1．2

P7．2

P4．5

P3．8

P2．1

X2

V．0

大淀11，282
沒㈲吹C46G　　　I

1，424

@　　1

1144

奄P18

　唱W8　　6．9

W4i　5．8

@　10．1

@　　9．6

1β23

P，606

P，485

P，260

129

Q30

Q05

P45

　98
@14．3
奄撃≠W

P1L5

91，057

S6，014

Q，255

Q，546

V，234

P5，728

R，592

W，504

T，184

8a615

S6，675

P，949

Q，208

U，521

P4，855

R，243

W，238

S926

7，512

S，896

P87

P02

R37

P，303

P19

T14

P48

＆5

Pα5

X．6

S6

T2

浮W

≠V

U．2

R．0

西淀川1β69

氈@花

@中
蛛@正

Z之江

501

P，014

X25

W62

五69

S0

X4

P02

V5

9．0

浮O

X3

P1．0

W．7

1，828

T33

P，016

X48

W34

128

V2

X6

P25

S7

7．0

P3．5

X．4

P3．2

T．6

西　成

｢倍野

Z　吉

件Z吉

1，956

?C201

W26

P，975

135

V1

U7

QGO

ag

T．9

W．1

P0．1

2，032

P，167

W36

P，868

2H
R7

V7

X3

10．4

R．2

X2

T．0

資料は56年事業所統計調査の府集計による。
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a563
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R，619
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Q36
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R．2441

@　1
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付き隻12一一1
大阪市の区別産榮別従業者の立地係数（従業地ベース）

砲 ｛｝「し　　　改・

hl又　　　　七 製　　厘
層「 ﾃ＝　　　　ぜ㌔．．

@　　　　尋．．
卿　・ 小泥㌦レ1 金融・ 保険業

】930 】965 1970 1930一　一　一　． 1970 玉975 ：930 1965 1970 1975 1930 1965 ！970 1975

・北・［都1・

0，974

LO79
P，368

P，132

0，924

P，405

P，000

0，963

P，329

P，O12 0，749

0，551

P，226

O，674

0，607

k153
O，699

0，657

P，125

O，727 0，967

　　　一　　　　　　　　　　　　一

P，！95

O，700

P，102

　　　．　　　一　　．　．一

kI56
O，808

z，096

P，090

O，885

kO58 1，053

L317
O，561

P，195

L170
O，638

I．106

束 0，558 0，632 0，633 0，695 0，687 0，569 0，610 0，699 ！．442 1，437 L328 1，】89 3，632 3，000 2，681

西 0，632 1，316 L266 1，280 0，567 0，554 0，632 0，682 1，293 1，324 1，285 L234 1，789 1，000 0，979

衛 0，500 0，579 0，532 　　　　　．O，561 0，595 0，409 0，414 0，446 1，395 L850 L811 1，708 0，895 L463 1，532

浪　速 0，632 呈．0！3 0，987 1，024 1，168 0，754 0，736 0，744 0，975 1，290 L291 L260 0，421 0，659 0，660
天；1三．芋 0，868 1，079 0，873 0，915 0，899 0，677 0，656 0，657 0，971 LO41 1，076 1，032 0，579 】，122 1，043

・此花・

1，211

L618
O，8G3

k145

L456
O，734

kO51

1，415

O，732

kO24 L338

1，426

P，020

P，189

L534
O，991

P，227

1，640

kO17
k284 0，764

0，406

P，157

O，843

0，430

P，195

O，861

0，439

P，208

O，878 0，421

0，195

O，585

O，415

0，191

O，532

O，383

…時
1，211

1，579

P，158

k368

L456
P，203

P，342

1，500

k195
k354 LOO6

0，751

P，394

P，077

0，758

k420
kO67

0，754

P，536

P．ll呈 0，822

0，625

O，577

O，601

0，619

O，576

O，599

0，631

O，587

O，612 0，316

0，341

O，293

O，317

0，319

O，319

O，319

・・淀・）［莫；1　

L237

0，987

k421
P，158

0，975

P，304

P，127

LOI2
k305
P，146 L623

L743
P，437

P，617

L758
I，288

k552

1，872

P，246

k592 0，692

0，478

O，628

O，539

0，530

O，755

O，629

0，548

O，782

O，654 0，158

0，293

O，146

O，220

0，298

O，213

O，255

東　成 0，526 0，557 0，622 1，629 1，601 1，675 0，747 0，798 0，817 0，659 0，723

生里子 0，592 0，646 0，610 L580 】，617 1，689 0，778 0，791 0，843 0，415 0，426

（束成）　旭 1，158 L228 1，159 1，160 L141 1，107 0，819 0，848 0，897 0，585 0，553

城　東 0，947 0，987 1，012 1，549 L546 L533 0，573 0，603 0，654 0，366 0，362

計 1，368 0，776 0，835 0，841 L522 1，523 L521 1，547 0，764 0，710 0，735 0，776 0，263 0，463 0，468
．列〔淀川 1，316 1，224 1，215 L244 1，522 1，411 1，368 1，284 0，721 0，604 0，709 0，795 0，211 0，463 0，489

住　宕 1，237 1，392 L329 1，026 1，025 0，976 0，799 0，818 0，837 0，439 0，404
　　　　　　　阿倍野（住吉）　　　　　　　列〔住吉

0，842

O，961

0，924

P．H4

0，976

P，207

0，743

P，246

0，730

P，248

0，668

k266
1，113

O，843

1，099

O，854

1，119

O，875

1，317

O．5玉2

1，340

O，468

計 1，737 1，026 1，177 L207 0，777 1，034 LO49 LO35 0，833 0，901 0，897 0，913 0，421 0，659 0，638

西成・ 1，079 1，303 1，595 1，341 1，229 1，143 1，107 1，131 0，953 0，904 0，907 0，949 0，316 0，512 0，489

全市構成比 3．8 7．6 7．9 8．2 35．8 35．0 32．6 28．9 27．6 29．3 30．2 31．2 1．9 4．1 4．7

運楡・ 通信業’ 電気 。ガス ・水道業 サービス・ 不動産業 公 務

1930 1965 1970 1975 1930 1965 1970 1975 1930 1965 1970 1975 1930 1965 1970 1975

・北・［・ll・

1，577

1，583

P，131

k500

1，321

kO99
P，284

1，295

P，077

k269 2，111
1

2，167

O，500

Q，000

1，857

O，571

P，714 0，962

1，066

P，008

P，058

1，228

Oつ52
P，179

1，209

O，939

P，166 2，302

1，350

O，750

P，250

1，286

O，810

P，238

1，182

O，818

kOgl
東 0，408 0，595 0，630 0．64！ 0，556 0，667 0，7】4 0，790 0，636 0，821 0，828 1，884 2，850 2，476 2，455
　一ﾑ 0，958 L655 1，358 1，141 1，556 0，833 0，857 1，430 0，884 0，952 0，982 0，814 0，650 0．5η 0，591

南 0，620 0。57！ 0，556 0，526 0，333 0，333 0，】43 1，591 1，083 1，11G 1，037 0，512 0，450 0，429 0，364

浪　速 1，042 L202 1，148 L141 0，222 0，667 0，571 0，887 1，066 LO83 1，049 0，953 0，500 0，571 0，591

天王寺 0，831 0，946 LOI2 LO26 0，444 0，167 0，143 1，468 L769 1，717 L644 0，674 0，700 0，667 0，636

・此・・

1，169

L298
O，964

P，！07

L333
P，037

P，173

1，436

O，987

P，179 L444

5，333

O，500

Q，667

4，143

O，714

Q．三43 0，747

O，752

P，000

O，90！

0，662

O，924

O，807

0，669

O，920

O，810 0，465

0，500

O，600

O，550

0，619

O，667

O，619

0，636

O，591

O，636

・小1・
0，338

3，167

k619
Q，381

3，432

P，691

Q，617

3，487

P，692

Q，667 1，222

0，333

O，500

O，333

0，429

O，571

O，429 0，806

0，843

O，736

O，785

0，793

O，683

O，745

0，791

O，675

O，742 0，791

2，150

O，700

P，400

2，048

O，762

P，429

1，955

O，682

P，364

・・淀・）［莫ll提

0，493

0，655

O，952

O，774

0，852

O．90！

O，877

0，936

P，038

O，987 0，556

0，167．

O，833

O，500

0，286

k857
kOOO 0，624

0，785

O，851

O，810

0，676

P，076

O，848

0，638

P，067

O，834 0，488

0，450

O，500

O，450

0，476

O，429

O，476

0，500

O，409

O，455

東　成 0，452 0，506 0，462 0，667 0，714 O，719 0，745 0，742 0，500 0．6玉9 0，636

生　野 0，405 0，407 0，487 0，167 0，143 0．90！ 0，834 0，785 0，500 0，524 0，545

（東成）　旭 0，655 0，753 0，769 0，667 0，571 1，339 1，179 L202 0，500 0，762 0，864

城　束 0，964 LO74 1，192 0，333 0，571 0，835 0，793 0，840 0，850 0，810 0，909
副圃 0，423 0，631 0，716 0，769 0，556 0，333 0，571 0，726 0，901 0，848 0，853 0，419 0，600 0，667 0，727

來淀川 0，451 0，929 1，000 玉．026 1，556 1，333 1，143 0，710 0，959 0，848 0，945 0，535 0，500 0，619 0，636

住　11f 1，131 LOOO 1，090 1，333 1，714 1，438 1，290 1，307 0，600 0，714 0，864
　　　　　　　阿倍野（住、1⇒　　　　　　　火住吉

0，714

O，667

0．74星

O，741

0，744

O，769

0，167

O，667

0，286

O，714

1，752

P，198

L552
kO21

1，460

O，969

0，950

O，600

0，857

O，667

0，773

O，727

計 ．563 0，833 0，840 0，885 0，667 0，833 1，OOO 1，849 1，430 1，241 1．玉96 0，651 0，700 0，762 0，773

西成 ．507 0，488 0，617 0，628 0，778 0，833 LOOO 1，005 ユ．174 LOI4 1，037 0，488 0，700 0，810 0，864

全市構成1．ヒ 7．1 ．8．4 8．呈 7．8 0．9 0．6 0．7 18．．6 12．1 14．5 16．3 4．3 2．0 2．1 2．2

！1；．1勢調査による。1930fFは，内問統計局（1936），6大都市産業別iltlll｝人rl．により，建設業．は中分類22，製造業は大分灯i　4工業．かち1卜分類22，23

を除いたもの．餌1・小売業は中分灯〔の25，～6，金融・保険業は中分類27，運輸・通信業．は中分！∫〔32，酒好・ガス・水道業’はrll分貰∫123，サービス・

不動産業．はllL分類28～40から32と33を除いたもの，公務は中分類33。
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1；1’表12－2

、　A　爪 ’

o．～il”1

Z術
管埋 小務 販売

運輸・i10儲 伎　liヒ・’卜．産

保安
．サー一

PごヌL

曳111’邑1

Z術
管jll！ 小務 販ゲ己 運　輸 技能 保安 サー

・狛信 ・’ P．‘』産

ビス｝　　一　．　　　．　　一1905 1，320 L170 一　｝　　一　　 一　『　　　　　一　　　一

北　　】970

@　　】975

1．3置3

P，208

1，187

P．聖43

L594
P，509
k387

o，994

I．058
P．0・17

LOコ9
O，957

O，930

0，496

O，444
O，4呂7

0．6（，0

O．8〔，0

e）．818

1，257

k250
O二．饗77

　　　　　19G5

氈@化1970
@　　　　1975

1，200

z，194

O．田7

0，453

O，480
0，677
O．G〔，4

〔，，441

O，430

1，2コ5

k29B
k566
P，713

L100
k100

0，662
O，625

9二§57　　圓　　　　一

0，684 0，448 L465 L827 1，ooo ｛L67】
　　　　薯965

諱@　1970

@　　1975

0，920
kO90
O，986

達．509

P，547

k3！4

2，022

u．865

k754

1，15」

P，2i5

P，146

0，667
O，574

O，512

0，328
O．29！

O，336

】，600

P，500

I，273

0，527
O，485
O，481

　　　　　董965

蛛@　jlこ1970

@　　　　1975

0，720

O，687

O，625

O，774

O，707
o｝．743

0．6118

O，626
O，625

O，655

O，552

O，589

1，529

P，745
Q，8：4

L468
z，584

L200
P，100

0．6／15

O，775

L7n 0，909 0，848
　　　】965

ﾑ　　1970
@　　聖975

0，940
kO30
O，986

聖．547

k587
k443

1，415
z，361

z，30！

LO62
kH6
諱DM】

L412
kN9
O，977

0，630

O，600

O，639

0，700

O，800
O，818

0，743

O，675

O，620

　　　　　茎965

驕@　東1970
@　　　　1975

0，720
O，731

O，778

0，717

O，787

O，800

0，555

O，604
O．6〔〕9

0，723

O，715
O．η4

量，255

P，426

k605

L518
P，550

k639

L300
I，200

u，091

0，703
O，700

O，772｝　　　：965

忠ｽ　】970

@　　1975

0，900

O，866

O，875

L226
I，187

F，129

1，223

P，1B7

k129

L497
k488
P，422

0，627

O，532

O，442

O，412
O，388

O，397

0，600
P，000

kOOO

2，薯62

Q，063

ﾊ，975

　　　　　　一
@　　　　1965

煤@戒1970
@　　　　1975

　　　㎜
O，660

O，687

O，736

0，962
O，907

O，986

0，616

O，717

O，699

｝0，904

O．90！

n，964

0，686

O，681

O，674

1，462

ﾕ．469

k523

0，700

O，600

O，636

0，703

O，725

O，696　　　　　1965

Q　速里970
@　　　　】975

0，740
O，731

O，750

1，057

k147
P，143

0，891

O，904

O，930

L311
k331
P，245

1，373

P，】70

P，047

0，871

O，850

O，895

0，900
kOOO
I，000

1，108

P，150

kO63

　　　　　1965

ｶ　野】970
@　　　　1975

0，740
O，731

O，750

　　　　　一

D0，660

O，653

O，729

0，424

O，470

O，465

　　　　一
z，045

O，959

O，948

　　　　O，667

O，6GO

n，767

1，529

堰D625

氏C718

0，500
O，500

O，545

O，824

O，900
kOOO一 皿　． 圓　　一

　　　　　1965

V王寺1970
@　　　　1975

1，780

k70！
I，681

！．132

P．09：ヨ

kOη

1．06Σ

kO87
kO70

1．！58

kI63
k1〔｝9

0，725

O，702

O，698

0，752

O，672

LOOO
D0，800

P，000

1，203

P，213

F，127

　　　　　1965

ｼ　戊1970
@　　　　2975

0，800

O，672

O，792

0，660
O，6！3

U二．9．生生

0，502
O，504

O，508

1，096

O，971

O，964

0，667

O，766

O，837

L317
P，444
P　　5置3二二一

0，900

O，800
P，09：

！，392

k488
P，494

　　　　　1965

s　’1み1970

@　　　　1975

0，860

O，866

O，875

0．8n
n，800

O，900

0，68】

O，704

O，734

0，836

O，930
O，927

L294
k213

　　『　　｝　罰

P，29】

P，263

P，278

1，100

P，200

P，455

　　一　　圃

O，973
kO75
z，127

　　　　　1965

｢倍野1970
@　　　　1975

P，740
W．4聖8

I，514

0，792

O，747
O，8！4

Z，803

O，830
O，793

k356
P，308

P，219

　　　一
Z，510
O，574

O，535

0，854

O，875

O，859

0，800

O，800
I，000

L459
k488
P，570　　　　　ユ965

蛛@　淀1970
@　　　　1975

0，780

O，925
O，944

LO57
P，080

k143

0，812

O，900

O，898

0，650
O，703

O，792

1，137

P，128

z，302

　　　　－k370
P，269

k220

　　　一
Z，800

O，700
O．8コ8

0，649

O，788

O，835

　　　　　1965

Z　吉1970
@　　　　】975

　　　一
P，380
P，】64

ｹ，292

0，698

O，640
O．6η

0，520
O．60・1

O，586

G，966

O，959

O，927

1，373

k191
I、326

1，235
k291
k300

LOOO
P，200
kOgI

L135
P，113

R口304
　　　　　1965

u’；｛　島1970

@　　　　1975

0，940

O，955

P，042

　　一kO75
kO93
P，071

　　　一
Z，834

O，943

O，914

L226
k203
k229

　　『O，902
P，021

P，000

LO56
O，975

O，989

　　　　
O，700

O，800

O，727

　　』　．
O，770

O，788

O，709

　　　　　葦965

ｨ〔住古1970
@　　　　】975

　　　』kOOO
n，851

O，903

　　　一　－

O，736

O，680
O．70‘〕

0．54董

O，574

O，559

　　　　　　

P，068

I．012

O，984

　　　　一
Z，922
P，：06

k1．｛0

1，331

P，409

P，527

　　O，700

O，800

O，636

0，932

O，925

O，949．　一　一　　　1965

`　　】970

@　　1975

0，900
O，731

O，792

0，679
O，707

O，786

0，694

O，730

O，785

0，70】

n，645

O，599

2，353

Q，468
Q，721

！，2！3

＝D288

k300

1，800
k700
k909

0，878
O，913
O，924

　　　1965

ｮ　　1970

@　　1975

！，：00

P，075
�D】67

0，623
O，653

O，729

0，515

O，596

1．0・蓄5

z，041
I．0｛｝5

　　．　　　　

O，980
P，】91

k140

　　　　
I，305

P，288

P．3M

0，700

O，900

O，818

1，162

I．063

P，190　　　　　1965

ｼ1定川1970
@　　　　1975

0，680

O，687

O，653

0，906

O，813
O．9茎4

0，624

O，670

O，672

0，565

O，576
O，594

0，94：

P，】70

P，419

L588
P，634
k740

．0，900

O，800
P，000

0，689
O，675

O，620

　　　　　】905

ﾏ〔～定川1970

@　　　　1975

1，080

P，015

P，000

0，792

O，800
O，87】

　　一　　　　

O，655
O，704

O，711

0，589

O，75G
n，859

1，119
I．23・I

k279

1，38置

I．356

P，325

0，900
�C000

O，909

LOOO
n，975

kH4
大阪≧瞬965 5．0 5．3

一22．9

　一
I7．7 5．1 35．7 1．0 7．4

1970 6．7 7．5 23．0 ！7．2 4．7 32．0 LO 8．0
構成止ヒ！975 7．2 7．0 25．6 置9．2 4．3 27．7 1．！ 7．9

大阪市の区別職梨別従業者の立地係数（従榮地ベース）
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図13司　管理職の埣1滅率
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図！3－2工業用地の工場従業者密度（50年）
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図13－3　市街化の時期
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図13一一8　用途混合度からみた街区状況（城東区）
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表13一一1　大阪市工場の規模別構成比と年次変化

＿＿＿」一　業　所　数
54年
構成比

総　数　100．0

　1～　3　40．8

　4～　9　38．4

10～　19　　　11．3

20～29　　　4．6

30～　49　　　　2．2

50～　99　　　　1．6

100～199　　　　0．7

200～299　　　　0．2

300～499　　．　　0．2

500～999　　　　0．1

1，000～　　 0

42～45

　3．1

　11．1

　6．4

＾　4．4

ム　4．9

ム15．5

△12．4

ム12．6

ム　8．7

　0

ム　6．5

凸　5．6

45～48

　9．8

　24．7

　10．4

凸　0．4

ム　7。4

ム　4．4

ム24β

ム17．0

ム28．7

　　亀

＾　5．6

ム　9．3

ム14．7

48～51

　3．2

　20．2

ム　2．0

▲14．3

　10．1

ム22．4

ム　6，7

ム1L4

△23．7

ム29．8

△25．6

ム10．3

51～54

　L2

　4．8

　0．4

▲　3．8

　5．2

ム10．4

▲　9．1

ム13．2

▲16．2

6　8．5

ム　6．9

＾42．3

1綴癬・一・51・5一・8
従　業　者　．数

100．0

　7．9．

20．1

13．7

　9．9

　7．5

10。0．

　9．5

　3．8

　5．3

　4．8

　7．5

ム　5．1

　11．9

　5．4

ム　5．6

▲　4．7

614．8

＾12．8

△13．9

ム　9．2

ム　0．8

▲　5．3

　4．3

4　8．2

　23．7

　8．9

ム　1。3

今7・8

ム　4．8

ム22．7

＾15．2

島28．8

ム　6．4

6　8．3

＾17．8

48～51

▲11．8

　20．3

ム　3．2

ム16．1

　8．9

623．1

ム　9．5

＾11．2

ム23．7

▲30．3

＾29．1

ム15．9

51～54

▲　7．2

　5，2

ム　0．1

△　4．4

　5．8

ム　8．9

6　7．2

＾12，1

ム14．5

6　7．2

　3．4

▲36．7

製造品出荷額
54年

構成比

100．0

　2．2

10．5

11．2

　9．6

　7．7

11．8

14．4

　4．5

　8．8

　8．1

11．2

42～45

40．1

65．4

61，1

54．3

38．4

37．4

33．7

23．4

54．8

43．3

51．6

33．4

45～48

　30．2

　90．4

　76．9

　56．8

　5L7

　45．5

　11．5

　40．4

ム　7．9

　25．3

　27．8

　8．8

・8－51151－54

　19．6

　53．9

　31．1

　12．2

　38．2

6　3．4

　25．7

　20．1

　15．0

　18．7

　8，2

　23．8

　17．6

　32．0

　25，8

　24．2

　39．4

　18．1

　31．2

　27．0

6　1．2

　22．3

　35．1

ム22．31

者年次工業統計調査による。
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表13｝2大阪市各区の工場敷地面積当り従業者、出荷額、付加価値額とその変化

50年 40年 40～50年の指数変化

従業者 出荷額
付　　加

ｿ値額
従業者 出荷額 付　加

ｿ値額

（指数は両年次共大阪市　体＝100）

人／ha 戦。。㎡ 戦。。㎡ 人／ha 職。。㎡ 弔。。㎡
従業者 出荷額 付　加

@値額
大阪市全体 161 L7ア5 656 207 698 219 0 0 0

都
北　　区 ア61 10，912 5，ア85 888 5，820 1，620 44 68 嘩42
東　　区 557 6，076 2，824 265 868 517 218 218 285

心
南　　区 808 5750 2，025 LO　51 2ろ58 848 △　6． △11 △75
西　　区 274 2，560 662 509 818 255 21 27 △15

準
大淀区 512 3」90 1，529 268 751 216 65 72 134

都
福島区 267 3，255 i，451 307 980 357 18 43 55

心
浪速区 541 5，105 859 245 697 205 94 75 3ア

天王寺区 583 5，601 2」58 65e 1，692 546 48 74 77
西淀川区 98 1，319 440 140 558 167 △　7 △　3 △　9

西 此花区 61 ｛，019 341 88 546 129 △　5 △21 △　7
港　　区 152 1，959 617 157 745 、　　197 6 3 4

部 大正区 74 991 571 96
4661

112 0 △11 6

庄之江区 71 1，005 459
「旧庄吉区 81 1，060 454 ’158 561 165｛i△26 △20 △　6

南
庄吉区 2・21 1，ア08 654

部

阿倍野区

ｼ成区
劉 1：謬 1，522

U69
895
P74

2，564

T82

ア681

P65
△52
@32

△105

@32
△19
@28

東庄吉区1 　　1T021 2，448 758
旧東庄吉区1 1，728 542 176 540 169 32 20 6

東
平野区 163 1，566 494

生野区 263 1，902 630 323 769 246 7 △　5 △16

部 東成区 301 2，479 862 558 886 506 14 15 △　9

城東区 206 1，858 616
旧城東区 161 1，700 579 227 688 211 △10 △　5 △　8

鶴見区 115 1，558 541
北 都島区 214 2297 717 232 756 198 21 24 19
東 旭　　区 271 2，164 662 298 816 248 24 5 △12
部 東淀川区 169 1，885 662

淀川区 167 1，905 882
旧東淀川区 167 1，912 815 196 667 252 △　9 U 9

（資料）工場敷地面積は大阪市総合計画局「大阪市の土地利用」等979，他は工業統計による。
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表13－3主要な施策をプラスであると回答した事業所の比率

寺田 情の 住公 市増 東機 国 空 教充 1二と 文ア 外充

線滞

ｹ解

報充

�ﾀ

環害

ｫ防
ﾌ止

内加 京関
@のへ集

際性
港の

育研実究

場構

ﾌ造
ｬ転

イピ　〒
貿港実

p
路消

供活 窒「コ 住住

ﾒ近
の中

ｭ排

空尤

整
機関 出換

h
…｝几

蝟狽ﾌ

ﾈ充

機能

の 動 と の接 府下 実 備 の 止 ど実 の

建　　設　　業 72．1 65．9 659 4Z5 55．7 ろzア 50．8 50．8 44．5 492 52．8

製　　造　　業 85．5 66．7 58．0 4Z8 52．2 594 5zア 46．4 50．4 ろ3．3 2ス5

繊　　維　　卸 7Z8 52．8 45．1 56．1 40．5 56．9 58．9 292 11．蒲 18．1 55．5

薬　・化学卸 81．6 895 42．1 25．ア 28．9 36．8 26．3 421 25．7 2穏 21．1

原　材　料　卸 795 795 48．7 55．9 55．9 50．8 38．5 25．4 45．6 20．5 25．6

機　　械　　卸 90．9 792 442 28．6 5Z1 494 48．1 51．2 41．6 195 525

そ　の　他　卸 82．9 720 51．2 53．7 31．7 52．9 52．9 541 25．2 18．3 22．0

小　　売　　業 692 65．4 65．4 80．8 50．8 269 50．8 50．8 34．6 50．0 11．5

金融　・保険 68．9 72．1 42．6 5Z4 557 492 3Z7 5zア 328 2φ・2 197

不動産業等 85．5 70．9 491 491 41．8 41．8 4Z3 509 21．8 50．9 40．0

一一 ﾊサービス 66．7 58．5 41．7 41．7 5Z5 35．5 41．7 41．7 20．8 41．7 8．5

事業所サービス 66フ 7↑2 51．5 48．5 50．0 28．8 28．8 40．9 19ア 28．8 91

29年以前開設 80．4 689 51．0 45．7 48．5 4Z2 595 5Z2 52．1 28．1 50．4

50～47年開設 74．5 75．0 48．5 426 592 35B 597 54．3 26．0 25．5 18．6

48年以降開設 78．3 70．0 56フ 51．7 41．7 55．0 40．0 41．7 20．0 38．5 20．0

合　　計 78．5 7aO 50．0 45．1 449 42．2 588 36．7 28．7 2Z9 25．2

大阪市総合計画局（1979年）、による．

表13－4関西における先端技術産業，ベンチャービジネス，全工場，

　　　　事業所の分布　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

A 先端技術産業
トP 麟麦一1・ 全事業所

i本 撫馴工 場1
計 1比論碧造1エ 場僕製造

豊　井　県 0．8 0．5 4．3 2．8 5．2 3．9

三　重　県 5．4 9．7 7．1 8．3 4．2 7．2 6．0

滋　賀　県 8．7 ユ0．8 8．3 2．1 1．4 4．5 3．6

京　都　市 11．1 7．6 5．7 7．1 7．1 9．7 8．0 8．8

京都府下 0．9 3．3 3．2 2．8 3．1 2．3 2．5

大　阪　市 60．7 20．7 12．9 23．8 3L9 66．7 20．5 33．0

大阪府下 14．5 31．5 25．6 24．3 22．1 8．3 24．4 14．9

神　戸　市 4．3 2．2 5．7 4．8 6．4 2．8 4．6 8．7

兵庫県下 7．7 18．5 21．3 18．1 10．ユ 1．4 14．6 12．7

奈　良　県 0．9 1．1 2．2 1．7 1．8 1．4 4．3 2．3

和歌山県 1．1 2．2 1．6 2．8 1．4 4．4 3．7

関　西　計 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0

言＋実数1 ・・7i 92i 3711 58・1 3261 721 1
A：関西空港調査会「関西における先端技術産業立地調査」1983年5月

B＝日本経済新聞社「日経会社情報，ベンチャービジネス版」1984年1月

C：工場は1981年工業統計調査，非製造業は1981年事：業所統計調査
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表13－6　住工混合地区の利点と欠点

工

場

サ

イ

r

住

宅

サ

イ

ド

利 点

パートタイマーなど労働力が得やすい

家庭内職などの下請が碍やすい

取引工程上の協力・相互依存が可能

関連サービスが得やすい

工場の管理が容易である

地代や家賃が安く、小資金での経営が可

能である

都心への接近が容易な位置にある

職場が近い

パート、内職などの職が得やすい

家族の労働参加が容易

生活費が安い

下町的住み良さがある

欠 点

拡張スペースが不足

細街路が多く輸送条件が悪い

公害対策の強化が必要

地区外からの新規労働力の導入困難

工場の老朽化が進んでいる

騒音、振動、悪臭等の局地公害が多い

火災・爆発などの災害の危険が多い

強肩の通行が多ぐ交通災害が多い

住居の老朽化が進んでいる

オープンスペースや公共施設が不足して

いる

大阪市経済局（1979年）による．以下同じ．

A　街区内住工混合

B　住街区と工街区の混合

（な齢A’B各ケースを通じて・住」二同一棟や住工同一敷地が含まれるが、それらは個別企芙、1

個別世帯レベルの意志決定で解決することも可能である。公的な対策として問題になるのはやは1

り個別の世帯や企菜の対応では解決困難な、街区全体ないしは地区全体の混合である。）

表13－7　住工混合地区対策の方向

へ酬［縫謙騰擁嘱設抑制

銭…

　　　　　公害発生源対策　　　　　　　　　　i

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、｛
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表：1．3・一8　混合対策手法と諸条件

条　　件　　　　　　　　　　　　　対　策 1111合持続 ．1二場移転 住宅移転

混合のタ　ィ　ブ　　　　　．L　場　卓　越 ⊂）

住　宅　卓　越 O
工場の、Z地競合力　　　　　　　　　大 o O

小 O
工場の地域内業種i場関連　　　　　　強 ○

弱 ○

．工場の成長性　　　　　　　　　大 ○

小 O
工場の種類　　　　　　公　　警　　型 ○ o

非　公　害　型 ○

工場の所イ1関係　　　　　　所　　　　　　有 ○

賃　　　　　惜 O
工場の質　　　　　　　老朽・不適切 O

新設・　適切 O
街路の形態　　　　　幅員大で整形 O

1幅員小で不整形 O
［，晋住地としての安定性　　　　　　穴 ○

小 ○

職住近接性　　　　　　　　　天 O
小 ○ ○

住宅の状況　　　　　　　老朽　・過密 ○

良　　　　　　好 ○

人［］変動　　　　　　　滅　　　　　少 O
増　　　　　加 O ○

産業変動　　　　　　　　　2次産業増大 ○

減　　　　　少 ○

5次産業増大 ○

減　　　　　少

地価変動　　　　　　　　上　　昇　　大 ○、

小 ○

o印は該当する稚の適用が比鵜容易である誠功の・J．能才であるカ、望ましい駈

意味する。
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・1～13・一．11 街区の混合型による工場特性の総括

街区の

^イプ 　　　　f

X区内は大部分非工場

ﾉ利用され、工場少数

　　　　i【

X区内で工場とその他

p途が混在

　　　　　m

X区内に工場その他用途

ｪまとまって併存

　　　　配
X匡内が大部分工場に

?pされている

縫製・同関連が多く、メッ

Lか少ない

T八以下の零細工場がア

`8割

6～2　0ノ＼σ）！」、コ［場力こ他

謔闡ｽい

印刷・同関連が少ない

Q1入以上の中エ場やや

ｽい

縫製・同関連が少ない

Q1入以上の中工場か最

ｽ

業　　　　　種

]　業　者　数

~　地　而　積

ﾗ接地の用途

O面道路の幅員

~地・建物の所

L関係

Z工の位置関係

H場の広さ

囎ｨの老朽度

ｨ資の搬出入

ﾐ害時の不安

�Qの苦情

｡後の活動

ｫ来の見通し

ﾚ転について

W団化について

ｮ備の方法

　　　　　小

Z宅のみ・．住宅第1で他

p途従が大部分

H場等を含まないもの最

ｽ2η昧満か6割以上で最

ｽ所有の比率が他より小さ

｢借地略家力弓ぎ程度あ

髀d工同一棟が特に多い

ｷくて困るが他より多い

s便を感ずるものが多い

s安を感ずるが6割強と

ｽい

齒薰��ｯているかやや

ｽい

l地区で不安・曙いが多

｢必要を感ずるもの他より

ｽい

l地区で住工分離少ない

住宅のみ億少数で、その

ｼのタイプが棍在

住宅のみ少数

ｻ状維持か多く、拡大が

ｭない

Zエ混合の許容少ない

　　　　　大

Z宅のみ、住宅第1で他

p途従け極少

G場等か第1のもの最多

Zとエの分離か多い

V朽建物がやや少ない

g、皿にくらべて不安大

ｫい

m定するもの7割以士と

ｽい
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表13－12　前面道路の幅貝による工場の特性

M 地 区 0 地 区

2〃昧渤 2～4川未 、4〃’以」： 2〃床満 2～4η味 4〃1以」：
－　　一　一

縫　製　　・　同　関　連 58 18 4 22 6 29
業 印　刷　　・　同　関　連 29 36 32 19 18 14

金　　　　　　　　　　屑 8 14 20 22 55 1　4

機　　　　　　　　　械 21 11 24 28 18 1　1

メ　　　　　　　ッ　　　　　　　キ
一 1　1 8 6 6 1　1

そ　　　　の　　　　他 4 11 12 5 18 21
種 計 100 100 100 100 100 ↑00

〈実　　　　　　　　　数） （24） （28） （25） （56） （17） （28）
1　　～　　　　2入 55 21 20 28 18 14

従
5　　～　　　　5 50 21 20 39 1B 21

業
6　　～　　　10 13 14 12 17 24 14

11　　～　　　20
一 18 8 8 6 7

者
2重　　　～　　　50 4 18 28 6 24 18
51人　～

『
7 12 3 12 25

数 計 100 100 100 100 100 100
（実　　　　　　　　　数） （24） （28） （25） （56） （1ア） （28）

～　　100〃ノ 70 30 24 46 20 51
敷地

101、　～　500 22 37 48 42 55 12

面
501〃ノ　～　　　’

9 53 28 12 47 58
積 計 100 100 100 100 100 100

（実　　　　　　　　　数） （25） （2ア） （25） （53） （15） （26）

隣

住　　　　の　　　　み 42 11
『 29 6 7

接
住　　＋　そ　　の　他 42 21 28 49 42 26

地 そ　　の　　他　　＋　　住 8 54 48 1ア 55 22
の用

住　　　　な　　　　し 8 14 24 6 18 44
途

計 100 100 100 100 100 100
（実　　　　　　　　　数） （24） （28） （25） （35） （1ア） （27）

住
同　　　　一　　　　棟 83 52 67 58 50 56

工 同　　一　　敷　　地 8 52 24 22 25 25
の位

同｝棟　・同「敷地
一 一 一 3

一
4

置関 そ　　　　の　　　　他 8 ↑6 10 17 25 36　　・

係
計 100 100 100 100 、　100 100

（実　　　　　　　　　数）
（24） （25） （21） （36） （16） （28）　1

工
狭　　く　　て　困　　る 58 29 16 51 4　1 50　　．

場 適　　　　　　　　　当 58 68 72 63 53 59　　．
の広 十　分　余　裕　あ　る 4 4 12 6 6 11

さ
計

愚00 100 100 100 100 100
（実　　　　　　　　　数）

（24） （28） （25） （55） （17） （2ア）

！〔｝3



％

，

M 地 区 0 地 区

2規未溝 2～4端未 4ノη以上 2加未満 2～4拠未 4〃～以」二

工
老　朽　　・　要　改　築 52 45 29 25 51 41

場
古　　い　が　　堅　　固 29 36 29 47 44 22

建
新　　　　し　　　　い 19 21 42 28 25 37

物
計 100 100 100 100 100 100

（実　　　　　　　　　数） （2D （28） （24） （56） （16） （27）

搬
イ．狭　く　て　不　便 46 59 8 38 25 11

出入

ロ．駐　　車　　不　　便 4 14 25 9 51 15
や駐 イ．　　　ロ 21 18 4 2鷹 6 7

車の

不便を感　じ　な　い 29 29 65 32 58 67
便宜

計 毛00 100 100 100 100 100
（実　　　　　　　　　数） （24） （28） （24） （34） （16） （27）

災
建　物　こ　み　不　安 25 14

『 12 29 7

害
道　路　狭　く不　安 21 25 8 18 12 4

時
危険物あ　り不安 21 18 4 53 6

『

の

複　　　　　　　　　合 4
『

4
一 『 ｛1

不
心　　配　　　な　　　し 29 43 84 36 53 79

安
計 10G 100 100 100 で00 100

（実　　　　　　　　　数） （24） （28） （25） （53） （17） （28）

公　害

受　　け　　て　い　る

�@け　た　が　解　決

17

P5

16

Q4

412

筆2

P5

『18
722

苦
受けた　こ　と　な　し 71 60 84 74 82 70

情
計 10G 100 100 100 100 100

（実　　　　　　　　　数） （24） （25） （25） （34） （1ア） （27）

今
拡　　　　　　　　　大 21 46 64 52 i7 29

後
現　　状　　維　　持 71 45 28 62 71 62
縮　　　　　　　　　小

一 一
4

の
6 12 4

止　　　　　め　　　　る 8 て1 4
活 『 『

4

動
計 100 10G 100 100 100 100

（実　　　　　　　　　数）　　　　　　「
（24） （28） （25） （34） （17） （24）

将

成　長　し　て　い　く 9 8 18 15 15 26

来
不　　安　　な　　し 22 50 55 52 50 33

の 不　　安　　あ　　り 44 2ア 27 24 25 26
見通

ま　っ　た　く　暗　い 26 15 5 9 15 15

し
計 100 100 100 肇00 100 100

（実　　　　　　　　　　数） （23） （26） （22） （33） （16） （27）
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％

M 地 区 0 地 区

2泌未満 2～4蹴未 4襯以．L 2醒壕ミ満 2～4η味 4川以上

計　　　画　　　あ　　り 8 7 8
『

6
一

移 条　　　件　　次　　第 15 11 8 24 12 14
転

に し　た　い　が　困　難 46 30 8 18 29 11
つい

必　　　要　　　な　　　し 55 52 76 58 55 75

て 計 100 100 100 で00 100 100
（実　　　　　　　　　数） （24） （27） （25） （53） （17）

ゆ（28）

推　進　す　べ　き　だ 14 29
一

3
『

8
集団

状　況　に　応　じ　て 25 35 67 29 47 58
化 効　　果　　疑　　問 23 33 17 23 20 19
に

つ
わ　　か　　ら　　な　　い 41 5 17 45 53 15

い 計 100 て00 100 100 100 100
て

（実　　　　　　　　　数） （22） （21） （2ゑ） （31） （15） （26）

住　　工　　分　　離 17 39 25 27 24 32

整 公害源のみ分離 29 39 41 27 24 32

混　　合　　許　　容 29 22 27 23 41 21

備 分　　　ら　　　な　　　い 25 一
9 25 12 14

計 100 100 100 100 100 100
の （実　　　　　　　　　数） （24） （23） （22） （30） （17） （28）

住　　工　　分　　離 22 39 26 35 27 38
方 公害源のみ分離 59 59 47 35 27 38

混　　合　　許　　容 39 22 32 50 47 25
法 計 100 100 100 100 100 100

（実　　　　　　　　　数） （｛8） （23） （20） （23） （15） （24）

i
i
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表13一コ3　前面道路の幅員による工場特性の総括

前面道路
の幅員 2　〃2未　満’ 2　～　　4　　脚 4　加　以　上

業　　　　　　　　種

従　業　者　規　模 5入以下の零細工場多い 6～20〈の小規模工場がや 21入以上の中規模工場がや

や多い や多い

敷　　地　　規　　模 小

隣接地の用　途 住宅的 非住宅御

忌と工との関係 住工同一棟が多い

エ　場　の　広　狭 M地区のみ狭くて困るが多い

　　　　　　　　　　■
囎ｨの老朽　度 M地区では老朽 新しい

物資　の　搬出入 不便でないが6割以上と多い

災害時の不　安 心　配 心配なし

公　害　の　苦　情

今　後　の　活　動 M地区：拡大意向・小 大

将来の見　通　し M地区：不安：暗い 成長・不安なし

0地区：成長・不安なし 不安・暗い

移　転　に　つ　いて M地区：必要 必要なし

0地区： 必要なしが多い

集団化について 肯定小 大

整　備　の　方　向

！0（；



表ユ3’囮一14躯タイプ・業種によ・瑚立地喉

立地藁イ虫 1
2

5
街区タイフ’

縫襲・1西燗連 印刷・同関連 機械・金属製品

a1発形・道路帆大
一 慣極的に⊥場導入、印刷 （非工場の移転）

所σ」の形成（非工場の移

a工場主体 転）

a2不整形・道路幅小
一 道路整砺 道路整備

（非⊥揚の不第…）
（非工場の移転）

　　　　　　　b1整形・道路幅大

mH場と非工

現状維持 工場の公轡防除 （非工場の移転）

楊混合　　　b2不整形・道路幡小 道路の整備
a．b1街区その他への b1・a街区、その他への

工場移転、又はユ弓場の公 下網の移転

害防止と道路の整備

cl整形・道路幅大 現状維持 a，b1街区、その他へ 新増設の規制と

の工場の移転、又はユ山場
a，b1街区、その他への

の公害防止 工場移転
。非工楊主体

c2不整形・道路幅少 街区の一般的ll朋発
a、b1街区、その他へ

の工場の移転と新増設の 同　上

規制

備　　　　　　　考

立地移動・集団化困難

驪ﾆ休質改善（低コ

Xト指向からの脱却）

移転肖」能距離小

W団化の円．能性あり

生業的なもので消滅傾向の

烽ﾌあり、

必要 残留工場の質的転換必要

！e∵
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